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あらまし：教育においてクリティカルシンキング(以下「CT」という)の必要性が高まっている．本研究の

目的は，学生が実際に発言・対話をしなくても，教員が疑問を投げかけることで，学生の理解が深まるか

を明らかにすることである．実験では学生がスマートフォンで Web上に解答したが，解答は有意に向上し

た．これはディベートを行わなくても，疑問を投げかけられることで学生は省察し，理解を深め，問題発

見・解決に向かうことによると示唆された． 

 

キーワード：クリティカルシンキング，大学，授業，情報 

 

1. はじめに 
現代はさまざまな情報があふれており，それらを

十分に吟味して，的確な意思決定を行わなければな

らない．そのためには，CT は不可欠である．経済産

業省の社会人基礎力，文部科学省の学士力，さらに

は 21 世紀型スキルにおいても，その重要性が謳われ

ており，教育におけるCTの重要性が高まっている．

なお，CT とは，先入観に囚われず，論理的に考え，

合理的な決定を導き出す能力と意思である(1)． 

学生が真に「できた！」という状態に至るのは，

図 1 のどのような段階を踏むのだろうか (2)．さら

に，この段階に到達するには，ディベートや教員・

学生間のコミュニケーションが不可欠なのだろうか．

本研究の目的は，学生が実際に発言・対話をしなく

ても，学生に CT を促すことさえすれば，理解度が

進み，問題発見・解決につながることを，明らかに

することである． 

 

2. 研 究 方 法  
2.1 調査対象・時期 
都内及び近郊に存在する複数の大学の大学生 60

名（1～4 年生）を対象に，2013 年 10 月に都内の会 

↑
理
解
度

わかった！

わからない

時間　→

図1　理解へのステップ  

議室で実施した． 

2.2 調査方法 
教室前方のスクリーンに設問を提示し，学生がス

マートフォンで記名による自記式で Web の解答欄

に返答した．設問ごとの解答時間 5 分とし，全員が

解答してから次の設問を提示した．倫理的配慮とし

て，教育・研究目的以外には使用しないことを説明

し，正直に記入することを依頼した． 

2.3 測定方法 
解答を 3 点満点として，学生の理解度に沿って点

数化し，その変化を SPSS20.0 を用いて分析した．な

お点数は 2 名の研究者が合意するまで検討した． 

2.4 設問 
「3.11 によって，電気が足りなくなったので，節

電が必要になった．だから，週末のオープンキャン

パスでも，節電を実施した．」この理由と結論の関係

は適切でしょうか． 

Q1：あなたの意見を述べてください． 

Q2：疑問点や問題点があれば，書いてください． 

＊「んーーっ，チョット待った．それって，ホント？

なぜ，本当？」と，3 回唱和．(参加者番号 1~30

の 30 名のみ)． 

Q3：設問の理由と結論の関係は適切でしょうか．疑 

点や問題点があれば，書いてください． 

＊ヒントを提示する (参加者番号奇数番 30 名のみ) 

工場の操業をシフトするのはなぜ？  

なぜ，そのようなことが起きるのか？ 

Q4：設問の理由と結論の関係は適切でしょうか．疑

問点や問題点があれば，書いてください． 

Q5：最後に確認 (参加者番号奇数番 30 名のみ) 
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 電気の大量貯蔵が不可能な事を知ってい

ましたか？ 

 節電が重要なのは，ピーク時であることを，

知っていましたか？ 

なお，唱和・ヒントの実験の時間帯には，各々の

統制群はその間は何も行わず，設問のみに解答した． 

 

3. 結 果  
学生に疑問点や問題点に気づくかどうかは，唱和

やヒントのみでは正解率は上昇しないが，実験全体

を通してでは，有意な向上がみられた(表 1)．しかし，

8 割以上の学生は最後まで疑問点や問題点に気づい

ていなかった(図 2，表 2)．また，電気は貯められな

いことは知っていても(13 名 45％)，理解に活用でき

なかった人がいた(6 名 21％)．さらに，最初から週

末における節電要請には問題があることを指摘でき

た学生はいなかった(表 2)． 

 

4. 考 察  
本実験では，疑問・質問の想起，唱和，ヒントの

各々個別の効果による理解度の変化はなかった．し

かし，学生には何ら新たな知識を与えなくても，実

験全体では有意な上昇がみられたことは，思考が促

されれば，知識を活用し，学生は省察を行い，考え

を深められることが示唆された． 

そもそも，正解者数の増加が少ないことは，問題

設定が難しすぎた可能性がある．しかし，電力(キロ

ワット kW)と電力量(キロワット時 kWh)が異なるこ

とは，中学生の理科の知識であり，義務教育として

学んでいる．しかるに，実際の事例には活用できて

いない．その理由としては，①知識を覚えていない，

②覚えていても引き出せない・活用できないなどが

考えられるが，その理由として，そもそも節電に対

する興味がない，問題意識が薄い，考えたこともな

いなどが推察される． 

ヒント及び唱和の効果は有意でないが，全体を通

して効果が認められたことは，スマートフォンに複 
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図2 理解度の変化

 

数回にわたり解答を書き起こしたことによるもので

ある．つまり，本実験結果により，設問に対する解

答をスマートフォンに文字で起こすことで，省察を

促し，思考を深化させた可能性が考えられる． 

そもそも考えていることを手で書き起こしたり，

対話・ディベートとして発言するためには，省察が

必要となり，思考を深める．一方，学生はデジタル

ネイティブであり，答案用紙に書き込む行為，実際

に発言する行為などは，スマートフォンで代用する

方が，彼らにとってはより馴染みがあると考えられ

る．つまり，手書き，対話・ディベートなどの行為

を，スマートフォンで容易に代用できると推察され

る．したがって，デジタルネイティブ世代の思考を

促すには，スマートフォンを活用することが選択肢

となりえるだろう． 

 

5. おわりに  
今回の調査では，疑問・質問の想起，唱和，ヒン

トの提示が学生に省察するきっかけを与えることが

示唆された．ディベートが苦手であり，スマートフ

ォンを自由に使いこなすデジタルネイティブ世代に

とって，スマートフォンの活用はディベートの効用

を補填する可能性が示された．もちろん，真に相手

と対峙して論理的にディベートができるようになる

ことに越したことはない．今後は，スマートフォン

の効果を明確にするため，疑問・質問の想起，唱和，

ヒント効果，さらに同じ問いを繰り返し考える効果

などの関連を明らかにする研究が望まれる． 

なお，本研究の一部は科学研究費助成事業 基盤研

究（C）15K01088 の助成及び教育テスト研究センタ

ー(CRET)の協力を受けている． 
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表2　　「電気が貯められないこと」の活用

活用
できた

%
活用でき
なかった

%  n=29 %

既知 7 24% 6 21% 13 45%

未知 5 17% 11 38% 16 55%

合計 12 41% 17 59% 29 100%

電気は貯めら
れないこと

電気は貯められないことを、
工場操業時間シフトの理解に

合計

 

表1　再考、唱和、ヒントによる介入の効果

全体 唱和 ヒント
有群 無群 有群 無群

自由度 t値 有意確率 自由度 t値 有意確率 自由度 t値 有意確率 自由度 t値 有意確率 自由度 t値 有意確率

疑問・問題点再考効果 Q1-Q2 57 -1.000 .322 n.s. 27 -1.000 .326 n.s. 29 N.A N.A 変化なし 28 -1.000 .326 n.s. 28 N.A. N.A. 変化なし

唱和効果 Q2-Q3 57 -1.351 .182 n.s. 27 -1.362 .184 n.s. 29 N.A N.A 変化なし 28 -1.000 .326 n.s. 28 -1.000 .326 n.s.

ヒント効果 Q3-Q4 57 -1.657 .103 n.s. 27 -1.362 .184 n.s. 29 -1.000 .326 n.s. 28 -1.361 .184 n.s. 28 -1.000 .326 n.s.

全体の効果 Q1-Q4 57 -2.403 .020 * 27 -2.260 .032 * 29 -1.000 .326 n.s. 28 -1.983 .057 † 28 -1.361 .184 n.s.

†:p ＜.10, ＊:ｐ ＜.05,　**:ｐ＜.01,  ***:p ＜.001  
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あらまし：法律文は専門知識を有しない人には理解しにくいという問題点がある．我々は法律文の理解支

援や可視化を目的としてテキストマイニングによる法律文の解析（要件効果構造の分類と権利義務配分

の定量化）を試みている．この研究では法主体への権利義務の配分の様相を定量化することが出来たが，

並列構造や但し書き構造，入れ子構造への対応が不十分で精度面でも課題が残った.そこ本研究ではこれ

らの課題のうち，但し書き構造への対応を試み，成果と課題を記述する. 

キーワード：法情報学, テキストマイニング, 要件効果構造, 可視化, 並列構造 

 
1. はじめに 

現在，日本国では数多くの法律が効果を持ってお

り，毎年，新たに制定，改廃されている（1）．また，

法律条文は，人間の社会的行動の基本的な規範を明

文化したものであるため，法律の専門家だけでなく

その社会に生きる様々な人間が法律条文の理解を求

められる．そのため，専門的な知識を持たない人に

法律の内容理解を少しでも手助けすることが求めら

れ，これまで様々な法律の分析手法の開発が自然言

語処理を中心として行われてきた． 

我々は法律文の可視化による理解支援を目的とし

て，テキストマイニングを用いた要件効果構造の分

類と権利義務配分の定量化を試みている(2)．これま

でに悪臭防止法に対して権利義務配分の定量化を試

みた(3)が，ただし書き等の並列構造などに対応でき

ないという課題があった． 

本稿では並列構造のうち但し書きに対応すること

で，要件効果構造の分類の精度向上を試みる． 
 

2. 先行研究における課題 
先行研究では，形態素解析器「MeCab」と係り受

け解析器「Cabocha」(4)を用いて係り受け解析を行い，

要件効果構造への分類を試みた.さらに田中の研究(5)

における規定部表現と意味機能を参考にし，さらに

Jural Relations(6)の知見を取り入れ再分類したものを

用いて権利義務配分の定量化を試みた．定量化の際

に用いた規定表現と各規定表現に付与した権利義務

を表 1 を示す．先行研究では定量化を行うことがで

きたが，課題として法律文に現れる並列構造やただ

し書構造，入れ子構造に対応できていないこと，主

題部が明示されてない場合の文章の理解，可視化に

向けてのわかりやすいデザインの構築を挙げた．  
 

表 1 権利義務と規定表現 
規定部表現 権利義務の種類 

する EST or PRE 

定める EST or PRE 

生じる EST(other) 

みなす EST(other) 

ならない EST(duty) 

任ずる EST(Liability) 

できる PRA(Right) 

できない PRA(no-Right) 

  
 
3. 課題へ対応（但し書き構造の理解） 

本研究では上記の課題の一つである但し書き構造

を表層情報と係り受け情報から分析を自動化するこ

とを試みる． 
法律条文には，「A は B する．ただし，Cの場合は

この限りでない．」といった文章が存在し，前文を本

文，後文を但し書きと呼ぶ．権利義務配分の定量化

においてこの但し書き構造を正確に分析することが

重要である． 
先行研究では法律条文の分析する際，「規定部は必

ず文末に表れる」「主題部，条件部は必ず規定部と修

飾関係にある」ことを仮定している．但書構造の分

析についても同様に「規定部に対して修飾関係にあ

る」と仮定する．これを元にただし書き構造が現れ

た際は「ただし，」というフレーズの前後で２つの要

件効果構造が表れているとする処理を行った．また，

権利義務に関することとして，但書構造によく表れ

る「この限りでない」という規定表現に関しては「た

だし，」の直前の要件効果構造の規定表現から権利義

務を付与する．具体的には表 2に示す通りである． 
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表 2 「この限りでない」の権利義務付与 

ひとつ前の 

規定部表現 

「この限りでな

い」の解釈 

権利義務の 

種類 

しなくては 

ならない 
しなくてもよい PRA(Right) 

することが 

できる 

することができな

い 
PRA(no-Right) 

 
これらを悪臭防止法に適用させた結果，先行研究

において要件効果構造として分類できなかった「２ 

前項の場合においては、同項に規定する者は、～通

報をした場合は、この限りでない。」という部分に関

して２つの要件効果構造として分類することができ，

権利義務についても新たに２つの権利義務を付与す

ることができた．先行研究において目測での結果と

比較した結果と本研究において目測での結果と比較

した結果を示すと以下の表 3のようになった． 
 

表 3 要件効果構造の比較結果 

  
 目測で検測した結果と完全に一致した部分が２個

増えた．そのため，但し書きへの対応を試みること

で悪臭防止法における要件効果構造の分類精度が向

上できたといえる． 
続いて，先行研究では悪臭防止法のみで行ってい

たため，本研究では新たに遺失物法，特定多目的ダ

ム法，地方公営企業法，道路改良促進法の４つの法

律に対しても適用した．その結果，悪臭防止法も合

わせた５つの法律から１４個の但し書きを含む要件

効果構造を抽出することができ，そのうち６つの要

件効果構造について正しく但し書きを分類すること

ができた．しかし，残りの８個の要件効果構造につ

いて正しく分類することができなかった．原因を以

下の表 4に示す． 
 

表 4 分類できなかった理由 

分類できなかった理由 個数 

なお書きを含む構造を正しく分類できない 1 

条件部を判定ができない 3 

権利義務と関係のない要件効果構造 2 

主題部を誤判定している 2 

 
 正しく分類することができなかった要因として，

まず本手法は悪臭防止法を元に作成しているため，

悪臭防止法では現れなかった条件部のフレーズが存

在していると分類することができない．次に，権利

義務と関係のない要件効果構造については本研究に

おいては意味をもたないため，排除することも検討

しなくてはならない．そして，本手法では係り受け

情報と格助詞から主題部を判定していたが，誤判定

が発生したため，この手法に関しても再検討しなく

てはならない．これらの問題を解決することで，他

の法律条文においても精度の向上が期待できると考

えられる． 
  
4. まとめ 

法律文の理解支援や可視化を目的としてテキスト

マイニングによる法律文の解析（要件効果構造の分

類と権利義務配分の定量化）を試みているが，法律

条文の並列構造，但し書き構造，入れ子構造への対

や可視化に向けてのわかりやすいデザインの構築と

いった課題がある。 
本研究ではこれらの課題の一つであった但し書き

構造への対応を条件に入れて法律条文の要件効果構

造の分析と権利義務配分の定量化を試みた．その結

果，要件効果構造の分類精度が向上した． 

また，悪臭防止法に加えて遺失物法，特定多目的

ダム法，地方公営企業法，道路改良促進法の４つの

法律文についても同様に解析を行った．その結果，

４つの法律文すべての但し書きを要件効果構造とし

て正確に分類することはできなかった．その原因と

して他の法律文では主題部の誤判定，条件部の欠損

といった問題が発生していたことがわかった． 
今後は，悪臭防止法で作成した分析条件を他の法

律文に適用させる際に以上の問題を解決する必要性

がある．  
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法律の分析手法開発の試み」, 2014-EIP-63 １号 pp．
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(3) 奥田啓太，竹原信也，内田眞司，「可視化を目的とし

たテキストマイニングによる法律文の解析 -要件効

果構造の分類と権利義務配分の定量化の試み-」, 2014
年度 JSiSE学生研究発表会講演論文集，pp.87 - 88, 
March,2015. 

(4) 工藤拓，松本裕治「チャンキングの段階適用による日

本語係り受け解析」情報処理学会論文誌-43 No．6 pp．

1834-1842(2002) 
(5) 田中規久男「法律効果規定部の意味機能について」情

報処理学会研究報告 98 巻 21 号[自然言語処理 124-
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自動追従撮影装置の機能評価 
 

Functional assessment of automatic tracking camera apparatus 
 

 

田中 仁*1, 大坂 則之*1, 味吉 貴大*1, 中山 勇樹，後藤田 中*2 
Jin TANAKA*1, Noriyuki OSAKA*1, Takahiro MIYOSHI*1, Yuki NAKAYAMA, Naka GOTODA*2 

*1
国立スポーツ科学センター スポーツ科学研究部 

*1Department of Sports Sciences, Japan Institute of Sports Sciences (JISS) 
*2
香川大学 工学部 電子･情報工学科 

*2Department of Electronic and Information Engineering, Kagawa University 
Email: video-engineer@jpnsport.go.jp 

 

あらまし：自動追従撮影装置は撮影者不在の場合でも追従撮影が可能となり，競技スポーツにおいてはト

レーニング支援として活用が期待されている．本研究では追従実験による性能の分析および実際の競技現

場での実用により，自動追従撮影装置の特徴を明らかにした．自動追従撮影装置が，人による撮影とは異

なる特徴を持つことと，フリースタイルスキー・モーグル種目での利用可能性が示された． 

キーワード：自動追従撮影装置，スポーツ，トレーニング支援，映像撮影，カメラワーク 

 

 

1. はじめに 
スポーツのトレーニングにおいて，フォームの確

認などに映像を利用することは当然のように行われ

ている(1)．その背景には，技術の発達により，安価

なビデオカメラやスマートフォンでも高画質な映像

を記録でき，誰もが手軽に撮影できることが挙げら

れる．しかしながら，トレーニング現場に撮影専用

のスタッフがいることは稀であり，選手同士あるい

はコーチが撮影することがほとんどである．そのた

め，手の空いている選手がいない場合やコーチが指

導に専念したい場合は，撮影者が不在となる． 

撮影者が不在の場合でも被写体の追従撮影が可能

となる「自動追従撮影装置」は，競技スポーツでの

利用に期待されている．ところが，その実用性に関

して客観的な評価や実践例は報告されていない．そ

こで，本研究では自動追従撮影装置について，追従

性能の分析および競技現場での実用により，特徴を

明らかにすることを目的とした． 

 

2. 方法 
2.1 対象 
本研究では，SOLOSHOT2（SOLOSHOT Inc.）を

対象とした．この製品は被写体に装着する送信機

（Tag）と雲台の役割を果たす受信機（Base）で構成

される．Tagが GPSから位置情報を取得し，無線通

信技術で Baseに情報を伝達し，被写体を追従する仕

組みである． 

2.2 追従性能の分析 

実験概要 
SOLOSHOT2 との比較対象として，4 名の撮影者

も同様に追従撮影を実施し，経験者群と未経験者群

の 2つの群に分けた．  

一定速度で走行するバイクおよび運転手を被写体

とし，ズーム操作なしで水平方向における約 30mの

追従撮影を実施した．分析区間は後半 15mとし，13m

離れた側方にビデオカメラおよび三脚を配置した．

ビデオカメラのフレームレートは 59.94fpsとした． 

試行条件は，被写体の移動速度が 10km/h，20km/h，

30km/h の 3 条件および被写体サイズが垂直画角の

1/6，1/3，1/2の 3条件の計 9条件とし，試行回数は

各条件 3回とした． 

被写体の位置座標値の取得 
被写体の前腕に装着した Tagを被写体の代表点と

し，各フレームで座標値を取得した．得られた座標

値は画面左上を原点，右下を（1, 1）で正規化した座

標値を用いた．被写体の進行方向は水平方向の 0の

方向である． 

追従成否と有効フレーム数 
各試行における追従撮影の成否と有効フレーム数

を分析項目とした．追従撮影の成否は，被写体がフ

レームアウトすることなく，追従撮影できた場合に

「成功」，そうでなければ，「失敗」とした．フレー

ムアウトの判断は，被写体の代表点が画面に映らず，

座標値を取得できない場合とした．  

被写体の位置変動量の算出 
追従撮影のカメラワークについて分析するために，

画面内における被写体の位置変動量を算出した．被

写体の位置変動量は，取得した座標値を 3点微分す

ることで求めた画面内での被写体の速度（相対速度）

とした．被写体の相対速度の経時的変化からカメラ

ワークの特徴を捉え，追従性能について分析した． 

2.3 競技現場での撮影 

フリースタイルスキー・モーグル 
撮影は JISS が実施しているサポート活動と同様

に正面と第 2エアの側方の 2台同時に実施した．試

技は第 1エアの下からスタートし，第 2エアでエア
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動作を行い，フィニッシュエリアまで滑走した．比

較対象として，JISSのモーグル種目担当者 2名も撮

影を行った．  

サッカー 
サッカーのフィールドは広いことと SOLOSHOT2

が 1つの Tagに対し，複数台の Baseを同時に追従さ

せることができるため，3台の SOLOSHOT2で 1名

の被写体を追従した．3台の SOLOSHOT2はフィー

ルドのタッチライン側の観客席に配置した． 

 

3. 結果 
3.1 追従性能の分析 

追従成否と有効フレーム数 
SOLOSHOT2 はいくつかの条件下でフレームアウ

トした．一方，比較対象の撮影者 4名は，いずれの

条件下でもフレームアウトしなかった．フレームア

ウトした試行条件は以下の 3条件であった． 

①［被写体サイズ:1/3 - 被写体速度:10km/h］ 

②［被写体サイズ:1/2 - 被写体速度:10km/h］ 

③［被写体サイズ:1/2 - 被写体速度:30km/h］ 

SOLOSHOT2 の有効フレーム数は，最も追従できた

場合で，比較対象の撮影者の約 70%であり，最も追

従できなかった場合では，約 30%であった． 

画面内での被写体位置の広がり 
表 1に被写体サイズが 1/6のとき，表 2に被写体

速度が 20km/h のときの水平方向における被写体位

置の平均と標準偏差を示した．いずれにおいても，

平均値は SOLOSHOT2が画面右寄り（進行方向後方）

を示し，経験者群と未経験者群は画面中央を示した．  

 

表 1 被写体サイズ 1/6のときの被写体位置の平均 

被写体速度 10km/h 20km/h 30km/h 

SOLOSHOT2 0.69 

±0.168 

0.66 

±0.070 

0.65 

±0.058 

経験者群 0.50 

±0.052 

0.51 

±0.059 

0.51 

±0.064 

未経験者群 0.48 

±0.035 

0.48 

±0.029 

0.47 

±0.034 

 

表 2 被写体速度 20km/hのときの被写体位置の平均 

被写体サイズ 1/6 1/3 1/2 

SOLOSHOT2 0.66 

±0.070 

0.67 

±0.128 

0.62 

±0.196 

経験者群 0.51 

±0.059 

0.50 

±0.081 

0.50 

±0.063 

未経験者群 0.48 

±0.029 

0.48 

±0.048 

0.50 

±0.052 

カメラワークの特徴 
SOLOSHOT2 ではいずれの条件下でも，分析区間

始めに正の方向に加速し，中央辺りで最大速度を示

し，その後速度 0付近まで減速するという特徴が見

られた．一方，経験者群と未経験者群ではほとんど

の条件下で，SOLOSHOT2 に比べて最大速度が小さ

く，緩やかな速度変化で推移した．ところが，被写

体速度が速くなる，あるいは被写体サイズが大きく

なると，時間経過とともに加減速が繰り返されると

いう特徴を示した． 

3.2 競技現場での利用 

フリースタイルスキー・モーグル 
正面からの撮影では，4 試行とも被写体を追従で

きた．自動追従による撮影映像を見たところ，エア

動作に合わせて上下に揺れることはあったが，モー

グル種目担当者が撮影した映像とそれほど大きな違

いは見られなかった．コーチや選手に映像を見せた

ところ，フィードバック映像として十分に利用可能

ということであった．側面からの撮影では，4 試行

とも垂直方向への追従（チルト動作）がうまく動作

しなかった．そのため，自動追従による撮影映像に

は第 2エアの直前からエア動作までしか映っておら

ず，フィードバック映像としては好ましくないもの

であった． 

サッカー 
3 台の SOLOSHOT2 のうち，1 台については動作

不良で正常に追従撮影できなかった．他 2台につい

ては概ね追従撮影できたが，途中何度も被写体がフ

レームアウトすることがあった．フレームアウトし

た後の SOLOSHOT2の動作には，すぐにカメラの向

きを修正して被写体の追従を再開する場合と，被写

体がしばらくフレームアウトしたままの場合があっ

た． 

 

4. まとめ 
自動追従撮影装置について，競技スポーツでの利

用可能性の検証として，SOLOSHOT2 の特徴を明ら

かにした．追従性能の分析において，SOLOSHOT2

は人による撮影とは異なり，進行方向後方に被写体

が位置することと，進行方向前方へ大きく加速し，

中間で最大速度を示し，その後速度 0付近まで減速

することが示された．また，実際に競技現場で使用

したところ，モーグル種目ではサポートとして充分

に活用できそうであった．今後，競技サポートで

SOLOSHOT2 を導入するためには，さらに競技での

利用を想定した条件による検証を行うことや，各競

技に求められるカメラワークの特徴について分析す

ることが必要である． 
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ーマンス研究, 3, pp. 138-152 （2001） 
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Web API 技術を活用したシラバスシステムのモックアップを用いた設計と実装

Design and Implementation of a Syllabus System Utilizing an Intelligent 
Mock-up System Developed by Web API technology

中野 裕司*1,2,3,4, 鶴田 博信*1, 喜多 敏博*3,2,1, 永井 孝幸*1,4,2,3, 杉谷 賢一*1,4,2,3
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あらまし：シラバスシステムの設計・開発に際し、企画段階から Web API を用いた完成時に近い外見と
動作が可能なモックアップを用い、必要機能の設計等を行い、開発、実装、運営まで継続的に行った。
この手法及び、実際の導入、利用状況等に関して報告する。
キーワード：シラバス, モックアップ, Web API, システム開発

1. はじめに
大学におけるシラバスは、授業のカタログにとど

まらず、到達目標、学修内容、準備学習の内容、成
績評価の方法・基準の明示等、国際的に通用するも
のである必要があり(文部科学省(2011)等)、授業の
設計書としても重要と考える。
また、公開情報として Web で発信することも求

められ、システム的には Web アプリケーションと
して通常実装されるであろう。このような大学教育
にとって重要なシステムの設計・開発においては、
教育的側面から十分な議論・検討を行う必要がある。
今回我々は、大学のシラバスシステムを設計・開発
する機会に、完成システムに近い外見と操作性が得
られるモックアップを用いて検討を行い、実装、運
用まで関与したので、これについて報告する。

2. モックアップシステム
まず、本番の運用システムを、サーバは Web

ページを生成してクライアントである Web ブラウ
ザに送る旧来の形式ではなく、ページは全てクライ
アント上の JavaScript が作成し、その中で必要な
サーバとのデータ通信は全て REST 型の Web API に
より JSON データとして行う形を仮定した。このよ
うな形式であれば、本番ではサーバが送ってくるで
あろう JSON データを、仮にクライアントすなわち
Web ページ中に用意しておけば、サーバとの通信を
全く行わずに、ある程度の本番に近い操作性を持っ
たモックアップの構築が可能である。
具体的には、jQuery, jQuery Mobile(モバイルデバ

イス対応), Chart.js (円グラフ作成), TinyMCE(テキス
トエディタ)といった JavaScript ライブラリを用い、
後は、HTML と JavaScript だけで作成した。実装時
に送られてくるであろう JSON データをデモデータ
として備え、そのデータ書式も同時に設計した。本
質的な運用システムとの違いは、サーバがないため、
用意された科目(今回は 1 科目のみ)の表示、編集し

かできない点と、編集結果が保存できない点であり、
操作性は殆ど運用システムと同様である。
本モックアップを、新シラバスに機能要件等の検

討 WG で用い、適宜修正しながら、完成システム
を予想して議論を進めた。実際には、大学として定
めている学士仮定の７つの学習成果の割合の入力、
各項目の最小・最大文字数制限、各回の内容詳細や
事前・事後学習、Moodle への授業資料の追加、日
英切替等、多くの機能に関して検討を行った。
その議論のおよそ最終段階でのモックアップの

キャプチャ画面を図 1 に示す。円グラフと連動し
た成果割合の入力、各項目のテキストエディタによ
る編集、日英切替、ヘルプの表示等可能とした。ま
た、モックアップは単なる HTML ファイルである
ため、どこにでもおけ、随時 WG 委員等による操
作が可能である。図 2 に、予め内部に用意してい
る JSON データの一部を示す。これ自体が、実装時
のデータ構造の設計図の意味も持つ。

3. 運用システムの開発と実装
本番の運用システムの実装に関しては、業者に発
注した。ただし、このモックアップとほんの一部だ
けであるが Web API を実装したサーバ例を業者に提
供し、それを元に、全ての機能の実装を依頼した。
単なる仕様書以上の情報を提供しているため、ス
ムーズな依頼ができたと思われる。図 3 に、現在
稼働中の運用システムのスクリーンキャプチャを示
す。図 1 とあまり外見が変わらないことから、本
モックアップは完成システムをかなり正確に予測し
ていたと思われる。

4. 運用及び利点と課題
運用開始にあたっては、実使用前に１ヶ月間の試
験期間を設け、関係者等で不具合の修正、操作マ
ニュアルの整備、ヘルプメッセージ、字数制限等の
調整等を行った。また、この時点から、約半年間専
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学材システムによる授業実践 
－電子教科書をノートに作り変える学習法－ 

 

Trial lesson by the Gakuzai system 
－Learning method to remake an electronic textbook into a notebook－ 

 

竹谷 篤也*1, 上田 晃正*1, 山口 巧*1, 妻鳥 貴彦*2, 西内 悠祐*1, 佐藤 公信*1, 芝 治也*1 
Atusya Takedani*1, Kousei Ueta*1, Takumi Yamaguchi*1, Takahiko Mendori*2, Yusuke Nishiuchi*1, 

Masanobu Yoshida*1, Hironobu Sato*1, Haruya Shiba*1 
*1高知工業高等専門学校 

National Institute of Technology, Kochi College  
*2高知工科大学 

Kochi University of Technology 
Email: s1507@gm.kochi-ct.jp 

 

あらまし：情報通信技術(ICT)を教育現場に導入し，知識伝達効率を高めようとする動きが活発である．

しかし，ICTの導入によって教育効果を高めるには，従来の教育手法ではなく，新しい手法が必要と考え

られる．そこで我々は，ICT を活用した新しい教育・学習手法として「学材システム」を提案してきた．

本システムは，電子教科書を編集することで自分だけのノートに作り替え従来の教育・学習手法で生じる

問題を解決し，知識伝達率の向上を期待するシステムである．本稿では，学材システムの概要と，学材シ

ステムの教科書編集機能のみを使った授業実践の評価について報告する． 

キーワード：電子教科書，学習スタイル，Webアプリケーション 

 

 

1. はじめに 
現在行われている教育手法は，いくつかの問題点

がある． 例えば，教師が黒板に書いた文字が薄い，

丁寧でない，など視認性の問題がある． また，教師

が板書する内容の大半は，教科書に記載された内容

と重複しており，学習者が板書をノートに書き写す

内容は，そのほとんどが所有する教科書に書いてあ

る事柄となる．つまり学習者は，授業時間の大半を

使用して教科書の劣化版コピーをとっていることに

なる． 

そのような問題の解決策として反転授業や協調学

習などアクティブラーニングをベースにした教育改

善手法がある（1）（2）． 一方，古いタイプの授業しか

できず， アクティブラーニングに対応するのが難し

い教師を支援するために，電子黒板や遠隔授業など

ICT を使う取り組みがある（3）（4）． 

しかし，単に学習環境を電子化するだけでは劇的

に教育を改善することは困難である．大幅に教育を

改善するには，ICT 利用を前提とした新しい教育・

学習手法を生み出すことが必要と考えた． 

我々は，ICT を活用した新しい教育・学習手法と

して「学材システム」を提案してきた（5）（6）（7）．本シ

ステムは，電子教科書を編集することで自分だけの

ノートに作り替え従来の教育・学習手法で生じる問

題を解決し，知識伝達率の向上を期待するシステム

であり，どのような教育・学習手法に用いることも

できる自由度がある．本研究は，電子教科書を用い

た汎用性の高い教育・学習手法の確立，その機能の

実現と教育効果の評価が目的である． 

2. システムの概要 
学材システムは，予習から定期テスト対策までの

教育・学習の流れをその機能を用いて編集すること

で学習を行う．電子教科書の記述内容で理解できた

部分や重要で無いと思われる部分を紙面から非表示

にすることで，授業が進行する．教師は学習者と同

じものを見ながら（見せながら）詳細な解説を行う

ことに注力する．学習者は理解できた部分を「見え

ない化」編集する．この過程を通じて内容理解が進

むが，重要な部分だけが残された電子教科書の紙面

は，もはや教科書ではなく，学習者のノートとなる．

これにより従来の教育手法で必要であった教師によ

る板書，学習者による板書内容の手書き複写の労力

と時間を削減し，授業時間を有効活用することが可

能となる．図 1 に学材システムを用いた電子教科書

の編集イメージを示す． 

図 1 電子教科書の編集イメージ 

 

本システムは，編集可能な電子教科書(左)を授業

中にノート(右)に書き替え，データファイルをサー

バに保存するまでを一連の流れとする．  

主に授業時に用いられる機能として，機能教科書

をノートに書き替える編集機能，編集結果の保存機

能，画像挿入機能，ポップアップ機能，文字置換機
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能，重要用語の印付機能を有し，自己学習時には印

付した用語からの問題・用語集の自動作成が行える

自己学習支援機能を有する． 図 2に学材システムの

構造概念を示す． 

 
図 2 学材システムの構造概念 

これらの機能を活用し，従来の授業で起こる問題

を解決し，知識伝達率の向上を期待するシステムで

ある．表 1 に従来型授業で生じる問題点(改善対象)

と学材システム導入により改善できる事項を示す． 

表 1  従来型学習教育手法との比較 

授業時 

従来型 説明・板書，ノートテイク 

改善対象 
教科書に載っている情報を手書き複写す

る時間と労力 

 

提案型 

教科書を注視，板書や説明で理解できた

部分を電子的に印付，書き換え，非表示で

ノート化 

改善内容 
教科書の内容と教師の説明を理解するこ

とに注力できるため授業中の理解度 Up 

家庭学習の自己学習時 

従来型 復習，試験対策 

改善対象 
ノートのまとめ直しや要点の抽出，紙面

の無理つぶしによる暗記作業 

提案型 
ノートを見直し必要に応じて再編集，問

題やリストの自動作成 

改善内容 
短時間で繰り返すことで理解度が Up 

問題やリストのバリエーションも無制限 

 

3. 授業試行 
本科電気情報工学科 2 年生の「電磁気学」の授業

1 時間のうち，システム概要と操作説明 10分間，授

業講義 35分間，小テスト・アンケート 5分間で実施

した．42名を 21 名ずつの 2 組に分け，21 名が従来

型ノートテイク，他方が学材システムを使用した．

小テストは説明文章の穴埋め問題 7 問で，アンケー

トは 6 問を 5 が最高，1 を最低とする 5 段階で評価

してもらった． 

授業試行の結果，学習手法別の小テストの平均ス

コアは，従来型学習手法が 4.81 点，学材システム使

用者が 4.29 点と，従来型学習手法が 0.52 点高かっ

た．しかし，2 つのグループ分散が等しいとした t検

定の結果，両者に有意な差はなかった．また，2年生

各個人の普段の成績と今回の小テストの得点の相関

を求めたところ，従来型学習手法は，r=-0.188 とほ

とんど相関が得られなかったが，学材システム使用

者は，r=0.732 と比較的強い相関が得られた  (rは相

関係数を表す)  ．つまり，従来型学習手法では，授

業時間外で理解するのに対し，学材システム使用者

は，授業時間内に内容を理解していることが分かる． 

さらにアンケートの結果では，多くの学生にとっ

てシステムの使い勝手が悪く，それを改善する必要

があることが分かった．しかし，このシステムが彼

らの学力を向上させることに大きな期待をしている

ことが分かった． 

4. まとめ 
従来の学習手法の方が講義後の小テストの平均点

が高かった．しかし，この 2 つのグループによる平

均点の結果には，有意な差がないことが分かった．

学生を対象にしたアンケート調査では，提案された

システムの使い勝手に難があるにもかわらず，この

取り組みに多くの学生が期待をもっていることが分

かった．  

今後， ネットワーク利用により複数名の編集デー

タを共有すれば，複数名による協調編集，マークア

ップデータを相互利用することで練習問題のバリエ

ーションアップなどが可能なため，協調学習やグル

ープ学習の場面でも学習効果を高め，教える／教わ

るから知識定着までの「学び全体を通した改善」が

期待できる．また，学材システムを用いて従来型授

業での重要な用語や公式などに印付する作業を電子

的に行えば，重要用語や公式の自動抽出が行える．

これらをもとに自己学習支援機能の重要単語や公式

を抽出し自動生成した「単語・公式集」や用語を隠

した「白抜き問題」さらに複数の用語を並べた「択

一式問題」が利用可能であり，記憶学習や振り返り

学習の支援が行え，教育効果の向上が期待できる．

これらの結果より，操作性を中心に改良を加え，学

材システムの持続的な教育効果の検証及び自学自習

支援機能の教育効果の検証を行っていきたい． 
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ｅラーニングのための小型ロボットを用いた学習支援の提案と試み 
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あらまし：ｅラーニングにおける学習支援やチアリングの手法として，ネットワークに接続された小型ロ

ボットのリモート制御による方法を提案する．本研究で提案する手法は，Romoと呼ばれる教育用ロボッ
トをネットワークに接続し，このロボットを教師等学習支援者が，外部デバイスよりリモート制御するこ

とで学習支援を行うものである．本手法の利用により，容易にテレプレゼンス要素を含む学習支援の実現

が期待できる．まだ予備実験段階ではあるが，学習者にとって支援者の存在感が大きい等の利点がある反

面，操作性やネット環境等，解決すべき課題も多いことがわかった． 
キーワード：学習支援，テレプレゼンス，ロボット利用，ｅラーニング，ピアインストラクション 

 
 
1. はじめに 
我々は，類題演習が学生の相互の教えあいを活発

化し，教わる側のみならず，教える側にとっても有

益であること，成績低位の学生の自信を醸成する傾

向があることを報告している（Oikawa, et.al. 2013）．
また，この類題演習を支援するためのシステム開発

も試みている（及川 2011）．ここで類題とは，問題
の文言や数値の一部が異なるもので，学習者が同じ

方法で解けることを容易に認識できる問題群を指す． 
この手法では，学習者相互のリアルな教えあいが

重要な因子であり，この手法を e ラーニング上でも
実現するための方策として，電子ホワイトボードを

利用する方法等を検討してきた．本研究では，この

e ラーニング上での学生間の教えあいを活性化する
学習支援方法として，テレプレゼンスロボットの利

用の可能性について検討する． 
 

2. テレプレゼンスロボット 
テレプレゼンスは，仮想現実の一つであり，遠隔

地の参加者同士が，その場で対面しているような臨

場感を提供する技術のことである．テレプレゼンス

ロボットは，この延長線上の技術で，実際の人間の

代理を務める遠隔操作型ロボットを用いたコミュニ

ケーション手段といえる．すでに“Doubles”，“Beam”，
“QBAvatat”，“VGo”など商用システムも利用され
ている． 
教育の分野でも，例えば英語教育の分野では，学

習者の興味喚起，学習意欲の向上に有用であること

が報告されている．(Kwon 2010)	 また，病気で登校
できない生徒に代わってテレプレゼンスロボットが

授業に参加する例も報告されている．（Dallas 

Observer 2013）医療研修の分野でも，テレプレゼン
スロボットを用いた例が報告され，電子会議システ

ムのような映像のみによるテレコミュニケーション

では得難い暗黙知の取得にも役立つとされている． 
これら報告で用いられているテレプレゼンスロボ

ットは商用あるいはそれに準ずる人間大のロボット

を用いている． 
本研究では，テレプレゼンスロボットとして，よ

り安価に利用可能な Romotive社製の“Romo”を用い
た．当該ロボットシステムは，キャタピラを駆動ユ

ニットとする本体に，iPhoneを制御ユニットとして
接続して利用する．ロボットの操作はインターネッ

ト回線を経由した遠隔で行い， iPhoneに搭載された
カメラユニットを用いた映像の転送も可能である．

したがって，ロボットを適宜遠隔操作することで，

学習者の表情のみならず，学習者の見ている実際の

画面，ノートの記述過程を観察することもでき，よ

り多くの学習状況把握が可能であると考えられる． 
 

3. 学生支援における利用可能性の検証 
安価なテレプレゼンスロボットの学習支援への可

能性を検討する目的で，以下の方法により検証を試

みた．  
3.1 被験者 
被験者として，学部４年次生３名に依頼し，それ

ぞれに学習者，支援者の役割を与え，相互に役割を

入れ替えながら，実際の授業で用いている電子教材

を用いて，学習，支援を行わせた． 
3.2 試験環境 
	 表１に，学習者および支援者用に使用した機器等

の一覧を示した．また，図１は，学習者用の環境を
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示したものである．学習者用の環境では，メーカー

が提供する制御用アプリおよび自作アプリをインス

トールした iPod Touchをロボットユニットに接続し
てテレプレゼンスロボットとした．一方，支援者用

には，メーカー提供の遠隔操作用アプリをインスト

ールした iPad miniを準備した．実験では，これら全
ての機器を同一のアクセスポイントに Wi-Fi 経由で
接続して用いた． 
 
表１	 試験で用いた機器等 
学習者 Mac Book Pro (教材閲覧用) 

Romo（ロボットユニット） 
iPod Touch (ロボット制御用) 

支援者 iMac(教材閲覧用) 
iPad mini(ロボット遠隔操作用) 

教材サーバー Mac mini server + moodle 
 

 
図１	 学習者側システム 

 
3.3 実験方法 
試験は，学習者役，支援者役の学生双方が同一の

類題教材を PC 上に表示し，支援者役の学生が，適
宜遠隔操作によりロボットを操作し，学習者の表情，

画面遷移，ノートの記述内容の観察を行わせた．ま

た，状況に応じてロボットに否定的あるいは肯定的

な動作表現を行わせた．これら一連の操作を観察，

記録するとともに，作業中，作業後にインタビュー

を行った． 
 

4. 結果 
操作時の観察結果から，いずれの学生もロボット

の操作体験は有していなかったが，操作上の混乱は

見られなかった．ただし，試験に用いたアプリでは，

より広い領域での行動を想定しているようで，本研

究で想定している机上のような狭い領域で動作させ

る場合，動作の指示量に対して実動作量が大きい点

が問題となった．支援者役の学生が目視によりロボ

ットを操作している場合に比べ，支援者役の学生が

周囲の状況をロボットから送られてくるカメラの映

像のみを iPad mini で確認しながら操作した場合で
は，周辺物体への衝突などが頻発した．カメラ映像

による制御でのロボットの衝突に関しては，既に問

題として指摘されており (Kwon 2010)，本研究で用
いた小型のロボットを e ラーニングで用いる場合に
おいても，事故，機器破損防止上の対策が必要と思

われる．	  
また，支援者の映像を用いた学習状況の把握に関

しては，システムが高解像度の映像転送に対応して

いない，画像の一部を拡大表示する機能が実装され

ていない，カメラの仰角制御の機械的な限界がある

ことなどから，PC画面の内容および遷移状況の把握
は可能であったが，ノートやメモの内容を判読する

ことは，困難であった．他方，いずれの学生も，支

援者の存在をより身近に感じると答え，楽しみなが

ら情報交換が可能な点でも，教え合いの活性化に対

しても有用であると期待できる． 
ロボットシステムをインターネットすなわち広域

ネットワーク経由で制御する方法についても検討し

たが，確実な方法を確立するには至っていない．こ

の点に関しては，実運用に供するためにも，ネット

ワーク環境，OSバーション等，詳細な検証が必要で
ある． 
本研究で利用したシステムを実際に e ラーニング

で利用する場合は，制御ユニットとして学習者が所

有する iPhoneを用いることが現実的と思われる．別
途 139名の学生にアンケート調査を行ったところ，
iPhone所有者は 84名（60.4%）であった． 

 
5. おわりに 
本研究で，安価なテレプレゼンスロボットの e ラ

ーニングでの利用可能性を探るため，実環境での試

験利用を試みた．その結果，予備試験段階ではある

が，本研究で用いた安価なシステムでも，テレプレ

ゼンス要素を含む学習支援がある程度可能であるこ

とがわかった． 
テレプレゼンスロボットは，性能，価格面でも個

人で十分購入可能な状況になりつつある．机上利用

および，教え合いの状況におけるロボットの操作性

の向上，状況把握のための映像処理手法の向上等解

決すべき課題はあるが，学習支援ツールとしの活用

が期待できる． 
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あらまし：現在，日本のトップスポーツにおいて，国立スポーツセンターが開発，運用しているスポーツ

映像データベース「SMART edge」が広く活用されている．トップアスリートはApple社製タブレット「iPad」

での利用が多く，その映像再生において，可変スローやコマ送りなど，さまざまな再生機能が求められて

いる。本研究では，SMART edge のさらなる利便性向上のために，新たな iPad アプリを製作，提案する． 

キーワード：スポーツ映像, 国際競技力向上, iPad アプリ,ダウンロード再生,タップ・スワイプ 

 

1. はじめに 
国立スポーツ科学センター（ Japan Institute of 

Sports Sciences：JISS）が開発したスポーツ映像デー

タベース「SMART edge」は，現在 30 競技，約 4,000

名に活用されている(1)．特に選手は iPad での利用が

多いが，映像再生に関する細かな操作機能が実装さ

れていない．本研究を通じて機能拡張したプロトタ

イプ版アプリを開発し，ユーザへヒアリングを行う

ことで，正式版アプリの方向性を検討する． 
 

2. 方法 
2.1 プロトタイプアプリの製作 
現在 iPad を利用した SMART edge での映像再生は，

通常速度の再生と，再生速度が通常再生に対して一

定倍率のスロー再生のみとなっている．トップスポ

ーツでの映像活用において，動作の重要な局面では

可変スローやコマ送り機能が求められる．また，

SMART edge はインターネット経由でのストリーミ

ング映像配信を行っているが，海外利用の場合、通

信速度が各国のネットワーク環境に依存するため，

通信インフラの整っていない地域では低画質あるい

は断続的な映像となり問題である．このような海外

利用においては，遠征前に必要な映像だけでもダウ

ンロードできる機能が求められる．そこで， 

- 速度可変スロー・コマ送り再生 

- 映像ダウンロード機能 

を実装したプロトタイプアプリを開発し，利便性を

向上させるための機能拡張について検討する． 

2.2 プロトタイプアプリのトライアル利用 
完成したプロトタイプアプリを一部の選手・コー

チに試用してもらった上で口頭でのヒアリング及び

Web アンケート行い，その結果を基に，今後の正式

版 SMART edge アプリの方向性を検討する． 

 

3. 結果 

3.1 プロトタイプアプリの仕様 
開発言語などの仕様は表 1 の通りである． 

表 1：iPad 版プロトタイプアプリ仕様 

開発言語 Swift 

画面レイアウト Web 版に準拠 

ログイン 初期入力後自動ログイン 

再生機能 可変スロー，コマ送り（タップ） 

ダウンロード機能 選択毎可能（複数連続可） 

ローカル検索 イベント情報で検索可能 

アプリ配布方法 Crashlytics を利用      

3.2 SMART edge iPad版アプリ 
iPad 版アプリは，SMART edge と同様の操作で利

用できる（図 1）．新機能として検索結果をスワイプ

すると，DL 表示が出て，タップすることでダウン

ロードできる．ダウンロードした映像に付随するイ

ベント情報はすべて保持するため，インターネット

環境がなくても検索を行うことができる．また，映

像ファイルはアプリ内に保存されるため，カメラロ

ールや他のアプリへ転送はできない． 

 
図 1：iPad 版プロトタイプアプリ画面 

3.3 選手，コーチのトライアル利用 
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対戦系，芸術系，記録系競技種目の中から，SMART 

edge の利用が多い選手 7 名，コーチ 8 名，分析スタ

ッフ 5 名の計 20 名にトライアル利用をお願いした

（図 2）．アプリが完成した 2015 年 1 月から順次ト

ライアル利用を開始し，現在も継続中である． 

  
図 2：プロトタイプアプリトライアル利用風景 

 

4. アプリ評価に関するアンケート集計 
トライアル利用者へアンケート形式にてアプリ評

価を行った（表 2，表 3）．各種大会期間と重なった

ため，選手，コーチなど計 10 人から回答が得られた． 

表 2：プロトタイプアプリ評価 [（）内は人数] 

使用感，操作感 満足（10），不満(0) 

不具合 急なアプリ落ち(5) 

アプリの点数 平均 80点（100点満点中） 

ダウンロード 不満なし（4），あり（6） 

ローカル検索 不満なし(5)，あり（5） 

 
表 3：アプリ評価（これから欲しい機能） 

  （10 案提示，複数選択可．（）内は延べ人数） 

カメラ撮影,カメラロールから映像インポート(14) 

iPadから SMART edge への映像アップロード（6） 

二画面比較（二つの映像を並べて表示）(3) 

重ね合わせ（二つの映像の重ね合わせ）(0) 

拡大，縮小機能(3) 

ループ再生（最後まで再生後最初に戻る）(2) 

区間リピード再生（指定した区間繰り返し）(7) 

X 秒飛ばし，X秒戻し（時間指定スキップ）(7) 

ログアウトしてもダウンロード映像を残す(3) 

複数 iPad で同じ IDを利用時，映像の自動同期(6) 

 

5. 考察 
現在の機能については概ね全員が満足していとい

うアンケート結果が得られた．映像ファイルがロー

カルにあることで，スムーズな映像再生を実現し，

操作感が格段に良くなったこと，スワイプやタップ

による操作は使用感を向上させた．また，ローカル

に映像を保存でき，インターネット環境に依存する

ことなく海外へのフライトやバス等での長距離移動

中などに映像で振り返り研究ができることから，そ

の効果は大きいといえよう．トライアルを通じ，ダ

ウンロード表示をわかりやすくすることやフォルダ

分け機能などの改善要望を受けたが，これらは十分

対応が可能であると考える． 

また，新たな要望としては，大きいところで，

SMART edge で扱う映像だけでなく，iPad のカメラ

で撮影した映像や，SD カード等からカメラロールへ

インポートした映像ファイルなどをさまざまな映像

をそのまま利用できる「スポーツ映像利用アプリ」

として欲しいという声もあった．これらを実現でき

れば，他のアプリが不要になり，映像の管理が一元

化できるようになる．また，時間指定スキップや区

間リピートの要望が多く，余計なシーンを飛ばし，

繰り返し映像を確認したいという選手，コーチが多

数いることが確認できた．重ね合わせは要望として

なかったが，二画面比較については，まだアンケー

トが回収できていない複数人の選手やコーチから要

望として上がっており，追加機能として検討する必

要がある． 

 
6. まとめ 
今回，SMART edge の利便性向上を目的として，

プロトタイプアプリを製作し，それをトップ選手，

コーチにトライアル利用してもらった．その利用を

踏まえた上でアンケートを実施し，利便性向上に必

要な意見や考察が得られた．これらを踏まえて，正

式版 iPadアプリのリリースへ向けた開発に取りかか

る．2015 年 12 月までに SMART edge を利用する全

ユーザへリリースし，来年に控えるリオオリンピッ

ク，3 年後のピョンチャンオリンピックへ向け，さ

らなる活用がされるアプリケーションやシステムを

目指す． 
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ユーザ行動に基づいた学習ポートフォリオシステムの設計 
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あらまし：関西大学と津田塾大学は大学間連携の取り組みとして，ライティング/キャリア支援を目的と

した学習ポートフォリオシステムを，ユーザ行動に基づき設計している．提案システムの特徴としては，

学生の課外活動も含んだ学習行動の蓄積を可能とし，個人としての振り返り行動だけではなく，他者との

コミュニケーション行動を考慮にいれた点である． 
キーワード：ライティングセンター，学習ポートフォリオ,	 大学間連携 

 
1. はじめに 
関西大学と津田塾大学は，2012年度文部科学省大

学間連携共同教育推進事業の採択を受け，両大学の

密接な連携のもと，「＜考え、表現し、発信する力＞

を培うライティング/キャリア支援」に取り組んでい
る．この取組では，ライティング/キャリア支援モデ
ルを構築し，全国に波及させることが目標のひとつ

となっている．具体的には，大規模校である関西大

学と小規模校である津田塾大学が双方のニーズや問

題点を考慮することにより，多様な大学に導入可能

なライティングセンター運営支援システムおよび学

修ポートフォリオシステムを組み合わせた学生の学

びを支援するシステムの開発に取り組んでいる．

2012年中央教育審議会答申[1]においても，ルーブリ
ックや学修ポートフォリオなどを用いた評価の重要

性が説かれており，本システムにおいてもその点を

踏まえて開発を進めてきた． 
本稿では，本取組により設計を行った学習ポート

フォリオシステムの設計について述べる． 
 

2. 学習ポートフォリオの概要 
本取組は，ライティングセンターを核とし，学生，

教員だけではなく，社会の多くの組織・団体との連

携を視野に入れ，世代・立場を超えたライティング

によるコミュニケーションの形成を目指している．

このため，開発する学習ポートフォリオ「TECfolio」
では，センター，授業科目，ステイクホルダとの連

携を想定し，学生がライティングおよびキャリアを

考える際に重要となる文書やファイルを蓄積し，共

有・ディスカッションを支援する設計を行った．ま

た，TECfolioの開発においては，人間中心設計に基
づく開発プロセスを適用し，両大学の教員とセンタ

ースタッフ，学生，運営者（センター事務局，教員），

開発者（関西大学 ITセンター，開発企業）が設計に
共同で参画する体制を整えた． 
これまでも高等教育機関において，学生の日々の

活動や成果の記録，教員からのフィードバックを通

して自己実現を支援する eポートフォリオ[2]や継続
的な学修の促進とキャリア開発を目的とした e ポー
トフォリオ[3]などが開発・導入され効果をあげてい
る事例はあるが，いずれも正課および課外教育プロ

グラムを対象としたシステムが多い．一方で，近年，

インターンシップやボランティア活動を始め自主的

な課外活動による学びも重視される傾向にある． 
そこで，本稿では，正課の「学修」だけではない，

学生の多様な学習活動を定義し，在学期間の総合的

な学びを記録できるシステムの提案を行う． 
 

3. 提案システム 
3.1 学修のテーマ 
著者らは，システム設計にあたり，人間中心設計

に基づき，ユーザの満足度と利用度が高いシステム

になるよう行動観察調査および関係者のヒアリング

を行い，「典型的な学生像」を分析し，シナリオを作

成した[4]．その結果，授業と課外活動の双方の成果
物を蓄積することが必要であり，他者との関係から

生じる学習経験の機会の増加や自己の作業成果をグ

ループで共有し自己肯定感を育てることが重要であ

ることが明らかとなった．そこで，図１に示すよう

に，大学での学習場面を明示した「My スペース」
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として，①My テーマ，②課
外活動，③授業科目，④学内

施設の 4 つのテーマカテゴ
リを用意した．①My テーマ
は，ライティングや語学，就

職活動など個人の目標達成

に向けた活動に焦点を当て

たテーマである．②課外活動

は，サークルなどのコミュニ

ティ・グループ単位での目標

達成に向けた活動のテーマ

である．③授業科目では，学

事データベースと連携し，授

業の成果物を蓄積すること

で，振り返りを促すテーマで

ある．④学内施設は，ライテ

ィングを行う場面が想定される学内施設との連携を

視野に入れたテーマである． 
さらに，共有スペースとして「TEC コモンズ」を
設定し，後述のパーソナルスペースで作成したルー

ブリックやショーケースの共有を可能とした．これ

は，他者の学習経験を知り，自己の活動に取り入れ

るコミュニケーションの誘発を狙ったものである．

また，共有されたアイテムの利用状況も把握可能で

ある．ディスカッションボードも配置し，ユーザ自

身が提供した成果物の利用・受け入れ状況を知るこ

とで，自己肯定感を育てるきっかけになるよう設計

を行った． 
 

3.2 学生の内省の流れ 
学習ポートフォリオのパーソナルスペースは 5機

能から成り，学生の内省を促す仕組みとした（図 2）． 
 

 
(1) 計画と記録 
	 目標に向け，マイルストーンを設定し，それぞ

れに成果を記録していく．授業科目での利用の場

合には，教員が 15回の授業計画をもとに，授業資
料の配布や課題提出等の管理ができる構成とした． 
さらに，課題の種類としてグループでのピアレビ

ュー機能も付与し，アクティブラーニングの支援

ツールとしても利用可能な設計とした． 
(2) ファイル置場 
	 テーマごとの成果物や資料等を蓄積する．作成

したファイルだけではなく，文献（書籍・論文）

の書誌情報を残すこともできる． 
(3) ポートフォリオ 
	 「計画と記録」の中から振り返り項目を選択し，

ルーブリック等を用いた自己評価を行うとともに，

学内外のメンターを選定して他者評価を受ける． 
(4) ショーケース 
ポートフォリオにカバーレターを付与し，公開

範囲を指定した上で共有が可能である．	  
(5) ルーブリック 
	 ルーブリック評価は，米国の大学教育で広く活

用されているが，科目の総括的評価の公平性や客

観性をもち，学生への事前提示やフィードバック

を通して形成的評価を行える点から，有効な評価

基準とされている[5]．具体的な学修活動に基づき
設定する必要があるルーブリックは，学士課程教

育の質保証のためにも今後の開発と普及が望ま

れる分野でもある．そこで，TECfolioでは，ユー
ザが容易にルーブリックを作成し，ポートフォリ

オの自己評価および他者評価で利用するだけで

なく， TEC コモンズで共有しディスカッション
できる機能を付与した．共有の際には，クリエイ

ティブコモンズライセンスに基づき共有設定を

行い，著作者の権利を保護する設計としている． 
 
4. おわりに 
本稿で提案するシステムの特徴は，学生の正課外

活動も含んだ学習行動の蓄積を可能とし，個人とし

ての振り返り行動だけではなく，他者とのコミュニ

ケーション行動を考慮にいれた点にある．設計の時

点においても，学生，教員，システム管理者の様々

な立場からのユーザシナリオを作成し，プロトタイ

プの設計を行なっているが，今後，提案システムの

実装後にもユーザテストを実施し，繰り返し改善を

行いながらシステム開発を進める予定である． 
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　　授業科目 

月2：プログラミングa 
火3：知へのパスポートa 
<利用しないテーマ＞ 

春学期 2014年度 
- 

＞ライティング 

図１　Myスペース 

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 16 ―



学習者のオンライン学習環境への準備と学習姿勢の変化 
 

Learner’s Readiness for Online Learning Environment and a Change in 
Learning Attitude 

 

根本 淳子*1,*2, 平岡 斉士*2, 鈴木 克明*2 
 

Junko NEMOTO*1,*2, Naoshi HIRAOKA*2, Katsuaki SUZUKI*2 
*1愛媛大学 

*1Ehime University 
*2熊本大学大学院教授システム学専攻 

*2Gradiate School of Instructional Systems, Kumamoto University 
Email: nemoto.junko.nu@ehime-u.ac.jp 

 

あらまし：オンラインでの学習を円滑に進めていくためには，学習者をオンライン学習環境へ順応させつ

つ，学習者自身の主体性を高める必要があるという考えのもと，オンライン大学院の入学者を対象にオリ

エンテーション科目を提供してきた．本発表では過去５年間の実践結果をもとに，学習者の学習に対する

姿勢がどのように変化したのかを確認する．  

キーワード：オリエンテーション，オンライン，学習環境，学習姿勢， 

 

 

1. はじめに 
新たな学習環境での学びを実現するためには，学

習環境に順応し，学習を推し進めるための様々な準

備が必要となる．教授システム学専攻では入学予定

者を対象に，オリエンテーション科目を入学前の学

習支援と位置づけ，開学当時から実施してきた．他

の実践例などを参考に本科目を実施し，現在は安定

的な運用段階に入ってきている．本発表では，オン

ラインのオリエンテーション科目が，学習者の学習

環境に対する準備と学習姿勢に変化をもたらしてい

るかどうか，学習開始前と開始後の自己評価結果を

もとに分析した． 

 

2. オリエンテーション科目概要 
対象とするオリエンテーション科目は，e ラーニ

ング環境で学習するオンライン学習者向けに，オン

ライン学習に必要なスキルを習得し，加えて学習者

が自ら立てた計画や目標に向かって学習できるよう

になることを意図して設計している．他の授業構成

と同じように 15 回構成とし，4 ブロックに分けて実

施している（1) 教員紹介を含む導入，2) PC やメー

ルなどの学習環境の確認，3) 学習計画の立案，4) 前

期学習の進め方の確認）．本科目の内容整理のために， 

Parrish が掲げる個人の学習レベルを高めるために必

要な「学習者個人にかかわる要因」4 要素(1)を用いて

オリエンテーションを整理したところ，この 4 要素

が含まれるほか，技術的な知識を問う活動から学習

プランに関する，メタ的なスキルを含む計 7 種類の

学習活動を含むことを確認した(2)． 

そこで，調査翌年から，これらの 7 つの学習活動

それぞれに対する準備状況を，科目の最初（タスク

1）と最後（タスク 15）に自己評価する活動を追加し

た．本評価には 7 活動に関する設問をそれぞれ 2－3

問が含まれ，合計 19 問の 6 件法の選択肢（5.とても

強くそう思う, 4.そう思う, 3.どちらでもない, 2.あま

り思わない，1.全く思わない，0.わからない）と自由

記述 1 問の計 20 問で構成した． 

 

3. 自己評価結果 
表 1 に 2011 年度から 2015 年度の選択式の結果を

示す．回答者は事前・事後それぞれ 2011 年度：18 名・

19 名，2012 年度：18 名・18 名，2013 年度：17 名・

16 名，2014 年度 14 名・13 名，2015 年度：23 名・

22 名で事前は 90 人，事後は 85 人からの回答があっ

た．表にある「カテゴリー」は科目の中に含まれる

7 つ活動の種別を，「事前事後の変化」は，学習者個

人の評価を個々に比較した際に，自己評価変化があ

ったのか（↑または↓），なかったのか（＝）をそれ

ぞれ示す．選択肢で「わからない」と答えた場合は，

データを NA として扱った． 

事前事後の評価値には大きな変化はあまり見られ

なかった．事前事後の変化を個別に見ていくと，全

体の 3 分の 2 程度は回答に変化がないものの（＝），

3 分の 1 程度には，事前事後の自己評価で変化見ら

れた（↑または↓）．オリエンテーション活動を通じ

て学習者の中で何かしらの変化があったことがわか

る．大半が社会人である入学者には学習に関する持

論を持ち入学すると予想される．しかし，オリエン

テーション科目で新たな知識を得たり，学習者間で

やり取りをしたり，自らの振り返りを経る中で，自

己評価に関する学習者の新たな考えを得た結果，評

価が変化する可能性が示唆された． 

学習者の評価基準が変わるための要因は科目中に

含まれている．評価基準の変化がどの要因に起因し

たものであるかは，記述式や他の活動の結果からみ

ていく必要があり，そこは今後の課題である． 
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表 1 学習者の自己評価の変化 

＃ 設問 ｶﾃｺﾞﾘｰ 
事前 

（ﾀｽｸ 1） 

事後 

(ﾀｽｸ 15) 

事前事後の変化 

↑ ＝ ↓ NA 

問 1 
教授システム学専攻で，自分がどのような知識スキルを学

びたいのかがはっきりしている  
意図(Intent) 4.3 4.4 16 59 12 3 

問 2 
教授システム学専攻で，自分が知識スキル以外に何を得た

いのかがはっきりしている  
意図(Intent) 4.0 4.3 22 57 7 4 

問 3 
教授システム学専攻で，自分が学習者としてどのような態

度で学習に臨もうとしているかはっきりしている  
意図(Intent) 4.3 4.4 22 54 10 4 

問 4 
教授システム学専攻の活動中で，受け身の受講者ではなく

学ぶ仲間の一人として貢献していきたいと思っている  

プレゼンス

(Presence) 
4.6 4.7 19 58 9 4 

問 5 
教授システム学専攻の活動中では，自分に未熟な部分があ

っても，考えや気持ちを伝えたいと思っている  

プレゼンス

(Presence) 
4.5 4.7 21 56 9 4 

問 6 
教授システム学専攻の活動に取り組む中で，多様な考えや

異なる意見に触れてみたいと思う  

開放性

(Openness) 
4.9 4.8 8 70 9 3 

問 7 
教授システム学専攻の活動に取り組む中で，自分の考えを

大事にしたいと思っている  

開放性

(Openness) 
4.0 4.1 26 49 11 4 

問 8 

教授システム学専攻の活動を通して，学びに関する考え方

が変化していくことも，学びの機会と広くとらえ拒まない

ようにしたいと思っている  

開放性

(Openness) 
4.7 4.8 10 70 7 3 

問 9 
教授システム学の学びに疑念が生じたら活動する前に解

消してから取り組むと思う  

信頼感 

(Trust) 
3.7 3.9 22 46 12 10 

問 10 
教授システム学専攻を自分が得たい成果を得られる場と

して信頼している  

信頼感 

(Trust) 
4.6 4.7 17 60 9 4 

問 11 
教授システム学専攻で学習体験から何か大切なものが得

られるに違いないとの確信を持っている  

信頼感 

(Trust) 
4.7 4.7 16 63 6 5 

問 12 
教授システム学専攻での学習に必要な操作スキルが何か

を理解できている  
ＩＴ 3.4 3.7 31 40 11 8 

問 13 
教授システム学専攻での学習に必要な操作スキルを習得

する必要があると思う  
ＩＴ 4.2 4.3 25 43 18 4 

問 14 
教授システム学専攻での学習環境を理解し，受け入れよう

と思っている  
態度 4.6 4.6 12 64 11 3 

問 15 
教授システム学専攻でのカリキュラムを理解し，受け入れ

ようと思っている  
態度 4.6 4.6 11 65 11 3 

問 16 
教授システム学専攻での学習をともにする仲間を理解し，

受け入れようと思っている  
態度 4.7 4.3 13 53 21 3 

問 17 
教授システム学専攻での学びの目標が不明瞭である  

【反転項目：結果は反転後】 
学習プラン 4.1 3.9 28 36 22 4 

問 18 
教授システム学専攻での履修計画（少なくても 1 年目の）

ができている  
学習プラン 3.0 4.1 61 23 3 3 

問 19 必要に応じて履修計画を自分で修正できると思う  学習プラン 3.9 4.2 29 46 5 10 
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CLILを応用した理学療法士養成のための英語学習プログラムの検討 
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あらまし： 筆者らは，理学療法士を目指す大学生が，医療現場における実用的な英語コミュニケーショ

ン能力を習得することを目標とした学習プログラムの検討を行っている．現行カリキュラムの密度等を考

慮し，新規に英語科目を開設するのではなく，現在日本語で行われている授業の一部を英語で実施するこ

とを検討する．教科学習と英語学習を統合する学習の一手法として CLILが提唱され，多くの実践がなさ

れるようになってきた．CLIL に基づく学習プログラムにより，学習モチベーションを維持しながら，理

学療法士が行う医療行為とそれに必要な英語コミュニケーション能力を同時に習得することが期待でき

る．本稿では，CLILを応用した学習プログラムの提案と実施に係る課題等について議論する． 

キーワード：理学療法士養成，英語学習，CLIL 

 

 

1. はじめに 
日本国内に居住する外国人が増加し，医療現場に

おいても患者の対応やコミュニケーションを英語で

行う必要性が高まりつつある．それに伴い，医療従

事者である理学療法士についても，今後相応の英語

力が求められるようになるものと予想される．理学

療法士の英語の利用場面は，病院や施設内等にほぼ

限定されるものの，理学療法分野に独特の単語や表

現も多く，日常会話と異なるスキルを必要とする．

一方，理学療法士養成校における英語の授業は，多

くが一般教養課程の開講であり，内容も日常英会話

等特定のドメインに依存しないものになっていると

思われる．従って，理学療法分野に特化した英語の

授業を新規に開設することが望まれる．しかし，理

学療法士を取得するための現行カリキュラムは既に

過密なものになっており，英語科目を新設すること

は余り現実的ではない． 

以上を鑑み，筆者らは，現在日本語で実施してい

る理学療法分野の専門授業の一部を英語で実施する

ことにより，理学療法分野の専門内容と医療行為に

必要な英語コミュニケーション能力を同時に向上さ

せる学習プログラムを検討している．授業の英語化

は，単に授業で用いる言語を日本語から英語に変更

すれば済む問題ではない．むしろ授業の英語化によ

り，理学療法分野の学習意欲が低下するといった結

果を招かないよう配慮する必要がある． 

さて，近年教科学習と英語学習を統合する新しい

学習方法である CLIL[1]が提唱され，国内でも実践例
[2]が見られるようになってきた．CLILは特にリスニ

ング・スピーキング力を高めることを重視しており，

適切な学習プログラムを構築し運用することにより，

理学療法を学ぶ学生が高いモチベーションを維持し

ながら医療行為と英語のコミュニケーション能力を

同時に習得することが期待できる． 

以降では，CLILを応用した学習プログラムの提案

や課題について議論する． 

 

2. CLILとは 
 CLIL (Content and Language Integrated Learning: 内

容言語統合型学習)は，教科内容と言語を同時に習得

させることを狙った教育手法の一つであり，近年欧

州を中心に広く実践されるようになってきた．類似

の教育手法としてアメリカの CBI (Content-based 

Instruction)やカナダの immersionが知られるが，CLIL

は教育効果を引き出すための技法が体系化されてい

るところがこれらと異なると言われている． 

 CLILの最大の特徴は，教材やシラバスの作成，授

業実施等の活動を，4C (Content, Communication, 

Cognition, Culture) を有機的に結合させながら実施

するところにある．例えば，医学専門用語の学習に

おいては，用語の辞書的な知識を単に丸暗記するの

ではなく，用語を説明する動画を閲覧する，用語の

意味や経緯を Web サイトを用いて調べる，等の活動

を授業に組み込む．これらの活動により，学習モチ

ベーションの維持，新たに取り入れた知識と既有知

識の統合による言語知識(interlanguage)の生産，それ

による知識の深い理解と記憶等が期待できる． 

 

3. CLILに基づくプログラムの検討と提案 
 理学療法士は，病院や施設において，身体的機能

回復を行うための評価やアドバイス等を行う．この

ため，患者と一対一で接するだけのコミュニケーシ

ョン能力が求められ，本学習プログラムにおいても，

特にリスニング及びスピーキング能力の向上を図る．
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以下，表 1に具体的な教科を想定し，CLILの実施の

ために必要な授業環境を議論する． 

 

表 1 CLILを実施する授業例 

教科 理学療法評価学 

教科 

目標 

理学療法で使用する動きを表す英語を

学び，活動を通して可動域訓練のスキ

ル，方法を学ぶ 

学習 

目標 

 各関節の運動の種類の知識と語彙が
適切に使える 

 測定方法を順序立てて説明できる 

 命令形・丁寧語の表現が使える 

学習 

内容 

 可動域測定の意義・方法を学ぶ 

 患者に対するオリエンテーションの
方法を学ぶ 

 各関節の運動の種類を理解する 

 各関節の名前，骨格の名前を理解す
る 

 

 表 1に示すように，「理学療法評価学」の授業にお

いては，ドメイン特有の専門用語を多数記憶する必

要があるのは言うまでもない．それは辞書的な知識

に止まらず，用語の表す図表や用語間の関連等，用

語を知識として正確に運用できるまでのメタレベル

の知識を含む．加えて，患者に対し専門的な表現を

使わずに内容を説明するスキルも要求される．以上

を考慮すると，「理学療法評価学」の授業については，

例えば以下のような CLIL の運用が考えられる． 

 

(1) 専門的な用語の記憶 

 用語を表す画像(静止画像・動画像)の閲覧 

 英語で記述されたWebページや専門書の調査 

 専門知識を持たない人に対する用語の説明文
案の作成 

 用語に関するグループディスカッション 

(2) ロールプレイングの実践 

 可動域訓練のシナリオ作成とプレゼンテーシ
ョン 

 学生対模擬患者によるロールプレイング 

 ロールプレイングの相互評価 

 

一方，教員の講義を含み，15 コマの限られた時間

内でこれらを実践することは容易ではない．そこで，

授業外の時間に個人或いはグループの自主学習を支

援するため，以下のようなソフトの開発或いは導入

を検討する予定である． 

 

(1) 専門用語学習ソフト(アプリ) 

専門用語を自学自習するためのソフト(アプリ)を

開発する．辞書引きの機能だけではなく，対応する

画像の表示や関連 Webサイトへのリンク，テストや

自身の理解状況の表示等の機能を持たせる． 

(2) 対話学習環境 

学生同士或いは学生とボランティアの外国人が遠

隔で対話学習を行う環境を整備する．具体的には，

Skypeや Second Lifeに代表されるメタバース環境を

用いた学習環境を構築する． 

 

4. 予想される課題 
 CLILの導入により，可動域訓練のスキルや方法を

学ぶという教科目標に加えて，外国人患者や海外の

理学療法士との英語によるコミュニケーション能力

の向上を期待することができる．一方，以下のよう

な新たな課題が想定される． 

 

(1) 前提スキルの定義と担保 

CLILは基本的に英語による授業を行うため，授業

が成り立つ程度の英語の学力が必須となる．必要な

英語スキルを設定し，そのレベルに達していない学

生を引き上げるための方策を講じる必要がある．こ

れには教養課程の英語教員との協力体制の確立や，

自学自習用の学習環境の整備が求められよう． 

(2) 英語化によるモチベーション低下に対する対策 

授業の英語化により，学生の教科学習に対するモ

チベーションが低下するという本末転倒の結果にな

る恐れがある．英語を得意としない学生が積極的に

参加できるよう，クイズを導入したり，難解な表現

の説明に際し日本語を補助的に活用する等の工夫が

必要である． 

(3) 評価方法の考案 

 本プログラムは，調査やディスカッション，ロー

ルプレイング等の多くの学習方法を用いるため，学

力評価を多面的に実施する必要がある．これについ

ては，授業内容を細分化し各項目の学習目標や評価

基準をルーブリックとして設定する等の方策が必要

である． 

 

5. おわりに 
本稿では，CLILに基づき理学療法課程の教科学習

と英語学習を同時に行う学習プログラムについて議

論した．理学療法課程の授業は，視覚教材が多用さ

れる，演習や実習を含むものが多い，等の理由から

CLIL の適用が比較的向くものと思われる．一方，

CLILは世界各国で広く実践されているものの，日本

国内における実践例は少ないため，種々の方法を試

しながらノウハウを蓄積する必要がある． 

今後は，授業シナリオをより具体化すると共に，

個人学習用ソフトや協調学習環境の整備を行い，少

人数のグループによる実践や評価を行う予定である． 

 

参考文献 
(1) Do Coyle, Philip Hood, David Marsh: “CLIL: Content and 

Language Integrated Learning”, Cambridge University 

Press (2010) 

(2) 渡部良典, 池田真, 和泉伸一:“CLIL (内容言語統合型

学習) 上智大学外国語教育の新たなる挑戦 第1巻 原

理と方法”, 上智大学出版 (2012) 
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作問学習における問題の質向上をねらいとした学習者相互評価 
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あらまし：作問学習において学習者が作成した問題の質を向上させることを目的とした学習手法の検討・

実験を行った．作成した問題を他学習者に解答・評価させ，グループディスカッションで他学習者との着眼

点の違いを知ることで，次に作成する問題の質を高めることを狙いとした．少人数の被験者による実験を行

い，手法の効果・課題を確認した． 
 
キーワード 作問学習，問題の質，評価基準，相互評価，グループディスカッション 

 

1.	 はじめに	 

	 有効的な学習方法の一つとして作問学習が提案され

ている(1)．作問学習では，学習者が誤った知識で問題

を作成した場合，その誤りに気が付かずに学習を終え

てしまい，学習効果が得られない可能性がある．その

ため，作問学習において，作成した問題の質を向上さ

せることを本研究の目的とした．学習者自身に問題の

質について客観的に考えさせるため，グループディス

カッションによる問題の質の相互評価を行った．	  

2.	 学習手法	 

	 本研究では，学習者が問題の質を客観的に判断でき

るように，学習者を複数のグループに分け学習を行っ

た．また，一度の学習で学習者が様々な着眼点を得る

ことができるように，グループ内ディスカッションと

グループ間ディスカッションの二回に分けてディスカ

ッションを行った．学習の流れは以下の通りである．	 

	 はじめに学習者を少人数のグループに分け，学習者

個人で問題を作成させる．その後，グループ内でディ

スカッションを行い，どのような問題だと問題の質が

高いといえるか，問題を評価する基準を決めてもらう．

その後，グループで決めた評価基準に沿い，持ち寄っ

た問題の中から一番問題の質が高いと思われる問題を

一つ選出する．つぎに，他グループが選出した問題に

解答する．さらに，グループ間でディスカッションを

行い，問題の選出理由や，解いてみた感想を話し合う

ことにより，自分たちが選出した問題に抜けがないか，

評価基準について自分たちのグループになかった着眼

点などを知ることで学習のフィードバックを行う．問

題を作成したグループは，他グループから与えられた

評価や，グループディスカッションを行った際に気が

ついたことなどを参考に新たに問題を作成し，これま

での流れを繰り返す．	  

3.	 実験と評価	 

	 本研究では，大学生4名に対し実験を行った．実験

終了後，問題作成能力の変化や，問題の質の変化を裏

付けるためのアンケートを行った．なお，グループ分

けはグループ1を AさんとBさん，グループ2を Cさ

んとDさんとする．	 

3.1	 グループディスカッションの内容	 

	 はじめに，学習者個人が問題を作成した後，グルー

プ内ディスカッションを行った．ディスカッション中

は学習者が各自作成し持ち寄った問題をもとに，どの

ような問題が問題の質が高いといえるのか，問題を評

価する基準について話し合いを行わせた．ディスカッ

ションの結果，グループ1では難易度の高い問題の評

価が高いのではないかと考え，評価基準を難易度の高

い問題と定めた．問題を作成することが不慣れという

こともあり，Aさん，Bさん共に，作成した問題の難易

度は高いとはいえなかったが，問題として成立してい

たAさんの問題が選出された．グループ2では，面白

い文章の問題を解くことによって学習のモチベーショ

ンが上がるのではないかという考えから，評価基準を

ユニークな問題と定め，文章が面白いとされるCさん

の問題が選出された．	 

	 次に，他グループの問題を回答した後，グループ間

ディスカッションを行った．ディスカッション中は両

グループで，グループ内ディスカッションでその問題

を選出した理由について確認し合い，他グループの問

題を解答した感想について話し合いを行わせた．グル

ープ1がグループ2で選出した問題を回答した感想と

して，面白い文章を書こうとしているために問題文が

冗長すぎる，また，面白さの感性は人それぞれのため，

評価基準が曖昧なのではないかということが挙げられ
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た．グループ2がグループ1の選出した問題を解答し

た感想として，評価基準を難易度の高い問題と定めて

いるのに対し，難易度が低めである，また，自分たち

が選出した問題に対して問題文が見やすく，自分たち

の評価基準を見直すということが挙げられた．	 

3.2	 実験結果	 

	 実験の分析結果とアンケート結果の一部をそれぞれ

表1,2に示す．	 

表3	 実験の分析結果	 

	 グループ1	 グループ2	 

A	 B	 C	 D	 

グループ評価	 ※1	 ○	 ○	 ○	 ○	 

問題の質	 	 	 	 	 ※2	 ○	 ×	 ×	 ○	 

※1グループ評価を取り入れた○，取り入れない×	 

※2	 問題の質が向上した○，向上していない×	 

表4	 アンケート結果(7段階)	 

	 グループ1	 グループ2	 

A	 B	 C	 D	 

Q1	 ※1	 7	 7	 5	 6	 

Q2	 ※2	 3	 3	 4	 5	 

Q3	 ※3	 6	 6	 7	 6	 

Q4	 ※4	 7	 7	 5	 6	 

※1	 作成した問題の質は向上したと思うか	 

※2	 問題作成は簡単だったか	 

※3	 他学習者の評価は参考になったか	 

※4ディスカッションを次の問題作成に活かせたか 

4.	 考察	 

4.1	 問題作成能力と問題の質の向上に関して	 

	 本研究で実施した学習手法による作問学習における

問題作成能力の変化として，学習者全員に問題の質を

向上させることに対して意識的な変化が見られた．ア

ンケートの設問1の 7段階形式の回答では，7段階中7

と評価した学習者が2名，6と評価した学習者が1名，

5 と評価した学習者が 1 名いたことから，学習者自身

が変化を感じていることが確認できた．また，一部の

学生は能力的変化として問題作成能力が向上し，それ

に伴い2回目の問題作成において問題の質が向上した．

問題の質が向上したと思われるのは，A さん，D	 さん

の 2名であり，Bさん，Cさんの2名には変化が見られ

なかった．	 	 

	 作成する問題の質について意識的な変化が見られた

にもかかわらず，B さんと D さんは作成した問題の質

が向上していなかった．その理由として，複数の式を

使用する難易度の高い問題を作成しようとしたが問題

に抜けがあり，結果的に一つの式で解答できる問題で

あったこと，また，改善された部分が文章の長さなど

表層的な部分にとどまっていたことが挙げられる．	 B

さんと Cさんのアンケートの設問2の回答は，それぞ

れ7段階中3,4であり，問題を作成することに不慣れ

であったことも原因の一つであったと考えられる．	 	 

4.2	 相互評価に関する考察	 	 

	 本研究では，学習者それぞれが重点を置いた評価基

準に違いが見られた．実際に行われたグループディス

カッションでは，難易度に重点をおき，ひねりがあり

難易度の高い問題が質の高い問題とするグループと，

ユーモアに重点を置き，面白い文章題の問題を解くこ

とで学習者のモチベーションの向上に繋がるのではな

いかと考えるグループがいた．アンケートの項目3の

7段階形式の回答では，7段階中7と評価した学習者が

1名，6と評価した学習者が3名いたことから，他の学

習者から与えられた評価を参考に次の問題作成を行う

ことはできていたが，評価の内容によっては問題文の

書き方など表面的な部分しか改善できない可能性があ

る．自分の定めた評価基準に沿って改善されたのなら

ばある意味で問題の質が高くなったとはいえるかもし

れないが，評価基準が学習効果に無関係な内容だった

場合，問題の構造を理解する学習効果は得られないと

考えられる．また，今回の実験を行った学習者には，

ひねりのある問題の難易度が高いとし，良い問題と評

価する傾向が見られたが，ひねりのある問題が良い問

題であるという認識も誤解である可能性がある．その

ため，学習者が問題を作る際にはこちらから，何の評

価基準にそって問題を作成してもらうか指定し，その

評価基準について学習者同士で評価をするほうが効果

的であると考えられる． 
4.3	 グループディスカッション考察	 	 

	 学習者が自分で作成した問題に対して与えられた客

観的な評価を知るため，本実験ではグループディスカ

ッションを行った．ディスカッションを行う際，問題

を選出した理由や，相手グループの問題を解いてみた

感想を問いかけることでディスカッションが得意でな

い学習者からも適切な意見を聞くことができた．実験

終了後，アンケートの項目4で学習者に対し，グルー

プディスカッションを2回目の問題作成に活かせたか

を調査した．この結果によると，7 段階中 7 をつけた

学習者が2名，6をつけた学習者が1名,5をつけた学

習者が1名と，全員がグループ間ディスカッションの

内容を踏まえることができていると回答していた．実

際の例を挙げると，D さんの場合，アンケートの回答

では自分が気づかなかったことがわかるとあった．グ

ループ間ディスカッションを行うことで，評価基準と

して難易度に重きを置く学習者がいることを知り，新

たな着眼点を得たことで，2 回目の問題作成ではひね

りがあり難易度の高い問題を作成した．この問題に対

し，相手のグループからは計算に必要な要素が多く，

論理的に考えなければ解けないと評価されていた．こ

のことから，グループ間ディスカッションを作問学習

に取り入れることは効果的であった考えられる． 
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あらまし：小型タブレット端末を用いた AR 型無機化学学習支援環境を提案する．小型タブレット端末の

カメラで撮影した学習者のマーカ操作をもとに仮想環境を拡張現実的に構築することで，現実と CGを組

み合わせた仮想実験を行える．さらに小型タブレット端末を HMDの表示部として装着することで，ディ

スプレイの小ささの影響を受けずに仮想実験を行える．検証では，提案システムを用いて仮想実験が行え

ることを従来システムとの比較を通じて確認した． 

キーワード：小型タブレット端末，AR，HMD，化学 

 

 

1. はじめに 
高等学校における化学では実験を通じた学習が重

要とされているが(1)，授業時間外に実験を通じた学

習を行うことは困難である．そのため，計算機上で

仮想的に実験が行えるシステムの開発が行われてい

る．岡本らは AR（拡張現実）技術を用いた無機化学

学習支援システムを開発した(2)．このシステムは PC, 

ディスプレイ，USBカメラから構成され，学習者は

実験器具や試薬に見立てたマーカを操作することで

実験を進める．マーカ操作を撮影した映像をもとに

マーカの種類と位置情報を認識し，撮影した映像に

実験状況に対応する CG を拡張表示することで仮想

実験環境を構築する．しかし，岡本らのシステムで

仮想実験を行うためには PC, USB カメラ，ディスプ

レイが必要であり，準備が大掛かりになり手軽に実

験を行うことが困難である． 

また近年，情報技術の急速な発達により小型タブ

レット端末の普及が進んでおり，教育現場での活用

が行われている．教育現場で小型タブレット端末を

用いる利点として，可搬性の高く手軽に教材として

利用できることが挙げられる． 

そこで本研究では，小型タブレット端末を

HMD(ヘッドマウントディスプレイ)として用いた

AR 型無機化学学習支援システムを提案する．可搬

性が高く普及も進んでいる小型タブレット端末を用

いて行える仮想実験環境を構築することで，教室や

自宅など仮想実験を行える場所が増えると考えられ

る．小型タブレット端末のディスプレイが小さく視

認性の低下を招くと考えられるため，小型タブレッ

ト端末を HMD の表示部として用いる．学習者の目

の前に仮想環境を提示するため，ディスプレイのサ

イズによる影響を受けずに仮想実験を行える． 

 

2. 提案システム 
図 1 に提案システムの外観を示す．入出力インタ

フェースは 2 眼 VR ビューワー，マーカ，小型タブ

レット端末から構成される．図のように小型タブレ

ット端末を挿入した 2 眼 VR ビューワーを頭に装着

することで小型タブレット端末を HMD の表示部と

して用いることができる．小型タブレット端末を

HMD として用いることで，ディスプレイが学習者

の目の前に固定されるため視認性が向上し，両手を

使った実験を可能にする．小型タブレット端末に内

蔵されたカメラで撮影した学習者のマーカ操作をも

とに仮想環境を拡張現実的に構築することで，現実

と CG を組み合わせた仮想実験を行える．カメラの

向きが学習者の顔の向きに対応するため実験範囲が

固定されず，学習者が多くのマーカを用いた複雑な

実験を行うことを可能にする．学習者は図中のマー

カを操作することで仮想環境内での実験を進める．

実際の無機化学実験では反応を確認するために試薬

や水溶液をビーカーに投入する必要がある．提案シ

ステムではビーカーマーカに試薬マーカを近付ける

ことでビーカーに試薬を投入する操作を仮想環境内

で実現できる． 

図 2 にマーカをカメラで撮影した映像を示す．図

のように学習者がマーカを配置することでシステム

に入力を行え，マーカに対応する CG が提示される

ことで仮想環境を構築できる．図 3 に図 2 の映像を

もとに構築された仮想環境を小型タブレット端末に

提示したときの画面を示す．構築された仮想環境は

図のように左目用，右目用の映像に分けて小型タブ

レット端末の画面に表示される．2 眼 VR ビューワ

ーには 2 つのレンズがついており，図の左右に分か

れた映像を 2 つのレンズを通じて見ることで，学習

者は仮想環境を確認できる．図では配置したマーカ

に対応するビーカー，ガスバーナー，ろうと，白金

線，の CG が表示されており，学習者はマーカの上

に実験器具の CG が重畳表示されている仮想環境を

確認することができる．提案システムでは，炎色反 
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図 1 システムの外観 

 

 
図 2 カメラで撮影した映像 

 

 
図 3 小型タブレット端末に表示された仮想環境 

 

応，沈殿反応，定性分析の仮想実験を行うことがで

きる．PC, ディスプレイ，USB カメラを用いて行っ

ていた演算，表示，撮影の各機能を小型タブレット

端末のみで実現できる．小型タブレット端末を用い

た HMD 単体で仮想化学実験が可能となるため，従

来システム(2)と比較して，教室や自宅などシステム

を用いた学習を行える場所が増加すると期待できる． 

 

3. 検証実験 
陽イオンの分離を行う定性分析実験の問題を出題

し，提案システムを用いて仮想実験が行えることを

従来システム(2)との比較を通じて確認する．図 4 に

被験者に出題する定性分析の問題を示す．問題は 5

つの設問(a)～(e)に分かれており，被験者は仮想実験

を通じて各設問の陽イオンと沈殿物の分離に必要な

試薬を解答する．被験者 4名(A～D)には提案システ

ムを用いて問題を解答させ，被験者 4 名(E～H)には

従来システム(2)を用いて問題を解答させる．各設問

の正答数と，被験者が設問に解答するために行なっ

た仮想実験の実験時間の比較を行う． 

表 1に各被験者の実験時間を示す．被験者全員が 

 
図 4 被験者に出題する問題 

 

表 1 各被験者の実験時間 

提案システム 従来システム(2) 

被験者 実験時間 被験者 実験時間 

A 23分 33秒 E 22分 56秒 

B 23分 35秒 F 18分 7秒 

C 14分 38秒 G 25分 39秒 

D 16分 16秒 H 15分 47秒 

 

全ての設問に正解できており，提案システムを用い

た被験者の平均実験時間は 19 分 31 秒，従来システ

ムを用いた被験者の平均実験時間は 20 分 37 秒であ

った．沈殿反応を確認した順番などにより被験者ご

との実験時間に多少のばらつきはあったが，従来シ

ステムと同程度の実験時間で仮想実験を行えること

を確認した．また，従来システムを用いた被験者に

は一部の陽イオンの沈殿反応の有無を確認せずに解

答を行う傾向が見られた． 

以上より，提案システムを用いて従来システムと

同様に仮想実験が行えること確認した． 

 

4. まとめと今後の課題 
本研究では，小型タブレット端末を HMD として

用いた AR 型無機化学学習支援システムを提案した．

検証より，提案システムを用いて仮想化学実験が行

えることを確認した．今後の課題として，提案シス

テムを用いることによる学習効果についての検証を

行うことなどが挙げられる． 

 

参考文献 
(1) 文部科学省:“高等学校学習指導要領解説 理科編 理

数編”, 実教出版株式会社, pp. 49-71（2009） 

(2) 岡本勝, 隅田竜矢, 松原行宏:“拡張現実型マーカを用

いた無機化学学習支援システム”, 電子情報通信学会

論文誌, Vol. J98-D, No. 1, pp. 83-93 （2015） 

2眼VRビューワーマーカ

小型タブレット端末

ガスバーナーマーカビーカーマーカ

白金線マーカろうとマーカ

白金線

ビーカー ガスバーナー

ろうと

Ag+, Pb2+, Cu2+, Cd2+, Ba2+,

Sr2+, Al3+, Zn2+, Mn2+, Ni2+

Cu2+, Cd2+, Ba2+, Sr2+,

Al3+, Zn2+, Mn2+, Ni2+ Ag+, Pb2+

沈殿2

Ba2+, Sr2+, Al3+,

Zn2+, Mn2+, Ni2+ Cu2+, Cd2+

(a)

(b)

水溶液1

Ba2+, Sr2+Al3+, Zn2+, 

Mn2+, Ni2+

Al3+, Zn2+Mn2+, Ni2+

Ni2+ Mn2+

(c)

(e)

(d)

水溶液2

水溶液3

水溶液4

水溶液5

水溶液6

沈殿3

沈殿4

沈殿5

沈殿6

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 24 ―



初年次共通科目のシラバスにおける記述内容の特徴 
―学習目標と評価方法・基準に着目して― 

 

Characteristic of Syllabus Description in First-Year Common Course 
―Focusing on Learning Goal, Evaluation Method and Standard― 

 
小林 雄志, 中嶌 康二 

Yuji KOBAYASHI, Koji NAKAJIMA 
熊本大学大学院 社会文化科学研究科 教授システム学専攻 

Graduate School of Instructional Systems, Kumamoto University 
Email: yuji-k@kumamoto-u.ac.jp 

 
あらまし：本研究では，日本の大学で行われている授業のシラバス上の記述における学習目標と評価方

法・基準に関する現状を把握することを目的とした．日本全国における総合型の国立大学のうち，初年次

共通科目のシラバス検索システムをウェブ上で公開している 48 大学を対象として，基礎英語，情報処理，

スポーツ実技の 3 科目のシラバスの抽出を行い，①学習目標，②評価方法・基準，③目標と評価の一致に

関する記述内容の調査を実施した. その結果，「基礎英語は他の 2 科目に比べ，学習目標に『養う・養成

する』といった述語動詞が多く用いられている」等のそれぞれの科目における記述内容の特徴が明らかと

なった． 
キーワード：授業設計，学習目標の明確化，インストラクショナルデザイン，初年次教育，FD・プレ FD 

 
 
1. はじめに 
シラバスは，学生が履修する授業を選択する際や

教員相互の授業内容の調整に利用される(1)のと同時

に，授業設計の際の「設計図」としても用いられ， 
FD・プレ FD 研修においても授業の質向上のために

シラバス作成・改善の実習が行われている．インス

トラクショナルデザインに基づく授業設計において

はまず，その「出口」である学習目標を明確化し，

評価方法・基準を定めることが重要であると考えら

れるが，本研究では日本の大学で行われている授業

のシラバス上の記述における学習目標と評価方法・

基準に関する現状を把握し，大学における授業改善

のための示唆を得ることを目的として，初年次共通

科目のシラバスについて，①学習目標，②評価方法・

基準，③目標と評価の一致に関する記述内容の調査

を行うこととした． 
 

2. 方法 
日本全国における総合型の国立大学のうち，初年

次共通科目のシラバス検索システムをウェブ上で公

開している 48 大学を対象として，通常は大学内にお

いて学部間の共通科目として開講され，異なる大学

間でも比較的共通の内容を扱っていると考えられる

初年次共通科目の基礎英語，情報処理，スポーツ実

技の 3 科目に関するシラバスの抽出を行った．なお，

これらの科目は，同一の科目名であっても複数の担

当教員によってさまざまな曜日・時限で開講されて

いる場合が多いが，大学内において統一された内容

のシラバスが存在している場合はその統一シラバス

を抽出の対象とし，統一されていない場合は各大学

各科目１つのシラバスを無作為に抽出するものとし

た． 

2.1 調査対象科目について 

基礎英語については，初年次に行う必修の英語で

あり，いわゆる「英語Ⅰ」や「基礎英語」，「総合英

語」といった名称のものを対象とした．  
情報処理については，科目名が「情報処理」や「情

報基礎」といったもので，PC の操作や基本的なアプ

リケーションの使用法，電子メールやウェブ検索等

の基本的スキルを身に着ける実習を含むものを対象

とした． 
スポーツ実技については通常，「スポーツ実習」等

の名称で開講されているが基本的には担当教員ごと

に担当する競技種目が異なるため，本研究において

は，比較的どの大学においても実施されているバド

ミントンを対象競技とすることとし，バドミントン

が開講されていない場合は競技特性がバドミントン

と近い卓球もしくはテニスを対象競技とした．また，

競技が特定されていない場合（複数の種目をオムニ

バス形式で実施する場合）等については，バドミン

トンを含むものを基本として抽出を行った． 

2.2 調査項目について 

①学習目標，②評価方法・基準については学習目

標を明確にするための 3 要素（目標行動・評価条件・

合格基準）(2)に照らし合わせ，以下の通り調査を行っ

た． 
①学習目標については，「目標行動」すなわち行動

として目標が示されているかという観点から，学習

目標や到達目標として記載されている項目を対象に，

記述されている文章における述語動詞の傾向を科目

ごとに調査した． ②評価方法・基準については，「評

価条件」および「合格基準」に関する内容がシラバ

スの評価方法や評価基準の欄に明確に記載されてい
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るか（「評価方法が記載されているか」，「各評価方法

の配点が記載されているか」）の調査を行った．また，

③目標と評価の一致についてはシラバス上で読み取

れる範囲で，①と②の対応に関する調査を行った． 
 
3. 結果 
調査結果の概要について，①学習目標②評価方法・

基準に関しては表 1 にまとめた． 

3.1 学習目標について 

基礎英語については，特に「○○を養う」，「○○

を養成する」や「○○力を身につける」という記述

が多く認められた．また，英語学習が中学・高校で

の学習内容を踏まえていることから「伸ばす」，「高

める」，「向上させる」といった表現がしばしば用い

られていた．  
情報処理に関しては，具体的に「○○の操作がで

きる」，「○○を作成できる」といった目標行動とし

て記述されている場合が多い一方で，そのような記

述以外では，知識や操作方法を「理解する」という

ものも少なからず存在した． 
スポーツ実技においては，分野の特性上「○○の

技能を獲得する」，「習得する」，「身につける」とい

った表現が多数を占めた．また，ルールなどの知識

を「理解する」といった記述もしばしば認められた． 

3.2 評価方法・基準について 

「評価条件」について，基礎英語では定期試験や

小テスト，情報処理では課題やレポート，スポーツ

実技では授業態度や出席を評価方法として採用して

いるものが多かった．  
「合格基準」に関しては，試験やレポートの配点

に関する具体的な記載が多くのシラバスにおいて認

められ，一部の大学ではウェブ上でルーブリックを

公開していた．しかしながら，配点などを示さず「○

○から総合的に判断する」としているものも少なか

らず見受けられた．  

3.3 目標と評価の一致について 

基礎英語に関して，語彙や文章の読解力に対する

評価はほとんどの場合，小テストや定期試験によっ

て実施されていると判断できた．しかしながら，会

話や表現に関する能力に関しては，「授業での活動」

や「参加状況」などで評価を行うとしているものが

多く，「口頭発表」や「スピーチ」など具体的な評価

方法を記載しているシラバスはわずかであった． 
情報処理に関しては，「○○ができる」という目標

を，課題やレポートによって実際に何かを作成させ

ることで評価している場合が多く認められた．また，

一部のシラバスではタイピングなどの実技試験を課

しているものも認められた． 
スポーツ実技においては，ある技能ができるよう

になることが目標の場合，実技試験の実施が明記さ

れているシラバスがある一方で，どのように評価す

るのかシラバス上からは読み取れないものが多数存

在した．  

 
表 1 科目別シラバスの記述内容の特徴 

 基礎英語 情報処理科目 スポーツ実技

学
習
目
標
の
述
語
動
詞 

理解する

養う

養成する

身につける

向上を図る

○○ができる

学ぶ

理解する 
習得する 

作成できる 
操作ができる 
活用できる 
説明できる 

学ぶ 

理解する

習得する

身につける

実践する

養う

○○ができる

評
価
方
法 

定期試験

小テスト

出席

授業への参加

口頭発表

課題

レポート

課題 
レポート 

出席 
プレゼン 
定期試験 
小テスト 

出席

授業態度

技術試験

レポート

授業への協力

授業への取組

評
価
基
準

・評価方法ごとに配点を明記 
・総合的に判断 
・自己評価 

 
4. おわりに 
本研究における調査により，科目ごとに記述内容

の特徴が明確となった．学習目標については，どの

科目についても「養う」や「理解する」といった表

現が認められたが，それをどうやって評価するかが

困難であることから，やはりできるだけ「目標行動」

として設定する必要があるだろう．また，評価に関

しても，具体的な配点などの評価基準を示している

ものが多い一方で，そうした基準を示さず「総合的

に判断する」といった表現をしているものについて

は用いる評価方法ごとに「合格基準」を示す必要が

ある．また，特にスポーツ実技においては出席点を

認めている傾向が強いが，授業態度の評価基準や具

体的な運動技能の評価方法（実技試験や授業内での

試合時の技術評価方法）等，出席の中身を評価する

基準・方法を開発するなどの対策が必要であると考

えられる． 
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カリキュラム改善のための IDモデルの有用性の検討 
 

The Usability of ID Model for Improving Curriculum 
 

平岡 斉士*1, 梅田 香穂子*2, 入江 徹美*3, 小川 峰太郎*2 

Naoshi HIRAOKA*1, Kahoko UMEDA*2 , Tetsumi IRIE*3, Minetaro OGAWA*2 
 

*1
熊本大学大学院教授システム学専攻, *2熊本大学発生医学研究所, *3熊本大学大学院生命科学研究部 

*1Graduate School of Instructional Design, Kumamoto University 
*2Institute of Molecular Embryology and Genetics, Kumamoto University 

*3Faculty of Life Sciences, Kumamoto University 
Email: naoshi@kumamoto-u.ac.jp 

 

あらまし：平岡ら（2014）は教育プログラムの改善プロセスを一般化してカリキュラム改善のための ID

モデルを提案した．提案された IDモデルが実際のカリキュラム改善においてどの程度有用であるかを検

証するとともに，改善のための形成的評価を行った．その結果，ID モデルの有用性は示された一方で，

概念や作業手順についての説明が不足していることが明らかになり，改善策が示された． 

キーワード：カリキュラム改善，IDモデル， 形成的評価，モデルの汎用性 

 

1. はじめに 
平岡ら（2014）は博士課程教育リーディングプロ

グラムの京都大学グローバル生存学（ Global 

Survivability Studies; GSS）における ISD（Instructional 

Systems Design）モデルを用いたカリキュラム改善の

プロセスを報告するとともに，その改善プロセスを

一般化したインストラクショナルデザインモデル

（以下「カリキュラム改善 ID モデル」）を提案し

た．本報告は同じく博士課程教育リーディングプロ

グラムの熊本大学グローカルな健康生命科学パイオ

ニ ア 養 成 プ ロ グ ラ ム （ Health life science 

Interdisciplinary and Glocal Oriented; HIGO プログラ

ム）のカリキュラム改善において，カリキュラム改

善 ID モデルを参照してもらうことで，カリキュラ

ム改善 IDモデルの有用性と改善可能性を検討した． 

 

2. カリキュラム改善 IDモデルと研究の目的 
2.1 カリキュラム改善 IDモデル 
カリキュラム改善 ID モデルは，ISD モデルをベー

スにした「学習目標」「評価基準（ルーブリック）」

「学習目標と科目との関連付け（カリキュラムマッ

プ）」を効率的に設計するためのモデルであり，ISD

モデルに基づいて行った GSS のカリキュラム改善

の各段階における目標，活動，成果物ならびにそこ

から得られた留意点を整理して構成したものである．

ISD モデルが教育設計一般を対象にしているのに対

し，カリキュラム改善 ID モデルは多様な科目から

なる教育プログラムのカリキュラムを設計・改善す

ることを目的としている． 

2.2 研究の目的 
本研究の目的は 2 つある．1 つめはカリキュラム

改善 ID モデルの有用性を検証することである．も

う 1 つはカリキュラム改善 ID モデルをさらに改善

するための形成的評価を行い，改善案を提示するこ

とである． 

3. 方法 
3.1 調査の方法 
本研究では，HIGO プログラムのカリキュラム改

善担当者 4名に対してのGSSのカリキュラム改善に

関わる情報を提供し，それらが HIGO プログラムの

カリキュラム改善に有用であれば活用してもらうと

いうこととした． 

3.2 提供した情報 
提供した情報の内容は次の 3 種の情報であり，い

ずれも平岡ら（2014）に掲載されている内容である． 

・「成果物」：改善の結果の成果物である「学習

目標」「評価基準（ルーブリック）」「学習

目標と科目との関連付け（カリキュラムマッ

プ）」とそれらに関連する補足情報（運用方

法等） 

・「改善プロセス」：GSS の改善プロセス 

・「カリキュラム改善 IDモデル」 

3.3 調査手続き 
最初にカリキュラム改善担当者 4 名に口頭で「改

善プロセス」と「成果物」を説明したのち，カリキ

ュラム改善 ID モデルの説明として平岡ら（2014）

の予稿を渡した．約 4 ヶ月後に同じカリキュラム改

善担当者 4 名に対してウェブ上の質問フォームによ

って 3 種の情報の有用性ならびに他プログラムで活

用するための改善点について答えてもらった． 

3.4 質問項目 
「成果物」，「改善プロセス」，「カリキュラム

改善 ID モデル」の HIGO プログラムの改善におけ

る有用性を「どの程度役に立ったか（5 件法）」「各

情報のどの内容が役に立ったか（候補から複数選

択）」「各情報を他のプログラムで利用するための

改善点（記述式）」「改善のために必要だった情報

は何か（候補から複数選択）」の観点から質問した． 

 

I1-14 

― 27 ―



4. 結果 
4.1 各情報の有用性 
各情報の有用性については成果物と改善プロセス

は共に「非常に役に立った」3 名，「やや役に立っ

た」1名だった．カリキュラム改善 IDモデルは「非

常に役に立った」2名，「やや役に立った」1名，「あ

まり役に立たなかった」1名だった． 

成果物と改善プロセスに関する内容のうち，4 名

中 3 名以上が役に立ったと回答した項目は，成果物

は「10 個の学習目標」「カリキュラムマップ（目標

と科目の関連付け）」「評価基準（ルーブリック）」，

改善プロセスは「1.教育目標を明確にするためのニ

ーズアセスメント」「2.教育目標の分析」.「3. 学習

者分析とコンテキスト分析」「各段階の成果物」「各

段階の導入時に行った内容」「目標設定から評価基

準までの作成手順」であった．カリキュラム改善 ID

モデルの 6 つのステップについては 4 名全員が「内

容を理解し実施した」あるいは「内容は理解できた

が実施しなかった」のいずれかの回答をした．HIGO

プログラムの改善に必要だった項目は何かという問

いに対しては 3 名以上が 3 種の情報全てを必要だっ

たと評した．以上より 3 種の情報は HIGO プログラ

ムのカリキュラム改善のために有用であり，各情報

に具体的に活用された内容があることが示された． 

4.2 各情報を他プログラムで使用するための改善点 
成果物と改善プロセスに関して，理解困難な点や

疑問点について指摘された内容と，それらを踏まえ

て他プログラムで活用してもらう場合の改善案を表

1 で示した．また，カリキュラム改善 ID モデルの各

ステップについて指摘された点を表 2で示した． 

4.3 カリキュラム改善 IDモデルの改善案 
表 2 より，学習目標の分類（ステップ 2）と学習

目標の記述と分割と再合成（ステップ 4, 5）は，本 

 

表 1.成果物・改善プロセスに対する指摘と改善案 

  指摘された点 改善案 

成果

物 

目標が漠然としている．/学習

目標を階層化するとよいので

は．/ ルーブリックをどう使う

のかがわかりにくい． 

・各情報に関する実際の使

用方法・運用方法について

の情報を追加する 

改善

プロ

セス 

学習目標と各科目を関連付け

るプロセスが理解困難．/ 予

稿内で示した「留意点」が参考

になるので改善プロセスと共に

提示すべき．/ リーダー像の

記述と学習目標の設定は経時

的に起こるのではなく同時並

行的に起こるのでは． 

・「留意点」を改善プロセス

の表に含める． 

・改善プロセスの前後関係

は GSSの改善プロセスの

順序であったことを明記す

るとともに，カリキュラム改

善 IDモデルへの並行的な

プロセス導入を検討する． 

モデルにおける成果物作成のための重要な点である

にも関わらず，十分に機能していないことがわかっ

た．改善策として学習目標の分類についての説明と，

学習目標の分割と再合成に関する下位プロセスを併

記することが挙げられる．また，ステップ 3 とステ

ップ 2 など前段階のステップの修正の影響を受ける

ステップがあることが明らかになった．改善策とし

て，各ステップの特性を踏まえてステップ間を往復

することを想定する必要がある． 
 

5. まとめ 
ISD モデルをベースにしたカリキュラム改善 ID

モデルの実際のカリキュラム改善に対する有用性と

形成的評価のための調査を行った．その結果，カリ

キュラム改善 ID モデルは他カリキュラムの改善に

有用であることが示された．一方でモデル内の概念

の説明不足や具体的な作業手順のわかりにくさが改

善点として挙げられた．本調査を踏まえ，説明を補

うなどの改善をすることで，カリキュラム改善 ID

モデルの汎用性が向上し，新たな教育プログラムに

おける活用可能性が高まることが期待される． 
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表 2.カリキュラム改善 IDモデルに対する指摘 

カリキュラム改善 IDモデル

（平岡ら, 2014） 
指摘された点 

（１）全体学習目標を記述す

る 

現実の教科に当てはめるのが困

難． 

（２）全体学習目標を個別の

学習目標に分類する 

知識・スキル・態度の 3側面による

分類が難しい・実際的でない・言葉

遊び的． 

（３）学習目標を学ぶ場面と，

学んだことを活用できる場面

を記述する 

このステップを実施したつもりだった

が，ステップ 2が不十分だったので

整合性が取れなかった． 

（４）学習目標を「～できる」で

記述する 

「～できる」と「～する」の違いが不明

瞭．自然な他の表現をを採用した． 

（５）評価基準を決める 

動詞の分割は言葉遊びのようであ

る．/評価基準が学生には理解困

難．/達成度が学生によって異なる

のでは． 

（６）教授方略を決める 
カリキュラム改善が，まだこの段階

に至っていない． 
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授業リフレクションシステムを用いた 
「間違い探し」動画教材による ICT活用指導力の育成 

 
Development of Teaching Skills Using ICT with a System for Enhancing 

Student Reflection Using “Spot the Different Videos” 
 

小川 美奈恵*1, 森本 康彦*1, 北澤 武*1, 宮寺 庸造*1 
Minae OGAWA*1, Yasuhiko MORIMOTO*1, Takeshi KITAZAWA*1, Youzou MIYADERA*1 

*1
東京学芸大学 

*1Tokyo Gakugei University 
 

あらまし：教育の情報化により，教員や教員養成課程の学生の ICT 活用指導力の向上・育成が求められ
ている．その中で，教員養成課程の学生に対して「間違い探し」動画教材を用いた問題解決型の学習方法

が提案，実践され，その効果が明らかにされている(3)．一方，教員の“質の向上”“質の保証”のために

授業動画を用いて力量形成を支援する授業リフレクションシステムが開発され，実践を通してその有効性

が示されている(8)．本論文では，これらを組み合わせることで，ICT活用指導力のさらなる向上・育成を
目指し，授業リフレクションシステムを用いた「間違い探し」動画教材による実践を行った． 
キーワード：間違い探し動画，ICT活用指導力，教員養成，授業リフレクションシステム，授業研究 

 
 
1. はじめに 
近年，教育の情報化が進展し，教員の ICT活用指

導力の向上，教員養成課程における ICT活用指導力
育成のためのカリキュラムの構築や授業法，学習方

法が求められている(1)(2)．そこで，Ogawa et al.(2015)
では，多様な ICTの活用場面や活用方法に対応する
ことができる「間違い探し」動画教材を用いた学習

方法を提案し，その効果を明らかにしている(3)． 
一方，「教職課程の質保証」の重要性が指摘されて

おり(4)，教員養成に関わる高等教育機関には，教員

としてより高い実践的指導力を身につけさせる“質

の保証”と，教員として必要な資質・能力を持たせ

る“質の保証”が求められている．そこで，北澤・

森本(2014)において、学習者が授業動画を閲覧しな
がら自己評価や相互評価等のアセスメント活動を繰

り返すことで，自らの授業力や学習支援などの力量

を形成することができる授業リフレクションシステ

ムが開発されている(7)． 
本研究では，教員，及び教員養成課程の学生の実

践的な指導力としての ICT活用指導の向上・育成を
目的とし，「間違い探し」動画教材を用いた問題解決

型の学習方法の実践に授業リフレクションシステム

を使用した．本稿では，その実践とその評価の概要

について説明する． 
 
2. 「間違い探し」動画教材を用いた問題解決

型学習方法 
「間違い探し」動画教材とは，看護・医療分野で

使用されている学習者が主体的に取り組み，技術習

得に効果があるとされている e-Learning 教材に着目
し，ICT 活用指導力育成のために提案された教材で
ある(5)(6)． 
この「間違い探し」動画教材を用いて，学習者が

ICT活用指導力の育成に必要な多様な ICTの活用場

面を経験し，場面に応じた問題を認識し，解決して

いくプロセスの中で ICT活用について学習者が自身
で考えられるよう，問題解決学習にあてはめた“動

画作成による学習方法”と“動画閲覧による学習方

法”が開発，実践がされ，その効果が明らかにされ

ている(3)． 
 

3. 授業リフレクションシステム 
授業リフレクションシステムとは，学習者が授業

動画を閲覧しながら，アセスメント活動を繰り返す

ことで，自らの授業力や学習支援などの力量形成を

支援するシステムである(7)．授業リフレクションシ

ステムでは，授業動画を閲覧しながらその時点での

気付きなどをアセスメント活動として投稿すること

ができる．また，投稿された自由記述のコメントは，

動画再生時間と紐付けられ最上部に表示され，コメ

ントが投稿された時間と文字数は動画の再生箇所と

対応され、ひと目で確認することが可能である． 
この授業リフレクションシステムを用いた実践と

しては，北澤・森本(2014)の情報科教育法の授業を
対象とし，自己や他者の模擬授業に対する相互評価

を行うものがあり，対面による模擬授業の相互評価

のときには気づかなかった新たな気付きが促進され

ることが示唆されている (8)． 
 

4. 「間違い探し」動画教材を用いた授業リフ
レクションシステムの実践 

4.1 実践概要 
本研究では，「間違い探し」動画教材による問題解

決型の学習方法の“動画閲覧による学習方法”の 
STEP1:「間違い探し」動画教材を閲覧する，STEP2: 
「問題点(間違い)を見つける」の部分に授業リフレ
クションシステムを使用した． 
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実践には 4つの「間違い探し」動画教材を用い，
東京学芸大学，東京学芸大学教職大学院で開講され

ている 3つの講義で行った．実践で使用した画面を
図 1に示す． 

 図 1 授業リフレクションシステム実画面例 
 
1) 実践１(6) 

時期：2014年 5月 
対象：東京学芸大学「授業における ICT 活用」，
受講者 43名 

2) 実践 2 
時期：2015年 5月 
対象：東京学芸大学「授業における ICT 活用」，
受講者 33名 

3) 実践 3 
時期：2015年 6月 
対象：東京学芸大学教職大学院「教育ネットワー

クの構築方法」，受講者 20名 

4.2 実践結果 
各実践において学生の ICT活用に関して，活用法

と工夫について 2種類のマインドマップの作成，質
問紙による調査を行った．本稿では，実践 2の調査
の一部を以下に示す． 
(1) マインドマップのノード数の変化 
実践 2の動画閲覧前後で作成した活用法と工夫に

ついてマインドマップのノード数を対応のある t 検
定を用いて比較したところ，有意差が認められた（ノ

ード数の活用法:t（25）=5.72, p<.01,ノード数の工夫:t
（25）=8.38,p<.01）．動画閲覧前後の平均値を見てみ
ると，閲覧前が 8.40（活用法）, 5.32（工夫），閲覧
後が 13.68（活用法）,11.72（工夫）であったことか
ら，今回新たに実施した実践 2 も前年度の実践 1(6)

と同様に，動画閲覧後のほうが閲覧前よりもその平

均値が有意に高いことが示唆された． 

(2) 自由記述の回答 
「間違い探し」動画教材を用いた授業リフレクシ

ョンシステムの実践の効果として“実際に動画を見

ることでイメージがしやすくなり，意見を共有でき

たので自分の気付かなかった部分がわかり，勉強に

なった”，“間違い探しをするだけでなく，どの時点

で間違っているのかがコメントでき共有できてよか

った”といった記述が認められた． 
上記の結果より，「間違い探し」動画教材を用いた

リフレクションシステムでの実践は，ICT 活用に関
する知識の増加や理解を深めさせることができるこ

とが示唆された． 
 

5. おわりに 
本論文では，教員，及び教員養成課程の学生の実

践的な指導力としての ICT活用指導の向上・育成を
目的とし，「間違い探し」動画教材を用いた問題解決

型の学習方法に授業リフレクションシステムを使用

した実践を行った．実践の結果から，学生から概ね

好評を得ることができ，実践的指導力としての ICT
活用指導力を身につけさせることができたと考えら

れる．今後も，継続的に授業等での実践を重ね，そ

の評価を行っていく予定である． 
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ストーリー中心型カリキュラム「オリジナルSCC企画書」チェックリスト使用の効果 
Effects of using "Original SCC Proposals" checklists 
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高知大学*1・愛媛大学*2・徳島大学*3・熊本大学大学院教授システム学専攻*4 
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あらまし：ストーリー中心型カリキュラム（SCC）の設計手法を学ぶ科目の課題レポート「オリジナル

SCC 企画書」の質向上のため、（１）チェックリストと（２）チェックポイント（“落とし穴”）を作成し

た。2013 年度は（１）を、2014 年度は改訂した（１）と（２）を提供した。提出レポートを検証した

ところ、（１）（２）の効果が示唆された。また、依然として、ストーリー学習の集大成とすべきミッショ

ンとシナリオ展開への対応の不足がわかった。 

キーワード：GBS、ストーリー中心型カリキュラム（SCC）、ｅラーニング、成人学習 
 
 

1. はじめに 

熊本大学大学院教授システム学専攻は、ｅラーニ

ングによるｅラーニング専門家の養成を目的とし、

積極的に新しい教育実践に取り組んでいる。その一

つに、「ストーリー中心型カリキュラム（SCC）」が

ある（2008 年より提供）。SCC は、GBS（Goal-Based 

Scenarios）を踏襲しながら作り込まないことで拡張

可能性を確保しており、フィードバックを人間が行

う、既存のツールや資料を用いる、チームでの作業

が学習に含まれるなどの特徴がある。2010 年度か

らはストーリーに沿って必修科目群を学ぶ科目に加

え、SCC の設計手法を学ぶ科目も提供している。 

熊大 SCC のストーリーは次の通りである。「あな

たはｅラーニングを主力商品とする教育ベンダー

MTM 社の中途社員である。上司の中村部長からの

毎週の業務指示－教材設計・ｅラーニングシステム

操作・知的財産権の調査など－に応えながら、半年

後にはそれら業務の集大成である業務支援パッケー

ジの作成を目指せ。」学習者はこのストーリーに沿っ

て学習した後、SCC の設計手法へと進む。 

本論は、SCC 設計手法を学ぶ科目の課題「オリジ

ナル SCC 企画書」の質向上を目指して作成した

チェックリストとチェックポイント（“落とし穴”）

の効果について、レポートの分析を通じて検証した

結果を報告する。 

2. 課題「オリジナル SCC企画書」 

2.1 課題の概要 

SCCはGBSの 7つの要素を持つ。上述の熊大 SCC

を GBS の 7 要素に当てはめたものが図１である。

課題「オリジナル SCC 企画書」には、GBS7 要素を

盛り込み、それぞれの要素を企画書が理解できる程

度に具体的に展開したものを求めた。 

 

 
図 1 GBS 理論の 7 要素(1)に熊大 SCC 要素を付加 

2.2 チェックリストと“落とし穴”の概要 

2010 年度から 2012 年度は、課題提示のみを行っ

た。これら年度に提出されたレポートを分析して作

成したチェックリストを 2013 年度に提供した(2)。

2014 年度は、改訂チェックリストと陥りやすいポ

イントに具体例を付加した“落とし穴”を提供した(3)。 

2013 年度版チェックリストは、「開発の背景」「カ

バーストーリー」「シナリオ展開の概略」「その他」

の4つの括り下の合計25個をチェック項目とした。

2014 年度改訂版ではこれら 4 つの括りを設問に

沿ってチェックできるよう整理した。また、１項目

に複数あったチェック点を１項目１つに改め、多く

の人が上手く書けない「ミッション」のチェック項

目を 2 から 4 へ増やすなど合計 29 個をチェック項

目とした。 

3. 課題レポートの分析結果 

3.1 課題レポートの成績比較 

2013 年度、2014 年度とも提出されたレポートは

それぞれ 5 件であった。これらの成績を 2012 年度

（9 件）と比較したのが、表 1 である。表 1 の「よ
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い群」は 80 点以上のもの、「最低限群」は 60～79

点のものである。 

表１ 2012～2014 年度の成績比較 

 2012 年度 2013 年度 2014 年度 

よい群 3 3 3 

最低限群 6 2 2 

件数は少ないが、チェックリストまたはチェック

リスト・“落とし穴”の併用で、課題レポートの質は

向上したと言えるだろう。 

3.2 チェックリストのチェックの確からしさ 

レポート作成者は作成した課題レポートと自己

チェック済みのチェックリストの両方を提出する。

提出されたレポートを見ながら第一筆者がチェック

リストを用いてチェックすることにより、チェック

の確からしさを検証した（2013 年度・2014 年度の

合計 10 のレポート分）、筆者と提出者とで異なった

チェックを付けた数の平均値は、「よい群（6 件）」

「最低限群（4 件）」がそれぞれ、1.0（SD=1.26）

と 10.75（SD=3.86）であった。つまり、「よい群」

ではチェックの一致が高かったのに対し、「最低限群」

では一致が低かった。 

これは、「よい群」ではうまく自己チェックができ

ていたのに対し、「最低限群」では、うまく自己チェッ

クできていない可能性を示唆する。2013 年度では、

学習目標、ミッション、シナリオ展開に、2014 年

度では、ミッション、シナリオ展開に不一致が多かっ

た。例えば、「命の灯火を消さないこと」という具体

的イメージが難しいミッションの場合も「具体的な

ミッションが明示されている」を「OK」としていた。 

3.3  “落とし穴”から見た課題レポート 

2013 年度と 2014 年度の違いを詳しく調べるた

め、“落とし穴”の 8 項目からレポートを分析した。

表 2 は第一筆者による分析結果である。ただし、学

習目標は１つとし、2 は欠番とした。 

表 2 “落とし穴”から見た課題レポート 

 項目 2013年度 2014年度 

OK NG OK NG 

1 ゴール（学習目標）は明示さ

れているか 

1 4 5 0 

3 ミッションが書かれているか 3 2 3 2 

4 ミッションは具体的にイメー

ジできるものか 

3 2 3 2 

5 シナリオ展開は学習目標の羅

列ではないか 

3 2 3 2 

6 シナリオ展開に具体的な行動

が書かれているか 

2 3 4 1 

7 リソース・フィードバックが

書かれているか 

5 0 5 0 

8 SCC導入の妥当性は十分か 5 0 5 0 

「ゴール（学習目標）」の記述にもっとも大きな違

いが見られた（項目 1）。2013 年度版チェックリス

トでは「学習目標は明確か／評価方法が書かれてい

るか」であったものを、2014 年度には「ゴール（学

習目標）は明確に書かれているか」「ゴール（学習目

標）の評価方法は明確に書かれているか」の 2 つに

分けた。また、“落とし穴”にも「ゴール（学習目標）

として自分自身の達成目標を挙げてしまう」「ゴール

（学習目標）が暗示にとどまる」の 2 つを挙げた。

この結果、2014 年度では「クライアントのニーズ

に応えた法人向け訪日研修プログラムの旅程とスケ

ジュール表作成」「症例の典型的な各種リスクの対処

方法を具体的に説明できるようになること」などの

具体的ゴールが記述できたと考えられる。 

また、シナリオ展開にも違いがあった（項目 6）。

シナリオ展開のすべてに具体的な行動がかかれたわ

けではなかったが、2014 年度には「患者さんの検

査を行うにあたって確認すること、気をつけること

を自分で整理する」「引き継ぎ時に持参するための担

当施設／Dr.情報シートを作成してください」などの

具体的な行動が書かれた。 

4. まとめ 
SCC の設計手法を学ぶ科目の課題レポート「オリ

ジナル SCC 企画書」の質向上のために作成した

チェックリストと“落とし穴”の効果を検証した。

チェックリストのみ、または両方の提供によるレ

ポートの質向上が確かめられた。また、チェック項

目の増加と例示により、特に「ゴール（学習目標）」

が明確に書かれるようになった。シナリオ展開の具

体行動は小さな学習目標にあたるため、これらを併

せると、SCC の教材設計としての側面に向上が見ら

れたと考えられるだろう。しかし、ミッションにつ

いては期待したほどの効果が見られなかった。教え

ることをストーリーとしてうまく展開するためには、

さらに支援が必要である。また、最低限群の自己

チェックの信頼性向上も今後の検討課題である。 

謝辞：本研究はJSPS科研費25330409の助成を受けた。 
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あらまし：本発表では，大学授業で twitter を活用してきた授業実践と調査から，学生のソーシャルメデ

ィア活用の変化，授業に対する満足度や評価の変遷などを分析し，授業中の学生のインタラクションを促

進するためのソーシャルメディア活用のあり方について検討する． 

キーワード：twitter，ソーシャルメディア，アクティブ・ラーニング，学生気質 

 

 

1. はじめに 
近年，大学教育に対する関心や社会的な要求が非

常に高まっていることにともない，大学教育におい

てさまざまな取り組みが実践されている．その中で

特に注目されているのが，アクティブ・ラーニング

であり，「一方向的な知識伝達型講義を聴くという

（受動的）学習を乗り越える意味での，あらゆる能

動的な学習のこと」と定義されている(1)．大学教員

は，新たな授業形態に合わせて，自らの役割を柔軟

に変化させ対応していくことが求められるようにな

ってきていると言える． 

筆者は，ソーシャルメディアの普及が急速に進ん

でいたことを背景として，2010 年より授業中に

twitter を活用し，学生の意見を共有してインタラク

ティブな授業を行うように試みてきた(2) (3) ．学生の

ソーシャルメディアの利用状況が変わってきたこと

もあり，6 年間実践を継続していく中で，学生の授

業での行動も変化してきた． 

本稿では，twitter を活用した授業実践の意義と改

善点を明らかにすることを目的として，大学におけ

る twitterを活用した授業実践に関する 2010年，2011

年，2015 年の調査とソーシャルメディア活用に関す

る調査結果を分析し，考察する． 

 

2. twitter を活用した授業実践 
twitter を活用している授業は，京都外国語大学で

春学期に開講している「情報社会論」である．SNS

や YouTube，Google や電子書籍などデジタル社会に

おけるさまざまなサービスについて紹介しながら，

それらの特徴，利点，社会への影響などについて解

説している．この授業中に twitter を活用して学生の

意見，感想を書かせるという試みを行っている． 

大学授業における ICTの活用は多数行われてきた

が，twitter の活用の特徴として，学生の授業コミュ

ニティの形成をあげていた(2)．ハッシュタグを用い

ることで授業に関するツイートを一覧できるし，リ

プライやリツイートなどを通じて学生同士の交流も

可能であることから，一緒の授業を受けている，と

いった気持ちが生じ，授業内のコミュニティが形成

されるのではないか，と期待した．また，教員や他

の学生をフォローすることで，授業外の学生のツイ

ートを見ること，日常生活で感じた気づきなどを授

業と関連づけることなどが可能になると考えていた． 
 

3. twitter 活用に関する評価の変遷 
3.1 質問紙調査の概要 
受講生を対象に実施した質問紙調査の結果を行っ

た．2010 年度，2011 年度は最終授業時に，2015 年

度は 6 回目の授業時に実施した．回答者数は，2010

年 37 名，2011 年 33名，2015 年 76名であった． 

 

3.2 日常的な twitter の利用状況 
まず，「授業を受講する前に twitter を使っていた

か」という質問については，2010 年 21.6%（8 名），

2011 年 45.5%（15 名），2015 年 92.1%（70名）とい

う結果であり，社会における twitter の普及にともな

って利用していることがわかる． 

ソーシャルメディアの 1 日の利用時間については，

1 時間未満が 34.2%（26名），1時間～2時間が 23.7%

（18 名），2 時間～3 時間が 22.4%（17 名），3 時間

以上が 19.7%（15 名）という結果であった．ソーシ

ャルメディアの発信について 4 件法でたずねたとこ

ろ，ほとんど発信しないが 17.1%（13 名），あまり

発信しないが 9.2%（7 名），ときどき発信するが

46.1%（35名），よく発信するが 27.6%（21 名）であ

った．また，twitter で 1 日何ツイートするか，とい

う問いについては，2 ツイート以下の学生が 63.2%

（48 名）で大半を占め，5 ツイート以上する学生は

15.8%（12 名），10ツイート以上する学生は 7.9%（6

名）という結果であった．ツイートする理由は「楽

しかったことなどを記憶しておくために投稿します」

「一瞬思ったこととかなんかの感想とか」といった

ものがあげられ，よくツイートする学生は「今の心

境とかどうでもいいことをよくつぶやく」というこ

とであった．しかしながら，「友達の投稿をみるだけ」

という学生が多く，投稿数も少ないことから，twitter
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などのソーシャルメディアの利用時間は比較的長い

ものの，積極的に発信することはなく，情報を受信

することを中心に使っていることが分かる． 

特に，発信することについては「何か出来事があ

った時にしか発信しない」，「発信するときには面白

いことをつぶやかなければ，と思うから」といった

発信することに対するハードルを高く感じている意

見が見られた．さらに，「ツイートしたいことは山ほ

どあるけど，あまり発信しすぎるとうざがられるか

な，と思い，どうしても言いたいことだけ発信する」，

「つぶやき過ぎたらうるさく感じる」というように

空気を読んで行動しようとしている意見も見られた． 
 

3.3 授業における twitter の利用状況 
2015 年度の調査項目において「この授業用に

twitter のアカウントを作成しましたか」を追加し，

たずねた．その結果，作成した学生が 55.3%（42名），

サブアカウントを利用している学生が 28.9％（22名）

となり，ほとんどの学生が授業用のアカウントを準

備していたことがわかった．2010年，2011 年の際に

は調査をしていなかったが，かなりの学生がメイン

アカウントを利用していたので，大きな変化があっ

たように思われる． 

授業用のアカウントを利用している理由として

「メインのアカウントは鍵付き（アカウント）だか

ら」「プライベートな内容は見られたくないから」と

いう理由が多く見られた．現在，twitter を使ってい

る学生は，鍵付きアカウントで利用している場合が

多いことがわかる．あわせて「鍵をかけないと恥ず

かしいから」「知らない関係ない人にフォローされた

くないから」といったように，メインのアカウント

では知らない人に見てほしくない，フォローされた

くないといった心情がみてとれる．また，「メインの

アカウントはいろんな人が見てるから，よくわから

ないツイートはできないと思ったから」「友達に見ら

れるので」といったように，授業でツイートした内

容をフォロワーに見られることがよくない，と感じ

ている学生も見られた．これも迷惑をかけたくない

という，空気を読んだ行動だと推測される． 

次に「授業中に twitter でどのくらい発言しました

か」という質問に対しての回答を表 1に示す．「わり

と発言した」「よく発言した」の割合は 44.4%，36.3%，

24.0%と徐々に減ってきている．2015 年に「あまり

発言しなかった」が増えているのは，授業中に twitter

にツイートすることを促したり，授業終了時に今日

の感想をまとめてツイートする様に指示しているこ

とによる影響だと思われる． 

発言した理由として，「気軽に質問できる」「授業

の一体感」「発言した方が授業に参加した気持ちにな

れるので」といったものがあげられた．また，「（ツ

イートするのは）モニターにうつるため」「ツイート

しても読みあげてくれない時があって悲しい．でも，

楽しいです」というように，教員が授業中にツイー

トを紹介することによって動機づけが高まるような

意見が見られた．また，発言内容として「意見はな

るべくツイートするようにした」「おもしろいことが

あったら」といった記述が見られた． 

発言しない理由として，「どのようなことを書くか

わからない」「授業の感想のみ書いていた」といった

ものが見られた．また「ツイートすることに抵抗は

ないが，モニターにあまりうつしだされたくない」

「（ツイートしないのは）授業内で紹介されるから」

「いろんな人に見られるから」というように，授業

中に紹介されること，他人に見られることが嫌だと

いう意見も多く見られた． 

 

表 1 授業中の twitter での発言 

 

4. 考察と今後の課題 
 3.2，3.3 の結果から，学生はソーシャルメディア

をかなり利用しているが，主として受信が中心であ

り，発信する場合でもできるだけ知っている人を対

象にしていることが推測される．また，授業用アカ

ウントを作成する割合が高いことや自由記述の内容

から，同じ授業を受けている知らない人には，普段

の発言内容を知られたくない，授業中の発言につい

てもあまり見てほしくない，という感情を持ってい

る学生が多いことが分かる．つまり，当初，授業に

twitter を取り入れた目的の 1 つである「学生の授業

コミュニティの形成」は，現在そのまま twitter を利

用するだけでは，かなり難しいことと言える． 

 今後の課題として，2つあげる．1 つは情報を発信

することによって新しいつながりが生まれ，新しい

情報が獲得できる，といったソーシャルメディアの

有効性を学生に伝える方法を検討することである．

もう 1 つは，授業用アカウントなどの利用によって

も授業コミュニティを形成するための授業デザイン

を検討し，実践していくことである． 
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Text-to-Speech Software を用いた

反転授業のための事前学習ビデオ収録システム

A Prior Learning Video Recording System for Flipped Classrooms
by Text-to-Speech Software.

村山  淳
Jun MURAYAMA

産業技術短期大学 情報処理工学科
College of Industrial Technology, Department of Information Engineering.

Email: murayama@cit.sangitan.ac.jp

あらまし：反転授業で用いる事前学習向けビデオを，スタジオなどの特別な設備を用意することなく収録

できるシステムを提案する．提案するシステムは，講師による肉声を収録することなく，既存の講義資料

や講義スライド，その中で用いられるビデオなどに，テキスト読み上げソフトを用い講義ビデオに解説の

音声を付加することができる．ユーザは， Microsoft Excel 上で動作するシステムを操作するので，普段

の事務作業に近い環境でビデオの編集が可能である．

キーワード：反転授業，TTS，教材作成

1. はじめに
反転授業は，授業前に予習で知識の習得を行い，

授業中では実習や演習を主に行う授業方法である．

反転授業の大きな特徴として，ビデオ配信などによ

る事前学習を学生がネットワーク上で行うことが挙

げられる．配信される事前学習ビデオの作成環境に

ついて着目すると，大学等で個人の研究室を持つ教

員は別として，一般的な教員は，周囲の環境を他の

教員と共有していることが多い．このような教員が

事前学習ビデオを収録するためには，スタジオなど

収録のための環境を用意しなくてはならない．

この問題を解決するために，TTS(Text-to -Speech 
Software)を用いて，講師による肉声での音声収録を

することなく，既存の講義で使っていた講義ビデオ

や講義スライドにテキストを入力する形で，PC 作業

下において講義音声を入れた講義ビデオを収録でき

るシステムを提案する．提案システムのフロントエ

ンドは，Microsoft Excel を用いており，ユーザは，

普段行われる事務作業で使われる慣れ親しんだ操作

環境で作業が行うことができる．

2. 提案システム
2.1 提案システムの概要

提案するシステムは，講義スライドや撮影したビ

デオを組み合わせ，講義音声の入った講義ビデオを

PC 上のみで作成するものである．提案システムのフ

ロントエンドは，Microsoft Excel 用い，操作部の GUI
は Excel VBA によって生成される．

システムの処理の流れを図 1 に示す．本システム

において Excel VBA は操作フォームの生成だけでな

く，スライドや動画が保存されているフォルダの内

容を得て編集用の講義ワークシートを生成すること

や，編集された講義ワークシートの情報をもとに動

画編集処理に必要なバッチファイルを作成しコマン

ドとして処理を自動的に実行させるためにも使用さ

れる．本システムは，VBA で行う処理の他に，以下

の大まかに分けて４つの処理で構成される．

1. 文書を読み上げ wavファイルに保存 テキスト

入力された文章を音声で読み上げ，内容を音声

として wav ファイルに保存する．

2. 画像から音声付の動画を作成 講義スライド

の画像に生成された音声を付加し、動画を作成

する．

3. 動画の音声を生成された音声に入替 あらか

じめ撮影された動画に TTS で生成した講義音

声を入れる．

4. 生成された動画を順に結合 講義ワークシー

トの順をもとに、生成された動画をつなげ 1 つ

の動画にする．

1.の処理には，Microsoft Speech API (SAPI)5.4 (1)を

用いたコンソールアプリケーションを開発して利用

する．2～4 の処理には，コマンドラインから利用で

きる動画変換編集ソフトである FFmpeg(2)を利用す

る．FFmpeg のコマンドは，Excel VBA により生成さ

れたバッチファイルを経由して自動的に実行させる．

2.2 提案システムの操作

ユーザが行う操作は，VBA によるフォーム操作と

Excel 上に生成されるワークシートによって行われ

る講義音声のためのテキストの編集である．

図 2 に，提案するシステムのアプリケーションフ

ォームを示す．使用時には，ユーザはまず，図 2 中

の①および②にある「フォルダの選択」をクリック

して，事前に作成したスライドやビデオが保存され

ているフォルダをフォームにより選択する．次に，

それぞれの「内容読込」をクリックして，Excel に講

義スライドを読み込ませ，図 3 に示す講義編集ワー

クシートを生成させる．講義編集ワークシートに講
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ファイル名

講義スライド

フォルダ

講義内容のテキスト

講義ワークシート
の生成

＋

＋

文章を読み上げ、
wavファイルに保存

生成された動画を

順に結合
講義

ビデオ

画像から音声付の動画を作成

ファイル名

動画

動画フォルダ

動画の音声を生成された
音声に入替

画像

wavファイル

wavファイル

動画(音声付き)

動画(音声付き) 講義ワークシート

図 1 システムの処理の流れ

図 2 システム操作フォーム.

図 3 講義編集ワークシート

義内容をテキストの入力・編集を行ったのち，シス

テム操作フォームを再び表示させ，図 2 中の③を操

作し音声ファイルの一時保存先を指定する．その後，

図 2 中の③にある「音声生成」をクリックし，音声

を wav 形式として生成する．この操作を行うと，同

時に図 2 のフォーム上にスライドすべての発話時間

が表示される．もし発話時間が想定している講義時

間と異なる場合，再度テキストの編集を行い，再度

「音声生成」をクリックして音声を生成しなおす．

想定される講義時間の音声を作成したのち，図 2
中④にある「フォルダ選択」をクリックし動画の保

存先を指定し，図 2 中④にある「動画生成」をクリ

ックする．この操作により提案システムは音声の付

加された講義ビデオ動画を生成する．

完成した講義編集ワークシートは，図 2 中の⑤の

「書き出し」をクリックして，講義編集ワークシー

ト単体として保存ができる．また，保存した講義編

集ワークシートは、図 2 中の⑤の「読み込み」をク

リックしてファイルを選択することで再度読み込む

ことができる．

2.3 講義編集ワークシートの編集

図 3 に示す講義編集ワークシートには，左側の列

のセルに講義で用いるスライドの画像や動画に対応

した通し番号が振られている．右側の列のセルは，

そのスライドの講義内容のテキスト入力欄である．

左側の列のセルの通し番号は，スライドや動画を

確認しながらテキスト編集できるように，クリック

すると講義内容のスライドや動画が表示されるよう，

コンテンツへのリンクが付加されている．スライド

や動画の順番は，入れ替えや消去を行い，動画に反

映させることが可能である．

講義内容の編集作業では，Excel 上でのフォームや

ワークシート操作を行うことから、普段の事務作業

と同じ環境下で講義動画への音声の入力や講義動画

の提示順の編集ができる．

3. まとめと今後の課題
反転授業で用いる事前学習向けビデオをスタジオ

などの特別な設備を用意することなく収録できるシ

ステムを提案した．今後は，システムの操作性の改

善や，LMS との連携方法の模索，実用例を増やしな

がら有用性を検討することなどを課題としている．

参考文献
(1) https://msdn.microsoft.com/ja-jp/library/ee125663(v=VS.

85).aspx
(2) https://www.ffmpeg.org/
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ストレッチに基づき障害予防を図る姿勢分析システムの事前評価 
 

Initial Evaluation of a Pose-Analysis System for Disability Prevention based 
on Stretch 
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あらまし：障害予防への効果が期待できる特定のストレッチ姿勢を対象に、スマートデバイスから撮影し

た画像の解析を行うことで、体の対応部位の可動域の変化を推定可能なシステムを開発した。本システム

は、スポーツ等の運動者を対象に、運動前後や間歇的な休息時間を活用し、ストレッチを通じた怪我への

予防意識持たせるアウェアネス支援を想定している。一方で、携帯型の汎用機材による支援には、解析か

ら得られる測定値の信頼性が課題である。そこで、本研究では、野球経験者を対象に、その事前評価とし

て、モーションキャプチャーやゴニオメーターによる測定との精度的な比較を実施した。同時に、教材提

供方法の検討に向けて、運動前後の可動域に対する実際の測定値と感覚的な認識のずれも調査した。 

キーワード：ストレッチ、アウェアネス支援、画像解析、精度評価、スマートデバイス 

 

 

1. はじめに 
運動の前後等に適切にストレッチを実施すること

で、障害予防が期待できる。一方で、日常的な運動

の中で、徐々に生じる “硬さ”を主観的に知覚する

ことは難しい。我々は、スポーツ等の運動者が手軽

にかつ客観的に体の変化を捉えられるよう、障害予

防への効果が期待できる特定のストレッチ姿勢を対

象に、タブレットやスマートフォン等のカメラ機能

から撮影した画像の解析を行うことで、体の対応部

位の可動域の変化を推定可能なシステムを開発した。

本システムは、運動前後や間歇的な休息時間を活用

し、ストレッチを通じた怪我への予防意識持たせる

アウェアネス支援を想定している。従来、可動域の

測定には、モーションキャプチャー(以下:MOCAP) 

やゴニオメーター(以下:実測)の測定(1)が用いられて

いる。このため、本提案を含む携帯型の汎用機材に

よる支援には、解析から得られる測定値の信頼性が

課題となっている。そこで、本研究では、野球経験

者を対象に、その事前評価として、精度比較を実施

した。同時に、運動前後の可動域に対する、実際の

測定値と感覚的な認識のずれの特徴を明らかにし、

今後の教材提供方法の改善を検討する調査も行った。 
 

2. 姿勢分析について 
2.1 対象姿勢について 
運動者の競技特性に応じて、憂慮すべき関節およ

び関連する筋群は異なるが、野球、バスケット、水

泳および投擲競技等においては、上半身、特に肩関

節の可動域と周辺筋群に柔軟性を確保することが重

要である(2)。本システムでは、同部位のストレッチを

実施しながら、可動域の測定ができることを考慮し、

僧帽筋、菱型筋等周辺筋群に効果がある図 1（a）を

含む 3種類のストレッチを対象とした。 

2.2 解析方法について 
撮影された画像は、C言語および Open CV ライブ

ラリを用いて、画像解析(背景差分法)を経て、ストレ

ッチ開始前後の関節の可動域を計測、記録した。図

1(a)の場合、身長に対応する両肘間距離から可動域

が推定された。予め撮影距離の目安は定められた上

で、本研究では、汎用機器による利用のしやすさの

観点からカメラ画角の影響も含め、精度を検討した。 

 
図 1ストレッチの姿勢例(a) 及び 解析画像(b)(c) 

  
(a) 解析前の元画像(肩甲骨周辺筋群を対象) 

  
(b) 解析画像(開始前) (c) 解析画像(開始後) 
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3. 事前実験 
3.1 事前実験の実施方法 
野球経験者を対象に従来手法との精度比較時実験

を実施した。被験者は若年男性 11 名(年齢；22.3±

0.8[歳] 身長；170.2±5.1[cm] 体重；63.2±8.4[kg])

である。画像取得用のデバイスは、iPhone5Sを用い、

MOCAP には、図 2の VICON(250Hz)を用いた。被験

者に対し、50球の投球前後に図 1(a)を含む 3種類の

可動域を測定した。また、可動域の運動前後の変化

について 5 段階評価のアンケートを実施した(-2[狭

くなった]～0[変わらない]～2[広くなった])。 

3.2 事前実験結果 
体調への配慮等からの未履行者 2名を除く、図 1(a)

の可動域の変化を図 3 に示す。測定精度自体は、

MOCAP が 1 番高い(1mm 以内)。運動前後の Open 

CV、実測、MOCAP による増減の正負のベクトルは

同じとなった。ただし、変化量には、それぞれの手

法で差があった。これは、1 度のストレッチ姿勢で

全ての手法を測定することが困難であったため、複

数回実施したことが影響していると考えられる。被

験者の主観アンケートでは、実際には可動域が狭ま

ったにも関わらず、「変わらない」もしくは、「広く

なった」と感じ取った被験者が 5名であった。 

3.3 事前実験に関する考察 
完全な精度実験を行うことは困難であったことか

ら、単純に手法間の比較を行うことはできないが、

提案手法は、増減の変化を他手法と同程度捉えてい

る。このことから、精度的には、従来手法と同程度

であり、実用的な範囲内であると考えられる。 

一方で、同時に実施したアンケートからは、実際

の可動域の縮小に対し、広くなったように感じとっ

てしまった被験者が半数を占めたことから、感覚的

な認識のずれが潜在的に多く存在していることが明

らかになった。 

 

 

 
図 2 MOCAP による測定の様子 

 

4. まとめ 
実験結果から、本研究が提案するスマートデバイ

スによる姿勢分析でも一定の信頼性が得られること

が分かった。また、いわゆる主観的な体の“硬さ”

と実測値には、ずれが生じやすいことも明らかにな

った。本システムでは、個人利用を想定し、既にス

マートデバイスを通じて具体的なストレッチ方法を

視覚的に提示するコンテンツを開発している。事前

評価の結果から、感覚のずれ等を考慮し、個人適応

型のアウェアネス支援の検討を今後行う予定である． 
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図 3 各測定法による可動域増減率の比較および被験者の可動域増減感覚の主観的評価 
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タブレット端末上で児童生徒の学習記録を収集する 
eワークシート学習支援システムの活用 
 Using Learning Support System of E-worksheet for  

 Collecting K-12 Students Learning Records with Tablet-type Devices 
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，          宮寺 庸造*1 

Takuhei EJIRI*1,  Yasuhiko MORIMOTO*1,   Youzou MIYADERA*1 
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東京学芸大学 
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あらまし： 近年，授業の内外において学習者の学習記録を蓄積し，学習指導や学習評価に活かすことが求
められており，eポートフォリオの重要性がさけばれている．しかし，学習者が授業者の意図する学習記録を
蓄積・活用するのは容易な作業ではない．一方，初等中等教育においては，学習記録をとる一つの方法とし

てワークシートが日常的に使われている．そこで，本研究では，学習者の学習記録の蓄積・活用を電子的な

ワークシート（eワークシート）を用いて支援するフレームワークを提案し，提案したフレームワークに基づ
くシステムを開発した．本稿では，授業者が授業を設計する段階での e ワークシートの扱い方，授業におけ
る eワークシートの活用方法など，本研究が想定する授業での eワークシートの活用について述べる． 
キーワード：eワークシート，学習記録，eポートフォリオシステム，ICT 活用，タブレット端末 

1. はじめに 
近年，初等中等教育における授業の内外において

学習者の学習記録を蓄積し，それらを学習指導や学

習評価に活かすことで，きめの細かい学習支援を実

現し児童生徒一人一人の学習内容の確実な定着につ

なげていくことが求められている．しかし，学習記

録を学習者が授業の内外で蓄積・活用することは容

易な作業ではない（問題点①）．この問題点を解決す

るために，大学等を中心に，学習記録を e ポートフ
ォリオとして扱うことで，学習支援や教育の質保証

に役立てるシステムが使われているが，これら e ポ
ートフォリオシステムは，学習者自らが自身の活動

を制御・調整しながら学習を進め，システムをツー

ルとして活用することが求められるため，学習者が

有効活用することは容易ではない（問題点②）．特に，

初等中等教育において，e ポートフォリオシステム
を導入活用している機関は稀である． 
一方，初等中等教育において，学習記録をとる一

つの方法として，ワークシートがよく用いられる．

しかし，一般にワークシートは紙ベースで用いられ，

あらかじめ項目が固定で印刷されるため，項目を個

別で扱うことは物理的に困難であり，e ポートフォ
リオシステムで学習記録を蓄積・活用するには適さ

ない（問題点③）．文科省では，紙ベースのワークシ

ートを電子的に扱うデジタルワークシートを提案し

ているが(1)，単に紙ベースのワークシートを電子的

に扱えるだけに過ぎず，問題点③は解決されない． 
以上のように，現在，学習者が学習記録を蓄積・

活用することは容易ではなく支援を必要としている．

そこで，本研究では，先の問題点を解決することを

目的に，授業における学習者の学習記録の蓄積・活

用を電子的なワークシート（以下，eワークシート）
を用いて支援するフレームワークを提案し(2)，提案

したフレームワークに基づく e ワークシート学習支
援システムを開発した(3)．  
本稿では，本システムを用い，授業者が授業を設

計する段階でどのように e ワークシートを扱い，授
業において e ワークシートをどう活用していくのか
など，本研究が想定する授業での e ワークシートの
活用について述べる． 
2. e ワークシート学習支援システム 
2.1 eワークシート学習支援システムの特徴 
本システムは，e ワークシート項目構成モデルに

基づき動作する．本モデルは，e ワークシートを構
成する項目について，既存のワークシートから網羅

的に抽出し，それらを e ワークシートの構成項目と
して分類し，項目の相互関係を明らかにし，項目群

を形式化することで開発された(2)．本モデルは現在

使われているあらゆる実際のワークシートや文献か

ら項目を抽出したことで，実際に使われ得るすべて

の項目を網羅的にカバーでき，e ワークシート項目
構成ルール内では項目間の関係や出現順序を既定で

きるため，項目の出現順序や対応関係の矛盾といっ

た，好ましくない e ワークシートの構造を排除でき
ることが特徴である．また，本研究では，本モデル

を XML スキーマに実装することで，本モデルに基
づき動作するシステムを実現した(3)． 

2.2 eワークシートの優位性 
本システムは，e ワークシートの項目自体を個々

の e ポートフォリオとして扱い(4)，これら項目を e
ワークシート項目構成ルールに則り組み合わせ，取

り扱うことで以下のような利活用を支援する（図１）．  
・	 再現：ある時点の e ワークシートが項目間の関
係や出現順序，項目数が形を変えずに全く同じ

形で再現できる． 
・	 抽出：任意の項目を抽出して，配置，表示する

ことができる． 
・	 結合：ある e ワークシートの項目と別の項目を
結合させ，新たな e ワークシートを作成し利活
用することができる． 
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図１ eワークシートの活用方法 

3. eワークシートの活用 
e ワークシート学習支援システムでは，授業の設

計段階で e ワークシートを準備し，授業において e
ワークシートを活用することができる（図２）． 
授業を設計する段階では，学習形態別に e ワーク

シートを準備するためのテンプレート機能を利用す

る（図３，図４）．授業は一過性のものではなく，得

られた知見を生かし，絶えず改善していくことが求

められるため，教科ごとに，児童生徒の実態や，前

題材までの学習状況を踏まえて教材を準備しなけれ

ばならない(5)．eワークシートを継続的に使った授業
では，過去に使った e ワークシートで蓄積された学
習記録を活用することによって，これまでひとつの

授業内で独立して管理されていた学習記録を，前の

授業から次の授業へとつなげるだけでなく，家庭学

習から学校の授業，ある教科から他の教科といった，

縦と横のつながりを持たせた活用が可能となる． 

 
図２ eワークシートの準備・授業選択画面例 

 

 
図３ 学習形態別パターン選択画面例 

 
図４ eワークシートの項目設定画面例 

(1) 縦断的な活用 
ある教科等において過去に使った e ワークシート

を再現し，当時の学習記録をかたちそのままに表示

したり，その一部を抽出して参照したりすることで，

過去の学びを引き継ぎながら授業を進めていくこと

ができる． 
・事例：反転授業 
	 ある教科における授業の学習記録の一部を抽出し，

それと関連する動画と合わせて e ワークシートを作
成する．家庭では，その e ワークシートを用いて復
習した後，動画を視聴し，問題演習などに取り組む．

次の日，学校では，家庭学習での学習記録を含む e
ワークシートを作成することで，家庭学習での内容

を踏まえた授業の展開が可能になる．例えば，グル

ープ学習によって発展的な課題や議論に取り組むな

ど，学びの継続性を保証した反転授業が可能となる． 

(2) 教科横断的な活用 
	 ある教科の学習記録を別の教科等で参照すること

で，教科横断的な授業を進めて行くことができる． 
・事例：問題解決学習 
	 ある教科で学んだ内容から学習記録を抽出して e
ワークシートを作成し，総合的な学習の時間に用い

るなど，教科や科目間をまたいだ問題解決学習が可

能となる． 

4. おわりに 
本論文では，授業での e ワークシートの活用につ

いて述べた．今後は実践運用を通して，システムの

評価を行っていくと共に，開発モデルの有用性につ

いても検証していく． 
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教室外における学びを LMSに集約する機能の開発 
－Moodleアドオン「SharedPanel」－ 
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あらまし：本研究では，学習者の教室外での情報入力を支援するために，SNS（Social Networking Service）

である Twitter，メール，クラウドサービスである Evernote で入力・送信した情報が LMS（Learning 

Management System）である Moodleに集約・表示される Moodleアドオンを試作した．このアドオンを利

用することで，学習者はフィールドワークなどの PCが使えない教室外での活動時であっても，日常的に

使用しているツールを使って情報を入力し，講義で利用しているMoodle上でほかの学習者と共有できる． 

キーワード：SNS，LMS，インフォーマル学習，フィールドワーク，メール，クラウドサービス  

 

 

1. はじめに 

近年，LMS を利用した教育実践が数多く行われて

いる．それらは LMS の長所を活用することを重視

しているが短所は考慮していないため，短所による

影響を受けて LMS の長所を活かしきれていない場

合がある．本研究では LMS の「学習に関連する情

報を管理・保持することができる」という長所を活

かしつつ，「インターフェースがユーザーフレンドリ

ーではなく，情報の入力が容易でない」（1）（2）という

短所を他のツールで補完する機能を開発した．具体

的には，SNSである Twitter で投稿された情報，メー

ルで送信された情報，そしてクラウドサービスであ

る Evernote で保存された情報を LMS である Moodle

の活動モジュール上に一覧で表示し，同時にその情

報を Moodleに保存するアドオンを試作した. 

 

2. LMSを利用した教育実践とその特性 

LMSとは Learning Management Systemの略であり，

大学の講義を支援するシステムとして，多くの大学

で導入されている．LMS を利用することで課題や履

修者の管理，講義と関連する資料の提示，掲示板を

利用した情報の共有や学習者同士のディスカッショ

ンが可能となり，事務的作業の負担を減らし，学習

者同士の交流を支援することができる．  

 一方で LMS を導入しても必ずしも活用できてい

ないこともある．例えば，LMS の掲示板上での学習

者同士の活発な交流の促進を目指しても，期待した

交流が発生せず，その結果，LMS はファイルや成績

データの保存場所という使われ方になってしまうこ

とも少なくない．Feshchenko ほか（2015）は複数の

大学を対象として，LMS と SNS の教育利用に対す

る教員・学習者の意識調査を行った．その結果，LMS

の強みとして「Organization of educational process（教

育プロセスの明確化）」が可能である点が挙げられた

一方，LMS の弱みとして「Unfriendly interface（使い

にくいインターフェース）」が教員・学生の双方から

挙げられていた（3）． 

 学習活動の中でも，特に学習者自身による入力が

必要となる情報共有などの場合，LMS のインターフ

ェースの使いにくさが障壁になると考えられる．た

とえば他の学習者と情報共有したいと学習者が感じ

ても，情報の入力にかかる手順が煩雑であることに

より，学習活動の遂行が妨げられる可能性がある．

一方，LMS の強みである過去の情報の検索性や情報

を管理できることは共有された情報の管理という点

で利点が大きい． 

 

3. Moodleアドオン「SharedPanel」 

LMS は情報共有において，情報の管理には適して

いる一方，情報の入力には適していないということ

になる．LMS の強みを情報共有において活かすため

には，情報入力を簡便化する必要があり，その解決

策のひとつとして「LMS 以外の入力に適したツール

で入力した情報が LMS に集約・表示され，保持さ

れる」ことが考えられる．すなわち，SNS，メール，

クラウドサービス等の学習者にとって LMS よりも

入力しやすいツールで入力・送信した情報を LMS

で管理することが有効である．本研究ではそれを可

能にする Moodle アドオン「SharedPanel」の試作を

行った．  
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3.1 情報の入力（SNS, メール，Evernote） 

情報を入力する各ツールでの入力方法は下記である． 

<Twitter>Twitterでは 140字までのテキストや画像

を投稿できる．Moodle のコースで共有したい情報を

投稿すると，その情報は Moodle に集約される．た

とえば，各講義や活動で事前に任意で定めたハッシ

ュタグ（#class0210_03 など）をつけた上で投稿する

ことで，Moodle でそのハッシュタグをつけた投稿の

みを集約することができる． 

<メール/Evernote>メールでは本文に Moodle のコ

ースで共有したい情報を入力し，事前に定めた特定

のメールアドレスに送信することで，情報が Moodle

に集約される．Evernote では，共有したい情報をノ

ートに入力し，共有機能からメールを選択，特定の

メールアドレスに送信することで，情報が Moodle

に集約される． 

3.2 情報の集約・保持（LMS） 

Moodle の活動モジュールとして設置された

「SharedPanel」を開くと，Twitter，メール，Evernote

で入力・送信した情報が一覧で表示される（図 1）．

一覧表示される投稿には，ユーザー名（送信者名）・

共有した情報・タイムスタンプ・添付画像などが含

まれる．集約された情報は Moodle 内に保存される

ため，情報が入力されたサービス上でデータが削除

された場合でも，過去に表示した情報はプルダウン

メニューから選択して再表示することができる． 

3.3 利用方法と機能 

<フィールドワークでの利用>地域の危険な場所

を把握するマイハザードマップ作りなどのフィール

ドワークでは，情報や写真の記録のために紙・クリ

ップボード・付箋・カメラなど必要に応じて異なる

ツールを利用する．その場合，情報を活用する際に

は各ツールの情報を統合する必要がある．一方，現

在，多くの学生はインターネットに接続可能なスマ

ートフォンを所持している．本アドオンを使用すれ

ば，各学生がスマートフォンで Twitter，メール，

Evernote のいずれかのツールで情報を入力・送信す

るだけで，入力された情報を他の学生の情報も含め

て Moodle 上で一元管理することが可能となる．ま

た，図１の一覧表を印刷して，同一フォーマットで

情報ごとにカード化することで，フィールドワーク

後のブレインストーミングの素材などとして利用で

きる． 

＜WEB 上のリソース共有＞日常生活の中で講義

と関連するニュースやブログ記事などの WEB 上の

リソースを見かけることは多い．しかしながら，そ

のリンクをコピーし，LMS にログイン，コースペー

ジを開き，掲示板に投稿するというユーザーフレン

ドリーとは言い難いプロセスを踏ませることが，学

生の情報共有を阻害する可能性が高い．本アドオン

を使用することで，各学生で Twitter，メール，

Evernote から好きな自らが使いやすいツール上でニ

ュースなどの WEB 上のリソースを入力・送信した

情報を Moodle に集約することができる．ニュース

記事などにはこれらのツールを利用するためのボタ

ンが設置されていることが多いため，WEB 上のリソ

ースの画面上の操作だけで，Moodle に情報を集約す

ることができる． 

 

4. 今後の展望 

今後，このアドオンを Moodle の公式サイトなど

で公開したい．また，フィールドワークなどを担当

している教員に実際に利用をしてもらい，利用した

ユーザーのコメントなどを元により改良を進めてい

きたい．また e ポートフォリオシステムである

Mahara などでもこの機能を開発することで，日々の

学びを科目横断で記録できるようにしたい． 
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学習者の誤りを捉える多肢選択問題の有意味誤選択肢の自動生成 
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あらまし：多肢選択問題は単に学習者の能力を測定するためのテスト問題の出題形式の一つではなく，よ

り適切な指導のために学習者の誤りを捉えるための手段の一つでもある．それゆえ，多くの教材で利用さ

れており，解答の提示とともに解説文が提供されてきた．問題を自動生成する仕組みを通して，誤りを捉

えるための有意味誤選択肢と，見た目が異なる錯乱肢である無意味誤選択肢を機械的に生成する仕組み

を通して検討する． 

キーワード：多肢選択問題，問題解決知識，作問，摂動 

 

 

1. はじめに 
多肢選択問題は広く普及した出題形式の一つであ

る．問いかけに対し「正選択肢を選べたか？」は能

力を表し，「どの誤選択肢を選んだか？」は与えるべ

き適切な指導を表す(1)．誤選択肢ごとに用意された

解説文が指導を表す． 

筆者らは，学習者の誤りを捉えるよう作られた誤

選択肢を“有意味誤選択肢”，見た目が正選択肢と異

なるよう作られた誤選択肢を“無意味誤選択肢”と

し，区別する．実際に使われている多肢選択問題を

分類し有意味誤選択肢を認めた(2)． 

一方，e-Learning による反復演習の普及に伴い，十

分な量の多肢選択問題を効率よく整えるため，自動

生成の仕組みが盛んに研究されている(3-7)．一度に大

量の問題を生成することができる一方で，有意味誤

選択肢と無意味誤選択肢の区別を明確にした上でそ

れぞれの生成の仕組みを検討する必要があるが，十

分にその区別は明確とはいえない． 

本稿は，有意味誤選択肢と無意味誤選択肢の比較

を筆者らが提案した多肢先駆問題の生成法 SES

（Simulation of Erroneous Solution）をベースに行う．

SES(8)は，問題を解くための知識を Prolog に表すこ

とで問題条件から正選択肢を自動生成し，その解決

過程を解説文テンプレートにあてはめることで解説

文を生成する．さらに，正しい知識の一部に変更を

加えた誤った問題解決知識をもとに，正選択肢と同

様の方法で誤選択肢および解説文を生成する．この

とき，知識に加えた変更を”摂動”と呼ぶ． 

 

 

2. SESで生成可能な多肢選択問題 
多肢選択問題を次の 5つに分類した．SESは Prolog

で表した問題解決知識を基に問題条件から，正選択

肢および解説文を生成する．また問題解決知識を摂

動した誤った問題解決知識から誤選択肢および解説

文を生成する．以下，5 つのカテゴリごとに先行研

究による自動生成の仕組みを述べ，また SES による

生成の可能性にふれる． 

A) 問題条件を満たす概念を選択させる問題 

たとえば，”TELNET”を正選択肢とするプロ

トコルを問う問題で，FTP, HTTP, SMTP が誤

選択肢となる． 

 ほとんどの先行研究がこのカテゴリの問

題を扱っている．問題を解くために必要な宣

言的知識を記述したコーパス・シソーラスを

用いて，正選択肢から近傍の見出し語を無作

為に選び誤選択肢としている．大量に生成し

た問題や誤選択肢から手作業で適切な問題

を選び出し利用するものと考えられる．すな

わち，特に有意味・無意味誤選択肢を区別し

て生成しておらず，両者とも同じ仕組みで生

成している．また，多くの先行研究は，誤選

択肢に対する解説文を生成できないか，すべ

ての誤選択肢に対して解説文を生成してい

る． 

 一方 SES は宣言的知識の表現が Prolog に

適しており，有意味誤選択肢を知識の摂動に

て，無意味選択肢を正選択肢からの近傍から

無作為に選ぶことで生成可能と考えられる． 
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B) 手続き的に答えを求める設問 

たとえば，スタックに対する手続きを提示し，

最終的に残ったデータを答えさせる問題が

該当する．有意味誤選択肢には，スタックを

キューに読み替えて求めた解がある．無意味

誤選択肢には，正選択肢や有意味誤選択肢の

一部の文字を置換した解がある． 

 SES は手続的知識を Prolog に表し，有意味

誤選択肢を手続的知識の摂動により導出す

ることができる(8)． 

C) 説明文を選ばせる設問 

たとえばDHCPの説明として適当な文章を選

ばせる問題である．多くの誤選択肢は，正選

択肢の宣言的知識を摂動した文とみなせ，有

意味誤選択肢と認めた(2)．問題解決知識を宣

言的知識として記述できれば，有意味誤選択

肢については，カテゴリ Aと同様に，先行研

究も SES のいずれも生成可能と考えられる．

ただし，生成した後，自然な文章とするため

手作業による修正が必要である． 

 一方で無意味誤選択肢は，正選択肢の文章

と出題の意図において明らかに異なると判

断可能な文章を無作為な文字の置換のみで

生成することは難しいと思われる． 

 なお，問題が不適当な文章を選ぶ場合は，

前述とは逆に，正選択肢を摂動した知識から

導出し，誤選択肢を正しい知識から導出する． 

D) 正しい組み合わせを選ばせる設問 

たとえば，情報システムの脅威とセキュリテ

ィについて正しい関係が示された選択肢を

選ばせる問題である． 

 先行研究においても，SES においても宣言

的知識を用意できれば有意味誤選択肢，無意

味誤選択肢ともに生成できると考えられる．

用意すべき宣言的知識は，カテゴリ Aや Cと

は異なり，比較すべき組み合わせを表す必要

がある． 

E) 正しい順序関係を選ばせる設問 

順序や位置について正しい順序を選ばせる

問題がこのカテゴリに該当する．誤選択肢は，

正しい順序以外の順列パターンを表してい

る．SES が有意味誤選択肢を生成するには，

順序についてよく勘違いしやすい誤りにつ

いて，摂動に表し誤選択肢，および，解答文

を生成できると考える． 

 

3. SESに基づく比較 
カテゴリ Bから，SES が Prolog に表された手続き

的知識を元に有意味／無意味誤選択肢を生成する方

法を比較する． 

河川で観測した電気伝導度(EC)および生物指標に

ついて，古い記録と現在の記録の関係を理解する問

題を考える．生物指標が下がると河川の溶存物質が

増加，そのため電気伝導度が減少するといった関係

を学習者に辿らせる．このときの知識の概要を図１

に示す． 

問題に提示する条件は古い生物指標，現在の生物

指標，ECの変化（増加／変化なし／減少）の中から

二つ，残り一つが解答である．このとき，捉えるべ

き学習者の誤りは，たとえば，「溶存物質が増えると

電気は流れやすくなる」といった誤りがある．これ

を摂動に表すと「溶存物質の変化」と「電気伝導度

の変化」を比例の関係に置き換えることである． 

このように，有意味誤選択肢は問題解決知識の摂

動により導出でき，一方，無意味誤選択肢は問題解

決知識の外で，文字の置換や河川の昆虫から無作為

に選出することで生成することになる． 

生物指標(A)      <順位>

生物指標の変化(A,B)
 　　　　<順位の比較>

溶存物質の変化(A)
                      <比例の比較>

電気伝導度の変化(A)
                     <比例の比較>

四位 => セスジュスリカ

三位 => ミズムシ

二位 => ゲンジボタル

一位 => カワゲラ

AがBよりも下位 => 下位へ変化

AとBが同じ順位 => 変化なし

AがBよりも上位 => 上位へ変化

減少 => 低くなった

変化無し => 変化していない

増加 => 増えた

減少 => 低くなった

変化無し => 変化していない

増加 => 高くなった

反比例

反
比
例

Aは尺度の初期値，
Bは問題・解説文に
あてはめる語句 

A => B

問題条件

問題条件

 
図 1 「河川の水質」の問題解決知識 

4. まとめ 
多肢選択問題の有意味誤選択肢と無意味誤選択肢

の違いを機械的に自動生成する手法の上で検討した．

有意味誤選択肢の生成の一つは問題解決知識の摂動

に帰着できる． 

先行研究の多くは，誤選択肢の区別なく無作為な

選出にて生成しており，生成後に手動で区別する．

この重要な問題点は，その生成が偶然に依存し，コ

ントロールできないこと，および，有意味誤選択肢

ごとの解説文の生成ができないことにある． 

 

参考文献 
(1) Munby, J.: “Read and Think”，Longman, 1968． 

(2) 小川修史, 梅本修平, 松田憲幸, 平嶋宗, 瀧寛和: “多

肢選択問題における誤選択肢の分類と作成法の検討”，

日本教育工学会第 29 回全国大会講演論文集，3a-1-

403-02，(2013) 

(3) E. Sumita, F. Sugaya, & S. Yamamoto: “Measuring non-

native speakers' proficiency of English by using a test with 

automatically-generated fill-in-the-blank questions”, Proc. 

of ACL '05 Workshop: Building Educational Applications 

Using Natural Language Processing, pp.61-68, (2005)  

(4) 菅原遼介, 奥津翔太, 古舘昌伸, 井上裕之, 高木正則: 

“多肢選択形式作問支援システムの開発”, 日本教育

工学会第 29回全国大会論文集, 3a-1-305-01,  (2013) 

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 46 ―



プログラミング学習のための仮想コンピュータ制御ロボット 
 

A Robot Controlled by the Virtual Computer for Programming Education 
 

野口 孝文*1，梶原 秀一*2，千田 和範*1，稲守 栄*1 
Takafumi NOGUCHI *1, Hidekazu KJIWARA*2, Kazunori CHIDA *1, Sakae INAMORI *1 

*1釧路高専 
*1 National Institute of Technology, Kushiro College 

*2室蘭工大 
*2 Muroran Institute of Technology 
Email: noguchi@kushiro-ct.ac.jp 

 
あらまし：我々は，不要 CD と組み込み用の小型コンピュータを組み合わせたロボットを開発し，小中学

生を対象に工作教室を行ってきた．ロボットは，CD を再利用しているため，中央の穴を利用してペンを

たてることができ，プログラムによっていろいろな図形を描くことができる．本論では，ロボットを制御

する命令を直感的に分かりやすいビット対応させた機械語セットを持つ仮想コンピュータで実現したこ

とについて述べる． 
キーワード：教育システム情報学会，全国大会，Microsoft Word，テンプレート 

 
 
1. はじめに 

我々は，移動制御に組み込み用小型コンピュータ

を用い，またこれを組み込んだ基板やモータを取り

付けるためのベースに使われなくなった不要 CD を

用いた教材ロボットを開発してきた．そして我々は，

このロボットを使用して小中学生対象に工作教室を

10 年以上開催してきた(1)(2)．その間に，ロボットも

改良され工作キットであるばかりでなく多様な教材

として利用できるようになった．本ロボットは，使

われなくなった CD を再利用しているため，中央の

穴を利用してペンを立てることができ，学習者がプ

ログラムすることによっていろいろな図形を描くこ

とができる．ロボットの動作軌跡を，プログラムの

工夫した点を結果として残すことができる． 
本論文では，ロボットを制御する命令を直感的に

分かりやすいビット対応させた機械語セットを持つ

仮想コンピュータで実現したことについて述べる．

これによって，センサやアクチュエータを組み合わ

せた計測制御の学習ばかりでなくプログラミングの

初心者教育にも利用可能になった． 
 

2. 教材ロボット 

2.1 ロボットの構造 

図 1 にロボットの外観を示す，小中学生を対象と

した工作教室では，電子部品は予めこの基板に半田

付けされており，自作の指導書に従って組み立てて

行くことで，図 1 に示したロボットが完成する．こ

れまでの工作教室では小学校の 5 年生以上を対象に

してきたが，ドライバーやニッパーなど工具の使い

方から順に説明して 1 時間半程度で完成させている． 
ロボットはギアが予め組み込まれた 2 つのステッ

ピングモータで駆動している．タイヤを直結するこ

とができるためロボットの構造を簡単にすることが

できるとともに安定した動作を得ている． 

2.2 直感的に作成できるプログラム 

図 1 に示すコンピュータ基板の左上には 8 つの赤

色 LED が取り付けられている．その下には 3 つの黄

色 LED とボタンスイッチ 3，4，5 が取り付けられて

いる．これらは，図 2 のように配置されている． 
モータの動作と LED の点灯の関係を図 2 の上に

示す．8 つの LED の内，左から２つは左のモータに

対応し，次の 2 つは右のモータに対応している．そ

れぞれの２つの LED の左が点灯しているときは後

ろ方向へ，右が点灯しているときには前方向へ進む．

また残りの４つの LED は，直進しているときには

進む距離，方向転回しているときには回転角度，停

止しているときには停止時間に対応している． 

図 1ロボット外観 

電源スイッチ 

実行／プログラム

コンピュータボード 

ボタンスイッチ 1,2 

ピエゾスピーカ 
LED

ボタンスイッチ 3,4,5

図 2 ロボットを 10cm 前に進める命令 

モータの動作 移動距離または

角度または時間

左モータ正回転 

右モータ正回転 
右モータ逆回転 

左モータ逆回転

8cm / 60 度 / 2 秒 
4cm / 30 度 / 1 秒

2cm / 15 度 / 0.5 秒
1cm /7.5 度 /0.25 秒

赤色 LED 

黄色 LED 

ボタンスイッチ 

3 4 5 
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図 2 のような点灯は，ロボットが 10cm 前方に進

むことを表している．この 8 つの LED の点灯状態が

ロボットの 1 つの動作を表す命令に対応している．

この命令は，3 章で説明する仮想コンピュータによ

って実行される． 

2.3 プログラムの入力と実行操作 

本ロボットへのプログラム入力やその実行は，コ

ンピュータ基板上のスライドスイッチおよび 5 つの

ボタンスイッチで行う．図 1 のコンピュータ基板の

右下（ロボットの後方）に 2 つのスライドスイッチ

とそれらの後方に 2 つのボタンスイッチ 1，2 があ

る．スライドスイッチの 1 つは，電源スイッチであ

る．もう 1 つが，プログラムの実行とプログラムの

入力の切り替えを行うスイッチである．ロボットに

は 256 ステップのプログラムを入力することができ

る．命令は 0 から 255 番地までのメモリに記録され

る．電源スイッチをオンにすると，0 番地のプログ

ラムが表示され，実行できるようにしてある． 
プログラムの実行は，スライドスイッチを「実行」

側に設定し，ボタンスイッチ 1，2 を押し同時に離す

ことで開始する．ボタンスイッチ 2 のみを押し，離

すことで赤色 LED に表示した命令のみを実行する

こともできる． 
プログラムの入力もこれらのスライドスイッチと

ボタンスイッチを組み合わせて行う．命令の変更や

設定は，図 2 に示した黄色 LED のそれぞれ下にある

3 つのボタンスイッチ 3，4，5 を使う． 
 

3. 仮想コンピュータ 
3.1 仮想コンピュータのシステムアーキテクチャ 

本ロボットのプログラムに利用できる命令は，図

3 のようなコンピュータを想定して作成している．

この仮想コンピュータには，メモリは 256 バイトし

かなく，汎用のレジスタも 1 つしかない．そのため，

命令も簡単である．表 1 に命令セットの一部を示す．

汎用レジスタを含めた演算やレジスタの値を用いた

ロボットの動作命令がある． 
ロボットの動作は，モータの回転スピードや回転

数といったアクチュエータに与える値のセットを設

定するのではなく，命令を組み合わせて行う．例え

ば，正方形を描く動作プログラムでは，直進と回転

のデータを 4 組送るのではなく，直進と回転の命令

を 4 回繰り返すことで実現する．そのため，各命令

の働きをロボットの動作で確認する事ができる 

3.2 入出力ポート 

ロボットは，組み込み用小型コンピュータ

PIC16F886（EEPROM 領域 256 バイト）を用いてい

る．PIC の形状は 28 ピンの DIP 型である．クロック

を内部発信モードにすることで，電源とグランド以

外の 25 ピンのすべてを入出力ポートとして使用し，

LED やスイッチが接続されている． 
いっぽう，実行時には使用しない出力 3 ビットと

入力 5 ビットは，既存の LED やスイッチと並列に接

続することで，スピーカ出力やセンサ入力に利用す

ることができる．また，仮想コンピュータの内部の

様子をイメージしやすくするために，汎用レジスタ

の値を 8 個の LED に表示する命令も用意した． 
 

4. おわりに 
我々は，仮想コンピュータを内部に持つロボット

を開発し，小中学生を対象に工作教室を行ってきた．

本ロボットには，①中央の穴にペンを挿すと，ロボ

ットが動いた軌跡を残すことができるという構造や，

②数個のボタンでプログラムの直接入力ができる入

力インタフェース，③直感的に分かりやすい制御命

令，④コンピュータの仕組みをロボットの動作で確

認できるなど，他のシステムにない特徴がある． 
本ロボットは，初心者のプログラミングの学習に

も利用できるため，本年度からは，コンピュータの

導入教育として大学の授業でも利用している． 
本研究の一部は，科学研究費基盤研究費

(2)C(24501168)を受け推進している． 
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図 3 仮想コンピュータのアーキテクチャ 

T 
レジスタ T 

レジスタ 命令 
レジスタ アキュム 

レータ 
 スタック 

ポインタ 
プログラム 
カウンタ 

メモリ 
0～255 番地 

⼊出⼒

8 

制御回路 ALU 

センサ
アクチュエータ
スピーカ 
LED 

8 

アドレスバ
スバッファ 

データバス 
バッファ 

データの流れ 
制御の流れ 
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レジスタ 

 

Instruction Mnemonic Hex data
Forward FWD  n 5n: 0101 n8n4n2n1
Backward REV  n An: 1010 n8n4n2n1
Turn Right RGT  n 6n: 0110 n60n30n15n7.5
Turn Left LFT  n 9n: 1001 n60n30n15n7.5
Random Motion IRG 30: 0011 0000
Stop STP  n 0n: 0000 n2n1n0.5n0.25
Speed SPD  n 3n: 0011 n50n25n12.5n6.25
Sound SND 7n:  0111 nnnn
Random Number RND B0: 1011 0000
Display On/Off DSP  ON B1: 1011 0001
Increment INC B2: 1011 0010
Decrement DEC B3: 1011 0011

 
 

表 1 仮想コンピュータの命令セット 

Repeat ENDFOR F0: 1111 0000
Jump without 
condition JMP  nn D0: 1101 0000 

 n128n64n32n16 n8n4n2n1
Jump with 
condition sw JMP sws nn 

Ds: 1101 0s4s2s1 
 n128n64n32n16 n8n4n2n1

Jump with 
condition flag JMP f  nn Df: 1101 1f<0f=0f>0 

 n128n64n32n16 n8n4n2n1

End END FF: 1111 1111 
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課外における実践的アプリ開発講座を活用した ICT人材の育成効果 
 

 

Upbringing Effects of the ICT Human Resources who Utilized an 
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山本 耕司*1, 細川 康輝*1, 辻岡 卓*1,池本 有里*1, 鈴木 直美*1 
Kohji YAMAMOTO*1, Yasuteru HOSOKAWA*1, Suguru TSUJIOKA*1, Yuri IKEMOTO*1, Naomi SUZUKI*1 

*1
四国大学 

Shikoku University 
Email: yamamoto1@keiei.shikoku-u.ac.jp 

 

あらまし：大学におけるプログラミング学習は、学生の高校までの学習経験、興味関心の持続性、学習時

間の制限など、スキルを本格的に身につける上で多くの課題が存在している。情報系学科では、学生の向

き不向きや好き嫌いを封印した一斉教育では真の実力をつけることは難しい。そこで、モチベーションの

高い学生を対象に、すぐ成果の見えるアプリ開発に焦点を置いた課外講座を実施し、その効果を検証する。 

キーワード：プログラミング学習，実践的アプリ開発，SNS活用，課外学習  

 

1. はじめに 
 筆者らは、大学入学後直ぐの１年生前期という早

い段階から、プログラミングの入門教育を行ってい

る。学年進行に伴って選択する専門コースを問わず、

ソフトウェアの基礎とプログラミングにおける段階

的思考の考え方は有用であるという理由による。5

年前までのプログラミング入門教育では Pad で全体

の流れと詳細化の手順を把握し、Pascal によるコー

ディングを座学で行ってきた。しかし、プログラム

の書ける学生は年々減少し、逆にプログラミング嫌

いの学生を作ってしまっていた。そこで、4 年前、

言語をRubyに変更してノートPCを用いた実習形式

とし、その学習管理と技能定着のため、オープンソ

ース LMSであるMoodleを用いて対面授業の補間を

行ったところ、画期的な改善が見られた。そこで、

以降この方式を採用し、今年度は 5 年目となる。し

かし、近年になって学年進行した後の学生や就職先

の状況から判断すると、プログラミングを不得意と

する学生の割合は以前と大きく違わないことが見え

てきた。すなわち、社会が求める ICT 人材の育成と

いう観点で考えたとき、十分な教育効果が得られて

いないないことが懸念される。 

 そこで、単位を認定する授業から一旦離れ、試験

や成績のストレスのない中で、自由に学ぶことの楽

しさを学び取ることができないかと考えた。その１

つの取り組みとして、実践的スマホアプリ開発講座

を開設し、学年の枠を超えた希望者がチームで学ぶ

機会を作った。そして、そこに参加する初学者の１

年生が、どのように学年全体の士気を上げ、その学

びの質が正課の授業にどう奏功するかを検証するこ

ととした。 

 本稿はその実験的に行った実践的アプリ講座によ

る ICT 人材育成効果について紹介するものである。 

 

2. 本取組みの経緯と実践 

筆者らは、大学に入学したばかりの 1 年生の必修

科目として、プログラミングの入門教育を実施して

いる。学科はメディア情報学科であるが、入学して

くる学生の大半は文系で、ビジネスに ICT を活用す

るという賢いユーザーを輩出する教育課程であるが、

入学時には多くがゲームやウェブのプログラムが書

けるエンジニアになりたいという希望を持つ。 

システム開発者のスキルを身につける体系的なカ

リキュラムは有しているが、現実にはその学習過程

で失速し、エンジニア志向から興味が方向転換する

学生が多い。 

初年次のプログラミング教育は、従来は Pascalを

用い、アルゴリズムに主眼を置いてノートと黒板に

よる講義形式としていた。これに学生の多くがスト

レスを感じ、わからない、おもしろくないという意

識を持たせていた。そこで、4年前から Rubyの制御

構文やライブラリ、メソッドなどの学習をノート PC

で確認しながら、アルゴリズムやオブジェクト指向

を実践的に修得するように改めた。学生は、Ruby

プログラミングを行い、実行結果の確認を繰り返し

てエラー処理を行う感覚も授業中に学ぶ。そして、

Moodle上に置いた復習問題を、自宅に戻って、ある

いは授業の空き時間などにオンラインで復習する。 

 

 
図 1 学習内容による学生の意識変化 

A1-2 

― 49 ―



 また、そのアクセス状況を授業中に紹介し、学生

の自尊心と競争心を刺激したところ、プログラミン

グが面白いと感じる割合が大きく増加し、プログラ

ム嫌いを激減させることができた。（図 1，図 2） 

 

 
図 2 プログラミングを楽しいと思う学生の割合 

 

この方法によるプログラミング教育を始めて 4 年

が経過し、本年卒業生が社会に出た。しかし、その

進路は従来と大きく変わるところはなく、情報関連

企業への人材輩出は小幅の伸びにとどまった。学年

進行とともにプログラミングに対する苦手意識が拡

大していたのである。１年次の入門時点では、初歩

的な内容であったり、与えられた課題に正解を出せ

たりしたことで理解したと勘違いし、自分では十分

考えていなかった。これが、２年次、３年次と学年

が進むにつれ、チームで協力することの難しさを知

り、さらにプロジェクト型実習で、正解のない課題

を考えて解決する必要が生じたとき、できないスト

レスから逃避する学生が作られてしまっていたと考

えられる。  

 

3. 実践的アプリ開発講座 
良い成績を修め、単位を取得することをゴールと

する正課の授業では、学生の柔軟な発想を抑制し、

実社会の複雑な課題に対応する力を育てる上で十分

とは言えない。そこで、学年やコースにとらわれず、

ただアワード入賞を目指してアプリ開発を行うとい

うシンプルな目的を提示した課外講座をスタートさ

せた。（図 3） 

これは、自主性を持った一部の学生が突出するこ

とで、他の全体を引っ張り上げる可能性に期待した

ものである。当初この呼びかけに対し、33 名が手を

挙げた。この中には Ruby を学び始めたばかりの 1

年生が 22名いた。これは、未だプログラミングの経

験がなく新鮮であることが可能性を否定しない行動

に出たものと思われる。 

これら有志が大学の授業では成し得ない自由な発

想で、課題解決型のプログラミング学習を行う。そ

の内実は、集まってエラー処理情報を相互に共有し、

SNSを活用してさらにエラー処理情報を共有すると

いう具合に、本来孤独で根気のいる作業を仲間とと

もに助け合うことで乗り越えるというものである。

その結果として、プログラミングの楽しさを覚え、

エンジニアとしての技量を身につけていく。そのよ

うな学生が数人でも輩出できれば、他の全体を牽引

できるものと考える。 

 

 
 

図 3 アプリ講座に参加する学生（初回解説時） 

 

 

4. まとめ 
文系学生多い情報系学科では、初年次のプログラ

ミング教育をいかに実施するかで学びの方向や進路

に大きい影響を与える。ゲームやウェブに慣れた学

生が、地道で根気のいるプログラミングを継続して

学び、開発者を志向するにはどうすればよいのか。

それは、わかるからでき、できるから楽しく、楽し

いから続くという流れを作ることが重要である。 

筆者らは、SNS や ICT を活用して取り組む実践的

アプリ開発講座を課外に開設し、クラス全体の意識

改革を行う試みを実施している。 

学年の枠を超え、目的意識を共有しながらの学習

コミュニティーは、現在までのところ予想以上の成

果を上げ、授業においても良い効果を促している。  

今後、さらにアプリアワード等を活用し、学生の

意欲を掻き立て、そのテーマの選択によって意義を

感じさせ、社会意識の高揚を図り、継続して学ぶ素

養を身につけられるようにしたいと考えている。 

 

 

参考文献 
 

(1) 小田和生，池本有里, 池本未希，山本耕司：“Rubyと

Moodleを用いたプログラミング入門教育”,電気関係

学会四国支部連合大会講演論文集 16−3.(2011).  

(2) 池本有里，山本耕司：“初年次プログラミング

入門における Ruby の効果”,電気関係学会四国支部

連合大会講演論文集 16−24.(2012). 

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 50 ―



プログラミングによる経済データ分析実習の試み 
 

Trial of Economic Data Analysis Exercises in Programming 
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あらまし：経済学部生対象の表計算ソフトによるデータ分析実習の代替案として，JavaScript プログラミ

ングによる実習を提案する．開発したプログラミング環境はウェブベースで，唯一つのファイルからなる．

例題として，表計算ソフトから連想しやすいプログラムを書く問題を用意した．さらに，SVG(Scalable 

Vector Graphics)によるグラフィックス機能を付加し，グラフを描くプログラミングも可能にした． 

キーワード：プログラミング教育，高等教育，統計教育 

 

 

1. はじめに 
本稿では，経済学部生を対象にしたデータ分析実

習の授業で利用するために開発したプログラミング

環境と，作成した教材について報告する．プログラ

ミング環境はインストール不要で，できるだけ費用

がかからないことを開発方針とした．また，教材と

なる例題用のプログラムは，表計算ソフトによるデ

ータ分析手法の既習者にとって，できるだけなじみ

やすいコーディングとすることを作成方針とした． 

本研究で対象となる授業は，初年度に表計算ソフ

トによる経済データ処理を学んだ学部２年次以上の

学生に対し，データ処理の過程をプログラミングに

置き換えることで，データ分析の手法を別の角度か

ら学ぶとともに，プログラミング自体を体験するこ

とを目的とする授業である．次章では，当該授業で

使用するために開発したプログラミング環境につい

て，３章では作成した教材について述べる． 

 

2. プログラミング環境 
2.1 単一ファイルからなるプログラミング環境 
図 1 は，本研究で開発したプログラミング環境で

ある．新規負担が発生しないように，Internet Explorer

などのウェブブラウザに実装されている JavaScript

言語を採用した．画面左側のプログラム入力欄にプ

ログラムを入力し，（必要なら所定欄にタイトルも入

力し，）[実行]ボタンをクリックすると，画面右側に

実行結果が表示される．この仕組みは，W3Schools(1)，

jsdo.it(2)等に見られる手法である．入力されたタイト

ルは，HTML 文書の H1 要素として，入力したプロ

グラムの実行結果は PRE 要素内に出力される． 

図 1 を実現しているのは，単一のテキストファイ

ルである．実際の授業での使い方は次の通りである．

各回の授業に先立って，例題となるプログラムを前

述のテキストファイルに書き加えて，授業用のファ

イルサーバにアップロードしておく．学生は各自が

所有する USB メモリにファイルをダウンロードす

る．拡張子を html にしているので，学生はダウンロ

ードしたファイルをダブルクリックするだけで，図

1 の環境を利用することができる． 

教員は，必要に応じてプログラムの例題を提示す

ることができる．図 1 を実現するテキストファイル

の後半にプログラム例を追記することができる．例

題毎に[プログラム転送]あるいは[プログラム追加]

ボタンを設定し，プログラム入力欄に，例題プログ

ラムを転送あるいは追記できる機能を用意した． 

 
図 1 プログラミング環境 

2.2 グラフィックス機能の付加 
図 1 の環境でグラフ作成のプログラミングを体験

できるようグラフィックス機能を付加するため，

SVG(Scalable Vector Graphics)(3)を採用し，その操作に

オープンソースの JavaScript ライブラリ snap.svg(4)

を利用した．学生は，USBメモリにダウンロードし

た同じフォルダに，１個のライブラリファイルをコ

ピーすればグラフィックス機能が利用できる． 

 

3. 教材となる例題プログラム 
3.1 表計算ソフトをなぞった例題プログラム 
図 2 は，5 年毎の男女別大卒初任給(5)（単位：千円）

が 5 年前に比べて何％伸びたかを表計算ソフトで求

めた様子である． 
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図 2 表計算ソフトでのデータ分析例 

 

表計算ソフトでの手順をできるだけ再現するよう

に，次のようなプログラムを教材として作成した． 

var a=[], b=[], c=[];var k; 

a[2]="1980 年";a[3]="1985 年";a[4]="1990 年"; 

a[5]="1995 年";a[6]="2000 年";a[7]="2005 年"; 

a[8]="2010 年"; 

//大卒初任給・男（千円） 

b[2]=114.5;b[3]=140;b[4]=169.9;b[5]=194.2; 

b[6]=196.9;b[7]=196.7;b[8]=200.3; 

//大卒初任給・女（千円） 

c[2]=108.7;c[3]=133.5;c[4]=162.9;c[5]=184; 

c[6]=187.4;c[7]=189.3;c[8]=193.5; 

for (k=2;k<=8;k++) { 

 document.write(a[k]);document.write(" "); 

 document.write(b[k]);document.write(" "); 

 document.write(c[k]);document.write("¥n"); 

} 

var d=[], e=[]; 

d[3]=(b[3]-b[2])/b[2]*100; 
d[4]=(b[4]-b[3])/b[3]*100; 

d[5]=(b[5]-b[4])/b[4]*100; 

d[6]=(b[6]-b[5])/b[5]*100; 

d[7]=(b[7]-b[6])/b[6]*100; 

d[8]=(b[8]-b[7])/b[7]*100; 

for (k=3;k<=8;k++) { 

 document.write(a[k]);document.write(" "); 

 document.write(d[k].toFixed(1)); 

 document.write("¥n"); 

} 

ただし，このまま実行すると図 1 のようになる．

学生には，伸び率の計算を反復処理に書き直させた

り，女性について同様の計算をして表示させたりす

るような課題を与える． 

3.2 グラフ作成のための例題プログラム 
図 3 は，全国 13 都市における 2 商品の小売価格(6)

の関係を表計算ソフトで図示した様子である． 

 
図 3 表計算ソフトでの作図例 

表計算ソフトでのグラフ作成をプログラミングで

体験させるため，簡単な散布図を描くプログラムを

教材として作成した．なお，本環境では，描画範囲

を(0,0)～(1000,1000)とし，左下を原点としている． 

var x=[267,230,265,272,240,273,258,271,264,261,242, 
269,214]; 

var y=[495,481,507,488,520,528,514,496,472,476,502, 

539,535]; 

var k; 

var n=13; 

var paper=Snap("#svg"); 

paper.line(0,0,1000,0);paper.line(0,0,0,1000); 

for (k=0;k<n;k++) { 

 paper.circle((x[k]-200)*10,y[k],10); 

} 

ただし，このまま実行すると図 4 のようになって

しまう．学生には，描画する円の中心の x 座標の書

き方をヒントに，y座標の書き直し方を考えさせる． 

 
図 4 修正が必要なプログラムの実行結果 

 

4. まとめ 
本研究では，ウェブベースの JavaScript プログラ

ミング環境を開発し，表計算ソフトによるデータ分

析を既に学んでいることを前提として，教材となる

プログラム例を作成した．また，ライブラリ snap.svg

を使って，グラフィックス機能も利用可能にした． 

このプログラミング環境は単一のファイル（と１

個のライブラリファイル）で構成されており，受講

者はファイルを手元にコピーするだけで利用できる． 

今回開発した環境(7)には必要最小限の機能しか有

しておらず，自分で作成したプログラムを保存する

のに，コピー＆ペーストをさせており，今後の改善

が必要な点である． 
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あらまし：本稿では，3DCGキャラクタとリモートで対話練習ができる仕組み作りのため，第一段階とし

てタブレット PC を用いて TVML の 3DCG キャラクタをリモートで操作ができるかどうかということに

取組んだ．動作実験の結果，基本的な文章に関する音声は正常に出力された．また，タブレット PCのイ

ンターフェースとして，初学者の対話練習を一例に，どのような項目を取り入れていくべきか，どのよう

な点を考慮していくべきか等，今後検討していくべき点を洗い出し考察した． 

キーワード：インタラクション，3DCGキャラクタ，タブレット PC，TVML 

 

 

1. はじめに 
外国語活動においては，コミュニケーション能力

の育成として対話練習やタスク活動を取り入れるこ

とが求められている．インタラクション仮説では意

味交渉を増やすようなペアやグループによる対話練

習やタスク活動を外国語教育に取り入れることによ

り習得を促進させる(1)とあり，このような点からも

対話練習やタスク活動を外国語活動に取り入れるこ

とが重要であると考えられる．初学者の外国語学習

においては当該言語に慣れる必要があることからも，

このような練習や活動を取り入れることが重要であ

ると言える．小学校学習指導要領の外国語活動にお

いても「外国語を通じて，言語や文化について体験

的に理解を深め，積極的にコミュニケーションを図

ろうとする態度の育成を図り，外国語の音声や基本

的な表現に慣れ親しませながら，コミュニケーショ

ン能力の素地を養う」(2)とあり，体験的に練習をし

てコミュニケーションをとる機会を増やすことが重

要であると言える．一方で教室の中では，教師一人

に対して学習者が多数であり，これらの活動を取り

入れるのが現実的に難しい．部分的にでも対話練習

やタスク活動に取り入れる仕組みがあれば，教室内

の外国語活動をサポートすることが期待できる． 

本研究では，対話練習やタスク活動の支援を目指

し，柏木ら (3)の取組みをもとに， 3D Computer 

Graphics（以下 3DCG）キャラクタを取り入れてスク

リーン上に提示し，リモートでも対話練習ができる

ような仕組みを考えている．ここでの対話練習とい

うのは，例えば教師側がタブレット PC を使って

3DCG キャラクタに発話させ，疑似的に対話練習を

することを想定している． 

本稿では第一段階としてタブレット PC を用いて

TVMLの 3DCGキャラクタをリモートで操作ができ

るかどうかということに取組む．またタブレット PC

のインターフェースとして，初学者の対話練習を一

例に，どのような項目を取り入れていくべきか，ど

のような点を考慮していくべきか等，検討していく

べき点を洗い出し考察する．ここでは後述する

TVML（TV Program Making Language）の 3DCG キャ

ラクタにタブレット PC（リモート）から発話する内

容を送り，3DCG キャラクタが話す仕組みを実現す

る．タブレット PC 上で，3DCG キャラクタが用意

された文章を発話してくれるためのボタン（以下キ

ャラクタトークボタン）を複数種類用意する．各キ

ャラクタトークボタンとスクリプトを関連付けてお

き，タブレット PC を操作する教師側がそのボタン

を押すと，3DCG キャラクタが該当する文章を音声

で出力する．学習者はこれに応答を返すことによっ

て，対話練習を行う． 

以下，2 章で試作システムの動作の流れについて

述べる．3章で動作実験及びタブレット PC上のボタ

ンとして取り上げる項目やどのような点を考慮して

いくべきかについて考察し，4章で本稿を総括する． 
 

2. 試作システムの動作の流れ 
本稿では，TVMLの 3DCG キャラクタをコンテン

ツとして取り上げる．TVML は一本の TV 番組を構

成する殆どの要素を記述できるテキストベース言語

で，HTMLのように一行ずつ解析し表示するインタ

ープリタ型言語である．テキストベースの言語であ

るため，テキストエディタで作成することが可能で

ある．記述したスクリプトは TVMLプレイヤーIIと

いうソフトにより表示することができる(4)． 

試作したシステムの動作の流れについて，図 1 及

び図 2 を用いて説明する．なおここでは，試作シス

テムの開発言語として，図 1 のタブレット PC 側は

Processingを，3DCGキャラクタ提示側はActive Basic

を用いた．図 2 のようにタブレット PC にはキャラ
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クタトークボタンが用意されており，そのボタンを

押すとネットワーク接続により関連付けられたスク

リプトデータを 3DCGキャラクタ提示側に受け渡す．

そして，受け取ったスクリプトデータを 3DCG キャ

ラクタによって実行する．例えば，図 2 のタブレッ

ト PC上の（1）にある「Hello」というボタンを押せ

ば，以下のようにスクリプトが送られて，3DCG キ

ャラクタが「Hello」と英文音声を出す．次に「My name」

のボタンを押すと「I am Hana. And you?」と音声を出

す．学習者はそれに対して「Hello. I am～.」といっ

た応答を返すことによって対話練習を行う． 

 

character: talk( name=HANA, text="Hello" ) 

 

 
図 1 試作システム使用の様子 

 

 
図 2 タブレット PC上のインターフェース画面例 

 

3. 動作実験と考察 
試作したシステムについて，図 2 に見られるよう

なタブレット PC を使用することによる動作実験を

行った．動作実験の結果，基本的な文章に関する音

声は正常に出力された．3DCG キャラクタのサイズ

については会話主体の活動例であるので人間の大き

さに近いものの方が存在感があるという感触を得た． 

 タブレット PC におけるインターフェースの作成

に関して，あいさつや自己紹介の場面を一例として，

必要な項目について考察する．図 2 の（1）に示され

ているように，今回は対話そのものの内容表現に関

する「Are you from～?」や「Do you like～?」のよう

な英文を 3DCGキャラクタが話してくれるためのボ

タンを用意した．何度も対話練習を行うためには，

バリエーションを持たせた基本となる文章を準備し

ておく必要があると考える．それに加えて，「そうで

すね」や「面白そうですね」など学習者との会話を

進めたり，会話を引き出したりするための反応やリ

アクションに関わる項目があるとよいのではないか

と考える．またボタン上の表記について，現在はフ

レーズや短い文章にしているが，タブレット PC を

操作する側がボタンの表記を見ながらリアルタイム

で対話練習を続けていくのは難しい．そのため 1 語

またはアイコンによる視覚化が必要になるのではな

いかと考える． 

 文章表現の他に，図 2（2）のような「上半身」，「全

身」といった 3DCG キャラクタの表示サイズの切り

換えや，「うなずき」や「首を傾げる」のような文章

以外の動きによる基本的なリアクション用ボタンを

用意して実際の会話をしているような状況を作り出

すものがあればよいのではないかと考える．また図

2（3）のような「うなずきながら」「そうですね」と

言ったり，「首を傾げながら」「どうかな」と発話す

るような動作と文発話を組み合わせて実行するボタ

ンを用意するとよいのではないかと考える． 

 今後は，3DCG キャラクタとの対話の場面や状況

にあわせて，カメラワークや 3DCG キャラクタの顔

の向きの変更などの応用も考えたい． 

 

4. おわりに 
本稿では，3DCG キャラクタとリモートで対話練

習ができる仕組み作りのため，第一段階としてタブ

レット PCを用いて TVMLの 3DCGキャラクタをリ

モートで操作ができるかどうかということに取組ん

だ．また，タブレット PC のインターフェースとし

て，初学者の対話練習を一例に，どのような項目を

取り入れていくべきか，どのような点を考慮してい

くべきか等，今後検討していくべき点を洗い出し考

察した． 

今後の課題として，3DCG キャラクタと学習者間

のリアルタイムな対話練習が円滑に操作実行できる

ようタブレット PC 上のボタンの数やボタン上の表

記，その配置を考えていく必要がある． 
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歴史教育支援システムにおける立体視教育アプリの開発 
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あらまし：著者らは｢古代建物の３Ｄモデルを自動生成する考古学と歴史教育支援システム｣を開発した．

本システムは，インターネットと CG，AR，3D プリンターなどの手段を利用し，歴史教育用コンテンツ

を提供できる．本文では，遺跡を映像の中に入り込んで動き回れる立体視で観測可能なアプリケーション

を開発したので報告する． 

キーワード：遺跡，3D，VR，AR，立体視 

 

 

1. はじめに 
本研究では｢古代建物の３Ｄモデルを自動生成す

る考古学と歴史教育支援システム｣を開発している．

これまで古代建築の自動生成，AR を用いた CG と実

写の合成を実現した（1）．このシステムを Unity3D

へ拡張（2）し，遺跡を立体視で探検できる新しい教育

エンターテインメントを開発したので報告する． 

 

2. システムの概要 
著者らは古代の建物の発掘地図に基づき 3D モデ

ルを自動生成する歴史教育支援システムの開発を行

ってきた．本システムは，復元した古代の 3D モデ

ルを現在の地理環境に有機的に合成し，学習者は建

物と周囲の位置関係，地理環境を把握でき，歴史学

習に役立てることできると考えられる．復元した古

代の建築物などを歴史教科書の上にリアルタイムで

表示，古代の建築物のミニチュアの作成が可能であ

る．今回 Unity3D を用いて遺跡を背景にした歴史ゲ

ーム，立体視で遺跡を探検できるアプリ，携帯端末

で利用する遺跡の立体視体験アプリを開発した． 

 

3. 歴史ゲームの開発と改良 
従来復元した美濃国分寺モデルをゲーム統合開発

環境 Unity3D に読込，歴史ゲームを構築した． 

今回，以下の 2 点を改良した． 

（１）地面のテクスチャを描き込んだり，地形を作

り込み，改良を行った．その結果を図 1 に示す． 

（２）Elementals アセットを使用して炎，爆発など

のエフェクトも追加した．その結果を図 2 に示す． 

 

 

図 1 歴史教育エンターテインメントの試作 

 

4. 歴史遺跡の立体視アプリの開発 
本研究で利用したシステムの構成を表 1 に示す． 

 

表 1 立体視アプリ開発環境・システム構成 

Windows  PC Oculus Rift DK2 

Windows 7 (64-bit) Oculus Runtime 

JavaDevelopmentKit 

JDK7(1.7.0_13) 

Oculus SDK 0.4.4 

Android Studio 1.2 Android 端末 

Unity5 GalaxyTab7.7sc-01e 

dive plugin 2.0 Android Ver. 4.0.4 

 

B1-2 

― 55 ―



 

図 2 美濃国分寺の CG に環境効果を追加した結果 

 

5. Oculus VRアプリケーションの試作 
Unity5 + Oculus SDK 0.4.4 で Oculus Rift DK2 用立

体視アプリを実現した（図 3）． 

 

 
図 3 OculusRift 用遺跡の立体視表示結果 

 

 
図 4  Oculus Rift DK2 を装着時の映像 

 

Oculus Rift DK2 を装着して，美濃国分寺の映像の

中を歩き回ったり，見回せたりできることを確認し

た． 

立体視を実現するために，Oculus VR の公式サイ

トより Developer 登録して，Oculus Runtime と SDK

をダウンロードしてインストールする必要がある． 

OculusUnityIntegration.unitypackage をインポート

して Main Camera を削除または無効化して，

OVRPlayerControllerまたはOVRCameraRigをシーン

に配置してスタンドアローンでビルドし，実行する

と図 3 の立体視映像が表示される． 

Oculus を接続時の PC ディスプレイ設定では，「画

面の解像度」から，ディスプレイをマルチモニター

に，向きを縦に，Oculus をメインに設定すると， 

Oculus のティスプレイに正しく表示された（図 4）． 

 

6. Androidアプリの開発 
Unity3D を利用して制作したゲームを Android 用

ゲームとして書き出すことに成功した（図 5）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 Android アプリの実行画面 

 

7. Android用遺跡 VRアプリの開発 
 

 
 

   (a)スマホ 3D ゴーグル 

                   (b)GalaxyTab 

図 6 Android 用立体視アプリ 

 

スマホ 3Dゴーグルを通して見ると古代の建物の

立体視が見える Android 立体視アプリを実現した． 

映像の中に入り込んで動き回ることができる． 

 

8. おわりに 
本研究では歴史教育支援システムを構築した．こ

のシステムは古代の建物を復元し自動生成するこ

とができる． 

ゲーム統合開発環境 Unit3D を利用して遺跡の立

体視 VR アプリを実現した．Oculus Rift DK2 を装着

して，美濃国分寺の映像の中を歩き回ったり，見回

せたりできることを確認した． 

今後携帯ゲームを改良する余地があると思われる． 
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Kinectを用いたギター演奏検出手法に関する検討 
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あらまし：近年，学習者の身体スキルの獲得を支援するアプローチとして，モーションセンサー活用した

教育支援システムの研究が注目を浴びている。我々はギター演奏を支援対象とし，Microsoft Kinect 

Sensor(以下，Kinect)を利用して，演奏者の動きを認識し，上達を支援することを最終目標とする。本稿

では，ギター領域ならびに演奏者の動き検出について報告する。 

キーワード：ギター学習，スキル学習，演奏検出  

 

 

1. はじめに 
  我々は、ギター演奏を支援対象とした学習支援シ

ステムの研究をおこなっている（1）。ギター演奏にお

ける演奏技術には左手の運指ならびに右手のピッキ

ングがある。左手の運指は、ムダな動きのない運指

と、利用する指ならびにフレットの選択が重要であ

る。ピッキングは、リフ演奏時のように複数の弦を

対象とする場合（以下、ピッキング（複））と、ソロ

演奏時のように 1 つの弦を対象とする場合（以下、

ピッキング（単））がある。また弦を上から下に弾く

ダウンピッキングと下から上に弾くアップピッキン

グの上下の動きがあり、特にピッキング（単）の場

合にはオルタネイト・ピッキング（ダウンピッキン

グとアップピッキングを繰り返す）が重要となる。 

このように正しいギター演奏には、左手並びに右手

に異なるスキルが要求され、しかも左手の運指と右

手の動き（ピッキング）が適切に同期することで正

しい演奏をすることができる。我々は、ギター学習

支援においては、どう弾いているのかを把握するこ

とが重要であると考える。 

 

2. ギター奏法の検出 
2.1 先行研究 
糸原(2)らは，Kinect を用いたビートトラッキングを

行う研究を行っている。これは、ピッキング（複）

を対象としたものであり、テンポの把握を目的にギ

ター領域のマスキングによる右手領域ならびに動き

検出を行っている。左手の運指を計測する方法とし

て,Light-glove
(3)などのデータグローブの利用もある。

また、運指を検出するためのキャプチャギター(4)や

TDR (Time Domain Reflectometry) を用いた触弦位置

の認識(5)のように、ギター本体にセンシングのため

の加工やカスタマイズをするアプローチがある。ま

た、ステレオカメラを利用して AR タグとマーカ取

り付けによるコード検出の研究がある(6)。 

2.2 検出アプローチ 
検出をする際、特別な機器を必要としたり、指を

覆うセンサや手首に固定する回路などは演奏の妨げ

になるため適切ではない。そこで本研究では、カメ

ラ画像を利用した非装着型のギター演奏の検出アプ

ローチに着目する。本研究では，Microsoft Kinect v2

（以下、Kinect）を利用する。Kinect は、人体領域

ならびに関節位置の検出を行う機能をもつが、ギタ

ーのような道具を持つと、それを人体領域と認識し

てしまい、関節座標を正しく検出できない問題があ

る。そこで、本研究ではデプスカメラを利用し、画

像認識技術を組み合わせて演奏状態を把握する。こ

こでいう演奏状態とは、プレイヤーの左手，右腕を

検出し，ギターとの位置関係や動きである。そのた

めに本稿では下記の検出を対象とした。 

(1) ネック領域の認識 

演奏時に左手で押さえるフレットのある領域であ

り、本研究ではヘッドを除外する。 

(2) 左手領域の位置検出 

 左手領域を検出するだけでなく、（1）の結果を利

用して、ネックに対する相対位置を検出する。  

(3) ピッキングの検出 

ピッキング（単）（複）だけでなく、弦との位置関

係を検出する。 

 

3. 検出方法 
RGB カメラと深度カメラで得た情報から，以下の

方法によりネック領域と手領域（右腕，左手）を認

識する。 

3.1 ネック領域の検出 
（1）デプスフィルターの処理を行い、右肩より前方

にあるものを対象とする。 

（2）（1）の結果から左端領域をヘッドと仮定し、色

情報を抽出して色フィルターによりヘッド領域を特

定する。 
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（3）ヘッド領域の最右端をネック領域の境界とし、

そこから腰方向に向けて走査し、ネック候補とする。 

3.2 左手領域と位置の検出 
（1）ネック領域において肌色領域を抽出し、それを

左手領域とする。 

（2）検出された左手領域の最左端の座標を利用する。 

3.3 右手領域の検出 
ネック領域より右側にある肌色領域を候補とする。 

 

4. 位置検出結果と考察 
4.1 ネックならびに左手領域の検出 
図 1 に示す通り、ネックの１フレット目から最下

部までのみを検出できている。また、ネック領域中

に存在する肌色領域を抽出し、その左端点を左手の

位置として特定している。図 2 の左手グラフは、ネ

ック領域の幅を 0-100 に正規化（上端を 0）した場

合の左手領域の位置を示している。 

4.2 右手領域とピッキング検出 
図 3 に右手領域の検出結果をしめす。図 2 の右手

グラフは、図 1 の右手位置をネックの幅を 0-100 に

正規化（6 弦を 0）した値を示している。図 4 はオル

タネイトピッキング（単）の検出であり 4 連、8 連、

16 連のオルタネイトピッキング（単）を行い、右手

領域のモーメント角からその動きを抽出した。その

結果に示されるように、4 連のゆっくりとしたピッ

キング（単）から 16 連の早いピッキングまでの違い

を検出することができた。 

 

 
図 1 各領域の検出結果 

図 2 右手・左手の位置検出 

 

 
図 3 右手領域の検出 

 

 
図 4 ピッキング(単)の動き検出 

 

5. おわりに 
今後の課題として、左手の動きについては現在の手

法では大まなか位置になっているので、フレットに

対する位置や個々の指についての検出の実現手法に

ついて検討する。右手については、ピッキングの細

かな動きの違いについての検出方法を検討する。 
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力学的分析へと誘導する運動と力の関係整理ツールの評価 
 

Evaluation of a Tool to induce into Physical Analysis 
 

金子 真子,    梅津 孝信,    竹内 章 
Manami KANEKO, Takanobu UMETSU, Akira TAKEUCHI 

九州工業大学大学院 情報工学府 
Graduate School of Computer Science and Systems Engineering, Kyusyu Institute of Technology 

 

あらまし：力学の学習において，現象に対し科学的概念を用いた分析（力学的分析）を意識しておらず，

現象を正しく認識していない学習者が少なくない．分析する重要な要素として「力の因果関係」があり，

学習者はこの要素の整理を適切にしていないことが原因の一つとして考えられる．本研究は，力学的分析

力の育成を目標とし、現象を力の因果関係に焦点をあて整理を行わせるツールを開発した。そのツールの

概要と，評価実験の結果を報告する． 

キーワード：力学学習支援，力学的分析，力の因果関係 

 

1. はじめに 
我々の大学では学部１年生を対象に，力学現象の

測定を目的とする実験を自由に設計させ，実施させ

る演習がある．適切に理論立て考察するには，科学

的概念を用いて分析する作業(力学的分析) を行い，

現象のふるまいの原因結果を把握することが必要と

なる．しかし提出されたレポートには，科学的な根

拠のもと説明がなされていない内容が多く，力学的

分析が適切に行われていないことが考えられる．そ

こで我々は，学習者の力学的分析力を育成支援する

システムの考案を目指し，運動と力の関係に焦点を

あてて現象を分析させるツールを開発した．本報告

ではこのツールの概要および評価について述べる． 

2. 力学的分析力の育成 
科学的な分析とは，現象を構成している要因を科

学的な視点から分析し，現象の成り立ちを整理する

ことである．この科学的な分析を力学の分野で適用

すると，現象の要因となる【力の因果関係】の整理

が重要となる．力の因果関係とは，①物体に働く力，

②力の作用元となる物体，③力の作用先となる物体，

④力と力の間に成り立つ物理法則、⑤物体と力の間

に成り立つ物理法則(要素①～⑤と表す)の要素によ

り成り立つ因果関係のことを指す．現象を引き起こ

す要因の根本となる力の因果関係を整理することは，

現象を把握するために必要である．これより学習者

に力の因果関係を意識させた分析へと誘導すること

で，力学的分析力の育成につながると考える． 

3. 支援方針 
力の因果関係に焦点をあてた分析をするように誘

発する環境を提供し，学習者自身がどのような考え

で分析を進めているのか可視化するツールを構築し

た(1)．学習者へ力の因果関係を整理するためのポイ

ントやヒントを提示することで，自身の知識を使い

現象について考えさせ，学習者の分析力が向上する

ことを期待する．さらに分析内容の可視化により，

分析過程を具体的に見直させることで，分析の抜け

や矛盾点に気づかせるきっかけとなり，力学的分析

を適切に行うことを期待する． 

4. ツールの概要 
ツールは次の 2 つの Stepから構成される． 

Step.1：分析対象となる現象のふるまいを意識させる

ために，図 1 のような環境を用意した．現象を分析

するポイントを押さえさせるために，運動が不連続

変化する時点ごとに区切った物体位置を示し (図

1.A)，各時区間における現象のふるまいの選択肢を

提示している(図 1.B)．ふるまいを予測させることで，

分析対象を意識させる． 

 
図 1 現象のふるまいを予測する環境 

Step.2：次に各時区間における力の因果関係に焦点を

あてた分析をさせるために，図 2 のような環境を用

意した．力の因果関係の整理に必要な要素や，整理

する考え方を学習者自身の力で引き出すことが困難

であるため，システムから整理に関わる可能性があ

る力や物理法則の一覧をヒントとして与えた(図

2.B)．まず学習者は要素の一覧から力を選択し，力

の図示(図 2.A)をすることで，要素①に関する整理を

進める．さらに，明確に意識しないことも多い要素

②と③について考えさせるために，働く力を表すノ

ード(力タグ)と物体を表すノード(物体タグ)を矢印

や線(リンク)でつなげ関係性を表現させる可視化ツ

ール(図 2.C)を用意した．また要素④と⑤について考

えさせるために，物理法則を表すノード(物理法則タ

グ)を用意し，物理法則に関係する力や物体をリンク

でつなげ表現し整理させる．  

このように Step.2では，要素①～④の整理で力と

力間の関係を整理し，要素⑤の整理で運動方程式を

たてる際に関係する力をリンクでつなげて物体と力

間の関係を整理する．これらの作業は Step.1で予測

した現象を発生させる力について分析する大切な作

業となる．図 2.Cの分析内容を表現した図(因果分析

B1-4 
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図と呼ぶ)を参考に，分析の抜けや矛盾点を気づかせ，

現象をより深く分析させるツールとなっている． 

 
図 2 一つの時区間を分析する環境 

5. 実験 
5.1 実験の概要 
力学現象について力学的分析へと誘導するツール

となりえるか確認するために評価実験を行った．1

章で紹介した自由実験演習を受講している学部 1 年

生を対象に，図 1 の実験系を計画していた 2，3 人で

構成される実験班４つ，計 11人の学習者にツールを

使用してもらった．力学的分析へ誘導できているか

確認するために，ツール利用時のログと班内で話し

合う会話を録音した音声データを取得し解析した．

また学習者が作成した因果分析図から，現象をどの

ように把握したのか確認を行った． 

5.2 実験結果 
ログデータより，ツール利用時の状況を調査した．

分析に必要な要素を選択する操作や，話し合いの結

果のもとタグを削除する操作，タグ間の関係を整理

するリンクの操作の回数を表 1に示す． 

表 1 学習者の操作内容 

1 班の音声データより，分析内容を調査した．力

の因果関係について整理をする過程で行われた話し

合いの要点とその時に行ったツールの操作を表 2 に

示す．表2の操作番号は表1の番号を参照している． 

表 2 話し合いの要点 

5.3 考察 
ツールの手がかりを用いて分析を進めているか，

表 2 の実験結果より考察する．最初に要素①～④に

関して整理をしており，因果関係を示すリンクを用

いた整理を進める過程で，現象と力の関係について

着目した見直しが始まった．この見直しにより因果

関係の矛盾点に気付き，力タグの削除やリンクの修

正が行われた．後に要素⑤の整理へと進み，最初に

予測した現象のふるまいと力の関係について確認を

行い，分析を終了していた．この実験結果から，ツ

ールが与える整理の手がかりを利用して，各時区間

の力の因果関係をひとつひとつ吟味して分析してい

たことがわかった．意識しないことが多い要素②と

③に関する整理においてリンクを修正していた様子

が見受けられたことからも，整理に必要な要素を提

示することやタグ・リンク類を用いた力の因果関係

を可視化させる作業には，今まで意識していなかっ

た現象の要因を詳細に分析させ，分析の抜けや矛盾

点を気づかせる効果があるとわかった． 

次に作成された因果分析図の検証を行った．現象

を引き起こす要因をすべて記述した因果分析図を正

解として採点したところ，すべての班において正し

い分析内容で終えていないことがわかった．原因と

して，学習者が分析の抜けや因果分析図中の矛盾点

に気付かなかったことが考えられる．リンクによっ

て整理された因果関係の分析内容を，様々な視点か

ら見直しを行い一部の矛盾点には気付いたが，全て

の矛盾点に気付くことができず，適切な分析までに

至らなかった． 

6. まとめと今後の課題 
力学的分析へ誘導する手段として運動と力の因果

関係に焦点をあてて支援する整理ツールの概要と，

その評価について報告した．現時点では，力学的分

析へと誘導するツールとして効果があることがわか

り，学習者に対して誤った分析の修正を促す支援の

必要性もわかった．今後，学習者が作成した因果分

析図を診断し，学習者の理解状態に合わせて助言す

る機能を実現する予定である． 

参考文献 
(1) 金子真子, 梅津孝信, 竹内章:“力学的分析へと誘導す

る運動と力の関係整理ツールの構築” , 2014 年度

JSiSE学生研究発表（2014） 

8:00~ 【現象と力の関係】という観点

のもと思考をめぐらす 

1 

9:00~ 【現象と力の関係】に矛盾点が

あることに気付く 

1,7,8 

10:00~ 因果②の観点から整理を見直

し，修正する 

3,7,8 

13:00~ 【現象と力の関係】の整理を見

直し，修正する 

2 

17:00~ 因果⑤の観点から整理を進め

る 

5,7,8 

~20:00 分析を終了する  

番

号 

操作内容 １

班 

２

班 

３

班 

４

班 

(1) 力タグ作成 13 22 12 16 

(2) 力タグ削除 4 9 2 6 

(3) 力間物理法則タグ作成 4 9 5 3 

(4) 力間物理法則タグ削除 0 5 0 2 

(5) 運動方程式法則タグ作成 5 6 4 6 

(6) 運動方程式法則タグ削除 0 2 1 1 

(7) リンク接続 40 52 53 44 

(8) リンク修正 14 30 18 28 

時間経過 

[分:秒] 

話し合いの内容の要点 操作 

番号 

0:00~ 現象のふるまいを予測する  

1:30~ 因果①③④の観点から整理

を進める 

1,2,3,7 

8 

4:30~ 因果②の観点から整理を進

める 

1,2,7,8 

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 60 ―



職業ごとに必要な学習指導を支援する教育システムの提案 
 

Proposal of education systems to support the teaching necessary for each 
profession. 

 

山口 猛*1 
Takeshi YAMAGUCHI*1 

*1郡山女子大学短期大学部家政科福祉情報専攻 
*1 Welfare Information Technology Program, Koriyama Women's College 

Email: yamaguchi@koriyama-kgc.ac.jp 
 

あらまし：大学の共通基礎科目では，希望する職業が異なる複数学科の学生が混在するため，限られた開

講回数で、学生ごとの希望する職業に対応した応用力の指導が困難である。本研究は，パソコンの文書作

成や計算を学ぶ「情報処理」の授業を対象として，職業ごとに必要な活用力の学習指導を支援する教育シ

ステムの実現し，能動的な行動が苦手な学生に対しても，学生と職業を結びつけた効果的な学習支援を目

指す．今回は，システムの提案と研究計画について述べる． 

キーワード：授業研究，教育方法，就職 

 

 

1. はじめに 
近年，大学等の高等教育機関において，即戦力と

なる人材育成が企業から求められており，授業内容

や方法の改善が急務の課題となっている．これらの

理由から，最近注目されるアクティブラーニングに

よる能動的な学習と，ルーブリック評価やポートフ

ォリオによる指導が注目されている(1)(2)(3)． 

個々の科目に注目すると，単一学科内で開講され

る専門科目においては，企業や社会からの要求に対

する柔軟な対応が可能である．一方で，複数学科で

開講される共通基礎科目では，複数学科の学生が混

在するため，学生ごとの希望する職業に対応した応

用力の指導が困難である．理由として，企業や社会

が求める人材となるための活用力を，限られた開講

回数で個々の学生に指導ができないことが挙げられ

る．よって，共通知識の授業内容とするしかないた

め，知識を仕事で活用するためには学生本人の応用

力に頼らざるを得ない． 

本研究では，最近注目されるアクティブラーニン

グやルーブリック評価を用いた能動的な学習に加え，

企業が求める具体的なスキルを蓄積し，能動的な学

習を促進するシステムの提案を目的とする．今回は，

システムの提案と研究計画について述べる． 

 

2. システム概要 
2.1 対象学生と授業 
郡山女子大学および同短期大学部（以下：「本学」）

では，平成 12年度より全学生に対して PCの無償貸

与を行う貸与パソコン事業を開始し，情報教育に取

り組んできた(4)(5)． 

取り組みの一環として，学科共通の基礎科目であ

る情報処理科目（以下「本科目」）を開講し， Operating 

System の基本操作やメールと Web の利用方法を学

ぶほか，オフィスソフトを用いた文書作成やデータ

処理について教えている．今回は本科目の履修学生

を対象とする． 

ちなみに，本学は大学 2 学科及び短大 6 学科専攻

があるため，学生が目指す職業は「建築士，介護職

員，管理栄養士，一般事務職，サービス業，幼稚園

教諭，保育士，デザイナー，音楽療法士，音楽教室

講師，演奏家，図書館司書，学芸員」など多岐に渡

る． 

2.2 提案システムのコンセプト 
本科目が抱える課題を図 1 に示す．企業は職業に

よって情報処理科目に要求する能力が異なる．例え

ば，保育士は「可愛らしいデザインで保護者向け案

内状の作成能力」を，管理栄養士は「患者が理解し

やすい献立作成や POP の作成能力」などがある． 

このような企業からの要求に対し，学生は授業を

通して共通的な知識を習得する．しかし，授業は複

数学科の学生が同時に履修する科目であるため，職

業に特化した活用方法を学習ができない．担当教員

は，専門的な活用方法をカリキュラムに取り入れた

いが，困難である． 

 

 
図 1 共通基礎科目における課題 
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そこで，学生が職業ことに異なる要求に気づき，

学習が可能なシステムの構築を目指す．提案システ

ムの位置づけを図 2 に示す．企業が情報処理科目に

要求する能力はシステムに登録される．学生は，授

業を通して共通的な知識を習得すると共に，システ

ムから提供される職業に特化した情報を用いた学習

を行う．担当教員は，限られた授業開講数（90分×

15 回）を共通部分に集中した授業が実施可能となる．  

本システムによって，職業での活用力を養うため

の「気づき」を学生に与えることが可能となる．ま

た，高等教育機関は，「企業や社会が求める人材育成

のニーズ」に同期した教育が可能となる． 

 

3. 作業計画 
3.1 企業が求める能力の調査 
本システムは，職業ごとに求められる能力の蓄積

を行う．そこで，本学の各学科に所属する現場経験

豊富な教員に協力を得て，現場で求められる情報ス

キルについて調査を実施する．現在想定している職

業と情報処理科目で学習可能な範囲で，職業に必要

な能力を表 1に示す．同じ情報処理科目ではあるが，

さまざまな応用力が求められると考えられる． 

3.2 学生の現状調査 
 本科目を受講する学生の現状を把握するための調

査を実施する．本科目の範囲で学習する機能の他に，

Microsoft Office Specialist の Word，Excel，PowerPoint

のスペシャリストレベルの試験範囲となる機能を加

えた学習項目一覧を示し，習得状況の確認を行う．

また，アンケートでは学生本人が目指している職業

に求められる情報系スキルを自由記述形式で質問す

る．最後に，本科目のルーブリックにより自己評価

を行う．調査は，授業初回と授業最終回の計 2 回実

施し，本システム導入前の現時点での意識の変化を

把握する． 

3.3 システム環境 
 PC やタブレット上で動作するシステムを想定す

る．システム構築の際には画面イメージやプロトタ

イプ作成への柔軟かつ迅速な対応が必要となる．そ

こで，データベースソフトウェアである FileMaker(6)

を用いる．「FileMaker」とは，PC，iOS および Android

上で動作するデータベース管理システム開発が可能

なソフトウェアである．画面のデザインやデータ集

計を行った帳票出力などが容易であることから，シ

ステム構築作業の短期化が見込まれる． 

 

4. まとめと今後の課題 
 今回，複数学科で開講される共通基礎科目の授業

において，学生が目指す職業に必要なスキルの学習

指導を支援するシステムを提案し，作業計画の手掛

かりとして調査とシステム環境の検討を行った．今

後は，調査結果を整理し，システムの詳細設計を行

っていく．  

 

 
図 2 提案システムの位置づけ 

 

表 1 職業に求められる情報系スキル想定（一部） 

職業 能力 

建築士 
プレゼンテーションス

ライド 

介護職員 日報 

管理栄養士 レシピ紹介文書 

一般事務職 ビジネス文書 

サービス業 自動再生スライド 

幼稚園教諭・保育士 ポスター 

図書館司書 展示 POP 
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評価の 4段階を用いた逆三角形研修設計モデルの提案 
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あらまし：カークパトリックが評価の 4段階モデルを提唱してから 50年を迎えた 2009年頃から、提唱者

とその関係者の手によるモデルの拡張が試みられ、段階ごとの指標の追加や手順の詳細を示した図などが

提案されてきた。いずれも、低次元にとどまりがちな研修評価を職場行動と業績に直結させようとする試

みである。本発表では，インストラクショナルデザインの合目的的アプローチを援用した多段階評価によ

って研修設計プロセスを体現した逆三角形研修設計モデルを提案する． 
キーワード：インストラクショナルデザイン，評価の 4段階モデル，研修設計，逆三角形研修設計モデル 

 
 
1. はじめに 

ドナルド・カークパトリックが評価の 4 段階モデ

ルを提唱してから 50 年が過ぎた。4 段階モデルは、

教育評価を反応（レベル１）、学習（レベル２）、行

動（レベル３）、業績（レベル４）に分解し、各レベ

ルでの評価を意識して行うことの重要性をモデル化

したものであり、研修評価におけるデファクトスタ

ンダードとして用いられてきた

(1)
。しかし、受講者

アンケートなどをもとにした反応についての評価は

行われることが多い一方で、学習成果を明らかにす

る事後テストを行うことなしに修了証を発行したり、

研修が職場行動の変化をもたらしたかどうかのフォ

ローアップ調査をしなかったり、あるいは研修の成

果が業績に結び付けられずにコストカットの対象と

なるなど、上位レベルでの研修評価が浸透していな

いという問題が指摘されている。 
2009年頃から、提唱者とその関係者の手によるモ

デルの拡張が試みられている。研

修評価を職場行動の変容と業績向

上に直結させようとする試みであ

り、評価モデルの実効性を高める

のみならず、研修の意義をアピー

ルする道を模索したものである。 
本発表では，段階ごとの指標の

追加や手順の詳細を示した図など

によるモデルの拡張の動きをレビ

ューし、インストラクショナルデ

ザイン（ID）の合目的的アプロー

チを援用した逆三角形研修設計モ

デルを提案する． 
 

2. 4段階モデル拡張の動向 
図１にカークパトリック親子が

モデル拡張を試みた際に提唱した

ビジネスパートナーシップモデル

を示す

(2)
。最上段左の「ビジネスニ

ーズの同定」から矢印の方向に進み、レベル４から

逆順に設計をして研修を実施し、その結果について

のデータをレベル１から順を追って得ることで「証

拠の連鎖」をもとにしてＲＯＥ（Return on Expectation）
を説明する流れを示している。 
図２は、各レベルに新しい指標を組み込んだ「新

モデル」を図示したものである

(3)
。レベル 1 の反応

には、研修への満足度に加えて、受講者の積極的な

関与を求め、レベル２では知識・スキル・態度の習

得に加えて、学習成果の応用することに対する自信

やコミットメントを求めている。レベル３では行動

変容を待つだけではなく、それを支える要素（担当

への割当・称賛・認知・報酬・強化・モニタリング

と調整）を追加した。レベル４の結果には先行指標

を加え、結果を導きやすく、失敗をリカバリーしや

すくした

(4)
。 

 

図 1．ビジネスパートナーシップモデル

(2) 

C1-2 

― 63 ―



 
図２．新カークパトリックモデル

(3) 
 
3. 逆三角形研修設計モデルの提案 

2012 年と 2013 年に日本医療教授システム学会の

招きにより東京で行われたジョン・ケラーによる

ISD・ARCSセミナーの提示資料（図 3左）

(5)
に着想

のヒントを得て提案するのが、図３右に示す「逆三

角形研修設計モデル」である

(6)
。 

研修は何らかの学習（レベル２）を達成するため

に行うものであるが、それが職場における行動変容

（レベル 3）を促し、行動変容が組織としての結果

につながるように設計されていなければならない。

この前提に立てば、カークパトリックがその初期か

ら主張してきたように、設計はレベル４からの逆順

で行う必要がある。どのような結果をもたらす目的

で、どのような行動変容を促す必要があり、そのた

めにはどのような学習成果を研修で達成しなくては

ならないか？ それらの分析・設計（左辺）があっ

てこそ、各レベルでの評価（右辺）が可能になるこ

とを逆三角形で示したものである。 
受講者が今ここでこの研修を受けて、何かを学ぶ

ことにどんな意味があるのか？ この問いに答える

ためには、研修で何かを学ぶという出口（すなわち

学習目標）に加えて、さらに上位の目標（職場での

行動変容）を意識する必要がある。研修で何をどう

教えるのか、つまり研修の Whatと How 以

外にも、なぜそれを教える・学ぶ必要がある

のか（研修の Why）を問う。研修を「ただ

のお勉強」で終わらせずにその成果を受講者

が実務に役立て、組織に貢献するために不可

欠な視点であり、出口を多重化し、研修を上

位目標達成の一つの手段（下位システム）と

みなす発想を表現したものである。 
逆三角形研修設計モデルの下向きの頂点

には、「研修以外の実施方法を検討すること」

と、「教えないで学べる研修を設計すること」

の両輪を据えた。研修は最後の選択肢であり、

研修以外の手段を先に検討し、研修を行う場合にも

従来型の教え過ぎる方法は受講者の自律性の妨げに

なるという観点から避けることを提案した。 
逆三角形の上部には、導入課題と専門家としての

成長を扱った章を配置した。導入課題は ID の基盤

となる４つのモデルを用いて研修事例の現状分析を

行う初心者向けのものである。研修設計の専門家と

しての成長するためのガイダンスを最終章で述べる

ことで、更なる学究への誘いとした。 
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図３．ケラーによる ISDモデル

(5)
（左）から着想した逆三角形研修設計モデル

(6)
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IDの観点によるシラバスの課題と提案 
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あらまし：本研究では， ID に基づいてシラバス作成のために必要となる知識やスキルについて課題分析

を行い，課題分析図を提示した．この課題分析結果に基づき，サンプルとして複数大学のシラバスを調査

した結果，多くの大学で，学習目標が行動目標で示されていない，学習評価に合格基準が明示されていな

いなど，ID を踏まえたシラバスとしては十分ではないことがわかった。多くの大学のシラバスの課題と

して授業の設計図を表したものとなっていないことが考えられたため、ID を踏まえた課題分析を活用し

てシラバス作成支援を提案した。 

キーワード：インストラクショナルデザイン，シラバス，学習課題分析 

 

 

1. はじめに 
平成 23 年度からの教育情報公開の義務化により，

シラバスは各大学のホームページ上で公開されてい

る．平成 24 年度のデータでは，約 97％の大学がす

べての授業科目のシラバスを作成している(1)．一方，

シラバスとは，「学生が各授業科目の準備学修等を進

めるための基本となるもの。また、学生が講義の履

修を決める際の資料になるとともに、教員相互の授

業内容の調整、学生による授業評価等にも使われる」

ものである(2)． 

インストラクショナル・デザイン（ID）は教育の

効果・効率・魅力を高めるための理論や方法論の集

大成である(3)。大学における教育の質保証、シラバ

スの実質化などを実現していくためには，ID の観点

からシラバスを作成していくことが有効と考えられ

る。ID に基づいたシラバス作成を容易にするために、

ID に基づいてシラバス作成の学習課題分析（4）を行

うことは意義があると考えられる． 

 

2. 研究の目的と方法 
本研究の目的は，シラバスの実質化や，大学教員

がシラバスを授業改善に資するものとするための方

策のひとつとして，ID の観点でシラバス作成におけ

る課題分析を行い，教員のシラバス作成時に活用さ

れうる指標として提案することである．本研究では，

この学習課題分析の結果をもとに，現在公開されて

いるシラバスと照らして現況を調べ，授業設計の課

題分析を活用することの有効性について考察する． 

 

3. 学習課題分析 
3.1 「シラバスを書く」ための学習課題分析 
シラバス作成上の学習課題分析とは，教員がシラ

バスを作成するための「課題」を構造化・系列化し

て示すものである．ここでの最上位の課題は「ID の

観点でシラバスを作成できること」となる．これを

到達目標として定め，その下位課題を明らかにして

いった（図 1）． 

シラバスに必須な項目を ID の観点で整理すると

下位課題は,「科目の学習目標設定」「授業計画」「学

習支援方策の計画」「学習評価計画」などになる。さ

らに下位のレベルには，例えば「学習評価計画」で

は，科目の学習目標到達と判断するための学習成果

を設定する一方，「授業計画」では，その学習成果を

導くためのタスクを同定して 15 回に振り分けてい

く，といった課題が並ぶ． 

他方，「学修支援計画」の方策として，15 回のう

ちの 1 回の授業の構成，LMS（Learning Management 

System）や e ポートフォリオを活用した設計などが

下位課題に挙がる．また，多様化する学習者の属性

や学習環境を考慮し，例えば，社会人学生向けのオ

ンライン学習環境のための設計なども「学習支援」

の下位課題として考えられる． 

これらの課題分析結果を，「授業の概要目的」「学

習目標」などシラバスの項目の関連する箇所に対応

させることで（表 1），授業設計の観点に基づくシラ

バスを作成できるようになる． 

 
 

表 1．主なシラバス項目と下位課題の対応 

 主なシラバス項目 関連する下位課題 

1 授業の概要・目的 学習目標・学習支援 

2 学習目標 
学習目標・授業計画・学

習支援 

3 前提条件 学習支援 

4 授業の方法 授業計画・メディア活用 

5 
授業計画（授業内

容・課題） 

授業計画・学習評価・メ

ディア活用 

6 評価方法・基準 学習目標・学習評価 

7 教科書・参考書 
授業計画・学習支援・メ

ディア活用 

8 履修上の注意 授業計画・学習支援 
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図 1．ID の観点でのシラバス作成の課題分析図（一部抜粋） 

 

4. 各大学のシラバス作成状況 
全国 20 校の国立・私立大学の理系・文系を含む専

攻科目のシラバスに対して、ID に基づいたシラバス

作成のための下位課題と課題分析図を用いて分析し

た。 

その結果、シラバスの記述項目として，「授業方

法・計画」「成績評価方法」はすべての大学が，「授

業目的・目標」「教科書・参考書」は 19 校がその項

目を設定しているなど，概ねシラバスのフォーマッ

トに相違はない。しかし、各項目の記述内容では，

課題分析結果の各課題に関わる要件が果たされてい

ない，つまり，学習者の視点で科目の入口から出口

までの全貌が理解できる記述となっていないケース

が見られた．例えば，学習目標は行動目標で設定さ

れている（20 件中 1 件），評価方法・基準として目

標行動・評価条件・合格基準が明示されている（20

件中 1 件），授業計画の中でどのような課題が出され

るのか示されている（20 件中 1 件），学習上のどの

ような支援が受けられるのか示されている（20 件中

2 件）など，要件を満たせている割合は非常に少な

く，学習者の準備学修等を進めることを支援する役

割を果たせるようにするためには改善の余地がある

ことが確認された．20 件のサンプルが統計的に全国

のすべての大学の全科目のシラバスを代表するもの

であるとは言えないが，少なからず同様の状況があ

ることは想像に難くない． 

 

5. 考察 
各大学とも専用サイトを設置するなどしてシラバ

ス作成環境を整えているが，シラバスの記載内容が

実質的な学修支援となっていないものが散見されて

いる。その原因として、シラバスが授業の設計図で

あり、また学習者との契約書であるという特性を活

かせず、機械的に授業に関する情報を載せるだけに

なっている可能性が考えられる。 

この問題の改善方法として，シラバスの本来の意

味を周知することが第 1 のステップである。第 2 の

ステップは、シラバスに載せるための情報となる授

業の設計図を作成することであるが、教育の専門家

としての知識と技術を持っていることをすべての大

学教員に求めるのは難しい状況であり、現状のまま

で皆が授業設計を実施することは容易と言えない。

そこで、ID に基づいたシラバス作成のための下位課

題を 1 つずつ学び、それを自らの授業設計に反映さ

せることが必要となる。各下位課題ができるように

なったのち、所属機関で定められたフォーマットの

許容内でこれに基づいたシラバス作成を行う．そし

て、授業開始の際には，授業設計の詳細を記したシ

ラバスを受講生に配付するという運用を行うことで，

シラバスの実質化を果たすものとなるのではないだ

ろうか． 

 

6. まとめ 
本稿では，シラバス作成における授業設計の課題

分析を行い，この分析結果を活用してシラバスを作

成する手順を提案することを検討した．今後は，分

析結果の妥当性を検証するとともに，これらの手順

を実践することを学習課題とした大学教員向けの e

ラーニング教材を開発し，広く活用されうる形で提

案したい． 
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あらまし：筆者らは，平成 25 年度から地元の特別支援学校からの要望に基づき，教育支援ツールの開発

に取り組んできた．本研究では，視覚的な指示・表現が効果的と言われる自閉症児童を対象とし，AR技

術を応用した視覚的表現が可能な教材ソフトウェアを開発した．本教材は，特別支援学校教員から教育面

から評価を受け，授業に導入することで学習意欲を引き出すことが可能であることが分かった．今後は，

特別支援学校教員と意見交換を行いながら，実際に子供の教育に導入することで教育の質の向上を図る．  

キーワード：AR技術，視覚的指示，教育支援ツール 

 

1. はじめに 
筆者らは，平成 25 年度から京都府立舞鶴支援学校

と連携し，教育支援ツールの開発に取り組んできた．

最近では，複数 AR マーカを組み合わせた調理体験

ソフトウェアを開発した[1]．このソフトウェアは，

単純に 3DCG を表示させるのみでなく，各自選択し

た複数の AR マーカを組み合わせることで，調理過

程を表示させることができる．本ソフトウェアは，

特別支援学校教員に好評であり，教育教材に AR 技

術を導入することで支援学校の教育の質を改善でき

ると考えられる． 

そこで本研究では，更なる AR 技術を応用した教

育教材を開発し，教育効果を検証することを目指す．

今回は，視覚的な指示・表現が効果的である自閉症

児童に対して，AR 技術を用いて漢字や算数の学習

教材を開発し，支援学校教員に教育面からの評価を 

受けた． 

 

2. AR技術について 
2.1 ARToolkit 

ARToolKit は，奈良先端科学技術大学院大学の加

藤博一教授によって，AR研究のために開発された C

言語ライブラリである．ARToolKit では，マーカに

描かれた模様を認識し，マーカとカメラの位置関係

やマーカとカメラの向きを計算し，処理する関数を

提供する． 

 

2.2 ARマーカ 
ARToolKit を用いたソフトウェアでは，図 1 のよ

うな AR マーカを使用する．検出・認識された AR

マーカの位置や方向などを基準に，目的とする CG

を描画する． 

 

2.3 マッピング 
ソフトウェア上に表示する CG を作成するために，

モデリングソフト(Metasequia)を使用した．しかし，  

Metasequia を用いた CG の作成には，一定の技量が

必要であり，CG を作成する作業自体に時間がかか

る．そこで，本研究では CG に写真やイラストを貼

り付けるマッピング手法を用いる．図 2 は，「鉛筆」

の AR マーカにマッピング手法を用いて作成した

CG を示す． 

    

  図 1 ARマーカ 図 2 マッピングによる CG  

 

3. 視覚的指示を表現するソフトウェア 
3.1 漢字学習の表現 
漢字学習は，漢字が描かれた AR マーカを認識さ

せ，それに対応する写真やイラストを表示させるこ

とで視覚的に表現する．さらに本ソフトウェアでは，

部首の組み合わせにも対応させている．ここでは，

「一」，「右」，「音」，「日」，「立」の 5 つの AR マー

カと、正しい部首の組み合わせを判定する「答え」

表示用の ARマーカを例にして説明する．ARマーカ

を認識した場合に表示する CG は，図 3 のようなフ

ローチャートで場合分けを行う．なお，図中の「」

と［］は以下の意味を持つ． 

 

(1)「」：「」内の ARマーカを認識しているか？ 

(2)［］：［］内の漢字に対応する CG を表示する 
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図 3 漢字学習における場合分け 

 

3.2 算数の文章題の表現 
算数の文章題は，AR マーカの組み合わせによっ

て，リンゴの CG を増減させることで視覚的に表現

する．表 1 に示すような AR マーカを用意する．以

下の順序によりカメラに AR マーカを認識させるこ

とで，リンゴの増減を表現する． 

 

(1) 「リンゴ」とグループ 1 の AR マーカを組み合

わせることで，りんごの増加を表現する． 

(2)  (1)の状態にグループ 2のARマーカを組み合わ

せることで，りんごの減少を表現する． 

 

表 1 算数の文章題を表現するための ARマーカ 

「リンゴ」 
増減させる対象物を表示さ

せる ARマーカ 

×6，×5，×4，×3，×2 
グループ 1 

（対象物の増加を表現） 

－6，－5，－4， 

－3，－2，－1 

グループ 2 

（対象物の減少を表現） 

 

上記の(1)，(2)の順序に従って ARマーカを認識さ

せた場合，りんごの数は－6 個から 6 個まで表現で

きる．本研究では，マイナスになった場合を一括り

にし，マイナスであるという状態と，0 個から 6 個

という状態を表現することとした． 

 

3.3 開発環境 
本研究では，視覚的指示を表現するソフトウェア

を開発するに当たり，表 2 のような環境を PC に構

築した．  

表 2 開発環境 

IDE Visual Studio 2010 

使用言語 C 言語 

ライブラリ ARToolKit，OpenGL，GLMetaseq 

 

4. ソフトウェアの実行結果 
図 3 は，「立」と「日」を認識し，「音」と読める

位置関係にあるときに，図 4 のように「答え」と書

かれた AR マーカ上に音符のイラストが表示される．

また，位置関係が正しくない場合は，図 5 のように

バツ「×」の画像が表示される． 

「りんご」，「×3」と書かれたマーカを組み合わせ

ることで，図 6 のようなりんごの CG が 3 個表示さ

れる．さらに，「-2」というマーカを加えることで，

図 7 のようにりんごの数は 2 個減り，1 個だけ表示

される．図 8 は，数がマイナスの場合を示す． 

     

図 3「立」と「日」の認識 図 4 音符のイラスト 

   

 図 5 「×」と表示   図 6 3個に増やす 

   

図 7 1 個に減らす  図 8 マイナスの状態 

 

5. 教育教材としての評価 
 支援学校教員に，本ソフトウェアの教育面から評

価を依頼した．支援学校の授業もタブレット端末に

より進めており，子供たちにも導入がしやすいこと

が分かった．また，視覚的な操作ができるソフトウ

ェアであるため興味を引くことができ，学習意欲を

引き出す可能性が高いことが分かった．本ソフトウ

ェアは導入教育に効果があり，すべての学年の漢字

を含める必要はなく，算数も九九の計算程度でよい

というアドバイスをいただいた． 

 

6. おわりに 
本研究では，AR 技術を用いて漢字や算数の学習

ができるソフトウェアを開発した．AR を用いるこ

とにより，視覚的な表現が可能となった．今後は支

援学校の教育現場に本ソフトウェアを導入する．  

 

参考文献 
(1) 畠中悠子，“複数の AR マーカを組み合わせた調理体

験ソフトウェアの開発”，舞鶴高専電気情報工学科卒

業研究，2011． 
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コース学習と連係したモバイルラーニングシステムの試用 
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あらまし：本研究では高校・大学教育機関をターゲットとしたモバイルラーニングシステムの運用レベル

での構築を目的としている。本稿では、教員から学生に対し、学習する教材や期間を指示するコース学習

と連係したモバイルラーニングシステムの開発を行い、実用化にむけた課題を整理すべく、授業での試用

を通じた利用状況の調査を行った。具体的には、A大学の情報系授業 2教科で毎週の宿題としてコースを

提示し、学習ログを元に調査した。	 

キーワード：eラーニング，モバイルラーニング，ブレンディッドラーニング  
 
1. はじめに 
近年、情報技術の発展に伴い、スマートフォンや

タブレット PC といったモバイル端末を利用した教
育が注目されている。例として、総務省が主導する

形で、初等中等教育を対象にタブレット PC を配布し

た事例研究も行われている(1)。	 

本研究では、高校・大学教育機関をターゲットと

したモバイルラーニングシステムの運用レベルでの

構築を目的としている。これに向けて、教員から学

生に対し、学習する教材や期間を指示するコース学

習と連係したモバイルラーニングシステムの開発を

行ってきた。本稿では、実用化に向けた課題を整理

すべく、システムを授業で試用し、利用状況の調査

を行った。まず、本研究のモバイルラーニングシス

テムの概要を述べる。次に、本システムを導入した

授業（調査環境）について述べる。最後に、コース

におけるモバイルラーニングシステムの利用状況の

調査、今後の展望について述べる。 
 

2. モバイルラーニングシステムの概要 
	 本研究では、教員が学生に学習する演習・解説教

材や期間を指示できる「コース」を設定した上で、

このコースの演習教材をモバイル端末で学習できる

モバイルラーニングシステム(以下、MobileSolomon)

の開発を行ってきた(2)。MobileSolomon は、本学で

開発・運用を行っている eラーニングシステム(以下、

CIST-Solomon)	 (3)をベースにしている。	 

MobileSolomonはCIST-Solomonとデータベースが共

有されており、コースに必要な情報や演習教材も共

通して利用できる。これにより、学生はコースに指

示された演習教材を PC・モバイル端末のどちらを利

用しても学習に取り組める。また、MobileSolomon

で学習した記録もデータ共有の仕組みによって

CIST-Solomonに反映される。これにより教員は、学

生が PC とモバイル端末で学習した記録の両方を区

別なく確認できることを狙っている。システムの利

用例を図 1 に示す。①教員が学生にコースの設定を

行う。②学生は CIST-Solomon と MobileSolomon の

どちらからでもコースに取り組める。③教員は学生

が学習したコースの学習記録を確認できる。	 

	 
図 1 システム利用例 

 
3. 調査環境 
	 2 章で述べたシステムの実用化に向けた課題を

整理するため、A大学の情報系授業 2教科で

MobileSolomonを試用した。1教科目は学部 3年生の

アルゴリズム・データ構造についての授業(受講者

57 名	 以後、授業αとする)、2 教科目は学部 3年生

のWebプログラミングについての授業(受講者は 68

名	 以後、授業βとする)である。なお、αβはとも

に同じ学部 3年生の授業で、一部の受講者は重複し
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ている。この 2教科の中で、毎週の授業の予習とし

て、解説教材の確認と、5問〜10 問程度の演習教材

を宿題としてコースを提示した。これまで A大学で

は授業内外で CIST-Solomonのコースを活用してお

り、受講者は CIST-Solomonを用いることに慣れて

いる。今回の試用では、初回の授業内で、毎週の宿

題がコースとして出されることと、MobileSolomon

を利用しモバイル端末でもこのコースの演習教材を

学習できることを学生に周知した。	 

 
4. 授業を通じた利用調査 
	 3 章で述べた調査環境で、平成 27 年 4 月から 5 月

の学生のコースへの取り組み状況を学習ログとして

取得し、これを元に調査を行った。取り組み回数は、

演習教材に取り組んだ際の正解・不正解の回数を示

している。CIST-Solomonで 2教科分のコースに取り

組み回数は総計 5032 回であった。一方で、

MobileSolomonで 2教科分のコースの取り組み回数

の合計は 444 回であった。コース毎の、PCとモバイ

ルの取り組み回数を図 2,図 3 に、PCとモバイルの

取り組み人数を表 1,表 2 に示す。表 1,表 2 の中で同

じ問題を複数回正解している場合を反復的取り組み

と定義し、表の 3行目に記載する。これらのデータ

より、MobileSolomonより CIST-Solomonを利用して

学習している学生が多く、取り組み回数も多いとの

ことがわかった。しかし、MobileSolomonの利用者

の中でも、反復学習を行っている学生もいる。今後

はモバイルラーニングがあまり使われていない理由

をヒアリングやアンケートを通じて明らかにしてい

く。また、反復学習を促すべく、インターフェース

を見直すとともに、新たな機能を追加し検証を行っ

ていく。	 

	 

図 2 授業α取り組み回数 
 

 

図 3 授業β取り組み回数 
 
表 1 授業α取り組み人数 

 第一回 第二回 第三回 第四回 

PC 28人 30人 23人 32人 

モバイル 12人 1人 3人 3人 
うち反復的

取り組み 
1人 0人 3人 1人 

 
表 2 授業β取り組み人数 

 第一回 第二回 第三回 第四回 第五回 
PC 26人 34人 29人 25

人 
24人 

モバイル 11人 5人 2人 3人 5人 
うち反復的

取り組み 
3人 1人 0人 3人 1人 

 
5. おわりに 
	 本研究では、教員から学生に対して学習する教材

や期間を指示する「コース」の演習教材を学習でき

るモバイルラーニングシステムを開発した。その上

で実用化に向けた課題を整理するため、授業を通じ

て、利用状況を調査した。調査結果から、モバイル

ラーニングはあまり使われていないことがわかった

が、反復的に学習している人も見受けられた。今後

は、モバイルラーニングが使われなかった理由を調

査し、反復学習を促すべく、インターフェースを見

直しや、新たな機能を追加し検証を行っていく。	 
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自己調整学習を促すゲームニクスを踏まえた学習支援システムの構築 
 
Construction of learning support system based on the gamenics to encourage 

self-regulation learning 
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あらまし：スマートフォンで扱うことのできる Web アプリを開発し，それを用いて自己調整学習を促す

ことができるかどうかを調査する．Web アプリには，ゲーム性を導入することによって学習者の動機や

意欲の高低にかかわらず一定水準の学習活動を継続させるための仕掛けを組みこんでいく．自己調整学習

を促進させるために，このゲーム性を如何に組みこんでいくかを検討していく． 
キーワード：ゲームニクス，自己調整学習，学習支援 

 
 
1. はじめに 
本研究では，授業時間外の学習（インフォーマル

ラーニング）を自己調整的に行わせるための学習支

援システムの構築を目的としている．システム構築

に際しては，ゲームニクス （1）踏まえたゲーム性の

導入を行う．これによって学習者の動機や意欲の高

低にかかわらず一定水準の学習活動を継続させるこ

とを意図している．どのような形で導入していくか

が本研究の中核であるが，今回は学習者自身のキャ

ラクターシートを作成するという観点から構築した

システムについて紹介する． 
 

2. 開発した Web システム 
2.1 システムへ盛込むゲームニクスを踏まえた要素 
本システムにおいては，ある 1 つの授業において

使用するとして，「(A)目標の設定」「(B)学習者が習

得したい能力の設定と学習行動に対する経験値の導

入」「(C)能力の修得度と具体的に出来ることの一覧

表の作成」「(D)学習成果に対するメダルの導入」の

4 つの要素を盛り込むこととした． 
(A)は，学習（授業）の最終的な目標を書くように

し，学習者が授業で学ぶにあたって，授業履修終了

時に，どのようなことができるようになりたいかを

書かせる項目である．これによって，学習期間中の

学習行動指針を明確化させる． 
(B)には， (A)を達成するために，習得すべき能力

を，学習者自身に設定させ，それを記述する項目を

作った．そしてそれを能力値として仮想的に数値化

し，その数値を書く蘭も作成した．ここでいう能力

値とは，テレビゲーム（その中でもロールプレイン

グゲーム等）に存在する「能力値」や「ステータス」

と同等のもので，この数値の増減が，その能力の習

得度合いを量る目安となるようにした．能力を仮想

的に能力値として数値化した時，これを成長させる

要素として「経験値」を導入する．ゲーム等では，

様々な作業や行為に対して与えられる値を経験値と

呼び，それが一定程度たまることでレベルアップを

果たし，出来なかったことが出来るようになる．こ

れを本システムでも導入し，学習行動や作業，成果

に対する報酬として「経験値」を得られるようにし，

それを積み上げていくことで，能力の成長を視覚化

した． 
問題は，数値と能力が対応するかどうかであるの

で，(C)として，能力値の値に対応する対象・状況・

行為動詞・制約等をまとめさせる表を用意した．こ

こに，「ある能力」が「ある値を持ったとき」に「何 
が出来るようになっているべきか」を予め作成，

記入させることとした．これによって数値と能力の

対応を確認でき，対応しない場合への対処について

も検証できるようにした． 
(D)には，(B)(C)で定めた能力を上げるために行わ

れた学習行動の成果として，経験値とは別に用意す

る報償（メダル）を書く項目を作った．前述の能力

値と実際の能力の対応を確認することと，報償を集

めるという形で学習行動への動機を与えることを意

図している．本システムでは，(C)でまとめた「でき

るようになったこと」を明示的に表示することとし

た． 
また，これらの要素については，学習者間で閲覧

可能な形にし，相互に進捗状況等を確認できるよう

にした． 
 

2.2 システム概要 
本システムは，Web ブラウザ上で扱えるものとし

て作成した．システム作成には CakePHP のフレーム

ワーク (2)を用いた．DB としては MariaDB を使用し

ており，汎用性を高くしている．運用においては，

当初は自前のサーバー機器を使用していたが，現在

はさくらインターネットのレンタルサーバーを用い

ている． 
使用できるブラウザは，IE，Firefox，Chrome，Safari

等，通常利用できるブラウザ全般である．最新版で
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ある必要は無いが，古すぎるバージョンのものは動

作確認の対象外とした． 
また，スマートフォンでの利用を前提として，画

面デザインを設計した．そのためデザイン全般が縦

長となっている．加えて，ゲーム的な感覚を持たせ

るために，画面デザインで使用している画像データ

には，所謂，ゲーム的な感じのものを使用している． 
通信状況に大きく左右されることなく使用できる

ようにするため，通常操作ではサーバーとの間の通

信が発生しないようにした．一定の操作をした後に，

「送信」ボタンを押すことでサーバーとの通信が発

生し，情報の同期を取るようにしている． 
ユーザー登録等は，別途，管理画面を用意し，表

計算ソフト等で作成した定型書式を貼付けることで

行えるようにした． 
 

2.3 実際の学習者自身のキャラクターシート 
図 1 がシステム画面である．一番左が，ホーム画

面で，学習者自身のキャラクターシートとなる．左

から 2 番目が課題等を課す画面である．本システム

では，課題を「クエスト」と呼び，課題を完了した

ら「完了する」ボタンを押すことで能力を伸ばすこ

とができるようになっている（図 1 の右 2 つ）． 
 

3. 授業でのシステム利用 
本システムを，森が金沢大学共通教育にて開講し

ている授業で「情報活用演習」「動画配信サービスを

用いた情報発信演習」の 2 つの授業で使用した．共

に ICT を活用して前者は電子教材を，後者は動画配

信番組を作らせる PBL 型の授業 (3)である． 
授業でシステムを利用するに当たって，1 番の問

題となるのが前節(C)における能力値とできること

の対応表の作成である．具体的に何ができるように

なりたいか？というイメージを学生が持つことがで

きないことが，先行的に行った作業で分かっている． 
そこで先ずは，授業を通してのプロジェクト課題

を解決するための方策をグループ毎に作成させ，そ

の方策の中で各学習者自身がどのように行動するか

の行動計画を作成させた．その上で，行動計画を実

現するために必要な能力は何かを考えさせ，能力値

とできることの対応表を作成させることとした． 
今後，授業進行に合わせて，各種課題を課し，そ

れに対応する「クエスト」を出すことによって，シ

ステムの利用による学習支援がどの程度現れるかを

測定していく． 
 

4. まとめ 
今回，学習支援のためのシステムを構築した．本

システムを使用することを学生に紹介したとき，図

1 の画面を見た反応が驚きと笑いが起こっていた．

本システムを含む学習支援のための様々なシステム

を使用する場合，まずは学習者に興味をもってもら

い，使ってみたいと思わせることが必要になること

から，画面デザイン等のレベルでは成功していると

考えられる．前節の利用結果をまとめ報告したい． 
 

参考文献 
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不安全行動の疑似体験に基づく防災学習支援システム 
－避難時における知識と行動の不一致解消を目指して－ 

 

Learning Support System based on Simulated Experience of Unsafe Acts 
- To Resolve Knowledge-to-action Gap in Evacuation - 
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あらまし：防災知識を避難行動として具現化しようとする意志が形成されなければ，実効的な意味で防災

知識を習得したとは言い難い．避難場面の不安全行動の多くは，安全確保のために最優先すべき目的以外

の目的を達成しようとすることに起因すると考えられる．本研究では，避難場面の目的と異なる達成目的

を示唆することによって不安全避難行動を誘発する学習支援方式を提案する．評価実験の結果，安全避難

行動の意図形成は認められなかったが，不安全避難行動の誘発は一定の割合で確認された． 
キーワード：防災教育，知識と行動の不一致，ゲーミング・シミュレーション 

 
 
1. はじめに 
避難心得などの防災知識が地域住民に伝達された

としても，災害避難時にその知識を行動として具現

化しようとする意志（行動意図）が形成されなけれ

ば，実効的な意味で知識を習得したとは言い難い．

避難時の不安全行動（不安全避難行動）を防止する

ためには，その行動の危険性を効果的に示していく

と共に，個人の危険認知の感受性を高める必要があ

る（1）． 
危険認知の感受性を高めるには，危険な状況を疑

似的に体験する教育が有効な手段の一つと考えられ，

疑似体験による学習支援システムが多く開発されて

いる．ただし，防災知識の習得において疑似体験を

促す学習支援環境が提供されたとしても，学習者が

積極的に不安全避難行動をとるとは限らない．その

ため，既定の学習プログラムの一部として安全が阻

害される状況を疑似体験させる方法も提案されてい

るが，そのような経験は学習者が実際に意図して選

択した行動によるものではない．筆者らは，知識と

行動の不一致を解消するためには，学習者が正しい

知識を有しているにもかかわらず，自身で選択した

意図的な不安全避難行動によって危険に直面する状

況を疑似体験させることが重要であると考える． 
避難場面の不安全避難行動の多くは，安全を確保

するために最優先すべき目的以外の目的を達成しよ

うとすることに起因すると考えられる．そのため，

避難場面の安全確保の目的とは別の目的を想起させ

ることで学習者の不安全避難行動を誘発することが

期待できる．本研究では，避難場面の目的と異なる

達成目的を示唆することによって不安全避難行動を

誘発する学習支援方式を提案し，知識と行動意図の

不一致解消の観点からその有効性について検証する． 

2. 不安全避難行動誘発型学習支援システム 
学習者の動機づけを高めるために，ゲーム的要素

を取り入れたシミュレーション（ゲーミング・シミ

ュレーション）を用いる．多くの防災ゲーミング（一

般ゲーミング）では，不安全避難行動を疑似体験す

る機能が提供されているが，学習者がその機能を利

用して積極的に不安全避難行動をとるとは限らない

ため，不安全避難行動による危険な状況を経験する

ことなくゲーミングを終了してしまう可能性が高い．

一般ゲーミング遂行中に想起される目的は，安全に

避難することであり，現実場面における安全確保の

目的と一致している．そのため，目的を達成するた

めに必要な行動である安全避難行動の意図が形成さ

れやすく，不安全避難行動の意図が形成されにくい． 
一般ゲーミングでは被災体験が偶発的であるため，

起こりえる否定的状況を学習者の意図や操作結果に

よらず疑似体験させる方法が，安全教育の一環とし

て取り入れられている（強制ありゲーミング）．強制

ありゲーミングでは，学習者が必ず危険な状況を疑

似体験するため，危険体験という点においては優れ

ている．しかし，強制ありゲーミングにおいても，

ゲーム遂行中に想起される目的は，現実場面におけ

る安全確保の目的と一致した安全に避難することで

あり，目標達成に必要な安全避難行動の意図が形成

されやすく，不安全避難行動の意図が形成されにく

い．つまり，強制ありゲーミングの被災疑似体験で

は被災経験が強制的であることから，学習者自身が

選択した行動によらない否定的状況の体験であると

いえる．危険性の高い行動であるにもかかわらず，

不安全避難行動をとってしまう背後には，自分だけ

は大丈夫であろうという楽観主義バイアスの働きが

考えられる．特に被災経験がない場合は，このバイ
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アスが働くことは容易に想像がつく．筆者らは，知

識と行動意図の不一致を解消するために，強制的な

危険体験だけでなく，自身で選択した意図的な不安

全避難行動によって危険に直面する状況を疑似体験

させる必要がある． 
本研究では，避難場面での安全確保とは異なる目

的を想起させることで，学習者に不安全避難行動の

意図を形成させ不安全避難行動を誘発する学習支援

方式（誘発ありゲーミング）を提案する（図 1）．誘

発ありゲーミングでは，ゲーム遂行中に誘発された

目的達成の手段として不安全避難行動を位置付ける

ことによって，不安全避難行動の意図形成が促され

る．そのため，学習者自らの判断で不安全避難行動

を選択することが期待できる． 
洪水ハザードマップに凡例記号として記載される

災害時危険箇所の中から，「アンダーパス」「崖」「橋」

の三種類を学習対象にし，提案する学習支援方式に

基づいた学習支援システムのプロトタイプを試作し

た．災害時危険箇所ごとの安全避難行動（知識），誘

発ありゲーミングの画面，誘発の内容，誘発によっ

て想起される目的，その目的達成に必要とされる行

動を表 1 に示す． 
 

3. 評価 
プロトタイプについて，二つの評価実験を大学生

（実験 1：24 名，実験 2：48 名）に対して実施した．

前報の実験 1 では，誘発ありゲーミングは，学習者

の学習支援システムの利用への動機づけを高め，学

習機会増加の効果が期待できる結果が示された．さ

らに，誘発ありゲーミング（19 名）は，従来から一

般的に用いられてきた誘発なしゲーミング（5 名）

に比べて学習者の不安全避難行動を誘発する比率が

高くなることが示された（2）． 
実験 2 では，二つのゲーミングの誘発比率に有意

な差は見られなかった（McNemar’s test: p > .10）．こ

の理由として，実験 2 では，疑似体験の場面を設定

するために用いた基調（ゲーム，物語）の違いによ

る効果を検討するために誘発につながる選択肢を減

らした（例えば，アンダーパスの誘発ありゲーミン

グでは，選択可能な行動が四つから二つに減少）こ

とによる影響が考えられる．基調の効果については，

ゲーム基調（15 名）の方が物語基調（7 名）よりも

初回行動時に不安全避難行動を選択した人数が有意

に多かった（χ(1)=5.37, p = .02, φ=.33）．ただし，ゲー

ミングで不安全避難行動による危険を疑似体験した

としても，知識と行動意図の不一致解消には至らな

かった（表 2）． 
 

4. おわりに 
現実場面での不安全避難行動とゲーミング場面で

の不安全避難行動の関係を結び付けて考えるには，

場面設定の類似性に気づく必要があるため，学習者

によっては困難を伴う可能性がある．特に誘発あり

ゲーミングの場合は，異なる目的に誘発するため，

関連付けがより困難になる．現実場面とゲーミング

の場面を関連付けるには，デブリーフィングが必要

となり，ゲーム終了後に提示する情報が重要な役割

を果たす（図 1 知識深化）．本実験では，誘発の仕組

みによる学習効果を検討するために，ゲーム終了後

に関連防災知識の提示は行わなかった．今後は，誘

発ありゲーミング後に関連防災知識を提示した場合

の効果を検証するとともに，ゲーム終了後に提示さ

れる情報によって現実場面とゲーミングの関連性の

結び付けを促す工夫を考案することが課題である． 
また，地域の防災訓練で本学習支援システムのプ

ロトタイプを展示したところ，参加住民および主催

自治体の関係者から一定の評価を得ている．今後も

基礎研究と並行して実践の場で本システムを使用し

ながらシステムの完成度を高めていく予定である． 
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図 1 提案する学習支援方式 

表 1 誘発される内容と想起される目的 
アンダーパス 崖 橋

安全
避難行動
（知識）

冠水したアンダーパ
スに直面した場合、
進入せずに引き返
さなければいけない

がけ崩れの前兆が
見られる場合、近づ
かずに離れなけれ
ばいけない

大雨で川が増水し
ている場合、橋を渡
らずに迂回しなけれ
ばいけない

ゲーミング
の画面

誘発の内容 アンダーパスを戦う
敵として示す

崖を超えた場所に
ゴールの旗を配置

橋の中央と端に矢
印を示す

想起される
目的

敵に戦いを挑み勝
利する

ゴールの旗に飛び
つく 橋の中央を渡る

目的達成に
必要な行動 たたかう 崖を登る 橋の中央を渡る

表 2 知識課題と意図課題の正答率 
不安全避難行動
の経験

問題数 知識課題 意図課題 Z ｒ

未経験
（知識提示のみ）

48 1.00 .90 -2.00 .03 .32

未経験
（選択せず）

58 1.00 .89 -2.65 .01 .35

経験あり 38 1.00 .88 -2.00 .05 .33

p
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歴史的地方都市における住民意識調査に基づく 
地域ハザードマップ作成支援システムの開発 

 
Development of a regional hazard map generation support system based on 

the residents' questionnaire survey in a historic local town 
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あらまし：本研究では，歴史的町並みの残る地方都市を対象に，地域住民自身によるハザードマップ作成

を支援するシステムの開発を行う．本システムは，災害時に危険になり得る地点の情報（場所，災害の種

類，写真，コメント）を，タブレット端末を利用して住民が登録していき，そうして集めた情報を地図上

に表示することにより，きめ細かい地域ハザードマップを作成する． 
キーワード：防災，地域防災，ハザードマップ，歴史的地方都市，住民参加 

 
 
1. はじめに 
日本は，地震や台風あるいは火山噴火などの自然

災害が多いことから，こうした災害に対する研究が

幅広く行われてきている．平成 23 年 3 月の東日本

大震災以降，防災・減災に対する取り組みは一層強

化されてきており，カメラやセンサーを用いた情報

収集や，電子メールを活用した情報の周知など，ICT
利活用の取り組みも進んでいる（1）（2）． 

インフラの整備による災害強い都市づくりが進む

一方で，日本各地に存在する歴史的な地方都市は，

特有の課題を抱えている． 
歴史的地方都市は，伝統的景観の保全や過疎化・

高齢化の特徴を備えており，空間的あるいは人的制

約が大きく，災害に対して脆弱であるこうした都市

では，これらの制約のもとでの防災・減災の取り組

みが必要となる（3）． 
我々は，街の個性と日常をベースにした地域に根

差した防災を掲げ，ICT を活用した防災学習支援を

行っている．歴史的地方都市のモデル地区として，

佐賀県鹿島市の肥前浜宿を選定している．この地域

は，江戸時代からの古い街並みが残っており，国の

重要伝統的建造物群保存地区に選定されている（4）． 
本研究では，このモデル地区の地域住民に自然災

害に関するインタビュー調査を行い，防災・減災に

関する現場のニーズや課題を把握し，その結果を踏

まえて，位置情報を利用した住民参加型ハザードマ

ップ作成支援システムの開発を行う（5）． 
 

2. インタビュー調査 
2.1 調査の概要 
本研究では，2014 年 8 月 18 日に，佐賀県鹿島市

肥前浜宿の浜公民館おいて，地域のリーダー的役割

を担っている民生委員や区長の方々に集まっていた

だき，質問紙を用いた対面式インタビュー方式によ

り調査を行い，18 名より回答を得た． 
今回の調査では，以下の三つの観点を中心に聞き

取り調査を行った． 
① 現在行われている防災・減災の取り組み 
② 現在の取り組みの中で感じること（問題点） 
③ 防災・減災に向けた情報共有について 

2.2 調査結果 
インタビューの結果，以下のことがわかった． 
まず，観点①について，自主防災組織があり，消

火設備の設置や消火訓練の実施が一定の効果を上げ

ている．一方で，自主防災組織や民生委員・班長を

中心とした共助のしくみがあるものの，具体的な役

割分担までは明確に決まってはおらず，また，情報

共有が会合や電話での会話，手紙や回覧板であり，

十分とは言えないことがわかった． 
観点②については，防災・減災対する意識の不足，

地域全体での訓練の必要性，地域の細かい情報の共

有不足が不安材料として挙げられた．また．災害の

ケースごとの具体的行動指針が明確でないため，ケ

ースごとに，そして地区に即したマニュアルが欲し

いという意見があった． 
観点③については，地区毎のきめ細かいハザード

マップの要望や，過去の言い伝えや事例の地域全体

での危険情報の共有の必要性が指摘された．さらに，

民生委員を中心とした共助のしくみはあるが，いざ

というときのためには，地区の様子（要援護者，独

居，危険個所など）を知る必要があり，こうした地

区ごとのきめ細かい情報の共有が不十分であること

も，不安要素として挙げられた． 
今回のインタビュー調査の結果，地区のリーダー

を中心とした防災・減災の取り組みはあるものの，

住民の防災・減災に対する意識の向上，具体的な行

動指針のよりどころとなる情報の共有に，改善の必

要があることが明らかになった． 
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3. ハザードマップ作成支援システムの開発 
前章のインタビュー調査の結果を踏まえて，地域

ならではの危険情報や避難に関する情報の取集と，

それらの共有化を図り，日頃から災害に備えて，地

域のきめ細かい情報を共有することを可能にするた

めの，ハザードマップ作成支援システムの開発を行

った． 
このシステムは，iOS アプリとして開発されてお

り，災害が起こったときに危険箇所になり得る地点

の情報（災害，写真，コメント，位置）を住民が登

録していき，地図上に情報を表示させハザードマッ

プを作成する．住民参加型にすることにより，住民

の防災意識を高めることができるだけでなく，地域

の住民自身の投稿にすることにより，地域のきめ細

かい情報を共有できると考える． 
このシステムは，地図画面，位置情報登録画面，

情報登録画面の三つの画面で構成されている（図 1
～3）．地図画面では，利用者の現在地と危険地点を

見ることができる(図 1(a))．危険地点を指している吹

き出しにはその地点の写真が入っている．その吹き

出しをタップするとその地点の情報を見ることがで

きる．(図 1(b))． 
情報を登録する際には，位置情報登録画面で，地

図上にピンをドラッグすることにより危険地点を指

定する(図 2)．そして，情報登録画面で，災害の種類，

危険度，コメント，その地点の写真を登録する(図 3)． 
位置情報とそれぞれの箇所の危険情報を合わせて，

端末内の SQLite データベースに格納し，その情報

をもとにハザードマップを作成することができる． 
 

4. まとめと今後の課題 
本研究では，歴史的地方都市を対象に，防災・減

災についての住民意識調査を行った．その結果，地

区のリーダーを中心とした 防災・減災の取り組みは

行われているが， 災害発生時の具体的行動に関して

は，課題も多く住民が不安を感じており， また，そ

のための地域ならではのきめ細かい情報の共有が必

要であることを明らかにした．そうした結果を踏ま

えて，住民参加型の地域ハザードマップ作成支援シ

ステムの設計と実装を行った． 
サーバと連携した情報共有の実装や，情報の維持

管理方法の検討，インタフェースの改善を行った上

で，評価実験を行うことが今後の課題である． 
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(a) 通常画面     (b) バルーンタップ時 
図 1 地図画面 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2 位置情報登録画面   図 3 情報登録画面 
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数学補習用 eLearningシステム構築の試み(5) 
 

The development of an eLearning System for Supplementary Lessons in 
Mathematics(5) 

 

稲葉 宏和, 桶 敏 
Hirokazu INABA, Satoshi OKE 

石川県立大学生物資源環境学部教養教育センター 
Liberal Arts Education Center, Faculty of Bioresources and Environmental Sciences, 

 Ishikawa Prefectural University 
Email: inaba@ishikawa-pu.ac.jp 

 

あらまし：2010 年度より数学が不得意な学生を対象に数学補習の eLearning を行っている。Moodle に数

学の補習コースを作成し、解説や小テストを配置した。数学では答えだけでなく、それに至るプロセスが

重要である。特に計算過程を意識して考えることができるようにするため、計算過程の穴埋め問題を作成

した。参加学生には好評であった。本発表では 2014年度の取り組みを中心に報告する。また、2013年度、

2014年度の eLearningの効果についても検討する。 

キーワード：補習，数学，Moodle, t検定  

 

1. はじめに 
石川県立大学は生物資源環境学部に生産科学・環

境科学・食品科学の 1 学部 3 学科、入学定員 120 名

の小さな大学である。農学系の大学であるので、理

系ではあるが、数学に苦手意識を持っている学生が

多い。 

教養科目「数学」の受講者に行ったアンケートで

は年度により増減があるが、高校での数Ⅲ・C の履

修者は約半数であり、他大学の個別学力試験で数学

を受験したものは 3 割程度である。多くの学生は数

Ⅰ・A 以降の科目を受験科目として勉強していない。

石川県立大学の入学試験科目としての数学もセンタ

ー試験のみである。 

2006 年より教養教育センターで新入生を対象に

行っているプレースメントテストの結果では、年度

により増減はあるが 3 割程度の新入生が文系の高 3

レベルに達していないことが示されている。そのた

め、高校数学の理解が十分でない学生が多い。これ

が苦手意識を持つ学生の多さにつながっている。 

数学が不得意な学生が講義の内容を理解するには

補習が有効であると考えられる。補習は少人数対面

で行うのが理想である。しかし、実際には、学生と

教員の時間を合わせることが難しい。そこで、時間

と場所を選ばないという利点を持つ eLearning で補

習を行うことを計画した。 

2010 年度から数学補習用の eLearning システムの

構築と補習用教材開発を試みている(1)。2014 年度は

5 年目である。 

 

2. eLearningの概要 
eLearning システムとして、石川県立大学に既にあ

る LMS（Learning Management System）の Moodle を

利用した。Moodle 上に教養科目「数学」（選択科目）

の補習コースを作成し、講義の補習教材を作成した。 

教材の基本的な構成は、講義の進度に合わせた項 

 
図 1 問題の例(部分) 

 

目毎に「解説」とそれに対応する「問題」、「挑戦」

の組からなる。このように、「解説」だけでなく、穴

埋めの「問題」や「挑戦」を用意することにより単

調さを避けている。 

「問題」の最終的な解答のみを答えさせる場合に

は、自力で解答にたどり着く学力が必要である。し

かし、その学力がない不得意な学生は「問題」の最

終解答にたどり着けないので、この方法は有効では

ないと考えられる。 

そこで、補習としては、解答プロセスの穴埋めを

させることで答えに至る手助けをすることができる。

穴埋め問題を答えさせることにより、解答プロセス

をたどらせるようにした。図 1 にそのような「問題」

（部分）の例を示す。これにより、単に最終の解答

のみを答えさせる場合には手が出ない不得意な学生

でも、解答にたどり着くことができる。 

 

3. 結果と考察 
図2に2013年度のプレースメントテストのスコア

と教養科目「数学」のテストの素点との関係のグラ
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フを示す。●が eLearning を受講した学生、×が

eLearning を受講しなかった学生を表す。破線の左側

はプレースメントテストの結果が高校 2 年レベル以

下の数学が不得意な学生、右側は高校 3 年以上のレ

ベルの学生を示している。 

図 2の破線の左側の 2013年度の高校 2年レベル以

下の数学が不得意な学生では、学生数が少ないので

参考程度ではあるが、eLearning を受講した学生のほ

うが受講しなかった学生に比べて「数学」のテスト

の素点が少し高いという傾向がみられる。 

図 2の破線の右側の 2013年度の高校 3年以上のレ

ベルの学生では、eLearning の受講の有無の違いにつ

いて高校 2 年以下のレベルの学生ほど明確な傾向は

みられないが、同様の傾向があるように見える。 

図 3 に 2014 年度の結果を示す。高校 2 年以下のレ

ベルの学生、高校 3 年以上のレベルの学生とも 2014

年度は 2013 年度ほど明確な傾向が見られなかった。 

表 1 に 2013 年度の、表 2 に 2014 年度の eLearning

の学習効果を表す事前のプレースメントテストのス

コアの平均点と事後の教養「数学」の素点の平均点

を示す。二つのテストの満点は異なっている。 

これらのテストに対し平均点の差の t 検定を行っ

た。 

事前のプレースメントテストのスコアでは 2013

年度（t=0.414, df=118, n.s.)、2014 年度（t=0.097, df=98, 

n.s.)とも有意差はみられなかった。 

事後の教養「数学」の素点では、2013 年度は

eLearning 受講ありが eLearning 受講なしより平均点

で約 15 点高く 0.1%以下の水準で完全に有意でした

（t=3.494, df=118, p < .001)。 

それに対し、2014 年度では有意差は認められず、

有意傾向があるとは言えないが、両群間に差の傾向

がいくらかあると言える（t=1.630, df=98, .10 < P 

< .15)。eLearning 受講ありの方が平均点で 7 点以上

高いが標準偏差が大きいため、この差を有意とは言

えなかった。 

これらのことから、単に問題を提示し最終解答を

答えさせるのではなく、途中のプロセスに注目して

解法を理解させる方法は、数学が不得意な学生には

有効であると考えられる。それゆえ、ここで作成し

た数学補習用 eLearning システムと補習教材は学生

に有益であったといえる。 

しかし、プロセスを解答させる小テスト形式の解

答方法には、解答の入力が煩雑などの問題点がある

ことも分かった。 
 

4. まとめ 
この数学の補習教材の特徴は、「問題」や「挑戦」

などの小テスト形式では、単に最終解答だけでなく

プロセスを問う設問を用意したという点にある。自

力で解答にたどり着けない学生でも、小テスト形式

の穴埋め問題を解答することにより、プロセスをた

どり、解法を理解することができる。この方法は数

学が不得意な学生には有効であると考えられる。 
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図 2 プレースメントテストのスコアと教養科目「数

学」のテストの素点との関係 (2013 年度) 
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図 3 プレースメントテストのスコアと教養科目「数

学」のテストの素点との関係 (2014 年度) 

 

表 1 eLearnig の学習効果 (2013 年度) 

eLearning受講 eLearning受講なし
プレースメントテストの
スコアの平均点

634.4 638.0

教養「数学」のテストの
素点の平均点

70.77 55.16
 

 

表 2 eLearnig の学習効果 (2014 年度) 

eLearning受講 eLearning受講なし
プレースメントテストの

スコアの平均点
629.6 628.7

教養「数学」のテストの
素点の平均点

60.53 53.21
 

 

平均点の差の t検定の結果では 2013年度では有意

差が見られたが、2014 年度では有意差はみられなか

った。2013 年度、2014 年度だけでなく、今後も

eLearning 受講の有無の違いについて調べる必要が

あると考えられる。 

このプロセスをたどる方法では、解答方法が煩雑

になるという問題点がある。数学記号の入力方法の

改善や解答方法の煩雑さの解消が今後の課題となる。 
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タブレット PCを用いた代数学習支援教材の開発 
 

Development of the educational software for understanding  
 the algebra calculation on tablet PC 

 

宮本 優, 藤井 研一 

Masaru MIYAMOTO, Kenichi FUJI 

大阪工業大学大学院情報科学研究科 

Graduate School of Informatics, Osaka Institute of Technology 

 

あらまし：初等数学教育で学ぶ代数方程式はその後の数学を学ぶ上で重要な役割を担っている．この代

数方程式解法理解のための教材を，iOS を使用したタブレット PC 上に開発した．開発にあたってタブレ

ット上の操作が(１)解法の直感的理解に結びつくこと，(２)代数方程式の意味理解を可能にすることの２

点に重点をおいた。また，個々の教育に携わる人それぞれの柔軟な教授が可能となるよう、学習者に文

字、数式、グラフそれぞれの情報を独立なレイヤー構造上に実現可能としている． 

 

 

1. はじめに 

中等教育における一次方程式および連立方程式学

習は数学の大きな分野である代数学習への入り口で

あるに留まらず，記号操作の理解という意味で理工

学分野学習の基礎構築に、非常に重要であるが学習

者に取って一つの壁ともなってきた． 

このような学校教育における代数の学習は，これ

まで筆記により習得されてきた．筆記による学習は

身体性の利用であるが，操作と身体動作の関係性は

高いとは言い難い．等式における記号操作として移

項，置換といった操作が身体の特定の動きに対応す

るわけではなく、身体性と切り離された抽象化した

思考操作として理解する必要があった． 

このような身体動作と記号操作の関係はタブレッ

ト PC を用いた場合，タブレット PC に用意されて

いるユーザーインターフェース(UI)を用いることで、

明確に対応付けが可能となる．これを利用し記号操

作と身体動作の関係性を明確にし，記号操作の理解

を促す教材開発を行なった． 

例として，タブレット PC の代表的な UI である

タップ，ドラッグ，フリックといった操作に代数操

作の意味付けを与えて代数記号操作として用い、そ

の代数理解への影響を調べること試みた． 

題材として取り上げた連立方程式解法において，

上記の UI を記号操作に対応付け，代数における記

号操作理解の深化が得られるかを試みた． 

 

2. 開発環境とソフトウェア概要 

2.1 開発環境 

今回開発したソフトウェアは iPad 上での使用を

想定した．このため開発環境として， Mac OS X 

10.9.5 上の Xcode 6.2 を用い，実装は iPad Air 

(iOS 7.0.2)に対して行った． 

2.2 レイヤー構造 

 ソフトウェアの全体のシステムとして，レイヤー

構造を導入している．これは，教育者側の立場の際，

連立方程式の解法にあたって，どこに注目して欲し

いのか，注意する点はどこか，と学習者側に示した

い部分を容易に行えるよう設計している．レイヤー

構造の階層化について図 1 に示す． 

 

 
図 1 レイヤー構造 

 

 上から入力，文字情報，数式情報，グラフ情報と

設定している． 

入力は学習者が実際にソフトウェアに対し，文字

の入力を行い解法を進める．文字情報は教育者側が

設定し，注目部分にコメントを表示したり，解法の

解説を表示する．数式情報が実際の式の数式を表示

する階層である．グラフ情報は，連立方程式のグラ

フを表示することでグラフ上での式の特徴を理解付

けることを目的としている． 

 

2.3 入力情報と数式情報 
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図 2 連立方程式解法のソフトウェア 

図 2 に本ソフトウェアの表示画面を示す．一貫し

た UI が利用可能とするため、画面に数字のキーボ

ードを表示し用いた．これにより，二式の定数項位

置(図の式表示の正方形枠内)のそれぞれに数値を代

入（ドラッグ＆ドロップ）し，方程式を決定する．

その後，学習者は式を操作して解を得るが，その様

子を図 3 に加減法の解法を例として示した．消しゴ

ムを用いて学習者は与えられた係数を消去し、任意

の係数をキーボードよりタップすることで，自由に

変更可能となる．入力が完了すると正方形枠は丸枠

に変更されるように設定している． 

学習者は、2 つの式の係数を揃え一変数消去後に

は二式の直下の正方形枠内に得られた一次方程式の

係数を入力する必要があり、同様の手続きを繰り返

して解を求めることになる. 

2.4 グラフ情報 

図 4 にグラフ画面を示す．これは連立方程式の二

式を表したグラフであり，学習者に求めた解はどの

ような意味があるのかを視覚的にも理解可能になる

ことを狙っている．連立方程式における解が存在し

ない場合や無限に存在する場合、このグラフを用い

て，理解が容易になると考えられる． 

 

 
図 3 式を解き，変数 y の解を得る． 

 

 

 
図 4 グラフ情報の表示 

3. 考察 

今回開発したソフトウェアは，ただ式に数値を入

力して計算するのではなく，“どのように”解いてい

くのかを理解してもらうことを意識して作成したも

のである．学習者自身が連立方程式の関係を理解し，

解を得るにあたり，唯一の数値を選択し、その上で

式を変形する必要が生じる．この点をどのようにわ

かりやすく理解出来るかを意識し，UI 上の操作と

関係付けるかを重点的にした．タブレット PC は紙

媒体と異なり，連立方程式解法の際に必要な手順で

ある代入や移項といった操作を直接行うことができ、

画面に反映させられる．この特長を生かし、学習者

が直感的に解法を理解することが期待できるように

タブレット PC固有の UIを利用した．  

 

4. まとめ 

連立方程式の解法は代入や移項といった操作をタ

ブレット PC の UI に対応させて行える様にするこ

とで直感的に行える様にしたソフトウェアを開発し

た．これにより学習者に想定している中学校での代

数方程式の解法を直感的に理解させることを可能に

したと考えられる．レイヤー構造の導入により，教

師側が与える情報の表示や，グラフによる視覚的理

解を柔軟に変更可能とし，更なる理解に繋げられる

ようにしたい． また，多元方程式は物理の分野で

も多く用いられているので，今後，連立方程式 (2 

元 1 次方程式)だけでなく，多くの解を必要とする

方程式の解法も本ソフトウェアの拡張として開発を

行いたいと考えている． 
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タッチ入力と音声入力による俳句入力手法の相違の検討  
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あらまし：俳句の創作・入力・修正関して，今回はスマートフォンの音声認識の性能の向上により，音声入力

を利用して十分実用に耐えうるようになってきた．そこで，今回は，音声認識の入力機能を俳句アプリケーシ

ョンに組み込み、その実用性に関して実験を行った。対象者は，本学部の文学部日本学科の学生に対して行い，

その結果をアンケートに取り．今までのタッチ入力手法との相違を因子分析によって分析し，比較検討したの

でここに報告する． 

キーワード：Smartphone 俳句 タッチ入力 音声入力 因子分析 

 

 

1. はじめに 

 我々は,数年前から，現在まで携帯情報端末で，

俳句アプリケーションに関するアプリケーション

をいくつか開発してきた[1]．スマートフォンが提

供される以前は，フィーチャーフォンで開発して

携帯情報端末で俳句を詠むことに関していくつか

実験を行った[2]。現在では，スマートフォンの

Android OS ver.2.0から始まり，ver.5.0まで開

発を行っている．その OS の下で、Android OS を

組み込んである機種に依存しない，俳句アプリケ

ーションを開発した．ここでは，その機器に音声

入力機能を組み込み，音声操作による、創作、入

力、修正と今までのタッチ操作による創作・入力・

修正に関して実験を行った。その後アンケートを

とり比較検討した。 

 

２．携帯電話の音声認識技術の動向 
 携帯情報端末の音声入力のツールとしては，

iPhone OSでの「Siri」，Android OSでの「しゃべ

ってコンシェル」や「Google音声入力」などがあ

る．これらの音声認識技術を活用した音声入力の

ユーザインターフェイスが，数年前から汎用化し

てきた．現在，このようなツールは，かなり実用

的に耐えうるレベルとなっており，今回俳句を詠

む，つまり「吟詠」よって，創作、入力、修正す

る手法がかなり実用的に可能になって来ている。

この手法と、従来の指によるタッチ入力による創

作、入力、修正とを比較してどのような相違点が

あるかの検証を試みた． 
 

３．俳句アプリケーションの音声入力の機能 

俳句アプリケーションの構成画面を図 1に示す．

図 1 に示すように，「検索機能」「俳句投稿機能」

「目的地検索機能」の３機能に集約した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．実験と考察 

ここでは，Android OS ver.4.2で開発したスマ

ートフォンを活用して実験を行った。被実験者は

本学の文学部日本文学科 4年生 28名であった。実

験の後、タッチ入力による創作・入力・修正も実

施した結果も踏まえてアンケートに記入してもら

った。図２に，タッチ入力と音声入力を中心とし

た実験のアンケート項目と結果を示す．アンケー

ト項目は， 5つのグループに分けて，28項目で行

った． 

 

図１ 俳句アプリケーションの各機能の画面 
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表１は、主因子法で、因子抽出を行い、その後、

Kaiserの正規化を伴うバリマックス回転を施した結

果である。その表で示すように、因子 1は、No.1、

No.13、No.17、No.6、No.3、No.11、No.10、No.8、

No.5、No.14の 10個，因子２は、No.16、No.12、No.9、

No.2、No.18、No.15の 6個、因子３は、No.4の１個

である。因子１は、句を作成する際、頭の中で考え

推敲しながらあれこれ句を創作する。その後、入力

は慣れたタッチ入力で行い、句の創作や流れを口頭

で確認する傾向が強いと言える。また、俳句特有の

漢字も採用する傾向がある。要約すると、頭脳、口

（声）、手という人間の機能を多く使用して句を創作、

入力、修正を行う学生が多いと言える。因子２の学

生は、図２のアンケート結果から、音声関係は評価

点が低く、このグループに属する学生は少なかった

といえる。因子３は、句の修正を行う質問であるが、

これはほとんど全員の学生が修正を行うので独立し

た形で因子３となって分類されたと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．終わりに 

今回の実験で，下記のことが判明した。 

・タッチ入力で、俳句の創作、入力および修正する学

生が多い。 

・音声入力で、俳句の創作、入力・修正をする学生は

あまり見受けられない。 

・音声入力の場合でも修正はほとんどタッチ入力で行

っている。 

・俳句特有の用語を辞書で検索することは難しく、俳

句語句辞書を自分で構築していく必要がある。 

上記の問題が主としてあげられた。何らかのきっか

けで音声入力がもう少し汎用化されないと俳句の入力

においても使用頻度が上昇することは難しいと考えら

れる。開発した形態もより利用しやすい俳句アプリケ

ーションを目指したい。 

 

参考文献 

[1]高田伸彦, 鈴木雅実,柳澤良一,浅見健司:Android OS 上で
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報告,vol.26,no5,pp113-118,2012 
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    表１ 回転後因子行列結果 

図２ 俳句の創作・入力・修正の項目のアンケート 
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あらまし：本研究では，日本でことばに不自由なく診療が受けられる環境を整備するべく，日本の外国人

医療を促進するために医療通訳の人材を育成することを目指し，日本初の試みとして医療通訳ウェブ教

材を開発した．この教材は病院で交わされる典型的な対話を含めた Web 教材で，患者が病院に受診する

際の通訳という状況設定で通訳を体験できる．本研究により外国人医療の言葉の障害による医療格差の

問題を解決する一助となることを目指す． 

キーワード：ICT教育，e-Learning，医療通訳，Moodle 

 

 

1. はじめに 
日本におけるグローバル化は進んでおり，医療に

おいてもそれは例外ではない．アジア各地における

医療観光がますます盛んになり，日本でも，一部の

医療機関で外国人患者の受け入れを始めている．外

国人医療の問題としては，言語習得が不十分である

場合，同一言語での診療に対して，誤解やコミュニ

ケーション不全に陥りやすいなどの点がある．さら

に，言葉の壁が原因で，治療に対する積極性に差が

生まれ，健康格差につながるという報告もある（1）． 

コミュニケーション不全や健康格差を防ぐべく，

在日，訪日外国人と日本の医療をつなぐ存在が医療

通訳であり，その重要性はますます高まっている．

しかしながら，即戦力となり最も身近な解決策とし

て医療通訳が必要とされているにも関わらず，国内

で医療通訳は未だ十分に機能していない（2）． 

日本国内における医療通訳に関する問題の一つに，

医療通訳の教育システムが地域や自治体によってま

ちまちであることが挙げられる（3）． 

医療通訳教育に関しては，米国などの海外では，

オンラインで医療通訳の講座を開講している団体も

あるが，日本ではまだ少数である．医療通訳の通信

講座を開講している東京通訳アカデミーでは，テキ

スト配布と週１回の Email での課題の通信添削指導，

また月に 2，3 回程度の予め定めた日時において

Skypeを使って 30～60分間の通訳技能レッスンを行

っている．しかし，現在オンライン学習や遠隔教育

を含めた医療通訳の教育プログラムを実施している

ところは民間の教育機関が多く，また国内のNGOや

大学における医療通訳講座も歴史が浅いことから，

実践効果の学術的評価はまだなされていない． 

本研究では，日本でことばに不自由なく診療が受

けられる環境を整備するべく，日本の外国人医療を

促進するために医療通訳の人材を育成することを目

指し，日本初の試みとして医療通訳ウェブ教材を開

発した．この教材は病院で交わされる典型的な対話

を含めたWeb 教材で，患者が病院に受診する際の通

訳という状況設定で通訳を体験できる． 

 

2. 方法 
大野（3）が文献調査で明らかにした医療通訳に必要

なスキルは 1）正確な通訳，2）医療用語や人体に関

する知識，3）医療通訳倫理， 4）非言語コミュニケ

ーションスキル，5）異文化コミュニケーションスキ

ルである．これらを身に着けるための e-Learning シ

ステムのパイロットプログラムを，Kern（4）の提唱す

る 6 段階アプローチに基づき開発する．開発の際に

は，国内外の医療通訳に関する先行文献を参考に，

プログラムを作成する． 

 

3. 結果 
医療通訳に必要なスキルを身に着けるために，

Moodleを用いて e-Learning 教材を作成した．本教材

の内容は，以下のとおりである． 

正確な通訳力の向上に関しては，病院での典型的

なやりとりをシナリオとして作成し，オンラインで

ロールプレイ練習を行うこととした． 

医療に関する専門知識は，医学用語と解剖学の基

礎知識，各解剖に関連する代表的な疾患，医療現場

で使用されるわかりにくい専門用語の理解に関して，

資料の読解による知識の伝達と，オンラインでの確

認テストを作成した． 

非言語コミュニケーションスキルに関しては，非

言語コミュニケーションに関する概要を e-ラーニン

グで学ぶこととした． 

異文化コミュニケーションスキルに関しては，諸
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外国の医療制度や，各地域の医療に対する考え方や

独特の慣習等の基本的な知識に関して e-ラーニング

で学習することとした． 

倫理に対する理解については，米国の医療通訳養

成団体の CCHCP が e-ラーニング講座にならい，ま

ず資料を読むことで倫理に関する一般的知識を理解

し，その後，患者から医療通訳者が物をもらったら

どうするか，など具体的な状況設定を提示し自分の

行動を記述，提出することとした． 

プログラムの画面を以下に提示する（図 1，図 2）． 

 

 
図 1 Moodleによるプログラム画面 A 

 

 
 

図 2 Moodleによるプログラム画面 B 

 

e-ラーニングプログラムをオンラインで終えた後，

理解度確認テスト（選択式，記述式）を行うことと

した．これらの方法により効果的に医療通訳に必要

なスキルを身に着けることが出来ると考えられた． 

 

4. 今後の課題 
医療通訳教育の e-ラーニング適用に関する今後の

課題としては，以下の点が挙げられる． 

プログラムのタイプ，学習者の特性に応じて，介

入後どの程度の知識・技術レベルまで達しているこ

とが必要であるか具体的な目標設定を行い，その目

標に応じて達成度の測定用具を決定することが必要

である． 

学習すべき項目のうち，学習目的に合わせた優先

順位を決めて効果的な介入方法を検討する．プログ

ラムのどの時点で，どの項目をどう学習するのか，

どの程度の長さで行うのかを，優先順位に応じて決

定する必要がある． 

プログラムのコスト（予算，人的資源，開発時間）

に関して，実際のリソースを把握し現実的な企画を

立案する必要がある． 

e-ラーニングのコンテンツの更新や受講者からの

技術的な問い合わせ対応に関して，初期立ち上げ後

も継続的に実施できるよう体制を整える必要がある． 

学習者の e-特性に関しては，医療通訳のボランテ

ィア的な現状から，学習者は家庭の主婦が最も多く，

e-ラーニングが得意ではない世代であることより，

技術面が導入するうえで障害となる可能性がある．

この点を考慮に入れて，操作しやすい，誰でも簡単

に使えるシステムを考慮する必要があると考えられ

る． 

また医療通訳プログラムの受講は単位付与がなく

必須ではないことから，受講者のモチベーションを

維持するための仕組み作りも，プログラム成功の鍵

になることが考えられる． 

 

5. 結論 
医療通訳教育への e-ラーニング導入に関して，先

行研究調査を通じて考察を行ったうえで，プログラ

ムを開発した．今後，医療通訳教育に関して，開発

した e-ラーニングプログラムをより効果的に実践す

るためには，授業の構成と実践，評価を通じて継続

的に検討を行う必要がある． 
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あらまし：英語のリーディング力を向上させる学習法の 1 つに多読がある．多読に用いられる教材の例と

して，英字新聞や英語書籍などが挙げられる．英字新聞を多読の教材として用いることは，単に英語のリ

ーディング力を向上させるだけでなく，一般教養についての理解を深めることができる．本研究では，

Web 上で提供されている英字新聞に着目し，英字新聞の選択，読解支援機能を有する多読支援システム

の構築を目的とする．本稿では，現在，開発している多読支援システムの概要説明を行う．  
キーワード：多読，英字新聞，英語学習 

 
 
1. はじめに 
英語のリーディング力を向上させる学習法の 1 つ

に多読がある．英語学習における多読とは，文構造

や単語の発音記号などを調べながら読むのではなく，

大きな意味のみを把握しながら大量の文章を読む学

習法である．岡崎らの論文（1）によると，多読を行う

ことで，語彙力と読解力に一定の伸びが期待できる

という結果が出ている． 
多読に用いられる教材の例として，英字新聞や英

語書籍などが挙げられる． 英字新聞を多読の教材と

して用いることは，単に英語の運用能力を向上させ

るだけでなく，現在，世間で話題になっている事柄

や一般教養についての理解を深めることができる．

また，外国の新聞社が日本の出来事を取り扱った記

事であれば，外国から見た日本について知ることが

できる．さらに，記事内容を母国語のニュースなど

であらかじめ把握している場合は，背景知識がある

ことで内容が理解しやすくなるため，多読の教材に

適していると考えられる． 
しかし，既存のニュース閲覧サイトは，難易度等

の提示がなく，多読を行うのに十分であるとは言え

ない．また，多読は，継続的な実施により効果を得

ることができる．そのため，継続して続けるための

モチベーションの維持が必要であり，教材の難易度

と自身の語彙力の対応が取れていることや教材の内

容に興味が持てることなどが重要となる． 
本研究では，多読の教材として，Web 上で提供さ

れている英字新聞に着目し，英字新聞の選択・読解

支援機能を有する多読支援システムの構築を目的と

する．本稿では，既存の英字新聞を活用した英語学

習支援サイトや研究の特徴を述べた後，現在検討し

ている多読支援システムの概要説明を行う．  
 

2. 既存の英語学習支援サイトと関連研究 
2.1 英字新聞を活用した英語学習支援サイト 
英字新聞を活用した英語学習支援サイトは，幾つ

か存在している．ジャパンタイムズの英語学習用サ

イトである The Japan Times ST（2）は，記事が簡潔に

まとめられており，単語の難易度も比較的低い．ま

た，読解支援として，難しい英単語に対しては日本

語の意味が付与されている．その他にも，記事全体

を読み上げた音声，記事の全訳が付与されている．

しかし，週に 4 件程度しか記事が追加されず，多読

の教材としては記事の量が少ない． 
Newsela（3）は，注目記事内の単語や言い回しを，

Lexile 指数（4）に基づく難易度に変更した文章に切り

替えて利用できる．また，いくつかの記事には，内

容確認のためのクイズが用意されている．しかし，

The Japan Times ST と同様に記事の件数が少ない．

また，単語に対しては，意味が付与されていない． 
2.2 多読支援に関する関連研究 

関連研究として，二つの研究を挙げる．中野の研

究（5）では，英字ニュース記事を多読するためのスマ

ートフォン向けアプリを開発している．中野の研究

では，各記事に対し，出現する単語のレベル等を利

用して難易度を付与し，TOEIC スコアやジャンル，

記事の総単語数に基づいて，記事検索が可能である．

また，読解支援の機能として，利用者が入力した

TOEIC スコア以上の単語に対し，辞書サイトへのリ

ンクが付与される．しかし，中野の研究では，記事

に付与されている難易度が単語の平均レベルであり，

利用者にとって多読に適した記事であるかを判断す

る情報としては不十分である．また，読解支援につ

いても，一部の単語に辞書サイトへのリンクが付与

されるのみである． 

F1-3 

― 85 ―



鈴木らの研究（6）では，利用者の閲覧ページに対し，

辞書検索や利用者の既知単語に対するカバー率を提

示する多読支援システムを開発している．利用者は

カバー率を参照しながら，自身の語彙力に適した記

事選択が可能となる．しかし，開発したシステムが

未評価であるため，有用性等が不明である． 
2.3 まとめ 

既存の支援サイトや関連研究では，選択支援とし

て単語のカバー率や本文の難易度の提示等を行って

いる．しかし，単語のカバー率や難易度の提示など，

あくまで利用者の語彙力に関する情報提示のみであ

る．読解支援は，単語の意味の提示や全訳の提示等

を行っている．しかし，単に単語の意味を提示する

だけでは，意味選択に時間を要するため，多読のた

めの読解支援としては十分ではない．また，開発し

たシステムの有用性が未評価である． 
 

3. 多読支援システムの概要 
英字新聞を多読の教材として利用する場合，教材

の難易度と利用者自身の語彙力の対応が取れている

ことや教材の内容に興味が持てることなどがモチベ

ーションを保つために重要となる．多読支援ガイド
（7）によると，既知単語が 1 ページあたり，90%未満

であれば，辞書を引く手間が増加し，読みの速度の

低下する．そして，ストレスがたまり内容の理解が

悪くなるという結果が出ている． 
そこで，本研究では多読支援を行うために，利用

者の興味や語彙力に応じた記事選択および読解支援

機能を有する多読支援システムを構築する． 
現在，構築しているシステムの概要を図 1 に示す．  

 
図 1 システム概要 

 
本システムでは，Web 上から新聞記事と辞書デー

タを取得し，新聞記事に対しては，ジャンルや品詞

等の情報を付与して保存する．また，利用者の

TOEIC スコアや利用履歴である閲覧情報を基に，記

事の選択支援や読解支援を行う．  
3.1 記事選択を支援するための機能 

選択支援の機能では，既知単語の割合提示に加え，

文章の読みやすさの提示，類似記事の提示，利用者

の興味にあいそうな記事の提示を行う． 
各記事に対して既知単語の割合や読みやすさを提

示することで，利用者にとって記事が多読に適して

いるかどうかの判断を支援する．また，システムを

継続利用することで向上していく利用者の語彙力を

より正確に推定するために，辞書機能の履歴や閲覧

情報を活用する．各新聞社の類似記事をまとめて提

示することで，新聞社毎の視点を把握し，多様な考

え方を身に付けることを支援する．また，多読は長

期的に実施することで効果が得られる．そこで，モ

チベーションを維持するために，利用者にとって興

味のありそうな記事を提示することで，継続して多

読が行える環境を構築する．  
3.2 読解を支援するための機能 

2.3 で述べたように，単語の意味等を単に表示する

だけでは，意味選択に時間を要するため，読解支援

として十分ではない．そこで，本研究では，文脈に

応じた単語の意味の優先表示に加え，意味のまとま

りごとに区切りを付与するスラッシュリーディング

機能を実装する． 
文脈に応じて表示する意味の優先順位を変えるこ

とで，意味選択の手間を軽減する．また，スラッシ

ュリーディング機能により，英語を構造で理解でき

るように支援する． 
 

4. おわりに 
本稿では，Web 上の英字新聞を利用した多読を支

援するために，利用者に対して，記事選択と読解支

援機能を提供する多読支援システムの概要を説明し

た．本システムでは，選択支援として，利用者の語

彙力を使った推薦や興味に応じた記事の推薦を行う．

また，読解支援として，文脈に応じた意味の提示や

スラッシュリーディング支援を行う． 
今後は，まず，利用者の語彙予測機能を実現する

ために，データの収集や手法の検討を行う．また，

その他の選択・読解支援機能を順に作成し，最後に

支援システムの有用性を評価する．  
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あらまし：本稿では，アーネスト・ミラー・ヘミングウェイの長編小説 3篇を中心にテキストマイニング

の手法を用いた分析をおこなった．各作品の異なり語および延べ語の数や延べ語数の異なり語数に対す

る比，一文当たりの単語数や単語の長さ，さらに形態素解析でも作品の特徴をとらえることが可能である

ことから，今回は助動詞および接続詞を取り上げ，同時代人のフランシス・スコット・フィットジェラル

ドの長編小説 1篇と比較しながら特徴をみた． 

キーワード：テキストマイニング，文学作品，異なり語，延べ語，形態素解析 

 

 

1. はじめに 
1990 年代から一般でもインターネットが普及さ

れはじめたことに伴いデータが大幅に増えたことか

ら，それらを処理するための方法としてデータマイ

ニングが様々な場面で実施されるようになった．と

くに対象とするデータが文字列（テキスト）であっ

た場合にはテキストマイニングとよぶ．このテキス

トマイニングの方法は対象とするテキストを単語や

文節などに分割する自然言語処理をおこない，ある

特定の語句や単語の出現頻度などを抽出する．そこ

から，テキストの重要語の抽出，形態素解析するこ

とで品詞構成が明らかとなるなどテキストの特徴や

傾向を把握することができる（1）． 

このような背景から，前回研究した内容（2）をさら

に深めた統計解析をおこなった．今回はアーネスト・

ミラー・ヘミングウェイ（Ernest Miller Hemingway, 

1899-1961）の長編著作 3篇 The Sun Also Rises（1926），

A Farewell to Arms（1929）と The Old Man and the Sea

（1952）を電子化しそれぞれの特徴をみた．加えて，

これらの作品と比較するためにヘミングウェイと同

時期に活躍したフランシス・スコット・フィットジ

ェラルド（Francis Scott Fitzgerald, 1896-1940）の著作

The Great Gatsby（1925）も同様に電子化し，各作品

や著者の特性を探った．従来の人文科学分野におけ

る研究方法は研究対象となる資料中の文章を細かく

読むことであったが，情報技術分野において頻繁に

使用されるテキストマイニングの手法を用いること

で新しい事実・解釈の発見が期待され，人文科学分

野における研究および教育の面で大いに役立つと思

われる． 

 

2. 方法 
Atiz 社の Book Snap を用いて書籍を 2 ページずつ

同時撮影し，ABBYY 社の OCR ソフトウェア Fine 

Reader Pro によってその撮影された画像を PDF化し、

最後にテキスト文字を採集した．1 作品ごとにコン

ピュータ言語の一つである C#言語で作成したプロ

グラムを用いて，文字コードを UTF-8 形式で取り扱

いながら出現する単語を勘定した．このプログラム

により，テキスト形式で保存された文章を読みこみ，

それを UTF-8 形式で保存し，半角スペース（” ”）で

単語を区切り，単語はすべて小文字に変換させ，最

後に特定の記号を取り除いた．今回は，”.”（ピリオ

ド），”,”（カンマ），”(”（始め丸括弧），”)”（終わり

丸括弧），”"”（二重引用符），”:”（コロン），”;”（セ

ミコロン），”?”（疑問符），”[”（始め角括弧），”]”（終

わり角括弧），”_”（アンダースコア），”!”（感嘆符）

を除き，出現した単語をアルファベット順に並べ替

え，各単語について出現回数を勘定した． 

さらに，ドイツの Stuttgart 大学の Helmut Schmid

氏によって開発されたフリーソフトの Tree Tagger（3）

を利用して各作品の品詞構成を調べた．加えて，作

品や著者の特徴をより詳しくつかむために，今回は

前述のプログラムによって単語の出現回数を勘定し

た結果から，前出のプログラムで出現した各単語の

文字数を調べると共に Microsoft Office Excel でその

確認をおこなった． 

 

3. 結果および考察 
各作品の異なり語数と延べ語数，延べ語数の異な

り語数に対する比の結果について調べると，ヘミン

グウェイは同一単語を何回も用いる傾向がみられた．

加えて，”.”（ピリオド），”?”（疑問符）と”!”（感嘆

符）の出現回数と延べ語数の結果から，一文当たり

の単語数を調べた．その結果，ヘミングウェイの 3

作品の中で The Old Man and the Sea が他の 2 作品と

比較すると 5 単語ほど一文当たりの単語数が多いこ

とがわかった．文末に用いられる記号の勘定方法に
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ついて，”.”（ピリオド）の場合，平叙文の文末に出

現することもあれば，男性の敬称をあらわす Mr.の

ように”.”（ピリオド）がつく単語もある．今回はこ

のような単語も平叙文の文末を意味する”.”（ピリオ

ド）と同様に勘定したため文章数は正確ではないが，

おおよその文章数として勘定した．今後の課題とし

て，単語についている”.”（ピリオド）と平叙文の文

末を意味する”.”（ピリオド）を目視以外の方法で判

別して勘定することが可能かどうか検討したい． 

次に各作品に対して形態素解析をおこない品詞構

成を調べ，品詞の割合について特徴がみられた品詞

について考察した．その結果，名詞率は The Great 

Gatsbyが今回比較した他の 3作品と比較すると高い

ことから，文章が硬く形式的で要約された文章に近

いことがわかった．また，感嘆詞・間投詞の割合は

The Old Man and the Sea が今回比較した他の 3作品

と比較すると低いことから，会話文が少ないことが

示唆された．さらに，助動詞の割合について The Old 

Man and the Sea は can や could のような可能をあら

わす助動詞が多く，義務をあらわす助動詞では must

のように強制力が大きい単語が比較的多く使用され

ていることがわかった．Google books Ngram Viewer
（4）を使用してヘミングウェイの 3 作品と同年代に

アメリカで出版された小説における義務をあらわす

助動詞の must，should，ought の出現率を調べた結果，

should，must，ought の順で高かったが，今回対象と

したヘミングウェイの A Farewell to Armsを除く 2作

品はいずれも義務をあらわす助動詞について must，

should，ought の順に出現率が高いことから，ヘミン

グウェイは must を好んで使用することが判明した．

その一方で，A Farewell to Arms は義務をあらわす助

動詞は should が最も多く、かつ will や would のよう

な丁寧な意思表現をあらわす助動詞の割合が助動詞

全体の約６割と他のヘミングウェイの 2 作品と比較

すると多く用いられていて、控えめでやわらかい表

現が多いという特徴がみられた．そして，接続詞の

割合について，一般にヘミングウェイの文体の特徴

として接続詞のとりわけ and を非常に多く使用する

といわれている．今回の結果から晩年の作品ほど，

and のような等位接続詞を”,”（カンマ）を用いて省

略せずに接続詞畳用という修辞技法を使う傾向がみ

られた．The Sun Also Rises は接続詞全体に対する and

の割合が約９割と接続詞のほとんどを and が占める．

加えて，The Old Man and the Sea は andの使用率が約

4.73%と今回比較した他の 3 作品と比較すると多い

ことがわかった． 

次に単語の長さについて，出現するすべての単語

の文字数を各作品勘定したところ，フィッツジェラ

ルドの作品と比較するとヘミングウェイの 3 作品は

いずれも平均単語長の値は小さく，内容への依存が

比較的小さい動詞に該当した単語のみの平均単語長

の結果からも同様の結果が得られたことから，文字

数の多い単語より少ない単語をより多く用い，ヘミ

ングウェイの作品はフィッツジェラルドの作品と比

較すると平易で単純な傾向にあることが明らかとな

った．さらにヘミングウェイの作品について晩年の

作品ほど全単語の平均単語長の値が小さくなってい

くことも明らかとなったが，動詞に該当した単語の

みの平均単語長はこの傾向がみられなかった．この

原因として，一般的に動詞において過去形を表す場

合は規則動詞では原形＋edとなり，進行形を表す場

合は原形＋ingとなるなど，原形を表す場合と比較す

ると文字数が多くなる．このことを踏まえると原形

での出現頻度が高いほど文字数は少なくなると思わ

れる．実際，動詞が原形で出現する確率が高いほど，

動詞のみの平均単語長の値は小さくなっていて，The 

Old Man and the Sea に出現する動詞の活用形につい

てみると原形が少なく，同じ単語でも文字数が比較

的多くなる進行形および過去分詞形での出現がヘミ

ングウェイの 3 作品の中で最も多かったため，動詞

に該当した単語のみの平均単語長の値が大きくなっ

たと思われる．これらのことから，動詞に該当した

単語のみの平均単語長について取り扱う際には活用

形を原形にもどしてから文字数を勘定することで，

より正確に比較することができると推察する． 

最後に今回調べた結果をウェブ上で閲覧できるよ

うな仕組みをつくった．ホーム画面から，それぞれ

ボタンをクリックすることで作品別に本文（作品の

原文）や，品詞構成率のグラフや品詞別に作品比較

した結果の表及びグラフを別ウィンドウで表示させ

ることができた．それと同時に php 言語を埋め込む

ことで利用者が作品名を選択し，単語名を入力する

ことで，その単語の出現回数と単語長（文字数）を

同時に表示させることも可能にした． 

 

4. おわりに 
現在はヘミングウェイの作品を利用して，あらゆ

る統計学的手法によって作品（文献）の特徴を数値

で表現し，作品の解析や他作品との比較や，文章解

析にかんする適切な統計量や自然言語処理手法の検

討をおこなっている準備段階である．今後の予定に

ついて，語学学習，人文科学分野の研究など多方面

で応用できるようにし，とくに教育面においては，

大学の授業の課題に取り組む際に学習者自身がオン

ライン上で膨大な情報（データ）を簡単に解析でき

るような仕組みを構築したいと考える． 
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履修登録情報の LMSへの反映方法の検討と実装 
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あらまし：LMS(Learning Management System) を高等教育機関の基幹サービスとして運用する場合，履修
登録情報の LMS への反映が，利用者向けサービスとして重要になる．本稿では，教務システムと LMS
との登録情報のデータ連係方法についての検討した．また，検討結果に基づいた，信州大学で LMSとし
て運用しているMoodleとのデータ連携に実装方法について述べる．	  
キーワード：LMS, コース登録, 履修登録, データ連係, Moodle 

 
 
1. はじめに 
本稿では，高等教育機関において，e-Learning が

通常の授業の補助として使用されるブレンディッド

ラーニングが主体で，授業担当教員が LMS(Learning 
Management System)においてその科目の運営を行う
場合を想定する．また，LMSを提供する側で受講者
登録を行うことを想定する．これは，LMSの高機能
化により， ICT技術に詳しい教職員でなくても容易
に操作することが可能となってきているが，実際の

授業では 100名近い受講者のユーザ登録が必要など，
教員による管理が困難な場合が多いためである．  
通常，高等教育機関では，教務システムで履修登

録情報が管理されており，上記の想定では，この情

報を LMS に反映させる必要がある．このような処
理は，様々な教育機関において，各々の方法により

行われている． 
本稿では，複数ある LMS への履修登録情報の反

映方法をまとめ，信州大学で LMS として運用して
いる Moodle とのデータ連携の実装方法について述
べる． 

 
2. LMSへの履修登録情報の反映方法 
以下，反映方法を列挙する．概要を図 1に示す． 

2.1 Web経由での登録 
この方法は， Web経由で LMSを操作するもので，

各コースにおいてユーザを選択し登録する方法や，

CSV 形式等のファイルをアップロードすることで
一括登録を行う方法(1)もある．この方法は，LMSが
提供する最も標準的な方法であるが，手動での登録

作業となる場合が多く，人的コストがかかるなどの

問題点がある． 
2.2 DataBase(DB)経由での登録 

LMSの DBに直接，登録情報を書き込む方法であ
る．自動化でき，速い処理も期待できるが，DB の
内部構造を知る必要があることや，書込処理と LMS
の動作に衝突が起きないよう LMS を停止させる必
要があるなどに問題点がある． 

2.3 API経由での登録 
外部システムから LMS のデータ操作ができるよ

う LMS側で提供する機能であり，2.1で人手により
行われる処理を自動化することができる．LMSが提
供する機能であり，2.2より安全に自動化することが
できる． 
2.4 外部リソースとの連携 
登録情報を外部リソースから取得する方法である．

ユーザ認証も，LDAP との連携など，この方法が用
いられることが多い．リソース連携については LTI 
等，標準化が進められているが，LMSにより対応状
況や連携方法が異なる． 

 
3. 信州大学における実装 
我々は，信州大学において Moodle を中心とした

教育基盤システム eALP(2)を運用しており，前章に

よる検討結果に基づき，履修登録情報を LMS に反
映する連携システムの構築を行った．図 2 にその概
要を示す． 
3.1 登録情報の一元管理 
授業には，履修登録を行った学生だけでなく，聴

講のみの学生や TA なども参加する．このため，履
修登録情報以外にも，コースに登録する学生を管理

する必要がある．そこで，我々は，登録情報を一元

管理するデータベースシステム  Academic Data 
Base(ADB)の開発と運用を行っている(2)．この ADB
に登録情報を集約し管理することで，eALPSで提供
する全ての情報が一元管理される． 

eALPS では，Moodle 以外にも時間割表示ポータ
ルの運用を行っており，ここでも履修登録情報が利

用される．さらに，学部独自のシステムへの登録情

報の提供も行っている．これらへの情報提供も，こ

の ADBにより行われている． 
3.2 データ連係方法の検討 
前章で列挙した反映方法について，eALPSにおけ

る適用方法を検討する． 

G1-1 
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図 1	 LMSとのデータ連携方法 

 

Web経由での登録 
2.1で述べたとおり，確実な方法であるが，人手に

よる作業が必要であるという欠点がある．我々は，

この欠点を解消するために，Web自動テストツール
によるコース登録の自動実行を行ってきた(3)．しか

し，Moodleのバージョンアップにより画面構成や操
作が変わるなど，自動実行ツールでは追従が困難と

なりつつある． 
DB経由での登録 

eALPSでは，一部の Moodle がクラウド上で動作
しており，Moodleの DBに直接接続することが出来
ない．このため，今回はこの方法を利用することが

できない． 
API経由での登録 

MoodleにはWeb Service API と呼ばれる，Web経
由での API呼び出し機能がある．これによりクラウ
ド上の Moodle であっても操作が可能であり，今回
の目的には適している．しかし，まだ APIが整備途
中の段階で，いくつかの操作のみ可能である． 
外部リソースとの連携 

3.1 で述べたように，登録情報を一元管理する
ADBがあり，これを外部リソースとして使用するこ
とできれば，新たな情報反映手段を講ずる必要がな

い．さらに，Moodleには，受講登録に「外部データ
ベース登録」機能があり，接続先の DB を指定する
ことで連携を行うことが可能である．  
3.3 eALPSにおける Moodle運用上の制約 

eALPSでは，Moodleの運用において，DBの負荷
を軽減するため，あらかじめ全利用者を Moodle に
登録することはせず，必要に応じてユーザの登録を

行っている．このため，コース登録には，ユーザの

追加が必要になる場合もある． 
3.4 データ連係の実装 
まず，データ連係には「外部リソースとの連携」

を用いることとし，「外部データベース登録」機能で

ADB を参照し，受講登録の反映を行うこととした．
しかし，「外部データベース登録」にはいくつか制限

があり，これを解消するために機能追加を行ってい

る例(4)もある．しかし，今回は，機能追加はせず関

連機能による支援で解消することとした． 

 
図 2	 実装の概要 

 
まず，「外部データベース登録」機能は，コース登

録情報の更新のみで，ユーザの新規登録を行う機能

はない．そこで，ユーザの追加のみ，前述の APIを
用いて行うこととした． 
また，ユーザがログインしたタイミングで，外部

データベースの参照が行われ，Moodle 内でのコー
ス登録情報が更新される． 通常の利用方法であれば，
このタイミングで問題ないが，Moodleが受講生向け
のメール配信に利用されることも多く，特に学期の

最初には，学生がログインする前から配信を行うと

いう需要も多い． 
そこで，外部データベースの情報を，強制的に

Moodle のコース登録に反映させるスクリプトを作
成した．このスクリプトを１日１回動作させること

で，すくなくとの１日後には，登録情報が完全に反

映される． 
 

4. まとめ 
教務システムなどからの履修登録情報を LMS に

反映させる方法について検討し，信州大学の実情に

合わせた方法での実装を行った．2014年度より，こ
の実装に基づくシステムを導入し，現在まで，特に

問題なく運用が行われている．しかし，履修登録期

間中など，より早いサイクルでの更新が求められる

場合があることから，データ反映方法の改善を引き

続き行っていく予定である． 
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高等教育機関におけるクラウドを活用した教育環境の活用 
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あらまし：クラウド技術の発達を受け，高等教育機関の情報システムがオンプレミスからクラウド上へ急

速に移行している．また，高等教育機関自身がクラウドサービスの提供者となるアカデミッククラウドの

構築もおこなわれ，他の教育機関に向けてサービス提供が始まっている．一方，パブリッククラウドの発

展とは別に，利用規模を限定したプライベートクラウドも，大学において普及が進むと考える．しかし，

多様な技術の組み合わせであるクラウドの構築は，容易ではない．そこで，本稿では大学等の教育機関に

おいてプライベートクラウドを構築する際の設計指針について考察する． 
キーワード：プライベートクラウド，ハイパーバイザ，クラウドコントローラ，SDS，SDN 

 
 
1. はじめに 
二十一世紀に入り，高等教育機関の情報化は急速

に進み，情報システムで溢れている．情報システム

の運用形態が，学内から学外へと急速に転換してい

る．クラウドと呼ばれる技術が，情報システムのあ

り方に影響を及ぼしている．  
クラウドは，ソフトウェアによる計算機のシミュ

レーションから始まり，仮想化する範囲が劇的に広

がった．クラウドは，今では情報環境全般を仮想化

する技術となっている．情報システムは丸ごと仮想

化され，物理的な資源と切り離される．システムは，

抽象化されたソフトウェア上のオブジェクトとなり，

物理的な故障は存在しなくなる．クラウドの基盤で

の障害は発生するが，仮想化された側から障害は見

えない．クラウド基盤でストレージの故障が発生し

ても，仮想のシステムは停止することはない．クラ

ウド環境の全停止といった場合，この限りではない． 
大規模なクラウドサービスが始まって久しい．北

海道大学，九州大学，情報通信機構等ではアカデミ

ッククラウドのサービスが始まっている．また，

AmazonAWS，さくらインターネット，GMO 等によ

る商用の VPS サービスも始まっている．一方，大学

内といった限られた使用を目的とした小規模のプラ

イベートクラウドの活用はまだ十分とは言えない．

クラウドは多くのモジュール／サブシステムの集合

体であり，関連技術が多岐に渡る．クラウド構築の

ためのクラウドデザインの指針が必要となる． 
本稿では，高等教育機関におけるプライベートク

ラウドの構築方法について考察する．クラウド構築

技術を概観し，構成要素の検討をおこなう．高等教

育機関におけるプライベートクラウド構成のモデル

について提案する． 

2. プライベートクラウドの要件 
大学の情報システムをクラウド化する場合，求め

られる機能は，以下の様に整理される． 
（１）データの保護 
（２）資源の可用性 
（３）サービスの継続性 
まず，データの保護は，情報システムにとって，

最も重要な問題である．データ保護の基本は，デー

タの複製作成であり，バックアップ作成そのものを

無くすことは難しい．これまでは，システムの運用

管理者がバックアップ作業をおこなってきた．人手

による複製作成作業を無くすことができれば，シス

テムの運用管理者の負担は減る． 
次の資源の可用性とは，物理的な資源を効率よく

活用し，耐障害性とコストの両面に配慮することで

ある．これまで，物理的な計算機資源を冗長構成と

することで耐障害性を高めてきた．冗長構成は，シ

ステムの稼働を保つことができるが，掛かるコスト

は高い．コストと耐障害性への対応が求められる．

物理的な資源を冗長化し，複数の情報システムで共

有するような枠組みが求められる．予備の機器は，

ある特定のサービスのためのものではなく，複数の

サービスのために物理的資源を配置する必要がある． 
最後に，サービスの継続性が挙げられる．情報サ

ービスは生活基盤となっており，サービスの恒常性

が求められる．データセンター内で，システムの継

続的な稼働が実現できたとしても，サービスの継続

性が担保されたことにはならない．ユーザが手元で

サービスが使える必要がある．サービスの継続性は，

サービスを構成する環境全体を保つことである．衛

星，複数張り巡らされた光ファイバ網等の通信のイ

ンフラ整備は進んでいる．一方，複数の経路が存在
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するとして，情報の流れを，動的，適応的に切り替

えるような枠組みはまだ確立しておらず，動的な経

路制御技術の提供が待たれている．  
 

3. プライベートクラウドの構成 
ここでは，プライベートクラウドの構成方法につ

いて考察する．上述の要求に応えるため，以下様な

仮想化機能を提供する必要がある（図 1）． 
（１）計算資源の仮想化 
（２）ストレージの仮想化 
（３）ネットワークの仮想化 
まず，計算資源の仮想化は，単一の仮想機械を拡

張し整備したものである．仮想機械とは，XenServer，
VMwareESXi 等のハイパーバイザと呼ばれるソフト

が仮想的に作り上げる計算機のことである．複数の

物理計算機を用意し，この計算機群を計算プールと

呼ぶ．任意の物理計算機上で仮想計算機はシミュレ

ーションされる．仮想計算機は任意の物理計算機で

稼働し，仮想計算機と物理計算機の対応は，動的に

変更可能である．仮想計算機は，計算機プールの物

理計算機を渡り歩くようなとらえ方ができる．利用

者は，物理計算機が変更されることを意識しない． 
次に，ストレージの仮想化とは，ネットワーク経

由でアクセス可能なハードディスクを提供するもの

である．複数の計算機をネットワーク経由でストレ

ージとして活用する SDS(Software Defined Storage)と
呼ばれる技術が提供さている．GlasterFS， Ceph の

ようなブロックデバイスをオンラインで提供するも

のがある．ブロックデバイスは，算機プールにマウ

ントされ，仮想計算機のイメージの起動デバイスと

して利用される．SDS は複数の計算機を抽象化して

単一ボリュームとして見えるようにしたものである．

計算プールからは，オンラインのストレージを構成

する個々の計算機は認識されない．個々の計算機に

障害が発生した場合は，計算機を入れ替えるだけで，

ストレージ全体に影響を与えない． 
一方で，オンラインのストレージは，ブロックデ

バイスとは異なり，オブジェクトストレージと呼ば

れるものも必要となる．オブジェクトストレージは，

計算プールで稼働させる前の仮想計算機のイメージ

ファイルを保存しておくものである．仮想計算機の

イメージのバックアップ用のストレージである． 

三番目のネットワークの仮想化とは，ネットワー

クの機能を抽象化し，インターネットワーク上に仮

想ネットワークを構築する技術である．極論すれば

仮想のスイッチとルーターを作成し，クラウド上の

機器はこのスイッチに直接繋がっている形を作るこ

とである．ルーターは，スイッチに接続された機器

がインターネットと繋がるために必要となる．クラ

ウドを構成する機器は，物理的には広範囲に散らば

っているにも関わらず，同一のセグメントで繋がっ

ている構成を成立させることが可能となりつつある．

ネ ッ ト ワ ー ク の 仮 想 化 は ， 2010 年 以 降 ，

SDN(Software Defined Networking)をキーワードに，

急速に普及しつつある．OpenFlow，OpenDaylight 等
のコントローラソフトが提供され，OpenvSwitch，
Lagopus 等の仮想スイッチが提供され，ネットワー

クの仮想化の実現は進められている． 
さらに，仮想化された環境を，最終的に統合する

ため OpenStack，CloudStack 等のクラウドコントロー

ラと呼ばれるソフトが提供されている．クラウドコ

ントローラを用いることによって，クラウド提供者

が，仮想化された３つの環境を使ってクラウドを構

築，運用する負担が軽減される． 
 
4. まとめ 
本稿では，高等教育機関におけるプライベートク

ラウドの構築の方針について述べた．今後，大学等

でもプライベートクラウドの利用が広がると考える．

本稿では，プライベートクラウドに求められる機能

を分類した．次に，プライベートクラウドを構成す

る方法について整理した．計算機の仮想化，分散フ

ァイルシステム，ネットワーク仮想化が必要なこと

を示した．今後，プライベートクラウドを構築し，

検証を進める予定である． 
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あらまし：大学などの教育機関では，LMS，各種 ePortfolio，キャンパスポータルシステムなど，様々な

教育支援システムが運用されている．今日の大学における教学活動は，これら教育支援システムの存在な

くして円滑な運営は困難といえる．これは，地震など災害被災時においても例外ではない．本稿では，大

学間インタークラウドによる LMS 減災フレームワークを提案する．試作システムにより行った実証実験

にて，一定の有効性を認めることができた． 

キーワード：大学間インタークラウド，システム減災，クラウド基盤 DNS 

 

 

1. はじめに 
2011 年 3月に発生した東日本大震災は，東北地方

を中心に甚大な被害をもたらした．最近では，平成

26年 8月豪雨や気候変動による集中豪雨の頻発など，

激甚災害とそれに類する災害発生は珍しいものでは

なくなりつつある．我々が拠点を置く四国地方は，

近い将来，南海地震の発生が予測されている．地震

や津波，豪雨被害など，災害に対する備えは必要不

可欠である．これは大学においても例外ではない．  

一方，大学の情報化は急速に進んだ．Moodle 等，

LMS（Learning Management System）機能を有する教

育支援システムは一般的に用いられている．また，

これまでの LMSに加え，Learning ePortfolio，Teaching 

ePortfolio，キャンパスポータルシステム等，様々な

教育支援システムが運用されている．これらの教育

支援システムは，単に教材などのコンテンツが保持

されるだけではなく，学習者の学習履歴も保持され

る．被災によるシステムと学習履歴の喪失は，大学

における教学活動の継続に重大な影響を与える． 

利用者認証において連携が進み，Shibboleth 基盤

の認証連携も導入されつつある（１）．また，大学コン

ソーシアムを構成し，協定に基づく講義実施例も存

在する（２）．ここでも LMS 連携や認証機構の連携な

くして円滑な大学間連携は困難と言える．ある大学

における教育支援システムと学習履歴損失は，当該

大学における教学活動継続に影響を与えるだけでは

なく，コンソーシアム全体の e-Learning 環境にも影

響を及ぼす． 

サーバやストレージ仮想化技術（Infrastructure as a 

Service: IaaS）を基盤としたプライベートクラウド構

築事例は，既に多く存在する．distcloud（３）では，広

域分散環境に最適化した分散ストレージにより災害

回復環境を提案している．しかし，LMS など

e-Learning に最適化されたものではない． 

そこで本稿では，大学間インタークラウドによる

LMS 減災フレームワークを提案する．システム仮想

化基盤と分散共有ストレージによるプライベートク

ラウド間連携機構を構築し，被災時における教育支

援システムと学習履歴の継続的利用を目指す．プロ

トタイプシステムの概要を示し，評価実験結果につ

いて述べる． 

 

2. LMS 減災フレームワーク 
図 1 に，提案する LMS 減災フレームワークの構

成を示す．本フレームワークは，各組織に構築され

るプライベートクラウド基盤と，分散ストレージか

ら構成される．  

 
 

図 1 LMS 減災フレームワーク 
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LMS および認証システムなどの教育支援システ

ムは，各組織に構築されるプライベートクラウド基

盤上で稼働する仮想マシンとして構成される． 

また，各プライベートクラウド基盤を横断する形

で，分散ストレージシステムが構築される．分散ス

トレージシステムに保持されるデータは，学習履歴

を含む LMS を仮想マシン化したものである．この

ため，教育支援システム，学習履歴，教材データが

仮想ディスクイメージ（VDI）として保持される．

VDI は単一のデータファイルではなく，複数のチャ

ンクとして保持される．チャンクは相応の冗長度を

確保し，あるチャンクが消失したとしてもデータフ

ァイル復元のための冗長性が保たれる．この結果，

学習履歴が，他組織の管理者などから閲覧される可

能性を低く保ったまま，プライベートクラウド間で

VDI を保持できる． 

組織Aのプライベートクラウド基盤が被災により

停止する場合，組織 A の LMS は組織 B のプライベ

ートクラウド基盤へライブマイグレーションにより

移動する．これによりシステムおよび学習履歴の保

持を担保する．また，仮想ディスクイメージは，組

織Aおよび組織Bいずれの分散ストレージにも更新

された状態で保持されている．このため，組織 B の

プライベートクラウド基盤を借用し，保持される仮

想ディスクイメージより LMS を起動できる．これ

により，被災した組織 Aのシステム運用継続を担保

できる． 

ライブマイグレーションは，独自に実装するイン

タークラウドコントローラにより制御される．同時

にクラウド基盤 DNS サービスのエントリを更新す

ることで，組織 A利用者からのサービス到達性を担

保する． 

 

3. プロトタイプシステム 
図 2 に，評価のため構築したプロトタイプシステ

ムの構成を示す．プロトタイプシステムは，仮想マ

シンを保持するノードコンピュータ 8 台と，拠点間

接続のための VPN ルータ 2 台，ライブマイグレーシ

ョンを制御するインタークラウドコントローラから

構成される．各ノードコンピュータは，ハイパーバ

イザとして KVM（Kernel Virtual Machine）（４）を導入

し，ライブマイグレーション制御のため Libvirt 

Virtualization Toolkit（５）が導入される．また，分散ス

トレージ機構を構成するため，Sheepdog（６）分散ス

トレージシステムが各ノードに導入される．分散ス

トレージへのチャンクデータ書き込み，および読み

出しは，VPN接続を介して各プライベートクラウド

基盤のノードコンピュータで処理される．また，表

2 に各ノードコンピュータの仕様を示す． 

 

4. 実験と考察 
提案するフレームワークの有効性を検証するため，

評価実験を行った．実験は 2015 年 5月 30日に実施

した．同一組織の別セグメントにおいて，それぞれ 

 
図 2 プロトタイプシステム構成 

 

表 1 ノードコンピュータ仕様 

CPU 
AMD Opteron 3250 HE 

(Quad Core) 

DRAM 容量 16 Gbytes 

HDD 容量 
250Gbytes 

(SATA600) 

OS 
Ubuntu Server 14.10 

64 ビット版 

表 2 実験結果 

ノード 1～ノード 2 間 22.3秒 

ノード 1～ノード 5 間 24.8秒 

 

のセグメントを VPNで接続した．この環境において，

同一セグメント内，および VPN を介したセグメント

間でライブマイグレーションを実行し，マイグレー

ションに必要な時間を計測した． 

 表 2に示すとおり，VPN接続を介したマイグレー

ションにおいて，多少時間を要しているが，概ね実

用的な範囲内でマイグレーションが完了している．

LMS に保持される教材の容量や，学習履歴にも左右

されるため，長期の LMS 運用が継続された場合の

検証が必要だが，概ね良好な結果であると言える． 

 

5. おわりに 
 本稿では，プライベートクラウドシステムの連携

による LMS 減災フレームワークの提案を行った．

システム仮想化と分散ストレージを用いたプロトタ

イプシステムを構築し，評価実験を行った．今後は

クラウド OS 等と連携した課題解決を行う．  
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分析にはクラスタ分析で主に使われている（2）階層

的クラスタリングの ward 法と非階層的クラスタリ
ングの k-means法を用いた．k-means法では，分類結
果が初期値に依存されるため，初期値はクラスタリ

ング結果の評価尺度基準Pseudo-Fの最も良い結果を
用いた．Pseudo-Fは，クラスタ同士は疎，クラスタ
内は密になっていることを評価する指標である（5）． 
2.2 プログラミングの仕方との関連性 
学生の行動内容とプログラミングの仕方（以下 PG

仕方）について関連性を調べるため，クラスタ分析

の結果に PG 仕方の回答集計を合わせた結果を表 1
と表 2に示す． 
表 1と表 2の数値はクラスタごとの個体の平均値

であり，人数は個体数である．PG 仕方の数値は，
「かっこの対応」や「インデント」などの 20項目に
ついて，している（+1）・していない（-1）の 4段階
評価の回答を点数化したものである．また，課題解

決時間と PG の仕方について相関分析を行なった結
果，20項目中 18項目が正の相関（0.24）を示した． 

 
表 1 図 1の点線上階層の内訳 

	 
解決

時間	 

Com.	 

間隔	 

実行

間隔	 

Com.

回数	 

実行

回数	 

e

数	 

同じ	 

e 数	 

PG	 

仕方	 

人

数	 

1 528 209 267 7  5  1  1  10  25 
2 812 379 606 6  3  3  3  6  28 
3 1405 590 1160 7  3  4  3  5  17 
4 1506 228 337 18  13  5  4  4  10 

 
表 2 図 2のクラスタ内訳 

	 
解決

時間	 

Com.	 

間隔	 

実行

間隔	 

Com.

回数	 

実行

回数	 

e

数	 

同じ	 

e 数	 

PG	 

仕方	 

人

数	 

1 537 275  333  6  4  1  1  10  33  
2 1007 321  568  10  5  5  4  5  28  
3 1410  521  1119  8  4  4  4  6  16  
4 2137  588  646  2  1  1  1  2  3  

 
2.3 行動特徴分類の考察 
図 1のクラスタ分析について，デンドログラムの

中間で線を引くと 4つに分割される．図 2のクラス
タは 4つあり，表 1と表 2のクラスタ内訳が近似し
ていることから，合わせて行動の特徴を考察する． 

1. 課題解決時間が短く，PG 仕方の数値が高い．
コンパイルと実行の平均間隔が短く，コンパイ

ル回数も少ないことから，エラー内容を理解し

プログラミングしていると考えられる． 
2. 課題解決時間は 3 より短いが，PG 仕方の数値
が低い．課題解決までのエラー数と同じ種類の

エラー数が多く，3 と比べてコンパイルと実行
の平均間隔が短いことから，3 より入力が速い
だけでエラー内容を理解せずにプログラミン

グしていると考えられる． 
3. 課題解決時間が長く，PG 仕方の数値が低い．
同じコンパイルエラーを繰り返し発生させて

いることから，エラー内容を理解せずにプログ

ラムを直してはコンパイルを行なっていると

考えられる． 
4. 課題解決時間が長く，PG 仕方の数値が低い．
表 1 では，コンパイル回数と実行回数が多く，
その間隔が短いことから，トライアンドエラー

をひたすら行なっていると考えられる．表 2で
は，コンパイル回数と実行回数が少なく，エ

ラーを発生させずに課題を提出していること

から，演習支援システムを使わずにプログラミ

ングをしているか，友人からソースを得ている

ことが考えられる． 
これらの考察から，プログラミングの仕方ができ

るようになると課題解決が早くなることから，行動

特徴の原因は，プログラミングの仕方の違いにある． 
 

3. TAの指導による評価実験 
第 2章の考察から，仮説として行動特徴の原因が

プログラミングの仕方に対するプログラミング知識

の理解度の違いにあるとし，TA が指導するプログ
ラミング知識の理解度不足が行動の特徴と対応して

いることを検証する． 
検証方法は，TA の指導前後において，実験群と

統制群の課題解決時間を定量評価する．群分けにつ

いては，過去 3回のプログラミング演習の受講生 80
名のうち，課題提出の遅い半数について，ランダム

に実験群と統制群を各 20名とする． 
 
4. おわりに 
本論文では，プログラミング演習における TA 指

導支援として，学生のプログラミング行動をマイニ

ングし，プログラミングの仕方との関係について分

析を行なった．その結果，行動の特徴とプログラミ

ングの仕方には関係があることから，演習の課題解

決の要因として，プログラミングの仕方を指導する

ことで課題解決が早くなる仮説を得た． 
今後は，仮説を実証するため TA の指導による評

価実験を行う． 
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あらまし：プログラミングでは，学生は，制御フロー表現，文法の正確さ，アルゴリズム，という知識と

技能を一体として習得する必要がある．この効果的な教授に向けて，我々は 2013年度より授業での知識
定着・確認を図る確認テストや知識活用・創造を図るアクティブラーニングのための反転授業を実践して

きた．今回，この実践を通じて得られた課題を踏まえて反転授業の実施手順を改善し，その評価を行った． 
キーワード：コンピュータプログラミング，反転授業，アクティブラーニング，eラーニング 

 
 
1. はじめに 
本学では 2013年度より学部 2年生を対象にコンピ

ュータプログラミングの必修科目「プログラミング

スキル（春学期）」と「オブジェクト指向プログラミ

ング（秋学期）」においてそれまでに開発した eラー
ニング教材を用いて反転授業を実践している．プロ

グラミングスキルでは C言語，オブジェクト指向プ
ログラミングでは Java言語を取り扱う．毎週の授業
前に学生に e ラーニング教材を予習として割り当て
る反転授業により，教員は学生全体に対して自学自

習に適した学習環境と技能習得に向けたアクティブ

ラーニングを提供し，さらに個々の学生に対して学

習指導を行っている．成果として本取り組みにより

学生の中間層の学力向上に寄与できることを確認し

た[1, 2]． 
しかし，反転授業を実践する中で以下の課題も生

じた．2014年度における取り組みの目的は，これら
の課題を踏まえて反転授業の実施手順を改善し，今

後，反転授業とアクティブラーニングによるプログ

ラミング技能習得に向けた教授方法の確立と学習支

援の仕組みを構築するための要件の抽出にある． 
（1）学生が予習した内容をどれくらい理解できたか
その時に確認できなかった．今回，学生のニーズに

応えるために予習用確認問題を設定した． 
（2）教材内容が分かりにくい，授業進度を変更する
等の場合，教員が次の授業前までに予習用教材の内

容を容易に変更できなかった．今回，教材作成に用

いた PowerPointデータから動画を生成し対応した． 
（3）実習時に他の学生との協調作業を伴うアクティ
ブラーニングの内容が充実していなかった．今回，

この実施方法を改善した． 
2. 本取り組みにおける反転授業とアクティ

ブラーニングの実践方法 
本取り組みでの実施手順は次の通りである． 

1. 教員は授業進度に合わせて，PowerPoint から
MPEG4 形式の動画教材を生成し，e ラーニング

上で閲覧できるようにする 
2. 教員は e ラーニング教材を用いて学生にその週
に学習する内容を予習として割り当てる 

3. 学生は予習を行い，確認問題を解く 
4. 授業では，開始直後に教員は出席確認と予習の理
解度を図るための確認テストを実施する 

5. 授業前半，教員は約 15 分程度で学習内容を説明
する．説明が長い場合，説明を 2回に分ける 

6. 学生はその週の内容の課題に取り組み，教員は個
別指導と課題確認カードの配布を行う 

7. 課題確認カードは，学生が課題終了後に TAによ
る課題の確認を経て，回収される．出席確認と課

題確認カードが揃って出席と見なされる．課題が

授業中に終わらない場合，翌週までの宿題となる 
8. 授業後半から次週までに，学生はグループに分か
れて協調学習に取り組む．1 グループは 3〜4 名
で構成される．毎週，グループのリーダーを変更

し，リーダーはその週の活動報告を行う 
9. 授業時間外の自主学習で質問がある場合，時間外

TAが大学にて対応する 
穴埋め形式の予習用確認問題にはヒントと関連教

材へのリンクがあり，学生が回答できない場合，再

度予習を促すようにしている．授業で学生に提示さ

れる一連の問題の難易度は教員によって学生の学習

意欲を考慮し，予習用確認問題は易しく，確認テス

トは難しく，実習課題は程良く，設定されている． 

使用教材は PowerPoint にて原稿を作成され，Flash

 
図 1  eラーニング教材（左: Flash, 右: 動画） 

A2-2 
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を用いて eラーニング教材化される（図
1左）．この変換作業は学内の情報教育部
門が担当する．今回，「オブジェクト指向

プログラミング」では，教員が PowerPoint
のナレーション機能により解説を録音し，

PowerPoint 2013から対応された MPEG4
形式でのファイル出力により動画を作成

し，eラーニングにアップロードした（図
1右）．これにより授業進度に合わせた教
材内容を自由に変更可能とした． 
実習では，教員が提示する仕様書に従

って実装を行うだけでなく，グループで

サンプルプログラムの内容理解を図るた

めの議論，自分たちのソフトウェアの設

計と実装，作成したソフトウェアのプレゼンテーシ

ョンと仕様書作成をアクティブラーニングとして行

わせた． 
3. 実践結果と考察 
プログラミングスキルとオブジェクト指向プログ

ラミングはいずれも 2コマ/週で，履修者数はそれぞ
れ 49名と 59名（再履修者含む）であった． 
3.1 予習用演習問題の学習状況 
プログラミングスキルでは，10週にわたって反転

授業を実施した．その際，新たに設定した予習の成

果を学生自ら確認する問題（予習用演習問題）に学

生が取り組んでいるか確認した（図 2）．達成度 Pi
は一人の学生 iが出題された問題数（Q）に対してい
くつ正解したか（A）を表し（Pi=A/Q*100），平均達
成度 Pは履修者全体Nでの達成度の平均を採ったも
のである（P=1/N*ΣPi, i=1..N）．平均達成度が高けれ
ば，履修者全体が予習を行い，予習の時点で予習用

演習問題を通じて最低限の知識を身につけたと見な

す．約 8割の平均達成度で推移していることがわか
る．学生は予習を継続し演習問題に取り組んでいる

ことが分かる．また併せて，その週の授業冒頭に実

施した確認テストの平均点も示す．確認テストは授

業を通じて最終的に理解すべき全ての内容が含まれ

ており，予習用演習問題よりも難しく設定されてい

る．第 7週以降，確認テストの平均点が低くなって
いるのは学習内容が関数，構造体，ポインタと抽象

的理解が必要となるためと考えられる． 
3.2 動画教材の生成と学生の反応 
オブジェクト指向プログラミングでは，15回の授

業のうち，教員が授業進度を調節した回数は 5回あ
り，予習教材の内容を変更した．遅延なく予定され

た日時で予習教材を提示できた回数は 3回であった．
残り 2回は，新規にスライド作成しなければ対応で
きない内容，動画変換にトラブルがあったため，予

定の日時で予習教材を提示できなかった． 
履修学生 59 人に動画教材に関してアンケートを

実施した．設問「教材は内容の理解に役立ちました

か？」に対して，強くそう思う 5人，ややそう思う 
16人，どちらとも言えない 8人，あまりそう思わな

い 7人，全くそう思わない 0人（有効回答数：36）
という結果となった． 
3.3 アクティブラーニングへの学生の反応 
プログラミングスキルの履修者 49名に対して，反

転授業とアクティブラーニングに関するアンケート

を実施した（有効回答数：22）．「反転授業を採用し
た場合と採用しない場合を比較して，どちらがプロ

グラミング技能を高めるのに役立つか？」という問

いに対して，22名全員が「反転授業を採用した授業」
と回答した．またそれ以外に得られた有益なコメン

トは次の通りである． 
l 個人だと面倒臭がってやらなかったり，プログラ
ミングがわからず手が進まない人でもグループ

内で聞きあったり，先生や TA さんに相談して教
えてもらうことで理解も深まりよいと思った 

l 高度なものを作る，欠点を無くすならばもう少し
アクティブラーニングの時間を増やすべき 

l 実際に行うことにより対応力や経験力が高まる 
l 次週のやることが明確にわかるので今週どの程
度復習と予習に時間を費やせばよいかわかる 
 

4. まとめと今後の課題 
2013 年度より実践しているプログラミング教育

における反転授業の取り組みの中で生じた課題を踏

まえて，2014年度はその実施手順を改善し評価を行
った．今後は，得られた知見に基づき，反転授業と

アクティブラーニングによるプログラミング技能習

得に向けた教授方法の確立と学習支援の仕組みの構

築を図る． 
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図 2  予習用演習課題の平均達成度と確認テストの平均点 
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あらまし：大学の専門科目の１つであるプログラミング科目において，レポート課題の提示時期と提出期

間を工夫することで，学習機会を向上させる手法を提案する．本研究における提案手法は，プログラミン

グ科目以外の専門科目においても実現可能であると考えている． 

キーワード：プログラミング言語教育，e ポートフォリオ利用 

 

 

1. はじめに 
大学の専門科目の内容は，初めて学ぶ内容である

ことが多い．予習・復習に取り組む際に，これまで

にも学んだ経験のある一般教科に取り掛かり，専門

科目を後回しにする，もしくは，時間が足らず，専

門科目の予習・復習に取り組むことができていない

学生が存在するようである．本学においては，各科

目における課題提示が多く，課題の締め切りに合わ

せて学習する習慣がついているようである． 

また，本学においてはレポート提出システム（1）

が準備されており，教員は学生にレポートを提示し，

学生はそのレポートで指示されたファイルを作成し，

提出することができる． 

本研究で対象とする科目は，プログラミング科目

である．この科目の成績評価は，試験:40/100，小テ

スト:30/100，レポート:30/100 である．従来は，試験

が学期末試験のみで，小テストが１～３回実施，レ

ポートも１回～３回実施する．少ない場合は，小テ

スト，もしくは，レポートが１回のみの場合も存在

している．これは学生達に対して，試験と小テスト

とレポートの時に予習・復習を実施すればよい，と

勘違いされる傾向があるのではないかと考える．こ

れらの事情により，プログラミングに関する習熟度

があまり向上せず，後続のプログラミング科目にお

いても，さらなる習熟が困難となる傾向がある． 

ここで本研究は，レポート課題に着目し，大きな

レポートを１回という従来の方針に対して，レポー

ト課題を細分化する手法を提案する．さらに，授業

とレポート課題提示と提出期間を分離する手法を提

案する． 

 

2. 本学のレポート提出システム概要 
本学では，教員が課題等を提示し，指定したファ

イルを学生が提出可能となる，レポート提出システ

ムが存在する．このシステムにおける，教員と学生

の可能な処理概要の一覧を表 1 に示す． 

 

表 1 レポート提出システムの利用可能な項目一覧 

項目 教員 学生 

題目（文のみ） 設定 参照のみ 

内容説明（文のみ） 設定 参照のみ 

公開日時 設定 参照のみ 

提出期間:開始日時 設定 参照のみ 

提出期間:終了日時 設定 参照のみ 

提出対象ファイル 設定 提出 

提示資料（ファイル） 設定 参照のみ 

 

題目や内容説明には，図表を記述できないため，

内容説明には提示資料を参照する旨を書くのみで，

提示資料のファイル内に課題内容と関連する図表を

含んだ説明を記載することを行っている． 

 

3. 本研究における学習機会向上の試み 
本研究では，これまでにも学生の学習機会を向上

させる目的でいくつかの手法を試行している．この

中で，レポート課題を細分化する手法と授業とレポ

ート課題提示と提出期間を分離する手法を説明を行

う． 

 

3.1 レポート課題を細分化する手法 
本研究で対象としたプログラミング科目において

従来は，本学のレポート提出システムを利用し，こ

れまでは１つの大きなプログラム課題の提出期間を

約１ヶ月で課していた．これは，大きなプログラム

の作成の困難さから，教員が課題に取り組む時間を

考慮した期間であった．しかし，学生は早々に取り

組む，もしくは，提出終了日時付近になってから取

り組み始める，のどちらかであることが多い．ここ

で，プログラミング学習に触れる機会を増やすこと
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を目的に，１つの大きなプログラム課題を細分化し，

小さなプログラム課題を授業の終了時，もしくは，

授業日中に毎回課すこと（図 1）を試み，課題の提

出終了日を次授業日とした． 

 
図 1 レポート課題の細分化 

 

しかし，授業日であるレポート公開日，もしくは，

レポート提出終了日に学生達がレポート課題に取り

組むことが多く，学習機会向上の効果がないように

感じた． 

 

3.2 授業とレポート課題提示と提出期間を分離する

手法 
前述の細分化した小さなレポート課題を課す点に

おいて変更はないが，レポート課題を課す時期にお

いて次のような変更を試みた． 

本学のレポート提出システムは，レポート課題の

公開日時と提出期間を別途指定できることから，レ

ポート課題の公開日時を授業の数日後で設定し，レ

ポート提出開始日をレポート公開日時と同じ日時と

し，レポート提出終了日をレポート公開日時の数日

後（図 2）とした． 

 
図 2 授業・レポート公開・提出期間 

さらに，祝祭日による授業曜日変更のため，次授

業まで 7 日以上空く場合には，レポート提出終了日

時の次の日に２つ目のレポート公開日時を設定し，

数日後に２つ目のレポート提出終了日時を設定する

ことで，学習機会向上のための手法を試行した． 

 

4. 学習機会向上に関する考察 
まず，レポート課題を細分化する手法について考

察を行う．この手法は，当初は学生にレポートに取

り組む機会を一週間近く用意していることから，学

生の自由な時間に取り組んでもらうことを想定して

いた．しかし，学生の行動は，プログラミングの授

業があった日にそのままレポートに取り組むパター

ンと，レポートの提出終了日時が近づいてからあわ

ててレポートに取り組むパターンの大きく２つに別

れることが分かった．このように学生から聴取した

状況より，一週間弱の期間プログラムに触れない学

生が多いことも分かった．この状況と分析により，

前述した通り，ほとんど効果がなかったのではない

かと考察する． 

次に，授業とレポート課題提示と提出期間を分離

する手法について考察する．本学のレポート提出シ

ステムの利用方法で工夫し，細分化した小さなレポ

ート課題に対する，授業日とレポート課題提示と提

出期間を分離する手法について考察する．受講学生

からプログラミングを継続することで理解に繋がっ

た等のコメントをいただくに至った．このことから，

授業日とレポート課題提示と提出期間を分離するこ

とで，学生はプログラミング学習を継続して実施す

ることとなり，プログラミング学習の習慣化，そし

て，プログラムの理解へと繋がったのではないかと

考察する． 

 

5. まとめ 
本研究では，細分化した小さなレポート課題を，

本学におけるレポート提出システム活用することで，

授業以外にもプログラミング（専門科目）を学習す

る機会を向上することができた．学生からも学習す

る習慣が付いたとの感想もあり，本研究が提案する

手法に対して効果があると感じた． 

本研究では，プログラミング科目に特化している

が，他の専門科目でも実施可能である．また，本学

のようにレポート提出システムが存在しない場合に

おいても，Moodle 等の LMS システムの課題提示・

提出機能を活用することで，本研究の提案手法を実

現することが可能である．他にもレポートの提示を

Web ページで行い，学生からの課題提出をメール添

付で実施するという方法においても，本研究の提案

手法を実現可能である． 

今後の課題として，以下の３つを検討している．

１つ目は，レポートの採点結果を次授業時に返却し，

学生が予習・復習や次のレポート課題に活かすこと

ができるようにすることである．２つ目は，採点結

果においても，学生に減点箇所が分かりやすくなる

方法の検討である．３つ目は，レポート課題を細分

化することにより，教員の採点における負荷も向上

してしまったため，採点における負荷軽減に関して

も検討する必要がある． 
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プログラミング学習における系統的な授業の展開 
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あらまし：本研究は大学でのプログラミング学習において，特に初年次での導入授業と，基礎スキルを身

に付けた後のソフトウェア開発授業での改善を行い，学習者の実践的な問題解決力を向上させることを

目的としている．東海大学では 2014 年度から言語に依存しない学習内容を基本とした入門授業を設置し，

さらに協同作業によってソフトウェア開発を行う実践的な学習を実施している．発表では実践事例と受

講者の意識調査について報告をする． 
キーワード：アルゴリズム, オブジェクト指向, ビジュアルプログラミング, プログラミング言語教育 

 
 
1. はじめに 
情報分野においてソフトウェアの重要度は増大し

ており，世界では初等中等教育からプログラミング

学習を実施する国が増えている．一方，日本では教

科情報において「情報の科学」を採用する比率は低

く，さらに本格的なプログラミング教育を行ってい

る授業は少ない． 
また大学ではプログラミング言語での文法解説を

中心とした授業が多く，本学においては二年次まで

に学科開講のプログラミング授業を履修した学生が，

実質的なソフトウェア開発スキルを身に付けていな

いために，三年次以降のゼミナールや卒業研究の着

手時に再度プログラミングを学び直す必要にせまら

れるパターンが多く見られる（1）． 
東海大学情報教育センターでは，これらの現状を

踏まえて，学習者の実践的な問題解決力を向上させ

ることを目的に，2014 年度からカリキュラム変更を

行い，系統的なプログラミング学習を行う授業を用

意した． 
実践的なソフトウェア開発に通用するプログラミ

ング能力を習得するためには，知識の習得と試行錯

誤によるプログラミング経験値の向上の両立が必要

である．これを実現するためには継続的な学習の積

み重ねが必須であり，受講者の学習意欲と向上心を

引き出すことが重要である． 
本研究では，新しいカリキュラムを有用にするた

めに，履修者の動機付けについてアンケートおよび

学習効果を関連づけて分析して，授業改善に生かす

ことも目的としている． 
 

2. カリキュラムの概要 
 
本センターが開講するプログラミング系科目は，

表 1 に示す通り，プログラミング入門からステップ

アップしていき，本格的なソフトウェア開発までを

身に付けられる内容としている．これらの授業は，

本学湘南キャンパスにある全ての学科・専攻の学生

が履修できる． 
 

表 1 プログラミング系科目（情報教育センター） 
科目名 

プログラミング入門 
プログラミング基礎（言語別開講） 
プログラミング応用（言語別開講） 
アルゴリズム 
オブジェクト指向プログラミング 
コンピュータグラフィックス 
コンピュータシミュレーション 
モバイルアプリケーションプログラミング 
ソフトウェア工学 
 

 基礎レベルを学ぶ授業は，プログラミング入門・

基礎・応用の三段階として，基礎的なプログラムを

自分で作り上げる力を養うことを重視している．特

に初年次を主対象とした「プログラミング入門」で

は，言語に依存しないプログラミングスキルの習得

を目的として，学習ソフトウェア（Viscuit，Scratch，
Blockly 等），ロボットやアンプラグド CS を取り入

れた授業を展開している．この授業は高大連携によ

り東海大学付属浦安高等学校で開講している選択情

報（3 年生対象）でのプログラミング授業の成果を

活用してシラバス作成を行った（2）（3）（4）． 
 さらに本センターは選抜制の「ICT 特定プログラ

ム（40 単位）」を設置して，少人数指導で本格的な作

品製作のサポートを行っている．設置科目を表 2 に
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示す．特徴としては，セメスタ単位では難しい継続

的な指導を全学科・専攻に対して行い，本格的な作

品を完成して発表を行う場を作り出している点であ

る． 
 

表 2 ICT 特定プログラム科目 
科目名（内容） 

ICT 概論（専門知識の拡大） 
ICT スキルアップ（弱点補強，長所アップ） 
ICT コラボレーション（協働作業による製作） 
ICT スタートアップセミナー（履修・研究指導） 
ICT ゼミナール入門（作品製作指導） 
ICT ゼミナール A（作品製作実践） 
ICT ゼミナール B（作品製作実践） 
ICT ファイナルセミナー（発表・論文記述指導） 
 
 

3. 授業・履修の状況 
2015 年度春学期におけるプログラミング入門履

修者に対して行ったアンケート結果のうちプログラ

ミング経験に関する項目を表 3 に示す．ここで表か

ら，履修者は高等学校で教科情報を受けていたにも

関わらず，プログラミングを経験している比率が少

ないことが分かる．このことは，初年次でのプログ

ラミング学習の必要性のみならなず，初等中等教育

でのプログラミング学習を広めて行かなければなら

ない現状を示している． 
 

表 3 プログラミング経験 
経験 回答数 

習ったことがない 39 
中学校以前から経験あり 1 
高校ので経験あり 4 
大学で経験あり 9 
（2015年度春学期・火曜 4 限実施，有効回答数 53） 
 
次に同上アンケートでのプログラミングに対する

意識に関する項目を表 4 に示す．この表からは，プ

ログラミング経験者・未経験者に関わらず，苦手意

識を持っており，この意識を変えつつ，プログラミ

ングに対する学習意欲を向上させることが必要であ

ることが分かる 
 

表 4 プログラミングに対する意識 
経験 回答数 

とても難しい 17 
結構がんばれば出来そう 28 
少しがんばれば出来そう 8 
普通に出来る 0 
得意な方だと思う 0 
（2015年度春学期・火曜 4 限実施，有効回答数 53） 
 

4. 今後の展開 
現在，新カリキュラムは 2014 年度から難易度が低

いものから順次開講しており，2015 年度秋学期には

プログラミング応用が開始して，基礎段階のカリキ

ュラムがすべて実施される予定である． 
発表では，現在実施中の授業内容と受講者の理解

度に対する分析に加え，ICT 特定プログラムでの協

同作業の具体的な内容を紹介する予定である． 
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数式自動採点 eラーニングコンテンツの問題フォーマット変換ツールの開発 
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あらまし：数学の e ラーニングにおけるアセスメントとして, 学習者が, ランダムに自動生成される問に
応じて, 意味と構造を持つ数式で解答し, システムが自動採点してフィードバックを与える方式は有望で
ある. このような問の作成にはコストがかかるため, 異なる種類のシステムの異なるフォーマットの間で
も問の共有を行うことが期待される.  システムMaple T.A.からシステムMoodle上の STACKへのフォー
マットの変換を行うツールを開発した. 
キーワード：eラーニング，数式処理，教材共有，フォーマット変換,  XML 

 
 
1. はじめに 
数学のオンラインアセスメントには独特の問題が

ある．高等教育における数学では,  学習者の記述し
た証明, または証明の主要部分である計算過程によ
り評価すべきであるとする考えがある. このような
証明や過程は, オンラインで, 機械が理解するよう
な構造を保って学習者が入力することは困難である. 
また, 仮に入力できたとしても, 自動採点も自明で
はない.  
この困難を回避するため, 多肢選択方式や，数個

の数値に情報を集約して入力する数値解答方式が使

われてきた. しかし, 近年, 意味を保った形で数式
そのものを入力する数式入力方式が注目されている. 
数式を入力する場合, 等価な正解の数式が多数存在
することから, その自動採点には数式処理ソフトウ
ェア(CAS)の使用が必要になる. 問題をランダムに
生成する場合には, 生成にも採点にもCASの使用が
必要である. 
ランダムに生成された問題に対して学習者が数式

を解答として入力するオンラインアセスメントを用

いた実践として, webMathematica を基盤に構築した
システムを用いたもの(１), STACKを用いたもの(2)(3), 
Maple T.A.を用いたもの(４)が報告されている. 
数式自動採点コンテンツは作成にコストがかかる

ため教授者間での共有が望まれる．後述する通り

Maple T.A.には共有サービスが統合されている. ま
た , STACK の形式をサポートする共有システム 
mathbank.jp (5)が運用されている.一方, 基盤となる
CASの文法が異なることから，異種システム間のコ
ンテンツ共有に困難があることが指摘されてきた. 
これに対し, コンテンツよりも高次の数学的記述で
ある仕様書の共有すべきとの提案(6)もある. 
本研究では, 限られた範囲であるが数式自動採点

コンテンツの異種システム間の変換を可能にするツ

ールを開発した. Maple T.A.からエクスポートされ
た Question Bankを変換し, Moodle の STACK 問題

タイプの Questionとしてインポート可能にするもの
である. このようなツールは, 商用の Maple T.A.で
開発されたコンテンツを, 無料の STACK で多くの
利用者に使用可能とすることに役立つと期待され

る. 
龍谷大学理工学部では, 入学前教育及び初年次教

育に用いるため, Maple T.A.を利用した数学学習シ
ステムの構築を構想している. このようなシステム
の構築, 問題バンクの構築は, 一組織が孤立して実
行するのではなく, 国内外の数学 e ラーニングコミ
ュニティでの情報やコンテンツの共有を行いつつ実

施することが効果的である. 本研究の最終的目的は, 
システム構築にあたって, コミュニティとのコンテ
ンツの共有を実行可能とすることにある. 
 
2. STACKと Maple T.A.の比較と変換 
2.1 Maple T.Aの特徴 
	 Maple T.A.は, Javaで書かれ Tomcat上で動作する
Maplesoft 社の商用の Web 数学アセスメントシステ
ムである . 簡単な数学的処理 (Moodle の Quiz の
Calculation 問題タイプ程度のもの)は自ら処理し , 
複雑な数式の計算は作問者が明示的に商用の CAS
である Maple の呼び出しを指定して処理する. 
	 Maple T.A.にはWebベースのオーサリングツール
が付属しており,初期バージョンから存在する独自
の .qu 形式とXML形式でQuestion Bankをインポー
ト, エクスポートが可能である. 独自形式 .qu は手
動による作成も考慮されており, LaTeX との間の変
換ツールも公開されている.  
  Maple T.A.には作問者間のコンテンツ共有を支援
する機能・サービスがある. Web に問題をアップロ
ード・ダウンロードできる Maple T.A. Content Center 
とよばれる CMS, Maple T.A.に統合されたMaple T.A. 
Cloud とよばれる共有サービスがある. 
2.2 STACKの特徴 
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STACK は, LMS Moodleの Quizの問題タイプで, 
PHP で書かれ , オープンソースの CAS である
Maximaを呼び出している. 特徴として, オープンソ
ースで開発されており, 無料で使用できるライセン
スとなっていることがある.  
機能の面では, 学習者の入力を数式として解析し, 

誤りに対応したフィードバックを返すことができる. 
作問者はこの対応を Potential Response Tree (PRT) 
と呼ばれるデータ構造で指定する. 
2.3 Maple T.A. と STACKの比較 
  両者とも最終的には Web ページ上に問題文やフ
ィードバック文を表示することから , これらを
HTMLで書かれたテキストとして保持するという共
通点がある. 
  一般には, Maple T.A. と STACKの Question を指
定するデータの要素は 1 対 1 には対応していない. 
例えば, STACKにはPRTがあって多くの場合に分岐
したフィードバックを含むのに対し, Maple T.A.は
正誤判定しか行わずそれに応じたフィードバックも

ない. 表示や挙動を指定するオプションも STACK
のほうが豊富な傾向にある. 一方, ヒントとペナル
ティのように Maple T.A.にしかない機能もある. 
  また, CAS の文法は両者で異なり, 商用の Maple
のほうが多機能である. 
 
3. 変換ツールの仕様 
本ツールは，Maple T.A. の .qu 形式の Question 

Bank を標準入力から受け取り, Moodle の Question 
Bank にインポートできる Moodle XML 形式で標準
出力に書き出すコマンドラインツールである. 

.qu 形式, Moodle XML 形式とも key に対応する
value を記録しているとみなして説明する. 
両者とも,  次の様なデータを value として保持す

る. 
l HTML形式で書かれた問題文 
l それぞれの CAS の文法や独自の文法で書かれ

たランダム問題生成プログラム 
l 正解や正誤判定プログラム 
l 採点後に表示する HTML 形式で書かれたフィ

ードバック文 
l 採点方法や表示方法などのメタデータ  
本ツールでは,  あらかじめ作成した両者の keyの

対応表に基づき, value を適切な位置に移すことだ
けを行っている. 特に, CAS 文法の自動変換は部分
的にしか行わず, 本ツールによる変換後に手動で行
うことを想定している. また, HTML形式の valueも
(埋め込まれた CAS文を除き)変換を行っていない. 
本ツールでは, Maple T.A.の Questionのデータの, 

STACKに対応する keyがある重要な valueだけを変
換し, 対応する key がない部分の value は単に既定
値で埋めることとした. 

 
 

4. ツールの実装 
本ツールは, Python の XML, HTML処理ライブラ

リである lxml を使用し, コマンドラインツールと
して実装している. Moodle 2.8, Maple T.A. 10を対象
として, Python 2.7, lxml 3.4.4により実装した. 

 
5. ツールの評価 
本ツールの評価は，現在のところ予備的な段階に

とどまっている．開発用のテストデータとして用い

たものとは別の, Maple T.A. Content Center から取得
したいくつかの Question, 報告者以外の大学教員が
作成し実際に学生向けに使用しているいくつかの

Question を検証データとして変換し, 仕様通りに変
換されることを確認した. 
 
6. おわりに 
本ツールに対して, 評価を実施することが必要で

ある . 評価の方法としては , Maple T.A. Content 
Center や Maple T.A. Cloud から Question を無作
為に取得して変換を行い, 結果を統計的に調べるこ
とが考えられる. また, 変換の出力である Question 
を STACK で実際に学習に使用し, その効果を測定
することも考えられる． 
本ツールを補うものとして, 当然，Moodle XML

形式から .qu 形式に変換するツールが考えられる. 
両者がそろうことにより, 完全な自動ではないとは
いえ, Maple T.A. Content Center, Maple T.A. Cloud と
mathbank.jp との間のコンテンツの双方向の共有が
可能になる. 
ツールが扱う Maple T.A.側のファイル形式として

XMLを選択することも可能だった. この場合, XML
形式同士の変換となるので, XSLT を利用する可能
性がある. しかし, Maple T.A. の XML形式の仕様は
文書化されていないため, 本ツールの対象としては, 
文書化され過去との互換性が保証される .qu形式を
採用した. 
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地域学習用 e-Learningシステムにおける動的構築機能の活用蓋然性 
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Dynamically in an e-Learning System for learning Good Points of Local Areas 

 
 

池本 有里*1, 鈴木 直美*1, 山本 耕司*1 
Yuri IKEMOTO*1, Naomi SUZUKI*1, Kohji YAMAMOTO*1 

*1
四国大学 

*1Shikoku University 
Email: ikemoto@keiei.shikoku-u.ac.jp 

 

あらまし：筆者らは徳島県の文化・歴史・産業・自然や防災等を学ぶ e-Learningシステムを Moodleで開

発し、徳島県内の学校教育において活用を始めている。そこには教材 DB から教師が素材を選んでコース

を組み立て、地域の実情に応じた学習環境を児童生徒に適宜提供できるようにしている。この機能は有用

であるものの利用方法を習熟する必要があり、研修が重要となる。研修の現状等を報告し、活用に向けた

蓋然性を探る。 

キーワード：e-Learning，Moodle，地域学習，防災学習，教材データベース  

 

1. はじめに 
全国的に人口減少が著しい今、国は地方創生をキ

ーワードに、地方の人材育成に本腰を入れて取り組

みかけている。徳島県も、進む少子高齢化を危惧し、

地元で育った若者が地元で就職し、地元で活躍する

ための施策を試行錯誤しながら様々な取り組みを行

っている。 

筆者らは平成 22 年度に徳島県教育委員会（以下

「県教委」）に対し、ブロードバンド網の世帯普及率

が全国一という徳島県の特長を教育に活かし、地域

に根ざした学習を促すことで、地元に貢献する人材

育成に繋げていこうという提言を行った。そして、

その県教委から委託を受け、平成 23 年 10 月から 24

年 9 月までの 1 年間をかけて「徳島学びのコンテン

ツ機能充実事業」を実施した。これは、地元地域の

特長を学ぶ教材コンテンツを充実させた e-Learning

による人材育成基盤を構築するというものである。 

この e-Learning システムは、平成 24 年 10 月から

運用を開始し、その後利用研修を繰り返し実施して、

徐々に活用の幅が広がっている。本稿はその概要を

改めて説明し、利用状況やそこでの成果を述べると

ともに、利用者が新たな教材を作成し、動的にコー

ス形成していくことのできる機能の活用蓋然性につ

いて報告するものである。 

  

 

2. システムと教材の開発 
教育ネットワーク上で自由に活用できる部品とし

て教材が豊富にあることは、小中学校などで豊かな

教育を行う上で実に有用である。教材を利用する上

で著作権に気遣いが必要となれば、これが利用を制

限することにも繋がる。そこで、本研究では地域と

一体となって、地域を学習できる Open 教材を作成し

た。それは、図１に示すような、数多くの広範な内

容を取り上げ、筆者らが足を使って取材し、全てを

一から作成することで、オープンな利用を損なわな

い教材を作成した。 

 

 

図1 問題バンクに登録のコンテンツ 

 

オープンソース LMS である Moodle の問題バンク

機能を用いて登録したこれらの教材は、教材 DB と

称する外部データベースに蓄積し、Moodle で運用管

理するシステムを構築した。そのイメージは図２の

通りである。 

 

図2 教材コンテンツの活用イメージ 
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Moodle は、多くの機能を有するが、小中学校教諭

等がその利用方法を習熟するのは難しく、むしろそ

れら多くの機能が利用を妨げることを懸念し、利用

者には必要最小限のメニュー画面をカスタマイズし、

利用者のレベルに合わせて機能を付加したメニュー

を表示している。さらに、以下の機能追加を行った。 

 

（１）印刷機能 

①表題・名前欄の印刷選択機能及び解答の印刷選

択機能の追加 

②横書き(段組なし、２段)・縦書き(段組なし、２ 

段)・用紙サイズ(A4、A3)の選択機能の追加 

③PDF 形式でのダウンロード機能の追加 

④教材の部品(コンテンツのテキストとイメージ)

ダウンロード機能の追加 

（２）動画変換機能 

様々な動画の形式(avi, mov, mpg, mp4)から flv形式

に変換する機能の追加 

（３）問題バンクコンテンツ検索機能 

作成したコンテンツをキーワード検索(ライク検

索)する機能の追加 

（４）システム利用状況確認機能 

期間設定(月単位)及びシステムの利用状況をペー

ジに表示または CSV 形式でダウンロードする機

能の追加 

【確認項目】ログイン履歴 ログイン回数 小テ

スト閲覧回数 コンテンツ閲覧回数 

 

 

3. 多様な教育現場での活用を目指すシステム 
２章で述べた Moodle 機能の制限と追加・強化を

図ることによって、多様な教育現場での活用を可能

とする環境を実現している。そして、それら教材が

オープンであることにより、このシステムの最大の

特徴である現場教師による動的問題構築を可能とし

ている（システム内の「学校領域」）。現場の教師は

その教材バンクから必要に応じてチョイスした説明

と問題を適宜組合せ、ブロックキャップを組み立て

るように独自の学習コースを簡単に作成できる。そ

して、教室ではオンラインで、あるいはプリントに

して配布したり、自宅での宿題や自主学習をフォロ

ーするコースを設定したりする。さらに教師が独自

に問題を作成し、問題バンクに追加登録し、さらに

これらを学校内で共有することも想定している。こ

うすることで、多様な学校、多様な子供達の発達段

階に応じ、融通をきかせて調整できるメリットがあ

り、独自のテーマを織り込んで、学校毎やクラス毎

での幅広い利用が可能となるようにしている。 

 

4. システムの利用と評価 
本システムの運用開始（平成 24 年 10 月）から平

成 25 年 12 月末までの約１年間の利用状況は、延べ

22,415 回のログインがあり、延べ 2,482 コースが閲

覧されている。 

活用方法としては、 

（１）学校教育での活用 

 学校では e-learning システムを利用する前にユー

ザの役割設定（教師ユーザ、編集権限のない教師ユ

ーザ、児童生徒ユーザ）を行い、学校独自で教材コ

ンテンツを作成できる「学校領域」を活用して、教

師ユーザが e-learning システム内のコンテンツを複

写し、内容やコース設定等を編集することによって、

児童生徒の学習状況や学習形態に応じた教材を作成

することが可能になる。そして、①一斉授業、②個

別授業、③不登校や長期欠席者への学習支援、④学

習教材の共有化、に有効活用を図ることができる。 

 しかし、これら機能は、実際は十分認知されてお

らず、実態は一部の学校での利用にとどまっている。

機能の利用法ではなく、蓋然性の周知徹底を図り、

有効活用の成されることが期待される。 

（２）学校教育以外での利用 

 ①生涯学習や社会教育での活用、②教職員研修で

の活用などが考えられる。 

 教職員研修として、夏季休業中の希望研修では

「e-Learning システム利用と教材作成」に平成 25 年

度は 15 名、26 年度には 20 名が受講した。コンプラ

イアンス研修会では平成 26年度の7月研修では延べ

14,000 名、12 月研修には延べ 12,000 名が参加してい

る。情報セキュリティー研修会には 8,000 名が参加

し、数多くの教職員に e-Learning の良さを生かした

有効活用が成されている。 

 

5. まとめ 
徳島の地方の良さを学ぶ e-Learning システムは、

運用をスタートして３年半となる。この間、運用元

の徳島県総合教育センター職員が、折に触れて研修

を実施し、学校現場での利用促進に努めてきた。し

かし、現場での利用にはさらに根気強く利用促進し

ていかなければ、その良さを認識しないままシステ

ムが陳腐化してしまう恐れがある。 

地方創生が謳われている今でこそ、学校現場の教

員が動的に問題作成し、独自のコースを構築して

個々の児童生徒に応じた有効活用のできる好機であ

る。どう「学校領域」の活用法を示していくべきか

を早急に検討し、県教委へどう取り組むべきかを提

言していきたい。 
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あらまし：ゼミ活動における論文調査発表は学生の重要な学習経験の一つであるが，その学習活動の体系

化は十分であるとはいえない．本研究は論文調査発表における学習プロセスのモデル化を目指し，論文調

査発表の実践において学生がどのようなときに研究課題の深化を実感したかを調査した．その結果「興味

関心のある論文を発見したとき」などが挙げられた．一方，学生が調査内容などを整理するための振り返

り支援の必要性が示唆された． 

キーワード：ゼミ活動，論文調査発表，研究課題の深化，学習支援プラットフォーム 

 

 

1. はじめに 
近年，大学教育において，従来の「学力」だけで

なく，社会に出て役に立つ知識やスキルといった＜

新しい能力＞(1)の学習が求められるようになってき

た．これに対し大学授業は，教師中心の知識伝達型

の授業から学生中心の知識構成型の授業へと転換し

つつある．一方，ゼミ活動が従来から理工系の研究

室で重要視され，教科書や講義では培えない徒弟制

度的な暗黙知などの学習が行われてきた．上記の社

会的要請に対し，ゼミ活動も変わっていかなければ

いけない．今後はゼミ活動における学習手段の開発

や，その評価方法の開発が重要になると思われる． 

著者らは，ゼミ活動形態授業のモデル開発(2)(3)およ

び学習支援プラットフォーム開発(4)に取り組んでお

り，それらの一環として，論文調査発表を通じた学

習プロセスのモデル化を目指している．山田(5)は，

よい研究を行うために必要な８つの力を，「聞く力」

「課題発見力」「情報収集力」「情報整理力」「読む力」

「書く力」「データ分析力」「プレゼンテーション力」

として分類しているが，同時にこれらはゼミ活動を

通じて学習可能な力と見なすこともできる．しかし

ながら，ゼミ活動における学習の実態が明らかにな

っているとはいえないのが現状だと思われる． 

本稿では，「課題発見力」の学習という観点から，

論文調査発表において学生が研究課題を発見し，そ

の内容を深めていくプロセス（研究課題の深化）の

促進を目的とする．本プロセスを促進するためには，

まず学生自身が研究課題の深化を実感することが重

要である．そこで，論文調査発表において学生がど

のようなときに研究課題の深化を実感しているのか

を実践を通して調査した． 

2. 論文調査発表の実践 
本実践は，早稲田大学人間科学部の３年生を対象

として行われたものである．本学部では，学生は３

年次からゼミに配属され，1 年間ゼミ活動を通して

学んだ後，４年次から卒業研究に取り組むという体

制をとっている．３年次における活動目的は，４年

次の卒業研究に向けた専門知識・スキルの学習や，

研究課題の深化などが主なものである． 

論文調査発表を行った学生は著者らのゼミに所属

する３年生８名である．期間は，2014 年４月〜2015

年 1 月である．毎週２，３名の学生が調査した論文

の内容を発表し，参加者全員で議論を行う．ローテ

ーションを組んでこれを実施する．本実践の一連の

流れは次のとおりである： 

(i) 学生は Web 上にあるデータベース等を検索

し，自分の興味関心のある論文を調べる 

(ii) 論文の内容を読み，それを発表ファイルに

まとめる． 

(iii) 発表を行った後，質疑応答を行う． 

(iv) (iii)のフィードバックを踏まえて，(i)に戻り

再び論文調査，発表を繰り返す． 

本実践では，論文調査発表における学生間での情

報共有を促進するため，論文の書誌情報，論文骨子

（背景と目的，方法，結果，結論）のメモ，および

発表ファイルを Web 上で共有できるプラットフォ

ームを開発し，利用している． 

 

3. アンケートに基づく評価 
3.1 方法 
本実践の終盤（2014 年 12 月 19 日）にて，アンケ

ートを実施した．主な質問項目として，(a)「研究課
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題が明確になってきている（研究が順調に進んでい

る）かの実感」，(b) 「論文を読んでまとめる際に重

点的に読んだ箇所」，(c)「論文を検索する際に意識

したこと」，(d)「研究課題が深まったと感じたとき」

である． 

3.2 結果と考察 
質問(a)に対して，研究が順調に進んでいると実感

していると思う学生は 4 名，そう思わない学生が 4

名であった．以降，それぞれを高群と低群と呼ぶこ

ととし，区別して回答の集計を行った． 

図１〜図３にそれぞれ，質問(b)〜(d)の回答結果を

示す．図１を見ると，学生は論文を読むときに，「目

的」，「結果・考察」，「結論」を特に重点的に読んで

いることがわかる．図２を見ると，学生は論文を調

査する際に，興味関心や自分の研究にどう繋がるか

を意識していたことがわかる．これに対し，図３を

見ると，自分の研究のキーワードや興味関心のある 

論文を発見したときに，取り組みたい研究課題が深

まったと感じる学生が多いことがわかる．このこと

から学生は研究課題の深化を意識して論文を選択し

ていたものと思われる．一方で，「これまでに調査し

た内容を整理したとき」「自分が研究で行いたいこと

を整理したとき」「調べたことと自分の研究を結びつ

けられたとき」の回答数が少なくなっている．この

ことから読んだ論文の内容の振り返りが十分ではな

く，支援が必要であると思われる． 
 

 
図 1 質問(b)「論文の中で重点的に読んだ箇所」 

 

 
図 2 質問(c)「論文検索の際に意識したこと」 

 
図 3 質問(d)「研究課題が深まったと感じたとき」 

 

 

4. おわりに 
本研究では、論文調査発表において，学生がどの

ようなときに研究課題の深化を実感したかを調べた．

今後は論文の振り返り支援のための学習支援プラッ

トフォームを構築していきたい． 
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研究活動内タスクに関する計画立案・遂行支援システムの開発 
 

Development of a Support System for Planning and Executing Tasks in 
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あらまし：本研究では，研究活動の円滑な遂行を支援するために，研究活動を行う中で生じる文献調査，

開発，実験，データの分析，論文執筆等の具体的なタスクを実施する際の，計画立案と遂行を支援するシ

ステムを開発している．本システムでは，計画の立案時・遂行中・完了時にそれぞれ以下のような支援を

行う．計画立案時には，自身・他者による過去の計画を参照することでタスクに見合う期間を設定した適

切な計画の立案を支援する．計画遂行時には，指導教員等からのコメントによる外発的動機付けを促進す

るとともに，自身の計画遂行状況を随時確認することによって内発的動機付けを促進する．計画完了時に

は，計画に対する自己評価を行うことで計画遂行状況の振り返りを促す．本稿では，システムの概要につ

いて述べる．	 

キーワード：研究活動，タスク，計画立案，計画遂行，振り返り 
 
1. はじめに 
多くの大学では卒業研究をはじめとした研究活動

を学生に課している．著者らの所属学科では，学部

4年次に，1年間卒業研究を実施する．また，大学院
に進学した者は，その後も研究を継続して行う．し

かし，研究活動を行う中で，計画の立案や遂行に関

して悩みや反省を持つ学生が多く存在する(1)． 
著者らは，研究活動を妨げる要因および研究活動

の実態についてのアンケート調査を，所属学科を卒

業し大学院に進学した学生，すなわち少なくとも 1
年間の卒業研究を経験した学生 78 名に対して実施
した．この調査の結果，調査対象となった学生のほ

とんどは，研究活動に関する何らかの計画を立てて

いるが，計画通りに進まないという問題を抱えてい

ることが分かった(1)． 
なお，この調査では研究活動に関する計画を「期

限と活動内容を定めたもの」（例：今週の金曜日まで

に実験を終える）としており，ある研究全体につい

て長期的な計画を定める，いわゆる「研究計画」と

は質の異なるものである．また，本稿では上記の「活

動内容」を，研究を行う中で発生する具体的な「タ

スク」（例：文献調査，システム開発，論文原稿執筆

等）として扱い，それぞれのタスクについて実施す

る期間を定めたものを「計画」としている． 
本研究では，上述のような計画遂行に関わる問題

の原因を，以下のように分類している． 
(1) 立案した計画（タスク・期間）に問題がある 
(2) 立案した計画は適切であるが 
(2-1) 計画遂行の動機付けが維持できなかった 
(2-2) 計画遂行中に想定外のタスクが発生した 
(2-3) 想定した結果を得ることができなかった 

 

研究を実施する中で，これらのような状況に陥る

ことを防ぐために，本研究では研究活動の中で生じ

るタスクについて，適切な計画の立案と遂行を支援

するためのシステムを開発している． 
 

2. システムの概要 
本研究で提案するシステムは，タスクの内容や後

述する研究活動のプロセスが共通している学生によ

る使用を想定しているため，例えば一つの研究グル

ープや研究室において運用される．また，過去の計

画に関する情報を蓄積することを重視しているため，

単年度ではなく複数年度に渡って継続的に運用する

ことを想定している． 
学生が本システムへログインすると，ホーム画面

として，学生が現在遂行中のタスクと今後遂行する

タスクがカレンダー上に表示される（図 1）．  
タスクを遂行したい期間をカレンダー上でドラッ

グすることで，計画の立案画面が表示される．立案

画面では計画に関する情報として，タスクの内容・

遂行開始日・終了日・タスクが属するプロセスを入

力する．立案された計画は，システム上に蓄積され，

指導教員や他の学生らと共有される． 
本研究では，計画を立案しようとしているタスク

の研究全体における位置づけを明らかにするために，

研究活動のプロセスを定義している．表 1に示すプ
ロセスは，研究活動に関する先行研究を参考に，著

者らの研究分野（教育・学習支援システムの開発）

をモデルとして定義したものである(2)．他分野を研

究する学生が本システムを使用する際には，その分

野に応じたプロセスを定義する必要がある． 
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図 1 ホーム画面 

 
表 1 研究活動のプロセス 

カテゴリ プロセス カテゴリ プロセス 
問題定義 文献調査 実験 実験の遂行 
 文献以外の 

調査 
 実験結果の 

分析 
 研究の 

現状分析 
成果発表 卒論・修論執筆 

卒論・修論発表 
 調査結果の 

分析・熟考 
 学会論文執筆 

学会発表 
開発 知識・技術習得 

試行錯誤 
実装作業 

その他 進捗報告 
打ち合わせ 

 
計画立案時にタスクに見合う適切な期間を設定す

ることを支援するために，過去に自身・他者が遂行

した同様の計画を検索し，計画の遂行状況や他者か

らのコメント，計画に対する自己評価を参照する機

能を提供している． 
計画遂行中の支援としては，動機付けを維持する

ために，コメント付加機能を提供している．指導教

員や同研究グループの学生らが計画遂行状況を把握

した上で，進捗状況に関するコメント等を与えるこ

とで，外発的な動機付け促進が可能になる．加えて，

自身の遂行状況の把握を支援する機能を提供するこ

とによって，内発的な動機付けを促している． 
計画遂行完了時には，自己評価を行う機能を提供

している．自己評価を行う際には，計画の遂行状況

を確認する必要があり，計画が予定通りに進んだ，

あるいは進めることができなかった要因を振り返る

ことができる．このことによって，次回以降の計画

遂行時に，どのように進めることが適切であるかを

考え，反映することができる． 
 

3. 計画遂行状況の把握 
上述した計画立案時・遂行中・完了時のいずれに

おいても，計画がどのように遂行されている（いた）

かを把握する必要が生じる．本システムでは，計画

遂行時に収集・生成するファイルを，全て Dropbox 

for Business（以下 Dropbox）上で管理し，計画とフ
ァイルを関連付ける機能を提供し，各計画において

どのような成果を得たかを把握することを可能にし

ている．また，Dropboxでは，PCの特定のフォルダ
に置いたファイルの保存・削除による状態の変化（更

新履歴）を全て記録している．この情報を用いて，

計画遂行中のいつ，どのファイルに，どのような変

更が加えられたかを遡って確認することで，計画の

遂行状況を把握することができる．システムの開発

や論文執筆等のファイルの更新が伴う活動について

は，状況の把握は容易であるが，文献の精読や打ち

合わせ等のファイルの更新を伴わない活動について

は，活動内容を（ファイルとして）外化する活動を

併せて行う必要がある． 
著者らの調査では，文書・表計算・プレゼンテー

ション・プログラムファイルの保存は，数分おきに

行われていることが分かった．そのためファイルの

更新回数が多くなり，単純な更新履歴のリストから

活動状況を把握することは困難である．そこで，本

研究では，縦軸を更新前後のファイルの変化量（編

集距離とファイルサイズ），横軸を時刻としたグラフ

（図 2）を表示し，変化の大きいところに着目した
上で，任意のバージョン間での更新内容を確認する

ことで，状況の把握を容易にしている． 
 

 
図 2 ファイルの更新状況グラフ 

 
4. まとめ 
本稿では研究活動におけるタスクに関する計画立

案・遂行を支援するシステムの概要を述べた．今後，

実際の運用を通じてデータの蓄積と評価を行う． 
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特別支援教育における DAISYを用いた学習モニタリングツールの設計 
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あらまし：近年，学習障碍児を対象とした ICT を用いた学習支援機器が小学校をはじめ多くの教育機関

で普及しつつある．しかし，これらの支援機器を使用した学習の評価については，これまで研究されてき

ておらず，教師による学習評価の方法は確立されていない状況である．そこで，本研究では，読みに困難

のある児童向け支援機器である DAISYを対象に，支援機器を用いた学習を教師が評価するためのモニタ

リングツールを作成することを目的とする．このモニタリングツールでは，DAISY の再生履歴から取得

した各センテンスの再生回数をコンテンツにハイライトとしてオーバーレイすることで学習の様子を視

覚的に判断することが可能となる．これらの機能を利用することで，教師による指導の効率化と最適化を

目指す．本稿では特別支援学級の現状と，学習モニタリングツールに求められる機能を整理した上で，ツ

ール設計の成果と利用例を示す． 

キーワード：DAISY，学習評価，モニタリングツール 

 

 

1. はじめに 
2008年に「障碍のある児童および生徒のための教

科用特定図書等の普及の促進に関する法律」（教科書

バリアフリー法）が制定され，電子教材等新たな学

習スタイルが広まった．さらに，2016年 4月からは

「障碍を理由とする差別の解消の促進に関する法律」

（障碍者差別解消法）が施行され，障碍者に対して

の平等な学習が義務化されることとなった．こうい

った背景から電子教科書の普及が進んでいる．電子

教科書を用いた学習の評価には，これまで読字，書

字能力，また自尊心感情の変化を見ることで効果の

検証を行うもの(1)や，特異的発達障碍診断・治療の

ためのガイドラインを用いて読みを評価するもの(2)

などの評価研究が行われてきた．しかし，これらの

評価法は専門的な知識が必要であり，さらに時間も

かかるという問題がある． 

効率的な学習には，スムーズな学習指導の反映が

不可欠である．そこで本研究では電子教科書の 1つ

であるマルチメディア DAISY 教科書を用い，即時

の学習評価を可能とする自動モニタリングツールの

設計，製作を行っていく． 

 

2. DAISY 
DAISY（Digital Accessible Information SYstem）と

は視覚障碍者や印刷物を読むことが困難な人々のた

めのデジタル録音図書の国際標準規格であり，

DAISYコンソーシアム（本部スイス）により開発と

維持がされている情報システムである． 

DAISY は無償の国際標準規格であり誰でもコン

テンツや再生ツールを開発することができる．この

ためユーザはパソコンや携帯電話，タブレット端末，

専用プレイヤーなど用途に応じて再生ツールを選ぶ

ことができる．また，DAISYコンソーシアム公認の

オーサリングツールを使用してデジタル図書を作る

ことができ，専用の機器やパソコンにソフトウェア

をインストールしてこれらの図書を再生できる． 

2.1 マルチメディア DAISY教科書 
教科書バリアフリー法制定と著作権法 33 条の 2

の改正により製作が可能となったマルチメディア

DAISY教科書等の普及が進んでいる．マルチメディ

ア DAISY 教科書は，通常の教科書と同様のテキス

トと画像を使用し，音声による読み上げとそれに同

期してテキストにハイライトが施される電子教科書

である．ユーザは音声を聞きながらハイライトされ

たテキストを読み，同じ画面上で画像を見ることで

視覚と聴覚からの情報を得ることができる． 

また，文字の大きさやカラーコントラスト，読み上

げとハイライトのオンオフ，読み上げスピード等の

調節が可能である．再生ツールによっては検索やし

おりといった機能が付与されているものもある． 

 

3. DAISYを用いた特別支援教育の現状 
マルチメディア DAISY 教科書は多くの小中学校

の特別支援教育等の場で使用されている．活用方法

はさまざまであり，授業において個別的，集団的に

使用されるケースや，担当教諭により DAISY 化さ

れた宿題に児童が家庭で取り組むケースなどがある．

日本障碍者リハビリテーション協会が公開している

DAISY活用事例集によれば，パソコンを使用した国

語の授業に加え家庭で宿題の音読を行うことで，読

書に関心を持つようになった事例や，読み飛ばし，

勝手読みが軽減された事例が紹介されている． 
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4. 学習モニタリングツール 
1 章に記したとおり，これまでの電子教科書を用

いた学習評価の研究は，専門的な知識を必要とし時

間がかかるものであった．また，実際に障碍児童を

指導する小学校教諭を対象とした聞き取り調査から， 

1）授業やテストにおいては，即時に児童に対応する

ことが可能な評価法が指導の上で重要であること，2）

見やすくわかりやすい評価結果の提示が必要である

ことがわかった．よって，本研究では即時の指導判

断を可能とするモニタリングツールの開発を行う．  

4.1 DAISY再生アプリケーション 
本研究では，シナノケンシ株式会社にて開発中の

ログ出力機能付き DAISY 再生アプリケーションを

DAISY再生機として使用する．本アプリケーション

は Android プラットフォーム上で動作するマルチメ

ディア DAISY再生機であり，“再生開始時間”，“操

作されたボタン”，“再生状態”，“コンテンツのファ

イルパス”，“コンテンツファイル名”，“再生された

センテンス ID”の 6つの情報がログとして保存され

る．提案するツールは，この再生履歴から各センテ

ンスの再生回数を計算し，取得した再生回数をコン

テンツにハイライトとしてオーバーレイする．これ

により，学習の様子を視覚的に判断することが可能

になると考えた． 

4.2 機能要件 
モニタリングツールに求められる要件を以下のよ

うに整理した． 

・モニタリングツールは評価結果を即時に出力で

きること． 

・評価結果は見やすく即時の判断を可能とする出

力であること． 

・解析に特殊な機器を必要とせずパソコン 1台で

処理を行えるものにする． 

4.3 機能設計 
モニタリングツールではその再生履歴から各セン

テンスの再生回数を計算する．取得した再生回数は

DAISY コンテンツのテキストデータである HTML

形式ファイルのセンテンスにハイライトとして回数

のオーバーレイを行う．これにより再生回数を視覚

的に表示する．オーバーレイするハイライト色はあ

らかじめ回数による色分けとコントラストを決めて

おく．これからツールは再生回数によって自動的に

センテンスの色分けを行う．テキストへのハイライ

ト付与は，ツールがコンテンツのコピーファイルに

スタイルシートを直接書き出すことで実現する．ま

た，実行環境はWindows PCを想定し，実行画面は

操作がしやすく実行が簡単なフォームアプリケーシ

ョンとする．コンテンツのテキストファイルが

HTML形式であることから，解析結果はブラウザで

確認できることとした． 

図 1に設計したモニタリングツールの出力結果を

示す．図では色が濃い箇所ほど，多くの回数が再生 

 
図 1 モニタリングツールの出力結果 

 

されたことを表している．各センテンスに対して回

数で色分けしたハイライトの付与を行うことで，一

目でセンテンスごとの再生頻度，再生傾向を判断す

ることができる．これにより，テストなどでは回答

を導くために確認された文章や語句を予想すること

ができる．また，児童の学習傾向をつかむことで，

躓いている文章箇所等をこの出力結果から判断する

ことができ，指導者は即時に児童に対して適切な指

導反映をすることができると予想される． 

 
5. まとめと考察 
本稿では，電子教科書を用いた学習評価の問題を

指摘し，実際に障碍児童を指導する教員の意見をも

とに学習モニタリングツールの設計を行った．特に

重要な機能要件は，即時に評価結果を出力できるこ

と，評価結果は見やすく判断のしやすい出力である

ことの 2点である．これらは，その場で即座に問題

解決をするという特別支援教育の指導法とも関連す

る．図 1で示したモニタリングツールの出力結果を

実際の教員に見せたところ，再生頻度がわかりやす

く実際に活用ができれば指導の効率が上がる可能性

があるという意見を得た． 

今後は実際の運用をめざしツールの機能改善や付

加機能の検討を行っていく．このことを踏まえた上

で今後は再生機や教材製作ソフト等，関連する機器

の機能等の提案も行っていく． 
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あらまし：肢体不自由のある生徒が，教員の操作補助を必要とせずに自身の能力でディジタル書籍等を閲

覧したり，プレゼンテーションソフトウェアを用いたプレゼンテーションを行なうために必要なマンマ

シンインタフェースを開発した．汎用のキーボードやマウスの使用には教員の操作補助が必要な生徒で

あっても，このインタフェースを用いることで，口頭で説明しながらスライドを進めるプレゼンテーショ

ンを自身の能力で行なえた．この結果から開発したマンマシンインタフェースが有効な補助用具である

と判断できた． 
キーワード：特別支援教育，肢体不自由のある生徒，マンマシンインタフェース 

 
 
 
1. はじめに 
 近年 ICT の進展に伴い，特別支援学校では，教員

がプレゼンテーションソフトウェアを用いて作成し

たディジタル教材が，日々の授業に活用されている．

さらに，「TMSN-特別支援教育・教材共有ネットワー

ク-」(1)等の，特別支援教育を対象とした教材を活用

できる Web サイトも複数ある． 

 しかし，ディジタル教材を用いて学習したくても

障害の状態や特性等により，コンピュータの入力デ

バイスである汎用のキーボードやマウスを使用する

場合には，教員の操作補助が必要な生徒がいる．こ

の問題に対して，金森らは，視線入力システムの有

用性を検討している(2)．筆者は，視線入力システムの

有用性は認めるが，高価等の要因から限定的な活用

に止まっていると考えている．しかし，多くの生徒

に，障害の状態や特性等に対応し，生徒自身の能力

で操作ができる安価なマンマシンインタフェース

(以下，センサ・スイッチと記述する)を求める潜在

的なニーズがあると考えている． 

 本稿では，教員の操作補助を必要とせず肢体不自

由のある生徒自身の能力で，ディジタル書籍等を閲

覧することや，プレゼンテーションソフトウェアを

用いたプレゼンテーションが行なえることに特化し

たセンサ・スイッチの開発と効果について述べる． 
 

2. センサ・スイッチの基本設計 
 ディジタル書籍等の閲覧やプレゼンテーションソ

フトウェアを用いたプレゼンテーションは，キーボ

ードとマウスの双方で行なえるが，本研究では，キ

ーボードの動作を擬似的に行なうセンサ・スイッチ

を開発することにした． 

 本研究の対象者は，肢体不自由のある生徒の中で

も，上肢に可動域を確保できる生徒にした．この対

象にした生徒が，汎用のキーボードを利用した場合

の問題点として，①手指の微細な動作が困難な為，

ミスタッチをする．②ミスタッチを最小限にするた

めに，視線がキーボードと画面の間を交互に移動す

ることで姿勢が崩れ，身体的な疲労が増大し学習効

果が低下する．③キーを素早く叩く動作が困難な為

に，コンピュータは複数回叩かれたと認識してしま

う．④左手が優位な生徒の場合では，[ENTER]キー

の位置が遠くなり叩きにくい等がある． 

 汎用のキーボードにおける問題点を克服するため

に，センサ・スイッチの基本設計は，次の 7 つの条

件を考慮して行なった． 

①[←]キーと[→]キーのみを擬似的に行なう機

能限定キーボードにする． 

②一動作で移動できるスライドを 1 枚のみにする． 

③センサ・スイッチの設置場所を自由に変更する
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ことができる． 

④指の力が必要な機械式スイッチを使用しない． 

⑤コンピュータに，センサ・スイッチを接続する

ためのハードウェアやソフトウェアを追加す

る必要がないようにする． 

⑥動作電源は教室の電源事情を考慮して，コンピ

ュータから供給する方法を採用する． 

⑦生徒が自宅でも利用できるように，安価に製作

ができる回路構成にする． 

 この基本設計に従って，静電容量方式，赤外線セ

ンサ方式，超音波距離センサ方式のセンサ・スイッ

チ(図 1)を開発した． 
 

  
図 1 超音波距離センサ方式のセンサ・スイッチ 
 

3. センサ・スイッチの効果 
 2015 年 2 月 7 日に奈良県立奈良養護学校におい

て，パナソニック教育財団 第 39 回特別助成研究が

開催された．この研究会の中で，高等部 1 年生が，

「自分の望む暮らしや支援を考えよう」のプレゼン

テーションを行なう際に，超音波距離センサ方式の

センサ・スイッチを利用した． 

 当該生徒は上肢機能が制限されており，左手は肘

を支点に円弧を描くような動作しかできない。した

がって，従来であれば，教員がキーボードやマウス

の操作補助をしなければプレゼンテーションを行な

えない生徒である．しかし，超音波距離センサ方式

のセンサ・スイッチを操作することで，10 分間のプ

レゼンテーションを生徒自身の能力で，口頭で説明

しながらスライドを進めることができた． 

 なぜなら，このセンサ・スイッチは各センサの高

さや配置を自由に決められ，生徒の可動域に合わせ

た利用が可能な設計であるので，本来次のスライド

に進めるための右側センサの設置を左側に移動させ

ることによって，生徒の操作を容易にしたからであ

る．また，センサの配置を変更できたことで，姿勢

の崩れは少なくなり，視線も画面から離れにくくな

ったので，生徒はプレゼンテーションに集中できた． 

 この結果から，開発した超音波距離センサ方式の

センサ・スイッチは，上肢に可動域を確保できる生

徒に対して，有効な補助用具になると判断できた． 
 

4. まとめ 
 開発した超音波距離センサ方式のセンサ・スイッ

チを用いることで，汎用のキーボードやマウスであ

れば教員の操作補助が必要な生徒であっても，自身

の能力でプレゼンテーションを行うことができた． 

 筆者は，生徒自身の能力でプレゼンテーションを

行なうことによって得た達成感を，有能感，自己肯

定感の獲得につなげてもらいたいと考えている． 

 さらに，当該生徒以外ではあるが，左手が使いづ

らく普段は左手を積極的に動かさない生徒が，超音

波距離センサ方式のセンサ・スイッチを操作する際

に，積極的に左手を用いて中央センサを動作させて

いたと，奈良県立奈良養護学校の教員から報告があ

った．このことから自発的なリハビリテーションを

誘引する効果があると考えている． 

 今後の課題として，開発したセンサ・スイッチが

上肢に可動域を確保できる生徒には有効な補助用具

であると判断できたが，手指が比較的動作し超音波

距離センサ方式のセンサ・スイッチまでは必要がな

い生徒に対して，汎用のキーボードより使いやすい

センサ・スイッチを考案することや，上肢以外の部

位が動作をする生徒が利用できるセンサ・スイッチ

を考案することがあげられる．また，多くの生徒が

利用できるように，センサ・スイッチについての告

知方法や配布方法を考案することも課題である． 
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あらまし：病院内に設置された院内学級では、様々な学年の子供達にたいして、個々の病状に応じて入院や治

療などが行われる。このため子供達は空間的にも心理的にも閉鎖的な状況に置かれがちである。そこで、我々

外界との接触が困難な子供達が容易にコミュニケーションをとるためのツールとして双方向遠隔通信環境に

よる遠隔教育を試行している。本稿では北大院内学級と阪大院内学級で行われた異文化学習を相互に結んだ遠

隔授業における問題点について報告する。 

キーワード：院内学級、テレビ会議システム、遠隔教育、初・中等教育教育実践 

 

1. はじめに 

院内学級とは病院内に設置された病気の子供達が

療養しながら学習する教室であり、長期や短期の入

院のため生じる学習の遅れを少しでも解消すること

が第一義的な目的である。また入院や治療などで、

空間的にも心理的にも閉鎖的、抑圧的な状況に置か

れやすい病気療養児にとって、「気持ちの開放を図

る、外に開かれた友人との交流を図る」ことは回復

へ向けての意欲を育てることにつながる。北大病院

院内学級ではテレビ会議システムや SNS などを用い

て海外のさまざまな人々と異文化交流をはかってき

た[1,2]。これまで交流を企画した中での問題点は、

海外からの講師の確保が容易ではないため授業が定

期的に行えるとは限らない事、また授業を行えた場

合でも病気療養児の容態により参加できない場合が

多い事などがあげられる。機会の問題を解決するた

めに、大阪大学院内学級と連携し互いに提供できる

授業をテレビ会議システムを通して融通する事を試

みた。更にテレビ会議システムを持てない院内学級

や病棟、退院して自宅療養している児童、オブザー

バー的に参加したいサイトや院内関係者が PC やス

マートフォンで参加できるように簡便に配信するこ

とを考えた。 

2. 院内学級のネットワーク環境 

北大病院には医療用LANの他に北大の学内LANで

あるHIENSにも接続している。院内学級には数台の

PCを設置し、HIENSに直接接続している。児童はSNS

やメールにより友人や教員、家族などコミュニケー

ションを日常的にとることができる。また北大院内

学級ではHINESの他に札幌市教育ネットワークにも

接続している。北大院内に設置されているテレビ会

議システムはPolycom社のHDX7000-720である。携帯

電話などのような低帯域からHDTVなどの広帯域ま

での利用を想定されているビデオ規格H.264/H.263

等と、音声規格H.323等を採用することにより高品

質な双方向通信が可能であり、多地点接続機能によ

り４地点まで接続可能である。本体内蔵のカメラは

リモコン操作が可能で、相手側のシステムも

Polycom であれば相手側のカメラも操作可能であ

る。また、視野設定をプリセットに記憶させること

で、リアルタイムで行わなければならないカメラ操

作を簡単化できるので、相手側のPolycomも含めて

カメラ、音響などのさまざまな操作を一人で行うこ

とも可能である。また、ベッドサイドティーチング

や屋外からの遠隔授業を行うために、ノート型PCに

図 1 北大院内での中国文化に触れる授業 
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テレビ会議ソフトウェアPolycomPVXをインストー

ルし、Wi-Fiやモバイルネットワークを通して利用

している。協調して遠隔授業を行っている阪大病院

院内学級も学内LANに接続しており、テレビ会議シ

ステムはSD画質に対応しているPolycom VSX6000が

利用できる。 

 

図 2 阪大院内からの AR を利用した遠隔授業 

3. 複数の院内学級が参加する異文化学習 

これまで我々は、総合学習の一環としてアラスカ

大学，国立天文台ハワイ観測所とテレビ会議システ

ムで結び、ゲストティーチャーによる出前授業や異

文化の紹介などを行ってきた。北海道大学では平成

１８年４月に北京オフィスを開設し、テレビ会議シ

ステム Polycom7000 が設置され常時接続が可能とな

ったことから、「異文化理解・環境・コミュニケー

ション・各教科の発展的補完の総合的な取り組みと

位置づけ、漢字・熟語の意味の相違や食文化の違い

などをクイズ形式で学びながら、異文化理解と自国

文化の再認識、各教科の今後の学習の動機付けとな

るべく授業を行ってきた。一昨年からは中国に加え

てサウジアラビアからの遠隔授業を行っている。キ

ングサウード大学の学内 LAN を利用し、

PolycomPVX をインストールしたノート PC を用い

ている。中学生は社会科でイスラム諸国の学習を始

めたところでもあり、日本とは文化、宗教がかなり

異なっていることからとても興味深い様子で、サウ

ジアラビア人の先生と活発に質疑応答が行われてい

る。授業が講師からの一方通行にならないように、

アラビア語の文字や数字によるクイズを行い、参加

する児童全員に発言してもらうようにている。しか

しながら、これらの海外からの遠隔授業は講師の都

合等により定期的に行えない場合が多い上に、上で

も述べたが、授業を行えた場合でも病気療養児の容

態により参加できる児童がわずかになってしまい、

数少ない遠隔授業の機会を生かせなない場合もあっ

た。そこで Polycom の多地点接続機能を利用し、大

阪大学院内学級にも参加してもらう事によって児童

の不参加による授業の中止という事態を回避してい

る。更に不定期になりがちな海外からの遠隔授業を

補うために、互いの教室で行われる異文化学習等を

テレビ会議システムにより結んでいる。今年の１月

には阪大院内学級で行われたフィリピン文化に関す

る授業に北大院内学級が参加し、３月には逆に北大

で行われた中国文化に関する授業に参加してもらっ

た。昨年度から阪大院内学級に加え、テレビ会議シ

ステムを持たない関西医科大学院内学級にもテスト

的に参加してもらっている。授業の様子を

TwitCasting や Ustream などのライブ配信サイトに

より配信し、iPad や PC 等の端末で視聴してもらっ

た。授業を視聴するだけの一方通行では、当然なが

ら子供達が飽きてしまう問題が多かったが、関西医

科大の児童の反応を Skype により把握することによ

り、時間差は生じてしまうが双方向性を持たせるこ

とにより最後まで興味を失わずに授業に参加しても

らうことが出来た。またライブ配信サイトに一定期

間映像を保存することができるので、当日参加出来

なかった児童や関係者が後から授業の様子を手軽に

確認出来るのは一つの利点ではある。しかしながら、

テレビ会議システム、ライブ配信サイト、Skype な

ど同時に使用するので、事前のテストを十分に行っ

ておく必要がある。病気療養中の児童は参加出来る

時間が限られているのでトラブルが生じることは致

命的である。 
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「子どものネットコミュニケーションのあり方を探るワークショップ」 
に関する実践報告 

 

A report of ”Workshop on Pupils’ communication on the Internet” 
 

藤平 昌寿*1 
Masatoshi FUJIHIRA*1 

*1帝京大学とちぎサイエンスらいおん事務局 
*1Tochigi Science Lion office, Teikyo University 

Email: fujipon@tochigi-lion.net 
 

あらまし：昨今の情報通信機器・システムの急速な進歩により，子どものネットコミュニケーションの現

況が年を追う毎に変化しており，知識を得ることや指導法に苦慮する教員や保護者は多い．栃木県内の教

員・一般県民を対象にしたワークショップを実例とし，学校や地域に於いて，これらの問題解決に持続的

に取り組むためのきっかけづくりとしての実践報告をする． 

キーワード：情報リテラシー，情報モラル，教師教育，ネットコミュニケーション 

 

 

1. はじめに 
携帯電話（スマートフォン含む）の所持開始年齢

の若年化などに代表される，子どもとネットを取り

巻く環境は日々変化している．筆者は特定非営利活

動法人ｅ－とちぎの代表理事として情報リテラシー

向上に関する活動もしており，栃木県との協働事業

により啓蒙冊子も作成している(1)．2014 年 12 月に

栃木県総合教育センターで開催された「情報モラル

指導者研修」にてワークショップ(WS)を行う機会を

得た．筆者は本ワークショップの設計と実践を行っ

た． 

 

2. ワークショップの構成 
2.1 概要 
今回は，情報モラル指導者研修の中の「演習・ワ

ークショップ」の部として，60分が割り当てられた．

この前後には講話や研究協議など，計 5.5 時間のカ

リキュラムが組まれている．参加者は 65 名．内訳は，

小学校教員 14 名，中学校教員 14 名，高等学校教員

22 名，特別支援学校教員 3名，PTA関係者 3名，生

涯教育関係者 9 名である． 

2.2 前提と目的 
参加者が困っているであろう前提と WS 後の状態

について，表 1 のように設定した． 

 

表 1 WSの前提と目的 

参加者は，何に，どう行き詰っている？ 

・ネットいじめ等の問題に直面 

・ネットの進化についていけない 

・指導法に困っている 

参加者は，どうして良い体験ができていない？ 

・学ぶ時間や機会が少ない 

・答えが定まらないケースが多い 

・リアルな常識が通用しない 

WS前は潜在化，WS後に発揮されている力とは？ 

・各々が事例や解決例を持っているはずなので，

それらをシェアできる力．コミュニケーションの

根本は，今も昔も変わらないという認識． 

WS 後の状態（目的） 

・常に学ぼうとするモチベーション 

・学校や地域に口コミしてくれる 

・迅速で柔軟なルール化 

 （リアルルールがバーチャルでも適用） 

 

2.3 設計 
前項の目的を達成するために，4～5 名のグループ

分けをし，表 2 のような設計を行った． 

 

表 2 WSの構成と流れ 

プレ・プログラム 

10 分 

自分が学生時代と今の子供たちのそれ

ぞれの，連絡・コミュニケーション方法

（遊ぶ約束・雑談・自己紹介など）を挙

げる．→グループ内発表．（自己紹介も） 

コア・プログラム 1 

10 分 
各々の課題や問題点を書き出す． 

→グループ内で発表． 

リフレクション 1 

5 分 
自分が知らなかったこと／分からない

ことを出す．→グループ内で発表． 

コア・プログラム 2 

20 分 

出されている課題について，解決例が

あれば，付箋で出し合う． 

解決例がないものについては，全体や

個別にアドバイス． 

リフレクション 2 

10 分 
「自分が新たに知ったこと」「これから

やってみようと思うこと」を書き出す． 
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3. ワークショップの実施 
3.1 イントロダクション 
導入として，「子どもの成長に伴うコミュニケーシ

ョン範囲（監督範囲）と現状とのギャップ」「子ども

とネットの関係の基本的示唆を表す標語(2)」をスラ

イドで説明． 

3.2 プレ・プログラム 
世代間の連絡方法の違いを顕在化させると共に，

その目的自体（遊びなど）は大して違いが無いこと

を，自己紹介を含めて共有する． 

3.3 コア・プログラム 1，リフレクション 1 
参加者各々が抱えている課題を書き出して発表し，

新たに知ったことなどを共有することにより，自分

の常識が必ずしも他人に当てはまらないことを再認

識する． 

3.4 コア・プログラム 2，リフレクション 2 
出された課題について，他の参加者が解決法やヒ

ントを持っていれば付箋で共有していく．更に新た

に得たことやこれからやってみたいことを発表する

ことにより，今後のモチベーション喚起に繋げる． 

3.5 解説 
各グループで出た課題の内，複数で出たものなど

をピックアップして，講師がまとめてフォロー（時

間があればグループ毎の発表が良い）． 

また，以下の資料をスライドで紹介し，課題と関

連性の高い部分を中心に補足解説した． 

・ SNS の利用有無と匿名・実名利用の比率(3) 

・ Twitter の実名・匿名利用(3) 

・ SNS の実名公開における抵抗感(3) 

・ SNS における他者に見られることへの認識(3) 

・ リテラシー教育の有無(3) 

・ 小中高の児童・青少年の情報通信端末の利用率
(4) 

・ 各情報通信端末を子供が小学校入学前に利用開

始した割合(4) 

・ 子供が将来 ICT 利活用能力を身につけるために

必要な事項と家庭における指導状況(4) 

・ ICT についての子どもへの指導内容（学年別）(4) 

・ 子どもと比較した保護者の ICT に係る知識(4) 

4. 事後アンケートと考察 
主催の栃木県総合教育センターで事後アンケート

を実施した．研修全体に関する記述式アンケートの

ため，当 WS に関する記述を抽出し，表 3 の通りに

まとめた． 

回答者数の半数以上(G)に，目的である定常的な学

習や周囲への啓蒙などを実施していきたいという回

答があり，短時間での WS としては効果的な数値で

ある． 

否定的感想についても，時間的制約等による情報

量不足についての指摘であったので，設定により解

決できるものであると考えられる． 

本 WS を通じて，参加者の考え方や言動に変容を

促し，情報モラルに関して，子どもや保護者・教員

等の抱える諸問題の解決に定常的に取り組む意欲を

喚起するのが今回の目的であるため，必ずしも情報

を獲得できたから正解というわけではなく，情報を

シェアしやすい環境を維持することが必要であるこ

とを，再確認できた． 

 

表 3 アンケート結果概要 

A. 参加者数 65名 

B. 回答者数 55名 (回答率 B/A= 84.6%) 

C. 記述回答者数 42名 (回答率 C/A= 64.6%) 

※記述設問に回答した参加者 

本 WSについて 

D. 記述回答者数 32 名 

E. 肯定的感想 32名 (回答率 E/D= 100.0%) 

F. 否定的感想 2名 (回答率 F/D= 6.3%) 

※E,F は複数抽出あり 

G. 目的に達した，或いは近い，と考えられる回答

数 18名 (達成率 G/D= 56.3%) 

※目的に関する主な記述（抜粋） 

・ 自分の学校の現状を知りたいと思った． 

・ 家庭とのギャップ，職員間のギャップをどう

埋めていけるかが重要であると再認識した． 

・ 情報教育主任という立場から，研修会や保護

者に向けての啓発の場を考えて実践していき

たいと思った． 

・ 新しい SNS がどんどん出てきており，親や教

員がそれらの情報について知ることからスタ

ートだと感じた． 

・ 学校・保護者間，地域・保護者間，保護者・

こども間，それぞれのギャップをいかに埋め

られるか，一つの目標を持てることが大切だ

と学んだ． 

・ 子どもだけでなく，我々，そして保護者が一

緒に学ぶべき．指導には限界があるかもしれ

ないが，それでも指導し続けることが大切． 
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体育系単科大学におけるタブレット必携化 
 

A Case Study of Bring Your Own Device in Sports University 
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あらまし：鹿屋体育大学では情報活用能力の育成とそれらを活用した指導力を養成するために，平成 27

年度新入生からタブレット型情報端末の必携化を義務付けた． 

入学後 2か月が経過した段階で調査を行った結果，学生の多くは必携化を ICT活用の機会と前向きにとら

えていたが，授業時間外の利用頻度はそれほど高い状況ではなかった． 

キーワード：情報端末必携化，BYOD，タブレット 

 

 

1. はじめに 
鹿屋体育大学では，「体育・スポーツ及び武道の分

野における情報活用能力の育成と情報通信技術を活

用した実践的指導力を養成する」ことを目的に，平

成 27 年度新入生からタブレット型情報端末の必携

化を行っている．本稿では，導入決定に至る背景と

経緯，必携化直後の学生への調査結果等について述

べる． 

 

2. 必携化の背景 
近年，競技スポーツの特にレベルの高い領域にお

いては映像の利活用など ICTの活用が急速に進行し

ている(1)．教育の領域では 2011年に文部科学省が「教

育の情報化ビジョン」を公表し，また現在では多く

の大学において情報端末必携化などの BYOD 対策

が行われている(2)など，ICT の活用が推進されてい

る． 

鹿屋体育大学においても，これまでに競技や教育

活動の中で情報機器を活用する試みが数多く行われ

てきた．特にタブレットは，一般教室における電子

教材や webの利用をはじめ，屋内外の競技場におけ

る映像の提示やフィードバックなど，様々な用途に

用いられてきた(3)． 

タブレットは PC と比較して可搬性と操作性に優

れ，また映像の撮影と再生が容易であるなどの特徴

から，特に競技スポーツでの利用や体育の学習・指

導に適していると考えられており(4)，鹿屋体育大学

におけるこれまでの取り組みの中でもその利点が確

認されていたところである． 

一方で，教員がタブレットを準備して授業の際に

貸し出しを行うといった従来の方法にはいくつかの

問題も指摘されていた．複数台の機器の準備に要す

る負担，貸出可能台数による制限，授業中に撮影・

生成したデータの共有などといった点である．これ

らは学生自身が個人で所有する端末を使うようにす

れば問題を解消できる．また，体育・スポーツの教

育や指導に ICT を活用し得る能力を養成するには，

学生自身が機器の管理を行いながら，普段の学習や

競技活動の中でそれらの機器を活用することが重要

であると考えた． 

 

3. 必携化に関わる検討の過程 
情報端末の必携化に関して組織的な検討が始めら

れたのは平成 25年度末からであった．まず FD推進

専門委員会において授業改善，e-Learning 活用とい

った文脈から，タブレットを念頭に置いた情報機器

の必携化が検討された．26年 4月には全教員を対象

とした情報機器必携化に関する調査を行った．この

調査の結果，全体の 8割が必携化への関心を示すと

ともに，タブレット必携化については 7割弱が賛成

という結果であった．必携化する機器としても，タ

ブレットが 5割強，PCが 1割弱となり，PCよりタ

ブレットが支持された．個別の意見では，実技系の

科目などでの動画の活用が期待される一方で，学生

の金銭的負担の増加や，授業中の集中が阻害される

といった点などが問題点として挙げられた．タブレ

ット利用に関する説明や，講習会の開催を求める声

も寄せられたため，6 月には「情報端末の必携化」

をテーマとしたFD研修会を開催した．研修会では，

他教育機関等における傾向や現状の説明，タブレッ

ト活用事例の紹介，必携化に関する意見交換などを

行った．この研修会には教員のおよそ 6割が参加し，

活発な議論からも必携化への関心の高さを示す結果

となった． 

これらの FD 推進専門委員会での検討を経て 7 月

には，教務委員会における必携化の検討が始まった．

ここでは機器の利用に関する学内の支援体制，無線

LAN環境の整備計画，購入困難者への対応などが検

討された．また，学生のほぼ全員が 1年前期に履修

している情報基礎科目「情報処理 A」において，タ

ブレットの設定や解説を行うことも確認された．こ

れらを経て 11 月には機器の仕様も含めた必携化の

実施が了承された． 
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4. 必携化導入後の状況 
入学予定者への通知は，入学案内等に同封する形

で行われた．通知後の問い合わせについては機器の

仕様に関するものなど数件があったのみであった．

問い合わせへの回答をまとめるとともに，関連の情

報を広く提供するため新たに Web サイトを設ける

こととした(5)． 

平成 27 年度新入生のほとんどはこの案内に従っ

て入学前にタブレットを準備していたため，1 週目

の授業時には授業時にタブレットの設定に関する説

明を行うことができた．新入生 181名中，購入困難

による機器の長期貸与を希望したものは 2名であっ

た．学生の所有する機種の 96%は大学の仕様を満た

すものであり，このほとんどが入学に際して新たに

購入されたものであった． 

前期開講の情報処理 Aの授業において，無線 LAN，

メールアカウントの設定，関連するアプリの利用な

どについて解説を行っている．この授業の内容につ

いても前述のサイトで随時情報を公開している． 

 

5. 学生の利用状況と評価 
入学後約 2か月が経過した段階で，タブレットの

利用状況などに関する調査を実施した．調査は情報

処理 A の授業中に LMS のアンケート機能を用いて

実施した．有効回答数は 164であった． 

タブレット購入に関する金銭的な負担感について

最も当てはまるものを一つ選んでもらったところ，

「負担が大きいが仕方がない」41%，「親が購入した

のでわからない」25%，「許容範囲である」15%，「あ

まり問題はない」12%，「負担が大きく，やめてほし

い」8%という結果となった． 

タブレットを普段持ち歩いているかを訪ねたとこ

ろ，「ほぼ毎日」が 52%，「週 2,3日」が 10%，「必要

な時のみ」が 38%であった． 

情報処理Aを除き授業中に教員の指示でタブレッ

トを使用している科目を尋ねたところ，一般教室で

の幾つかの授業科目に加え，語学，実技科目も挙げ

られた． 

放課後などの授業以外の時間でのタブレット使用

頻度について目的別に尋ねたところ， 2割以上の学

生が普段「ほとんど使わない」と回答した（図 1）． 
 

 
図 1 授業以外での使用頻度 

 

アプリケーション別の使用頻度を尋ねたところ，

授業に関連した用途である LMS に続いて，動画閲

覧，ゲームと続く結果となった（図 2）． 

 
図 2 アプリケーション別使用頻度 

 

パソコンとタブレットとを比較して必携化にどち

らが適切だったと考えるか尋ねたところ，「タブレッ

ト」が 40%，「どちらでもよい」が 31%，「PC」が

22%という結果となった． 

「タブレットを所有して，総合的にどのように感

じているか」を尋ねたところ，「ややよかった」42%，

「とてもよかった」24%，「どちらでもない」21%，

「判断できない」7%，「あまりよくなかった」3%，

「よくなかった」3%という結果であった． 

自由記述によりタブレット必携化に関する意見や

感想を求めたところ，「よかった」「便利である」「活

用したい」といった肯定的な意見が多く得られた一

方で，「使い方がわからない」，「PCの方がよかった」，

「必携化した割には利用する科目が少ない」といっ

た意見も見られた． 

 

6. 今後の課題 
調査の結果から，多くの学生がタブレット必携化

を ICT活用の機会と前向きにとらえていることが確

認できた．一方で，授業外の時間ではタブレットが

活発に利用されている状況になく，そのためタブレ

ットをどのようにツールとして活用していけばよい

かイメージを持てない学生については，授業で期待

していたほどの使われ方を直接的に要求されない点

も含め，不満を感じていると推察できる． 

今後もタブレットの活用方法などを様々な方法で

学生に伝えていくことが重要であると考えられる．

同時に，授業を実施する側への活用事例の提案や支

援活動が今後より重要になると考えられる． 
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モンゴルと日本の情報教育の比較 
－情報システム教育に着目して－ 
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あらまし：日本の高等学校までの情報教育では，情報システムについてはほとんど触れられていないが，

モンゴルの情報の教科書では「情報システム」等の単元が設けられており，情報システム開発や情報マネ

ジメントに関して詳細に学ぶ．高等学校における情報システムについての教育の違いに着目し，モンゴル

と日本の情報教育の比較を行う．   
キーワード：情報教育，モンゴル，情報システム，カリキュラム，高等学校，教科書，マイナンバー制度 

 
1. はじめに 
日本の高等学校普通科情報の学習指導要領では，

「情報及び情報技術を活用するための知識と技能を

習得させ，情報に関する科学的な見方や考え方を養

うとともに，社会の中で情報及び情報技術が果たし

ている役割や影響を理解させ，社会の情報化の進展

に主体的に対応できる能力と態度を育てる」(1)こと

を目標としており，情報の活用と表現，情報通信ネ

ットワークとコミュニケーション，情報社会の課題

と情報モラル，望ましい情報社会の構築を学ぶこと

になっている．学習時間も 1 年間 2 単位分しかない

ため，［情報システム］について，高等学校で学ぶこ

とにはなっていない．しかしながら，モンゴルの高

等学校 1 年生では，情報システムに関する単元が設

けられており，情報システムについて，５コマ学ぶ

ことになっている．その内容を示し，日本の教科書

との比較について吟味する． 
 

2. モンゴルの［情報システム］単元について 
モンゴルでは，7 年間かけて情報を学ぶカリキュ

ラムになっており，その 6 年目(日本で言えば高等学

校 2 年生に相当する)に，［情報システム］の単元が

設けられている．授業の学習目標と学習時間，教科

書の割り振りページを示した． 
例えば，「情報システム開発のライフサイクル」の

節では，システム開発ライフサイクル（Systems 
Development Life Cycle，SDLC）について学んでいる．

１システム開発，２システムの設計，３プログラミ

ング，コーディング，４システムのテスト，５シス

テムの設置と実装についての理論を学ぶとともに 1
時間だけだが，実習の時間も設けられている．我が

国で SDLC について学ぶのは，情報系の学部の学生

のみであり，高等学校の教科書には登場しない． 

 
表 1 モンゴルの［情報システム］単元の学習目標 

授

業 
1コマ

授業 学習目標 

学習

時間 
教科

書の

ペー

ジ 
理

論 
演

習 
1 章 情報システム  

情
報
シ
ス
テ
ム 

情
報
通
信
技

術
の
発
展 

ICT の利用，発展傾向，生活にお

ける役割， ICT の環境への影響

などを説明・解釈できること 
1  6-11 

組
織
に
お
け
る
情
報
シ
ス
テ
ム
，

情
報
シ
ス
テ
ム
導
入
方
法 

 組織におけるＩＣＴの活

躍，情報システムの利用に

ついて説明する 
 与えられた組織や支店の事

例におけるＩＣＴの利用状

態を検討し，結論だす 
 学校，銀行，病院などの特

定の情報システムを研究

し，その目的，開発ニーズ，

構成要素などを定義し，説

明する 

1  11-20 

情
報
シ
ス
テ
ム

開
発
ラ
イ
フ
サ

イ
ク
ル 

 小規模の情報システムを開

発する方法，段階を定義し，

説明する 
 学習に関連する課題を体系

的かつ総合的に解決する方

法を身に付ける 

1 1 20-2
7 

情
報
シ
ス
テ

ム
と
情
報
パ

ッ
ケ
ー
ジ 

 情報システムにおける情報

を定義する 
 情報システムにおいて処理

された情報を解析する 

1  27-3
0 

 そして，「情報システム開発のライフサイクル」の

節における演習では，以下のような問題解決型の演

習が行われる． 
演習例： 3 人から成り立つチームを組んでください．

皆さんはウランバートルしのある村の民間登録情報
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システムを開発することになったとします．このた

めにどのような行動が予定されますか？情報システ

ム開発ライフサイクルの流れにそって活動すると考

え，仕事予定表を作成してください． 
また，「組織におけるＩＣＴの活用」の節では，組

織において一般的に使用される情報システムとして，

生産情報システム 財務情報システム 人事情報シ

ステム 販売情報システム マーケティング情報シ

ステム 管理と意思決定を支援するシステムについ

て学ぶ．さらに，組織の管理と運営段階における情

報システムの利用として，以下のような情報システ

ムについても学ぶ． 
・管理者 経営戦略支援システム 
・上級マネージャー 意思決定支援システム 
・中間マネージャー 経営情報システム 

・従業員 トランザクション処理システム 
 トランザクション処理システムとは，日常業務に

利用され，出勤管理や作業記録をして処理して結果

を出すシステムや，生産情報システム 財務情報シ

ステム等を指す． 
 さらに「情報システム」の節では，電子化された

ID カード（身分証明書）がどのように情報システム

に活用されているのか学ぶ．モンゴルでは 2010 年 1
月末より電子化された ID カードが全国民に配布さ

れ（４），申請時登録，住所変更，婚姻登録，死亡登録

などを行うほかに，システムから様々なフィルタリ

ング情報や関連報告書を取り出すことができるとの

ことだ．ID カードは，日常生活の中の様々な情報シ

ステムに組み込まれて利用されており，中等学校で

は教育情報システム(校長・教師・生徒・保護者の他，

ソーシャルワーカー，学校医などと情報を共有)（５），

国民登録部門は国民登録システム，図書館は図書管

理システム，貿易やサービスに従事する企業は銀行

の決済システムを日常業務に活用されており，どう

活用されているかについても生徒らは学んでいる． 
 
3. 日本の教科書との比較 
日本の教科書には［情報システム］の単元は設け

られていないが，モンゴルの［情報システム］の単

元の教科書に記載されているユビキタスについては，

［情報通信技術の発達］の単元の中で扱われている
（６）．この他，電子商取引 (e-commerce); 電子ガバナ

ンス (e-governance)など，日本の教科書にもモンゴ

ルの教科書にも記載が見られる内容がいくつか見ら

れる．まとめると表 1 のようになる．モンゴルの情

報システムの単元の教科書の節ごとに，日本の教科

書にも記載がある節は○，そうでない節は×とした． 
ただし，情報コミュニケーション技術の発展に関し

ては，モンゴルでは 6 ページ分を割いているが，日

本の教科書では 1 ページ未満の分量であり，分量に

は大きな開きがあった． 
 
4. まとめ 
日本とモンゴルの情報教育のカリキュラムと教科

書を比較して，歴然とした差があるのは，ボリュー

ムである．日本では，1 年間しか授業が行われてい

ない一方，モンゴルでは 7 年間授業が行われている．

そのため，情報システムについては，日本では，ユ

ビキタスやクラウドなど大雑把な内容しか学ばない

が，モンゴルのⅥ学年では，詳細な情報システムに

ついて学んでいる．情報システムについて学んだか

らといって，即効性のある技能が備わるわけではな

いため，学んだことの成果はすぐには現れない．し

かしながら，潜在的知識として備えているか否かは，

今後の情報社会において大きな影響を及ぼすのでは

ないか． 
日本でもマイナンバー制度が開始され，日常的な

様々な場面で情報システムが利用されるようになり，

システム開発者だけが知っていればよい知識ではな

くなりつつある．各個人のセキュリティーを保護し

かつ遵守しつつ情報システムを有益に利用していく

ためには，すべての国民が，ある一定レベルの情報

システムに関する知識を保有することが必要不可欠

であろう．そのためには，モンゴルの高校生が学ん

でいるような情報システムに関する内容について，

我が国の高校生も学ぶ必要があるのではないかとい

う示唆を得た． 
表２ モンゴルと日本の情報システムに関する比較 

1 情報システム 
有

無 

1.1 情報コミュニケーション技術の発展 ○ 

1.2 情報システムの概要 ○ 

1.3 組織におけるＩＣＴの活用 × 

1.4 情報システム開発 × 

1.4.1 情報システム開発手段 × 

1.4.2 情報システム開発とライフサイクル × 

1.5 情報システムと情報パッケージ × 

1.5.1 情報システムにおける情報パッケージモデル × 
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モンゴルの情報教育について 
－カリキュラムと変遷に着目して－ 

 
Overview of Mongolia of information education 

- Curriculum and transition - 
 

バトナサン バトチュルーン*1  加納 寛子*2,  
Batnasan Batchuluun *1   Hiroko KANOH *2,  

*1モンゴル国立教育大学 数学と自然科学部 情報学科 
*1 Mongolian State University of Education, School of Mathematics and Natural Science,  

Department of Informatics 
*2山形大学 基盤教育院 

*2 Yamagata University, Institute of Arts and Sciences 
Email: kanoh @pbd.kj.yamagata-u.ac.jp 

 
あらまし：本稿では，モンゴルの情報教育のカリキュラムとその変遷について概観する．モンゴルでは，

7 年間かけて情報を学ぶカリキュラムになっており，1980 年代から中等教育において導入された．しかし

ながら情報を教える教員が不足したため，4 期にわたる教員養成計画を遂行し情報を教える教員を養成し

た． 
キーワード：情報教育，モンゴル，カリキュラム，高等学校，教科書  

 
1. 情報教育の変遷 

モンゴルの情報教育の変遷は，以下の通りである． 
1980-1990 年代半ば: 「インフォマティクスとコン

ピューティング基盤」 という情報の授業実施. 
1990 年代半端以降: 高等学校 9, 10 年生に「イン

フォマティクス」という情報の授業実施. 
2004 年:情報教育標準の設置． 
2005-2012 年: 5-11 年生に情報の授業実施。 
現在: 6-12 年生「インフォマティクス」という情

報科目（必修科目）実施. 
 しかしながら情報を教える教師は不足していたた

め，以下のように計画的に教員養成がなされた． 
第 1 期 : 1989～1994 
情報専門のダブルディグリーを実施し始めた。 

第 2 期 : 1994～1998 
情報の専門家としての教師が活躍し,高等教育機

関の構造が再構築された。 
第 3 期: 1999～2004 

情報教育における政策方針の改革が行われた。 
第 4 期 : 2005～現在 
情報教師育成制度における学習内容、教授法が改

善された。 
(D.Tsogtbaatar, 2010) 
 情報教師養成大学には，以下の大学がある． 

 モンゴル国立教育大学 
 アルハンガイ県におけるモンゴル国立教育大

学所属の師範大学 
 ホブド県におけるモンゴル国立大学所属大学 
 ドルノド県立大学 
 バヤンウルギー県立師範大学 
 ゴラバンエルデネ大学 
 オルハン大学 
モンゴル国立教育大学(MNUE)では，就学前教育

教員の 97％、初等教育教員の 90％、中高等学校教員

の 80％に達する教員人材を育成・卒業させている．

MNUE における情報教師育成に関しては，図 1 に示

した． 
 

2. 授業時数とカリキュラムについて 
授業時数は，以下に示すとおりである． 
学校週 : I-II 年生 32コマ,  III-VI 年生 34 コマ, 

VII-XII 年生 35 コマである． 
授業の継続時間 : 1 コマあたり，I-II 年生に 35 分, 

III-XII 年生に 40 分である．カリキュラムについては

表 1 に示した． 
 
3. 情報教育の内容について 
以下に，Ⅱ学年(日本の中学校 1 年生)の生徒が学

ぶ教科書の内容を示した．日本の教科書と比較する

と，オブジェクトと情報などは，日本の教科書では

学ばない内容である． 
1. オブジェクトと情報 
1.1 情報の表現形式と符号化 
1.1.1 情報の表現形式 
1.1.2 情報の符号化 
1.1.3 2 進コード化 
1.2 情報の性質と計測 
1.2.1 情報の性質 
1.2.2 情報量の計測 
1.3 オブジェクトの情報モデル 
1.3.1 情報モデルを作成しよう 2. コンピュータ

ーのハードウエアとソフトウエア 
2.1 情報技術の機器 
2.2 コンピューターとその仕様（үзүүлэлт） 
2.2.1 ハードウエアの性能 
2.2.2 ソフトウエアの性能 
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2.3 情報記憶装置 
2.4 コンピューターにおける情報表現 
2.5 ファイルとフォールだーの扱い方 
2.6 コンピュータの機器間の情報交換 
2.7 コンピュータの機器とソフトウエアの保護 
2.8 コンピュータウイルスとウイルスからの保護 
3. 情報処理の簡単な技術 
3.1 文書処理技術 
3.2 画像情報処理技術 
3.3 マルチメディア 
4. アルゴリズム 
4.1 動作モデルとなるアルゴリズム 
4.2 アルゴリズムのブロック図表現と線形アルゴリズム 
4.3 分岐アルゴリズム 
4.4 反復アルゴリズム 

5. インターネットとウェブ 
5.1 電子通信、電子意メールの使用 
5.2 電子対話（メッセンジャー） 

5.3 電子通信におけるモラルやマナー 
 

参考文献 
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科学省検定教科書高等学校「情報」の用語分析”, 日
本科学教育学会 37回年会発表論文集, 3Ａ2-Ｃ1 (2013) 

(2) 坂村健と他：文部科学省検定済教科書“高等学校「情

報の科学」”, 数研出版株式会社, 東京 (2014) 
(3) 坂村健と他：文部科学省検定済教科書“高等学校「社

会と情報」”, 数研出版株式会社, 東京 (2014) 
(4) Tsedevsuren D., Uyanga S, Delgerjav P, Munkhtuya L, 
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図 1 モンゴル国立教育大学(MNUE) における情報教師育成 

 
表 1 モンゴルの情報教育のカリキュラム 
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前一重トビから前二重トビへのスキルアップ支援の試み 
 

A Study on Supporting Improvement of Skills on Rope Skipping  
from Single-Bounce to Double-Unders 
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あらまし：スキル開発においては，獲得済みスキルに基づいて，新たな目標スキルの獲得をその応用とし

て試みると考えられる．本研究では，ナワトビスキルを対象とし，前一重トビをベースとして，二重トビ

に応用させる方式を検討している．目標となる前二重トビの動作を定量的・定性的に捉え，その体現に必

要な動作要件を定義する．学習者が満たしていない要件の判別を通じた支援環境の構築を試みる． 

キーワード：学習，スキル，ナワトビ，画像処理 

 

 

1. はじめに 
様々な研究者が，学習の過程を明らかにしようと

研究を行ってきた．中村（1）らによると，学習は“以

前の経験によって生じる行動の永続的変化であり，

生物の適応現象”とみなされている．本研究では，

そのような学習によって獲得される特殊な能力をス

キルと捉え，学習者に効率よくスキルを獲得させる

ための環境構築を行う． 

 

2. 背景 
本研究では，以下の三つの理由から，ナワトビス

キルに着目する． 

 技の種類が豊富である 

 有名かつ手軽な運動である 

 生涯スポーツとして取り組める 

ナワトビスキルにおいては，2 つの学習パターン

が考えられる．一つは，獲得済みの技を上達させる

パターンである．もう一つは，獲得済みの技をベー

スに，新しい技を獲得するパターンである．山田ら
（2）や吉岡ら(3)は，前者のパターンの学習支援につい

ての支援を行った．本研究では，後者に着目した支

援を行う． 

ナワトビの技は，様々な運動要素の組み合わせに

よって構成される．その原始的な要素として，縄の

回旋のさせ方と跳躍の仕方がある．特に縄の回旋の

させ方の種類は豊富で，一跳躍中にどのように縄を

回旋させるかで，いくつもの技があみだされている．

例えば，前/後ろまわし，腕を交差する/しない，回

旋数の増/減等がある． 

ナワトビの最も基礎的な技は，前一重トビである．

前一重トビをベースに，新しい技を学習する際の難

しさについて述べる．縄の回旋方向や，腕を交差す

る/しないは，学習者は獲得者の動作を観察するだけ

で，比較的容易に学習可能と考える．一方，回旋数

の変化において，特に一回旋から二回旋に増やす場

合は，獲得者の動作を観察するだけでは，理解及び

体現が難しい．よって本研究では，一回旋から二回

旋へと回旋数を増やす際の学習の難しさに着目する． 

本稿では，一跳躍一回旋の中で最も基礎的な前一

重トビをベースに，新しい技として，一跳躍二回旋

の中で最も基礎的な前二重トビを獲得させるための

方法論と環境の設計について論じる． 

 

3. ナワトビスキル 
ナワトビスキルの特徴は，以下の通りである． 

 運動要素を大別すると，縄の回旋と跳躍にな

る 

 運動要素の組み合わせ方は一通りではない 

 決まった運動要素の組み合わせ（運動パター

ン）を連続的に繰り返す必要がある 

 

図 1に示すように，前一重トビと前二重トビを比

較すると，その差異は，縄の回旋のさせ方と，跳躍

の仕方，及びその組み合わせが重要である． 

ビデオカメラ(約 100fps)を使用して，学習者の左

側面から，二つの技を撮影し，頭頂点，足，手の位

置の時間推移を計測した．なお，手の運動に関して

図 1 ナワトビスキルの構成の概念図 
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は，跳躍運動の影響を受けないよう，OpenCV を使

った画像処理により，跳躍の上下運動をキャンセル

した手の位置の時間推移を計測した．なお，二重ト

ビを連続で十回以上体現可能な 7人を被験者とした．

その例を図 2に示す． 

 

 

図 2 前一重トビ(左)と前二重トビ(右)の軌跡 

 

図 2より，前二重トビは，前一重トビと同じよう

な大きい回旋の途中で小さな回旋を行っていること

がわかる．これは，一回旋目と二回旋目の回旋のさ

せ方が異なることを意味している． 

また，前二重トビの跳躍の仕方について，同様の

被験者全員で，前一重トビより高く跳び，長い滞空

時間を確保している様子が確認された． 

従って，学習者に学習させるべき原始的動作は，

縄の回旋のさせ方，跳躍の仕方，組み合わせ方と考

え，支援方法の設計を行う． 

 

4. 支援環境の設計 
ARSA(4)は，前二重トビの学習方法について，表 1

の 4つのステージで学習すべきと示している． 

 

表 1 前二重トビの学習のための 4ステージ 

STAGE1 Without a rope practice rotating the wrist 

in quick circular actions to a beat of 1, 2 

STAGE2 Without a rope practice jumping high 

not  bending at the waist with straight 

knees staying up long enough so a rope 

will get under 4 normal jumps then a 

tuck 

STAGE3 Without a rope try wrist and jump 

action together 

STAGE4 With a rope try the wrist and jump action 

together 

(ARSA 2015/6/10現在 一部改変) 

 

STAGE1 では，縄の回旋のさせ方を，手に学習さ

せる段階である．STAGE2 では，跳躍の仕方を学習

させる段階である．STAGE3 では，組み合わせ方を

学習させ，STAGE4で，実践的な練習を試みさせる． 

Fittsら(5)は，運動学習の過程を，言語―認知段階，

運動段階，自動化段階に区分している．それによる

と，学習者は，言語―認知段階で，表 1に基づき学

習すべき目標を理解し，戦略を立てる．そして，運

動段階で練習を行い，誤差を修正していく．ここで，

フィードバックが重要となる．これに基づき，支援

環境の設計を行う． 

曽我ら(6)は，支援システムに必要な機能として，

スキルの観測，観測されたデータの評価，評価結果

に基づくフィードバック，の三つをあげている． 

本研究では，学習者の手と縄の先端，頭頂点と足

のつま先の四点に着目して観測を行う．そして，観

測データに基づき，縄の回旋のさせ方，跳躍の仕方，

組み合わせ方の評価を行う．評価方法を表 2に示す． 
 

表 2 前二重トビスキルの評価方法 

評価 1 回旋の大小リズム，コンパクトさ，素

早さ（道具無し） 

評価 2 跳躍の高さ，安定，連続（道具無し） 

評価 3 評価 1，評価 2 の項目の統合化（道

具無し） 

評価 4 評価 3の継続（道具有り） 

 

この評価に基づき，システムはフィードバックを

行う．フィードバックは，評価の結果に応じて，シ

ステムはどのステージの学習をすべきかを判断し，

学習者にステージをクリアさせるための課題を与え

る．例えば，評価 4を満たさない学習者の場合，シ

ステムは学習者に STAGE3の実行を促し，評価 3の

判定を行う．更に評価 3を満たさない場合，STAGE1，

2を順に実行を促し，各ステージで評価 1，2の判定

を行う． 

 

5. まとめと今後の課題 
本稿では，前一重トビをベースに，新しい技とし

ての前二重トビを獲得するための方法論と環境の設

計について論じた．ナワトビの技の体現には，縄の

回旋のさせ方と跳躍の仕方，それらの組み合わせの

原始的な構成要素が必要であり，本稿では，それら

の要素を，要素ごとに学習者に学習させる． 

今後，フィードバックの具体的な方法について考

察を行い，実装・評価実験を行う． 
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学習者の動作を鏡像の手本動作にリアルタイムに重ね表示可能な動作学習支

援環境 
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あらまし：当研究室では手本動作を HMD上に ARで表示し、学習者がその手本動作に追従して動作を学

習する「モーションナビゲータ」という学習支援システムを開発してきた。本研究では、「モーションナ

ビゲータ」の欠点であった体幹を動かす場合の学習に対応できないという点を解消するシステムの開発を

行う。そのシステムでは鏡像の手本動作とリアルタイムの学習者の動作を重ね、少し離れた視点から観察

できるように表示する。学習者の動作データは KINECT によって取得する。評価実験としてアンケート

による主観評価を行った。 

キーワード：学習支援，鏡像，KINECT，スキル，ゴルフ 

 

 

1. 研究背景 
これまでに当研究室で開発されてきたモーション

ナビゲータ(1)では、手本動作として表示される３Ｄ

のボーンモデルを，その手本動作の動作主である熟

練者の視点と，学習者の視点の位置を一致させるこ

とにより、学習者の身体に重ねるような形で描画し

ていた。そして，描画された動作に追従する形で模

倣することによって、スキルの向上をはかるものだ

った。このシステムは熟練者や学習者自身の体幹の

動作を見るのが困難であるという欠点を抱えていた。

このため、対象動作が限られていた。 

また、手本動作を学習者の前方の空間に表示する

システムの研究がされた(2)。このシステムでは学習

者自身の動作は表示されなかったが、手本動作の確

認はできるようになった。 

1.1 問題点の解決方法 
本研究では、先行研究の中で開発されたシステム

から拡張現実感を用いて学習者が手本動作を表示す

る機能を受け継いだシステムを開発した。具体的に

は、手本動作の描画位置は熟練者と学習者の視点に

合わせるように学習者の身体に重ねて表示するので

はなく、学習者の前方の少し離れた位置に手本動作

の全体像を鏡像で描画した（図 1）。そして、学習者

の動作をリアルタイムで手本動作に重ね表示した。 

1.2 研究目的 
本研究では対象動作をゴルフのスイングとした。 

本研究の目的は、前述のシステムの手法の提案と，

試作システムの開発、そして、そのシステムが，利

用したゴルフ初心者にとって学習しやすい環境が実

現されているかを検証することである。そのため、

被験者は，先行研究でもある当研究室で開発された

スキル学習支援システムと、本研究で開発した学習

支援システムを使用した後にアンケートに回答する。 

 

 

図 1 システムの表示画面 

 

2. システム構成 
本システムは，KINECT，PC，HMD，Webカメラ

から構成される．拡張現実感を利用するため、Web

カメラを用いて現実空間の情景を PC を経由して非

透過型 HMD 上に提示する．また、学習者の動きを

取得するためにKINECTをシステム利用者から見て

2mほど離れた正面の位置に設置する必要がある（図

2）。 

2.1 手本動作の取得と表示 
手本動作はKINECTを使って熟練者の動作を取得

し、アバターでアニメーション化したものを鏡像で

表示するように、あらかじめシステムに組み込んで

おく。 

手本動作を HMD 上に表示する情景の前面に表示

する。表示する手本動作は、鏡像で表示することに

よって手元を見えやすくしている。 

 

手本動作 

学習者の動作 
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図 2 システムの構成 

 

2.2 学習者の動作の取得と表示 
本システムでは KINECT で基準点を決定し、情報

を取得することで学習者のボーンモデルを動かして

いる。手本動作に重ね表示する学習者のボーンモデ

ルは位置と大きさが固定されている。ボーンモデル

の動作に使用しているデータはKINECTで取得した

各関節の角度情報のみを使っている。そのため、学

習者の体格が変わろうとも学習者のモデルの大きさ

は変わることがない。 

3. 評価実験 
本研究の実験では以下の４つの行程を用意して実

験を進めた。 

1. 事前学習として、被験者は，ゴルフの練習用の器

具の持ち方とスイングの簡単な動きの順番を覚える。 

2. 被験者は，先行研究で構築したモーションナビゲ

ータを体験する。  

3. 被験者は，本システムを体験する。 

4. 被験者は，2 と 3 で体験した両システムに関する

アンケートに記入する。そのアンケート内容は各部

位や手本動作について，確認しやすかった度合を示

したものである。アンケートでは 7 段階評価を行い，

中央値を 0 として、最大を 3，最小を-3 とした。被

験者は 10人とし，グループ Aの 5人は，1→3→2→

4 の順に行い，残りのグループ B の 5 人は 1.→2.→

3.→4.の順に実験を行った。 

3.1 実験結果 
モーションナビゲータの方が高い評価であった場

合には負の数値となり、本システムの方が高い評価

であった場合には正の数値になっている。 

表 1 に学習者自身の身体の各部の確認に関するア

ンケート結果を示す。 

表 1 にはアンケートでの質問内容を省略した形で

項目を表記している。各項目は「腕の動きの確認で

きましたか？」を「腕の確認」、「足の動きは確認で

きましたか？」を「足の確認」、「体勢は確認できま

したか？」を「体勢の確認」としている。 

このアンケート結果によって、すべての項目にお

いて，平均は 1 以上であり、各部分での確認のしや

すさは，本システムのほうが高いことがわかった。 

 

表 1 学習者の身体の各部の確認の容易さ 

被験者 腕の確認 足の確認 体勢の確認 

A 2 -2 3 

B 2 1 3 

C 2 3 3 

D 2 1 3 

E -1 1 1 

F -1 2 3 

G 2 2 1 

H 2 1 1 

I 3 2 3 

J 2 3 1 

平均 1.5 1.4 2.2 

 

表 2 に手本動作の容易さに関するアンケート結果

を示す。 

 

表 2 手本動作の確認の容易さ 

被験者 手本の確認 間違いの確認 

A 3 3 

B 3 2 

C 3 2 

D 2 3 

E 0 2 

F 1 1 

G 3 0 

H 0 0 

I 2 2 

J 2 0 

平均 1.9 1.5 

 

表 2 にもアンケートでの質問内容を省略した形で

項目を表記している。各項目は「手本のスイングは

わかりましたか？」を「手本の確認」、「間違いは確

認できましたか？」を「間違いの確認」としている。 

また、表2の結果も平均が1以上であることから、

本システムが確認しやすいことが分かった。 

4. まとめ 
初心者にとって自分の動作は分かっていない部分

でもある。そのためアンケートによる確認を行った

が、アンケート結果では期待以上の数値が出た。今

後はアドバイス提示システムなど指導するためのシ

ステムを導入することによる学習効果の向上が見込

めると考える。 
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複数の熟練者の動作データを目的に応じて参照できる 
インターフェースの提案と構築 
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あらまし：従来の学習支援システムは単一の熟練者の動作を手本動作として保持していることが多いが，

その動作は手本動作として最適ではないおそれがあった．本研究では，複数の熟練者の動作データがある

場合，(1)任意の熟練者の動作データ，(2)全熟練者の動作を平均化したデータ，(3)平均に最も近い動作デ

ータ，(4)体格の近い動作データ，以上(1)～(4)から選んで参考にできるシステムを提案し，試作システム

を構築した． 

キーワード：学習支援，手本動作，体格差，平均，動作データベース 

 

 

1. はじめに 
近年，スポーツや技能の熟練者の動作を特殊なセ

ンサでキャプチャし，システムを通して学習者に提

示することで動作学習を支援しようとする研究が盛

んに行なわれている(1)(2)．しかし，従来のシステムが

提示する手本動作データは，単一であることが多い．

手本動作データが単一である場合，「手本動作が中立

的ではないおそれがある」，「手本動作が学習者の体

格に適合しないおそれがある」，「その手本動作以外

に正解は存在しないと学習者が誤解するおそれがあ

る」などの問題がある．このため，学習者の動作学

習を支援する際には，システムが複数の手本動作を

保持し，学習者にとって有益なデータを抽出して提

示することが重要であると考えられる． 

本稿は，動作学習支援システムに複数の手本動作

データを保持させ，さまざまな切り口で学習者に提

示することにより，学習者の多面的な学習を支援す

ることを目的とした． 

 

2. システム概要 
本研究で構築した試作システムは，録画モード・

指導モード・学習モードから構成される． 

録画モードでは，学習者または熟練者は Kinect を

用いて自身の動作を記録することが可能である．こ

こで記録された学習者または熟練者の動作データは

システムの動作データベースに蓄積される． 

学習モードでは，学習者は 4 種類の手本動作と自

身の動作との重ね表示を見て学ぶことが可能である．

4 種類の手本動作とは，「学習者が任意に選んだ動

作」，「学習者の体格に類似した手本動作（図 1）」，

「システムが複数の熟練者動作に基づいて生成した

平均動作（図 2）」，「平均動作に最も近い熟練者の動

作」である．学習者はボタン 1 つで，それらを手本

動作として設定することが可能である． 

指導モードでは，熟練者は学習者の動作を PC 画

面上で矯正することが可能である．矯正結果は当該

学習者にフィードバックされる． 

 

 
図 1 類似体格例選出機能による重ね表示 

 

 
図 2 平均生成機能による重ね表示 
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3. アルゴリズム 
各機能実現のためのアルゴリズムを示す． 

3.1 平均生成機能 
クォータニオンによって与えられる各関節の姿勢

について，均等に補間した結果を「平均動作データ」

とする． 

3.2 平均類似例選出機能 
式 1 における 𝑝 が最小となる指導データを選出

する．ただし，𝑛 は全身のボーン数，𝑡 はキャプチャ

時間，𝛼𝑖𝑗は時点 𝑗 における指導データのボーン 𝑖 と

それに対応する時点における平均動作データのボー

ン 𝑖 とのなす角の大きさを表す． 

𝑝 = ∑  𝑠𝑖

𝑛

𝑖=1

 
 

𝑠𝑖 =
1

𝑡
 ∑  | 𝛼𝑖𝑗|

𝑡

𝑗=1

 (1) 

 

3.3 類似体格例選出機能 
式 2 における 𝑞 が最小となる指導データを選出

する．ただし，𝑛 は全身のボーン数，𝐿𝑖 は平均動作

データのボーン 𝑖 の長さ，𝑙𝑖  は指導データのボーン 𝑖 

の長さを表す． 

𝑞 = ∑  | 𝐿𝑖 − 𝑙𝑖|

𝑛

𝑖=1

 (2) 

 

4. 評価実験 
提案したシステムについて評価実験を実施した．

比較のために，提案した新型システムから「4 種類

の手本動作を提示する機能」を省いたシステム（従

来型システム）を新たに構築して実験に供した． 

4.1 実験内容 
対象動作についての簡単な説明，従来型システム

の操作，自由記述アンケート，新型システムの操作，

7 段階評価および自由記述からなるアンケートの順

で被験者 15 人に対して実験を行なった．対象動作は

弓道とし，システムが保持する手本動作データは，

3人の異なる熟練者による動作データ計 3件とした． 

 

4.2 結果 
7 段階評価アンケートによって得られた結果を表

1，表 2，表 3にまとめた．なお，これらのアンケー

トでは，-3 を「そう思わない」，0を「どちらでもな

い」，3 を「そう思う」と明記し，その他の数字につ

いては文字による指標を設けなかった． 

 

表 1 学習へのモチベーション維持に関する評価 

学習意欲に関する設問 平均 分散 

任意選択機能は有益と思うか 1.07 1.00 

類似体格例選出機能は有益と思うか 2.33 0.36 

平均生成機能は有益と思うか 0.80 0.96 

平均類似例選出機能は有益と思うか 1.27 1.53 

表 1 スキルの向上に関する評価 

スキルの向上に関する設問 平均 分散 

任意選択機能は有益と思うか 1.73 1.53 

類似体格例選出機能は有益と思うか 2.40 0.51 

平均生成機能は有益と思うか 0.73 0.73 

平均類似例選出機能は有益と思うか 1.10 1.18 

 

表 2 その他に関する評価 

設問 平均 分散 

新型システムは操作が簡単か 1.67 1.42 

従来型システムは操作が簡単か 1.87 0.92 

新型システムは多面的学習に適する
か 

1.53 1.98 

従来型システムは多面的学習に適す
るか 

-1.00 1.87 

新型システムは今後も使いたいか 1.60 0.64 

従来型システムは今後も使いたいか -0.07 1.00 

 

4.3 考察 
実験の結果より，新型システムのほうが従来型シ

ステムよりも総合的に有用であり，複数の手本動作

を提示するという提案は有効であると結論付けた．  

表 1 および表 2 より，従来型システムと比較した

場合，新型システムにおける手本動作提示機能は学

習へのモチベーション維持およびスキルの向上に寄

与する可能性が高いことが分かった．とくに類似体

格例選出機能は 4 機能のうちで最も有益であると考

えられる．平均生成機能がその他の手本動作提示機

能ほど高い評価が得られなかった原因は，学習者は

機械的に自動生成された動作データに対して不安を

覚えるためであると推測される． 

表 3 より，従来型システムと比較した場合，新型

システムは動作の多面的な学習に対してかなり有益

であり，学習者は継続的に使い続けたいと感じる度

合いが強いことが分かった． 

 

5. まとめ 
本研究では，学習者の多面的な学習を支援するこ

とを目的とし，さまざまな切り口の手本動作を学習

者に提示する試作システムを構築した．アンケート

によって，学習支援システムによる複数の熟練者の

手本動作の提示は有用性の高い提案であることを確

認した．今後の課題としては，積極的な機能の充実

および操作方法の改善などが挙げられる． 
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表装裂地修理に用いる増裏打ち工程の教授方法の検証 
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あらまし：掛軸や屏風といった表装裂地修理・修復は日本の文化財を守るうえで重要な技術である．この

中でも増裏打ち工程は習得が難しいとされているが，確立された教授方法がなく，これまで見て盗むこと

が一般的であった．本研究では，熟練技術者の動作測定および聞き取り調査から増裏打ち工程の教授方法

を明確化した．さらに選定した教授内容をもとに未経験者へ教授を行い，教授前後作品の出来栄えを評価

した．この結果，本研究で示した教授内容は未経験者の習熟に有効であることが示唆された． 

キーワード：増裏打ち，技術伝承，動作解析，剥離試験，弟子への教授  

 

 

1. はじめに 
日本の伝統的な絵画や書跡の装丁様式に掛軸とい

うものがある．掛軸は収納時には下から巻いて箱に

納入されている．鑑賞するときだけ展開して床の間

や梁に掛けられる．巻いた時には折れることなくし

なやかに巻き上げられ，展開した際にはなみうちや

折れが生じてはならない．このふたつの機能を可能

にするために，掛軸の裏面には和紙が数層にわたっ

て接着される．この和紙は裏打ちと呼ばれる．繰り

返される巻き解きに堪えうるだけの十分な接着を和

紙はされていなければならない．そこで，裏打ちは，

作品の裏に和紙を打刷毛と呼ばれる特殊な刷毛にて

叩き，接着を促進させるのである．この叩く動作は

叩打と呼ばれる．図 1 に叩打の様子を示す．図 2 に

示すように，掛軸は本紙と呼ばれる絵画や書跡の裏

から順に肌裏紙，増裏紙，中裏紙，総裏紙と呼ばれ

る 4 層の裏打紙が小麦を原料とした澱粉糊で接着さ

れているのが一般的である．それぞれの層の接着作

業のことを「肌裏打ち」，「増裏打ち」，「中裏打ち」，

「総裏打ち」と呼んでいる．裏打ちの中でも増裏打

ちは最も技術を要するとされており，技術の良し悪

しが掛軸の仕上がりを左右する．しかし，裏打ちの

技術の教授はこれまでほとんど行われておらず，「見

て盗む」「見よう見まね」という習得方法で会得する

しかなかった．実践導入をする場合には，部分的な

教授を行うのみで，全ての動作に対して教授を行う

ことはないと言う．「見て盗む」という習得方法は，

修業期間が十分確保され，多くの作品の作製を目に

することができる場合，自らの気付きにより習熟が

進むことから，現在でも有効である．しかしながら

近年，技術者を志す若者が減少し，大学卒業後に就

業する若者も多く，手がける作品数が減少する中，

「見て盗む」という習得方法では十分な技術伝承が

行えなくなっている． 

そこで本研究では，熟練者の増裏打ちの技術を定

量化し決定した教授方法が，未経験者の習熟に有効

か否かを明らかにすることを目的とした．熟練者の

増裏打ちを三次元動作解析などから定量化した結果

および，熟練者からのヒアリングから得られた内容

を未経験者に教授し，未経験者の習熟を作品の仕上

がりから評価した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1熟練者の叩打の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2裏打ちの構造 

2. 方法 
2.1 教授内容の選定 
未経験者への教授内容は，熟練者（経験年数 20

年）および非熟練者（経験年数 4年）を対象とした，

三次元動作解析の結果および結果基づく熟練者への

ヒアリングから決定した． 
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熟練者は打ち刷毛を両手で交互に持ち替え叩打を

行っていたが，非熟練者は利き手である右手のみを

使用していた．このため，非熟練者は右手から遠い

場所を叩打する際は腕が伸びていた．図 3 に上方か

ら見た打ち刷毛の軌跡を示す． 1 回の叩打に対し，

熟練者は打ち刷毛が回転していたのに対し，非熟練

者は打ち刷毛をほぼ垂直に打ち下ろしてした．なぜ

打ち刷毛が回転するのかを熟練者にヒアリングを行

ったところ，刷毛の和紙に当たる面は，平面ではな

く曲面に切りそろえられているため，斜めに刷毛を

叩打するよう意識していることが明らかになった．

斜めに刷毛を叩打することが，均一な接着に有効で

あるとの回答が得られた．さらに，斜めに刷毛を叩

打するためには，図 1 のように刷毛を上から持たな

ければならないことが明らかとなった．これらを踏

まえ，未経験者への教授内容は下記に示す通りとし

た． 

1) 刷毛の持ち方：上から持ち，薬指を毛の根元に

引っ掛ける 

2) 刷毛の持ち替え：右手に刷毛を持つときは，右

手は概ね右肩から体の中央までの範囲で叩打

し，体の中央，最も体に近い場所で持ち替える 

3) 刷毛の動き：空中での刷毛の動きと傾き 

4) 叩打の瞬間の刷毛の角度：右手に刷毛を持つ場

合は，刷毛の左側やや奥側が当たる 

5) 刷毛と体の距離：体と作業台の距離は 30cm 程

度とし，肩と刷毛の距離は特に固定させず，腕

が伸びきる前に立膝して体を前に出す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3熟練者と非熟練者の打ち刷毛の軌跡 

2.2 実験方法 
被検者は，経験年数 20 年の熟練者（38 歳）と未

経験者（25歳）とした．本紙（作品）に見立てた無

地の平織り絹（70cm×40cm）に，美濃紙にて肌裏打

ちが完了して乾燥させたものを用意し，被験者には

それに対して増裏打ちを行うように指示した．上記

の実験は，1回目は 2014 年 3 月，2 回目は同年 6月，

3 回目は同年 11月に実施した．未経験者への教授は

2 回目の実験直前に熟練者から行った．未経験者は

実験実施以外において叩打を行なっていない．仕上

がったサンプルは十分に乾燥させた後，幅 25mm，

長さ 400mm に切り出し，剥離試験を実施した．剥

離試験には AUTOGRAPH AGS-X を用い，試験速度

は 10mm/min，剥離長さは 100mmとした．  

3. 結果および考察 
1 回目および 3 回目の剥離試験における代表的な

変位－荷重線図を図 4 に示す．1 回目においては，

熟練者の剥離荷重は未経験者よりも高い値で推移し

ていた．一方 3 回目においては，熟練者と未経験者

の線図は似た傾向を示していた． 

1 回目から 3 回目の平均剥離荷重比率を図 5 に示

す．平均剥離荷重比は未経験者の平均剥離荷重から

熟練者の平均剥離荷重を除した値とした．1 回目お

よび 2 回目では剥離荷重比は 0.7 前後の値であった

が，3 回目では 1.0 に近い値であった． 

1 回目の実験においては，未経験者は右手のみで

叩打を行っていた．1 回目の実験後，未経験者は熟

練者らの動作を自主的に観察している様子が伺えた．

このことが，2 回目の実験直前の教授での理解を促

したと考えられる．さらに教授および 2 回目から 3

回目までの期間の自主的な観察は，未経験者の叩打

に対する理解に繋がり，3 回目のサンプルが熟練者

に近い仕上がりになったと考えられる． 

これらのことより，未経験者に適切な教授を行う

ことで，裏打ちの技術習得が飛躍的に早まる可能性

が示唆された． 

(a)             

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4変位－荷重線図 (a)1回目，(b)3回目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5平均剥離荷重比 

謝辞 
本研究は JSPS科研費 25350327の助成を受けたも

のです． 

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 132 ―
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あらまし：本研究では,	 教授・学習支援を目的とし,	 視覚／聴覚に関する学習スタイル測定法の開発をお

こなった.	 予備実験で,	 学習者に個別の学習スタイルについて指導をおこない,実験的な実践を行なった.

その結果,	 測定結果に基づいたグルーピングでの恊働学習による自己理解・他者理解の学習効果が見込ま

れた.そこで,	 初年次学生を対象に,	 実践実験計画を立て,	 開発したパーソナルな教育・学習支援システ

ムによる学習効果についての検証をおこなっていく.	 

キーワード：パーソナル, 教授・学習支援, 協働学習, 自己理解・他者理解, 学習スタイル, 学習者特性 
 
1. はじめに 

ICT を活用することにより, 学習時, あるいは前
後の精神状態から学習効果まで , 学習者の様々な
Data を集めることが可能である. 一般的に, 学習者
固有の Dataはかなり複雑化されたものになる. 学習
者の Dataは, 実体を処理することが可能であるため, 
Big Data であるといえる. 一方, 対面式一斉授業か
ら ICT 活用の教育へと, 学習環境の変化(図１)が起
きている. さらに, 一人一台のタブレット時代に入
り, 各学習者の特性を把握することが, さらに困難
な場合が多くなると予測される.この問題の解決を 

 
 

          	 	 	 	 	 	 	 

し,	 パーソナルな教育の質保証を確保していくこと

が重要であると考えられる.	 そこで,本研究では,	 

学生の行動予測分析に必要なBig Dataを収集し(イン
フォームドコンセント, 承諾書作成, 倫理審査済み)	 ,教
育改善を目指した教授・学習支援システム開発を試

み, 実践実験による検証をおこなった. 
	 

2. システム概要 
  教育システム, 生体システム,	 システム工学は,	 
社会システムの構成要素として, それぞれが機能し
ていると考えられており, それらの関係性は強く	 
	 

	 	 

	 	 

	 	 

	 	 

	 	 

	 	 
 

 
 
 
 
 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 

	 	 

	 	 	 	 	 	 図１	 学習環境の変化	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 図２	 教授・学習支援システム概念図
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表 1	 システム構成要素	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 表２	 検証実験計画	 	 	 	  

  
影響を及ぼし合っていると考えられる.	 

	 社会システムにおける教育システムの要素機能と

して,ICT の発達に伴い,	 協働学習による人材育成
が含まれはじめた.「協働」(1)とは,「共同」「協同」

「協調」等と,	 他者理解,	 異文化理解という点にお

いて類似している.	 しかし,	 共同等では,リーダ役

に従って課題を解決することを目指しているのに対

して,	 協働では,	 異なる立場のメンバーが同じ課題

について力を合わせて解決して行く必要がある点等

が挙げられている.また,「協働」では,	 それぞれの

目的に向けて遂行する必要があるため,	 自己と他者

の両面においての理解が必要とされている.	 

	  これらの能力は, Gardner(2)のいう対人関係的能力

および内省的能力に相当する. また, 知識能力とは
異なり, 知覚からの情報により発達すると考えられ
ている. したがって, 対人関係能力や内省能力を測
定する場合, IQ や学力テストでは測れない認知面
での特性を知る必要があると考えられている. 	 
	 	 そこで,筆者は,教育改善を目的とし,	 教育システ

ムと関係性の強い生体システムとシステム工学の知

見から,言語情報過程における学習者の認知特性を

測定する方法を考案した(3).	 この測定方法を利用し

て,	 協働学習における教授・学習支援に応用できな

いか,	 検討をおこなった(図２).	 	 

	 学習者特性測定法は,自己分析のためのアンケー

ト文を, 音声／文字(A/V)で提示し, 回答してもらい, 
回答反応と反応時間の Data を収集する. これらの
Data を処理し比較分析することのにより, 認知特性
を把握することが可能であることが分かってきた(3). 
一方, 図１で示したように, 対面式から ICT による
コミュニケーションにおいて,	 教授者は学習者特性

を掴むことが困難であると推測される.そこで	 教

授・学習支援システムを開発し,	 要素機能(表１)を

検証する目的で,医療現場での協働による対人コミ

ュニケーション能力が求められる看護科学生を対象

とした実践実験計画を立て,実施した(表２).	 

3. 実践実験 
  2014年 11月から 2015年 3月までの期間, K大に
おいて, 再演習希望者対象(1-2 回生 49 名)に実施し
た.まず,	 教授者にグルーピングを行なう際,	 どの

ような方法で分けたのか,	 その理由を記録してもら

った.	 再演習終了後, A/V 実験を実施し,グルーピ
ングについて分析をおこなった.	 その結果,	 ２回生

に対しては,	 上手くグルーピングが行なわれている

と判断されたが,	 1 回生においては,半分のグルーピ

ングにおいて問題があることが判明した.	 学習成果

物との比較分析結果から,評価が一致することが判

明した.そこで学習者特性とグルーピングとのマッ

チング	 問題点を明らかにし,	 解決策を検討した.	 	 

その後,	 教授者が各学習者特性のフィードバックを

理解した上で,	 行動予測によるグルーピングをおこ

ない,	 実践実験を実施したところ,対人コミュニケ

ーションが不得意な学生に変化がみられた.	 他のグ

ループにおいても改善がみられたことから,	 初年次

学生を対象とした支援の学習効果が予測された.	 	 
 

4. 検証実験 
  2015 年 4 月より,	 初年次学生(98 名)を対象に,	 
表２に沿った検証実験を進めている.	 A/V 実験結果
を,	 2014 年度分と比較分析したところ,差異はみら
れなかった.	 YGPI判定結果は教授者らに伝え,初年
次のグルーピングや実習指導の指標として利用でき

るようにした.今後の課題として,教授者からの意見

や,	 マッチンング検証によるシステム全体の評価を

おこなっていく必要があると考えられる.	 
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あらまし 大学学部 3 年生を対象として，組織における問題解決，それに向けた組織メンバーの動機付

けや継続的な学習の重要性を理解することを狙いとした授業を実践した．実際の組織マネージメントの

模様を扱ったドキュメンタリービデオと，学習者相互の意見共有を目的としたオンラインレポートを活

用した授業設計を行った．授業は，学習者のアルバイトやサークルにおける問題解決経験を既有知識と

して活用することを狙いとした設計になっている．レポートを，アルバイトやサークルなどにおける経

験と授業の内容の結び付きの観点から分析した．これにより，学習主題に関する内省が促進されたこと，

学習者の理解内容が本人の経験に大きく依存していること，が示唆された．  
キーワード  問題解決，動機付け，組織における学習，既有知識の活用，自他の意見の比較，経験学習 

 

1. はじめに 
近年，問題解決力，リーダーシップ，自ら学ぶ力な

どのジェネリックスキルが大学生に求められている．

我々はこれらのジェネリックスキルを座学によって深

化させることをねらいとした授業実践を行っている(1)．

この実践では，学習者が過去のアルバイト経験などを

通じて暗黙的に有していると思われる知識を，ドキュ

メンタリービデオの視聴やオンラインレポートの他者

の意見と対比させる．これによって，コルブの経験学

習モデル(2)の，省察・概念化の段階の促進を目的とす

る．本稿では，学習者のレポートを，経験に関する記

述と理解状況の関係の観点から分析した結果を示す(3)． 

2. 学習主題 
本実践の学習主題では，単なる問題解決手法の解説

でなく，問題解決におけるメンバーの関わり方，リー

ダーシップや動機付けの役割，それらを通じた人間の

経験や学習，などを扱う．本稿では特にリーダーシッ

プの役割が分析の対象となるので，これについて説明

する．他の詳細については先行研究（1）を参照されたい． 
組織における問題解決がうまく機能するためには，

メンバーが自由に情報を発信し，問題解決に関与する

という価値観をリーダーが醸成してメンバーの動機付

けを行うことが重要である．また，議論を繰り返して

も，方向性が定まらなければ，組織は自壊してしまう．

従って，組織の方向性を定めることも，リーダーの重

要な役割である．メンバーの動機付けに関するものを

学習主題1，組織の方向付けを学習主題2とする． 

3. 授業設計 
上記の学習主題の深い理解を促すため，リゾート施

設の経営再建を扱ったドキュメンタリービデオを視聴

させ，これについてのレポートを課す．これによって，

主題に関する真正な状況・文脈を提示し，他者の考え

を知る機会を設ける．また，学習主題に関わる経験を

引き出すため．レポート課題では自身の経験と結びつ

けた記述を求める．ビデオ視聴とレポート提出は2回

繰り返し，ビデオの視聴前に他者レポートを紹介して，

多様な視点からの学習主題への理解を促す(1)． 

4. レポート分析 
今回，2014年に実施した授業実践を分析の対象とし

た．学習者は理工系の大学の 3 年生である．2 回のレ

ポートを提出し，さらにアンケートに回答した者は67
名である．1 回目のレポートでは，ビデオの主人公が

組織における問題解決のためにどのような行動をとっ

ているかについて，自分のアルバイトなどの経験とで
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きるだけ結びつけて300字程度のレポートを記述させ

た．このレポートで，実際に経験に言及したものは39
名，そのうちビデオの内容と類似の肯定的な経験（例：

「上司が部下の提案を聞くことでモチベーションを高

めている」）は 28 名，否定的な経験（例：「リーダー

が指示だけ出したためメンバーがついてこない」）は

11名であった．今回は，否定的な経験に言及した3名

の学習者のレポートを分析した． 
表1に3名の学習者の1回目のレポートを示す．学

習者Aはメンバーの立場，BとCはリーダーの立場で

ある．AとBの記述が学習主題1の範囲に留まってい

るのに対し，Cは学習主題2のコンセプト提示に明確

に言及している． 
2回目のレポートでは，学習者Aは自身の経験をも

とにロジカルシンキングなどに言及したが，内容は議

論の失敗例として，「上級生が下級生を頭ごなしに否定

する」といった学習主題1と関連した事例を記述して

いる．他の学習主題については「自分はできている」

という記述が目立った． 
学習者 B は，レポートの前半では，「話し合うこと

で問題をみんなに深く認識させる」，「星野さんの会社

ではリーダーシップを社員一人一人が持っている」，後

半では，星野氏の失敗からの経験的な学びや，「任せる

が責任は取ることが不可欠」といった記述を行ってい

る．これは，1 回目のレポートの自身の否定的な経験

との対比と考えることができる． 
学習者Cは，自身が行っている「メンバーを活かす

こと」と，自身ができていないという「コンセプト提

示」の2つの観点で2回目のレポートを展開している．

前半で，この2つが不可欠であるとしたうえで星野氏

の行動を記述し，「共感を得ることで方針の決定に意味
．．

を持たせ，（略）コンセプトに沿って積極的に活動でき

るようにする」といった記述を行っている．星野氏の

学習・成長，仮説思考についても，この二つの観点と

関連付けてレポートを記述している． 

5. 考察と課題 
前節の分析から，学習者の経験が学習内容に大きく

影響していることが読み取れる．特に，2 回目のレポ

ートの内容から，リーダーとしての失敗経験を持つ学

習者は，自身の行動とビデオの内容を対比して，自身

の失敗原因や欠けていたものを振り返り，次の行動に

つながると思われる教訓を引き出している．このよう

に，本授業実践が学習者の経験の省察・概念化を促進

していることが示唆された．今後，よりサンプル数を

増やした分析を行い，学習者の経験と実践の効果の関

係を検証していく． 

参考文献 
(1) 仲林 清：“組織における問題解決を主題とする ビデオ

とオンラインレポートを活用した授業実践”，教育シス

テム情報学会誌，Vol.32, No.2, pp.171-185(2015) 

(2) Kolb, D. A.: Experiential Learning: Experience as the 
Source of Learning and Development, Prentice 

Hall(1983) 

(3) 仲林清：“組織における問題解決を主題とするビデオと

オンラインレポートを活用した授業の受講者レポート

分析”，教育システム情報学会研究報告, 30(1), 73-76 

(2015) 

表1  1回目レポート例（下線筆者） 
学習者A：メンバー，現在，動機付け 

今回ビデオを見て気づいた事は、結局企業を動かす大部分を

作っているのは社長ではなく社員だと言う事だ。実際、今回

のビデオでは主人公が経営で上手くいってない時は、社員の

言う事をないがしろにしていたためだと感じた。これは自分

のバイト先でもそうだが、バイトの言う事に耳を傾けない店

長はコミュニケーションもとらず、結果的に店の売上を落と

している場合が多かった。（略） 
学習者B：リーダー，過去，動機付け 

（略）主人公が問題解決のためにとっていた行動は、すべて

の決定権をリーダーや社長ではなく、社員やメンバーに与え

るというものでした。自分たちで決めることによりその決定

に対して自然と向き合い、責任感や充実感が生まれていまし

た。私は中学生の時、所属していた部活の部長をしていまし

たが、このような手法で部員の練習メニューを決めたことは

ありませんでした。ビデオで見たようにもっと部員を積極的

に活用していればもっと強いチームになっていたかもしれま

せん。なにより、「残った社員が財産」という意識と似たよう

なものが当時の私にはなかったと思います。 
学習者C：リーダー，現在，動機付けとコンセプト 

主体を社長ではなく社員にする。これを徹底していると感じ

ました。（略）社長は解決法を提示するわけでは無く、指針を

提示し社員の共感を誘うだけで、解決法は社員自発的に考え

ていました。自分は現在リーダーとして活動しています。星

野社長と同じように、トップダウン式ではなく、メンバーを

生かすことを目標としていますが、なかなか上手くいきませ

ん。それは、自分達が何を目指しているのか、つまり「コン

セプト」を作りあげられていないことが原因ではないかと思

いました。 
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あらまし：本学医学部では，2015年度からカリキュラム再編と授業時間短縮（90分間から 60分間へ）が
行われた．これは, 学生の能動的かつ自律的な学びをより促す教育への転換が目的の一つである．その実
現のため，新入生に対して学び方を身につけることを目的とした新たな科目を設定し，TBL（Team-Based 
Learning）の要素と, LMSや PC教室などの ICT環境活用を複合的に取り入れたアクティブラーニングを
実施した．事前学習，授業および事後学習の一連の流れの中，どの段階においても ICT 学習環境を積極
的に活用する授業デザインとした．今回，この新たに行った ICT学習環境を活用した TBL型のアクティ
ブラーニング実践について報告する． 
キーワード：TBL，アクティブラーニング，ICT学習環境，LMS  

 
 
1. はじめに 
近年の高等教育におけるパラダイムシフトととも

に，医学部においては，2023年問題とも言われてい
る国際基準に対応した医学教育認証評価（1）への対応

も含め，本学では，2015年度から，カリキュラムの
再編と授業時間短縮が行われた．この目的の一つに

は，より能動的，自律的な学びへの移行があり，そ

の支援策について様々な取り組みが行われ始めた． 
医学部では，従来から PBLテュートリアルなどの

アクティブラーニング形式の授業もあったが，授業

時間短縮に伴い，一般的な他の授業科目においても，

アクティブラーニングを取り入れた授業形態が必要

と考えられた．そのため，授業デザインとして，ICT
（情報通信技術）学習環境の積極的な活用により，

事前学習や事後学習を充実させ，また，授業時間内

も ICTを活用することで，議論などを活発化させる
など，より学生の能動的，自律的な学びを支援する

学習環境の提供が必要と考えられた． 
今回，新入生の授業において，グループ学習を含

めた能動的，自律的な学びを学ぶ機会を１学期から

取り入れることとし、ICT学習環境を活用した TBL
（Team-Based Learning）（2）型の授業を開始した． 
	 今回，その科目の１つである「スタディ スキルズ」
について 10コマ（60分授業 10回）の授業を経た状
況から，得られた学習環境および授業デザインにつ

いて主に報告する． 
 

2. ICT学習環境の現状と活用手法 
今回の取り組みにおいて，学内の ICT学習環境と

して，コンピューター教室，無線 LAN および LMS
（学習・授業支援システム）を積極的に活用した．

また，LMSは，事前・事後学習時に自宅など学外か
ら行うことを前提とした情報提供や手法を用いた． 
2.1 コンピューター教室環境とグループ学習 
今回の科目では，授業をコンピューター教室にて

主に行った．コンピューター教室は２カ所（最大 142
名用と，最大 68名用）あるが，一方はグループ学習
を行うことを考慮したアクティブラーニング用のコ

ンピューター教室として 2014 年度から利用開始し
た（図 1）．今回，このグループ学習を考慮したコン
ピューター教室を用い，図 2に示すように，各テー
ブルで，4〜5名のグループとして取り組みを行う授
業デザインを考えた． 
なお，このコンピューター教室では，図１に示す

ように，学生用コンピューター以外にも，教員の資

料を表示する中間モニター（机上に設置）があり，

さらに教室の壁面４カ所には，プロジェクター用ス

クリーンが設置してある．授業時は，中間モニター

とプロジェクターを併用しながら，学生への情報提

供に活用した． 
2.2 学内無線 LAN環境とタブレット端末の利用 
持参したタブレット端末や PC などを用いて学習

を可能とするため，学内では無線 LAN 環境を提供
している．一般教室，コンピューター教室など学内

の広範囲において無線 LAN アクセスポイントを計
250台以上設置している．2015年 4月時点で，医学
部および看護学部学生の約 90％が，学内無線 LAN
を利用しており，十分に普及していると考えられる． 
	 今回の授業科目では，コンピューター教室を利用

していたが，学生は，さらに持参したタブレット 
	 端末やスマートフォンなどを無線 LANに接続し，
情報の収集や共有を行う様子が見られた． 
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	 	 図 1 グループ学習用コンピューター教室 
 
	 なお，本学では，看護学部１，２年生が全員タブ

レット端末（iPad）を所有して授業を受けており，
コンピューター教室での授業においても，コンピュ

ーターの利用だけでなく，無線 LAN を利用したタ
ブレット端末との併用が過半数以上で認められる授

業もあった． 
2.3 LMS（学習・授業支援システム）利用増加 

2011 年度から利用を開始した LMS は，毎年利用
増加が認められてきたが，2015年度の 4月および 5
月の LMSへのログイン数（1ヶ月あたり）は，2014
年度と比較して，それぞれ 5.5倍以上，3.5倍以上と
急激な利用増加が認められた． 
この理由の一つとして，今年度のカリキュラム再

編および授業時間短縮に伴い，授業デザインの見直

しが行われ，LMSを積極的に活用する授業科目が増
加していることが考えられた． 
	 今回の授業科目「スタディ スキルズ」では，この
LMSを授業時間内とともに，事前学習および事後学
習にも活用する授業デザインを用いた． 
 
3. ICT学習環境を活用した TBL型授業 
3.1 授業デザイン 
今回の授業科目は，新入生が能動的，自律的な学

びを身につけるきっかけとなることを目的としてい

るため，事前学習，授業および事後学習，そして次

回の事前学習というサイクルを複数回（6 回）経験
する授業デザインとした． 
授業時間内に次回授業の事前課題を指示し，資料

として，紙資料を配布する場合以外は，LMSを利用
して，オンライン文書や動画等の情報を提示した．

事前課題範囲の理解度を把握するため，授業時には，

LMS のテスト機能を用いて IRAT（個別テスト）を
実施した．さらに，個別テストの実施後に，グルー

プ内で，意見交換を行いながら，個別テストと同一

問題を解答する機会（GRAT）を設けた． 
LMS活用により，個人ごとの理解度および，グルー
プとしての理解度を迅速に把握することができた． 
授業時間内では，事前学習で学んだ内容および新

たに付加した内容について，個人で考える機会，グ

ループで考える機会，クラス全体で考える機会を設 

 
図 2 グループ学習用 PC教室での TBL座席例 

 
け，それらの情報共有には LMS のアンケート機能
や掲示板機能を活用した． 
3.2 アンケート機能・掲示板機能を用いた情報共有 
授業時間内での個人の考えやグループ内での議論

状況を，クラス全体で把握することを目的として，

LMS のアンケート機能および掲示板機能を利用し
た．掲示板機能については，自らの考えあるいはグ

ループでの議論とは異なる，他の学生やグループの

考えを知ることができたことを利点とコメントして

いた学生がおり，「気づき」への影響が考えられた． 
3.3 利用した LMS機能と状況 
今回の授業科目では，LMSを用いて，事前・事後

学習の指示を出すとともに，授業時間中にも，小テ

ストやアンケート機能，さらに掲示板機能を用いて，

学生の理解度の把握や情報共有を行いながら，授業

を進めた．その結果，授業 10コマ終了時点において，
教員が LMSの機能を利用して指示を出した回数は，
計 58回であった．これは，授業１回につき，5.8項
目の指示が出ていた．内訳として，アンケート機能

が 21 回，指示内容のみを掲示するテキスト機能が
15 回であった．その他は，配付資料，ミニテスト，
掲示板，レポートの機能が利用されていた． 

LMS利用に対し，学生の約 91%が，「大変役立つ」
または「ある程度役立つ」として認識していた． 

 
4. まとめ 
	 今回，新入生向けに能動的，自律的な学び方を身

につける機会として，「スタディ スキルズ」科目を
設けた．授業デザインとしては，ICT 学習環境を積
極的に活用し，授業時間および事前・事後学習を含

めた自らの学びを促進する環境となるよう工夫した．

これらの ICT学習環境は，2010年度から企画し，環
境改善・構築を行ってきたものであり，今回の授業

デザインには十分活用できる状況にあった． 
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あらまし：本研究は，学習支援者の支援がなくても期限を守って e ラーニングを受講できる学習者の特性

を把握するために，二つの相違点から学生の e ラーニング受講状況を検討した．第一に学習計画習慣の有

無であり，第二に先輩受講者によるデジタルストーリーテリング（DST）コンテンツ視聴の有無である．

本研究の対象となった e ラーニングは受講期間が短期であったが，学習計画習慣の有無による違いがあ

る程度みとめられ，DST コンテンツも一時的には早期受講を促進していると推測できた． 
キーワード：学習計画習慣，デジタルストーリーテリング，自己調整学習，ブレンディッドラーニング 

 
 
1. はじめに 
本研究では，対面授業と非同期分散型 e ラーニン

グを組み合わせたブレンド型授業における自己調整

学習の支援方法を探るため，学習計画を立てる習慣

に注目し，e ラーニング受講の有無，DST コンテン

ツの活用状況等を比較する．特に，前年度修了者に

よるデジタルストーリーテリング（DST）コンテン

ツについては，昨年度本学会全国大会でピアサポー

トとしての効果を検討したのに続き(1)，その際の議

論を受けて，そもそもどのような学習者が DST コン

テンツにアクセスしたのかを分析する． 
著者らの関心は，学習支援者による e ラーニング

の受講支援から自律的に学べる学習者の育成に移っ

てきており(2)(3)，本研究は，学習支援者の支援がなく

ても期限内にコンテンツを受講できる学習者の特性

を把握する足がかりを得る目的を持っている． 
 

2. 対象と方法 

2.1 授業・受講者 

対象となるのは，2012 年度から 2014 年度（それ

ぞれ後期）に地方国立大 A 大学において開講された

気象学の基礎を学ぶ教養科目であり，同一の教員が

担当して同一内容の 2 コマが同時開講された．全 15
回の授業のうち，第 6 回までは主に座学で，e ラー

ニングは授業の後半に予定された実習の予習教材と

して合計 4 本提供された．実習において，学生は実

際の気象データを用いてグループで天候の予測に取

り組んだ．e ラーニングの内容は，実習で用いる天気 

表 1 対象となった授業 
年度 分析対象者

（受講者）

e ラーニング DST コン

テンツ 予習用 授業代替 
2012 394 (433) 4 本   
2013 169 (181) 4 本  4 本 
2014 109 (124) 4 本 10 回分  

 
図やデータの読み方が中心であり，実習 1 回あたり

1 本（15～20 分程度）が課せられた．第 3 回を除く

受講期間は 1週間，第 3回の受講期間は約 2週間で，

受講期限の後もアクセスできる． 
分析対象となる学生は，表 1 のとおりであり，受

講申込者のうちアンケート未回答者および LMS に

一度もログインしなかった学生は除いた．また，2014
年はすべての対面講義（10 回分；30 本）を e ラーニ

ング化し，欠席した場合の代替受講を認めた． 

2.2 開始時アンケート 

開講時に受講学生に対して実施したアンケート調

査では，他者の助言を受けたい度合い（ヘルプシー

ク・8 項目），自己調整方略（33 項目），集中できる

時間帯（2 時間刻み）などと並んで，二件法で「学習

計画を立ててから，学習をはじめますか」という項

目を設定している．後述するように，これは学習計

画を立てる習慣があるかを訊ねるものである． 

2.3 DST コンテンツ 

2013 年度に提供された DST コンテンツには，前

年度同一の授業を受講し，全ての e ラーニングを期

限内に視聴して，単位を取得した学生 4 名（3 学部，

G2-1 

― 139 ―



女性 3 名，男性 1 名）が出演した．一本 2～3 分で，

「締め切りを守って受講できた理由」や「受講時に

心がけたこと」などのテーマで前年度の受講を振り

返ってもらった．  
コンテンツは初回 e ラーニングの締め切り後に

「先輩の声（e ラーニング受講のポイント）」と題し

て e ラーニングと同じ LMS から公開した．DST コ

ンテンツ活用への呼びかけは，公開直前の対面授業

と受講学生全員が使用している SNS における教員

の日記内で行い，受講を強制せず，時期も含めて学

生の自由とした． 

2.4 リサーチクエスチョン 

本研究では，二つの相違点から学生の e ラーニン

グ受講状況を検討する．第一に学習計画習慣の有無

である．受講期間が 1 ヶ月であった e ラーニングの

科目では，学習計画を立てる習慣があるかどうかが

駆け込み受講など受講パターンに影響を与えること

が示唆されているが(4)，受講期間が 1 週間程度と短

く，ブレンディッドラーニングの科目であっても同

様の傾向が見られるかどうかを確認する． 
第二に DST コンテンツ視聴の有無である．昨年度

の発表においてもこの観点からいくつかの値を分析

しており(1)，ここでは，DST コンテンツを提供しな

かった年との違いについても検討する． 
 

3. 結果 

3.1 学習計画習慣の有無 

学習計画習慣の有無から，全 e ラーニングコンテ

ンツを受講した学生数・割合，e ラーニングコンテン

ツの平均受講順位を算出すると，表 2 のような結果

になった．ここからはいくつかの特徴が読み取れる．

第一に，2012 年度と 2014 年度には類似した傾向が

みられることである．具体的には，どちらの年も，

すべての e ラーニングを受講した学生の割合は，学

習計画習慣有群の方が高い．また，初回と最終回の

e ラーニング受講平均順位が逆転し，最終回では学

習計画習慣あり群が早めに受講しているのも両年に

共通している． 
一方，2013 年度は全く異なる傾向を示しており，

全コンテンツを受講した学生の割合が高いのは学習

計画習慣無し群であり，さらに平均順位は初回も最

終回も有り群が早くなっている． 

3.2 DST コンテンツ視聴の有無 

2013 年度 DST コンテンツを 1 本でも視聴した学

生は 41 名（分析対象者数比 24．3％）であり，その

うち 29 名が 4 本とも視聴していた．視聴時期を視

聴本数ベースでみると，第 2 回 e ラーニングの前が

最も多く，全視聴本数の 52．2%を占める 71 本であ

り，以下第 2 回と第 3 回の間の 41 本，第 3 回と第 4
回の間の 17 本，第 4 回以降の 7 本となった． 
このような視聴状況と表 3 に示した e ラーニング

受講順位の推移を比較すると，特に第 2・3 回の順位

差が大きくなっており，DST視聴効果が示唆される． 

表 2 学習活動の特徴 
年度 
（N）

全 eL 
受講 

平均 
順位* 

2013 計

画習慣

DST 
視聴※

有 12 (230) 113 (49%) 176, 154 有 
N=87 

24 名 
(28%) 13 (87) 50 (57%) 66, 73 

14 (55) 30 (55%) 28, 24 
無 12 (154) 65 (42%) 175, 163 無 

N=70 
15 名 
(21%) 13 (70) 41 (59%) 68, 74 

14 (51) 27 (53%) 26, 29 

*第 1 回，第 4 回の順位，※2名は該当項目未回答 
表 3 e ラーニング受講順位平均値（2013 年度） 
DST
視聴
(N) 

e ラーニング受講 
全部視

聴(%) 
平均順位 

1 回 2 回 3 回 4 回 
有 
(41) 

20 
(70.7) 

62.66 58.26 65.00 69.95 

無
(128) 

66 
(51.6) 

68.48 74.20 78.59 75.54 

差分 ― 5.83 15.94 13.59 4.59 

 
4. 考察と課題 
本研究の対象となった e ラーニングは，受講期間

が短期であったが，学習計画習慣の有無による違い

がある程度みとめられ，DST コンテンツも一時的に

は早期受講を促進していると推測できた． 
一方で，2013 年の学習計画習慣有り群では，DST

コンテンツ視聴群の平均順位が 73→64→73→67 と

推移し，学習計画習慣無し群で，DST コンテンツを

視聴群の平均順位が 45→48→56→65 と推移してい

たことから，DST コンテンツの影響が，どのように

作用しているのかを探り，学習支援としての DST コ

ンテンツの設計や提供方法をさらに研究したい． 
また今回は未検討であった，自己調整方略に関す

る項目と学習活動に関するデータとの関係も検討し，

自律的に学ぶ学習者像を明らかにしたい 
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あらまし：近年，汎用的スキルの育成が重視されるようになり，アクティブ・ラーニングが校種を問わず

推進されている．そして，反転授業は，授業の修了人数向上やモチベーション向上などの効果から，近年

注目されている教育手法の一つである．本研究では，学問的知識習得と汎用的スキル習得の両立を目指し，

学生が教材を作成する反転授業を実施した．その結果，最終成果物において学問的知識の記述がない学生

が減少し，提案手法が学問的知識習得につながる可能性が示唆された．	 

キーワード：反転授業，高等教育，アクティブ・ラーニング 
 
 
1. はじめに 
近年，汎用的スキルの育成が重視されるようにな

り，アクティブ・ラーニングが校種を問わず推進さ

れている．しかし，汎用的スキルの習得に重点が置

かれることにより，教科内容などの学問的な知識習

得が軽視されることも心配されている（1）． 
本研究では汎用的スキルの習得と，学問的知識の

習得を両立させる手段として，知識伝達を授業時間

前に行うことを特徴とする教育手法である反転授業

を実践した．反転授業は，教室で知識伝達を行う講

義の代わりに，ディスカッションなどの知識を「使

うことで学ぶ」活動を行い，授業の修了人数向上や

モチベーション向上などの効果が期待されている（2）． 
 

2. 研究の目的と目標 
筆者は，鳥取大学において汎用的スキルの育成と

学問的知識の習得や知識運用手法の獲得を目的とし

た，ものづくり型 PBL（Project/Problem Based Learning）
のカリキュラム開発と授業開発を行っている（3）．し

かし，授業では学習者の意識は汎用的スキルに向い

ており，学問的知識への興味関心が低い．  
中でも，特に「教養群」科目では，知識習得と汎

用的スキル習得の両立を目指しており，学習目標を

（1）ものづくりに関する様々な領域の知識を知る，
（2）分析的思考と総合的思考の概要・手順・利点を
記述できるようになる，としている．最終成果物で

は，「半年後に役立つ『教養の教科書』」の作成を目

標に，半年後の自分というユーザーを対象にして，

授業を通して学習した知識についてまとめている． 
2013年度の授業では，担当学生が授業前に提示さ

れた知識テーマ（以下，テーマとする）について調

査とまとめを行い，授業内で発表する，情報活用活

動を行った．担当以外の学生は，授業中の発表を聞

く事で知識を得る．教材の質保証は，学生の発表に

過不足や間違いがある場合，教師が授業中にコメン

トすることで行った． 

しかし，授業で扱ったテーマを半分以上盛り込む

事を教師から指示されているにも関わらず，最終成

果物には授業で扱ったテーマの記述がなく，汎用的

スキルに関する記述のみの学生が多かった．この要

因として，知識習得への意識が低い事が考えられる． 
本研究では，知識習得と汎用的スキル習得を両立

させる授業モデルの開発を目指し，最終成果物に知

識の記述がない学生を削減することを目標として，

学習者が教材作成を通して調査・まとめ・発表の情

報活用を実施する反転授業を提案・実施した． 
 

3. 提案手法 
本研究では，（ア）調査・まとめ・発表の情報活用

活動，（イ）他者の作成した資料を授業前に閲覧し学

習する反転授業，の両方を含めた授業デザインを提

案する．授業では，（1）段階的な課題設定，（2）教
材の質保証，の工夫を行った． 
一つ目の段階的な課題設定とは，1 回目の教材作

成では担当学生にテーマとクイズの設問・回答を教

師から提供し．2 回目の教材作成では担当学生にテ
ーマのみ提供する，というように，教材作成の指針

を段階的に減らすこととした． 
二つ目の教材の質保証では，学生に教材を提供す

る前に，作成された教材を教師が事前チェックする

ため，表 1に示すスケジュールで授業回を設定した． 
 
表 1	 教材作成と運用の基本スケジュール 
授業 活動内容 

30日前 テーマの発表，担当者決め 
14日前 第 1回目教材提出〆切 
10日前 教師から修正必要者へ通知 
7日前 教材公開	 ※反転学習開始 
授業当日 ディスカッション 

 
そして評価は，最終成果物の記述の量と深さを表

2 の評価基準に基づいて分類し，記述なし群の人数
で行う．授業方法に関係なく，学生が興味のあるテ
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ーマを記述することが考えられるため，群分類の閾

値は説明あり群・単語のみ群共に， 3テーマ以上記
述していることとする． 

 
表 2	 最終成果物の評価基準 

群 評価基準 
説明あり 扱ったテーマと説明の記述がある 
単語のみ 扱ったテーマの単語のみ記述されている 
記述なし 扱ったテーマの記述がない 

 
4. 実践 
実践は，2014 年度に一般共通科目の授業にて，8

名の学生を対象に行った．提案手法の非対応年度と

対応年度の授業概要を表 3にて示す． 
さらに，提案手法対応年度の全体授業スケジュー

ルを示した表 4にて，灰色部が反転授業回，斜体が
情報活用活動実施回としている．授業前学習の環境

は Moodle で提供し，動画教材の提供はファイルモ
ジュールを，テストはテストモジュールを使用した． 

 
表 3	 提案手法非対応・対応年度の実践概要 

 2013年度（非対応） 201年度（対応） 
科目区分 一般共通科目 

学習目標 

・ものづくりに関する様々な領域の知識を

知る 
・分析的思考と総合的思考の概要・手順・

利点を記述できるようになる， 
受講者数 7名 8名 
授業頻度 週１回 月１回 
反転授業 非対応 対応 
情報活用 
活動 有 

扱った 
テーマ数 

21テーマ 24テーマ 

 
表 4	 授業スケジュール 

実施

回 
授業

回 授業の活動：テーマ 

１ 
１ ディスカッション：“ものづくり”と“教養” 
２ ジグソー活動：ヒートポンプ 
３ 実習：製品分解 

２ 
４  ディスカッション：ものづくりの課題   
５ 実習：ディスカッションツールの練習 

３ ６  ディスカッション：  
	 工場見学で確認すること  

４ ７

~10 
実習：工場見学 

５ 11 ディスカッション：工場見学の振り返り 

６ 

12 発表：課題図書の紹介  

13 

ディスカッション１： 
	 これまでに学んだこと 
ディスカッション２： 
	 教養の教科書作りで気をつけること 

７ 
14 発表：教養の教科書 

15 
ディスカッション： 
	 学んだことを活用するため方法提案 

 

5. 結果 
実践の結果，提案手法の対応年度は非対応年度に

比べて，テーマを記述しない「記述なし」群の学生

数が減少した．表 5では，提案手法の非対応年度と
対応年度における，成果物の評価結果の学生数と，

括弧内数値で各群内の平均記述テーマ数を示す．  
 

表 5	 最終成果物の変化 
 2013年度（非対応） 2014年度（対応） 
説明あり 2名（15.5テーマ） 5名（9.6テーマ） 
単語のみ 1名（2テーマ） 3名（12.3テーマ） 
記述なし 4名 0名 

 
記述なし群の学生数が減少した一つ目の要因とし

ては，一般的に言われる反転授業の利点が考えられ

る．知識習得を自分のペースで進められる反転授業

では，分からなかった所を，何度も聞き直したり確

認したりすることで，教室で一斉に話を聞くよりも，

内容の意識付けが進んだものと考えられる． 
さらに本実践では，学生が反転授業の教材を作る

ことにより，多様な教材が作られたため，学習者の

教材への興味が増したことが考えられる． 
そして，自分が教材の制作者となることで，教材

を閲覧する際に，他者が何をどのように表現してい

るのかに関心が生まれ，主体的に動画閲覧と知識習

得に取組んだことが考えられる． 
今回の結果から，知識習得と汎用的スキル習得の

両立を目指す授業に，情報活用活動を伴う反転授業

を取り入れることは，学生の意識を学問的な知識習

得に向けることに有効だと考えられる． 
しかし大きな課題として，知識習得用教材の質保

証が残された．本実践では，事前に教師が確認・修

正指示を行うことで質保証を試みた．しかし，教師

から修正指示をしても，前提知識の不足などから，

学生が内容を修正できない事例も発生した．今後，

課題の設定方法の検討が必要である． 
さらなる展望として，ディスカッションテーマの

検討がある．本実践では，ディスカッション中の知

識運用については評価出来ていない．今後，ディス

カッション中の活動分析などを行うと共に，ディス

カッションテーマの検討も進めていきたい． 
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反転授業教材の開発と実践

　

新池　一弘

舞鶴工業高等専門学校

あらまし 学習者の学習効果を向上させるためには，アクティブラーニングの要素を多く取り入れることが効果

的であるとされている．アメリカ国立訓練研究所によるラーニングピラミッドは，一方的な講義を聞く授業形態

と，アクティブラーニングの要素を強めた授業形態の学習内容定着率を比較し，効果的な学習形態を明らかにし

ている 反転授業は，教室における講義と家庭学習を反転させる授業形態であり，学習効果の向上が期待されて

いる そこで本研究は，高等専門学校専攻科における専門科目の反転授業教材の開発，および授業実践について

報告する．

キーワード：反転授業，ラーニングピラミッド，アクティブラーニング，高等専門学校，専門科目

はじめに

学校現場では，１人の教師が学習者を一斉に指導

する指導法が一般的である．一斉指導では，学習者は

教師の授業進行のペースで学習しており，学習者個々

人のペースで学習することが少ない．教師が一方的

な講義形式で知識を学習者に教えた場合，その知識

の定着率が悪いことが，米国 （

）による「ラーニングピラミッド」によ

り明らかにされている ．

ラーニングピラミッドは，異なる学習形態での知識

の定着率を比較したものであるが，グループディス

カッション，体験学習，協同学習などの授業に，能動

的に関わる割合が増えると，知識の定着率が向上す

ることを示すものである．

近年，アクティブラーニングを講義に採用する教師

が増加傾向にある．アクティブラーニングとは，教師

による一方向的な講義形式の教育とは異なり，学習者

の能動的な学習への参加を取り入れた教授・学習法の

総称である ．発見学習，問題解決学習，体験学習，

調査学習等が含まれ，教室内でのグループディスカッ

ション，ディベート，グループ・ワークは，アクティ

ブラーニングに有効な方法である．

アクティブラーニングを取り入れた授業形態とし

ては，質問を書かせたり，理解度を確認したり，小テ

ストなどを行ったりする学生参加型のものがある．ま

た，協調学習や協同学習を採用した課題解決学習，課

題探求学習，問題解決学習，問題発見学習の授業形態

および がアクティブラーニングに採用されてい

る ．

年頃から反転授業とよばれる授業形態が導入

された．反転授業は，タブレット端末やデジタル教

材，インターネット環境など情報通信技術の普及に伴

い，講座の典型的な講義と，宿題の要素が入れ替えら

れた教育学的モデルである．反転授業のアイデアは

年頃から提案されており， 年にサルマン・

カーン氏が教材ビデオを作り， に掲載し注目

を集めた．このことが発端となり，同氏は，数学や物

理などのさまざまな分野にわたるビデオ教材を無料

で公開するカーン・アカデミー（ ）を

開設している ．

反転授業では，教室での授業の前に自宅で短いビ

デオ講義を見ることができるので 学習者は，自分の

ペースで学習を進めることができる．そして，授業時

間中には，実習や，研究課題または議論を行う．ビデ

オ講義は，反転授業の重要な要素であり，教師によっ

て作成されオンラインで掲示されたり，オンライン上

の保管場所から選んだりすることができる．

ビデオ講義は，インターネットにアクセスして至る

所で容易に見ることができるので，反転授業はビデオ

講義と結び付けて考えられている．反転授業の特徴

は，教室での授業時間を，学生が講義内容について尋

ねたり，彼らの知識を適用する能力をテストしたり，

実際の活動において，お互いの相互作用を可能にす

るワークショップに変えることができることにある．

多くの高等教育機関では，反転授業が講義に導入

されようとしている．一例として，英語音声の読み

上げ，単語の語訳表示，さらに確認用テストの付加機

能を埋め込めるような英語教材用デジタルブックが，

開発されている ．高等専門学校における反転授業

の導入例として，第 学年（高等学校 年生に相当）

の英語授業における実践報告がある ．その報告に

よると，反転授業を導入するために，予習用教材の作

成において，音声データの扱い，文字フォントとサイ

ズ，教材の長さ，公開方法，および教材公開と対面授

業の割合の 点を特に工夫したとのことである．

そこで，本研究では，工業高等専門学校専攻科の専

門科目，応用通信工学に関する反転授業教材の開発，

および授業実践について報告する．
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図 講義ビデオ

反転授業教材の開発

本研究では，高等専門学校，専攻科，電気電子シス

テム工学コースで開設している応用通信工学の反転

授業教材を開発する．同科目の授業目的は，移動体通

信に必要なアンテナと電波伝搬の基礎概念，特にアン

テナの構造と特性について学習し，アンテナの設計・

製作を行うものである．

動画作成ツールには，スクリーン上の動画キャプ

チャソフト， 画面上の動きを音声・動画つきで録

画できるソフト，および動画編集ソフトなどが挙げら

れる．また，作成したコンテンツをアップロードする

サーバーと，オンライン・ディスカッションのための

電子掲示板も必要となる．

本研究では， ，マ

イク，およびパーソナルコンピューターを用いて，講

義内容のプレゼンテーションを， ファイル形式

の動画として作成する．動画ファイルの不要部分の

削除や，音声挿入などの編集は， ムービー

メーカーを用いる．動画ファイルの公開は，学内で用

いられている 環境を利用する．学内

環境では，アップロード可能なファイル容量に制約が

あるので，動画ファイルは にアップロー

ドし，その と教科担当者のコメントを

にアップロードする．

実験

図 は，作成したビデオ講義を示す．ファイル容量

は， で，視聴時間は約 分である．ビデオ講義

は，学生の管理下におくことができるので，彼らは必

要に応じて見たり，巻き戻したり，早送りすることが

できる．

表 は，教室での講義中に配布する課題を示す 教

室での授業の進め方は，まず，学習者が事前に講義ビ

デオを視聴したか否かを確認するために，視聴内容

を簡単に書かせる．次に，表 に示した英文の最良な

表 課題プリント

１． にアップロードされた動画の内容を書きなさい。

２．以下の文章の日本語訳を書きなさい。

３．１．に記された条件で、アンテナを設計しなさい。

４．自作するアンテナについて議論し、アンテナ設計ソフトを用

いて各自が自作するアンテナのエレメントの長さ、および指向性

を求めなさい。

日本語訳ができるように，グループで協同学習させ

る．講義ビデオには英語の音声が含まれているので，

学習者は，教室での講義以前に英語の発音練習をす

ることができる．さらに，表 に示した英文は，アン

テナ設計に関する問題なので，学習者は問題文の制

約条件に基づきアンテナを設計する．

最後に，表 に示した４番目の課題を，学習者同

士の相互作用により取組むことになる．学習者が課

題を行っている間，教師は，より協同的で協力的に貢

献するために，教室の前に立つことをやめ，机間巡視

を行い学習者個々人からの質問に答えたり，アドバイ

スを行ったり，教師から質問するなど，学習者の学習

効果の向上に努める．

おわりに

本研究は，工業高等専門学校専攻科における専門

科目，応用通信工学の反転授業教材の開発と授業実

践に関する報告を行った．反転授業を導入した結果，

教室での活動は学習者主導となり，学習者間のコミュ

ニケーションは，実践的作業を通しての学習に充てら

れる授業時間の決定に影響を与える原動力になり得

ることがわかった．

参考文献

用語集文部科学省

溝上慎一 教育改革　アクティブラーニング

早稲田大学とロゴスウェア 反転授業を実現させ

る教材開発と実証実験を開始

武田淳 反転授業の導入がもたらす変化：「英語表

現 」の実践報告
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実験科目における反転授業の実践
－フィジカルコンピューティングをテーマとした実験における一検討－

A Practice of Flipped Classrooms for Experiments and Practical trainings.
- A Study on the Experimental Method in Physical Computing -

村山 淳, 佐藤 清次, 金子 豊久, 廣瀬 健一, 廣田 正行, 飯田 尚紀, 豊田 信一
Jun MURAYAMA, Kiyotsugu SATO, Toyohisa KANEKO, Kenichi HIROSE, 

Masayuki HIROTA, Naoki IIDA, Shin-ichi TOYODA
産業技術短期大学 情報処理工学科

College of Industrial Technology, Department of Information Engineering.
Email: murayama@cit.sangitan.ac.jp

あらまし：産業技術短期大学情報処理工学科において情報処理実験Ⅱで展開されるフィジカルコンピュー

ティングの実験において反転授業を行ったことを報告する．このテーマは 3 週にわたり行われた．本稿で

は，課題実施時の予習時間とレポート作成時間について着目し，アンケートにより学習時間が確保されて

いるかどうか確認した．その結果，学生は，事前学習とレポート作成にかける時間を確保しながら、実験

に参加していることを確認した．

キーワード：反転授業，授業実践，フィジカルコンピューティング

1. はじめに
理系の実験では，予習として指導書を読み込み十

分理解したうえで実験を行ったのち，報告書を作成

することになる．しかしながら，学生は十分な予習

をしないまま実験を行うことが多く，ただの作業に

なってしまい，理解をしないまま報告書を作成して

しまう．そのことで，学生は十分な考察を行うこと

ができないという問題が存在する．

本稿では，この問題を解決するために，収録され

た講義を学生に事前に視聴させ，授業中に演習を行

う反転授業の手法に着目した．その実践として，産

業技術短期大学情報処理工学科の情報処理実験Ⅱに

おいて行われるフィジカルコンピューティングの実

験において，反転授業を用いて実施した．その結果，

学生が十分な事前学習と事後の実験レポートの作成

時間を，学生によりばらつきはあるものの確保でき

たことを報告する．

2. 実験科目における実施
2.1 実験のカリキュラム

反転授業を行った教科は，学科 2 年次後期におい

て開講される情報処理工学実験Ⅱで，テーマは筆者

が担当するフィジカルコンピューティングの実験で

ある．フィジカルコンピューティングで使うマイコ

ンシステムは，実装が容易な Arduino により構築す

る．また，PC 側のシステムは，Arduino と同じ言語

体系を持つ Processing を用いた．

実験は 3 週間にわたって行われ，それぞれの週で

以下のような内容を実施した．

1 週目には，本学科のカリキュラム上，不足して

いる知識を学習させるため，フィジカルコンピュー

ティングに必要な電気的な知識や技能に関する内容

を用意した．電気的な知識としてはオームの法則や

分圧の法則，トランジスタのスイッチング機能を紹

介し，これらの知識を用いて簡単な入力回路，出力

回路の構成例とその機能を解説した．電気的な計測

技術としてはディジタルテスターの使い方について，

電圧の計測方法を解説した．実習では解説で得られ

た内容を基に，各回路の電圧計測実験を行い，素子

や電子回路などの動作原理について行った．

2 週目は，装置の構成について Arduino と電子回

路との接続や，それらを用いた機器の接続について

の内容を用意した．装置の構成については 1 週目で

学習した内容を基に，入力回路からマイコンによっ

て信号を得る方法や，出力回路へマイコンから信号

を与える方法を解説した．入力回路では，ディジタ

ル信号の取得方法やアナログ信号の AD 変換による

取得方法について解説した．出力回路においては，

ディジタル信号による出力や，PWM による疑似的

なアナログ信号の出力について解説した．実習では

解説した内容を基に，Arduino のみを用いた装置の

製作実習を行わせ，実際の回路が動作することを確

認することで，各実験を行うために必要な基本的な

知識や実装方法を習得させた．

3 週目には，PC とマイコンとをつなげ，簡単なフ

ィジカルコンピューティングのシステムを実装する

ための内容を用意した．内容としては，フィジカル

コンピューティングに必要な要素である，機器と PC
とのフィードバックについて，またその必要要素で

あるシリアル通信について解説した．システムを実

装するための PC 側のプログラミング言語である

Processing については，2 年次前期までの演習などで

用いているため，文法などの実習は軽くにとどめ，

フィードバックを意識した内容と Arduino との通信

方法に重きを置いて解説している．実習では Arduino
側のプログラミングと PC 側のプログラミングによ
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図 1 事前学習レポートの作成時間

図 2 実験レポートの作成時間

り簡単なコンテンツの実装を行わせ，フィジカルコ

ンピューティングのシステムの構成方法を学ばせた．

2.2 事前学習ビデオの配信と事前学習

事前学習ビデオにおいて取り扱うテーマは，実験

が開始される前に公開し，学生はビデオを視聴する．

事前学習に当たっては，学生には，問題出題形式で

ビデオの内容をまとめる事前学習レポートが課され

る．事前学習レポートは，実験開始直前に教員がチ

ェックを行い，事前学習レポートの記述内容が不足

している学生に対しては実験時間中に不足分を充足

させた．事前学習を行っていない学生に対しては，

実験時間中に事前学習を行わせた．

事前学習ビデオは， LMS (Learning Management 
System）にアップロードして学生に視聴させた．LMS
にアップロードできるファイルは 1 つにつき 20MB
と限られているため，収録できるビデオ長さは圧縮

形式にもよるが 5 分程度に限られる．そのため，実

験に使用したビデオは，各回のテーマを細分し 5 分

程度の内容でいくつかに分割して収録した．収録し

た講義ビデオの音声は，あらかじめ TTS(Text to 
Speech Software)を用いた講義収録システム(1)により

生成した．

2.3 実験の実施

事前学習レポートを終えた学生は，レポートの内

容や，LMS 上にアップロードされた補助教材を閲覧

しながら実験を行った．実験中，教員は，学生全員

に対して特段説明はせず，質問や課題のチェックを

行った．実験において行う配線は，ミスを防ぐため

あらかじめ配線された回路を用意し，電源や信号線

など最小限の作業で行うことができるように配慮し

た．

実験終了後に，実験内容についてのレポートを課

した．レポート作成のポイントとしては，作成した

プログラムや配線を書かせることに加えて，行った

実験に対して，確認された現象を言葉で表現させる

ことも加えた．実験レポートは，チェックを行った

事前学習レポートと共に提出させた．

3. 本テーマにおける課題作成時間調査
実験の最終週において，3 回の実験のそれぞれに

おける，事前学習レポートと最終的に提出する実験

レポートの作成時間を問うアンケートを実験履修者

に対して行った．実験履修者は 42 人で，２班に分か

れて実験を行った．アンケートの回答に強制力は持

たせなかったため，全実験履修者のうちの 35 人がア

ンケートに答えた．アンケート回答者はすべての週

の実験を完遂している．

図１に事前学習レポートの作成時間のアンケート

結果を示す．平均の作成時間は，1 回目の事前学習

レポートには 3.08 時間，2 回目の事前学習レポート

には 3.10 時間，3 回目の事前学習レポートには 3.68
時間となった．

図 2 に最終レポートの作成時間のアンケート結果

を示す．平均の作成時間は，1 回目の実験レポート

には 2.96 時間，2 回目の実験レポートには 2.86 時間

となった．3 回目の授業の最終でアンケートの記述

を参加者に行わせたため，3 回目の実験レポート作

成時間は答えさせていない．

提出したレポートは，添削指導を通じて内容を満

たしていることを確認しており，概ねアンケートの

学習時間に近い時間をレポートの作成に確保してい

ると推測ができる．したがって，学生に学習を行わ

せるという面において妥当性のあるものだと考える．

4. まとめ
フィジカルコンピューティングの実験において反

転授業を行い，その学習時間のアンケート調査を行

った．アンケート結果や提出されたレポートのチェ

ックなどを通じて，学生は，実験科目の予習やレポ

ート実施を反転授業のスタイルで実施ができること

を確認した．

参考文献
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数式処理における DMI 機能の実現”, 電気学会次世
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高等学校普通科・総合学科における専門教科の実施状況 
－専門教科情報科の状況を中心に－ 

 

Situation of Specialized Subjects in Normal Course 
 and Integrated Course of High Schools 

-Focus on Information Studies- 
 

深谷 和義 
Kazuyoshi FUKAYA 

椙山女学園大学教育学部 
School of Education, Sugiyama Jogakuen University 

Email: kfukaya@sugiyama-u.ac.jp 
 

あらまし：高等学校普通科・総合学科において専門教科を実施している状況を，愛知県立高等学校を対象

に調査した．まず，普通科に対して，2005年度入学者と 2013年度入学者とを比較した．その結果，科目

数の合計で 1.41 倍に増加していることが分かった．特に，情報科の実施が 3 倍以上に増加していた．ま

た，開講学年の状況では，いずれの学年においても，必修としている科目が特に増加していた．一方，総

合学科に対しては，2013 年度入学者で普通科の状況と比較した．その結果，総合学科では情報科よりも

商業科等の職業科目が多く実施されていることが分かった． 

キーワード：高等学校，専門教科，普通科，総合学科，情報科 

 

 

1. はじめに 
高等学校の教科には，大きく分けると共通教科と

専門教科とがある．専門教育は，従来は「専門教育

に関する各教科・科目」とされていたが，現行の学

習指導要領（1）では，「主として専門学科において開

設される各教科」となっている． 

高等学校の学科には，普通科，専門学科，総合学

科がある．専門教科が「主として専門学科において」

とされているのは，普通科や総合学科においても開

設することを想定している意味になる． 

普通科において専門教科を開設する場合，少ない

単位数だけその教科を開設することになる．そのた

め，教員の担当時数の関係で，専門教科を開設でき

ないことが考えられる．しかし，専門教科のうち，

情報科と家庭科は共通教科にも同じ教科名がある．

教員免許がそれぞれ共通なため，両教科の教員は，

幅広い科目を担当できる．その意味で，これらの教

科は普通科においても開設しやすいことになる． 

本研究では，以上を踏まえて，普通科，総合学科

における専門教科の実施状況を明らかにする． 

 

2. 専門教科 
現行の学習指導要領においては，専門教科に「農

業」「工業」「商業」「水産」「家庭」「看護」「情報」

「福祉」「理数」「体育」「音楽」「美術」「英語」の

13教科ある． 

それらの中で，職業学科と呼ばれる学科で開設さ

れている教科は，「農業」「工業」「商業」「水産」「家

庭」「看護」などである． 

一方，学習指導要領では，共通教科及び専門教科

以外に学校設定教科を設けることができるとしてい

る．これは，「学校においては，地域，学校及び生徒

の実態，学科の特色等に応じ，特色ある教育課程の

編成に資するよう」に「設けることができる」とさ

れている．総合学科において原則履修科目とされて

いる「産業社会と人間」は，学校設定教科に関する

科目の一つである．本研究では，学校設定教科にお

いて，その内容により専門教科に近いと筆者が考え

た教科においては，専門教科と同様に扱う． 

 

3. 調査方法 
本研究においては，調査対象を愛知県立高等学校

とした．2014年度における愛知県立高等学校は 148

校ある．そこから，普通科・総合学科だけを扱うた

め，専門学科のみ設置されている学校を除いた．ま

た，人数や授業形態が異なる定時制・通信制を除い

て全日制課程を対象とした． 

調査は学校ごとに毎年度作成している公文書の学

校経営案（2）によって行った．まず，設置されている

学科を確認した．次に，「教育課程」から開講されて

いる専門教科を調べた．専門教科ごとに，科目名，

開講学年，必修・選択の別を調べた．教育課程は，

年度ごとに多少なりとも変わる可能性があるが，中

間の学年である 2学年を対象とした．2学年は 2013

年度入学者となる． 

普通科においては，変動している可能性が高いこ

とを予想し，比較できるよう 2006年度の学校経営案

も調査した．ここでも学年は 2学年である 2005年度

入学者を対象とした．なお，2005年度は情報科の完

成年度である． 

 

4. 調査結果と考察 
4.1 専門教科実施学校数 

2014年度における 148校の愛知県立高等学校の中
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で，全日制課程がない学校が 2校あった．また，専

門学科のみの学校が 35校あった．残る 111校中，普

通科のある学校が 102 校，総合学科のある学校が 9

校であった． 

専門教科を実施している学校は，普通科では 102

校中の 35 校（34.3%）である．総合学科では，9 校

すべてであった． 

一方，2006年度における普通科では，専門教科を

実施している学校は 32 校あった．なお，2014 年度

における普通科 102校と比較するため，2006年度に

普通科であったが 2014 年度には総合学科になって

いる 4校を除いている． 

4.2 普通科の状況 
普通科における 2005年度入学者および 2013年度

入学者の専門教科ごとの実施学校数を図 1に示す．

教科数は，いずれの年度においても 9教科である．

ただし，本研究において，学校設定教科は教科名に

関わらず同一教科として扱っている．教科ごとの学

校数の延べ数は，2005 年度が 49 校であったのに対

し，2013年度では 57校と 1.16倍に増加している．

どちらの年度も一番多くの学校で実施されている教

科が家庭科であることは同様である．しかし，2 番

目に多く実施されている教科は，2005年度では商業

科だったが，2013年度では情報科となった． 

次に，両年度における専門教科ごとの実施科目数

を図 2に示す．教科ごとの科目数の延べ数は，2005

年度が104科目であったのに対し，2013年度には147

科目に増加している．102校の平均で 1.02から 1.44

科目への増加である．これは，学校数の場合よりも

大幅な増加である．教科による傾向では，2005年度

は商業科と家庭科が 29科目で最多であったが，2013

年度では情報科が 45科目で 1番多くなっている． 

更に，開講学年別科目数の状況を図 3に示す．学

年ごとに必修科目と選択科目とを分けて示している．

両年度とも学年が進むにつれて科目数が多くなって

いる．また，1，2 学年では必修科目の方が多く，3

学年では選択科目の方が多くなっている．2005年度

に比べて 2013年度では，どの学年も選択科目より必

修科目の増加が多くなっている． 

4.3 総合学科の状況 
総合学科における専門教科の実施状況を図 4に示

す．(a)は 2013 年度における学校数，(b)は同じく科

目数である．学校数では，普通科に比べると学校設

定教科が多くなっており情報科が少なくなっている．

科目数では，計 407科目で 9校の平均では 45.2科目

となっている．科目では商業科が非常に多くなって

おり，情報科が少なくなっている．これらは，総合

学科においては，幅広い内容を教える意図と，職業

科目を教える意図からだと考えられる． 

 

5. まとめ 
普通科で実施されている専門教科は，1 校当たり

2005 年度入学者に対して 2013 年度入学者は大幅に

増加していることが分かった．特に，情報科の実施

が多くなっていた．また，開講学年は，どの学年も

必修が特に多くなっていた．総合学科では，情報科

よりも職業教科である商業科が依然として多く実施

されていることが分かった． 
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図 1 普通科の専門教科実施学校数 

 

 
図 2 普通科の専門教科実施科目数 
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(b) 2013年度入学者 

図 3 普通科の専門教科開講学年 
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図 4 総合学科の専門教科実施状況 
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総合学科高等学校の選択科目における工程表を用いた学習管理に関する研究 
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あらまし：本研究では，総合学科高等学校における選択授業において，もともと学習習慣を持たない生徒
が学習目標を達成し，学習の自己管理を身に付けることを目指した．利用ツールとして，MS Excel によ
るプロジェクト管理用工程表を活用し，ガントチャートにて学習予定・実績を視覚的に管理する．本稿で
は学習管理手法を提案し，導入・実践による効果を検証する． 
キーワード：デザイン研究，工程表，学習管理，初等中等教育，ICT 活用教育 

 
 
1. はじめに 
本校総合学科高等学校へ入学者は多様であり，学
習習慣を身に付けている生徒は多くはない．しかし，
大学に進学する場合には学習習慣を身に付けている
ことが重要であるし，社会に出た場合にも，必要な
資格を取得する場面などで自ら学習できる力を身に
付けておくことが重要となる． そのため，生徒たち
には学習の習慣化ができ，目標・計画・実施・確認・
見直し・目標達成までの流れを身につけ，進路決定
後の社会生活においても役立つものとなるような方
法を習得し，卒業を迎えて欲しいと考えている． 
そこで，担当する授業においては，身近な検定試
験，資格試験を目標として設定し，資格試験習得の
手法を生徒に提示し，生徒が実践できるように心が
けてきた．しかし，生徒は指示待ちの受け身の姿勢
から抜け出せていないのが現状である．こうした生
徒たちが，学習の自己管理ができるようにするため
に，システム開発現場における手法を，教育現場へ
活用できないかと考えた．具体的には自主学習をプ
ロジェクトとしてとらえ，工程表を用いて視覚的に
管理する．本研究では，工程表を用いた学習管理手
法を提案し，導入・実践による効果を検証すること
を目的とする． 
教育現場における授業改善研究は，デザイン研究
のアプローチが有効である．デザイン研究は，1990
年代から多くの研究者によって提案，実践されてい
る．大島(1)の「最近の学習研究の方法論とその成果」
においては，その歴史的背景から，今後の研究にお
けるロードマップとしての理論が述べられている．
本研究はデザイン研究のアプローチをとる． 
 
2. 対象とする授業 
対象とする授業は，総合学科高等学校の専門課程
である，機械テクノロジー系列における 3年次生選

択科目授業で，「プログラミング技術」「コンピュー
タシステム技術」各 2単位で，カリキュラムの都合
上 2講座をセットで履修することになっている一連
の講座である． 
例年，本講座を受講する生徒は 10名程度で，コン
ピュータについて興味・関心が比較的高い生徒が多
く，コンピュータ理論及びコンピュータ技能の向上
を通年で行う．前期は体系的な情報技術の理論習得
を行い，後期は情報技術の応用として，プログラミ
ングまたは，ハードウェア工作などの実習を交えた
講座である．前期の講座において，本研究の対象と
する内容を実践するが，学習内容の理解度および学
習管理手法の定着が難しい場合には，後期講座にお
いても継続的に実施するものとする． 
情報技術の基礎・基本を体系的に習得するものと
して，情報処理試験へ向けた学習に取り組むことが
有効である．本講座においては，時間数，難易度，
生徒の実態に合わせ，全国工業高等学校長協会主催，
情報技術検定試験へ向けた学習に取り組むことを目
標に設定する．資格試験の学習を通して，学習内容
の習得はもちろんのこと，目標達成までの手法およ
び学習習慣の定着化を図ることを目的としている． 
 
3. 授業の設計 
 現在まで取り組んできた授業実践および授業改善
として，2009年度からの講座では座学中心一斉授業
で，放課後，夏季休業中の課外実施により自主学習
時間確保に努めた．2011年度からは学習管理システ
ム(LMS)を活用した e ラーニングの実践(2)を講座に
取り入れ，授業時間外学習での携帯電話等の活用に
より自主学習の促進を行った． 
 ここまでの授業実践を振り返ると，教員が主体と
なり自主学習を促進することは，生徒にとって勉強
の仕方がわからない，学習習慣が身に付かないとい
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った状況は変わらず，学習習慣の改善にはつながっ
ていなかった． 
そこで 2014年度は，生徒が主体的に学習できるよ

うな状況を考えながら，講座と自主学習がつながる
ような流れを取り入れた．また，1 週分の講座の流
れを見直し，生徒が主体となり講座内において自主
学習確立のためのサポートができるような構成とし
た．週 4時間の講座において，講義・演習，リクエ
スト講義と演習，進捗会議と演習の内容を 1週間で
1 サイクルとなるように実施する．図 1 に 1 週分の
講座の流れと自主学習の関係を示す． 

 
図 1  1週分の講座の流れと自主学習の関係 

 
ここで各講座ブロックの内容を説明する．講義・
演習は一斉授業形式にて 2時間設け，教員が学習計
画に基づき授業を行い，教員が演習の指示，解答・
解説を行う．リクエスト講義と演習では，各自が自
主学習を中心に行い，理解が十分でない内容につい
てのフォローを教員または生徒間で確認し合い，必
要に応じて個別，数人のグループに対し，教員が解
答・解説を行う．進捗会議と演習では，生徒数名を
ひとつのグループとして，自主学習の進度の確認を
行い，進捗会議終了後，各自が工程表へ学習実績を
記録する．学習予定の変更が生じる場合には工程表
への変更を実施する． 
自主学習では，ワークシートに練習問題を解かせ
ファイルすることで記録するため，ワークシートを
作成し，生徒に活用させる．記録内容は，学習項目，
学生番号，日時，正解数／全問数およびメモ欄をヘ
ッダーとし，解答欄はフリーフォーマットとした． 
 
4. Excel Pro 工程表 Ver.4.20(3)の利用 
学習管理に工程表を活用する，学習者である生徒
が簡単にデータを入力し，自らの学習管理を行うた
めに利用するツールとして，図 2 に示す MS Excel
による Excel Pro 工程表を利用する．予定，実績を
入力し，ガントチャートによる工程の進捗を視覚的
に確認できるものである．生徒の学習管理を支援す
るため，入力項目を新たに追加し，工程表にて一覧
が確認できるように VBA にてカスタマイズを行っ
た．Excel Pro 工程表へ①理解度，②演習問題の正解

率，③学習回数を追加し，データ入力がしやすいよ
う学習実施日入力シート（図 3），解答数入力シート
（図 4）を追加し，工程表へ各項目が反映されるよ
うにした． 

 
図 2 Excel Pro 工程表カスタマイズ版 

 

  
図 3 学習実施日入力シート 図 4 解答数入力シート 
 
5. 実践結果 

2014年度，高等学校 3年次生 9名を対象に学習習
慣の確立を目指し実践を行った．生徒はワークシー
トに練習問題を解いて，問題数と学習時間を工程表
へ記録することとした． 
工程表の記録からは，自主学習時間が 200時間以

上の生徒が 4名，解いた問題数が 300問以上の生徒
は5名，いずれか一方を満たす生徒は7名であった．
学習は実施したが，工程表へデータを記録していな
い生徒も見受けられた．データによれば，本講座に
おいて自主学習を日常的に行った生徒が 7割で，学
習目標を達成した生徒はそのうちの 1名であった． 
 
6. まとめ 
 工程表による学習管理を導入した授業実践をおこ
なった．その結果，学習習慣を身に付けた生徒が多
くはないという状況において，ある程度の生徒が日
常的に学習したことを確認できた．しかし，学習目
標の達成の点では十分な成果が得られなかった． 

2014年度の実践では試行錯誤をしながら，年度途
中から図 1の形に落ち着いた．今後，継続して授業
実践を行い，効果を検証していきたい． 
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小学生によるロボット動作モデリング学習を支援する環境 
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あらまし：本研究の目的は，情報学的な抽象化概念の育成を意識した教育方法および教材の開発にある．

ここでは，UML 図を用いたロボット動作モデリングを題材として取り上げる．これまでに，UML 記法の

複雑度をコントロール可能なモデリング教育環境を整備してきた．それにより対象者の発達段階に応じた

モデリング環境の提供が可能となった．本稿では，小学生向けモデリング環境を利用した小学中～高学年

が参加したモデリング・ワークショップの成果を示す． 
キーワード：小中学生向けワークショップ，概念モデリング，抽象化，モデル駆動開発，情報教育 

 
 
1. はじめに 

21 世紀型スキルや計算的思考 (Computational 
Thinking)を意識した情報教育の見直しや新科目の設

置，教育カリキュラム全体の見直しが全世界的に行

われている[1]．21 世紀型スキルは情報学と親和性が

高いとされる[2]．情報学での教授項目の内，アルゴ

リズムやプログラミングといった順序立てた手続き

の系列とその自動実行する手法や，より広い対象を

曖昧性少なく一般化・抽象化するための手法は，産

業界での利用を意識した技術標準が既に定められて

いる．例えば，UML に代表されるビジュアルモデル

を用いて，対象世界の構造や，対象世界の構成物が

内包する処理アルゴリズムを表現することは，言語

表現による記法よりも曖昧さが少なく，流れ図のよ

うな逐次処理を前提とした表現よりも広範囲な対象

を扱うことができる． 
ビジュアルモデルがそのままコンピュータ上で実

行可能になれば，思考と言語，あるいは人間とコン

ピュータとの間での表現変換が不要となり，思考結

果をダイレクトに対象世界に反映させることができ

る．“実行可能な UML (Executable UML)”の概念は，

産業界ではプログラムの自動生成技術(モデル駆動

開発, Model Driven Development: MDD)として実用化

されている．しかし，児童・生徒の情報学的な思考

力や判断力を向上させることを目的とした教育用ツ

ールは存在していなかった． 
我々は，2010 年より，小中高校生と一般教育段階

の大学生を対象としたモデリング教育のための教材

および教育用ツール，教育カリキュラムを開発して

きた[3]．本稿では，小学生向けモデリング環境を利

用したモデリング・ワークショップの成果を示す． 

2. モデリング教育用ツール：S-Clooca 
本研究では，Cloud 環境で利用できるモデルエデ

ィタである Clooca[4]を教育用に拡張することでモ

デリング教育用ツールの構築した．拡張環境では，

モデルエディタおよびモデルコンパイラとして

Clooca を利用し，プログラムコードを対象デバイス

用にコンパイルする環境として独自のコンパイルサ

ーバを用いる．Clooca には，ユーザが記述するビジ

ュアルモデルの形状や利用する語彙を定めるメタモ

デル定義機能と，プログラムコードを生成する規則

を記述するテンプレート定義機能がある．これらの

機能を利用することで，モデル記述要素の数や，モ

デリングに利用する言葉を DSL(Domain Specific 
Language)として定義する． 

 
3. 小学生向けモデリング学習カリキュラム 
3.1 モデル図の記法 

クラス図と状態遷移図のセットが MDD を実現す

る一般的な組み合わせである．この 2 つのモデル図

の内，対象物の動的な振舞いを状態と遷移とでモデ

ル化する状態遷移図は，クラス図と比較して，要求

に対する自身の解を容易に考えることができる．そ

こで，小学生向けモデリング学習では，状態遷移図

のみを取り上げることとした． 

  
図 1 小学生向けの状態遷移図の記法と対象ロボット

状態名
イベント

次の状態への
遷移

開始状態 (1)

終了状態 (0..1)

イベント

状態名
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また，小学生向け学習では，Clooca のメタモデル

定義機能を利用し，図 1 左のような簡略化した状態

遷移図を用いることとした．ここでは，状態と状態

名，遷移とイベント名のみを記述させる．これによ

るモデル記述に際して，以下の制約を設けた． 
 開始状態は，必ず 1 つ設ける 
 終了状態は，存在する場合は 1 つ 
 同じ状態は，1 つの図に複数存在しない 
 ある状態から異なる 2 つ以上の遷移は出ない 
 1 つの状態から同じ名前の遷移は複数出ない 

3.2 ワークショップの課題 
この記法で図 1 右のロボットの動作をモデリング

させたワークショップの課題例を示す．相撲課題以

外は 1 台のロボットで解決する課題であり，相撲課

題は 2 台のロボットで解決する課題である．全課題

でロボットへの入力(モデル図での“イベント”に対

応)は各種センサ値，ロボットからの出力(“状態”

に対応)は 2 つの車輪の駆動法とした．各課題におけ

るイベントと状態の語彙は DSL により定義される． 
■荷物運び課題 荷物が載ったら前進し，荷物が落ち

たら停止する課題．タッチセンサを 1 個利用する．イ

ベントは「荷物が載った」・「荷物が落ちた」の 2 種，

状態は「前進」・「停止」の 2 種とした． 
■ライントレース課題 黒線に沿って前進していく課

題．光センサを 1 個利用する．イベントは「黒色を検

知」・「白色を検知」の 2 種，状態は「前進」・「停止」・

「右旋回」・「左旋回」の 4 種とした． 
■荷物運び＆ライントレース課題 荷物運びとライン

トレースを組合せた課題．タッチセンサと光センサを

各 1 個利用．イベントは「荷物が載った」・「荷物が落

ちた」・「黒色を検知」・「白色を検知」の 4 種，状態は

「前進」・「停止」・「右旋回」・「左旋回」の 4 種とした． 
■相撲課題 黒線の土俵内で相手ロボットを倒すか，

土俵外に押しだす課題．タッチセンサと光センサを各

1 個利用する．イベントは「(相手が)前に衝突」・「前か

ら離れた」・「黒(土俵線)を検知」・「白色を検知」の 4

種，状態は「前進」・「後退」・「停止」・「右旋回」・「左

旋回」の 5 種とした． 

3.3 ワークショップのカリキュラム 
小学生中～高学年向けの 120 分構成のワークショ

ップのカリキュラム例を以下に示す(図 2 参照)． 
10 分 「初めの会：スケジュールや目的説明」 
15 分 「ロボット組立」 
10 分 「記法説明」・「机上モデリング」 
10 分 「モデルエディタ操作とロボット動作確認」 
10 分 「荷物運び課題」 
 5 分 「黒線判定課題」・「白線判定課題」 
15 分 「ライントレース課題」 
10 分 「荷物運び＆ライントレース課題」 
25 分 「相撲課題・対戦 2 回」 
10 分 「終わりの会：振り返り」 

 
4. おわりに 

本稿では，小学生向けモデリング・ワークショッ

プにおける教育ツール，記法，課題，カリキュラム

に関して概観した．現在，ワークショップの有効性

や汎用性の検証，授業への導入に際しての課題の整

理を進めている． 
 

謝辞 本研究は科研費 22300286，信州大学平成 26 年
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図 2 モデリング・ワークショップの様子(上段：左 ロボット組立，中 机上モデリング，右 モデルエディタの

操作とロボット動作確認，下段：左 荷物運び課題，中 黒線判定課題，右 荷物運びライントレース課題) 
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理系分野に対する認識・理系大学への進学意欲に及ぼす影響 
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あらまし：文科省が推進する SSH 事業は，中等教育機関での科学技術系人材育成を目的とした取組みで

ある．本稿では，環境系を題材とした授業実践，課題研究，研究機関訪問を行う SSH指定校を取り上げ，

一連の教育が理系分野に対する認識と理系大学への進学意欲に与える影響を分析する．このため，上記教

育を受講した生徒らに 2時点で質問紙調査を実施した．得られたデータを分析した結果，実施された教育

は，理系分野に対する認識を改善させ，理系大学への進学意欲を向上させる効果を持つことが示唆された． 

キーワード：スーパーサイエンスハイスクール，理数系教育，教育実践  

 

1. はじめに 
我が国は，科学技術系人材の育成・確保を目的と

して掲げている．このため文科省は平成 14年度より

スーパーサイエンスハイスクール(SSH)制度を開始

し，中等教育機関による科学技術系人材の育成を支

援している．本稿では，SSH指定校のひとつである

山梨英和中学校・高等学校を取り上げ，当該校で実

施される教育実践が，生徒らが内面に抱いている理

系分野に対する認識と，そこから波及する理系大学

への進学意欲に与える影響を分析する． 

2. SSHでの教育実践 
山梨英和高等学校では，理数系分野の中でも特に

環境系科学者の育成に力を入れ，教育実践を行って

いる．教育実践は大きく分けて，(A)授業実践，(B)

課題研究，(C)研究機関訪問の 3つの枠組みで実施さ

れている．ここではその概要について紹介する． 

(A) 授業実践：SSH在籍クラスでは，SSH数学，物

理，化学，生物などの学校設定科目の中で，ハ

ンズオン実験を重視した授業を行っている．ま

た，自然科学に関する調べ学習や，仮説の検証

法など，研究活動を遂行するために必要な知識

を身に着ける授業実践を行っている． 

(B) 課題研究：課題研究では，生徒が環境系のテー

マを決定し研究活動を行う．テーマ決定後は，

先行研究を調べ，研究の目的および方法を考え，

授業時間内外で研究活動を進めていく．また定

期的に口頭・ポスター発表という形で生徒が自

ら結果の外部公表を行う． 

(C) 研究機関訪問：研究機関訪問では，山梨大学生

命環境学部や農業環境技術研究所といった環境

系大学・研究所へ見学を行い，研究紹介の聴講・

学習を行っている．また，山梨英和高等学校に

研究者を招いての講演会なども実施している． 

以上が山梨英和高等学校における SSH の教育実

践の概要である．なお，ここで紹介した内容以外に

も，様々な教育実践を行っている[1]． 

3. 教育実践の分析 
3.1 測定項目 
本稿で測定する項目とその定義を表 1第 2, 3列目

に示す．SSH制度の目的は，科学技術人材の育成・

確保である．そのため，理系大学への進学意欲を評

価することにした．そしてこの進学意欲は，理系分

野に対する認識（内発的価値，獲得利用価値，成功

期待，満足感）の非線形な相互作用によって形成さ

れる[2]．そのため，理系分野に対する認識も同時に

測定することにした．各項目を定量化する尺度は，

大前ら[2]が用いた尺度を利用した． 

3.2 調査対象と調査時期 
山梨英和高等学校において，2 章で述べた教育実

践を受講した生徒は 1年 SSHクラス在籍者 22名と

なる．この生徒らは各々，理系分野に対して多様な

認識を保持していると考えられる．SSH制度の目的

のひとつに，科学技術人材の確保があるため，SSH

クラス内で相対的に認識が良好ではない生徒の認識

を改善させることはひとつの重要な課題である．そ

のため，22名の内，理系分野に対する認識（内発的

価値，獲得利用価値，成功期待，満足感）のいずれ

かがクラス内での平均値未満の被験者を本研究の調

査対象とすることにした．調査時期は事前:2014年 8

月，事後:2015年 3月の 2時点とした． 

3.3 結果と考察 
2 時点で紐づけ不可能だったもの，回答に欠損が

認められたデータを除外した．その結果，利用可能

なデータは 19名分であった．この中から，認識が良

好ではない生徒を抽出するため，理系分野に対する
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認識の平均値を各々計算した．その結果，内発的価

値は.74，獲得利用価値は.76，成功期待は.51，満足

感は.70であった．そして，理系分野に対する認識が

平均値未満の生徒を調査対象として抽出した．抽出

された被験者数を表 1 第 4 列目に示す．なお，表 1

第 2列目の進学意欲に関しては，理系分野に対する

認識のいずれかが平均値未満であった生徒すべてを

対象としたものである． 

抽出された生徒の理系分野に対する認識について，

事前/事後/差分の平均値を計算した．更に事前と事

後について，t検定を行った（表 1第 5, 6, 7列目）．

その結果，理系分野に対する認識（内発的価値，獲

得利用価値，成功期待，満足感）と理系大学への進

学意欲について事前と事後の間に有意差（事前<事

後）が認められた． 

更に，理系分野に対する認識と進学意欲の 2時点

の差分について，相関係数を計算した．その結果，

内発的価値の差分と進学意欲の差分間は𝑟 = .07，獲

得利用価値の差分と進学意欲の差分間は𝑟 = .68，成

功期待の差分と進学意欲の差分間は𝑟 = .19，満足感

の差分と進学意欲の差分間は𝑟 = .64であった．獲得

利用価値と満足感の差分と進学意欲の差分の間に強

い正の相関関係があることから，特にこの 2つの変

化に従属し理系大学への進学意欲も変化しているこ

とが示唆された． 

以上の結果より，山梨英和高等学校で実施される

(A)，(B)，(C)の教育実践は生徒らの理系分野に対す

る認識と理系大学への進学意欲に正の影響を与える

可能性が示唆された． 

次に，調査対象の生徒らに内発的価値，獲得利用

価値，成功期待，満足感が高まった教育活動を(A)，

(B)，(C)の中から選択させた（複数回答可能）．この

結果を表 1第 8, 9, 10列目に示す．(A)授業実践は獲

得利用価値を，(B)課題研究は内発的価値，成功期待，

満足感を，(C)研究機関訪問は内発的価値，獲得利用

価値，満足感を高めたと主張する生徒が 6割を超え

た．この中で特に(B)，(C)が満足感を高めたと主張

する生徒が 8割を超えた．このため，環境系を題材

とした一連の研究活動や研究機関訪問は，生徒らの

欲求とうまく整合し，「やってよかった」「またやり

たい」という気持ちに繋がったと考えられる．また，

満足感と進学意欲の差分同士の相関係数は.64 であ

り，他と比べ相対的に高い水準にある．そのため，

満足感の変化は特に理系大学への進学意欲に接続さ

れていると考えられる．満足感は，認識のその他の

要因（内発的価値，成功期待，満足感）の非線形な

相互作用によって形成される進学意欲に対して，間

接的に働きかける効果が知られている[2]．このよう

な効果が進学意欲の向上に接続されたと考えられる． 

4. おわりに 
本研究では，山梨英和高等学校で取り組まれる

SSHでの教育活動，(A)授業実践，(B)課題研究，(C)

研究機関訪問が生徒らの理系分野に対する認識と進

学意欲に与える影響を分析した．調査対象は SSHク

ラスに在籍し，理系分野に対する認識が平均値未満

の生徒とした．2 時点での質問紙調査を通して得ら

れた結果から，実施された教育実践は，理系分野に

対する認識を改善し，進学意欲を高める効果を持つ

ことが示唆された．更に教育実践毎の効果を検証し

た結果，(A)授業実践は獲得利用価値を，(B)課題研

究は内発的価値，成功期待，満足感を，(C)研究機関

訪問は内発的価値，獲得利用価値，満足感を特に高

める効果を持つことが示唆された． 

本調査を通して，山梨英和高等学校で取り組まれ

た SSHの教育実践の特徴を把握した．今後は，得ら

れた結果から教育改善案を模索し，よりよい教育実

践へと役立てる予定である． 
 

謝辞：本研究は，長岡技術科学大学学長戦略的経
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表 1. SSHの教育実践が理系分野に対する認識と理系大学への進学意欲に与えた影響 

 

ID1) 測定要因 定義 人数2)

平均値 上昇に寄与したと肯定する人数 [割合] 4)

事前:
2014/8

事後:
2015/3

差分3) (A) 授業
実践

(B) 課題
研究

(C) 研究
機関訪問

a 内発的価値
理系分野はおもしろく興味
深いという認識 10 .57 .65 +.08* 5 [50.0%] 7 [70.0%] 8 [80.0%]

b 獲得利用価値
理系の知識は重要で必要と
いう認識 10 .63 .77 +.14** 6 [60.0%] 5 [50.0%] 7 [70.0%]

c 成功期待
理系分野についてやればで
きるという認識 11 .35 .42 +.07** 3 [27.3%] 7 [63.6%] 4 [36.4%]

d 満足感
高校での理系の活動に対
するまたやりたいという認識 12 .58 .62 +.04* 4 [33.3%] 10 [83.3%] 10 [83.3%]

e 進学意欲
高校卒業後の理系大学へ
の進学意欲 13 .60 .71 +.11* - - -

1) a~d：「理系分野に対する認識」，e：「理系分野に対する進学意欲」．測定尺度は[2]を参照．
2) a~d：測定要因が平均値未満だった被験者数，e：a~dのいずれかが調査対象に該当していた被験者数
3) *: p<.10, **: p<.05, ***: p<.01 （事前と事後の平均値の差の検定）
4) (A)授業実践，(B)課題研究，(C)研究機関訪問は，各測定要因の向上に寄与したかを問う質問における肯定者（複数回答可）
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C-Helper を用いたWeb ベースの C言語開発環境の構築 
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あらまし：学習者が初めて C 言語を学ぶとき，最初はコンパイル時のエラーや警告を理解するのに時間

がかかる．初心者によくある間違いに対して，よりわかりやすいエラーメッセージを出力することにより

学習効率が向上すると考えられる．Eclipse のプラグインである C-Helper という初心者向けの静的解析ツ

ールを利用した．Web ベースシステムを提案し，よりわかりやすいエラー内容を出力するシステムを構

築した． 

キーワード：静的解析ツール，C言語開発環境，Webベース，C-Helper，プログラミング学習 

 

 

1. はじめに 
学習者が C 言語を学ぶとき，最初はコンパイル時

のエラーや警告が何を意味しているのかわからず演

習中四苦八苦して時間だけが経過することが多々あ

る．エラー内容を見て何行目のどこがどう違うのか，

すぐにわからないもの，例えば，全角のスペースが

入っているとおかしな箇所にエラーがでたり，一部

分だけのエラーが他の部分までエラーを表示してし

まっていたりするとエラー箇所を直すことが困難で

ある．また出力されたエラーのことをまた調べるの

も手間である．徐々にプログラミングを学習するに

つれて慣れていくとはいえ，学習の最初でつまずい

ていてはプログラミングに対して苦手意識がでてく

る．この苦手意識がその後のプログラミング学習に

影響する可能性がある．初心者によくある間違いに

対して，よりわかりやすいエラーメッセージを出力

することにより C 言語の苦手意識を生み出す原因

を減らすことができ，学習効率が向上すると考えら

れる． 

 

2. C-Helper 
本システムでは，Eclipse のプラグインである

C-Helper 
[1] を利用する．C-Helper とは Eclipse のプ

ラグインのＣ言語静的解析ツールである．おもにプ

ログラミング初学者が間違いやすい項目を検査し，

警告を表示する．可能であれば修正案も提示する．

検査項目は以下のとおりである． 

・char 型変数への文字列の代入 

・警告を抑え込むキャスト 

・ヘッダファイルでの実態定義 

・識別子の重複 

・インデントの乱れ 

・メモリリーク 

・printf のパラメタ間違い 

・scanf への値渡しミス 

・構造体宣言のセミコロン忘れ 

・関数定義の余分なセミコロン 

・動的に確保した配列に対する sizeof 

・定義されていない関数名の使用 

これらの機能を一部抽出して Web ベースで利用で

きるようにする． 

 

3. システムの概要 
C-Helper の機能を使うことでプログラミング初

心者が犯す間違いを見つけ解決策を提案する．これ

によって C 言語プログラミングに対する苦手意識

が生まれることなく学習することが可能になる．し

かし，Eclipse は初心者向きの開発環境ではない．そ

こで C-Helper の機能を Web ベースで利用できるよ

うにする． 

 本研究のシステムは，ブラウザ上のテキストエリ

アの入力フォームに入力されたソースコードを文字

列として受け取り，受け取った文字列(ソースコー

ド) を C-Helper の機能を使い解析し，結果をブラウ

ザ上に出力するサーブレットプログラムである．そ

のためにまず，C-Helper をサーブレットで使えるよ

う変更を加える．C-Helper は元が Eclipse のプラグ

インで，Java で書かれているため可能ではあるが，

プラットフォームに依存しているライブラリやその

ライブラリを使用しているメソッドを書き換える必

要がある．それらの修正を行った．以下にシステム

の概要図を示す． 
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図 1 本システムの概要図 

 

4. 移植における問題点 
Eclipse のプラグインから Web ベースのシステム

に移植する場合，SWT，JFace などのライブラリに

依存している部分を取り除かなければならない．ラ

イブラリをそのままサーバ側に持ってきて使用する

こともおそらく可能ではあるが，サーバ側からウイ

ンドウが表示できないなどの動作環境の違いによる

不具合が起こる可能性がある．この二つのライブラ

リを使用しているクラスやメソッドに修正を加えた． 

 

5. システムの実装 
本研究では，インデントの乱れを検査する機能を

Web ベースで実装した．まず，テキストエリアにソ

ースコードを入力して送信すると，C-Helper のソー

スコードを解析するクラスに送り，解析結果を文字

列として受け取りクライアント側に出力するサーブ

レットプログラムを実装した．また，ソースコード

をそのまま出力する際に，ただ出力するのではなく，

CodeMirror
[2] を利用し，強調表現を加えた．さらに

CodeMirrorに addon を加えることによりCodeMirror 

の機能を拡張した．mark-selection.js ファイルを読み

込むことで、行の背景色を変更することが可能にな

り，エラーのある行には，背景色を変えるようにさ

せる．システムの図を下に示す． 

 

 
図 2 本システムの動作 1 

 

 
図 3 本システムの動作 2 

 

6. まとめ 
本研究では，プログラミング初心者向けの

C-Helper を用いた Web ベースシステムの提案と構

築を行った．C-Helper のインデントの乱れを検査す

る機能を Webベースで実装することに成功した．ま

た，Web ベースで実装しているため今後の C-Helper 

以外の機能の拡張性も十分にある．他の機能につい

ては未対応だが，C-Helper のソースコードを見て判

断したところ，他の機能も Web ベースで実装する

ことは可能であり，今後，機能を拡張していくこと

に問題はないと考えている． 

しかし，今回の結果から言うと，C-Helper の機能

を Web ベースにしたことが主であるが，Web ベー

スシステムの拡張性がある利点を生かしきれていな

い．他の Web ベースシステムとの連携や Web ベー

スならではの機能の実装など Web ベースの利点を

生かした機能を実装していく必要がある．他の Web

ベースの学習支援システムとの連携の課題としては，

他システムから本システム，または本システムから

他システムを起動し，そのシステムが利用している

ソースコードを本システムへ送信するといったシス

テム間でのファイルまたはテキストの送受信の仕組

みを構築する必要がある．具体的に挙げると，プロ

グラミング演習で自動採点されたソースコードが間

違っていた場合に，本システムへのリンクをメッセ

ージに自動追加したり，本システムでの解析結果に

応じて，それぞれのエラーに合った学習用の Webベ

ースデバッガーを呼び出したりすることを考えてい

る． 
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あらまし：C言語学習者にとって，ポインタの概念はイメージしづらく，学習意欲を下げる原因となりう

る．イメージを補助するためのツールや研究もあるが，それらは Web アプリケーションではなく導入作

業などが必要となる．そこで，C言語学習者が気軽に利用できる，新たなポインタのアニメーションによ

る可視化システムを Emscriptenと D3.jsを用いて実現するWebベースシステムとして提案し，開発する． 

キーワード：C言語ポインタ，可視化，Emscripten，D3.js，Webベース 

 

 

1. はじめに 
C 言語プログラミングの学習において，ポインタ

は実際の動作をイメージすることが難しい構造であ

る．特に，ポインタを用いたリストや木構造などの

データ構造はテキストや図だけでは理解が難しいこ

とがある．ポインタの理解を支援する方法として，

GDBや統合開発環境の Eclipseや Visual Studioのデ

バッグ機能を用いて変数のメモリ番地の割り当てを

確認する方法が挙げられる．しかし，この方法では

文字情報として得られるアドレスからつながりをイ

メージしなければならないため学習者の負担が大き

い．また DDDなどの GUIデバッガでポインタのつ

ながりを可視化する方法もあるが，ブレークポイン

トの設定や，ステップ実行の仕組みなどを学習する

必要があり，慣れていないと使い辛い． 

また，ポインタの理解を支援する既存研究として

メモリ空間を可視化し，ポインタのつながりも図示

する SuZMe(1)などのデバッガも開発されている．こ

れはメモリ空間とポインタ変数の対応付けがイメー

ジとして理解しやすいデバッガであるが，Webアプ

リケーションではない．さらに多くの学習者に気軽

に利用してもらうためには Web アプリケーション

にする必要があると考えられる．そこで，本研究で

は Web アプリケーションによるポインタ可視化シ

ステムの開発を行う．Webアプリケーションとして

開発する上で，Emscripten(2)を基盤とし，D3.js(3)によ

るアニメーション表現により，学習者のポインタの

動作イメージの補助と理解を図る． 

 

2. システムの概要 
本研究において開発するシステムは，ポインタを

学び始めた段階のC言語学習者を対象とする．また，

学習者の導入と操作方法の学習の負担を軽減するた

め，ブラウザにコードを入力するだけで使えるWeb

ベースシステムとする．ブラウザ上で入力されたコ

ードをコンパイルし，結果を表示するために C言語

から JavaScript への変換を行う Emscripten を用い，

Emscriptenが生成する asm.js(4)形式の JavaScriptを解

析することで得られたデータを用い，データ駆動型

のグラフィックライブラリである D3.js によるアニ

メーションを表示する． 

 

3. 関連技術 
3.1 Emscripten 

Emscripten は C/C++で記述されたソースコードを

中間コードに変換し，それを JavaScriptに変換する．

実際にCのコンパイラを用いて中間コードを生成す

るため，コードの解釈を間違えることがない．また，

Emscriptenで出力された JavaScriptは asm.jsという形

式でありアセンブリに近い記述である．つまり，ア

ドレスの参照先への書き込みや読み出しを直接記述

しているため，それを読み取ることでポインタの動

作を抽出することができる． 

3.2 D3.js 
D3.jsは JavaScriptのデータ駆動型グラフィックラ

イブラリである．配列や JSON といったデータに基

づいて SVG 形式の画像を出力することが可能であ

る．本研究では抽出したポインタの動作データを参

照し，ブラウザ上に SVG形式の画像を出力してアニ

メーションを行う．D3.jsはデータからグラフを生成

する仕組みや，グラフにアニメーション効果を付与

する仕組みが存在するため，データからポインタの

動作イメージをアニメーション化するのに適してい

る．また，グラフやアニメーションの詳細は自由に

記述することもできるため表現の自由度も高い． 
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4. システムの構成 
本システムは大きく二つの部分に分けられる．一

つはブラウザからデータを受け取り，Emscripten の

生成した JavaScript を解析してアニメーション用の

データを作成する Java Servlet によるサーバサイド

のバックエンドである．もう一つはブラウザ上でア

ニメーションを表示するHTML5と JavaScript (D3.js)

によるフロントエンドである．このシステム構成を

図 1に示す． 

 

 
図 1 システムの構成図 

 

本システムは学習者つまりユーザからみるとただ

のWebページであり，C言語のソースコードをブラ

ウザのテキストエリアに記述するか，ファイルアッ

プロードフォームより送信するだけで利用可能であ

る． 

ファイルを送信すると図 2のようなアニメーショ

ン表示画面が表示される．アニメーションは画面上

の再生ボタンを押すと開始され，プログラムの実行

状態に合わせて一定間隔で進行する．アニメーショ

ンに使われているグラフは，メモリ上のアドレスの

位置を意識するというよりは，直感的なポインタの

接続イメージに近いものとなっている． 

アニメーション制御の操作ボタンは動画プレイヤ

を参考にした形状をしており，直感的な操作に近づ

ける目的がある．アニメーション中は，画面上に表

示されたC言語のソースコードの対応する行がハイ

ライトされる．これにより学習者は今アニメーショ

ンで表示されているのがどのポインタ操作なのかを，

ソースコードと対応付けて確認できる．また，アニ

メーションの間隔は学習者自身で調整することが可

能である．繰り返しを用いたポインタ操作などを，

間隔を短くして一気に飛ばしたり，間隔を長くして

動作の詳細を把握したりといったことに使うことが

想定される．表示されているノードはドラッグする

ことで固定することもできる．これで自動的なレイ

アウトが気に入らない学習者でも自分の好みのレイ

アウトを実現できる．また，この固定は，ドラッグ

するだけででき，ダブルクリックで自動レイアウト

に戻るため，DDDなどのレイアウト作業に比べると

手間がかからない． 

 
図 2 アニメーション表示画面 

 

5. まとめ・今後の課題 
C言語学習者を対象とした，Webベースポインタ

可視化システムの開発を行った．Emscriptenと D3.js

を用いることで，Webベースでの可視化システムが

実現でき，Webベースのため導入などの手間がかか

らず簡単な操作で使用することができるようになっ

た．また，ポインタの繋がりを強調した簡単なグラ

フによるアニメーションは，学習者のポインタのイ

メージを支援することにつながると考えられる． 

また，本研究室に所属する 4年次生の学生 2名に

本システムを試用してもらったところ，使いやすく，

ポインタが直感的にイメージしやすいという意見が

得られた．一方，アニメーションの動きに無駄があ

る所や，UIが直感に寄っているため言葉による説明

を付加したほうが良いなどの改善意見も得られた．

これらの意見に関しては今後対応していく必要があ

る． 

本システムは，現時点ではローカルサーバ上での

み動く試作段階であり，今後公開サーバ上に構築す

る必要がある．また，システムが利用可能になれば

プログラミングの講義などで実際にポインタを学び

始めたばかりの学習者による評価を行う必要がある．

アニメーションによる支援範囲も現時点では基礎的

なポインタにのみの対応となっており，今後構造体

や関数ポインタ，ポインタのポインタなどの複雑な

構造にまで支援範囲を広げる必要がある． 
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あらまし：我々はこれまで，教師の定義に基づいてプログラムの挙動を視覚化する学習支援システムを構

築してきた．本研究で我々は先行システムを利用し，文科系学生を対象としたアルゴリズムの授業を実践

した．実践授業ではアルゴリズム自身ではなく，その性質について発見学習に基づく授業内容を設定した．

本稿では実践授業の概要と受講者の反応を報告し，アルゴリズム教育に発見的手法を適用する方法につい

て考察する． 

キーワード：アルゴリズム教育，発見学習，授業実践 

 

 

1. はじめに 
情報処理教育が基礎的な科学教育の一つとして認

知されるに従って，アルゴリズム教育はその裾野を

広げている．しかし，文科系学部における我々の授

業経験に基づけば，アルゴリズム科目がプログラミ

ング演習と対になって開講されている場合でも理解

を十分に定着させることは難しい． 

本稿では，我々が実施したアルゴリズムの授業実

践について報告する．実践授業には，我々が先行研

究(1)で構築したシステムを導入した．先行システム

は教師が対象世界の視覚化方針を定義でき，その定

義に基づいてプログラムの挙動を再現できる．また，

実践授業の内容にはアルゴリズムの全体的な流れだ

けではなく，その性質についての発見学習を盛り込

んだ．受講者の反応からは，我々の実践授業がアル

ゴリズムの一授業形態として成立することが示唆さ

れた． 

 

2. 基礎的考察 
アルゴリズムは問題解決の本質であり，様々な問

題に対する応用力を修得させることが望ましい．未

知の問題への応用には解法の発見が伴うことを考え

ると，発見の仕方を学習する効果が期待できる発見

学習は，アルゴリズム教育に適合しやすい学習手法

と考えられる．ただし，我々が授業を担当する文科

系学部において未知の問題への応用として位置づけ

られるのは，解放の新たな創出よりもむしろ既知の

解法をいかに適用・応用するかである．これらの考

察の下，我々はデータの比較回数や交換回数といっ

たアルゴリズムの性質について発見的手法で学習さ

せる授業実践を試みた． 

これまでにプログラムやアルゴリズムの挙動を視

覚化することによって学習者の理解を支援する学習

支援システムが多数報告されている(2)．これらのシ

ステムが視覚化する対象世界はアルゴリズムの挙動

を観察する場として利用されるが，発見の場として

の利用には次の不満がある．発見学習においては教

師がある程度の誘導を担う場合が多いと考えられる．

しかし，システムによる対象世界の視覚化方針は教

師の意図と独立して提供され，視覚化要素に教師の

意図を十分に反映することができない． 

本研究では，我々が先行研究で構築したシステム

を導入することによってこの問題に対処した．先行

システムは，教師が対象世界の視覚化方針や視覚化

要素を定義する機能を持つ．この機能を利用するこ

とによって，教師が講義の中で学習者に示した図形

要素をそのまま利用して対象世界を描画できること

や，発見の手掛かりや観点を学習者に提示できるこ

となどの効果が得られる．先行システムの機能の詳

細については文献(1)に譲る． 

 

3. 実践授業 
我々は私立大学経営系学部 3年生を対象として，

先行システムを導入した 2つの実践授業を実施した．

1 つ目は基本的な整列アルゴリズムに関する授業で，

実授業 2 回分に組み込んで実践した．2 つ目は探索

アルゴリズムに関する授業で，実授業外で被験者を

募集して実践した．以下，それぞれについて述べる． 

3.1 整列アルゴリズムに関する実践授業 
実践授業の目標は，選択ソート，挿入ソート，バ

ブルソートの 3つの整列アルゴリズムの挙動を理解

することと，データの比較・交換回数に基づいてア

ルゴリズムの違いを理解することとした．被験者は

講義科目「アルゴリズム」を受講する経営系学部 3
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年生 24名で，すべてプログラミング学習歴は 1年未

満である．本実践は実授業 2回分に組み込んで実施

した．1 回目の授業では整列アルゴリズムについて

75 分間の講義を行い，講義後に 15 分間のプレテス

トを実施した．プレテストの内容は 3つの整列アル

ゴリズムにおける各変数の値をトレースするものと

した．2回目の授業では学習支援環境を利用させた．

教師は学習支援環境の操作方法について 10 分程度

説明した後，3 つの整列アルゴリズムそれぞれにつ

いて次の流れで学習させた． 

1. アルゴリズム全体にわたって，対象世界の変化
の様子を一通り観察させる． 

2. 配列の初期状態を入力させて，交換回数や比較
回数が実際に変化するかどうか確認させる． 

3. 交換回数，比較回数がそれぞれ最小，最大にな
る配列初期値を探させる． 

4. 求めた配列初期値について学生に問いかけ，そ
の反応を元にアルゴリズムの性質を説明する． 

学習手順 3は発見学習に基づくものとして盛り込

んだタスクであり，観察対象のプログラムに配列初

期値を入力する処理を盛り込んで実行時に初期値を

入力できるようにした．学習支援システムを利用し

た学習では，対象世界への働きかけは主に所与のア

ルゴリズムが実現し，学習者はアルゴリズムの更新

以外に対象世界を操作することができない．手順 3

のタスクは初期状態の設定を通じて対象世界の操作

を実現したものである．学習者はアルゴリズム理解

から初期状態についての仮説を生成し，生成した初

期値を与え，システムを操作して仮説を検証し，得

られた結果から必要に応じて仮説を修正する．この

タスクによってアルゴリズムやプログラムコードを

記述することなく発見学習のサイクルが構成される． 

全体で 60 分間の観察学習を終えた後，15 分間で

ポストテストを実施した．ポストテストの内容はプ

レテストと同じアルゴリズムのトレースとした．た

だし，配列の初期状態は異なるものを利用した．採

点結果の平均点はプレテストが 100点満点中 26.7点，

ポストテストは 100点満点中 40.1点であった． 

システムに与えた視覚化方針のうち発見学習を支

援するものには，交換処理と比較処理の実行を学習

者に知らせるメッセージがある．学習支援環境が視

覚化した対象世界の例を図 1に示す． 

 

 
図 1 整列アルゴリズムにおける対象世界の例 

 

3.2 探索アルゴリズムに関する実践授業 
授業実践の目標は，逐次探索，二分探索，ハッシ

ュ探索の 3つの探索アルゴリズムの挙動を理解する

ことと，探索キーや格納データの違いに基づいて探

索手法の特徴や違いを理解することとした．被験者

は 4名で 1つ目の授業実践にも参加していた学生で

あったが，探索アルゴリズムについては未習であっ

た．実践授業は全体で 120分の実施とし，学習支援

環境の操作方法と画面の見方について説明した後，

次の流れで 3つの探索アルゴリズムそれぞれについ

て学習させた． 

1. アルゴリズム全体にわたって，対象世界の変化

の様子を一通り観察させる． 

2. 比較回数最小，最大となる探索キーを探させる． 
3. 求めた探索キーについて学生に問いかけ，その

反応を元にアルゴリズムの性質を説明する． 

発見学習に基づくものとして盛り込んだタスクは

手順 2であり，視覚化方針には比較対象の二つの要

素への色付けを盛り込んで学習者に発見学習におけ

る着目点を示唆した．学習終了後，ポストテストと

して複数の探索アルゴリズムを挙げてそれぞれの挙

動と特徴を記述させた．その結果，すべての被験者

は探索アルゴリズムを 3つ挙げて挙動や特徴を概ね

解答できていた．ただし，探索法の名称や用語が適

切に使えていない傾向が見られた． 

 

4. まとめ 
我々が学習支援環境に盛り込んだ視覚化方針は，

対象世界やアルゴリズムの挙動の説明ではなく，発

見学習における発見の着目点を示唆する強調表現で

ある．授業実践では学習者は気付いたことを教師に

盛んにフィードバックしており，発見の観点のばら

つきはある程度抑制できたものと考えられる．プレ

テスト，ポストテストによる学習効果の評価は，我々

の実践授業がアルゴリズムの一授業形態として成立

し得ることを示唆している．また，適切な学習支援

システムを導入して適切に授業を計画することによ

って，アルゴリズムの授業で発見学習を実施可能で

あるという知見が得られた．導入するシステムが少

なくとも満たすべき要件は次のようにまとめられる． 

 アルゴリズムの入力や修正以外の方法で対象世

界への働きかけを設計できること 

 発見学習における発見の手掛かりなど，教師の

意図を反映して対象世界を視覚化できること 

今後の課題として，授業実践を継続してアルゴリ

ズム教育に発見的手法を適用する手法について，さ

らに知見を蓄積することと，学習効果のより定量的

な評価方法についての検討が挙げられる． 
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あらまし：ネットワークの学習の問題点に、実験や実習を行うことが難しいことがある。加えて、ネット

ワークそのものが利用者の目に触れないところで働いているため、動作を直接見ることができないことも、

学習を難しくしている。そこで我々は、物理的可視化および直接操作という考えを取り入れたネットワー

クを学習するための教材を開発している。本研究では、ネットワークの動作を LED の点灯を制御するこ

とにより物理的に可視化し、ボタンやダイヤルで物理的に直接操作することで、実際にネットワークの構

築を通して IPアドレスを理解するための教材を開発した。 

キーワード：ネットワーク技術学習教材, 物理的可視化, 物理的直接操作, RaspberryPi 

1. はじめに
現行の学習指導要領では、中学校技術・家庭科(技

術分野) および高等学校情報において、ネットワー

クの仕組みについて学ぶ内容が含まれている(1)(2)。特

に高等学校情報の学習指導要領では、情報通信ネッ

トワークシステムに関する知識と技術を習得させ、

実際に活用する能力と態度を育てることを目標に、

データ通信やプロトコルなどのネットワークの基礎

や、ネットワークシステムの設計と構築に関する内

容を、実習を通して学ぶ項目が設けられている。 

ネットワークを学ぶには、実際にネットワークを

構築することが、最も良い学習方法である。情報系

の大学を中心に、ネットワーク構築の演習を行って

いるところも多い。しかし、多くの場合、本物のル

ータや Linux の設定を行いながら、ネットワークを

構築する演習となっている。中学校や高等学校にお

いてネットワーク構築の演習を行うことを考えると、

本物のルータや Linux を設定するのは、中学生や高

校生とっては敷居が高いと考えられる。 

一方で、近年のネットワークは社会のインフラと

なっており、我々が目にしないところで働いている

システムとなっている。そのため、ネットワークに

対する実感が乏しくなっており、ネットワークの仕

組みを学ぶ際に、具体的な物がイメージできず、学

習を難しくしているという問題もある。 

我々は、中学校や高等学校で利用できる、ネット

ワークを学ぶための良い教材が無いことが、ネット

ワークの学習で実験や実習を行うことが難しくして

いると考えた。そこで我々は、物理的可視化および

直接操作という考えに基づき、ネットワークの動作

を LED 点灯制御することにより物理的に可視化し、

ボタンやダイヤルで物理的に直接操作できる教材を

開発している(3)(4)。 

まず本研究では、実際にネットワークを構築しな

がら、IPアドレスを理解するための教材を開発した。

教材はルータと端末から構成されており、それぞれ

を LAN ケーブルで接続することで、ネットワーク

を実際に構築することができる。ダイヤルとボタン

による操作で自機の IP アドレスを設定でき、ping 

や traceroute をボタンを押すことで実行でき、その

結果を LED の点滅で示すことができる。 

教材を利用することで、IP アドレスの設定、ネッ

トワークの構築、経路の確認、トラブルシューティ

ングなどの実験を行うことができる。 

2. 物理的可視化と物理的直接操作
物理的可視化とは、コンピュータ上で可視化する

通常の可視化とは異なり、例えば LED の点灯や物

の動きのような物理的な現象を用いて可視化を行う

ことを意味している。 

物理的直接操作とは、コンピュータ上のアイコン

を操作する直接操作とは異なり、ダイヤルやボタン

などの物理的な物を操作すること意味している。 

物理的可視化と物理的直接操作は新しいコンセプ

トであり、中学生や高校生が実験を行う際に、単に

コンピュータを操作するだけでは感じることができ

ないリアリティを提供すると考える。 

3. IPアドレスの学習 

現在主流のネットワークであるインターネットに

ついて学ぶ内容には、アプリケーション層、トラン

スポート層、ネットワーク層、LAN（データリンク

層、物理層）の各層に含まれる多岐にわたる技術が

含まれる。我々は、その中の IPアドレスに注目した。 
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IPアドレスはネットワーク層（IP層）における識

別子であるが、単にコンピュータを識別するための

記号に留まらず、図１に示すように、他の層の技術

や、経路制御技術などのネットワーク層の他の内容

と関連する、インターネットの中心に位置づけられ

る技術である。 

4. 開発した教材
我々は、IPアドレスの構造と規則を正しく理解す

ることが、インターネット技術を理解するために欠

かすことができないと考え、実際にネットワークを

構築することを通して IP アドレスを理解するため

の教材を開発した。 

本研究では、ネットワークを構成する要素である、

ルータおよび端末を開発した（図２）。ルータおよび

端末は RaspberryPiをベースに、実際のインターネッ

トで用いられているものと同等の機能を持った上で、

物理的可視化および物理的直接操作による、次の 4 

つの機能を有している。 

• ダイヤルとボタンを操作することで IP アドレス

を自機に設定する機能(Config 機能)

• ping の受信を LED の点灯で物理的可視化する

機能(ping 受信通知機能)

• ダイヤルとボタンを操作することで特定の IP ア

ドレスの機器に ping を送信する機能(ping 送信

機能)

• ダイヤルとボタンを操作することで特定の IP ア

ドレスの機器までの経路をLED の点灯で物理的

可視化する機能(traceroute 機能)

本教材を用いることで、以下の内容の学習を行う

ことができ、IPアドレスについて学ぶことができる。 

• ルータと端末を配線して物理層のネットワーク

を構築する実験

• IP アドレスの構造を知り、IP アドレスの設定を

行い、ネットワーク層のネットワークを構築する

学習

• 誤った IP アドレスの設定を行った場合、通信が

できないことを確認する実験

• 通信経路を確認する実験

• 通信経路を切り替える実験

5. おわりに

本稿では、物理的可視化および物理的直接操作と

いう考えを取り入れ、通信ネットワークの動作を

LED点灯制御することにより物理的に可視化し、ボ

タンやダイヤルで直接操作できることで、実際にネ

ットワークの構築を通して IP アドレスを理解する

ことができる教材について述べた。 

今後は、開発した教材をまず大学の授業で用いて

初期評価を行い、その後、中学校技術と高等学校情

報の授業で用いて評価を行うことを考えている。 

図１ IPアドレスの位置づけ 

図２ 開発した教材（端末） 

参考文献 

(1) 文 部 科 学 省 : “ 中 学 校 学 習 指 導 要 領 ” , 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/youryou/ch

u/（2015年 6月 9日アクセス） 

(2) 文 部 科 学 省 : “ 高 等 学 校 学 習 指 導 要 領 ” , 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/youryou/13

04427.htm（2015年 6月 9日アクセス） 

(3) 吉原和明, 井口信和, 渡辺健次: “物理的可視化と直

接操作による通信ネットワーク学習教材の開発”, 教

育システム情報学会 2014 年度学生研究発表会(中国

地区), A03 (2015.3) 

(4) 吉原和明, 井口信和, 渡辺健次:“物理的可視化と直接

操作によるネットワーク学習教材の開発”, 情報処理

学会研究報告, Vol. 2015-IOT-29, No. 5 (2015.5) 

IPアドレス 

ポート番号 

MACアドレス 

ドメイン名 

一意性 

DNS

Firewall

ARP 

RARP 

構造 経路制御 

ネットマスク
(Prefix

)

論理演算

関連技術 IP層での展開

IPアドレスの枯渇
IPv6 

プライベートIPアドレス
NAT

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 162 ―



Web上で動作するアドホック利用可能なクリッカーの開発 

Development of an Ad-hoc Clicker Running on the Web 
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あらまし：クリッカーには教育的効果が期待されているが、運用上の問題が多く教育現場であまり使われ

ていないのが現状である。本研究では運用上の問題を解決すべく Web ベースのクリッカーを開発し、教

員が手軽に使えるインタフェースの構築を目指した。 

キーワード：クリッカー，Webアプリケーション，アクティブラーニング，アドホック 

1. はじめに
クリッカーには様々な教育的効果があると期待さ

れている(1)。しかし、学生一人ひとりに専用の端末

を配布する必要があるため、管理が難しく運用に手

間がかかる。また、教員は専用のソフトウェアを使

いこなす必要があり、誰でも手軽に使えるとは言い

難い。 

そこで、本研究では、器材の運用の問題をクリア

すべく web上で動作するクリッカーを作成した。そ

して、可能な限り操作を簡便にし、素早く手軽に、

下準備や予備知識をほとんど必要とせずとも使える

ようなユーザーインターフェースの構築を目指した。 

2. システム開発と改良
教員と学生はともにパソコンやスマートフォンな

どの webブラウザを用いて、本アプリケーションが

設置された URL にアクセスし、各種操作を web ブ

ラウザ上で行なう(2)。 

2.1 開発環境 
本アプリケーションの開発および運用に使用して

いる環境は以下の通りである。 

 Apache 2.4.6

 MySQL 5.6.25

 PHP5.6.5

本アプリケーションは PHPで作成している。設問や

その回答結果などはMySQLで保存、管理している。 

2.2 操作方法 
教員は、初回利用時に自分用のページを作成する。

作成すると、ランダムで発行される ID が端末のク

ッキーに保存され、その ID 名のページが生成され

る。以降は、設問作成や学生の回答などをそのペー

ジで行なう。ページを作成した教員は、設問の作成

とその設問の打ち切りを行なえる。設問作成ページ

を図 1に示す。学生は設問が作成されているときに

回答用ページにアクセスすることで、設問に回答す

ることができる。 

図 1 設問作成画面 

図 2 回答および集計結果画面 

回答画面および集計結果画面は図 2のようになる。 

2.3 改良点 
試作段階だった文献(2)と比較し、以下の改良が加

えられたので報告する。 

①既に行なった投票のやり直しや、設問に関するコ

メントの書き込みが行なえるようになった。 
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②初めてこのページへ学生がアクセスする際の方法

として、QRコードの読み取りと、IDの入力の二通

りを用意した。QRコードと IDは回答画面に常に表

示されている。IDを利用する場合、トップページに

設置された ID 入力欄へこの ID を入力することで、

回答画面へ遷移することができる。 

③各画面の上部にメニューバーを設置した。回答画

面・設問作成画面への遷移、回答打ち切り、過去ロ

グの参照が行なえる。 

④レスポンシブ表示に対応させた。スマートフォン

で表示した回答画面を図 3に示す。 

 

図 3 スマートフォンで表示した回答画面 

 

画面サイズに合わせてボタンや入力フォームの配

置が変化する。画面の小さいスマートフォンで開い

た場合、横長のメニューは一つのボタンに収納され、

開閉式になる。 

 

3. 先行サービスとの比較 
本アプリケーションと同じく、web 上で動作する

クリッカーを無償で提供しているサービスとして、

株式会社デジタル・ナレッジの Clica
(3)が存在する。

そこで、本アプリケーションと Clica の仕様の一部

を比較したものを表 1に示す。 

Clicaと比較すると、本アプリケーションは教員の

行なう登録作業や設定作業が簡略化され、学生側の

操作も非常に少ないことが分かる。 

表 1 仕様の比較表 

 本アプリ Clica 

初回登録に

必要な手順 

新規作成ボタ

ンのクリック 

組織・名前・メール

アドレス・パスワー

ドの入力 

ログイン 

方法 

クッキーによ

る認証 

ユーザーID・パスワ

ードによる認証 

学生を参加

させる準備 

なし 教員がクラスを作

成 ,学生へ配布する

ための共通 ID・パス

ワードを設定 

学生側の 

参加手順 

URLに 

アクセス 

URL にアクセス,共

通 ID・パスワードを

入力  

 

本アプリケーションは文字入力を極力減らし、ク

リック（タップ）だけで操作が完結するように工夫

したことで、教員にも学生にもとっつきやすく、使

いやすいものと言える。 

 

類似する先行研究に、長崎大学のクリッカー(4)も

存在する。本アプリケーションと比較すると、長崎

大学のクリッカーは管理者への申請が必要であり、

不特定多数のユーザーに広く公開されたものではな

い。教員のログイン作業の有無も Clica の比較と同

様である。また、回答ごとに学生に対してアクセス

キーの入力を要しているが、本アプリケーションで

は不要である。 

 

4. 今後の課題 
現在はインターネット上で実用可能な状態になっ

ているので、実際の授業で先生に利用してもらい、

今後の改良のため多くのフィードバックを得たい。 
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サブプロジェクタによる重畳を利用した選択的 
実影ポインティングシステムにおける問題の検討 
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あらまし：著者らは以前スクリーン上の影を使ってマウスのポインティング操作が行える影ポインティ
ングシステムを開発した．ユーザの手の動きを使った直観的なシステムであるが，スクリーン上のユー
ザの腕などの影がスクリーン画面上の情報を遮蔽するという問題点があった．そこで，筆者らはユーザ
の影がスクリーン上に映らないシステムの開発を行っている．そのシステムにおける問題点やそれにつ
いての今後の改良内容について述べる． 
キーワード：赤外線 , ポインティングシステム , スクリーン上の影 

 

 

1. はじめに 
筆者らは，パソコン画面が投影されたスクリーン

上のユーザの手の動きで，マウスのポインティング

操作が行えるシステムの開発を行っている．まず構

築した，大型のスクリーンでもユーザがある程度自

由に移動しながら操作を行える，スクリーン上のユ

ーザの影を使ったポインティングシステム(1)では，

赤外線投光器で発光した赤外線がユーザの指先に装

着した再帰性反射シートで反射した個数や状態維持

時間の情報を使うことで，マウスの左ボタンの操作

を実現した．その後，更にシステムの使いやすさを

高めるため，赤外線投光器の代わりにユーザの指先

に赤外線を発光するデバイスを装着するようにした
(2) (以後，影システムと呼ぶ)．ユーザはスクリーン

上の影を使って，投影内容の指示を行いたい部分を

指し示し，その状態を保ちながらマウス操作も行え

る．しかし，このシステムでは使用中にはユーザの

腕などの影もスクリーン上に映ってしまうため，そ

の影がスクリーン上の情報を遮蔽し，システムを操

作中のユーザだけではなく，スクリーンを見て説明

を聞いている視聴者も，スクリーン上の影を邪魔に

感じることが多かった．また，影システムは，指先

の影の位置にカーソルを合わせているため，システ

ムを操作中に指先の影でカーソルが隠れて見えない

状態になることがあった．このため，スクリーン上

の細かい部分を指示したいときなどには，正確な操

作を行うことができなかった．これに対し，指先に

装着する赤外線発光デバイスの形状での解決を検討

し，発光デバイスの位置を指先から延長したり(図

1(a))，自由に位置を変更できるようにしたり(図

1(b))してみたものの，赤外線の発光位置にカーソル

を合わせているため，赤外線 LED の影にカーソルが

隠れてしまい，指示位置の正確さを大きく改善する

ことはできなかった．このように，影システムでは，

スクリーン上の影が及ぼす影響が課題となっていた．

そこで，影システムを操作する際にスクリーン上の

影の遮蔽範囲を限定できるシステム（以後，影重畳

システムと呼ぶ）を開発中である(4)． 本論文では，

影重畳システムの構造と問題点，そして今後の改良

内容について述べる． 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 影重畳システムの概要 
影重畳システムの構成と動作について説明する． 

2.1 システムの構成 
影重畳システムでは，プロジェクタを 2 台使用す

る．一台目のプロジェクタ（プロジェクタ 1）はパ
ソコン画面の投影に用い，スクリーン前近くに設置
する．スクリーンとプロジェクタ 1 との間のスペー
スには他には何も設置はせず，またユーザもその場
所に立ってシステムを操作することはない．そのた
め，そのスペースはなるべく狭い方が使用上も都合
が良いので，スクリーンから近距離でも投影が可能
な短焦点投影の機能を備えたプロジェクタを使用す
ることとした．二台目のプロジェクタ（プロジェク
タ 2）の投影画面は，プロジェクタ 1 の投影画面に
重畳するように投影する．プロジェクタ 2 からの投

 

図 1  赤外線発光デバイス 

(a)LED を指先から 5cm 程度
離して取り付けたデバイス 

 

(b)指の部分にモール素

材を使用したデバイス 
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影画面は，スクリーン上にユーザの影を全く映さな
いでポインティング操作を行う場合には，黒色のみ
の画面を投影する．ユーザの指先部分の影を指示表
示として使用したいときには，指先の周辺部分だけ
を白色にすることで，そこに指先の影を映すように
する．デスクトップ画面を表示するプロジェクタ 1
と影を作るためのプロジェクタ 2 は同じ 1 台のパソ
コンに接続し，両者の表示内容を制御する． 
操作をする際のユーザは，プロジェクタ 2 の前方

で操作を行うが，プロジェクタ 2 はパソコンの画面
を投影していないため，ユーザがプロジェクタ 2 の
前のどの位置にいてもスクリーン画面上にはユーザ
の影は一切映らず，システム操作の際もユーザは影
が映ることを気にする必要はなくなる．影重畳シス
テムの構成を図 2に示す． 
 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 システムの動作中の様子 
システムの動作例を図 3に示す．図 3(a)は従来の

影システムを操作中の様子で，図 3(b)は，影重畳シ
ステムを使用中の様子である．ユーザは同じ位置で
操作を行っているが，影重畳システムではスクリー
ン画面にユーザの手の影が一切映っていない．図
3(c)は，影重畳システムを使用時に，カーソルの部
分のみに指の影を映すモードにした．画面の赤い丸
の中央部分に指先の影が映っている．  

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 影重畳システムの問題点と検討内容 
影重畳システムでは影システムと比較して，指示

位置を正確に指示することが可能となり(4)，比較的

暗い画面であれば効果的に指示位置を提示できるよ

うになった(図 3(c))．一方，影システムでは，スク

リーン上の影を使って投影内容を指し示すことがで

きるので，スクリーンから離れている視聴者でもユ

ーザの指示位置を確認することができたのに対し，

影重畳システムでは投影画面が明るいと影が薄くな

る．また，影を消去した状態(図 3(b))では，スクリ

ーンから離れた場所からユーザの指示位置を確認す

ることは難しい．そこで，ユーザが指示したい部分

を強調できる機能の検討を行う．例えば，図 4(左側)

の星印のように視聴者が見やすいスタンプを，カー

ソルの位置に表示させ，視聴者がカーソルの位置を

確認できるようにする．そのスタンプはスクリーン

上の情報の強調したい部分に置いたままにすること

も可能で，複数個を表示できるようにする．また，

ユーザの手の動きで，スクリーン面へ文字や線，図

などを手書きできるようにする(図 4(右側))．ユー

ザはスクリーンから離れた場所からこれらの操作を

行えるので，スクリーン面をユーザが遮蔽すること

はない．  

 

4. まとめ 
スクリーン上の影の提示を選択できるようにした

影重畳システムでは，システムを操作するユーザや

視聴者にとって，邪魔と思われたスクリーン上の影

がなくなったことで，ユーザがスクリーン上で指示

したい箇所を簡単に示すことができなくなった．そ

のため，指示位置を視聴者が確認できるようにスタ

ンプなどを使った機能や，スクリーン画面への手書

き入力の機能について提案を行った． 

今後は，実装を行いながら使いやすいシステムへ

と改良を進める予定である． 
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自己評価に基づいた授業改善サイクルモデルの提案 
 

A Proposal for a Course Improvement Cycle Model based on 
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あらまし：ボトムアップによる教育の質保証の実現を目指し，学習者自身による学習到達度の自己評価に

着目した授業改善サイクルモデルを提案する．自己評価にはルーブリックを採用することで，学習者は客

観的に学習を評価でき，次のレベルの学習に向かう指針とすることができる．また，自己評価結果を学習

目標毎に得点として集計することで，授業の学習目標の達成度を客観的に評価することができ，次回の授

業を改善するための形成的評価が可能となり，ルーブリックの評価規準による教育の質保証への活用が期

待できる．  
キーワード：ｅポートフォリオ，ルーブリック，プラグイン，FD，質保証 

 
 
1. はじめに 
中央教育審議会大学分科会制度・教育部会「学士

課程教育の構築（審議のまとめ）」(2008 年 3 月 25
日)では，「現代の社会は，個人が生涯にわたって学
習し，複数の職業や組織で働き，活動する流動性の

高い社会である．個人の能力を評価する方法として，

ポートフォリオが重視される時代ということができ

る．学士課程における評価に当たっても，多様な学

習活動の成果を評価する観点から，学習ポートフォ

リオの手法を積極的に取り入れていくことは有意義

である」と提言している(1)． 
実際にｅポートフォリオは学習成果および成長プ

ロセスを測るうえで，e ラーニングシステムとの親
和性も高く，教育の質保証を保証するエビデンスと

しての活用が期待できる．それにも関わらず，その

学習成果および成長プロセスを測るための客観的指

標および機能が乏しいために，ｅポートフォリオシ

ステムと呼ばれるシステムを導入しても単なるの学

習成果物の蓄積システムや掲示板システムと何ら変

わらない運用の報告が多く，教育の質を保証する役

割を担うまでには至っていない． 
そこで本文では，ｅポートフォリオによる学習到

達度や成長プロセスを測る客観的指標としてルーブ

リックを採用し，学習者の自己評価結果を用いて，

授業改善に活用する方略について述べ，この一連の

授業改善活動を「自己評価に基づいた授業改善サイ

クルモデル」として提案する． 
 
2. 授業改善サイクルモデル 
提案する自己評価に基づいた授業改善サイクルモ

デルを図 1に示す．学習目標を明確化し，評価の指
針として作成したルーブリックが規準となり，授業

改善を回していく PDCAサイクルモデルとなってい
る． 

2.1 ルーブリックの作成 
大学が「何を教えるか」ではなく，学習者が「何

ができるようになるか」という観点から，授業の学

習目標を明確にし，学習目標に対応したアウトカム

が評価の対象となるようルーブリックを作成する．

また，大学のディプロマポリシー等の教育目標との

体系の一部として学習目標が設定されることが，結

果，教育の質保証を担う上で重要である．なお，図

1 にはルーブリックとともにチェックリストも併記
しているが，これは，チェックリストをルーブリッ

クの評価レベルの次数の違いと解釈できる，つまり，

評価のレベルが「できる」「できない」の２段階で表

すものがチェックリストとして捉えられるというこ

とである．教育の体系化とルーブリックとの位置付

けを図 2に示す． 
2.2 自己評価 
学習者は，学習到達度をルーブリックで自己評価

する（図 3）．自己評価を通して，自身の学習を振り
返ることに繋がる．また，評価のエビデンスの作成，  

 

 
図 1 自己評価に基づいた授業改善サイクルモデル 
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図 2 教育の体系化とルーブリック 

 
 

 
図 3 ルーブリックによる自己評価 

 
 

 
図 4 自己評価の集計による授業評価 

 
 
省察のコメントを記述する等の学習活動を取り入れ

ることで学習としての評価(Assessment as learning)が
実施可能である(2)． 
2.3 授業評価 
学習者のルーブリックを採用することにより，学

習者による自己評価結果を授業での学習到達度を表

す得点として串刺しに集計することが可能となる

（図 4）．集計はｅポートフォリオとルーブリックを
組み合わせることで，随時教員へのフィードバック

が可能となる．また，得点集計によるフィードバッ

クにより学習目標のどの項目に関して，学習者がど

の程度学べているか，または学べていないかが量的

に評価することが可能となり，授業の改善に繋がる

形成的評価が可能となる(Assessment for learning)(2)．

一方，ルーブリックが体系化された教育から授業の

学習目標を反映したものであれば，学習者の学習達

成度を示す教育効果を示す根拠とすることも考える

ことができる．つまり，教育の質保証としての役割

（Assessment of learning）を担うことも期待できる(2)． 
2.4 授業改善 
学習目標に関して，学習者の到達度が思わしくな

かった項目に関しては，授業内容や，時間配分の見

直しなどの対応が可能となる．また，ルーブリック

の自己評価のための評価基準や記述語が学習目標に

合っていないことも考えられるなど，授業設計の他，

ルーブリックの改善にも繋げられる．また，個別の

自己評価結果から著しく自己評価が低い学習者がい

れば，授業についていくことができていない，授業

を欠席しがちである等，学習に対して何らの問題を

抱えていることを発見できることも期待できる． 
2.5 サイクルモデルを適用する制限 
学習目標を評価項目に反映したルーブリックを作

成するためには，学習目標を明確にした授業設計に

なっていることが必要である．また，ルーブリック

で記述語が曖昧な場合には，学習者が本来の学習到

達度を正しく判断できない恐れがあるため，できる

だけ記述の曖昧さを排除した記述語にすることが必

要である．これにより，学習者の正確や傾向といっ

た学習者特性による自己評価のぶれが最小限にする

ことができると考える．なお，このモデルは授業改

善を目的としており，ルーブリックによる自己評価

を授業の成績評価に用いることは想定していない． 
 

3. おわりに 
授業の学習目標を示したルーブリックを学習到達

度の自己評価指標することで，学習者は自身の学び

に対して客観的な指針を持つ事ができる．評価指標

が明確に示されていることにより，学習到達度に対

する評価プロセスを通じて自己効力感にもつながる

事が期待でき，さらなる学習へのモチベーション向

上に寄与することも期待できる．また，e ポートフ
ォリオシステムにルーブリックを採用することは，

教育の実質化という点でも非常に有用性がある．こ

れは，教育の質保証として取り組む大学組織レベル

でのカリキュラム改革は大きな困難が伴うことが容

易に想像できため，ルーブリックにて学習者の学習

到達度を授業単位で評価することで，ボトムアップ

型の教育の質保証に取り組む活路にしたいと考える． 
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発達障害者への対応を学ぶ問題解決型協調学習支援システム 

―第3報 知性特性評価システムの開発― 

藤田紀勝†，深江裕忠†，竹下浩†，星野実†，村上智広†，松本和重†  

職業能力開発総合大学校 
A Computer Supported for Collaborative Learning System to learn about Developmental Disorder in 

Whole-class Teaching for Vocational training instructors  
- The Third report on Development of the Multiple Intelligences evaluation system - 

Norikatsu FUJITA†，Hirotada Fukae†，Hiroshi Takeshita†et al. 
†Polytechnic University， 

 
概要：近年，公共職業訓練の一般校では，発達障害を理解した職業訓練指導員（以下，指導員という）の育成が急務となっている。

発達障害への教育指導においては，同一人物であっても状況に応じた対応を必要とする。現場では，指導員の経験をもとにした思

考錯誤の教育指導が行われている。本報では，職業訓練の実技実習に必要となる知性特性を評価するシステムを述べる。本システ

ムは，特定場面における行動を問うものであり，事前の説明や資材の準備が不要である。また，チックリスト形式で問題となる誤

解による選択も少ない。指導員は，訓練生の知性特性に応じた指導により訓練目標の到達が可能となる。 
 

キーワード：職業訓練，発達障害，Multiple Intelligences ，WAIS-III，評価システム 
 
 

１.はじめに 

職業訓練の現場では，発達障害などの特に配慮が必要

な訓練生への対応に迫られるケースが増加している。指

導員は，配慮が必要な訓練生に対して，医師の診断が必

要かさえも分からず悩んでいる。また，医師の診断を訓

練生に勧めることは慎重を期すうえ，医師の診断を受け

ることに躊躇する訓練生も多い。発達障害の特性が分か

れば訓練指導に活用できるが，個人差が大きい障害のた

め特性を簡単に把握することができない。これまで発達

障害の診断には， WAIS-III などの成人知能検査が一般的

に利用されてきた。成人知能検査により，得意，不得意

が分かり，問題の原因と対応方法が明らかとなる。しか

し，WAIS-III などの成人知能検査は，診断に利用するも

のであり，訓練指導に役立つ情報を十分に得ることはで

きない。 

本報では，職業訓練の実技実習に必要となる知性特性

を評価するシステムを開発する。本システムは，特定場

面における行動を問うものであり，事前の説明や資材の

準備が不要である。また，チックリスト形式で問題とな

る誤解による選択も少ない。指導員は，訓練生の知性特

性に応じた指導により訓練目標の到達が可能となる。 

２． Multiple Intelligences と WAIS-III  

本システムの基礎となる理論は，Multiple Intelligences 
(1)（以下，MI という）である。Multiple Intelligences は，

1983 年にハーバード大学の心理学者ハワード・ガード

ナーが提唱した理論である。MI では，①人が持ってい

る知性は全部で 7 個あり，②それぞれの知性は独立し

ていることを保証している。優れた才能を持った発達

障害も存在するため，発達障害にしか備わっていない

特別な知性があるように感じられるが，これは知性の

デコボコであり，発達障害に特別な知性が備わってい

るわけではないことが知られている。よって，MI によ

り発達障害の知性を表現することができる。 

１．言語知性：国語の知性が高い　
２．理論・数学知性：数学の知性が高い
３．視覚・空間知性：創造する知性が高い
４．音楽知性：音楽の知性が高い
５．身体運動知性：運動する知性が高い
６．人間関係知性：他人と付き合う知性が高い
７．自己観察管理知性：自分を把握する知性が高い 

一方，発達障害の診断に一般的に利用される WAIS-Ⅲ

は，言語性検査と動作性検査があり，14 の下位検査があ

る。WAIS-Ⅲは，診断に利用するものであるため，資材

を用意して，詳細な検査が行われる。 
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３．知性特性評価システム 

 本システムは，20 個程度の問いかけに答えることで

知性特性を自動で評価する。表 1 に本システムの評価

項目を示す。この評価項目は，職業訓練の実技実習の

現場で起こった実際の事例(2)の行動理由を MI にマッピ

ングしたものである(3)。システム上で展開される一連の

ストーリは，ファミリーレストランに興味があり，ア

ルバイトの面接に行くところから始まる。 

図 1 にある場面における行動の問いかけ例を示す。

この問題は，人間関係知性の「相手の立場の尊重」と

理論数学知性の「優先順位の理解」を評価するもので

ある。これは店長が店内で行う研修の一場面である。

レジに並ぶお客が増え混雑してきた状況下，マイペー

スでレジを打ちつづける店員に対して，レジに並んで

いるお客の顔色が変わってきており，どのように思う

かを四問択一（①マイペースでいいと思う，②スピートを

早くした方がいいと思う，③ウエイターを増やした方がいい

と思う，④何とも思わない）で問いかけている。 

 図 2 に実技タイプの評価画面例を示す。この問題は，

視覚・空間知性の「並行線と一本線の区別」を有して

いるかを評価するものである。これは，マッチ棒を 8

つ消して，TEN という文字を作る問題である。平行線

が分からなければ，図中の赤丸で示したどのマッチを

選べば良いか分からない。このように知性を評価する

操作を入れている。 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

     

   

（１）言語知性
　□教科書の理解
　□人との会話
　□指示語や抽象的表現の理解
　□教師の指示内容の理解
（２）理論・数学知性
　□手順書通りの作業
　□優先順位の理解（優先度の高い作業の把握）
　□（繰り返し項目による）重要部分の把握
　□統合課題への対応
　□（指示など）抜け落ち項目への対応
（３）視覚・空間知性
　□異なる物体の認識
　□立体的な配置の理解（物にぶつからずに歩く）
　□緑と赤の区別
　□並行線と一本線の区別
（４）身体運動知性
　□実習の成果物の精度
　□実習の成果物の完成時間
　□視界に入らない作業や操作
　□複数のコンビネーション動作
（５）人間関係知性
　□状況にあった服装と対応
　□仲の良い友の存在
　□相手の立場の尊重（グループ学習における助合い）
　□暗黙のルールの理解（試験の答えを声を出さない）
（６）自己観察知性
　□予測できな質問への対応
　□成果物が完成するまでの予想
　□注意の解放
　□レポートの考察の記述
　□自分と他人の区別
　□温度や音に対する耐性
　□実在・想像、過去・未来が混在した話の理解
（７）博学的知性
　□興味や特徴の概念的な把握
　□物事の概念的な分類
　□物事の概念的な細分化

 

 ４.まとめ 

本報では，職業訓練の実技実習に必要となる知性特性

を評価するシステムについて述べた。今後は，システム

の実運用を行いながら，ストーリや問いかけを改良して

いくことで，知性特性評価の信頼性を高めていきたい。 

なお本研究は，平成 26 年度採択の科研費 C に基づい

て行われた。ここに記して謝意を表する。 
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図1 特定場面における行動の問いかけ例 

図 2 実技タイプの評価画面例 

レジが混んできて
行列ができてるね

だけど、レジを打って
いるウェイタは
マイペースですね。
あれを見てどう思う？

 

表１ システムの評価項目 

笑顔 怒顔 

全員怒顔 
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問題自動生成機能を利用した作問支援の効果 
 

Effect of Support for Creating Test Questions 
Using an Automatic Generation Function of them 

 
福坂 祥基，高木 正則，山田敬三，佐々木淳   

Shoki FUKUSAKA，Masanori TAKAGI，Keizo YAMADA，Jun SASAKI 
岩手県立大学ソフトウェア情報学部 

 Faculty of Software and Information Science, Iwate Prefectural University 
Email: g031k142@s.iwate-pu.ac.jp 

 
 

あらまし：近年，様々な検定試験が行われている．各試験では，出題する問題の作成に多くの時間を費や

している．そこで，本研究では作問負担の軽減を目的に，知識ベースと出題テンプレートを用いた作問支

援機能を提案する．本機能は，出題したいキーワードを入力するだけで多数の問題候補を提示でき，これ

らを編集することで，作問負担の軽減につなげることを狙いとしている．本機能の評価実験で被験者が作

成した問題を分析した結果，作問時間の短縮と不適切問題作成の抑制ができることを示した． 
キーワード：作問，知識ベース，ご当地検定 

 
 
1. はじめに 
近年，TOEICや情報処理技術者試験など様々な検

定試験が行われている．これらの検定試験では，出

題する問題の作成に多くの負担がかかっている．一

方で，教育現場で必要となる多様な演習問題が不足

していることに対し，演習問題を自動生成する研究

が多数存在する(1)(2)．しかし，問題生成の事前準備と

して，問題を生成するためのリソース情報に XML
のタグを付与することや，Wikipediaを情報源として
問う知識のカテゴリに対応した語尾を定義する必要

があるなど作問者にかかる負担は未だ大きい．  
2. 自動生成の対象 
菅原ら(3)は，多肢選択式問題における誤答選択肢

を自動生成するシステムを開発した．また，多くの

検定試験では多肢選択形式や一問一答形式が採用さ

れている．本研究では問題文と解答を自動生成して

一問一答形式問題を生成する．多肢選択形式問題を

生成する場合は，菅原らのシステムと連携すること

を考える． 
3. 問題自動生成機能 
3.1 機能概要 
本研究では，知識ベースと出題テンプレートを用

いて，一問一答形式の問題を自動生成する．なお，

地理・歴史・人物などの固有名詞の知識を問うもの

を対象とする．また，本研究では共同研究を行って

いる盛岡商工会議所が主催するご当地検定の盛岡も

の識り検定（以下，もりけん）を支援対象とする． 
3.2 作問支援に用いる知識ベース 
過去問題をリソースにして構築した知識ベース例

を図 2に示す．本研究では，知識ベースを木構造で
定義する．まず，もりけんの知識ベースであること

から，ルートに盛岡市を置く．次に，問題で問われ

ている知識を抽出し，この知識が属するカテゴリを

決定する．カテゴリの子ノードには，「新渡戸稲造」

などの固有名詞が配置され，カテゴリと固有名詞の

間にはノード間の関係が紐付けられる．同様に，固

有名詞の子ノードとも関係の紐付けを行う．この知

識ベースは古舘ら(5)が開発した手法によって自動構

築される．本研究では，この知識ベースを活用する． 
3.3 作問支援に用いる出題テンプレート 
	 表 2に本機能で用いる出題テンプレートを示す．
表中の OⅠには図 1のカテゴリ「人物」の子ノード
「新渡戸稲造」が挿入され，PⅠにはカテゴリと子
ノードの関連「盛岡駅前滝の広場で胸像が除幕され

た先人」と「平成 24年，生涯 150年を迎える盛岡ゆ
かりの人物」が挿入される．また, OⅡには「新渡戸
稲造」の子ノード「カナダ・ビクトリア市」と「国

際連盟」が挿入され，PⅡにはそれぞれの関連「客
死したことが縁で盛岡の姉妹都市となった」と「設

立時に事務次長をつとめた国際組織」が挿入される．  

 
図 1 知識ベース例 

表 1 出題テンプレート 
 問題文 正答 

(1) [OⅠ]について正しい説明は何か [PⅠ] 
(2) [OⅡ]について正しい説明は何か [OⅠ]が[PⅡ] 
(3) [PⅡ]が(のが)[0Ⅱ]である 

[PⅠ]は(のは)何か 
[OⅠ] 

(4) [PⅠ]の[OⅠ]が[PⅡ]は(のは)何か [OⅡ] 
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4. 実験結果と評価 
4.1 実験概要 
本機能による作問負担の軽減効果を検証するため，

評価実験を行った．実験では，27名の学生を対象と
し，実験直前に提示したキーワードを主題とした問

題を制限時間内（40分）にできる限り多く作成して
もらった．なお，作問時の知識収集の手段として実

験中のインターネットの利用は可とした．本実験で

は作問に要する時間を負担とみなし，本機能を利用

せずに作問した場合（以下，通常作問）と，本機能

を利用して作問した場合（以下，機能利用作問）で，

各問題の作成に要した時間を比較した．また，同被

験者に連続して作問させた場合，慣れによる時間の

減少が予想されるため，通常作問した後に機能利用

作問するグループ A（13名）と，その逆順で作問す
るグループ B（14名）に分けて実験した． 
4.2 結果と考察 
	 機能利用作問による 660 問と，通常作問による
389 問の合計 1049 問の問題が作成された．これよ
り，各グループにおける，機能利用作問と通常作問

での 1問あたりの平均作問時間（秒）を求めた．平
均作問時間の結果を表 2に示す．分析の結果，グル
ープ A の 13 名中 12 名と，グループ B の 14 名中
13 名が機能利用作問の作問時間が通常作問よりも
短かった． 

5. 作成された問題の分析 
5.1 機能利用作問で作成された問題の分析 
機能利用作問では，本機能で自動生成された問題

を編集して問題を作成した．そこで，被験者が生成

された問題をどのように編集して新しい問題を作成

していたかを分析した．まず，機能利用作問で作成

された問題 660問について，自動生成された問題と
投稿時（編集後）の問題を比較した．なお，660 問
中 240問は編集されずに投稿していたため分析対象
から除外した．残りの 420問の編集箇所を分析し，
編集内容ごとにパターンの分類化を行った．分類結

果の一部を表 3に示す．表 3No(1)は，表 1の出題テ
ンプレートに含まれる「の（のは）」を適切な表現に

直す編集作業である．自動生成された問題にはこの

ような助詞の誤りが  373 問あったが，そのうち
86.0%の問題は修正されていた． 
5.2 結果と考察 
機能利用作問により作成された問題と通常作問で

作成された問題において，不適切問題（文法的な誤

りや，問題文と回答の関係性に誤りがある問題）が

どの程度含まれているのかを分析した．なお，分析

の範囲としては，機能利用作問で作成された 660問
中編集されて投稿された 420問と，通常作問で作成

された 389問の中で，グループ Aにより作成された
179 問とする．グループ B は機能利用作問後に通常
作問を行い，自動生成された内容が通常作問の作問

内容に影響することが予想されたため，対象外とし

た．  
	 結果として，編集された問題中の不適切問題の割

合は 6.67%（28 問），グループ A により作成された
問題中の不適切問題の割合は 11.73%（21 問）とな
った．この結果から，機能利用作問は通常作問に比

べて，不適切問題の発生を抑制できたと言える．  
6. まとめと今後の課題 
	 本稿では，もりけんを対象とした一問一答形式問

題の自動生成機能の評価実験を行い，作問時間を短

縮できたことを実証した．また，実験より得られた

問題を分析した結果，不適切問題の発生を抑制でき

ることが示唆された．今後は出題テンプレートをよ

り汎用性の高いものにし，実際の作問委員会などに

利用してもらうとで，本機能の有効性を検証する． 
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表 2 平均作問時間（秒） 
 機能利用作問 通常作問 
グループ A 97.90 142.46 
グループ B 67.30 144.90 

表 3 パターン分類結果一部 
No 編集内容 問題数 例 
(1) 問題文の 

（のは）を 
除去 

337 （編集前問題文） 
	 盛岡城跡公園にある碑の碑

文「願わくはわれ太平洋の橋と

ならん」の言葉の新渡戸稲造が

客死したことが縁で盛岡の姉

妹都市となったは(のは)何か 
（編集前正答） 
カナダ・ビクトリア 
（編集後問題文） 
	 盛岡城跡公園にある碑の碑

文「願わくはわれ太平洋の橋と

ならん」は誰の言葉か 
（編集後正答） 
新渡戸稲造 

(2) 問題文の 
一部を 
省略する 

139 

(3) 問題文の 
問い方を 
改善 

125 
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積極的アプローチによる，多様な学習者に対応した学習者支援環境の研究 
〜自己評価と課題評点の関係〜 

Behavioral approach on Learner Support Environment 
 for Various Learners 

〜The relationship between Self Review and Teacher evaluation〜 
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Atsushi TSUBOKURA*1, Naohiro INAGAWA*1, Manabu FUKUSHIMA*1, Hajimu ADACHI*1 

*1日本文理大学 
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あらまし：学生のユニバーサル化に伴い，様々な学生が同じ教室で授業を受ける状況が増えてきた．多

くの学習者は，自分で解決できない問題に直面した場合，授業従事者への質問や，自分や友人と勉強し

問題解決に取り組む．しかし，解決できず，授業についていけないにもかかわらず，質問もせずに授業

を受け続け，単位取得できない，またはドロップアウトする学習者がいる．本研究ではこれら学習者に

対し，授業への日常的な取り組みから，要支援学習者の特定と，授業従事者が積極的アプローチで支援

を行う．本稿では一連の研究に向け，授業取り組み状況とアンケート調査の結果を報告する．	 

 
キーワード：支援体制，支援システム，積極的アプローチ，キャリア支援 

 
1. はじめに 
大学生のユニバーサル化に伴い，教職員は様々な

学生に対し柔軟な対応が求められている 1~4)．近年，

大学の評価は就職内定率や就職企業等も重要視され

ており，就職内定率の改善は重要な課題である．本

学でも，全学や学科での取り組みにより社会人基礎

力等の育成を目指した取り組みを行ってきた 7~10)．

これらにより，本学の就職内定状況を改善できた．	  
しかし，どのような教育的支援に取り組んでも，

改善に至らない場合がでてきた 5,6)． 

 
図 1 就職内定率の推移(2006年度〜2014年度) 
 

2. 支援が必要な学習者と求められる対応 
柔軟な支援が必要な学習者は，多くの場合，授業

について来られない，わからないことがわからない，

質問できない，授業への出席が滞るなどが見られる．

そのため，授業からのドロップアウトや，単位修得

につながらない等がある． 
これらは日常のキャンパスライフに現れる些細な

行動等に現れる場合がある 1)．例えば，テストやレ

ポートにおける手書き文字，レポート内容，授業に

おける質問内容(同じ質問を繰り返す)，授業への出
席状況(遅刻,早退等)，授業の受講態度(睡眠，トイ
レに立つ等)，配布資料の管理方法，課題への取り組
み状況(取り組み忘れ，提出忘れ・遅れ，不十分な取
り組み，取り組んでいるが出せない)，簡単なアンケ
ートへの取り組み時間(突出して早い・遅い)，各自
の持つ課題に対する自己認識と実際の取り組みや改

善傾向との乖離等である． 
ゼミなどの 5 名程度の少人数クラスである場合，

教授者は各学習者の特性を考慮しながら，授業内容

や解説方法を調整し，必要に応じて追加の個別対応

が可能である．しかし，多人数クラスの場合，1 名
の教授者が全ての学習者特性を正確に把握し、各学

習者に柔軟に合わせた授業実施は難しい．授業補助

者として SA や TA を配置することはある．授業補
助者は，多くの場合，学生である．そのため，成績

に関連する課題の評点を授業補助者への開示は難し

い．これらから授業補助者による学習者支援は，学

習者からの質問がある場合や，困っている様子が見

受けられる場合の支援に限られてしまう． 
これら学習者に対する対応は，各学習者の状態に

柔軟に対応して講じる必要がある．さらに１個人の

教員や授業補助者による対応では効果は薄く，多く

の指導協力者が連携し，対応とそれに対する効果の

正確な記録が重要である．学生の課題に対し改善に
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取り組んでいる場合，学生に対する安易な配慮や手

助けは，阻害要因になる場合もある．本学には教職

員と，授業補助者が連携して対応状況を共有できる

仕組みは存在しない．そのため，担当者間での個別

連絡による連携以上の連携は取れていなかった．ま

た対応している個人の記憶に頼っていた． 
授業において，要支援学習者(支援が必要な学習

者)は，授業に取り組む課題や出席状況と，授業担当
者(教授者と授業補助者)による学習者対応記録から，
ある程度の特定が可能であると考える． 
本研究では，これら学習者を早期にキャッチアッ

プし，授業担当者が連携して積極的な支援を行い，

単位取得状況とドロップアウト率の改善に取り組む．

また，これら事項について原因と対応手法について

学内外機関と連携して研究に取り組む． 
今回は，一連の研究に向け，事前調査を行う．事

前調査では，学習者が授業への取り組み状況に対す

る自己認識と，教員が評価している評価結果との差

異について分析を行う． 
 

3. 取り組み計画 
本研究では，日常的な授業に対する取り組み状況

と，授業における授業担当者の対応状況，改善傾向

から，要支援学習者を特定し，授業担当者が積極的

に支援を行う．これらに必要となるシステム構築と，

要支援学習者の特定方法，要支援学習者に対する対

応方法と効果検証に取り組む．システム構成案を図

2に，研究チーム構成を図 3に示した． 
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図 3	 研究チーム体制 

 
4. 事前調査 
今回，本研究への取り組みに向け，事前調査を行

う．事前調査は，本学	 工学部情報メディア学科	 ２

年生を対象に開講している授業，Webアニメーショ
ンである．本授業では，全ての授業回で，複数の課

題を課しており，締め切りは翌授業日の前日として

いる．翌授業日は，授業前に全ての提出物を教授者

が評価し，授業開始時に特徴的な提出物をレビュー

している(提出者名は非開示)．課題管理は moodle
を用いている．学習者は全ての提出物と被評価結果

を自由に何時でも確認できる．また一部課題を除き，

再提出も何時でも可能であり，再提出分については，

教授者が課題評価時に同時に評価をしている．また

再提出については，全ての授業開始後のレビュー終

了後にアナウンスしており，再提出すれば，再評価

することも伝えている． 
そのため，学習者は自身で必要があると感じてい

る場合，自身の提出物に対する評点を確認でき，減

点されている場合，それらを確認することは何時で

も可能である．履修学生数は約 30 名程度，アンケ
ート調査は半期 15回で実施している授業の第 9回
授業終了後，翌第 10 回授業開始時に行う．なお，
アンケート調査を行うことは当該授業時までアナウ

ンスしていない．現在，アンケート調査に向けた準

備を行っている． 
	 

5. まとめ 
本稿では，大学のユニバーサル化に伴い，多様な

学習者に柔軟に対応した，支援環境の構築に向けた

研究の必要性についてまとめた．またこれら取り組

みに向け，取り組み計画と事前調査をまとめた． 
これらは，学習者が持つ課題を把握し，今後の指

導の方向性を考慮する上で非常に重要な情報となる．

これらの支援に向け，大学教育の中で可能な支援環

境と支援手法を，明らかにしていきたい．また必要

に応じて，これらシステムに記録される事例をベー

スに，学外機関と連携した学生支援を向上したい． 
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効果的なプレゼンテーション教授法に関する研究 
 

Study on Effective Presentation Teaching method 
 

池村 努*1 
Tsutomu IKEMURA*1 

*1 北陸学院大学短期大学部コミュニティ文化学科 
*1 Community and Culture Department, Hokurikugakuin Junior College 

Email: ikemura@hokurikugakuin.ac.jp 
 

あらまし：前回の事例報告では，分析力，情報発信力，プレゼンテーション能力向上を目的としたプレ

ゼンテーション授業に，ルーブリックを導入した相互評価の取り組みについて紹介した．ルーブリック

を用いることで相互評価に客観的視点を取り入れることができた．本報告では前回の報告後に行った評

価基準の見直しと，授業実施方法について改善を内容について報告する． 

キーワード：プレゼンテーション，ルーブリック，相互評価，アクティブラーニング， 
 

1. はじめに 
プレゼンテーション能力は大学教育において，ま

た社会人教育においても重要度が増しつつある．今

回は授業実践の内容についてまとめ，改善に向けた

取り組みに繋げる予定である．本研究では課題作成

－発表における一連の流れの中で，評価方法を改善

することにより，効果的なプレゼンテーション教授

法の構築に繋げる． 
2. 研究概要 
今回の研究は，2013 年度から 2014 年度にかけて

の「プレゼンテーション演習」「プレゼンテーション

応用」履修者を対象として行った．本研究の前段階

として，プレゼンテーション技能を学習する授業「プ

レゼンテーション演習」における，効果的な相互評

価方法の構築について研究を行っている．同研究で

は，ルーブリックを用いた評価や，WEB アンケー

トを用いた評価，記述式の評価表を用いた評価など

について検証を進め，改善方法などについて考察を

行ってきた．今回はさらに深めて，プレゼンテーシ

ョンを構成する要素について検討し，それぞれにつ

いての効果的な教授方法について提案を行う． 
はじめに，プレゼンテーションの重要なポイント

について要素の再確認を行った．プレゼンテーショ

ンの要素は大きく分けると，資料作成と発表の２項

目が考えられる．資料作成では，プレゼンテーショ

ンの焦点を明確にすることと，伝わりやすいように

内容をまとめることが重要となる．そのための手順

について確認した．次に発表時の注意点についてま

とめた．特に注意して教授したポイントとして，非

言語コミュニケーション領域について取り上げる．

文章化されたものをただ読み上げるだけでなく，い

かに聞き手に伝えるかというポイントについて確認

を行った． 
これらを元に効果的なプレゼンテーション教授法

についての研究を行い，構成表の作成と発表のフィ

ードバックについての取り組みについて確認を行っ

た． 

3. プレゼンテーション要素の確認 
「プレゼンテーション演習」で用いたテキストを

元に，プレゼンテーションにおける要素を確認した．

プレゼンテーションを構成する要素には大きく分け

て資料と発表がある．さらに資料作成にはテーマに

基づいた構成表作成とパワーポイント等の視覚資料

作成に分けられる．また資料を作成しただけでは完

成とならず，リハーサルを行った後のフィードバッ

クも重要である．授業で使用しているテキストを元

にプレゼンテーション資料作成の手順を図 1 にまと

めた．PDCA サイクルに基づいたフィードバックに

より，プレゼンテーションの内容がより良い物にな

る．フィードバック先は情報収集から発表の技術ま

で多岐にわたっている． 

  
このように，プレゼンテーションには複数の要素

が絡み合っていることがわかる．次章では要素毎の

教授方法について現在取り組んでいる手法と課題に

ついて確認を行う． 

P
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an テーマ・目的の確認 

構成表作成 

情報収集・整理 

視覚資料作成 

D
o 

発表 

C
h
ec
k 評価 

Action 

図 1 プレゼンテーション資料作成手順 
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4. 教授方法の現状と課題 
4.1 Plan 
課題を課す際にはテーマと共にプレゼンテーショ

ンの目的と，ターゲットを明確にする．プレゼンテ

ーションには「情報を伝える」「説明をする」「説得

をする」という三つの目的別タイプがある．始めに

これを明確にすることによって，学生自身がどの様

なプレゼンテーションをすべきかを考え決定するこ

とになる． 
情報収集に続いて構成表を作成する．構成表には

発表の目的やテーマなどの項目が掲載され，アウト

ライン－本論－タイトル－結論－序論の順で作成す

るように指導している．構成表はプレゼンテーショ

ンのベースとなるものであるが，箇条書きで仕上げ

ることで，完全に読むことのできる原稿とならない

ように注意を与えている．これは，手元原稿を朗読

する習慣を付けさせないようにできる効果もある．

また構成表が発言のためのメモになるため，対象に

合わせた言葉遣いができるよう，用語や言い回しに

ついての注意を払うよう指導をしている． 
構成表ができあがったら視覚資料を作成する．文

字のバランスや色彩にも注意を払うよう指導を行っ

ている．文字については手元資料と投影資料の違い

について強調して説明している．プレゼンテーショ

ンソフトによっては，テーマを選択すると自動で選

ばれるフォントが投影に向かないものなどもあり，

実際に体験させる事で確認をさせている．またアニ

メーション効果については付けすぎることで逆にポ

イントが散漫になる恐れがあることから，最小限の

使用に留めるよう注意をしている． 
4.2 Do 

発表で注意すべき点は，非言語コミュニケーショ

ンチャネルの使い方である．先に触れたように，完

全に読むことのできない原稿を用いることで，聴衆

への気配りができなくなることを防ぐ効果が期待で

きる．  
次にパラ・ランゲージ（周辺言語）についての注

意を与えている．効果的な発表を幾つか例示し，一

本調子にならないようメリハリのある発表を心がけ

るような指示を行っている． 
1 対多で発表を行う際には，一グループが 10 名以

下になるよう調整を行っている．教室環境の問題な

どもあるが，アクティブラーニングスペースを用い

て，2 箇所で同時にプレゼンテーションを行うなど

の工夫をした． 
4.3 Check 
発表を行ったら，振り返りを実施する．振り返り

には聴衆がルーブリックに基づいた指摘を行う「相

互評価」，発表の様子を録画して後から確認する「自

己評価」，自分でルーブリックをもとに評価をする

「自己評価」を利用している． 
相互評価については以前 WEB アンケートを用い

た方法について報告を行った．その後口頭での評価

や，少人数グループに分かれての評価等，幾つかの

方法を試している．また，「発表者が一番訴えたかっ

たこと」が何かを聴衆が応えるという試みも 2014
年度から取入れている．発表の骨格作りの際できて

いて当然とも言えることだが，評価を行った結果，

主張と理解に少なからずギャップが生じているケー

スがあった． 
4.4 Action 
振り返りを受けて，資料の修正を行う．修正は図

1 に示したように，資料収集から発表まで全てに渡

って行われることになる．この課程を繰り返すこと

によってより完成度の高い発表を行うことが可能に

なると考える． 
4.5 課題 
資料作成時，十分に課題に対する調査と整理を行

わず，短時間でパワーポイント作成に入る傾向のあ

る学生がいる．この場合，発表の段階で指摘するこ

とで，再度調査を行うことになるが，時間的なロス

が少なからず生じ，指導上の課題となっている． 
相互評価を行うと，少なからず何も発言しない学

生が散見される．また発言しても「よかった」など

具体性に欠ける発言の場合がある．これらを減らし，

積極的に発言させることが求められる．積極的に加

わることのできる相互評価の方法を検討したい． 
5. 評価項目の改善 
これまでに評価項目の検討を行ってきた．その評

価対象は基本的に完成されたプレゼンテーションに

対するものとなっている．ルーブリックを用い，資

料と発表について幾つかの項目を設けてプレゼンテ

ーションの評価を行っている．また相互評価におい

ては発表視聴時にコメントを残し，発表後に意見交

換を行っている． 
今後の改善方策として，資料作成中にも評価を行

い，改善に結びつける方法が期待される．そのため

の提案として完成後に確認するためのルーブリック

だけでなく，作成時に参照するツールを提案する．

これにより今回明らかになった「手抜き」資料作成

の軽減を図る． 
6. 今後への展望 
これまでは効果的なプレゼンテーション教授法と

して，少人数でのプレゼンテーション授業の提案を

行ってきた．ところが今年度は 30 名を越える学生

が履修したため，少人数クラスとするため，2 回に

分けて授業を行った．今後プレゼンテーション能力

が社会において要求されるようになると，より多く

の学生が履修することが考えられる．そのためには，

少人数クラスで得られるのと同じ程度の効果を，多

人数クラスでも実現できるような工夫が求められる．

評価方法の改善により，多人数への対応を実現して

いきたい． 
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プレゼンテーション制作を通した情報倫理教育における協調学習の有効性 
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あらまし：一般情報教育科目での実習へ情報倫理教育を効果的に導入するため，情報倫理を啓発するプレ

ゼンテーション制作をこれまで実践してきた．今回は，情報倫理全般の効率的な学習と公正な評価のため，

ルーブリックによる作品の相互評価を実施した．その結果，評価基準が明確になり，作品の内容面に対す

る抽象的な評価が適切に行えた．また，題材ごとの重要な用語について理解度を実践前後で調査した結果，

作品にした題材に限らず，情報倫理全般への理解を深められたことが明らかとなった． 
キーワード：情報倫理，相互評価，ルーブリック，プレゼンテーション，一般情報教育，LMS 

 
 
1. はじめに 
ソーシャルメディアでの若者の不適切な言動がた

びたび問題視されており，大学や短大では学生を被

害者にも加害者にもしないための情報倫理教育の重

要性が増している．そこで，共通教育の一般情報教

育科目での情報倫理教育の充実は欠かせないが，授

業内容は操作スキルの修得が中心であり，情報倫理

を扱う時間は十分とはいえない． 
本研究では，情報倫理教育を一般情報教育科目の

実習に効果的かつ効率的に組み込むために，情報倫

理が題材のプレゼンテーション制作をこれまで実践

した(1) (2) ．本稿では，ルーブリックを利用した相互

評価による協調的学習の導入と，一連の活動が情報

倫理への理解度へ及ぼす効果ついて述べる． 
 

2. 実践方法 

2.1 対象の科目と受講者 

対象とした一般情報教育科目は，A 大学と B 短大

の必修科目で，情報リテラシーに関する演習科目で

ある．アプリケーションソフトなどの操作スキルの

実習をひと通り終えた後の，12 週以降の残り 4 回の

授業で行う，全体のまとめと位置づけた「総合的な

演習」で実践を行った． 
対象者は，2014 年度に筆者が担当するクラスを受

講した 1 年生で，A 大学は 2 学科 2 クラス，B 短大

は 1 学科 2 クラスで，計 167 名である． 

2.2 ねらいと概要 

プレゼンテーションの実習において，すべての受

講生が成果物を発表する機会を設けることが望まし

いが，授業時間の制約によって実現が難しい場合が

ある．そこで，自動再生するプレゼンテーションを

映像作品と捉え，学習支援システム（以後，LMS）
上で誰もが視聴できる状態で公開することで，全員

に発表する機会を与えることとした． 

そこで，同年代の若者への情報倫理の啓発を目的

に，被害者あるいは加害者になる事例とその解決策

などを解説する映像としてのプレゼンテーションを

制作する課題に取り組ませた． 
全体の構成は，ストーリー形式の事例の説明と，

関連する対処方法や注意点の解説とした．さらに，

プレゼンテーションソフトの機能を活用し，1 分間

程度で自動再生するように設定して，MP4 形式の動

画ファイルとして出力させた． 

2.3 実践のながれ 

テーマの選択：実践の前半 2 回は，作品制作とした．

受講生は担当者（筆者）が提示した情報倫理に関す

る 9 つのテーマから，LMS の投票機能を利用して自

由に 1 つを選択させた． 
提出方法：LMS 上に設けたクラスごとの掲示板に作

品を提出させた．内容の紹介やアピールポイントを

まとめた文章と動画ファイルを記事として記名式で

投稿することで，クラス全体に公開した． 
相互評価：3 週目の授業で，クラス単位で作品の相

互評価を行った．制作時点に提示したルーブリック

の評価項目と基準に従い，自分の作品とすべてのテ

ーマの他者の作品を対象に評価させた．他者評価の

対象は，被評価数が少ない作品を優先的に評価する

よう指示した．なお，評価項目は次の 6 項目で，基

準は 4 段階（1 点～4 点）とした． 
項目 1：フォントや配色などデザインの統一 
項目 2：文字や図形のレイアウトの見やすさ 
項目 3：アニメーション効果の適切さ 
項目 4：事例の内容とテーマの一致性 
項目 5：解説部分のわかりやすさ 
項目 6：視聴者に対する全体的な役立ち度 

評価後は，LMS の掲示板上の作品の記事への評価と

して評価項目の合計点（24 点満点）を設定させた． 
作品の改善とふり返り：4 週目は，事前に LMS のア

ンケート機能で収集した評価シートをもとに，受講
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生ごとに自己評価と他者からの評価を集計したプリ

ントを各自に配布した．また，その結果を踏まえ，

作品を改善して提出するよう指示した． 
 

3. 結果と考察 

3.1 自己評価と他者評価との関係 

他者への評価と他者からの評価が成立した受講生

146 名を対象に，自己評価と他者評価との関係を分

析する．自己評価の全体平均は 18.4（SD=2.3），他

者からの評価の全体平均は 20.3（SD=1.5）で，弱い

正の相関（r = .26，p < .01）を示した．また，5 段階

リッカート尺度で評価した2013年度の実践(2)と同様

に，約 8 割の受講生が他者を高く評価しており，お

互い様効果(3) が生じた可能性が示唆された． 
しかし，評価の合計に対する人数の相対度数分布

を昨年度と比較すると，自己評価と他者からの評価

とのずれは少なくなった（図 1）．これは，評価基準

が 4 段階に減ったこととルーブリックにより自己評

価と他者評価の基準のぶれが改善されたことが考え

られる． 
 

 

図 1 自己評価と他者評価の分布 
（左：2013 年度（n = 106），右：2014 年度（n = 146）） 

 

3.2 評価項目の評価のしやすさ 

4 回目の授業で，評価のしやすかった評価項目と

評価しにくかった評価項目を調査した．その結果を

2013 年度と比較したものを表 1 にまとめた． 
 
表 1 評価項目の評価しやすさ（複数回答） 
（2013 年度 n = 96，2014 年度：n = 134） 

評価項目 
評価しやすかった 評価しにくかった

2013 年 2014 年 2013 年 2014 年

項目 1 44.8 % 44.8 % 19.8 % 20.1 % 
項目 2 30.2 % 33.6 % 15.6 % 17.2 % 
項目 3 43.8 % 36.6 % 9.4 % 19.4 % 
項目 4 40.6 % 37.3 % 16.7 % 23.1 % 
項目 5 21.9 % 20.1 % 28.1 % 29.1 % 
項目 6 15.6 % 22.4 % 59.4 % 40.3 % 
 
項目 6 のような抽象的な項目は評価のしやすさが

改善した．ルーブリックにより基準が明確になった

ためと考えられる．その一方で，項目 3 と項目 4 は

評価しやすさが低くなったのは，視覚的かつ評価し

やすい項目をルーブリックにより厳密に評価するた

めに手間がかかるようになった可能性が考えられる．

ルーブリックそのものの使いやすさは，5 段階評価

で平均 3.9（SD=0.8）と高い評価であったため，評

価項目や基準の改善が必要である． 

3.3 情報倫理の主観的な理解度 

9 つのテーマに関連する用語を 3 つずつ，計 27 の

用語をどの程度説明できるかの自己評価（4 段階：1
～4 点）を実践の前後に実施した．テーマごとの自

己評価の合計点をテーマの理解度とみなし，その平

均をまとめたものを表 2 に示す．すべてのテーマに

ついて実践後に理解度が向上しており，また，すべ

ての自己評価の合計点を情報倫理への理解度とみな

すと，その平均についても，実践前の 50.0 点

（SD=13.9）から実践後に 65.5 点（SD=14.8）となり，

理解度は有意に向上した（t (96) = 14.735，p < .01）． 
また，実践において情報倫理の学習に役立った活

動を複数回答で回答を求めたところ，作品の制作は

70.9%，自己評価は 9.7%，他者への評価は 40.3%と

いう結果となった． 
これらのことから，作品の制作だけでなくすべて

のテーマを対象とした他者評価によって，情報倫理

全般への理解を深められたことが明らかとなった． 
 

表 2 テーマへの主観的な理解度（n = 97） 
テーマ 実践前 実践後 

個人情報の漏えい 4.61 7.16 
嫌がらせ・誹謗・中傷 6.46 8.27 
迷惑メール 5.98 7.72 
売買のトラブル 5.58 8.01 
コンピュータウイルス 4.32 5.91 
不正アクセス 4.64 6.17 
著作権の侵害 5.46 7.59 
ネット詐欺 5.54 7.33 
情報の信ぴょう性 5.40 7.31 

 
4. まとめ 
本稿では，情報倫理教育を組み込んだプレゼンテ

ーション制作の実習における協調的学習が情報倫理

の理解にどのように効果があるかを検討した． 
今後は，ルーブリックの見直しなどの相互評価の

改善だけでなく，情報倫理的視点から作品の質を向

上して学習効果を高める手段の検討が課題である． 
 

参考文献 
(1) 河野稔：“プレゼンテーション制作と相互評価を通し

た情報倫理教育”，教育システム情報学会第 38 回全国

大会講演論文集，pp.89-90（2013） 
(2) 河野稔：“プレゼンテーション制作と相互評価を通し

た情報倫理教育 (2)”，教育システム情報学会第 39 回

全国大会講演論文集，pp.31-32（2014） 
(3) 藤原康弘，大西仁，加藤浩:“公平な相互評価のため

の評価支援システムの開発と評価”, 日本教育工学会

論文集, 31(2), pp.125-134 （2007） 
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初年次情報教育科目受講後における 
ソフトウェアの基礎的操作スキルに関する学生の自己評価  

 
Students’ Self-assessment of their Basic Computer Skills 

 after First-year ICT Education Course 
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Daisuke KANEKO 
北星学園大学経済学部 

School of Economics, Hokusei Gakuen University 
Email: kaneko@hokusei.ac.jp 

 
あらまし：初年次情報教育科目においては，情報に関する基礎的な知識だけでなく，ソフトウェアの基本

的な操作スキルの習得も求められる．情報教育科目の受講者がどの程度操作スキルを習得できたと考えて

いるか，調査項目を開発し，受講者に自己評価を行なわせた．その結果について，項目ごとの分析のほか，

タイピング速度や実技試験の得点なども合わせて分析する．  
キーワード：高等教育，初年次情報教育，操作スキル，自己評価 

 
 
1. はじめに 
近年，高等教育機関，とくに大学において，初年

次教育が重視されている．そのなかでも情報教育科

目では，情報社会において必要とされる基礎的な知

識の習得を目的としている．情報機器に関する知識

だけではなく，情報倫理など情報社会を生きる上で

必要となる知識の習得も求められている．くわえて，

ワードプロセッサや表計算ソフトなど，個別のアプ

リケーションソフトの操作方法の習得も，初年次生

向けの情報教育科目に期待されている． 
筆者はこれまで，情報に関する基礎知識調査を開

発するとともに，初年次学生を対象として当該調査

を実施し，その結果を分析してきた(1)．こうした調

査を利用することで，学生が有する知識の現状を明

らかにし，授業実践に反映させることができる．ま

たその結果を学生にフィードバックすることで，自

主学習の際の参考にすることも可能である． 
しかし操作スキルに関しては，タイピング速度や

コンピュータの利用頻度を調査することしか行って

いない．その背景として，操作スキルを簡便に計測

する方法が確立していない点を指摘できる．たとえ

ば Microsoftの MOSや日商 PC検定などは，授業な
ど日常的な文脈のなかで，手軽に利用できるとはい

えない．そのため，学生の操作スキルを簡便に調査

でき，同時に，学生自身にもそれがフィードバック

される仕組みが必要である． 
 

2. 本研究の目的 
本研究は，初年次の学生を対象とした基礎的情報

教育において，学生が実際にどれくらいの操作スキ

ルを獲得したのかを簡便に自己評価できる仕組みを

作ることが目的である．自己評価を通して学生は，

現在の操作スキルを認識できる．また，自己評価を

定期的に実施し，過去の記録と比較することで，自

身の成長を実感できるだろう．教員にとっては，調

査結果をもとに，授業の内容を再考し，実態に合っ

た授業改善が可能となる． 
本稿では，操作スキルに関する調査項目を試験的

に開発し，筆者の所属する大学の初年次学生に自己

評価させた結果について述べる． 
 

3. 調査の概要 
3.1 自己評価項目の開発 
本研究で用いた自己評価項目は，本学の授業での

使用を念頭において開発された．本学の基礎的情報

教育科目は，初年次の全学生を対象として開講され

ている必修科目である．多くの教員が科目を担当し

ているため，担当教員向けに「授業のてびき」が用

意されている．その中に，授業で取り扱うべき学習

項目としてソフトウェアの操作がチェックリストで

示されている(2)．本調査ではそれを元に調査項目を

選定した． 
 

表 1	 分類ごとの調査項目数 
大分類 小分類 数 

Windows の
基本操作 

1-1. Windows全般 8 
1-2. 文字入力 8 
1-3. ファイル操作 13 

インターネ

ット 
2-1. 検索 5 
2-2. 電子メール 13 

Word 

3-1. word全般 12 
3-2. 文字の修飾・配置 13 
3-3. 図や図形の使用 13 
3-4. 表の作成 17 

Excel 

4-1. Excel全般 15 
4-2. セルやワークシートの操作 11 
4-3. 表計算 6 
4-4. 表のレイアウト 9 
4-5. グラフ 16 
4-6. データベース 5 
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具体的には，ファイル操作や文字入力など，

Windows の基本的な操作に関するものが 29 項目，
検索エンジンの使い方や電子メールの操作などイン

ターネットに関するものが 18項目，Wordの操作に
関するものが 55項目，Excelの操作に関するものが
62項目，合計 164項目であった．表 1に分類別の調
査項目数を示す． 
3.2 調査方法 
本研究で調査の対象としたのは，2014年度前期の

初年次情報教育科目を受講した 1年生 53名（2クラ
ス）である．実施時期は，前期授業が終了する直前

であった． 
調査は moodleのアンケート機能を利用した．各項

目について，自分が「教科書などを見ればできる」

と思う項目のみを選択する方式で回答させた．項目

数が多いため，できる「度合い」については尋ねず，

できると思うかどうかを問題とした．なお同時に，

タイピング速度を計測し，普段のコンピュータの利

用頻度についても尋ねた． 
 

4. 調査の結果 
4.1 調査の概要 
項目を選択した場合に 1点加算する方法で集計し

た．表 2に全体と各分類の結果を示す．どの項目も
比較的高い得点率となった． 

 
表 2	 調査の全体得点と各分類別の得点 

 
4.2 個別の項目の選択率 
個別の項目ごとに，学生が選択した割合（選択率）

を検討する．選択率が 80%以上の項目は 124項目で
あり，そのうち選択率が 95%以上の項目が 82 項目
に及んだ．学生たちは比較的多くの項目を習得でき

たと考えていることが示された． 
次に，選択率が低かった項目について述べる．選

択率が 50％以下の項目は 12項目であった（表 3）．
調査には授業の中で取り扱っていない項目もあった

ため，選択率が低下したと考えられるが，5，７，10，
11は授業の中で触れている項目である．これらの項
目については，今後の授業の中で強調して取り扱っ

ていく必要があるだろう． 
4.3 他の項目との関連性 
本調査の得点とタイピング速度について相関分析

を行ったところ，中程度の正の相関が見られた

（r=.530，p<0.01）．さらに，本調査の得点と，本授
業で実施した実技試験の得点について相関分析を行

ったところ，中程度の正の相関が見られた（r=.499, 

p<0.01）．ただし，利用頻度のグループごとに本調査
の得点の平均値を比較したが，有意な差は見られな

かった． 
 
5. まとめと展望 
簡易に学生の操作スキルを自己評価できる調査を

開発し，初年次情報教育科目受講後の学生を対象と

して実施した．調査の得点は比較的高く，また，多

くの項目で選択率が 80%を超えていた．ただし一部
の項目は選択率が低く，授業内での取り上げ方を考

慮する必要がある． 
また，本調査の得点は，タイピング速度や実技試

験とも中程度の相関があった．本調査を簡便な自己

評価ツールとして利用すれば，学生の主体的な学習

をサポートすることも可能であろう． 
今後は調査項目をさらに精査するなど，操作スキ

ルを自己評価できる仕組みの構築を目指したい． 
 

参考文献 
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育システム情報学会全国大会講演論文集 , 231-232,  
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(2) 中嶋輝明，金子大輔：”情報入門科目における担当教
員向け「授業のてびき」作成の試み”, 北星学園大学
文学部北星論集, 45(2), 141-150, (2008) 
 
表 3	 選択率が 50%以下の項目一覧 

番

号 
選択

率 
選択

者数 項目 

1 2% 1 
4-1_Excel全般：CSVファイルの保
存・読み込みができる 

2 21% 11 
3-3_図の使用：図をグループ化し
て扱うことができる 

3 25% 13 
3-2_文字の修飾・配置：段組みを
設定できる 

4 25% 13 
3-2_文字の修飾・配置：脚注を挿
入できる 

*5 32% 17 
1-3_ファイル操作：拡張子とは何
か説明できる 

6 34% 18 
3-1_Word全般：文字列の検索、置
換ができる 

*7 36% 19 
2-1_検索：ロボット型検索エンジ
ンとディレクトリ型検索エンジン

の違いを説明できる 

8 36% 19 
4-1_Excel全般：印刷タイトルを設
定できる 

*9 40% 21 
2-2_電子メール：住所録機能を使
ってメールアドレスを管理できる 

10 40% 21 
4-6_データベース機能：ピボット
テーブルで簡単な集計ができる 

*11 43% 23 
4-1_Excel全般：埋め込みオブジェ
クトとリンクオブジェクトの違い

を説明できる 

12 49% 26 
3-2_文字の修飾・配置：段落単位
で行間の変更ができる 

 

 平均 標準偏差 満点 / 得点率 
全体 141.7 14.82 164 / 86.4% 
Win基本操作 25.7 2.32 29 / 88.6% 
インターネット 15.3 2.18 18 / 85.0% 
Word 48.2 4.82 55 / 87.6% 
Excel 52.5 7.11 62 / 84.7% 
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漫画を用いた創作のためのエディタの開発 
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あらまし：既存の漫画パーツの組み合わせに各自のオリジナリティを付加することが可能な創作エディタ

を開発した．また，当該エディタを用い著作権学習を実践した．本エディタは，グローバル社会での高等

教育における著作権学習のあり方を検討するために設計したものである．他者の著作物を利用する際に，

ライセンス表示の内容を確認する機能，各自の著作物を公開するにあたり，ライセンス表示をメタデータ

として付与する機能等を有するものである． 

キーワード：漫画，創作，エディタ，著作権 

 

 

1. はじめに 
情報社会では，共同での創作活動が行いやすく，

誰もが著作物の利用者のみならず，創作者になる可

能性がある．このような状況を鑑み，高等教育にお

ける著作権教育では，創作者の要素を前面に出した

学習を推進することが必要であると考えている． 

先行研究(1)では，著者の一人である牧野の漫画を

パーツ化し，パーツを組み合わせることによる漫画

の制作を学習者個々に行わせる実践を行った．これ

らパーツを利用した漫画の創作性を学習者に評価さ

せたところ，創作性があると答えた学習者が 9 割に

上り，創作性を考察する著作権学習が成り立つこと

が示唆された．しかし，出来上がった漫画を次にど

のように第三者に活用・派生させていくかを検討す

ることはできなかった．パーツを用いた漫画の制作

自身が大変で時間的に難しかったこと，元の漫画パ

ーツのライセンス表示を連携して保持する手段を持

たなかったこと，の大きく二点の理由が挙げられる． 

この経験を踏まえ，パーツを組合せた漫画の創作

が簡便にでき，また結果公開の際に，ライセンス表

示を明示できるような機能を有した創作用のエディ

タ開発を行い，実践で試用した．本稿では開発した

エディタの機能と，試用した結果について報告する． 

 

2. 漫画用の創作エディタ 
創作エディタは，ウェブ上で行うもので，HTML5

の Canvas 等機能を用いて開発している．簡単な描画

機能を持ち，文字情報やフリーハンドでパーツに自

由線や文字を入れられるようになっている．エディ

タの操作画面と基本的機能を図 1 に示す．また，パ

ーツ間の配置や伸縮，各オブジェクトの前後の位置

変更が可能であり，その様子を図 2 に示す．使用す

るパーツの著作情報等のメタデータは，管理者メニ

ューで管理され，管理者は著作情報を修正したり，

カテゴリを生成し分割することが可能な機能を有し

ている（図 3）．ライセンス表示は，第一ステップと

して，クリエイティブ・コモンズ・ライセンスを選

択できるようにした．まず，初期パーツである牧野

のパーツは，「表示，非営利，継承」を求めたライセ

ンスを付した．本エディタで創った漫画は，イラス

ト公開メニューから公開でき，それは次の新たなパ

ーツとして利用することができる．制作の途中での

保存は zip形式でメタデータも含めてローカルPCで

保持できるようにした． 

 

 
図 1 創作のためのエディタ（基本画面） 

 

 
図 2 パーツ間の配置・伸縮・前後変更が可能 
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図 3 エディタの管理者画面 

 

 
図 4 著作情報のツリー 

 

このようにして公開された学習者の漫画を更にパ

ーツとして利用して次の新たな漫画を創ると，著作

情報は図４のように，入れ子でツリー化される． 

 

3. 学習者によるエディタの試用と考察 
平成 26 年度後期の一般情報教育において，50 名

ほどに本エディタを試験的に使用して自由に作品を

作らせ，作成した漫画に自分でライセンス表示を付

加させる著作権の学習を行うとともに，本エディタ

の使用感を尋ねた． 

本エディタに対する要望では，以下のようなもの

が複数人により挙げられていた． 

・消しゴムや塗りつぶしの機能 

・個々の描画をまとめて一塊にする機能 

・パーツのキャンバス上での複製機能 

・パーツの undo・redo 等機能をわかりやすく 

パーツを組み合わせて配置した後に，独自に創作を

施すに際し，当該エディタのみで作業を行おうとし

た場合にイライラすることなく操作できるための機

能が必要であるという意見が主である．本エディタ

の趣旨と開発コストとのバランスにより，本キャン

バス上で上記のすべての描画機能を取り入れること

は難しい．どこまでを本エディタで行い，より詳細

は別の描画ソフトウェアで作成するといった切り分

けの上，ノウハウを蓄積する必要がある． 

また，提出された作品を確認したところ，非常に

凝った作品がある一方で，パーツ配置は安直である

が，そのメッセージ性を明確にすることに重きを置

いた作品も見受けられた．いずれにせよ，殆ど説明

をしなくとも，学習者は，本エディタを使い漫画制

作の課題を実施することができた．これで時間を節

約することができるため，先行研究(1)では実施でき

なかった，公開に際しての注意を授業として行う時

間を確保できるようになると思われる． 

本エディタ試用の際，学生には，完成した作品を

公開する際，どのようなライセンス表示を行うのが

適当か，つまり，どのように第三者に利用させるか

をクリエイディブコモンズライセンス表示で選択さ

せた．しかし，ライセンス表示の知識が高くないた

め，元パーツのライセンス表示を気にせずに，完成

した漫画のライセンス表示を行う学習者が多いこと

が判明した．例えば，元パーツが，継承を選択して

いたならば，派生してできた作品のライセンスも継

承とすべきであるが，そこは理解が及んでいない． 

「はじめに」で述べたように，他者と共同で著作

物を創作することを念頭においた著作権の学習では，

他者の著作物に敬意を払う態度が不可欠である．そ

れは自らの作品がどのように使われるかを連想して，

自らライセンス表示を選択する態度にも関係する．

その意味では，本エディタを用いて著作物を一度創

らせ，公開時のライセンス表示の意味をきちんと確

認するための学習プログラムを設計することは重要

であろう．学習者に試用させた際の反応から，本エ

ディタは著作物の公開におけるライセンス表示の意

味を理解するために有効なツールとして機能するこ

とが期待される．なぜ，この著作物を創るに至った

かといった作品背景等も含め，メタデータとして当

該パーツに付加し，それを利用者に確認させるか否

かで，当該著作物を利用する際の著作者への敬意の

程度が変化するかについても，今後検討していく． 

 

4. まとめ 
情報社会において共同で創作活動を行うために必

要な教育として，著作権教育を位置づけ，創作者と

利用者の両面で実践・考察することのできる創作エ

ディタを開発し試用した．本エディタでは，漫画パ

ーツの著作情報や第三者への利用におけるライセン

ス表示の情報等をメタデータとして保持できる．こ

の既存の漫画パーツを利用して新たな漫画を創り，

当該作品も新たなパーツとして登録可能である．高

等教育の学習者に実際に試用させたところ，大きな

問題なく利用が可能であった．創作性を意識した著

作権学習として比較的簡便に利用することが可能で

あると考える． 
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あらまし：移動を伴わない反復運動において，両足の幅や位置，構えといったスタンスや運動時の動作が

個人の身体特性によって異なることがある．そこでフラフープ運動の足のスタンスと腰の運動方向に着目

し，それぞれの要素からフラフープ運動のパタン分類を試みる．このパタンにおけるフラフープ運動のパ

フォーマンスを初心者，熟達者の間で比較し，それぞれに対する特徴の考察を行う． 

キーワード：フラフープ，スタンス，運動方向 

 

 

1. はじめに 
我々は，人間が訓練や教養を通して獲得する能力

をスキルと定義している．中でも運動能力に関する

ものを運動スキルと呼ぶ．このような運動スキルに

関して，Fitts ら(1)は，人間が運動スキルを獲得する

過程について，スキルに対する戦略を獲得する認知

相，その戦略を実行するために練習を通して獲得す

る連合相，意識することなしに実行できる自動相の

三相が存在するとしている． 

つまり運動スキルの学習支援を考えるとき，運動

スキルの特性や学習過程を考慮した上で，適切なフ

ィードバックを行う必要がある． 

また近年では，センサー技術の進歩に従い，運動

の動作をデジタルデータとして取得することは，比

較的容易になってきている．このような情報処理技

術を用いた学習支援をする研究は，数多く存在する．

これらの支援システムに必要な機能に関して，曽我

ら(2)は，スキルを観測する機能，その観測されたデ

ータを用いてその動作を評価する機能，さらにその

評価結果に基づいて学習者にフィードバックを行う

機能が必要であるとしている．我々は運動スキルの

学習には個人差があると考えるため，評価を行う機

能とフィードバックを行う機能には，個人の身体特

性を考慮する必要があると考える．運動時における

個人の身体特性には，立ち位置や構え，動作の仕方

などの要素が存在する．このような個人差に関して

廣戸(3)は，人間には生まれつき決まった身体特性が

あり，身体の形や各部位の動かす順序などが異なる

ため，それを足裏にかける重心の位置によって 4 タ

イプに分類し，解明しようとしている． 

本研究では，フラフープ運動の学習に対して，運

動時のスタンスと運動方向に着目したフィードバッ

ク案を考察する． 

 

2. フラフープ運動 
我々は動作を周期的に行う運動を反復運動と呼ぶ．

本研究において，フラフープ運動は腰部を使用して

フラフープを加振するという動作を周期的に行う反

復運動として捉える．この運動のスキルはフラフー

プを制御して，継続して回し続けることにある．ま

た運動時に移動を伴わないため，制御を必要とする

フラフープに大きく影響するのは，腰の動作とその

時の姿勢であると考える．従って運動時の姿勢と腰

の動作に着目した学習支援を提案する． 

 

3. スタンスと運動方向 
前節で述べたように，フラフープ運動は移動を伴

わない反復運動であるため，運動時の姿勢と腰部の

動作が運動パフォーマンスに与える影響は大きいこ

とが分かる．本研究では，姿勢の中でも両足の幅や

位置といったスタンス，腰の動作の中でも運動方向

の 2 点に焦点を当てる．そこで本節では，運動時の

スタンスと運動方向について述べ，それぞれの要素

からパタン分類を試みる． 

3.1 スタンス 
スタンスには様々な意味があるが，いずれも立ち

位置のことを示す．我々はフラフープ運動における

スタンスを両足の位置と捉える．そこで運動時の両

足の位置を，開き方によって分類する．開き方は多

種多様ではあるが，本研究では，両足を横に開くス

タンスと縦に開くスタンスの大きく 2 要素に分類す

る．これらのスタンスを図 1 に示す． 
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図 1 足を横に開くスタンス（左）と 

縦に開くスタンス（右） 

 

3.2 運動方向 
フラフープを制御するための腰の動作は，楕円を

描くように動作される．つまり楕円の長軸となる部

分はより大きく動作される運動方向として捉えるこ

とができる．そこで我々は，腰の運動方向を楕円の

長軸の方向によって分類する．本研究では運動者か

ら見て前後方向と横方向に分類する．これらの運動

方向を図 2に示す． 

 

 
図 2 前後方向への動作（左）と横方向への動作（右） 

 

3.3 パタン分類 
上述したスタンスと運動方向からそれぞれの要素

の組み合わせによってフラフープ運動のパタン分類

を行う．両足を横に開き，腰を前後方向に比較的大

きく動作させるパタン 1，同様に両足を横に開き，

腰を左右方向に比較的大きく動作させるパタン 2，

両足を縦に開き，腰を前後方向に大きく動作させる

パタン 3，同様に両足を前後に開き，腰を左右方向

に比較的大きく動作させるパタン 4 の大きく 4 つに

分類する．これらのパタン分類を図 3に示す． 

 

 
図 3 スタンスと運動方向の組み合わせ 

 

4. 提案手法 
前節で述べたパタン分類に従って，まず学習者が

フラフープ運動をどのパタンで試みようとしている

かを特定する．そのために，我々はフラフープ運動

を，光学式モーションキャプチャを用いて，身体動

作をデジタルデータとして取得する．このモーショ

ンキャプチャを用いて，あらかじめ熟練者のフラフ

ープ運動のデータを 4 つのパタンに分類し，それぞ

れ手本のモデルとして取得する．学習者のフラフー

プ運動のデータを，これらの手本のモデルと比較し，

最も近しいパタンに分類し特定を行う．次に特定し

たパタンでの，手本のモデルと比較を行うが，ここ

で我々は 2 つの仮説を考える．まず 1 つめの仮説と

して，特定したパタンは学習者に対して適切ではあ

るが，手本のモデルと比較して，回し方が異なるこ

とがある場合，特定したパタンでの，手本のモデル

との比較を行い，そのパタンでの学習を行う．2 つ

目の仮説として，特定したパタンがそもそも適切で

はない場合，残りの 3 パタンによる検証を試みる．

そして手本のモデルと比較して，特定したパタンよ

り，さらに近しいパタンに適応する．その後，次の

段階として，手本のモデルと比較を行い，そのパタ

ンでの学習を行う． 

 

5. まとめ 
運動スキルの学習は個人の身体特性によって異な

ると仮定した上で，本研究では，フラフープ運動に

ついて，スタンスと運動方向に着目したパタン分類

を試みた． 

 今後の課題として，本試みに基づき，パタン毎の

学習支援シナリオの設計を行う．またスタンスの追

加要素として手の位置による分類を行い，周波数や

振幅など各パラメータの調節がし易いスタンスの考

察を行っていく． 
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あらまし：日本の工芸品の中には，陶器や提灯への絵付けなど，立体的な物体に描画を行う技術が存在す

る．これらの技術の習得には，長期間の訓練が必要であり，初心者が自由な描画を行うことは難しい．そ

こで本研究では，AR 技術を用いて初心者の絵付け技術の習得を支援することを目的とするシステムの開

発を行っている．初学者が絵付けを学習する際に課題となることが，誤りの修正が困難な点と，材料や道

具にコストが掛かる点である．立体形状への描画に必要なスキルは様々存在するが，今回本システムでは，

太さが均一な線を引くことを学習の到達目標とする．本システムでは，これらの目的を達成するために，

AR を用いた筆跡の重ね表示と，テキスト並びに音声を用いたアドバイスの提供を行う．まず，描画学習

時は，描画対象の表面に下絵となる線を重ね表示する．次に，学習者はその下絵をなぞることで学習を行

う．このとき，システムは学習者の筆跡を取得し，結果を更に重ね表示する．最後に，下絵と学習者の筆

跡を比較することで，学習者に向けてアドバイスを提供する． 
キーワード：拡張現実，学習支援，描画学習，Kinect，立体視 

 
 
1. はじめに 
日本の工芸品の中には，陶器や提灯への絵付けな

ど，立体的な物体に描画を行う技術が存在する．こ

れらの技術の習得には，長期間の訓練が必要であり，

初心者が自由な描画を行うことは難しい．そこで本

研究では，AR 技術を用いて初心者の描画学習を支

援するシステムの開発を行っている． 
本システムの目的は，描画スキル獲得の初期段階

として，太さが均一な線を引くことが出来るように

なることである．太さが均一の線を引くためには，

筆を一定の力で接触させ続ける必要がある．この力

の加減を理解することで，思い通りの線を引くこと

が出来るようになる． 
本システムでは，これらの目的を達成するために，

AR を用いた筆跡の重ね表示と，アドバイスの提供

を行う．学習者は重ね表示された下絵をなぞること

で学習を行う．このとき，システムは学習者の筆跡

を取得し，改善点を検出する．検出した改善点を元

に，学習者へのアドバイスを提示する． 
AR を用いた立体形状上への描画に関する研究で

は，今までに大槻ら（2010）や友広ら（2014）がシ

ステムを開発している[1-2]．大槻らのシステムは，

専用の筆型デバイスを用いて描画を行う．しかし，

システム利用者のスキルを向上させる機能は設けら

れていない．友広らのシステムは，タブレット PC
とデプスカメラを組み合わせたシステムである．こ

ちらは，空間構造の把握や，立体的なラフデザイン

を促すことを目的としているが，立体形状への描画

については対象外である． 

2. システム概要 
本システムの構成を図１に示す．学習には，AR

マーカを付けた実際の筆及びオブジェクトを用いる．

学習者は，ヘッドマウントディスプレイ（以下，HMD）

を装着し，学習を行う． 
2.1 ビデオシースルー型 HMD 
学習者が装着する HMD には，Oculus Rift（Oculus

社製）を採用する．この HMD に 2 台の Web カメラ

（Logicool 社製）を装着することで，立体視が可能

なビデオシースルー型の HMD として使用している． 
2.2 オブジェクトの 3 次元形状データ 

筆跡の重ね表示には，描画するオブジェクトの 3D
データが必要である．今回はこの 3D データに，

Kinect より取得した OBJ 形式のデータ（.obj）を使

用している． 
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図 2 学習者の視点 

 
3. システムを用いた学習の手順 
本システムを利用するには，描画対象であるモチ

ーフの 3 次元形状データが必要である．今回，デー

タの作成には Kinect を利用する． 
3.1 教示用データの作成 
教示用データは，熟練者のストロークを本システ

ムにより記録したものである．下絵データの構成は、

以下の通りである． 
・ストロークのデータ（着色された頂点の座標） 
・ストロークごとの筆圧の時系列データ 

3.2 描画学習 
学習は，HMD を装着した状態で行う．学習時に

おける学習者の視点を図 2 に示す．  
3.3 アドバイスの提示 
描画学習の終了後，学習者にアドバイスを提示す

る．アドバイスは，学習者が描画に要した時間や，

筆圧の変化などを基に作成される． 
4. 筆跡の再現 
システムは，筆とオブジェクトが接触しているか

を，マーカの位置関係から判断する．接触している

場合は，事前に用意したフットプリントを基に，モ

チーフの 3D モデル上に筆跡を再現する． 
4.1 フットプリントの変形 
フットプリントは，大槻ら[1]と同様に，基本の形

状として丸筆には滴形，平筆には長方形を割り当て

ている．滴形に関しては，島田ら[3]が定義したもの

を採用している．そして，筆の姿勢を基に形状を変

形する．変形は，次の過程で行われる． 
•オブジェクトとの摩擦を考慮したたわみの計算 
•筆圧に基づいた拡大縮小 
•筆の姿勢と描画面に基づいた回転 
•描画位置への並行移動 

5. 改善点の認識 
改善点の抽出に利用する要素は以下の通りである． 
・学習者と熟練者の筆圧の差 
・筆圧の変化 
・描画に要した時間 
学習者の筆圧を調べることで，学習者が適切な力

で描画できているかを知ることが出来る． 
 

 
表 1．提示するアドバイスの例 

テキスト 
今回の作業時間は００分です 
前回より００分短くなりました 
力が入りすぎています 

音声 

視界にマーカが収まるように筆を

持ちます 
脇をしめ、ゆっくりと手本をなぞり

ましょう 
 
筆圧の変化を調べることで，学習者の腕が安定し

ているかどうかを知ることが出来る．一つのストロ

ーク内での変化量が大きい，また変化が頻繁に起き

ている場合，学習者の腕が不安定であると考えられ

る．  
描画に要した時間は，学習者が自身の作業時間を

把握する目安となる．作業時間は，過去 5 回分を参

照することが出来る．作業時間の短縮を自覚するこ

とで，学習者のモチベーションの向上が期待できる． 
5.1 アドバイスの提示 
認識した改善点を基に，テキストと音声によるア

ドバイスを行う．テキストは， PC の画面上に表示

される．表示される内容は以下の通りである． 
•作業時間 
•前回の作業時間 
•前回の作業時間との差 
•改善のためのアドバイス 
一方で音声は，正しい筆の動かし方など，学習者

をナビゲートするために用いられる．表 1 は，提示

されるアドバイスの内容を示したものである． 
6. まとめ 
本論文では，立体物への描画の学習を支援するシ

ステムを提案した．今後は，従来の学習方法との比

較実験によって，本システムの学習効果の検証を行

う．その上で，初心者でも使いやすいよう，インタ

ーフェースの改善を行う．また，今回のシステムは

時間経過による絵の具の乾きなどは考慮していない．

今後は，これらの要素を踏まえたアドバイスも提供

したいと考えている． 
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リアルタイム発音検出つきメトロノームを用いた 
リズム練習支援システムの基礎的検討 

 

Fundamental Study for Rhythm Practice Supporting System  
with Electronic Metronome and Real-time Onset Detection 
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あらまし：本研究は管楽器などの単音を対象としてマイクからの入力をリアルタイムに発音検出し可視化

することで，リズム練習を支援するシステムを構築するものである．このシステムは音楽初心者のための

リズム認識の練習や音楽経験者のリズム感向上のための練習などに使うことを目的としている．システム

の構築には ChucK と Processing を使用する．本稿ではその基礎的検討としてオンセット検出とシステム

全体の構成について述べ，楽器音での発音検出に関して行った実験について報告する． 

キーワード：演奏支援，演奏の可視化，ChucK，Processing，ASIO 

 

 

1. はじめに 
音楽演奏にかかる能力の多くは身体知のひとつで

ある．演奏した音高を知る方法としてはチューナー

が普及しているが，リズムに関してはそのような外

部的な補助手段で客観的に数値化，可視化する方法

は一般化していない．関連研究として，ピアノ演奏
（1, 2）やドラム演奏（3）に関するものがあるが，これ

らは MIDI 楽器などを発音検出の手段としており，

管楽器等には適用できない．本研究は，単音の楽器

音を対象として，演奏された発音タイミングをリア

ルタイムに可視化することで練習の補助となるシス

テムの構築を目指すものである． 

 

2. オンセット検出 
楽器の発音をオンセットといい，音響信号から発

音のタイミングを得ることをオンセット検出という．

オンセット検出は一般的に，前処理，検出関数，ピ

ーク抽出の 3段階からなる（4）．第 1段階の前処理と

しては正規化を施す．第 2 段階の検出関数として，

周波数ごとの信号スペクトル強度を利用する方法や，

位相の変化を利用する方法など，各種が提案されて

いる．本研究では，周波数ごとの信号スペクトル強

度の変化が大きい場合にオンセットとみなすスペク

トルフラックスを使用する．スペクトルフラックス

は次式で表される． 

𝑆𝐹(𝑛) = ∑ max(0, |𝑋(𝑛, 𝑘)| − |𝑋(𝑛 − 1, 𝑘)|

𝑁
2

−1

𝑘=1

) 

ここで 𝑁 はFFTフレームのデータ数， 𝑛 は時間，𝑘 は

周波数であり，𝑋(𝑛, 𝑘) はスペクトログラム（時間周

波数信号）を表す．0 との maxをとることでスペク

トル強度が増加する場合のみを対象としている．第

3 段階のピーク抽出では，しきい値を超える局所最

大値（local maxima）を検出し，その時刻をオンセッ

トとする．しきい値として次式による動的しきい値

を用いる． 

𝑇𝐻(𝑛) = 𝛿 + 𝜆 ∙ median(𝑆𝐹(𝑛 − 𝑣1: 𝑛 + 𝑣2) 
       + 𝛼 ∙ mean(SF(𝑛 − 𝑣1: 𝑛 + 𝑣2) 

ここで δ はしきい値の定数項，λ および 𝛼 はそれぞ

れ中央値，平均値に対する重みであり，𝑣1, 𝑣2 は動的

しきい値の対象幅を表す．このしきい値を用いて，

検出関数 𝐷𝐹(𝑛) およびオンセット位置 𝑂𝐷(𝑛) を次

のように求める． 

𝐷𝐹(𝑛) = 𝑆𝐹(𝑛) − 𝑇𝐻(𝑛) 

𝑂𝐷(𝑛) = {

1, 𝐷𝐹(𝑛) > 0 𝑎𝑛𝑑
                   argmax

𝑤1<𝑚<𝑤2

𝑑(𝑚) = 𝑛

0, 𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑤𝑖𝑠𝑒

 

ここで 𝑤1, 𝑤2  は local maxima の探索範囲である． 

 

3. システム構成 
図 1にシステム構成を示す．構築環境はWindows

である．電子メトロノーム音の生成とマイク入力か

らの信号処理を ChucK で行い，表示には Processing

を用いる．ChucKはプリンストン大学で開発された

実時間音楽処理用のプログラミング言語である． 

マイクから入力した信号のA/D変換にはフリーの

ASIO エミュレーションドライバである ASIO4ALL

 

図 1 システム構成 
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を使用する．これは，A/D 変換にWindows標準のオ

ーディオエンジンを使用すると 100～200ms のレイ

テンシーが生じるためである．サンプリング周波数

は 44.1KHz でモノラル入力とし，この信号を 1024

サンプルのフレーム幅でハニング窓をかけて短時間

フーリエ変換（STFT）により時間周波数情報に変換

した．STFTのホップ幅は 10msであり，これがシス

テムの時間解像度となる．この信号を前節で述べた

方法でオンセット検出した． 

メトロノーム音は ChucKで生成し，スピーカから

出力する．強拍と弱拍は周波数で区別する．システ

ムのユーザはこのメトロノーム音を聴きながら楽器

を演奏する．ChucK から Processing へメトロノーム

音と検出したオンセットのタイミングを送るのには

Open Sound Control (OSC) を用いる．OSCは電子楽

器およびコンピュータ間で音楽演奏データ等を送受

信するための通信プロトコルである．OSCでは URL

形式でデータを送るため，メトロノームのタイミン

グとオンセットを容易に区別して情報伝達できる．  

 

4. 実験 
オンセット検出の動作を確認するため，2 種類の

実験を実施した．なおすべての実験は室内残響の影

響を排除するため無響室で測定している． 

1 つめの実験は，スピーカから出力したメトロノ

ーム音をそのままマイク入力し，リアルタイムで発

音検出するものである．その結果，約 20ms の一定

した遅延があるものの，100%の発音検出ができた． 

2 つめの実験として，フルート，トランペット，

ホルンの 3種類の楽器で録音した音のオンセット検

出を実施した．録音したパターンは変ロ長調で 1 オ

クターブのタンギングとレガートの演奏（48音，約

15 秒）である．前節で述べたパラメータは

 𝑣1, 𝑤1 , 𝑤2=50ms，𝑣2=0とした．正解とする発音タイ

ミング (ground truth data) は入力信号の振幅エンベ

ロープとスペクトログラムにもとづいて 3 名でアノ

テーションした時刻の平均を用いた．一般的には，

この ground truth data に対して検出したオンセット

が前後 25～30ms の範囲に入っているかどうかで認

識率を評価することが多いが，本研究では前に 25ms，

後に 55ms の範囲でオンセット検出されていれば

True Positive と判断した．管楽器では，息を吹き込

み始めた瞬間が ground truth として判断されるのに

対して，実際に音として知覚されるタイミング，つ

まり音楽演奏として意味のある発音時刻はそれより

も遅くなることを考慮したためである．ただし，検

出されたオンセット時刻と聴覚上の発音と判断され

るタイミングの関係は現時点では明らかでない． 

それぞれの楽器でのオンセット検出結果を表 1 に

示す．トランペットの再現率がやや低いが，おおむ

ね検出できているといえる．これらのオンセット検

出率を得るためのしきい値に関するパラメータ

（δ, λ, 𝛼）は，楽器ごとに異なることがわかった． 

図 2 はフルートの最初の 3 秒についてのオンセッ

ト検出の様子である．上から，(a) 入力信号，(b) ス

ペクトログラム，(c) スペクトルフラックス 𝑆𝐹（実

線）およびしきい値  𝑇𝐻（点線），(d) 検出関数 𝐷𝐹（点

線）とオンセット位置 𝑂𝐷（実線），(e) ground truth data

との比較，をそれぞれ示している．フルートは他の

管楽器に比べて音の立ち上がりが遅いため，ground 

truth から後に 55ms という判断基準でも 7 音目およ

び 9音目が誤検出になっている． 

 

5. おわりに 
楽器でのリズム練習支援システムの開発を目的と

してオンセット検出を行った．実験により，検出に

適したパラメータは楽器によって異なることがわか

った．このパラメータを簡便に設定する方法につい

て検討することが今後の課題である．また，リズム

練習システムとして使用するために，検出関数によ

って得られるオンセット位置と聴覚上発音として感

じられるタイミングの関係についても詳細に調査す

る必要がある． 
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表 1 楽器でのオンセット検出結果 

楽器 適合率 再現率 F値 

Flute 0.900 0.938 0.918 

Trumpet 0.951 0.796 0.867 

French Horn 0.941 1.000 0.970 

 

 
図 2 フルートのオンセット検出 

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 188 ―



PBLにおけるポートフォリオ活用による学習支援の試み 
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あらまし：本研究では PBL(Project-Based Learning)を主体的に学ぶことの支援を目的とする. 実践的情報教
育として PBLが行われている. しかし実際の PBLでは, チーム間での交流が少ない問題があり, また個人
の学びへの意識が低い傾向がある. 我々はこれらの問題を解決するためにポートフォリオに着目した. 
PBLに対するポートフォリオを作ることで, 学生が主体的に学ぶ環境を得られると考えられる. 本研究で
は, 著者ら所属学部で行われている PBLを対象として, 新たなシステムを導入するのではなく, 現在使わ
れている「週報」を利用する. PBL受講学生に週報をポートフォリオとして使わせ, 学びへの影響調査を
行う. 
キーワード：PBL，ポートフォリオ, 学習支援,  

 
 
1. はじめに 
ポートフォリオとは「学習，スキル，実績を実証

するための成果(work)を，ある目的のもと，組織化
／構造化しまとめた収集物」(1)であり, 目標に向かっ
て何をどのように行ったのかを可視化したもの, い
わゆる数値化できない個性や感性が詰まった一つの

作品である. 近年, 教育におけるポートフォリオの
活用が注目されている. 
このポートフォリオを活用したプロジェクト学習

の一つに未来教育プロジェクト学習がある(2)．未来

教育プロジェクト学習とは, プロジェクトの戦略や, 
ポートフォリオを最大限活用する新しい教育手法で

ある. この手法では, 活動の中で「意志のある学び」
を得るために, プロジェクトのすべての活動, すべ
ての思考の成果をポートフォリオにまとめる. その
ポートフォリオを活動の最後に, 学生が活動全体を
評価し, 活動の学びを再構築する. 未来教育プロジ
ェクト学習を用いることにより, 学生が「自分の意
志」を持って, 自分たちのゴールへ向かって戦略を
立てチームで目標を達成することを効果的に行うこ

とができることや, より知を深く自らのものにでき
る効果があるとされている.  
近年では, プロジェクト学習が多くの大学で行わ

れつつある. しかし, 情報系の学生に未来教育プロ
ジェクト学習を適用した例は少ない. 未来教育プロ
ジェクト学習では, 一つのチーム内で個人の学びを
大きくする方法は行われているが, 他のチームとの
交流による効果は, 明らかになっていない. そこで
本研究では, 現状の情報系の学生を対象とした, プ
ロジェクト学習にポートフォリオを追加し, その上
でチーム間での交流を活発にすることによる学びの

変化を明らかにする. 
 
2. 研究目的 

	 本研究の目的として, 情報系の学生を対象に, プ
ロジェクト学習内でポートフォリオを活用すること

による, 学習活動への影響を調査, またチーム間で
の交流を活発にすることによるによる学生の率直な

反応を理解し, 学びの変化を明らかにすることであ
る.  

 
3. 公立はこだて未来大学におけるプロジェ

クト学習 
本研究では, 公立はこだて未来大学の学部 3 年生

の通年の必修科目であるシステム情報科学実習(3)の

ことをプロジェクト学習と呼ぶ. プロジェクト学習
には「実社会の問題に挑む実践力を身につける」こ

とが目的である. プロジェクト学習では, 教員が約
20種類のテーマを提示し, その提示されたテーマの
中から学生が自分の希望にあったテーマを選択する. 
プロジェクト学習のテーマは, 未来大学の講義内容
だけでなく, 実社会の問題からも選ばれる. 一つの
テーマに最大 15 名の学生と 2~3 名の教員が参加し, 
チームで 1年間活動を行う. 活動は週 2回, 計 6時間
を授業として行い, その週の活動報告として, 週報
を毎週提出する. また, プロジェクト学習は前期と
後期の二つの活動期間がある. 活動期間の終わりに, 
自分のチームが行ったことを報告する発表会が開か

れる. また, 発表会の他に, 活動のまとめとして報
告書を作成する.  
提出する週報は「グループ活動週報」と「個人週

報」の二つである. グループ活動週報は, 履修者およ
び教員がプロジェクトの進行状況を把握するため用

いるほか, 教員の指導に対するフィードバックとし
ても用いる．個人週報は, 履修者が自分自身の状況
を把握するために用いるほか, 遅刻・早退・欠席を
した際に，状況を報告するためにも用いる．週報に

は, 「行ったこと」「教員から頂いた意見」「来週ま
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での課題」の三つを記述する必要がある. しかし, 現
状では内容に関してのルールが不明確で, 学生によ
って記述されている内容が異なっている. その結果, 
出席を確認する程度にしか使っていない学生が多い

(図 1).  
また, 現在のプロジェクト学習では, 各チームが

どのようなことをやっているかを知る機会が発表会

しかなく, 発表会でも個人が行っていることまでは
知る機会がなく,チーム間の交流が少ない. 

 

 
図 1	 	 個人週報の例	 

 
4. 実践内容および研究方法 
4.1 ポートフォリオ 
本研究では, 現在活動報告のために使われている

週報をポートフォリオとして利用する. しかし, 現
状使われている週報システムには, 資料を保存する
機能がなく, 文章を記述することしかできない. そ
こで, 個人週報には自己の目的を達成するために行
ったことと自己評価を記述し, 資料をGoogleドライ
ブ等に保存することとした. 個人週報には, 「今週の
目標」「目標達成のために行ったこと」「学んだこと」

「教員や学生から頂いた意見」「来週の目標」「来週

行ってみたいこと」を記述してもらう. 
4.2 研究デザイン 
本研究では, プロジェクト学習にポートフォリオ

を用いることにより, 「意志ある活動」をしてもら
い, その際に, どの程度の学びがあるかのデータを
収集する. また, 週報のルールの有無によってどの
ような学びの差があったのかをインタビュー等を用

いて比較を行う. その後, プロジェクト学習で達成
したい目的を参考に, チームに関係なく同じ目的を
立てている学生でグループを作成し, 学生同士でど
のようなことをやっているのかを週報で確認し, 行
っていることを互いに評価しあってもらい, チーム
間での交流を活発にする. これによって, 学びにど
のような影響があるのかについての調査を行う.  
本研究では学生の率直な反応を理解すること, そ

こからプロジェクト学習での学びの変化を検討する

ことが狙いであるため, 事象を記述することにより
体験を理解する質的記述的研究法を用いる. 
4.3 研究参加者 
研究参加者は公立はこだて未来大学 3年生で 2015

年度にプロジェクト学習を行っている学生に行った. 
週報に対して, 3つのチームに分かれている 15名の
学生に書き方のルールを設定し, ポートフォリオの

ように記述してもらう. また, 比較対象として, 同
じく 2015年度にプロジェクト学習を行っている, 15
名とは別のチームで活動をしている学生に週報のル

ールを設定しないで使ってもらう.  
4.4 データ収集期間 
週報をポートフォリオとして作成する期間は, プ

ロジェクト学習の前期活動期間である 2015年 5月~ 
7月のうちの, 6月~ 7月の 2か月間を予定しており, 
インタビューはプロジェクト学習の前期活動が終了

する, 同年 8月に行う予定である.  
4.5 データ収集方法 
データ収集にはフォーカス・グループ・インタビ

ュー法を用いる. フォーカス・グループ・インタビ
ューとは「具体的な状況に即したある特定のトピッ

クについて選ばれた複数の個人によって行われる形

式ばらない議論」であり, 特定の話題について参加
者の理解, 感情, 受け止め方, 考えを引き出すこと
のできる方法である(4). 本研究では, ポートフォリ
オ作成に対して, 学生の素直な反応を引き出す必要
があると考え, この方法を用いることとした. 
インタビューは, インタビューガイドを用いて行

う予定である. インタビューを行う対象は, 週報を
ポートフォリオのような使い方をしたグループと, 
週報を自由に書いたグループを対象に行い, 効果を
比較する. グループの大きさは 5 名, インタビュー
は 6 組実施し, 週報をポートフォリオのように使っ
たことによる取り組みの変化を語ってもらう. イン
タビュー内容は参加者の承諾を得て IC レコーダー
に録音, ビデオカメラにてインタビュー中の様子を
録画し, 参加者の反応を記録用紙に記録する.  
 
5. まとめ 
本研究では, PBL においてチーム間の交流の促進

と学びへの意識向上を目的として, 著者ら所属学部
の PBL(プロジェクト学習)に既存の週報を利用して, 
ポートフォリオを導入する. ポートフォリオ使用チ
ームとそうでないチームの比較により, 学びへの影
響調査を行う.  
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あらまし：産業技術大学院大学（AIIT）では enPiT の一環として，アジャイル型のソフトウェア開発方法

論の本質理解を通し，実践的な IT 人材育成を目指す教育プログラムを展開している．ここでは，チーム

の自己組織化や継続的な改善等を通して，自らより良い方法を考え，失敗から学び，創造的にものづくり

を行なうことができるようになる教育の場を提供する．本事例では，PBL を中心としたアジャイル開発

技法修得のためのプログラム，及び，その発展としてのグローバル人材育成について紹介する．   
キーワード：PBL, アジャイル開発, グローバル人材育成 

 
 
1. はじめに 
ソフトウェア開発方法論は日々進化しており，教

育の場においても対応が求められている．とりわけ，

Scrum（1）に代表されるアジャイル開発が近年急速に

普及しつつあり，これに対応できる人材の育成が必

要となっている． 
従来のウォーターフォール型（以下，WF 型）の

開発方法論と，アジャイル型のそれとの間には，コ

ンセプトレベルでの大きな差異がある．前者では，

決まりきった型通りの開発工程をこなし，定量的な

評価に基づきプロダクトの品質を確保しようとする．

対して，後者においては，チームにおける創造的な

活動を重視し，プロダクトオーナーとの対話を通し

て利用者に価値のあるプロダクトを提供することを

主眼とする． 
ここで，「チームの創造性を発揮」することとして

は，チーム自らが常により良い開発のあり方を求め

続け，新しい振る舞い方を発見しようとする姿勢を

良しとすること等を例として挙げられる．このよう

な継続的に開発方法自体の改善を行い続けるという

意味において，アジャイル開発という方法論は従来

手法より，より「メタ」な方法論であると捉えるこ

とができる． 
また，「プロダクトオーナーとの対話」という点に

おいて，ここにもアジャイル開発の特徴を見て取る

ことができる．WF 型の場合，開発チームがなすべ

きことは，仕様書というインプットに適合するプロ

ダクトというアウトプットを作成することである．

これに対して，Scrum の場合，プロダクトに対する

全責任をもつプロダクトオーナーと開発チームとの

間で，開発全体を通して密接にコミュニケーション

をとる．これにより確実に顧客が満足するプロダク

トを開発できるようにする． 
ここまで述べた通り，概念的なレベルにおいて，

WF 型とアジャイル型の開発スタイルは大きく異な

っている．従って，今後の IT 人材育成においては，

従来とは異なる新しいコンセプトを深く理解した人

材の育成を進めていくことが求められる． 
産業技術大学院大学（以下，AIIT）では，enPiT

プログラム（1）の一環として，アジャイル開発に適応

できる人材の育成に取り組んでいる．以下，本稿で

は PBL（Project Based Learning）を中核として実施し

ている本教育プログラムについて紹介する． 
 

2. AIIT における enPiT プログラム 
2.1 プログラム全体の狙い 
プログラム全体における教育の主眼はアジャイル

開発に対応できる人材育成である．これを達成する

ために，特に次の 2 点について効果的に学習できる

「場」を提供する． 
1. Scrum の概念理解と実践の経験 
2. ソフトウェア開発のためのエコシステム 
まず，学習者には Scrum に関する共通の用語につ

いての理解をはかる．Scrum は WF 型のように，「ど

の工程で何をするべきか」が具体的に定められたプ

ロセスではない．より概念的に，例えば「このロー

ルにはこのような振る舞いが求められる」といった

抽象度の高い定義がなされている．このため，教科

書や座学のみではその本質的な意味について理解す

ることが難しい．そこで，チームの共通の言葉とし

て Scrum の用語は理解した上で，実際に PBL におい

てアジャイル開発を実施することにより方法論の本

質的な理解を行う． 
次に，チームによる協調的なソフトウェア開発を

実現するために，活用できるツール群について学ぶ．

近年のソフトウェア開発においては，単に，プログ

ラミング言語を学ぶだけでは対応できない．チーム

によるコラボレイティブな開発作業を支援するため

のツール（バージョン管理ツール等）や，ソフトウ

ェアの継続的テスト（CI）といった周辺の技術を理
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解し，活用できることが不可欠である．これらの周

辺技術を総称して「エコシステム」と呼び，この教

育プログラムでは関連するツールについても取り上

げる．これらを有効に活用することで PBL における

開発プロジェクトが円滑に実施できるようになる． 
 

2.2 2015 年度のプログラム概要 
AIIT の enPiT プログラムは，大きく次の内容から

なる． 
1. 事前学習科目 
2. 短期集中講義（短期集中合宿） 
3. 分散 PBL 
まず，事前学習科目では，分散 PBL で必要となる

知識を事前に学習する．アプリケーションソフトウ

ェア開発に利用するフレームワークの技術について，

根幹の実装技術から実用度の高いフレームワークま

でを取り扱う． 
次に，短期集中講義（他大学では短期集中合宿）

では，アプリケーション開発を行うためのエコシス

テムを中心とした知識，アジャイル開発についての

概論的理解，及び，ミニ PBL を実施する． 
最後に，分散 PBL ではビジネスアプリケーション

ソフトウェアの開発をプロジェクトベースで行う．

開発するソフトウェアは，これに先立つミニ PBL に

おいて，チーム毎にテーマを設定する．この PBL で

は，アジャイル開発のための「良い振る舞い」を身

につけることを目指す． 
 

2.3 効果的な学習のために設けた制限事項 
このプログラムでは，アジャイル開発である

Scrum を学習することに注力するために，敢えてい

くつかの制限事項を設けた． 
まず，開発に用いるプログラミング言語を「Ruby」

に統一した．全てのプロジェクトにおいてプログラ

ミング言語を Ruby に統一することで，学習者にと

っては技術を選択するための時間が削減できる．ま

た，予め Ruby を利用することを前提として学生を

募集できるため，事前知識を自ら前もって学習する

こともできる．指導する側にとっても，全てのチー

ムが同じ技術を用いることは都合が良い．なお，一

部，UI の実現のために JavaScript を利用することは，

許容している． 
次に，作成するソフトウェアを Web アプリケーシ

ョンとすることにした．即ち，スマートフォンで動

作するネイティブアプリや，パソコンで動作するデ

ィスクトップアプリの開発は行わない．また，Web
アプリケーションを動作させるためのサーバ環境も

指定されたクラウド環境を用いる． 
これらの制限を課すことは，一見，不自由なもの

に見えるかもしれない．しかしながら， あくまでも，

このプログラムで学習者に提供するものは開発方法

論の理解とする．技術的選択肢の幅について制約を

課すことにより，逆に，学習者は方法論を修得する

という目的に絞った学習ができるようになる． 
 

2.4 グローバルな人材育成に向けて 
アジャイル開発では，物理的に同じ場所に Scrum

メンバーが集まり，密接にコミュニケーションしな

がら開発に取り組むことが多い．例えば，Scrum に

おいて推奨されるデイリースタンドアップミーティ

ング等は一般的にはチーム全員が一つの場で実施す

ることを想定している． 
ところが，近年，実施事例が多く見られる海外の

技術者との協働によるソフトウェア開発プロジェク

トでは，物理的に同じ場所でミーティングを行うこ

とはできない．ただし，これを持って遠隔地のメン

バーとの Scrumは実施できないと言うのも早計であ

ろう． 
本プログラムでは，分散 PBL において，海外の大

学の学生と共に Scrum による開発を行う「グローバ

ルコース」を実施している．本年度は，昨年度に引

き続き，ベトナム，ブルネイ，ニュージーランドの

学生と共にアプリケーションを開発する．AIIT 側の

参加者は短期集中講義までの段階でエコシステムの

利用法，Scrum の概要理解までが済んでいる．その

上で，各チームで創意工夫を行いながら分散 PBL を

進める． 
これは物理的に同じ場所にチームがいる場合に比

較して難易度は高くなる．しかしながら，障壁が高

いことにより，プロジェクトの進め方の良し悪しが

感度高く成果に響いてくる．これは，参加者にとっ

ては更に良い方法を見出すための研鑽の場となる． 
 

3. おわりに 
本稿では，アジャイル開発に対応する人材育成を

目指す，AIIT における enPiT プログラムについての

概要を紹介した． 
我が国の大学においてもソフトウェア開発方法論

を修得することを目的とした PBL 型の教育が多く

実施されている．しかしながら，依然として従来の

WF 型を前提としたプロセスを教えることを目的と

して実施されている場合も少なくないようである．

実務で利用される方法論が日々新しくなる中，大学

側で提供する教育プログラムについても継続的に改

善を行い，より実践的な教育内容を学生に提供でき

るようにならなければならない． 
 

参考文献 
(1) 西村直人, 永瀬美穂, 吉羽龍太郎: “スクラム・ブー

ト・キャンプ・ザ・ブック - スクラムチームではじ

めるアジャイル開発”, 翔泳社 （2013） 
(2) http://enpit.aiit.ac.jp/ 

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 192 ―



筑波大学におけるプロダクトディスカバリーの実践 
 

Practices of Product Discovery at University of Tsukuba 
 

嵯峨 智*1, 渡辺 知恵美*2, 河辺 徹, 三末 和男, 北川 博之, 田中 二郎 
Satoshi SAGA*1, Chiemi WATANABE*1, Tohru KAWABE*1, Kazuo MISUE*1,  

Hiroyuki KITAGAWA*1, Jiro TANAKA*1 
*1筑波大学 

*1 University of Tsukuba 
Email: {saga, chiemi, kawabe, misue, kitagawa, jiro}@cs.tsukuba.ac.jp 

 

あらまし：筑波大学では，分野・地域を越えた実践的情報教育協働ネットワーク(enPiT) のビジネスアプ

リケーション分野の代表校として，先端情報技術を有機的に活用した実践的問題解決を目指した教育と

して主に Project Based Learning (PBL)を中心としたグループワークを実施している．本年度は，ビジネス

アプリケーションにおける PBL 教育の質を改善することを目的とし，開発構想を洗練させる手法として

プロダクトディスカバリーを採用した．本稿ではこの事例について紹介する． 

キーワード：Project Based Learning, 開発構想の洗練, プロダクトディスカバリー 

 

 

1. はじめに 
IT 人材白書によると，今や IT はすべての分野の

基盤となっており，情報系の知識を駆使してあらゆ

る分野のニーズを汲み取り，新たな社会を支える人

材の重要度は高まっている．特に若い世代の IT 人材

には，過去にとらわれない独創的なアイデアを発想

し，最先端の IT 技術を駆使してイノベーションを創

出することが期待される．そのためには，社会人に

なる前の IT教育としての人材育成が重要である(1)．  

このような背景のもと，筑波大学では，分野・地

域を越えた実践的情報教育協働ネットワーク

(enPiT) のビジネスアプリケーション分野の連携大

学の代表校として，先端情報技術を有機的に活用し

た実践的問題解決を目指した教育を実施している．

昨年度は19校の参加校から80名以上の参加者を得，

主に課題解決を目的とし，Project Based Learning 

(PBL)を中心としたグループワークを実施した． 

例年，4月からの基礎知識学習を経て，8 月の短期

集中合宿では，午前中にオムニバスでの講義により

実践的な技術やビジネスアプリケーションに関する

周辺知識を学び，午後の PBLにより，学びを実践的

に活かしながら自ら成果物を作る経験を得る．その

後 11 月までの分散 PBL を通じて，学生が自らチー

ム開発を運営し，成果物の価値を上昇させる． 

本年度は，ビジネスアプリケーションにおける

PBL教育の質を改善することを目的とし，開発構想

を洗練させる手法としてプロダクトディスカバリー

を採用した．本稿ではこの事例について紹介する． 

 

2. プロダクトディスカバリー 
近年多くのソフトウェア開発において，ビジネス

や市場環境の変化スピードが加速してゆき，同時に

顧客ニーズも多様化している．そのため，開発初期

の要求は時間とともに変化していくようになった．

一方，自分たちの立てたビジネスモデルが正しいか

どうかは誰にもわからない．また，顧客自身も本当

に欲しい物に気付いていないことがままある．この

ように変化のはげしいソフトウェア開発に対応する

ため，プロダクトディスカバリーという手法が多く

実践されるようになってきた． 

プロダクトディスカバリーにおいては自分達の提

案するアイデアから仮説を立て，その仮説を実装，

検証し，検証結果から顧客に関する知識を学ぶ．そ

して，その一連のサイクル  “Idea, Build, Measure, 

Learn” を回す時間を最小化，最小限のプロダクト

(Minimum Viable Product)で仮説を検証する． 

この検証のための手段として，本年度はリーンキ

ャンバス，プラグマティックペルソナ，ユーザスト

ーリマッピングを用いた．これらをチームで作成し，

都度検証する過程を体験することでチームの開発構

想を洗練させる(図 1)． 

 
図 1 プロダクトディスカバリーにおける流れ 

 

2.1 リーンキャンバス 
リーンキャンバスとは，プロダクトのアイデアを

“一枚の紙で” 仮説としてまとめることができるツ

ールである．軽量かつ必要最低限な要素に絞られて

いるため，短時間で作成でき， 関係者全員で簡単に

アイデアを共有できる．そして，トレードショーに

より評価した結果をもとに共同で簡単に修正するこ
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とができる． 

2.2 プラグラティックペルソナ 
リーンキャンバスの顧客セグメントに書いた顧客

候補を探し出し，インタビューを通じて顧客像に対

する仮説を検証する．その後，自分たちの顧客を明

確にするため，仮想のユーザ人格を想像し，このユ

ーザの名前，役割，コンテキスト，ユーザについて，

ユーザへの価値を検討してゆき，プラグマティック

ペルソナを作成する． 作成したペルソナをチームで

共有し，リーンキャンバスを再び修正する． 

2.3 ユーザストーリマッピング 
製品やソリューションを適⽤することで，ユーザ

の体験がどのように良くなるのかを想像し，表現す

ることを目的として，ユーザのエクスペリエンスと

開発機能の構築順をならべたユーザストーリマッピ

ングを作成する．ユーザストーリマッピングとは，

Jeff Pattonが開発した⼿法であり，製品の設計やユー

ザーワークフロー，リリース計画を一目で確認でき

る． 

 

3. 研修を通じた体験学習と PBLによる実践 
筑波大学の短期集中合宿においては上記のプロダ

クトディスカバリーを通じた仮説検証による開発構

想の洗練を，1 日の研修を通じて仮テーマで体験学

習し，その後の PBLにおいて，自分たちのテーマを

題材として実践的に実施した．以降ではこの PBLに

よる開発構想の洗練の結果について事例をあげなが

ら紹介する(2)． 

 

3.1 Web Linuxを利用したシステム提案 
当初の構想では，既に開発されている，Webブラ

ウザから使える Linux をブラッシュアップし，より

使いやすいものにするという提案であった．この提

案が，リーンキャンバスなどを作成する過程で，さ

まざまなコメントをもとにCUIの学習システムとし

てサービス提供する形に変化した． 

3.2 共同購入を実現するシステム 
当初は，誰しもが利用可能な共同購入システムと

して設計されており，開発項目が膨大になる可能性

があった．この設計が，後にテーマ検討にて対象を

「格安量販店が近くにある筑波大学生」というよう

に絞りこむことにより，購入のための準備とやりと

りのみを提供するサービスに変化した． 

3.3 電子透かしを用いた画像共有サービス 
当初の構想では，電子透かしを用いるというとこ

ろにばかりフォーカスがいった技術が先行したもの

であり，サービスとして何をしたいのかが明らかで

はなかった．しかし，検討を進めるにつれ，画像自

体を鍵として利用することで簡便な共有サービスと

して実現した(図 2)． 

 

図 2 電子透かしを用いた画像共有サービス 

3.4 中古教科書斡旋 
当初の構想では，大学における中古教科書の学生

間での授受の全てをサービスとして提供することを

想定していたため，開発項目が膨大であり，金銭の

支払いなど検討するべき問題も数多くあった．検討

の後は，あくまで直接交渉までのサポートを実現す

るシステムに限定することで，開発およびサービス

を簡素化することができた． 

3.5 防災支援システム  
当初は，防災のための情報を提供するターゲット

を絞れず，万人向けだったが，このターゲットを日

本に滞在している外国人観光客に絞ることで，普段

から利用可能なコミュニケーションカードと共存し

たツールに落としこむことができた． 

以上のように，プロダクトディスカバリーによる

実践教育を実施することで，多くの事例で開発構想

を洗練させると同時に，イテレーティブな開発向け

の MVP に落とし込みながら開発を進めることがで

きた．ただし，中にはサービスをいかによいものに

するかという議論に終始し，開発期間と開発能力に

見当った計画に落とし込むことができなかったグル

ープもあった． 

 

4. おわりに 
筑波大学では，本年度ビジネスアプリケーション

における PBL 教育の質を改善することを目的とし，

開発構想を洗練させる手法としてプロダクトディス

カバリーを採用し，自分達の提案するアイデアから

仮説を立て，その仮説を実装，検証した． 

これをチームで実施し，都度検証する過程を体験

することでチームの開発構想を洗練させた．本稿で

はこの PBL での実践事例について紹介した．結果，

多くの事例において開発構想を洗練させることに成

功すると同時に，イテレーティブな開発向けの MVP

に落とし込みながら開発を進めることができた． 

今後は，より実践的に開発構想を洗練させる手法

として確立できるよう，手法そのものの表面的な理

解ではなく，手法を利用する目的を共有しながら

PBL教育を推進する予定である． 
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あらまし：多くの教育現場では，学習者の理解度や能力を測定するためにテストが実施されている．しか

し，テスト作成者が出題した問題の良し悪しを評価することは少ない．その要因として，テスト問題の分

析に必要となるテスト理論や統計などの専門知識が不足していることや，分析に必要な時間の確保が困難

なことが考えられる．本研究では，テスト理論などの知識を持たないテスト作成者の作問支援を目的とし，

テスト問題の分析結果や次回作問時のアドバイスを提示するシステムを開発した． 
キーワード：テスト理論，検定試験, 多肢選択式問題，ご当地検定, 作問支援システム 

 
 
1. はじめに 
多くの教育現場では，テストの得点から各学習者

を評価するが，テストに出題された問題を評価する

ことは少ない．その要因として，テスト問題の分析

に必要となるテスト理論や統計などの専門知識が不

足していることや，分析に必要な時間の確保が困難

なことが考えられる．また，テスト問題の分析結果

から，作問時の改善点を導き出すのも難しい．そこ

で，我々はテスト問題の分析負担の軽減を目的とし，

テスト問題の分析支援システムを提案する．本シス

テムでは，テスト問題の分析結果や次回作問時のア

ドバイスを生成することによって，テスト理論の専

門知識を持たないテスト作成者を支援する．	  
本稿では，岩手県盛岡市で開催されているご当地

検定「盛岡もの識り検定(1)」（以下，もりけん）の被

験者データを用いて，分析結果の提示方法や作問ア

ドバイスの生成ルールを検討する． 
2. 関連研究 
樋口は(2)，テスト理論の知見を有さない教授者が

容易に使用できるテスト結果分析 Web アプリケー
ションを開発している．また，熊谷は(3)，項目反応

理論によるテスト分析を行う無料ソフトウェアの

Easy Estimationを開発している．これらは，テスト
結果の分析といった点で本研究と類似するが，次回

作問時の作問アドバイスの生成までは対象としてい

ない． 
3. 研究課題 
本システムでは，テスト理論の知識を持たないテ

スト作成者でも理解できるテスト分析結果の表示方

法や，次回作問時に参考になる作問アドバイスを生

成するためのルールを作成することを狙いとしてい

る．作問アドバイス生成ルールは古典的テスト理論

や項目反応理論によって算出される項目困難度や項

目弁別力，さらには信頼性を表すクロンバックのα

係数などの値に基づいて生成する． 
4. 手動によるテスト問題の分析 
作問アドバイス生成ルールを構築するために手動

でテスト問題を分析し，分析結果から作問アドバイ

スの生成手法を検討した． 
4.1 分析手法 
	 一般的にテストは信頼性と妥当性によって評

価される．信頼性はクロンバックのα係数，折半

法，再テスト法，平行テスト法，など数多くの手

法によって評価される(4)．今回の分析では， 一般
的に広く用いられ，テスト全体の信頼性係数を求

められるクロンバックのα係数を用いた．妥当性

に関しては，数理的に求める事が困難な為，今回

は評価指標としては除外した．また，項目難易度

と項目弁別力を古典的項目分析手法で算出した．

表 1にテスト問題の評価指標と評価手法，評価基
準を示す．  

表 1：テスト問題の評価指標 
指標 手法 基準 
信頼性 再テスト法 0.80以上あれば，信頼性が

高い(5) 
 

平行テスト法 
折半法 
内部一貫法（クロ

ンバックのα） 
0.72以上であれば，信頼性
が高い(6) 

難易度 古典的テスト理論 
項目反応理論 

0.39以下または 0.81以上の
項目は難易度が不適切， 
0.29 以下または 0.91 以上
の項目は難易度が極端に

高い・低い(4) 
弁別力 古典的テスト理論 

項目反応理論 
0.29以下の項目は弁別力が
低く不十分， 0.19 以下の
項目は弁別力が極端に低

い(4) 
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4.2 分析対象データ 
2012年に実施されたもりけん 3級（100問）の全

受検者 120名分の解答データを活用して分析した．
解答データは，もりけんを主催する盛岡商工会議所

（秘密保持契約を締結して共同研究を実施中）から

入手した． 
4.3 分析結果 
	 上記分析対象データに対してクロンバックの α係
数を求めた結果，0.911となり，表 1の基準からみて
信頼性が高いテストであったことが分かる．古典的

項目分析の項目難易度，項目弁別力で分析した結果

の一部を表 2に示す．表 2の難易度，弁別力で下線
が引かれている項目は表 1の評価基準で「不適切・
不十分」と判定された項目である．また，二重下線

が引かれている項目は「極端に値が高い・低い」と

判定された項目である．そのため，下線や二重下線

が引かれている項目に関しては，項目の削除および

修正が必要であると言える． 
表 2：項目分析結果 

項目番号（仮） 難易度 弁別力 
1 0.92 0.19 

2 0.95 0.03 

3 0.94 0.09 

4 0.96 0.16 

…… …… …… 
97 0.58 0.34 
98 0.57 0.38 
99 0.80 0.44 
100 0.81 0.25 

4.4 作問アドバイス生成モジュール 
	 以上の分析結果に基づき，作問アドバイスの生

成ルールを作成した．表 3に作問アドバイス生成
ルールの一例を示す．今後さらなる分析を繰り返

し，より適切な作問アドバイスルールを作成する． 
表 3：作問アドバイス生成ルール例 

条件 作問アドバイス例 
難 易 度

0.91 以上
かつ 
弁 別 力

0.19以下 

･かなり易しい問題です 
･成績に全く関係なく解ける問題で，合否を判

定するのにあまり役立っていない問題です 
･問題文の問い方を難しくするか，正答とより

関連の深い誤答選択肢を設定し，難易度が上

がるように改善する必要があります 
難 易 度

0.29以下 
かつ 
弁 別 力

0.19以下 

･かなり難しい問題です 
･受験者は偶然に正解した可能性が高いです

（多肢選択形式問題の場合） 
･成績に全く関係なく解ける問題で，合否を判

定するのにあまり役立っていない問題です 
･問題文の問い方を易しくするか，正答とより

関連の低い誤答選択肢を設定し，難易度が下

がるように改善する必要があります 

5. 作問アドバイス生成システム 
5.1 システム概要 
システムの概要図を図 1に示す．テスト作成者は

被験者の解答データを本システムに入力し（図 1①），
項目分析モジュールで古典的テスト理論や項目反応

理論などを駆使し，各テスト問題を分析する．分析

結果は利用者にフィードバック（図 1②）されると
もに，作問アドバイス生成モジュールに入力され，

アドバイス生成ルール DB を参照して次回作問する
際に参考になる作問アドバイスを提示する（図 1③）． 

 
図 1：システム概要図 

5.2 作問アドバイス生成システムの開発 
	 利用者自身が作成した各問題に対する作問上の

アドバイスを提示し，テスト問題の分析支援と次回

以降の作問を支援するシステムを開発した．図 2は
システム利用者がテスト結果を入力し，分析結果と

作問アドバイスを受け取る画面例である．図 2左は
古典的テスト理論を使用した分析結果を示し，図 2
右は各テスト問題の作問アドバイスである．  

	  
図 2：テスト分析結果と作問アドバイス生成画面例 
6. まとめと今後の課題 
	 本稿では，テスト問題の分析結果から作問アドバ

イスを生成するシステムを開発した．作問アドバイ

スの生成ルールは，もりけんのテスト結果を手動で

分析して検討した．今後は，項目難易度と項目弁別

力以外から作問アドバイスを生成するルールについ

ても検討し，作問現場での導入を目指す． 
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生理指標による集中状態の分析 

 
The Analysis of Concentration by Physiological Indexes 

for Highly Interactive Educational Contents 
 

植野	 雅之†1
，和田	 慎二郎†2

，高見	 友幸†1 

 UENO Masayuki†1, WADA Shinjiro†2, TAKAMI Tomoyuki†1 

  
*1
大阪電気通信大学 総合情報学部 

*1Osaka Electro Communication University, Faculty of Informatics 
*2 プール学院大学 短期大学部 

*2Poole Gakuin Collage 
Email: ueno.masayuki@gmail.com 

 
あらまし： シリアスゲームなど，多様な演出手段を応用した高度インタラクティブ教育コンテンツを評
価・分析するためには，システム側が投げかける情報や応答に対して，学習者がどのように応答するか，

など，時系列で変化するインタラクションを評価し，分析することが必要となる．このような分析をおこ

なうために，学習者側の生理指標である心拍，体温，呼吸といった生理指標を元にシステムへの没入度・

集中度を求めて，分析を進めることが考えられる．このような分析をおこなうために幾つかの認知操作状

況を作り，計測をおこなった結果を比較・分析する． 
キーワード：高度インタラクティブ教育コンテンツ，ゲーム，生理指標，集中状態 

 
1. 序 
教育システム研究において，構築した教育システ

ム・コンテンツの評価をどのようにおこなうかは，

一つの課題となってきた．従来の教育システム研究

においては，評価はもっぱら被験学習者に対するア

ンケートや，事前テスト・事後テストの比較によっ

ておこなわれることが多い．しかし，アンケートは，

学習中の学習者よりリアルタイムに得られる情報で

ないため，結果が正確でなく，アンケート実施時の

雰囲気や気分などにその結果が左右されるという問

題がある．事前テスト・事後テストによる方法にお

いても，オーバーオールに見た場合での教育効果の

測定には有用であるが，学習者のリアルタイムの反

応やその過程を観察することはできないため，自ず

とその分析能力や精度には限界がある．特に近年の

シリアスゲームなどの高度にインタラクティブな教

育システムを対象とする場合，これらの評価方法で

は改善のための情報を得ることが難しく，開発には

ほとんど役立たない．また，その情報を元にフィー

ドバックを与えるといったこともできない． 
一方で，近年の様々なセンサの高度化と低価格化，

情報処理能力の向上により，人間の様々な生理指標

を収録・利用することができるようになりつつある．

このようなヒューマンデータは，うまく収集するこ

とができれば，これまでのアンケート等の評価方法

とは比べものにならない精度で学習者の行動，応答

の時間的な変動を得ることができ，かつ，学習過程

に関わる情報を収集することができるので，その分

析方法・評価方法が明らかとなれば，教育システム

研究や教育コンテンツ開発にとって，大きな進歩と

なりうる．評価方法を確立するところまで行かなく

ても，リアルタイムに没入度・集中度などを得るこ

とができれば，様々な目的に役立てることができる． 
 

2. 没入度・集中度のモデル 
没入度，集中度に関しては，古典的であるが，興

味深い研究としてMihaly Csikszentmihalyiが 1975年
に提唱した「Flow」の概念がある(2)．「Flow」は，人
間がスポーツ，登山，チェスといった活動に高度に

集中した状態と定義される．また，この状態は図 1
のように自分の能力と与えられる課題が高いレベル

でバランスしたときに生じるとされる．これはいわ

ゆるシリアスゲームやトレーニングゲームを研究・

開発する観点からは非常に興味深い． 
一方で，Csikszentmihalyiが実施した「Flow」研究

は 1970年代から始まった比較的古い研究であり，ア
プローチとしても生理指標は用いられず，インタビ

ューやアンケートなどに頼った調査方法に依存して

いるため，現時点の技術水準においては信頼性が疑

わしい部分もある．その後の研究でも，手法につい

ての革新はあまり見られない(3)．  
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戦
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図１．Flowの領域 
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我々は，Csikszentmihalyiの「Flow」を被験者の集
中度・没入度を示す高次の指標として捉えて，これ

と体温，心拍・呼吸といった生理指標やその変動の

関係を科学的な実験を通して解明したい．この解明

によって，ゲームなどの要素を含む高度なトレーニ

ングシステムなどの教育システムの評価が初めて可

能になると考えられる． 
 

3. 情動モデル構築へのアプローチ 
高度インタラクティブ教育コンテンツでの学習者

の集中度モデル構築に向けて，以下のように段階的

に考える必要がある． 
(1)複数の生理指標と集中状態に関連すると思わ
れる内部状態の関係の解明 

(2)集中状態の情動モデルの構築と実験的証明 
(3)高度対話型コンテンツへの評価などの応用 

 
現在の研究段階は，(1)(2)の段階であり，生理指標

データから，精神的ストレスなど，集中状態につな

がると考えられる物理量とその意味を分析する手法

を構築した上で，操作履歴と生理指標データの突き

合わせをおこなう． 
ある学習者がシリアスゲームなどの特定の認知操

作環境においておこなった操作履歴は，その詳細情

報およびシステム的な状況情報を時間情報とともに

記録しておくことにより，その学習者がおかれたコ

ンテクストの時系列変化を分析することができる可

能性がある．最終的にはこのコンテクスト情報と生

理指標により推定される学習者の精神的状況を重ね

合わせることにより，時系列変化の因果関係を推定

できる可能性がある． 
 

4. 様々な生理指標 
現時点で集中状態につながる生理指標として有望

な指標としては，「心拍」がある．心拍の単位時間あ

たりの心拍数もしくは，心臓の鼓動間隔(RR 間隔)
は，心臓が血液を人体に送り出す量に直結した量で

あるので，大きくは人体における酸素供給量と酸素

消費量のバランスで決まるが，同時に血圧，呼吸数

などによって変動する．心拍変動は，特に運動時に

大きく変動する一方，精神的ストレスによっても変

化することが知られている．リラックス時の心拍は

常に変動していることが知られており，パワースペ

クトラム解析により，0〜0.05Hzの低周波(LF)数成分，
0.05〜0.20Hz の中間周波数(MF)成分，0.20〜0.35Hz
の高周波数(HF)成分の３つに分けることができる．
これらは，循環・呼吸・体温調節などの不随意な機

能を制御する自律神経系の交感神経，副交感神経の

活動に対応することが知られている．既に知られて

いるように人体の活動は交感神経系と副交感神経の

バランスにより成り立つものとされ，「闘争」，「逃走」

といったストレスが加わる際には，交感神経系が亢

進することによって，心拍数が増加，血圧を上昇さ

せ，筋肉への血液供給量を増加するメカニズムがあ

る．逆に副交感神経系が亢進する場合には，血圧を

下げ，心拍数を下げ，身体を平常時の状態に戻すこ

とになる． 
このような自律神経系の働きにおいて，心拍変動

の LF成分,HF成分は，それぞれ，交感神経系の活動，
副交感神経系の活動により影響を受けることがよく

知られている．リラックス状態では HF 成分が見ら
れるが，精神的ストレスの加わる状況では，HF成分
は減少し，LF成分が増大することから，この LF成
分と HF成分の比(LF/HF)によって，ストレスを評価
することができるとされる． 
また，入手可能な生理指標としては，心拍の他に

も顔の表面温度，脳波などがありうる．このうち，

脳波は人間の覚醒状態に直結する情報が得られるこ

とが知られており，より有用な情報が得られると考

えられる． 
 

 
5. 実験と分析への計画 
ゲームなどを応用した高度インタラクティブ教育

コンテンツでは，その操作履歴を分析することによ

り，コンテンツ内における粒度の細かい課題の難易

度や成功・不成功を追跡することが可能となる． 
この分析をおこなうことにより，生理指標により

得られた覚醒度/集中度と課題のバランスの時間的
な変動が捉えることが可能となると考えられる．こ

れにより Csikszentmihalyiの提示した「Flow」の発生
要因を詳しく分析できると考えている． 
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あらまし：映像処理技術の発展により，講師や受講者を撮影した講義映像に対する様々な状況を自動的に

分析することが可能となりつつある．一方，自動分析された映像シーンが，実際にどのようなシーンであ

るかについての意味的記述を自動化することは現段階では困難であるため，現状では分析者が講義映像を

見ながらタグ付けを行う必要がある．本稿では，このような分析者のタグ付け支援とタグの可視化インタ

フェースについて検討する． 
キーワード：講義映像分析，タグ付け，可視化 

 
 
1. はじめに 
大学教育における授業改善（Faculty Development: 

FD）活動が義務化され，各高等教育機関では FD に

関する様々な活動が活発化している．このような状

況の中で，従来から，授業中の講師や受講者の様子

を撮影し，その映像を分析することで，授業改善な

どに活かそうとする試みがある[1,2,3]．これらの試

みでは，受講者の顔上げ動作の有無などを，映像を

見ながら手動でタグを付与することが一般的である

が，タグ付け作業は，経験，時間，根気が必要であ

り，敷居が高いという問題がある． 
一方，画像処理・画像理解技術を用いた受講者の

振る舞いの観測に基づき，理解度を推定する手法も

提案されている[4]．このような自動化により，タグ

付けにかかる労力を軽減することが見込まれるが，

分析者が必要とするタグの意味的な種類は分析者毎

に異なり多様であるため，現在の映像分析技術によ

るタグ付けの完全な自動化は未だ困難な状況である．  
そこで本稿では，講義映像に対して手動でタグ付

けを行う状況において，タグ付けの経験が少なくと

も意味的タグ付けを容易とする，タグのアイコン化，

及び，タグ付け結果の定性的把握を容易とする三次

元可視化について検討する． 
 

2. 映像分析のためのタグ付け 
大学などの高等教育機関における講義の形態は，

近年大幅に多様化している．従来から実施されてき

た座学や演習形式の授業では，約 90 分の授業時間の

間に，前回の復習も含む導入部，展開部，まとめ部

などのシーンが存在し，受講者は座席に座って受講

することがほとんどであった．一方，近年実施され

ることが多くなってきた反転授業では，MOOCs 等

で予習しておき，授業では予習した内容に基づいて

複数の受講者間で議論することで理解を深めること

を目指しているため，受講者は授業中に移動したり，

発話したりするシーンが増えることが予想される．

このように，様々な形態で実施される講義を分析す

るために必要なタグは多様化しつつあり，講義形態

に応じたタグの設計，及び，付与が容易な仕組みが

必要となる．さらに，講師や受講者を撮影した長時

間の講義映像において，観測対象である講師や受講

者の様子，及びシーンの状況は急激には変わらず，

数十秒から数分をかけて緩やかに変化することもあ

る．従って，講義映像に対するタグ付けのための視

聴の際に，シーンが遷移する時間を仮想的に変化さ

せ，観察対象やシーンの変化に気づきやすくするた

めに，早送りやコマ送りなどの操作を容易とする仕

組みが必要である． 
 
3. アイコン化タグ 
タグ付けに不慣れでもその作業を容易とするため

に，観察対象に付与可能なタグをアイコン化し，グ

ループ化して分析者に提示する．今回試作したタグ

付けインタフェースの画面例を図 1 に示す．この例

では，複数台のカメラで講義を撮影し，1 画面に収

めた講義映像を用いている．一般的な映像再生操作

が可能であり，左上のアイコンは，観測対象として，

講師，受講者，シーンを取り上げ，それぞれの対象

に付与可能なタグをアイコン化し，パネルとして提

示した例である．タグ付けの際には，各観測対象に

応じて各パネルのいずれかのみを表示し，対象が見

やすい位置にパネルを移動して，映像を見ながら，

観測対象毎に設定されたアイコン化タグをマウスク

リック等で選択する．各観測対象に対するタグ付け 
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図 1. 講義映像とタグパネルの提示例 

図 2 シーンに対するタグ付け作業の例 
 

の結果は映像のフレーム番号で管理することで複数

の観測対象間の時間的同期をとる．図 2 にシーンを

対象としたタグ付け作業の例を示す． 
 

4. 付与したタグの三次元可視化 
3.において付与したタグに基づき，各観測対象の

状態，及び，それらの間の関係を総合的に表現し，

定性的な状態の遷移の把握を容易とするために，各

観測対象のタグのグループを軸として持つ三次元可

視化を行う．図 3 にタグ情報を三次元可視化した例

を示す．この例では，赤，緑，青の軸がそれぞれ講

師，受講者，シーンのタグのインデックスを表し，

それぞれのインデックスを座標値とする位置に黄色

い球を提示している．各観測対象について，動きが

大きいことが予想されるタグに対して大きいインデ

ックスを割り付けているため，黄色い球が原点から

離れるほど全体的な動きが大きいことが分かる．さ

らに，図 4 に，分析対象の映像に三次元可視化の様

子を重畳表示した例を示す．映像と同時に確認する

ことで，どのような講義状況に基づいたタグ付け結

果であるのかを同時に把握することが可能である． 
 
5. おわりに 
本稿では，講義映像の分析のための手動によるタ

グ付けを支援するためのアイコン化タグとタグ付け

結果の三次元可視化インタフェースについて検討し 

図 3 タグの三次元可視化の例 

図 4 映像にスーパーインポーズ合成した 
三次元可視化の例 

 
た．本稿で検討したインタフェースは，映像に多様

な評価基準を持つタグを付与可能であるため，人間

の行動分析のための映像など講義映像以外の映像に

も適用できる可能性がある．今後の課題としては，

実際のタグ付け作業における有効性評価に基づくイ

ンタフェースの改良，複数の分析者による同時タグ

付け手法の検討，映像からの自動タグ付けアルゴリ

ズムとの併用などが挙げられる． 
 

謝辞 
本研究の一部は，科学研究費補助金基盤研究(B) 

(課題番号：26282062)の補助を受けた．ここに記し

て感謝する． 
 

参考文献 
(1) 京都大学高等教育教授システム開発センター編: “大

学授業のフィールドワーク,” 玉川大学出版部, 2001. 
(2) 村上正行, 角所考, 美濃導彦: “マルチメディア一斉講

義における内容に基づく受講生の注視行動の分析,”
人工知能学会誌 Vol.17,No.4,pp473-480, 2002. 

(3) 西口 敏司，豊浦 正広, 村上 正行: “受講者映像分析

のための注目受講者指定インタフェース”, 第 38 回教

育システム情報学会全国大会講演論文集, pp.19-20, 
2013. 

(4) 椋木 雅之, 美濃 導彦: “講義室での受講生の振る舞

い観測と理解度推定の研究,” 人工知能学会全国大会

(第 26 回), 1F2-OS-11-7, pp.1-4, 2013. 

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 200 ―



単文統合型作問演習における視線情報からの作問プロセスの分析 
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あらまし：単文統合型作問演習環境モンサクン Touch では，学習者は三つの単文カードの組み合わせによ

り算数文章題の作問を行う．この作問中の学習者の思考を捉えようとする場合，単文カードの直接操作と

して捉えられる部分もあるが，そこに現れない，どの単文カードのどの部分を見たかといった視線情報も

重要な役割を果たすと期待できる．本研究では，学習者の視線情報を測定し，作問時の学習者の思考につ

いてのより深い分析をすることを目指す． 

キーワード：作問学習，作問プロセス，視線情報，Eye-Tracking 

 

 

1. はじめに 
問題を解くのでは無く，作る（作問する）ことの

学習効果が示されており，単一の二項演算で計算で

きる算数文章題を対象とした作問学習支援システム

「モンサクン」が開発されている(1)．このシステム

では，作問を用意された複数の単文の中から３つの

単文を組み合わせることとし，システムが学習者の

作成した問題を即時診断・フィードバックできる演

習環境となっている．また，いくつかの教育現場で

実践的に利用されており，作問活動の増加や問題解

決能力向上といった効果も確認されている． 

モンサクンのこれまでの実践利用での結果から，

学習者が作問に必要な情報の一部だけに着目して誤

りを起こしていると推定される事例も確認されてい

る．しかし，このような間違いは，実際に学習者が

どのような情報に注目しているために起こっている

かは，学習者が選択した単文だけでは分からない．

本研究では，学習者がどのような情報に注目して作

問しているかを，その視線情報から分析することを

目指している．  

 

2. 作問プロセスの追跡 
2.1 作問プロセスの分析 
モンサクンにおいて，学習者は作成する問題の条

件として「数式」と「物語の種類」，部品として複数

の単文(オブジェクト，数量，述語からなる文章)カ

ードが与えられ，そのカードの中から三つを選択し，

並べることで条件にあった問題を作成する．現在，

モンサクンの操作ログから，学習者が選択したカー

ドやその順番から作問プロセスの分析が行われてい

る(2)．このログが表しているのは，あるカードを使

ってみるという意思決定をした結果であり，その前

に学習者の思考の中では，どのカードを使ってみる

かという判断が行われているはずである．そして，

それはモンサクン上での操作には現れない．例えば，

ある学習者が与えられた数式と数値だけが正しく，

物語の種類が間違っている問題を作成したときには，

数字のみに着目して作問を行っている可能性があり，

オブジェクトや述語といった他の要素を見落として

いる可能性や，見てはいるが重要な要素として扱っ

ていない可能性がある．このような学習者の間違い

の原因を同定するには，操作データだけでは無く，

どこを見ているかという視線情報が重要な役割を果

たすと考えられる． 

2.2 視線情報から取得する要素 
先に述べたように，モンサクンでは作問の条件と

して数式と物語種類を与えている．これは「2+7=?」

や「あわせていくつ」といったものがある．また，

作成する問題の部品となる単文カードは、オブジェ

クト，数量，述語で構成されている．例えば，「みか

んが２こあります」という単文であれば，「みかん」

がオブジェクト，「２こ」が数量，「あります」が述

語を表す．課題の数式，物語種類，そして単文カー

ドのオブジェクト，数量，述語の計五つの要素がモ

ンサクン上で学習者に与えられる情報であり，どれ

に注目しているかを視線情報として取得する． 

視線情報の取得には，視線追跡装置”The Eye Tribe 

Tracker”を利用する．この装置によって画面上の視

線の位置座標を検出し，各要素に視線が停留してい

た時間と，各要素を視線が移動した軌跡の二つの視

線情報の取得することで，作問中の視線分析を行う． 

 

3. 視線追跡機能の実装 
視線情報を取得可能にしたモンサクンのインタフ

ェースを図 1 に示す．左側に条件提示と回答欄，答

え合わせボタンがあり，右側に部品が提示されてい

る．学習者は右側の部品から 3 つ選んで回答欄に移

動させることによって問題を作成し，答え合わせボ

タンによって正誤を確認する．各要素の位置座標と

視線の位置座標を組み合わせることにより，学習者
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がどの要素を見ているかをリアルタイムで判定し，

要素の背景色を変更する．図１は，動作確認用の画

面を示しており，学習者が２つ目の単文として選択

したカードの中で「３こ」という数量を見ているこ

とが検出されている． 

 
図 1 視線情報を表示したインタフェース 

 

3.1 システムによる視線情報の計測 
各要素に対する視線情報の取得は，各要素におけ

る視線の停留時間と要素間の視線の軌跡によって行

える．視線の停留時間の計測は，要素に視線が入っ

たときに開始し，要素から視線が出たときに終了す

る．視線の軌跡の計測は要素単位での視線の停留時

間計測を時系列順に記録することで可能にする． 

計測した視線情報は，見ているのがどの要素か，

そして，その要素の具体的な値，停留時間，停留回

数について時系列で記録している．また，これらの

情報を集計することで，課題・単文カードごとにど

の要素をどれだけの割合で注目しているかを分析す

ることもできる．例えば，ある単文カードにおいて，

述語を 8 割，オブジェクトを 2 割，他の情報には注

目していないという情報を得ることができる．  

 

4. 試用実験とその結果 
視線情報取得機能を追加したモンサクンの試験的

利用を工学系大学生と大学院生 2 名によって行った．

調査内容は，学習者の視線情報を正確に取得できる

か，視線情報のデータから作問プロセスを追跡でき

るかの 2 点である．実験手順は，実験や視線追跡に

ついての説明を 10 分程度行い，システムの調整の後，

実際に 20 分程度システムの利用を行った．その後，

システムに関するアンケートへの回答と，システム

の視線情報取得についてのインタビューを行った． 

実験の結果、「見ている単語の背景の色が変わりま

したか?」といった内容などに肯定意見が得られ，被

験者が実際に見ていたものとシステムが判定した結

果に大きな誤差が無いことが示された． 

また，実験から図 2 や図 3 のような視線推移情報

が得られた．図 2 では作問する際の条件となる「物

語種類」を掲示しない課題を行った時の取得した視

線情報のグラフである．この課題において作成可能

な問題は 2 つあり，異なる物語種類のものであった

が，被験者は条件として提示された「８−３」という

引き算から想起しやすい比較の物語のみに注目した

視線が計測された．図 3 に示す課題では物語種類を

掲示しており，こちらでは 2 種類の物語の両方に注

目しており，条件とそれぞれの物語で使う単文カー

ドを比較しているような視線が計測された． 

操作ログだけでは，作成された問題やその途中で

実際に回答欄まで動かしたカードしか記録できない．

しかし，今回取得したログデータから実際にカード

を回答欄に動かさなくても特定のカードに注目して

いることや，解答を作った後も答え合わせするまで

に条件と解答を再度見比べていることが分かる．こ

のような情報を得ることによって，より詳しく学習

者の思考がトレースできると考えられる． 

 
図 2 物語種類を掲示しなかった作問課題 

 

図 3 物語種類を掲示した作問課題 

 

5. まとめと今後の課題 
本研究では作問学習支援システム「モンサクン」

における作問プロセス追跡のため，作問時に考慮す

べき情報を確認しているかを視線情報から確認する

手法を考え，システムに追加した．今後は，試験的

評価の実施と，作問プロセスの分析のため，より詳

細な分析を行っていく． 
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情報処理能力向上のための教育の質保証 
と連携型教育の基礎研究（２） 
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あらまし：IT の発達やデジタル化は、情報社会にとって極めて重要なものである。特に、情報化は社会や人に対する

影響が個人の日常生活に至るまで及んでいる。しかし、情報が空気のように社会に蔓延している現代では、情報の過剰負

荷に伴う、自己防衛や退避症候群が行われていると考えられる。このことに対し、ある調査を実施し、その結果から「IT

の活用と情報環境」の変化がみられた。また、その中で、教育の質保証や高大連携などにみられる連携型教育の効果、実

態などについて、昨年に続き報告する。 

 
キーワード：教育の情報化と最適環境 過剰負荷現象 退避症候群 ＵＲＡとプロジェクト組織 高大連携 

 

 

1. はじめに 
世の中が先端的技術により高度化され企業のＩＣ

ＴT がより効率的な経営へとシフトした。それは情

報化、国際化、グローバル化への対応である。その

中心がＩＣＴであろう。ＩＣＴの発達やデジタル化

技術の進歩は、社会全体から個人に至るところまで

影響を与え、広範囲に浸透している。高度な技術は、

自分たちの身の回りにたくさん存在している。そし

て、その利便性だけでは計り知れない価値を生んで

いる。成熟した社会における新しい価値創造の可能

性は、ＩＣＴを活用する業界の将来性、社会的役割、

雇用の実態など、現場情報を産業界からアクション

を起こし早い段階から目的意識をもって学びに取り

組めるように意欲を喚起させ、それぞれが持ってい

る課題の把握と理解の共有を図ることである。大学

教育では、学術研究の高度化と人材育成・養成、社

会の要請に適切に応えることが求められている。一

般社会では、自分の人生において一生涯「生きてい

ける力」が必要である。一般的にいわれている「キ

ャリア教育」である。個人の能力の強化は、企業や

国家、家庭の価値や社会倫理の後退を招く結果へと

進んでいる。教育等高等機関も同様なことが言える。 

情報社会にとって重要なことは情報が空気のよう

に社会に蔓延している現代では、情報の過剰負荷に

伴う、自己防衛や退避症候群が行われていると考え

られる。これに対し、2005年からある調査を実施し、

その結果から自己防衛や退避症候群の実態と状況等

が分かりつつある。さらに、個人と社会の関係には、

必要なコミュニケーションが必要である。最近の傾

向では、コミュニケーションが以前より少ない。そ

れは退避症候群に観られる情報を避けているからだ

と推察できる。また、コミュニケーションの欠如と

も言える。「IT の活用と情報環境」に関する調査な

どの結果から「IT の活用と情報環境」の変化など、

特に自己防衛や退避症候群の実態と状況等に対して、

ある調査を実施し、その結果から「ITの活用と情報

環境」の変化や、あるいわその中で、教育の質保証

や高大連携などにみられる連携型教育の効果、実態

などについて報告する。 

 

2. 情報処理能力と基礎活用能力の向上 
今回は、社会と人間関係に的をあて、個人の存在

と集団、さらに社会との関わりの中で個人のおかれ

ている状況を把握（自己分析）するために、調査を

実施し、その結果と前回までの関連性に関し、前回

報告した。そのなかで「プロジェクト組織形成の可

能性」に関し、結論的ではないが、大学・高等教育

機関や高等学校、特に、義務教育機関である小中学

校には、いち早く「多機能性のあるプロジェクト組

織」が必要である。それは、多様な社会、複雑化社

会、様々な国の人たちといった項目と内容が挙げら

れる。もちろん、その国家のルールはあるが国際化

となると国家のルールが変わる。いろいろな地域で

いろいろなことが毎日起き、その対応に追われる社

会なのである。そのために情報処理能力や活用能力

等が必要である。情報処理能力とは、何かと聞かれ

たら、ここでは、「情報活用する力」すなわち、「情

報活用能力」と位置づける。一般的には、処理能力

は、活用するときに重要なことであり、活用能力の

一部と考える。また、社会で活躍するための必須能

力が情報活用力としている。なぜなら社会で活躍す

るためには「効果的に情報を活用することができる

かどうか」がポイントになる。社会人が仕事を行う

上で、必須の能力を「５つの基礎力」といわれてい

る。「５つの基礎力」は、自分で考え判断する「基盤

力」、情報を使いこなす「情報活用能力」、仕事の枠

組みを理解し活用する「ビジネスフレームワーク」、

自分で目標設定することや「モチベーション」「コミ
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ュニケーション」などの情報活用力と基礎力で構成

されている。 

 

図１．チームで働く力 

 
出所：経済産業省：http://www.meti.go.jp/policy/ 

kisoryoku/kisoryoku_image.pdf 

 

 

図 2．前に踏み出す力 

 
出所：経済産業省：http://www.meti.go.jp/policy/ 

kisoryoku/kisoryoku_image.pdf 

 

情報社会は人間の知的な活動領域を拡げ、また人

間はお互いの競争を通じて個人の能力を伸ばし、そ

の結果、多くの産業の創出に繋がっていく。大学等

教育機関では実社会で活躍する人材の育成に対し重

要かつ責任があり「質の保証」もまた重要である。

大学の目的は「学術の中心として、広く知識を授け

るとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、

道徳的及び応用的能力を展開させること」（学校教育

法第 52条）である。評価としての一面が就職であろ

う。例えば、文系学部の場合、予想される主な就職

先は企業の総務、会計・経理、企画、営業、事務、

そして管理部門である。これらの部門では情報収集、

加工、分析、評価、伝達、蓄積などが要求され、一

般情報処理の基礎であり、情報リテラシーの根幹を

なすものである。よって、大学教育において広範囲

な枠で情報教育を実施する必要がある（全学的な情

報機器の利活用）。 

企業事例として、企業の組織では、ある時期にタ

テの関係からヨコの関係へシフトし、その後マトリ

ックスに変わった。この変化は社会も同じと考えて

捉えられる。なぜなら、人の集まりが組織であり、

また社会であるからだ。情報社会は人間の知的な活

動領域を拡げ、また人間はお互いの競争を通じて個

人の能力を伸ばし、その結果たくさんの産業が生ま

れた。大学等高等教育機関では社会で活躍し、ある

いは貢献できる人材の育成に対し責任がある。そし

て大学が学生に対して「質の保証」は絶対的な重要

なことである。 

 

参考文献 
(1) 金山,窪田,小林「情報処理能力育成と教育の質保証と

の関係」教育システム情報学会全国大会.2011 年． 

(2) 金山「知覚に関する情報処理環境の変化と意識」

PC 利用技術学会全国大会,2005年． 

(3) 窪田,金山「情報化と教育環境の影響分析」教育

システム情報学会全国大会,2009 年． 

(4) 金山「情報メディア産業のビジネスモデル調

査・分析」拓殖大学経営経理研究所 11月定例会,

拓殖大学経営経理研究所,2005 年．学経営経理

研究所第 79 号,2006年. 

(5) ) 金山「情報通信と情報技術の史的展開」拓殖大学経

営経理研究所第 79 号(2006) 

(6) 経済産業省：http://www.meti.go.jp/policy/ 

(7) kisoryoku_image.pdf．  

(8) 読売新聞社：「厚生労働省調査」読売新聞社,p.20 (2006) 

(9) 読売新聞社：「メディア規制」読売新聞社,p.6( 2006) 

(10) 読売新聞社編：“メディア規制”，読売新聞社 p.6 (2005)． 

(11) 読売新聞社編：“ネット自殺，年齢層拡大”，読売新聞

社 p.14(2005)． 

(12) 読売新聞社編：“ネットモニター調査”，読売新聞

社,p.1(2005)． 

(13) 私立大学情報教育協会：「情報倫理教育」私立大学情

報教育協会（1998）． 

(14) 金山  茂雄：「情報処理基礎としての全学的機器活用

－対情報社会と将来の社会人としての本学の情報処

理教育の在り方－」情報処理教育研究集会講演論文集，

pp.631-634（1997）． 

(15) W,Hudoson:Pictorial depth perception in  sub- 

(16) cultural groups in Africa, National Institute for Personal 

Research, Johannesburg,South Africa, The Journal of 

Social Psychology, 1960, 52, 183-208. 

(17) 加藤，金山：「知覚情報と経験について－W,Hudoson

の実験からの応用－」情報文化学会全国大会講演予稿

集，pp.60-63（2001）． 

(18) 金山「情報通信と情報技術の史的展開」拓殖大学経営

経理研究所第 79 号(2006) 

 

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 204 ―



「社会人基礎力」育成のための「協働型サービスラーニング」の実践 
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"basic ability to work in society" 
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あらまし：「協働型サービスラーニング」の多くが、「学内での学び」を基にして、学生の「自発性」と「ボランティア

精神」による「学外での学び」を保証する取り組みであるが、本学科のプログラムの特徴は、「社会人基礎力」の項目に

より決めた「選択パターン」を設定したうえで学外での活動における協働型サービスラーニングを実践している点にある。

さらに、2014年度からは、学びの場としての『街なか・サテライト（アクティブ・キャンパス）』を学外に求め、本学科

各コース専修者としてふさわしい専門性の保証と学生個人の能力アップを目指した『生活学科アクティブ・ラーニング・

プロジェクト』を展開し始めた。生活系短大生を対象とした「協働型サービスラーニング」の手法の導入による「社会人

基礎力」育成のためのプログラムの展開実験の概要と方向性を報告する。 

 

キーワード：短大教育，協働型サービスラーニング，社会人基礎力育成，アクティブ・ラーニング 

 

 

１．はじめに 
「社会人基礎力」の育成と関連付けた「アクティ

ブラーニング」プログラムとして、これまで、本学

科（名古屋女子大学短期大学部生活学科）では、他

大学（愛知工科大学自動車短期大学）や地域団体（地

域貢献ボランティア協会）との『協働型サービスラ

ーニングの実施』を目標として、教科「バーチャル・

カンパニー演習」をカリキュラム内に設置して、地

域貢献のためのイベントの運営と実施をその教科の

内容として取り組んできた（1）～（9）。 

2011 年度の入学生に対しては、「協働型サービス

ラーニング」の強化を図るために、地域貢献ボラン

ティア団体と連携して、セミナーによる「ボランテ

ィア」と「社会人基礎力」の育成プログラムと「学

外でのボランティア活動実践」プログラムとしての

地域貢献ボランティア活動への課外活動との仲介を

実験した。この取り組みに参加する学生には、いわ

ゆる「サービスラーニング」の核心の 1 つともいえ

る学生本人の自発的な参加が必要である(4)。2012年

度からは、これまで 1つのテーマで実施してきたこ

の取り組みに、複数のテーマを設定することによる、

プログラムの選択制を導入した。教育目標を「社会

人基礎力」の育成として明確にし、そこに示された

「3 つの能力」によりテーマを設定し、関連する教

員がそれぞれ示した内容により、履修するプログラ

ムを選択するものである(7)。約 120 名を対象とした

その実験を経て、2013年度からは、10 名の教員によ

るテーマを約 170 名が選択して取り組む 1年次必修

科目『地域貢献演習』をスタートさせた(8)。さらに、

2014 年度より地域貢献ボランティア団体と連携し

て新たな「アクティブラーニング」の学習環境を提

供する、いわゆる「街なかキャンパス」をスタート

させた(9)。 

２．『社会人基礎力』を育成する教科『地域貢

献演習（入門・基礎・実践・応用）』 
教科『地域貢献演習（入門・基礎・実践・応用）』

は、短期大学での正課の授業で「社会人基礎力」を

育むための実践的な取り組みにリンクした形で

2013 年度よりの新カリキュラムで設定したもので

ある。1 年次の 2 セメスタは、必修科目として短期

大学部生活学科（生活情報コース、食生活コース、

生活創造デザインコース）の学生が全員履修する。 

教科『地域貢献演習』を「協働型サービスラーニ

ング」の場としていく目的と期待されるその効果と

しては、 

(1) 短大の 1、2年生を対象に実施することで、学

生一人ひとりが自らにとって将来必要な学習の意味

を確認し、地域や社会問題への関心を広げ、グルー

プでの協同学習で基礎的な力をつける。 

(2)実践的な情報技術教育への導入教育としてモ

H3-2 
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チベーションを高めるとともに、ＩＴ環境への理解

を深め、より実践力の高い専門職養成を図る。 

(3)大学と地域団体との連携によるコミュニケー

ション教育プラットフォームを構築することで、効

果的な協働型サービスラーニングのプログラム開発

および評価体制を構築する、ことなどがある。これ

らの実現のために、あえて、地域団体や関連団

体との連携の強化を図り、この教科の授業展開

が、単に「学生間のコミュニケーション力強化」

だけに終わることなく、実働する社会との関わ

りを持たせつつ「社会とのコミュニケーション

力強化」プログラムとなるように授業展開の実

験を重ねていく必要がある。 

３．街なかキャンパス『COCO キャンタウン』 
このプログラムは、教科『地域貢献演習（入門・

基礎）』の必修科目としての取り組みを終えた 2年次

の学生を対象として、2 年次には選択科目となる同

教科の後半（実践・応用）で「アクティブラーニン

グ」プログラムの学びの場として提供するものであ

る。本学科の各コースで提供する特徴的な『生活学

科アクティブ・ラーニング・プロジェクト』プログ

ラムの中の一つでもあり、本学科各コース専修者と

してふさわしい専門性の保証と学生個人の能力アッ

プを目指している。 

４．『地域貢献演習』での 3つのプロジェクト 
2013年度からの新生活学科では定員140名が

この教科を履修させ「社会人基礎力」を育成す

る。そこで、2012年度の旧科目の履修者、1、2

年合わせて 125名に対し、「社会人基礎力」を

もとにした 3つの選択パターンを設定し、運用

実験を展開することにした。 

これまでは、毎年 2月に地域の子供たちを対

象として実施するイベントの「春待ち小町」の

みをイベント企画と運営の目標として履修者

全員で取り組ませ、「社会人基礎力」の 3つの

能力と 12の能力要素を育むこととしてきたが、

2012年度より新たに2つのプロジェクトを設定

し、3つのプロジェクトを「社会人基礎力」の

3つの能力とそれに伴う能力要素に結び付ける

ことにした。学生に選択を促した 3つのプロジ

ェクトは次のとおりである。 

①前に踏み出す力（アクション）を育むこと

を目標とする「セルフ・セレクト・プロジェク

ト」（地域貢献活動参加型サービスラーニング）  

②考え抜く力（シンキング）を育むことを目

標とする「オリジナル・プランニング・プロジ

ェクト」（教員協働型サービスラーニング） 

③チームで働く力（チームワーク）を育むこ

とを目標とする「春待ち小町プロジェクト」（地

域団体協働型サービスラーニング） 

５．おわりに 
「サービスラーニング」とは、1980 年からアメリ

カで始まった教育活動の一つであり、「社会活動を通

して市民性を育む学習」であり、学生がボランティ

ア活動の経験を授業内容に連結させ、学習効果を高

めるとともに、責任ある社会人になるために行うボ

ランティア活動といえる。学生が直接、自分自身で

意味ある経験をし、その経験を教員の指導のもと熟

考し、ふりかえり、分析する学習方法である。ボラ

ンティアは、自発的な活動であり第三者の評価はな

い。しかし、サービスラーニングは、あくまでも教

育活動の一環であり、授業として評価を伴う。この

ように、大学教育としてカリキュラムに位置づけら

れた評価を伴う点で、ボランティアとサービスラー

ニングは異なる。その意味で、その評価基準をどこ

に置くのかが課題となるが、それを経済産業省の『社

会人基礎力』に求めようとする試みである。地域団

体を第三者とした評価のための仕組み作りも進めて

いる。また、このプログラムにおいては、学生が地

域社会の一員として、自分たちに何ができるか、「気

づき」をさせることも必要となる。 
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大学コンソーシアム京都単位互換 e ラーニング 
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あらまし：大学コンソーシアム京都における大学間連携の主要事業として，加盟大学等相互による単位

互換が挙げられる．ここ数年出願者・受講者数は減少しているものの国内最大規模の単位互換制度を維

持している．平成 23 年度からは「e 京都ラーニング」という名称で e ラーニング授業も提供している

が，前身である戦略的大学連携支援事業の取り組みとして導入したシステムが老朽化し，サーバ類の更

新を検討している．これらの経緯と今後の展開等について報告する． 
 

キーワード：e ラーニング，コンソーシアム，大学間連携，単位互換授業 
 
 

1. はじめに 
大学コンソーシアム京都は，1998 年 3 月に文部大

臣（当時）より財団法人（2010 年より公益財団法人

に移行）としての設立認可を受けた．法人格を持つ

大学コンソーシアムとして，全国最大規模の事業を

展開している．現在の事業は，単位互換，生涯学習，

インターンシップ，高大連携・接続，FD，SD，国

際連携，京都学生祭典，京都国際学生映画祭，大学

地域連携・大学都市政策，全国大学コンソーシアム

協議会，勤労学生援助など多岐に渡っている．この

中でも加盟大学相互の単位互換事業は，財団の前身

である「京都・大学センター」設立当初に開始され

た中核事業である．2014 年度単位互換出願者のべ約

5,300 名（2013 年度 約 6,000 名），これとは別に「京

(みやこ)カレッジ」という名称で提供している社会

人向けの生涯学習出願者毎年のべ約 1,000 名以上と

いう規模になっている．また，2011 年度から e ラー

ニング事業が新たに加わり，こちらにも 2014 年度約

800 名（2013 年度 約 1,000 名）の出願者があった． 
この e ラーニング事業は，2008 年度～2010 年度に

文科省 戦略的大学連携支援事業として採択を受け

た，加盟大学のうち 10 大学・短期大学の共同事業で

構築した連携 e ラーニングシステムと制度が基にな

っている．この共同事業では，「e(いー)京都(こと)
ラーニング」という名称のシステムを立ち上げ，2010
年度に遠隔講義による同期型授業と VOD による非

同期型授業を試行提供し，連携校学生に限定した単

位互換による授業提供を開始した．3 年間の文科省

補助事業終了後，構築したシステムおよび授業コン

テンツ等は，大学コンソーシアム京都の単位互換事

業に引き継がれ，受講対象も単位互換制度の包括協

定をしている 51 大学・短期大学全体に拡大した．通

常の単位互換事業に組み入れられて以降の 2011 年

度から引き続き単位互換制度の一環として，e ラー

ニング科目（非同期型 VOD 授業と教室での集合授

業・VOD を組み合わせたブレンディッド型授業）の

提供をおこなっている．科目提供大学数・提供科目

数とも大きな変化はないが，ここ数年単位互換事業

全体の出願・受講者数が減少する中，e ラーニング

が占める割合が相対的に拡大し，その役割が重要に

なってきている．一方，連携事業で導入したサーバ

類が稼働 6 年を経過し老朽化しており，それらの更

新が必要となっている．2016 年度からの運用に向け

て，現在新プラットフォームの構築を計画中である． 
 
2. 現行システムの概要 

e ラーニング事業を提供するシステムは，大きく

分けて 2 つの機能を有する．その一つが，受講登録

システムである．前述した戦略的大学連携支援事業

では，e ラーニング科目の受講登録システムを Web
アプリケーションとして開発し，実装した．2011 年

度からは e ラーニング科目だけではなく，大学コン

ソーシアム京都が提供するすべての単位互換授業の

出願に本システムを利用している．これにより，従

来各大学の教務部門窓口において紙ベースでおこな

っていた出願処理が Web でおこなえる様になり，作

業の省力化と出願に係る事務処理時間を大幅に短縮

することができた． 
もう一つが，実際の e ラーニング授業を提供する学

習システムである．中核となる LMS は moodle，VOD
は Flash ムービーを使用している．当初スマートフ

ォンや携帯端末での活用も視野に入れ，動画コンテ

ンツをダウンロードさせるか，ストリーミングによ

る配信をするかの運用を検討した．ダウンロード方

式を許可するとすれば教材に含まれる著作権の問題

が避けられず，ストリーミングを採用したという経

緯があるが，現在はプログレッシブダウンロード方

式に変更している．利用者からは moodle の画面内に
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ビデオ画面が開き，視聴できるような形式となって

いる．現行システムの全体構成を図 1 に示す．（前述

のとおりストリーミングサーバは現在使用していな

い） 

 

データベースサーバ

Linux PostgreSQL

ファイルサーバ

Linux NFS

ストリーミングサーバ

Linux Red5

運用管理サーバ

Linux KVM

Webサーバ ２台

Linux Apache 

負荷分散装置 ２台

キャンパスプラザ京都基幹ハブ

NAS 3台

ファイアー
ウォール

e京都ラーニング

システム構成図

 
図 1：システム全体構成 

 
3. e ラーニング授業提供状況 
通常の単位互換事業に組み込まれた初年度にあた

る 2011 年度は，非同期型 VOD 授業 13 科目，同期

型遠隔講義授業 1 科目，ブレンディッド型授業（教

室での集合授業と VOD を組み合わせたもの）1 科目

を提供し，それぞれ 447 名，1 名，59 名が受講した．  
 2012 年度は，6 大学・2 短期大学（すべて当初の

連携事業参加校）から，非同期型 VOD 授業 12 科目，

ブレンディッド型授業2科目合計14科目を提供した．

前年度まであった同期型遠隔講義授業の提供はなく

なったが，受講者数はのべ 771 名となった． 
 2013 年度は 6 大学・2 短期大学（連携事業参加校

が 1 校提供を取りやめ，1 校が新規に 2 科目提供）

から，非同期型 VOD 授業 15 科目，ブレンディッド

型授業 2 科目の合計 17 科目を提供した．出願者数は

974 名，受講者数は 905 名と更に増加した． 
2014 年度も同様の大学から，合計 16 科目を提供

し，出願者数は 808 名，受講者数は 749 名と初めて

減少に転じた． 
2015 年度は 4 大学・2 短期大学から，合計 15 科目

（連携事業参加校が 1 校提供を取りやめた）と科目

数も減少，出願者数は 695 名，受講者数は 694 名と

更に減少した． 
  
4. システム更新の検討 
現行の e ラーニングシステムを稼働するサーバ類

は既に導入後 6 年超経過しており，機器類の更新の

必要に迫られている．前述したとおり現行システム

には大きく 2 つの機能がある．その一つである出願

システムは，e ラーニング以外を含む単位互換事業

全体を支えるものとなっている．一方，これらは年

間の授業を通じて常時使用されるものではなく，出

願と履修登録という一時期（極論すると年に一回数

日間だけ）に数千名規模のトランザクションを処理

するためのものと言える．このため，最大必要処理

に備えたサーバ類を自営で「所有」するのでは無く，

必要に応じてリソースを「使用」するという，現在

注目されている「クラウド」という運用形態に適し

たものであり，運用コストを大幅に削減出来ると考

えた．しかし，現行システムをクラウドに移行する

には，ほぼ一からシステムを新規開発する必要があ

り，その開発コストとリスクを考慮し，今回はこの

方式への移行は断念することとした． 
一方，現行システムは各機能（負荷分散を含む）

を別々の物理サーバで稼働させているため，多数の

サーバを抱える結果となっている．このため，全機

器のリプレースには相当のコストが必要となり，こ

の抑制も検討しなければならない．現行システム導

入当初はまだ技術が十分確立されていなかったが，

今は「仮想化」によって一つのサーバに複数機能を

持たせることが一般化している．これにより物理サ

ーバ数を減らすことが出来れば，その購入・保守費

用を削減することが期待できる．集約した物理サー

バがダウンした場合，システム全体が停止するとい

う問題はあるが，現行システムでも冗長化している

Web サーバがダウンした場合以外は同様と考えると，

大きなリスクではないと見なせる．以上を踏まえ全

体的なコスト削減を優先して更新検討を行っている． 
 
5. まとめ 
大学コンソーシアム京都における単位互換制度に，

eラーニングが正式に組み込まれて 4 年が経過した．

e ラーニング科目への出願者数は 2013 年度の 974 名

をピークに減少傾向にあるが，単位互換全出願者に

占める eラーニング科目出願者の比率は 2011年度の

8.4%から 12.9%，16.9%，15.3%と推移している．一

部の加盟大学における履修制度の変更等も影響して

か，単位互換全体の出願者数が 2014 年度の 5,287 名

から 2015 年度は 3,274 名（年度当初の前期出願時点）

と減少している中，e ラーニング科目の比率は 21.2%
と全体の 5 分の 1 超を占めるまでとなり，単位互換

事業におけるその重要性は更に増していると言える．

受講者の期待に応えるサービスを維持することとコ

ストを抑えることが同時に求められていることを意

識しつつ，老朽化したシステムの更新をどうするか，

早急に結論が求められている． 
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あらまし：四国地区の 5国立大学では，四国における e-Knowledgeを基盤とした 5大学間連携による大学
教育を共同実施している．e-Learning形態により同一科目を 5大学で開講していることから履修者数が数
百人規模となる科目が生じるため，履修者数を制限せざるを得ない状況にある．本稿では，科目毎に履修

者数の上限を設定し，選択必修／選択の科目種別や学生の履修希望順位などを考慮するパラメータを取り

入れた履修者抽選システムを提案する． 
キーワード：大学連携 e-Learning，履修者数の上限，混合整数線形計画問題，分枝限定法，抽選システム 

 
 
1. はじめに 
	 大学において，学生は学期の開始前又は開始後に

その学期で開講される授業の履修を申請する．学生

の利益を尊重するならば，選択科目の履修決定権は

学生側にあるべきである．しかしながら，教室の規

模やパーソナルコンピュータ（PC）の台数等の物理
的制約から，科目によっては履修者数の上限が設定

されることがある(1)．一方，対面授業や試験を実施

しない非同期型 e-Learning 科目については，教室規
模や PC 台数の制約がなくなることにより履修者数
は無制限でよいと考えられがちである．しかし，ネ

ットワーク回線の帯域や，映像（e-Learning 教材）
を保存しているストリーミングサーバへの同時アク

セス時の負荷等を考慮すれば(2)，履修者数の制限は

必要となる． 
	 徳島大学，鳴門教育大学，香川大学，愛媛大学，

高知大学では，四国５大学連携による知のプラット

フォーム形成事業の一環として，四国における

e-Knowledge を基盤とした 5 大学間連携による大学
教育を共同実施（以下，知プラ e 事業とよぶ）して
いる(3, 4)．e-Learning形態により同一科目を 5大学で
開講しているため，履修者数が数百人規模となる科

目も生じている．教育の質を担保する観点から，科

目によっては履修者数を制限する必要がある． 
	 知プラ e事業における科目（以下，知プラ e科目
とよぶ）の履修者数を制限する方法として，例えば，

科目毎に履修者数の上限を設定する方法，ある科目

について大学毎に履修者数の上限を設定する方法が

挙げられる．前者の場合は，卒業要件単位に含む科

目の履修者枠を一定数確保するといった大学側の要

望を実現できない可能性がある．他方，後者の設定

は，他大学の履修者枠に余裕がある場合でも履修で

きない学生が生じうるという問題を内包している． 
	 本稿では，このトレードオフをできる限り解消す

るため，科目毎に履修者数の上限を設定する方法を

採用しかつ科目種別や学生の履修希望順位を考慮す

るためのパラメータを取り入れた履修者抽選システ

ムを提案するとともに，その有効性を例証する． 
 
2. 履修者数制限に係る問題 
平成 27年度に開講する知プラ e科目及び履修者数

の制限を表 1に示す．表中の記号 “—” は制限無しを
意味する．この履修者制限設定における問題点を簡

単に説明する． 
 

 
表 1 平成 27年度知プラ e科目と履修者数の上限設定 

科目提供 
大学 科目名 香川大学 徳島大学 

鳴門教育 
大学 愛媛大学 高知大学 合計 

香川大学 
地域コンテンツと知財管理 — — — — — — 

香川を学ぶ — — — — — — 
情報のいろは — — — — — — 

徳島大学 
知の探訪 20 20 20 20 20 100 

モラエスの徳島 30 30 30 30 30 150 
日本におけるドイツ兵捕虜 20 20 20 20 20 100 

高知大学 サイエンスリテラシーの化学 10 10 10 10 — — 
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	 例えば科目「知の探訪」において，各大学から 30
名，20名，10名，5名，15名の計 80名の履修申請
があったと仮定する．このとき，総枠の 100名に対
して 20 名の余裕があるにもかかわらず，30 名の申
請があった大学の学生のうちの 10 名は履修できな
いという状況が発生する．この問題は，大学毎の履

修者数制限をなくし総枠でのみ制限することにより

解決できる．しかし，その科目を選択必修科目とし

て開講している大学の学生を優先したいなどの配慮

ができないという別の問題が浮かび上がる．したが

って，科目毎に履修者数の上限を設定し，かつ諸事

情を考慮できる履修者抽選システムが必須となる． 
 

3. 履修者決定問題の定式化 
科目の集合を 𝑆 = {1, 2,… , 𝐽}, 科目 𝑗 ∈ 𝑆 におけ

る履修者数の上限を 𝑁!  とする．学生数を 𝐼, 学生 
𝑖 ∈ 𝐼 の履修科目数の上限を 𝑏!, 学生 𝑖 の履修申請
科目 𝑗 に対する優先度を 𝑓!"  とする．学生 𝑖 の履
修申請科目 𝑗 に対する当落を 𝑥!" ∈ 1, 0  で表すこ
とにすれば，この問題は 
 

Minimize −𝑓!" ∙ 𝑥!"
!∈!!∈!

Subject  to 𝑥!" ≤ 𝑁!
!∈!

𝑥!" ≤ 𝑏!
!∈!

 

 
のとおり混合整数線形計画問題として定式化できる． 

 
4. 問題設定とシミュレーション結果 
提案システムの有効性を検証するために，次の例

題を考える．A, B, C, D, Eの 5大学にて科目 1，科目
2，科目 3を共同開講している．各科目の履修者数の
上限をそれぞれ 5 名，10 名，5 名とする．なお，A
及び E大学はそれら 3科目のうち 1科目以上の履修
が必要（選択必修科目）として開講し，残りの 3大
学は選択科目として開講しているものと仮定する．

また，学生毎の履修可能科目数を，履修申請科目数

引く 1とした． 
	 いま，10名の学生が表 3に示すとおりに履修申請
した状況を想定する．ここに，科目 1〜3の行の数値
は前述の優先度 𝑓!" であり，選択必修科目となる学
生については，第 1希望を 3, 第 2希望を 2, 第 3希
望を 1 とし，選択科目となる学生は，申請を 1，申
請なしを 0とした． 
	 分枝限定法に基づいたソルバー（MATLAB の
intlinprog 関数(5)）を用いてこの例題を解いた結果を

表 4に示す．科目毎の履修者数及び学生毎の履修可
能科目数の制約を満たし，かつ選択必修科目に関す

る事情や学生の希望順位を配慮した結果が得られて

いることに注目されたい． 
 
5. おわりに 
本稿では，四国における e-Knowledge を基盤とし

た 5大学間連携による大学教育を共同実施における
科目の履修者数制限方法を提案し，その制約に基づ

いた履修者決定（抽選）問題を混合整数線形計画問

題として定式化した．提案した抽選システムは，科

目種別や学生の履修希望順位を考慮できる柔軟なシ

ステムであることを例証した． 
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表 3 問題設定（申請者欄における括弧内の数値は履修者数の上限を表す） 

学生 A大学 B大学 C大学 D大学 E大学 
申請者数 

科目名 Ka1 Ka2 T1 T2 T3 N1 N2 E1 E2 Ko 
科目 1 3 2 1 0 1 1 1 0 0 2 7  (5) 
科目 2 2 1 1 1 1 0 0 0 0 1 6 (10) 
科目 3 1 3 1 1 1 0 1 1 1 3 9  (5) 

履修科目数上限 2 2 2 1 2 1 1 1 1 2  
 

表 4 抽選結果（○は当選を，空白は落選もしくは申請なしを表す） 
学生 A大学 B大学 C大学 D大学 E大学 

履修者数 
科目名 Ka1 Ka2 T1 T2 T3 N E1 E2 E3 Ko 

科目 1 ○ ○   ○ ○ ○    5 
科目 2 ○  ○ ○ ○     ○ 5 
科目 3  ○ ○     ○ ○ ○ 5 
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あらまし：本稿では，看護師対象のフィジカルアセスメント教育の e ラーニング教材について，2013 年

度の質問紙調査の結果を分析した．新人よりも中堅が教材によく取り組み，役立ち感やスキル向上の実感

を得ていることが示唆された． 

キーワード：eラーニング, 看護教育, 質問紙調査 

 

 

1. はじめに 
筆者らは，2012年度から看護師を対象としたフィ

ジカルアセスメント教育の eラーニングコンテンツ

の開発と教育実践に取り組んでいる(1)．これまでに

LMS（Moodle）を利用して開発した主要コンテンツ

は，初級・中級・上級の 3段階に分かれた小テスト

型の事例教材と，基礎知識を確認する小テスト型入

門教材である．また，2012年度は新人看護師のみを

対象としていたが，2013年度からは新人以外への提

供も進めている． 

本研究では，2013年度の質問紙調査結果をもとに，

教材の利用回数と有用性（役に立つと実感している

か，スキル向上を実感しているか）について，回答

者の実務経験年数の違いにおける差を分析した． 

 

2. 調査方法 
2013年度の eラーニングコース受講者（227名）

を対象とし，職場へ質問紙を送付する形で質問紙調

査（匿名回答）を実施した．実施期間は 2014 年 4

月 30日～2014年 5月 31日である．調査にあたって，

対象者が所属する組織の倫理委員会の許諾を得た． 

 

3. 結果 
回答紙の返却数は 203 名で，研究利用未承諾者 5

名を除くと有効回答数は 198名となった．以降では，

看護師経験年数 1年未満を「新人」，1年以上 2年未

満を「2年目」，2年以上を「中堅」と分類した． 

3.1 各教材の学習回数 
各教材の学習回数について，「全く取り組んでいな

い（1点）」「1回取り組んだ（2点）」「2～4回取り組

んだ（3 点）」「5 回以上取り組んだ（4 点）」として

「新人」「2 年目」「中堅」の平均値を算出し，分散

分析（3 群間 1 要因）を行ったところ，すべての教

材で群間に有意差がみられた．多重比較検定（Tukey

の HSD法）の結果，入門・初級・中級に関しては，

2 年目は新人より多く取り組み，全教材で中堅は新

人より多く取り組んだことが示唆された（表 1）． 

3.2 有用性に関する回答 

3.2.1 教材別の役立ち感 
教材別の役立ち感に関する 8つの設問（4件法；4

がとても役立った）の平均について，3 群の差を分

散分析で比較した．有意差があった 3つの設問の多

重比較検定の結果を表 2に示す． 

「自己学習教材（入門編）の穴埋め問題や多肢選

択問題等は，基礎知識の復習に役立ちましたか？」

という設問において，多重比較検定の結果，中堅は

新人と 2年目より役に立ったと考えていた． 

また，「自己学習教材（上級編）の事例（ペーパー

ペイシェント）には書いていない，アセスメントに

必要な情報項目を挙げる問題は，学習に役立ちまし

たか？」という設問と，「自己学習教材（上級編）の

アセスメントを記述する問題は，学習に役立ちまし

たか？」という設問において，中堅は 2年目より役

に立ったと捉えていることが示唆された． 

 

3.2.2 スキル向上の実感 
「e ラーニング教材の利用によって，フィジカル

アセスメントのスキルが向上したと思いますか？」

（5 件法；5 が非常に向上）の設問で，新人は平均

3.67（N=46, SD=0.75），2 年目は平均 3.34（N=50, 

SD=0.75），中堅は平均 3.80（N=92, SD=0.68）であっ

た．多重比較検定の結果，2年目より中堅が 5％水準

で有意に高かった． 

また，その回答の理由を自由記述で問うと，「非常

に向上したと思う」「向上したと思う」の理由におい

て，群間で違いが見られた． 

新人（16名分）は，役に立った理由として「事例

を通して実際の現場でも利用できることがあると考

えられ，多方面からアセスメントできる力がつくと

思うため．」のように実践に役立ちそうな事例に触れ
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たことでスキルアップを実感したというコメントが

多い（4件）．次いで，くり返し問題に取りくめるこ

と（3件），情報を読み取る着眼点（2件），基礎知識

の獲得（2 件）によって，スキルが向上したと捉え

ていた． 

2年目（19名分）では，「着眼点がわかるようにな

り事象からおこっていることを予測できるようにな

ったから．」といった，事例からアセスメントの際に

注意すべき視点を学んだというコメントが多かった

（8 件）．加えて，「どこに注目しなきゃいけないの

か，また，どこが抜けやすいのか知ることができる

ため．実践の中でも注意できるため．」といった，現

場応用を示唆するコメントも 4件あった． 

中堅（43名分）は事前学習を踏まえて対面研修に

参加したことがスキルアップにつながったというコ

メントが最も多かった（10 件）．次いで，新人や 2

年目と同様に，事例がスキルアップにつながったと

いうコメントが多かった（9件）．また，2年目と同

様に着眼点を得られたというコメントも多く（7件），

「実際の看護において，患者さんと観察する力が研

修前に比べて，ついたと思う為．」など，現場への応

用を示唆するコメントもあった（3件）． 

新人，2年目にない中堅のコメントとしては，「部

署で当たらない事例などを検討できるから」などで

（3件），普段の現場とは異なる事例に触れたことで

さらにスキルが向上したと実感している様子が伺え

た．また，「”フィジカルアセスメント”というだけ

で苦手意識がでるが，入門編→初級編と段階をえて

学習することで，導いてもらいながら学習すること

ができた．」など，段階的な支援が有効だったという

コメントも 3件あった． 

 

4. 考察 
学習回数の結果から，新人よりも 2年目および中

堅が eラーニング教材によく取り組んでいることが

示唆された．本教材は事例中心のため，経験者ほど

実務と照らしながら取り組むのではないか．ただし，

学習回数が多いからといって，成績がよいとは限ら

ない．今後，LMSのログから受講回数と成績との関

係を調査したい． 

また，役立ち感の結果から，入門教材については，

新人より，中堅が役に立つと考えていた．中堅の自

由記述から，フィジカルアセスメントにあまり関わ

らない部署で長く働いていたり，育児休業などで一

時的に現場を離れていたりするため，中堅でも基礎

知識から学び直したいという要望があるのではない

か．また，上級教材について 2年目よりは中堅が役

立つと考えていることが分かった．新人や 2年目は

上級教材の難易度が高いと捉えているのではないか． 

さらに，スキル向上の実感の結果から，中堅は 2

年目よりも eラーニング教材で学ぶことでスキル向

上を実感していることが示唆された．自由記述から，

どの群でも事例教材がスキル向上に寄与しているこ

とが示唆されたため，今後も事例教材の拡充が必要

であろう．加えて，自由記述から経験年数が上がる

につれ，教材での学びを実務に応用していることが

示唆された．今後，追跡調査などでスキルの転移に

ついて明らかにしたい． 

 

5. おわりに 
本稿では，看護師対象のフィジカルアセスメント

教育の eラーニング教材について，2013年度の質問

紙調査の結果を分析した．新人や 2年目より，中堅

が教材によく取り組み，役立ち感やスキル向上の実

感を得ていることが示唆された．今後，LMSのログ

に基づく成績の分析や，更なるインタビューやアン

ケート調査でスキルの転移について探りたい． 

 

参考文献 
(1) 高橋暁子, 吉里孝子, 本尚美, 鈴木克明:”新人看護師

対象フィジカルアセスメント研修における多段階オ

ンライン練習問題の開発と実践”, 教育システム情報

学会誌, Vol.32, No.2, pp.186-191 (2015) 

表 1 経験年数別の各教材の学習回数 

  
入門 

 
 初級   中級   上級  

 N 平均(SD)  N 平均(SD)  N 平均(SD)  N 平均(SD)  

新人 50 2.30(0.83) 
 

49 1.98 (0.77)  46 1.59 (0.65)  45 1.40 (0.61)  

2年目 53 2.72(0.63) 
 

53 2.57 (0.60)  53 2.29 (0.68)  53 1.70 (0.79)  

中堅 89 2.66(0.72) 
 

90 2.52 (0.70)  92 2.29 (0.67)  92 1.79 (0.81)  

（*p<.05） 

 

表 2経験年数別の各教材の役立ち感 

 
入門 上級（情報項目を挙げる問題） 上級（アセスメント問題） 

 N 平均(SD)  N 平均(SD)  N 平均(SD)  

新人 38 2.95(0.32)  15 3.00(0.00)  15 3.00(0.00)  

2年目 49 2.98(0.59)  28 2.86(0.58)  28 2.79(0.62)  

中堅 86 3.20(0.52)  53 3.15(0.41)  53 3.13(0.48)  

（*p<.05） 
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視覚障害学生のための e ラーニングシステムの試作 

Prototype of e-Learning System for Visually Impaired Students 

村上 佳久 
Yoshihisa MURAKAMI 

筑波技術大学 障害者高等教育研究支援センター 
Tsukuba University of Technology 
Email: pata_2000@yahoo.co.jp 

あらまし：本研究は，視覚障害学生を対象とした eラーニングシステム構築である．全く見えない全盲や

やや視力の有る弱視を対象とし，視覚障害に対応した補償を行い教育に寄与するため eラーニングシステ

ムのシステム上の検討を重ね，試作を行った． 

キーワード：eラーニング，視覚障害，Microsoft Powerpoint 

1. はじめに
近年，e ラーニングシステムが多くの学校現場で

利用されるようになってきた特に小・中・高等学校

などでも反転学習や予習・復習などに多く活用され

てきている．さらに，塾や教育産業などでもタブレ

ットや携帯端末を利用して，手軽に利用できる e ラ

ーニングシステムが展開されている． 

一方，視覚障害を有する学生の場合はどうであろ

うか．全盲や強度弱視など画面を見ることが困難な

場合もあり，また，軽度弱視でも文字を拡大しない

と学習できない場合もある．一般的な e ラーニング

システムでは，様々な視覚障害を有する学生に対応

できないのが現状である． 

また，視覚障害故に学習進行度が一様ではないた

め，個々の視覚障害と理解度に応じたインタラクテ

ィブな教育手法が必要であり，一般の授業の一斉授

業を補うものとして必要不可欠な教育システムにな

うべく様々な研究が進められている． 

そこで本研究では，様々な視覚障害に対応した視

覚障害者向けの e ラーニングシステムについて，技

術的な問題を検証し，学生個々の様々な視覚障害に

ついて障害補償を行いながら，個々の学習理解度に

合わせたシステムの開発を目指して試作を行ったの

で，報告する． 

2. 視覚障害者の e ラーニング
視覚障害者が利用する e ラーニングシステムとは

どのようなものであろうか．このことを検討する前

に，視覚障害者について改めて，学習メディアや学

習環境を再検討する． 

2.1 視覚障害者の分類 

1) 全盲（全く目が見えない）

2) 準盲（目の前で手の動きがわかる）

3) 強度弱視（機器等で，非常に拡大すれば見える） 

4) 中度弱視（大きな文字で表示拡大すれば見える） 

5) 軽度弱視（ルーペなどで拡大すれば見える）

のように，視力別に分けられる． 

2.2 視覚障害者が利用する文字 
1) 点字

2) 普通文字

3) 拡大文字

4) 音声

の利用する文字に合わせて 4 種類に大別される． 

視覚障害者の分類と利用する文字は必ずしも一致

することはない．なぜなら，点字の読めない全盲も

いるからで，そのような場合には音声だけを利用す

る．したがって，共通して利用できるメディアは，

音声情報だけである． 

2.3 図などの二次元情報 
1) 全盲や準盲の場合，触って理解する図（触図）

を利用する必要がある．この触図は発泡インクなど

を利用して，加熱すると発泡し文字や図形が浮き上

がり，その凹凸を利用して二次元情報を理解するも

のである．したがって，画面情報以外に別途触図資

料が必要となる． 

2) 強度弱視の場合は，非常に大きな拡大した二次

元情報が必要なため，図の理解に非常に時間がかか

る．晴眼者なら一読で理解するものを，上部から下

部にかけて少しずつ左右にスライドさせながら二次

元情報を理解する必要があるためである． 

3) 中度弱視の場合は，ある程度の大きさまで拡大

する必要があるため，二次元情報の理解にはそれな

りの時間がかかる．軽度弱視の場合は比較的短時間

に二次元情報を理解することが可能である． 

2.4 動画の対応 

軽度弱視や中度弱視しか利用できないため，e ラ

ーニングとして画面上に表示する場合は注意が必要

となる．ただし，動画と同時に音の情報があれば，

全盲などの動画が視聴できない場合でも対応は可能

である． 

2.5 学習理解度と反復 

視覚障害ゆえに学習資料提示に困難を伴うため，
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学習者個々の学習理解度が大きく異なることが一般

的である．そこで，反復学習が必要不可欠であり，

到達度を見極めながら，学習理解度の設定を行う必

要がある．したがって，何回も同じ場面を見て学習

するための機能が不可欠であり，章・項・節ごとに

前に戻る操作が必要である． 

 

以上のように，視覚障害学生が e ラーニング利用

時の問題点について整理したが，一般的なシステム

では対応できないことが示唆されるため，次章で実

際の利用方法について検証する． 

 

3. e ラーニングの試作 
一般的な e ラーニングシステムでは，講師の映像

が画面の端に表示されるのが一般的であるが，視覚

障害者向けでは，不要であると思われる．そのため，

画面一杯に文字情報などを表示する．その場合に文

字大きさにも留意が必要である． 

3.1 パワーポイントベースの試作 
はじめに，パワーポイントをベースとして e ラー

ニングを構築した． 

 
図１ 試作した eラーニング 

 

図１は，パワーポイントベースの e ラーニングの

画面の１コマである．視覚障害者の利用を考慮し，

次のような対応を行っている． 

① １行毎のアニメーション表示 

見出し項目は，アニメーションにより１行毎に表

示させた．この重要項目は合成音声での読み上げが

可能とした．また，場合によっては，点字ディスプ

レイへの出力も可能とした． 

② 見出し項目の説明 

見出し項目の細かな説明は，ナレーションを利用

した．ナレーションはノートの項目を合成音声で音

声化して出力した． 

③ 画像への対応 

見出しの説明と共に，画像をリンクさせ，リンク

を選択すると表示する様にした．リンクを選択しな

い場合は，次の項目へ移動する．このため，全盲な

どの画像が見えない学生に対しても対応できると思

われる． 

④ 映像への対応 

映像の場合は，全盲が見えなくとも映像について

の何らかの説明があれば理解可能である．テレビの

副音声の機能の様に，映像には出来るだけ説明を入

れることにより，全盲への対応がある程度可能なる

と思われる． 

⑤ スライドショー 

スライドショー機能によって，アニメーションが

進行し，学習が進む様に構成した．このスライドシ

ョーにも前進だけでなく後退できる機能も考慮した．

すなわち，視覚障害者の場合，再度の確認が重要で

あるため，同じ場所で繰り返し再生を行ったり，後

戻りすることは重要な問題である． 

以上の様にパワーポイントベースである程度まで，

対応が可能となった． 

3.2 HTML5 ベース 
パワーポイントベースで作製した e ラーニングを

HTML5 ベースに変換して，タブレットなどで検証

を試みた．iPad などの Tablet や Android などの携帯

電話で検証を行った．視覚障害学生の多くが，パワ

ーポイントベース以上の評価を与えなかった．問題

点として，変換された HTML5 ベースでは，後ろの

スライドに戻ったりする後退機能がないことが指摘

された．視覚障害者の場合，文章説明の理解に何回

も繰り返し読む必要があるため，この機能は必須で

ある．HTML5 ベースの場合には後退する機能を別

途も受ける必要があるため今後の課題である． 

 

 

4. 今後の課題 
e ラーニングを利用する際には，使用者のプラッ

トフォームを問わないことが宣伝文句の一つであっ

たが視覚障害者の利用の場合は，e ラーニングを利

用する環境や機器などのプラットフォームも重要と

なる．iPad や Android などの Tablet や携帯電話など

の機器では，視覚障害学生の一部しか利用できない．

学生の評価が最も高かったのは，Windows 版のキー

ボード付き Tablet で，大きさは 10インチ以上であっ

た．これ以外にはノートパソコンの評価が高かった．

このことは，表示画面や音声での補助や点字での補

助を考慮すると当然なのかもしれない． 

パワーポイントベースでは，演習問題などの取り

組みに対しての情報を収集できないと言った技術的

問題もあり，演習問題画面と講義画面を別の形式で

対応せざるを得ない状況となる． 

今後は，このような技術的な問題を解決し，視覚

障害者のための e ラーニングシステム構築を目指し

たいと考える． 
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語彙の極性分析を利用した自由回答からの重要項目の抽出と特徴分析

Extraction of Important Items and Feature Analysis using Semantic 
Orientations of Vocabulary from Free Answer 
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あらまし：大学における講義の学生からの評価として，アンケートを実施されることがほとんどである．

アンケートのうち自由回答方式での分析を，単語のポジティブ・ネガティブの極性評価と統計処理技術を

利用することによって，学生が重要視している項目抽出や講義毎の特徴分析を行う．

キーワード：極性評価，自由記述解析，アンケート分析，講義評価 

1. はじめに
現在，大学おいてFD活動が義務付けられており，

授業改善の一環として学生アンケートが実施されて

いる．アンケートの方法は多様で，記名式無記名式，

項目選択式，自由記述式など，それらを組み合わせ

たものが実施されている．アンケート分析自体は，

さまざまの方法が行われており，自由記述を解析し

た事例も行われている(1,2)． 
本研究では，岡山理科大学総合情報学部情報科学

科で実施された中間アンケートの自由回答の記述を

対象として，その分析を単語のポジティブ・ネガテ

ィブの極性評価(3)と統計処理技術の主成分分析やデ

ンドログラムよるクラスタリングから学生が重要視

している項目抽出や教員ごとの特徴分析をについて

述べる．

2. アンケートデータ
岡山理科大学総合情報学部情報科学科の 2014 年

度春学期(4月～9月)の中間段階(15回中 8回目の時

期)に講義アンケートで実施された自由回答項目を

利用した．調査した教員は 16 人中 15 人，講義の科

目数は，40 科目，アンケート回答数は 1642 個であ

る． 

3. 自由回答欄の解析手法
自由回答欄の解析手法として，①自由回答欄の記

述(以下,コメント)のポジティブ・ネガティブを人手

で評価しそれぞれを分離してから解析する場合と評

価しないでまとめて解析する場合，②各単語に極性

を付した場合と付さない場合に分けて解析を行って

いる．自由回答欄の解析の流れを，以下に示す． 

(1)コメントを形態素(4)に分解し,人手によるコメン

ト評価をポジティブ・ネガティブに分類している場 

図 1 係り受けネットワーク(コメント評価無) 

合は，ポジティブとネガティブに分けて単語集合を

作る．語彙の極性値を利用して解析する場合は，コ

メントごとに単語の極性値の平均を求め，正であれ

ば，コメントをポジティブ,負であればコメントをネ

ガティブとして分類し，またそれぞれの単語集合を

作る．コメントを評価しない場合は,1つの単語集合

を作る． 

(2)頻度の多い 6単語を単語集合から取り出し，その

単語に係る単語を節とし，節間を辺でつなぎ，係り

受けネットワークを作成する．コメントを評価しな

い場合の係り受けネットワークの例を図 1に示す． 

(3)係り受けネットワークから出現回数の多い単語

と係られている数が多い単語をアンケートの特徴語

として取り出す． 

(4)特徴語が，教員ごとの自由回答に含まれているか

の主成分分析を行う．教員の主成分は，各教員の特

徴語の出現率から求める． 

(5)特徴語の主成分と教員の主成分の散布図を重ね

て比較する．散布図は，特徴語と教員の主成分間の

因子得点の組を座標とした散布図を作成している．

散布図の黒色の数字は各教員に固有番号を付したも

ので，赤色の矢印は特徴語の各主成分による因子負

荷量を座標に置き換えベクトルとして表現したもの 
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図 2 単語と教員の主成分分析 

 

表 1 評価方法ごとの特徴語 
コメント評価無 コメント評価有 極性評価 

易い，早い，多い，

難しい，良い，に

くい，ほしい，で

きる，わかる，教

える，見る，使う，

分かる，少し，プ

リント，演習，解

説，講義，授業，

説明，板書，復習，

理解，話，問題，

課題，黒板，資料，

字，声，先生，内

容，時間 

易い(P)，できる(P)，
教える(P)，見る(P)，
使う(P)，分かる(P)，
プリント (P)，演習

(P)，授業(P)，説明(P)，
復習(P)，理解(P)，話

(P)，問題(P)，課題(P)，
資料(P)，内容(P)，に

くい(N)，ほしい(N)，
分かる(N)，少し(N)，
授業(N)，説明(N) 

授業，プリント，

演習，問題，課題，

理解，資料，板書，

教え，声，講義，

良い，解説，黒板，

復習，先生，字 

 
である．ベクトルの長さは因子負荷量の大きい特徴

語，数字(教員固有番号)と特徴語の位置関係は教員

が反応している特徴語を図ることができる．図 2 は，

コメントデータを第 1 主成分と第 2 主成分の分析例

である．  
(6)コメント全体で出現回数が 35 以上の単語を全教

員の特徴語として抽出する．また，各教員のコメン

トから出現回数が 5 以上かつその単語が教員全体で

出現回数 1 であれば教員の特徴語として抽出する． 
 

4. 調査結果 
単語と教員の主成分分析(図 2)から，2 番の教員は

「演習」，8 番の教員は「声」，15 番の教員は「話」

に関して特に評価を受けており，学生は授業方法に

関して「演習」，教員に関して「声」と「話」に関し

て重要視していると考えられる． 
また，コメント評価の有無，極性評価による抽出

される特徴語を，コメント全体と教員ごとに分けて

表 1 と表 2 に示す．予めコメント評価した場合とそ

うでない場合では教員とその評価に関して結果に大

きな差は見られなかった．また，教員ごとの特徴と

して「モニター」「発表」といった授業方法に関する

評価がされていることから各教員には授業における

工夫が求められている．語彙の極性値を利用し，極

性値が 0 以上の場合をポジティブ単語と評価した際

「楽しい」「明るい」といった授業の印象に関する単

語が多く得られたが，全極性値の平均を基準とした 

表 2 教員ごとの特徴語 

教員 特徴語 
コメント評価無 コメント評価有 極性評価 

1 質問 質問(P), 難しい(N) 難しい，質問 
2 確認 確認(P) 確認 

3 

せる，少ない，欲

しい，きちんと，

よく，解答，生徒，

答え 

きちんと (P)，少ない

(N)，欲しい(N)，教え

る(N)，よく(N)，演習

(N)，理解(N)，答え(N) 

欲しい，きち

んと，生徒 

4 づらい，進む，自

慢，宿題 

良い(N)，づらい(N)，
自慢(N)，宿題(N)，ス

クリーン(N)，先生(N) 
自慢，宿題 

5 解く，モニター 多い(P)，解く(P)，モニ

ター(P) 
解く， 
モニター 

6 つく，言う，話す，

発表，社会，力 
つく(P)，社会(P)，力

(P)，1(P)，話す(N) 
発表，社会，

力 
7 (なし) (なし) (なし) 
8 何 何(N) (なし) 

9 について，デザイ

ン 
について(P)，デザイン
(P) デザイン 

10 
詳しい，プロジェ

クター，最後，図，

とき 

詳しい(P)，見る(P)，ス

クリーン(P)，スライド

(P)，プロジェクター

(P)，最後(P)，図(P)，
資料(N)，時(N) 

スライド，最

後，図 

11 とくに，一つ 良い(P)，一つ(P) (なし) 

12 大きい，追加，練

習 
大きい(P)，追加(P)，練

習(P)，解説(N)，課題(N) 
教える，追

加，練習 

13 

小さい，すぎる，

もう少し，ゆっく

り，教え，進行，

配付，学生，文字，

丁寧 

ゆっくり(P)，配付(P)，
先生(P)，丁寧(P)，小さ

い(N)，すぎる(N)，も

う少し(N)，スピード

(N)，黒板(N) 

早い，ゆっく

り，進行，配

付，学生，教

え，文字，丁

寧，所 
14 楽しい，おしえる 楽しい(P)，おしえる(P) 楽しい 

15 面白い，聞ける，

教科書 
面白い(P)，聞ける(P) 

面白い，テス

ト，教科書 
*(なし)は特徴的な語が抽出されなかったことを表し，P,N はポジ

ティブ評価受けたコメントから抽出した単語を表す． 
 
場合「方程式」「実習」といった授業内容に関する単

語がポジティブ単語として抽出された． 
 

5. 今後の課題 
単語の極性評価では，コメント全体にネガティブ

な単語が多いため，コメント中の単語の極性値の平

均では評価は難しい．今後は，構文情報などを利用

してより精度の高い極性評価を行う必要がある．ま

た，ポジティブ・ネガティブは立場によって評価が

相違するため，それらについて解析が必要である． 
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あらまし：講義中に行う簡単な記述式の演習（記述式小テスト）において，講師を支援する手法を検討す

る．本稿では特に，学生が計算機システムを利用し小テストに解答する場合を対象として，解答の入力過

程から講師の助けとなる情報を抽出することをめざす．学生が解答を入力する際，スムーズに解答を入力

できない理由は，理解が不十分な場合と，タイピング技術の不足による場合が考えられる．実際の解答を

分析することで，一定時間以上入力が停滞した場合は，タイピング技術の不足では引き起こされていない

ことを確認した．これを利用することで，入力停滞後の解答の変化から，学生の理解が不十分な点を検出

できるであろう． 

キーワード：教育支援システム，小テスト，入力過程 

 

 

1. はじめに 
講義において，学生の理解を深めるためには，講

師が一方的に講義内容を教授するのみでなく，学生

の理解状況を把握し状況に応じて適切な授業改善を

行うと良い．そのために講師は，しばしば小テスト

を用いる．ここで小テストとは，授業中に学生の理

解状況を把握するために行う簡単な演習を意味する．

この場合，講師は小テストの解答から学生の理解状

況を把握し授業改善を行う．効果的に学生の理解を

改善するためには，速やかに授業改善を行うことが

必要である．しかし，これは多人数講義では困難で

ある． 

本稿では，記述式の小テストをつうじて，学生の

理解状況（特に理解が不十分な箇所）を検出する方

法について検討する．記述式の小テストを対象にす

るのは，学生が解答を自身の言葉で記述するため，

解答に学生の理解状況がより詳細に含まれると考え

たためである． 

 

2. 記述式の小テストによる理解状況の把握 
小テストにより学生の理解状況を把握するために

講師は，実施中に机間巡視したり，回収した解答を

読んだりする．しかし，これらは学生数が増えると

困難になる．これを解決するために，計算機システ

ムにより，解答の分析を支援するさまざまな試みが

なされてきたが，本稿でめざしている小テストの支

援には向かない．例えば S-P 表(1)は，多数行ったテ

ストにおける各学生の正答状況から，問題がある問

や学生を抽出できる．しかし，ある程度以上の問が

必要であり，単発で実施する小テストの分析には向

かない．また，自動採点の試みも多数なされている

が，解答形式が穴埋め・選択式などに限られる．

JESS(2)のようにレポートを採点する方法もあるが，

学生の解答を点数で判断するだけでは，どのような

誤り・つまずきをしているのかが分からない．我々

の研究グループでも，学生の解答を講師に見やすく

提示するシステムを構築してきた(3,4)が，講師の負担

を十分に減らせていない． 

本稿では，講師が机間巡視の際に学生の解答だけ

でなく振る舞いも観察していることに着目する．講

師が観察している学生の振る舞いは多岐にわたるが，

本稿では，解答の作成状況に着目する．特に，計算

機システムを用いて小テストを実施している場合を

想定し，解答の入力状況に着目する． 

 

3. 解答の入力状況と学習者の状況の関係 
実際の小テストにおける解答の入力過程を収集し

た結果を分析し，解答の入力状況と学習者の関係に

ついて検討する． 

3.1 分析対象とした解答の入力過程 
分析は，実際に行われた小テストにおける解答の

入力過程を対象に行った．対象としたのは，次の 2

問分である．学生は，各自の端末を用いキーボード

から解答を入力し，サーバに提出する．サーバは，

解答の提出の有無にかかわらず，一定時間間隔で解

答を収集した． 

問 1: 機械語について説明せよ．なお解答には

「直接実行」，「二進数」，「命令」を使用すること． 

この問は，理系の大学 1 年生が受講する計算機基

礎に関連した講義で行われたものであり，講義で

説明した「機械語」の理解状況を確認するために

行った．また解答数は 79 件，解答の平均文字数

は 78.0 文字であった． 
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問 2: 120cmの棒を 20本，工場 Aおよび Bに注文

した．納品されたもののサイズは以下のとおり

（略）であった．工場 A，B のどちらと契約すべ

きか説明しなさい． 

この問は，理系の大学 2 年生が受講するデータマ

イニングに関連した講義で行われたものであり，

各種統計処理を教える前に，統計的なものの考え

がどれくらいできるのかを確認するために行っ

た．また解答数は 48 件，解答の平均文字数は 85.9

文字であった． 

3.2 大まかな傾向 
学生が解答を入力する過程を，解答の文字数の時

間変化に着目し分類したところ，大きく次の 3 パタ

ーンを得た．第 1 は文字数が増加し続ける場合，第

2 は文字数が単調増加する場合（増加しない区間も

含む），第 3 は文字数が増減する場合である． 

本稿では，第 1 の場合は学習者に何も問題が無く，

第 2，第 3 の場合には学習者が何かしらの問題を抱

えていると考えた．解答に際して，学習者が抱える

問題と，それにより引き起こされる行動には，以下

の 3 種が考えられる． 

(1) 理解が不十分なことがあり，それに関する記

述にとまどっている． 

(2) 問に対する考えが十分にまとまっておらず，

それをどう表現するのか考えている． 

(3) タイピング技術が低く，入力が進まない． 

本稿では，(1)，(2)をまとめて，理解が不十分な状態

に学生があると考え，これを(3)と区別して検出でき

ないかと考える． 

そこで，タイピングの技術が低い場合は頻繁に解

答を更新すると考え，ある一定時間以上停滞が続い

た時点に着目することで，(1)，(2)の場合と(3)の場合

を区別できるのではないか． 

3.3 解答入力が停滞した時点の解答 
本節では解答の入力が停滞した時の解答を分析し，

停滞の原因について検討する．前節で述べたように，

一定時間以上の停滞は，学生のタイピング技術に起

因しないと考え，入力が 15 秒以上停滞した時の解答

を分析する．ここで，問 1 では計 256 回，問 2 では

計 105 回，入力が 15 秒以上停滞していた． 

理解が不十分な場合，解答の区切りの良いところ

（文節・単語の区切れ目）で入力が停滞するだろう．

タイピング技術が不足している場合，解答の区切り

の良いところに限らず入力は停滞するだろう．そこ

で，停滞したすべての時点の解答が，入力途中の単

語（形態素）を含むかどうかを調査した．入力途中

の単語を含んでいなければ，解答の区切りのよいと

ころでのみ入力が停滞したといえる．表 1 に調査結

果を示す．問 1 の 2 回を除いて，すべて解答の区切

りの良いところで入力が停滞している．表 2 に問 1

において特に停滞時間が長かった 3 例における停滞

時の解答を示す．停滞時間が 120 秒のものは文が完

成しており，残りの 2 例も区切りの良いところで入 

 

表 1 入力停滞時の解答の分析結果 

  入力途中の単語を 

含む 含まない 

問 1 2 254 

問 2 0 105 

 

表 2 長時間停滞時の解答の例（問 1） 

停滞時間 

[秒] 
解答 

130 
機械語は、CPUの命令により直接実
行 

125 機械語は,コンピュータが  

120 

機械語は,CPUが直接実行可能な最も
低級なプログラミング言語であり,
人間が使用する場合は二進数や十六
進数が用いられる。 

 

力が停滞している． 

表 1 における例外の 2 例は，いずれも 20~25 秒程

度入力が停滞していた． 1 つは，停滞後に漢字変換

と追記を行っていた．もう 1 つは，「~，に」で停滞

しており，停滞後に「~，に」を「~，二進数で」と

変更後再び停滞していた．これらに関してはタイピ

ング技術によるものとも考えられるが，ほとんどの

場合は，学生の理解が不十分なことによるものとい

える． 

 

4. さいごに 
我々は，多人数講義において，記述式小テストを

実施する講師を支援するシステム構築をめざしてい

る．その一環として，学生のふるまい，特に解答の

入力状況から，学生の理解が不十分なことに関する

記述を検出することを試みている．本稿では，実際

の解答の入力過程を分析し，解答が一定時間以上停

滞した箇所は，タイピングスキルによるものではな

いことを確認した．今後は，停滞した後の解答の変

化を分析することで，学生の理解が不十分な点を検

出する手法について検討して行く． 
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あらまし：首都圏の大学生を対象にウェブ経由で調査を行い、ソーシャルネットワーキングサイト（SNS)
の利用について尋ねた。具体的には、SNS の利用状況、SNS を利用する動機などについてアンケート形

式で尋ねた。さらに、最近発生している SNS への不適切な投稿への考え方をテーマに小論文を書くよう

求めた。これらのテキストデータについてテキストマイニングで計量的に分析してその内容を検討した。 
キーワード：ソーシャルネットワーキングサイト，情報倫理，初年次教育，テキストマイニング

1. はじめに
知り合いや友人との交流を目的としたインターネ

ットのサービスであるソーシャルネットワーキング

サービス（SNS）の利用者が増加している。平成 26
年版の「情報通信白書」によると、10 代や 20 代と

いった若年層では、ソーシャルメディアの平均利用

時間が他の年代より高いことが示されている（1）。 
SNS のサービスや機能は常に進歩しており、それ

とともに様々な問題も発生している。たとえば、一

般に公開すべきでないような不適切な内容を SNS
に投稿したりするなどの問題である（2）。 
多くの大学では、新入生向けガイダンスや大学内

の情報関係施設のサイトを通して、SNS の利用に関

する注意喚起を促している。しかし、依然として SNS
の利用に関する問題は発生し続けている。単なる注

意喚起をするだけでは、学生に SNS の適切な使用を

促すことは難しいのが現状である。そのため、大学

の情報倫理教育においても、現状に則した情報モラ

ルを身につけさせる教育実践を行う必要がある。

大学では、初年次教育の段階から情報倫理教育を

積極的に取り入れ始めている。具体的な内容として

は、著作権法や個人情報保護法、インターネットセ

キュリティなどの知識の伝達や一般的な事例の紹介

が多い。そのため、学生自身の身近な問題として捉

えにくい可能性がある。よって、情報の利用や発信

に必要な判断力の習得も難しいのではないだろうか。 

2. 研究の目的
本研究では、情報リテラシーを身に付けることを

ねらいとした 1 年生必修科目の受講生を対象に、大

学生の SNS の利用状況、SNS の利用についての考え

方について調査を行った。また、受講生への課題と

して SNS に関わるテーマで小論文を書くよう求め

た。具体的に、以下の２点を研究目的とする。

１．大学初年次の学生における SNS の利用状況の

現状、SNS の利用についての考え方を検討する。 
２．SNS に関わるテーマの小論文から、SNS の利

用における問題について学生がどのように考えてい

るのかを検討する。

3. 方法
研究協力者は、首都圏の大学に通う 1,2 年生 217

名であった。情報リテラシーの獲得をねらいとする

1 年生必修科目の授業時間中に調査を実施した。 
調査は、大学に導入されている LMS（Learning 

Management System）のアンケート機能を利用して実

施した。主な質問項目は、出身地、利用しているイ

ンターネットのサービスなどの他、自由記述として

「LINE でやりとりをする理由」「SNS を利用してい

る理由」「画像や情報の投稿が不適切だと分かってい

たのになぜ発信したと思うか」等に回答を求めた。

次に、調査協力者に小論文を書くように求めた。

小論文のテーマは、SNS の不適切な利用についてで

あった。具体的な問題文は次の通りだった。「インタ

ーネットのソーシャルネットワークサイト（SNS）
にバイト先や店内での悪ふざけをしている様子を写

した写真を投稿して問題になるケースが相次いだ。

悪ふざけをすること自体も問題だが，その様子を写

した写真を SNS に投稿することもさまざまな問題

をおこしうる。どのような問題が生じるか，このよ

うな投稿行為を防ぐためにはどうすればよいだろう

か」。小論文の文字数の制限については、1000 字程

度と教示した。
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4. 結果 
 調査の質問項目のうち、１つでも回答した者 217
名を分析対象とした。ここでは、自由記述の内容と

小論文の記述内容の分析を中心に報告する。テキス

トデータの分析には KH Coder（3）を用いた。分析の

際は頻度が多いが一般的でそれ自体特に意味を持た

ない語（例：「する」「ある」「いる」「なる」など）

を分析からはずした。 
4.1 「LINE でやりとりをする理由」 

最も多く出現した語は「友達」、ついで「情報」「情

報収集」「人」「近況」「友人」などであった。最頻出

語「友達」とよく共起しているのは「近況」「分かる」

「交流」「共有」などであった。「友達の近況が分か

る」等といった記述がみられていた。 
4.2 「SNS を利用している理由」 

最も多く出現した語は「メール」、ついで「楽」「連

絡」「早い」「簡単」などであった。最頻出語「メー

ル」とよく共起しているのは「楽」「相手」「便利」

「早い」「気軽」「会話」などであった。「メールより

楽だから」といった記述がみられていた。 
4.3 「画像や情報の投稿が不適切だと分かっていた

のになぜ発信したと思うか」 

調査協力者に、SNS に不適切な画像や情報を発信

する者について、「発信者は問題になった画像や情報

が不適切なものだと分かっていたと思いますか」と

尋ねた。「分かっていたと思う」と回答した 116 名に

その理由を自由記述で尋ねた。 
理由の記述に最も多く出現した語は「思う」、つい

で「人」「面白い」「目立つ」「気持ち」「自分」など

であった。最頻出語「思う」とよく共起しているの

は「面白い」「投稿」「半分」などであった。具体的

には、「人に見せたかったから、面白半分で」といっ

た記述がみられていた。 
4.4 SNS に関する小論文の内容 

分析対象となった 176 の小論文の文章から、URL、
記号、数字、不完全な言葉などを取り除いた上で集

計した結果、最も多く出現した語は「投稿」、ついで

「問題」「人」「写真」「悪ふざけ」などであった。最

頻出語「投稿」とよく共起しているのは「問題」「悪

ふざけ」「写真」などであった。最近インターネット

やテレビなどで報道された実際の事件の実例やその

理由についての記述などがみられた。 
さらに、どのような語同士がまとまりをみせてい

るのかを調べるため、小論文によく出現している語

(出現回数 100 以上の語)を対象に階層的クラスタ分

析を行なった。投稿内容、教育、行為の状況、行為

者の属性などのクラスタが見出された（図１）。 
 

5. 考察 
 大学 1,2 年生を対象に SNS の利用状況、SNS の利

用についての考え方を検討した。LINE をはじめとす

る SNS を利用する理由としては、友人との交流があ

げられた。また、不適切な発信をした理由では、面

図 1 SNS の不適切な利用に関する小論文で使われ

た語への階層的クラスタ分析の結果 
 
白さや目立ちたい気持ちなどがあげられた。 
また、SNS の不適切な利用を題材とした小論文の

内容を検討した。小論文には、具体的な事件の実例、

不適切な投稿をする行為者の属性、事件が発生した

状況などの他、対策として教育の必要性といった指

摘が含まれていることが明らかとなった。 
今後は、これらの回答の現状をふまえて、初年次

教育における情報倫理、情報モラルへの取組を改善

し、その効果を検討する必要がある。現在のインタ

ーネットの現状に即した情報モラル獲得のための要

件を明らかにして、今後の初年次教育における情報

倫理教育の実践に活かすことが求められる。 
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あらまし：現在，電子メールは規模に関わらずあらゆる組織において必須のコミュニケーションツールと

なっているが，その反面，電子メールからのマルウェア感染，それに伴う情報漏洩事例は増え続けている．

さらに，攻撃ツール・ドキュメントの充実や攻撃者の技術力の向上により，情報漏洩のリスクは高まる傾

向にある．セキュリティリテラシを高めるための啓蒙活動やセミナーは各所で積極的に推進されている

が，セキュリティ教育の受講者は，情報漏洩が起こった実際の状況を想像することが難しい．したがって，

研修内容に対して他人事のように感じてしまう傾向にあるため，セキュリティ漏洩に対する危機感を自

覚させることは容易ではない．そこで本稿では，電子メール利用における情報セキュリティのリテラシを

調査でき，教育利用が可能なシステムを開発する．本システムの対象利用者は，電子メールにおけるセキ

ュリティを学ばせたい者である．本システムは，実際の攻撃を想定したメールを対象利用者に対して自動

送信し，対象利用者のメールに対する反応を記録できる．本システムは，情報セキュリティのリテラシを

調査できると共に，実データを収集できるため，現実感溢れるセキュリティ教育の展開に寄与できる． 

キーワード：電子メール，情報セキュリティリテラシ，マルウェア，情報漏洩，セキュリティ教育  

 

 

1. はじめに 
近年インターネットの普及に伴い，電子メールは

個人・業務利用はもちろんのこと，あらゆる組織に

おいて，関係者間の情報共有や外部との協働を行う

際の必須のコミュニケーションツールとなっている．

また，電子メールはデータ(ファイル)共有に最も利

用されている手段であり，数年前の時点で業務デー

タの 7・8 割が電子メール添付でやり取りされている

と報告されている(1)．このように電子メールの重要

度が高まるにつれ，電子メールは，スパムメール，

ウィルスなど外部からの脅威を受け続けている．ウ

ィルスは，電子メールによって感染及び拡散するケ

ースが最も多く，電子メールによるウィルスの感染

の割合は IPAにおけるコンピュータウィルスに関す

る届出件数の実に約 98%を占めていると報告されて

いる(2)．電子メールを使った攻撃技術は巧妙化し続

けており，日々新たな攻撃手法が出現している． 

こうした中，電子メールのセキュリティは重要視

されており，電子メール利用者のセキュリティに関

する意識を高め組織の内部情報や知的財産権を保護

するため，セキュリティリテラシを高めるための啓

蒙活動やセミナーは各所で積極的に推進されている．

しかしながら，電子メールでのマルウェア感染によ

る企業の内部情報漏洩は後を絶たない(3)．その大き

な理由として，セキュリティ教育の受講者に情報漏

洩が起こった実際の状況を想像させることが難しい

ため，情報漏洩に対する危機感を自覚させることは

容易ではないからであると考えられる(4)．一方で，標

的型攻撃は情報セキュリティ上の大きな脅威となっ

ていることから(5)，情報漏洩は各自の身近な問題で

あることを実体験から自覚させることが重要ではな

いかと考えられる．そのためには，セキュリティ学

習対象者のリテラシに適した現実感溢れるセキュリ

ティ教育を実施するためには，学習者のセキュリテ

ィに関するリテラシを自然な形で容易に調査できる

ような仕組みが必要ではないかと考えられる． 

 そこで本稿では，電子メール利用における情報セ

キュリティのリテラシを自然な形で容易に調査でき，

セキュリティ教育に展開可能なシステムを開発する．

提案システムの対象利用者は電子メールにおけるセ

キュリティを学ばせたい者であるため，年齢や職業

問わず提案システムを適用可能である．提案システ

ムは，実際の攻撃を想定したメールを対象利用者に

対して自動送信し，対象利用者のメールに対する反

応を記録できる．具体的には，利用者プロファイル

の近さ，漏洩事例の多さや攻撃手法の巧妙さの 2 種

類の要素から標的型攻撃メールの難易度を設定し，

各難易度のメールに対する対象利用者の反応を記録

することができる．ここで得られた記録から電子メ

ールの情報セキュリティリテラシの動向を調査する

と共に，実データに基づいたセキュリティ教育の実

践に活用できる． 

 

2. 標的型攻撃メール 
標的型攻撃メールは，主として特定の組織や人に

送信されるものであり，機械的な分類が難しい．ま

た，メール受信者が不審を抱かないよう巧妙な手口

を駆使しているため，本物のメールと勘違いする可

能性が高い．標的型攻撃メールの発見は，利用者各

自の情報セキュリティリテラシに強く依存する． 
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標的型攻撃メールに対するセキュリティリテラシ

向上を目的とした取り組みが報告されている(6,7)．こ

れら先行研究から，標的型攻撃メールに対する意識

を高めるためには，実状況を想定した調査や教育が

不可欠であると考えられる． 

 

3. 調査用システム構築 
構築した調査用システムは，実際の攻撃を想定し

たメールを対象利用者に対して自動送信し，対象利

用者のメールに対する反応を記録できるものである．

システム構成は，FreeBSD 10.1 を OS とし，Web サ

ービスは Apache 2.4.10，SMTP サービスは Postfix 

2.11.5，IMAP3/POP3 サービスは Dovecot 1.2.17 で提

供される．また，メールクライアントとして

Thunderbird 31.7.0 を利用した． 

本研究では，利用者プロファイルの近さ，漏洩事

例の多さや手法の巧妙さの 2 種類の要素から標的型

攻撃メールの難易度を設定し，メール文面を作成し

た．各要素の難易度は 4 段階で定義されている．よ

って，計 16種類のメールが対象利用者に任意の間隔

と任意の順番で送信される．ただし，一日あたり 0~2

通を送信数とした． 

利用者プロファイル要素の難易度(個人情報に近け

れば近いほど難易度が高いと定義)： 

Lvl 1: 心当たりのない通知を記述したメール文面 

Lvl 2: ユーザ登録を行っていたウェブサービスの情

報が漏洩した場合を想定したメール文面で，興味を

惹かれる内容．  

Lvl 3: 所属大学が所数する情報が漏洩した場合を想

定したメール文面 

Lvl 4: 指導教員が所有する情報が漏洩した場合を想

定したメール文面 

手法の巧妙さ(文献(8)に基づき難易度を定義)： 

Lvl 1: 差出人(署名)と fromドメインが異なる 

Lvl 2: 日本語の不自然さがある(簡体や繁体が用い

られているなど)  

Lvl 3: メール本文に表示されている URL が通常と

異なっている． 

Lvl 4: ファイル拡張子やアイコンが偽装されている．  

架空のユーザアカウントは 13 種類，ドメインは 6

種類用意し，Postfix上でバーチャルドメインを構築

した．送付されたメールに対しては，メールに返信

したか，URL をクリックして Web サーバにアクセ

スしたか，添付ファイル(word)を開いたか，添付ファ

イル(exe)を実行したか，の 4種類の情報を取得でき

るようにしている．なお， word には Webビーコン

を仕込んでおり, 受信者が開封すると用意した Web

サーバにアクセスする仕組みとなっている．また，

exeは C#(.NET)で作成し, 実行すると word同様に用

意した Web サーバに GET リクエストを送信するも

ので，レベル 2-4 における exe に関してはアイコン

と拡張子(ファイル名)が偽装されている． 

4. 実験結果及び考察 
情報学を専攻する大学 4年生及び大学院 1年生 15

名を被験者として実験を開始させた．本稿執筆の段

階では実験中であるが，現在までに，利用者プロフ

ァイルのレベル 3，4 に対して反応する被験者がお

り，標的型メールに対する耐性の低さが浮き彫りと

なった．とりわけ，普段からメールに対して真面目

に返信を行う学生が顕著に反応していた．ただし，

学生の何名かは指導教員にメールについて直接確認

するものがいた．対策として，実際に対面する機会

にメールの件を確認する習慣をつけること，また，

ウェブメールのGUIではいくつかの情報が非表示に

なっていることから，この点について，教育の場で

注意深く教授すべきであることを確認した．以上は，

提案システム無しでは得られなかった知見である． 

 

5. おわりに 
本稿では，電子メール利用における情報セキュリ

ティのリテラシを自然な形で容易に調査でき，セキ

ュリティ教育に展開可能なシステムの概要と，現在

の時点までに得られている実験結果の一部を紹介し

た．実験結果の詳細及び構築したシステムの動作例

は当日発表で紹介する． 
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図 1 メール文面の一例 (利用者プロファイルの
レベル 4，手法の巧妙さレベル 2) 

from: matsumoto@matsumoto-s.pw 
Subject: ゼミ旅行 
 
ゼミ旅行についての資料を送ります。 
资料の内容は编集を有効にすると确认できます。 
よろしくお願いします。 
 
word添付 
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ソフトウェア開発における詳細設計能力修得支援システムと 
被験者の設計結果評価 

 
Software Detail Design Training Support System and  

Analysis of Learners' Design Results 
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千葉工業大学 
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あらまし：詳細設計の修得・向上を目的とした支援システムの開発を行い，その有用性を検証する実験を

行った．本研究で開発したシステムは 3種類のヒントによる補助機能を含めたビジュアルプログラミング
環境である．実験では 2問の関連性のあるシステム設計の課題を学習者に取り組ませた．被験者別のヒン
ト利用状況や設計状況を用いて評価を行った． 
キーワード：ソフトウェア開発，詳細設計，ビジュアルプログラミング 

 
 
1. はじめに 
ソフトウェア開発における設計工程は重要である

（1）．より良い設計を行うことにより，ソースコード

の質に好影響を及ぼすことが知られている（2）．また

ソースコードを実際に製造する前の設計がしっかり

とできていない場合，開発の続行ができなくなる恐

れがある．それは作るべきシステムのイメージが不

明確な状態になってしまうためである．今後のプロ

グラミング教育においても，システムの詳細設計を

行う能力(以下，設計能力とする)を修得する必要が
ある． 
従来のプログラミング学習では，この能力を修得

することは困難な場合が多い．例えば解説書を用い

て学習を行う場合，サンプルを写すだけの作業にな

ってしまい，設計をする必要はない．文法について

理解することは可能だが，大規模開発での応用方法

がわからないため，設計能力を取得することは難し

い． 
そこで我々は，与えられた要件定義や外部設計か

ら，プログラムの処理の流れを設計することについ

て，詳細設計能力として取り扱い，設計能力修得支

援システム(以下，支援システムとする)の開発を行
い，それを用いた学習手法の検証を行ってきた（3）．

支援システムを用いながら課題に取り組ませ，途中

適切なヒントによる補助を行うことにより，設計能

力修得・向上を目指した．  
以降，被験者の設計結果・各ヒントの利用状況・

アンケートによる評価について述べる． 
 

2. システム概要 
2.1 主要機能 
本システムは，PHP・MySQL を用いた Web アプ

リケーションである．主要な機能として，以下の	 	 

3種類があげられる． 
(1) 構造化プログラミングに必要な要素を用いて

処理を組み立て，実行結果を確認する機能 
構造化プログラミングでは，逐次・分岐・反復と

いった基本的な処理の流れや，関数などを用いてプ

ログラミングを行う．これらの要素を利用でき，実

際に実行結果を確認できる機能として VP 環境を実
装した．図 1は開発したシステムのキャプチャであ
る．学習者は，この画面に処理を入力していく． 

 
図 1 編集画面 1 
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(2) 学習者が容易に正否を確認することが出来る
機能 
実験を行うにあたって，模範解答を準備するが，

同じ課題でも処理の細かい流れは学習者と模範解答

で異なる場合がある．そこで入力値とそれに対応し

た想定される出力値を用意しておき，実行時に結果

を判定する機能を実装した． 
(3) ヒントによる補助機能 
初学者が一から大規模なシステム設計を行うこと

は困難である．そこで支援システムにヒント機能を

実装した．課題を解く上で補助となる情報の提供，

または課題の難易度低下を行うことにより，課題へ

の理解を促進させる．ヒント機能の一覧を表 1に示
す． 

表 1 ヒント機能一覧 
番号  説明  

ヒント 1 文章によるヒント 

ヒント 2 正しく設計した関数の提示 

ヒント 3 穴埋め形式への変更 
 
ヒント 1では，課題全体の処理工程をおおまかに

説明する文章を提示する．与えられた課題から処理

工程を細かく分割することができない場合，このヒ

ントを参照することによって一段階処理工程を詳細

化したものを把握することが可能になる． 
ヒント 2では，正しく設計した関数を提示する．

学習者は提示された関数をパーツとして利用できる

ため，課題の処理が把握しやすくなる．関数を提示

することによって課題の重要な部分の理解につなが

り，全体像を把握しやすくなる． 
最後のヒントでは，正答をベースに穴埋め問題へ

変更を行う．関数の提示を行っても課題を進めるこ

とができない場合，更に処理を見せ，どのようなこ

とを行うべきシステムなのかを把握しやすくする． 
これら 3種類のヒントをもちいて課題への理解を

促すことにより，能力向上を目指す． 
 

3. 実験方法と評価 
システムの有用性の検証を行う実験を情報系学部

の大学 3・4年生計 8名を対象に行った．本章では実
験方法と，設計結果，ヒントの利用状況について述

べる 
3.1 実験方法 
はじめに，研究の背景・目的・設計の基礎知識と

手法例・システムの利用方法に関するレクチャーを

行う． システムの利用方法については口頭説明に加
え，実際に練習を行い，利用方法を確認してもらう．

レクチャー終了後，支援システムを用いてシステム

設計に関する 2つの課題を解かせる．初学者にとっ
てシステム設計は困難であるため，後半の課題は前

半の課題の拡張で実現するような構成にし，前半の

課題でヒントを用いながら設計の要点をつかませ，

後半の課題で実践させる．実験終了後，アンケート

に回答させ，システムログとアンケートの評価終了

後，必要に応じて追加のアンケートを行う． 
課題は，運送業者の送料計算というテーマに設定

した．前半の課題では送料計算に必要な要素を輸送

距離とし，後半の課題ではそれに加え荷物サイズを

設定した．後半の課題は前半の拡張で解答可能なも

のであり，これは前半の課題で設計方法の要点を掴

ませ，後半で実践させる狙いがある． 
3.2 被験者の設計結果 

8人の被験者中，5人の被験者が課題を完成させる
ことができた．以降この 5人について述べる． 
前半の課題では，5 人中 4 人がヒント機能を全て

利用し，1 人はヒント機能を 2 つまでしか利用して
いない．残りの 4人は穴埋め部分を埋めることがで
きた．関数のヒントまでしか利用していない被験者

A は，関数を確認した後，その関数がどのような役
割になるのか整理した後に，試行錯誤して課題を完

成させた． 
後半の課題では 5人全てがヒントを利用していな

い．1人はおおよそ模範解答通りになり，3人は模範
解答内の関数とほぼ同じ処理を，関数を利用せずに

作成した．残りの 1人は模範解答で繰り返しをして
いるところを，繰り返しを利用せずに作成した． 
アンケートでは普段の設計に関する意識調査，課

題の設計意図確認，ヒント機能の効果及び利用状況，

手法全体の検証，能力向上の実感について調査を行

った． 
ヒント機能に関するアンケートにて，ヒント 1に

図解が欲しいといった意見が上がった． 
4. おわりに 
後半の課題はヒントを利用していないため，前半

よりは設計を行いやすくなったと考えられる．しか

し，模範解答と異なる設計を行った被験者が数名い

た．必ずしも模範解答通りにならなければならない

というわけではないが，設計結果を見ると繰り返し

を利用していないなど，無駄な処理が目立つ結果と

なった．本システムはヒント機能のバリエーション

が少ないため，細かい補助ができないという問題点

がある．また，バリエーションを増やすなどの改善

を行うことにより，被験者の設計にいい影響を与え

るだろう． 
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あらまし：世界中のあらゆる情報がインターネットを介して簡単に入手できる現在、大学におけるレポー

トや論文での剽窃が増加し、学生の情報倫理観が問題となっている。本稿では、大学生を対象に、「コピ

ペ」問題に関する小論文の作成とアンケートを実施することで、学生の倫理観を定量的に分析することを

試みた。従来のアンケート調査だけでは分からない不正行為に関する意識を明らかにする為に、テキスト

マイニングと統計的手法を用いて分析を行い、考察を行った。

キーワード：不正コピー，情報倫理，テキストマイニング，大学教育

1. はじめに
大学の授業で課されたレポート課題や論文におけ

る無断転載、剽窃など、大学生の情報モラルの低さ

が問題となる事例が多発している。

IPA（情報処理機構)の 2014 年度の調査(1)によると、 
「閲覧したサイトの見出しやホームページに記載さ

れた文章をコピーして利用した経験」の有無は、各

世代の中で 20 代が最も多いといった結果が示され

ている。現在の大学生にあたる10代から20代の人々

は、早い段階からインターネットが身近にある環境

で育っており、また近年のスマートフォンの普及に

より、情報を簡単に入手、コピーできることが当た

り前となっている。

そのため現在多くの大学では、初年次教育や情報

リテラシーの授業を通して情報モラル教育を行って

おり、その中でレポートの書き方やどのようなケー

スが剽窃にあたるのか等を教えている。しかしなが

ら、適切な引用を用いてレポートを作成する学生は

少なく、多くはどこまでが引用でどこから剽窃にな

るのか分からないケースや、剽窃と分かっていても

「楽だから」「良い点をとりたいから」などの理由で

コピー＆ペーストをしてしまうケースが見受けられ

る。その中でも我々は、後者の分かっているのにや

ってしまう行為こそが従来の情報モラル教育では解

決が困難な問題だと考えた。

そこで本研究では、情報モラル問題、特にレポー

トや論文の剽窃（以下コピペとよぶ）問題に関して、

大学生に小論文を書かせ、かつアンケート調査を実

施することで、それらのデータを分析し、大学生の

情報モラル観の実態を調査することにした。

2. 調査方法
2014 年 4 月に、首都圏の大学に通う大学 1 年生か

ら 2 年生 217 名に対して、必修科目の授業時間を利

用して情報モラルに関する小論文（テーマは SNS 問

題またはコピペ問題のいずれかを選択）を書いても

らった。217 名中 46 名の学生がコピペ問題をテーマ

に選び、小論文を提出した。

[コピペ問題に関する小論文課題の内容] 
現在メディアで頻繁に取り上げられている論文不

正問題では、論文の一部に他の論文やウェブサイト

からコピー＆ペーストした部分があることが明らか

となった。なぜコピー＆ペーストをしてはいけない

のだろうか。また、コピー＆ペーストを防ぐにはど

のような対策が考えられるだろうか。

小論文の文字数の制限については、1000 字程度と

教示した。

次に、その 217 名を対象にコピペ問題に関するア

ンケート調査を実施した。アンケートはブラウザ上

で回答できる Web アンケートフォームを用いて

LMS 上で実施した。コピペ問題に関わる質問内容を

下記に示す。

[コピペ問題に関するアンケートの質問項目] 
Q10. レポートでコピペだとばれなければ、あなた

はコピペをすると思いますか。

Q11. レポートだけでなく、論文やブログの記事な

ど、様々な文章に関して無断盗用やコピペが広

まっています。その理由は何だと思いますか。 

Q10 と Q11 以外の質問には、学生の属性情報に関す

る質問や SNS の利用状況、SNS における問題行動な

どが含まれており、本稿ではコピペ問題に関して考

察を行うため、今回は上記の 2 問に限定をして分析

を行った。
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3. 大学生のコピペ問題に関する意識 
小論文課題とアンケートの自由記述回答について、

大学生のコピペに対する意識を調査するために、テ

キストマイニングツールKH Coder(2)を用いて分析を

行った。 
3.1 小論文課題の分析 

46 名の小論文を対象に、頻出単語（出現回数 15
以上の語対象）について共起ネットワーク分析を行

った結果を図 1 に示す。 

 
図 1 小論文の頻出単語における共起ネットワーク 
 
共起ネットワークの中心は「コピーペースト」とい

う単語になり、「不正」「防ぐ」「論文」などの多くの

単語とネットワークを有している。今回の小論文で

は、レポートのコピペ問題よりも、世間で話題とな

っている研究や論文の不正、いわゆる実例について

言及する内容が多くを占めた。また、「システム」「検

知」「導入」の単語が繋がっていることからも分かる

ように、解決策としてコピペを検知するシステムの

導入を提案する内容も見受けられた。 
3.2 アンケート調査の結果 

アンケートの Q10 に対する回答結果を表 1 に示す。 
1～4 の選択肢はいわゆる剽窃にあたる行為に相当

する。41%の学生が、教員が分からなければこれら

の行為をすると答えている。 
 次に、学生がコピペに対してどのように感じてい

るのかを知るために、Q11 の自由記述の回答文の中

でどのような形容詞が多く使われているのかを分析

した。表 2 に形容詞の頻出単語上位 10 件を抽出した

結果を示す。表 2 から、学生がコピペをする理由の

一つとして、「簡単」「便利」「容易」「手軽」といっ

たデジタルコンテンツ特有の複製の容易さが挙げら

れていることが分かる。また、「多い」「良い」の形

容詞は、「インターネット上の情報量が多く、文章の

内容も良い」といった使われ方をしていた。つまり、

学生が自身のレポート課題に関する知識が乏しいた

めに、Web 上にある情報や文章を使ったほうが自分

で考えたレポートより評価が良くなると考えている

ことが分かる。そして、「楽」「面倒」「必要」に関し

ては、「自分で考える必要がなく楽」「面倒くさいか

ら」など課題に時間を掛けたくないという学生の心

理が窺える。最も出現回数の多かった「楽」とよく

共起している単語は「コピペ」「引用」「一般」「終わ

る」などであった。また、「悪いという感覚がない」

のような情報モラルに関する知識や認識が低いため

に行っているという回答もみられた。 
 
表 1 Q10 の質問に対する回答率（n=217） 

 選択肢 回答率

1 全部インターネットからコピペをする 2.3% 

2 半分はコピペをし、半分は自分の言葉

で書く 
8.3% 

3 60%は自分の言葉で書くが、40%くら

いはコピペするかもしれない 
16.1%

4 大半はコピペをするが、表現を直して

利用する 
14.3%

5 重要な部分だけ引用として利用する 52.5%
6 まったくコピペしようとは思わない 6.5% 

 
表 2 Q11 の回答文における形容詞 

頻出単語上位 10 件（n=216、1 件未回答） 
形容動詞 出現数 比率 

楽 50 27.0%
簡単 39 21.1%
面倒 20 10.8%
便利 9 4.9%
必要 7 3.8%
多い 6 3.2%
良い 6 3.2%
容易 4 2.2%
手軽 3 1.6%
悪い 3 1.6%

 
4. おわりに 
アンケートの分析の結果から、多くの学生は不正

行為だと知った上で剽窃を行っていることが明らか

になった。小論文では、実例に対する見解のほか、

対策案の内容も含まれており、「コピペを検知するシ

ステム、ソフトウェアの導入」「低学年からの情報モ

ラル教育の実施」「レポート課題のテーマ設定の工夫」

などが挙げられていた。 
今後、今回のアンケートや小論文に加え、情報倫

理のスキルチェック試験の結果など含めてさらに分

析を進めていく予定である。そしてこれらの分析結

果をもとに、情報倫理教育の取組みの改善を行い、

その効果について検討をしていく必要がある。 
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情報システム開発を目的とした協調学習活動の定量的評価手法 

A quantitative evaluation method of collaborative learning activities 
to develop information systems 
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あらまし：現在 Social Networking Service(SNS)は教育・学習に関係する様々な場面で積極的に活用され

ており，多くの学びの場での運用成果が報告されている．しかしながら，SNSの効果については学習者

や教授者の主観的観点のみから述べられている場合が多い．学習者ごとに SNS の活用状況を分析・調

査し，活動パターンと主観評価との関連を学習者の属性情報や客観的成果と照らし合わせながら詳細

に調査した事例はない．そこで本稿では，他者とのコミュニケーションが重要となる PBL 形式の情報

システム開発を目的とした実践的講義科目に SNS を導入し，グループ内でのコミュニケーション支援

ツールとして SNS を提供し学習支援を図りながら，複雑ネットワーク理論の観点から学習ログを事後

分析し，学習者の活動パターンと主観評価及び成果の充実度との関連を調査する．以上目的のもとで研

究を遂行した結果，SNSが成果の充実度に与える役割を確認した．  

キーワード：PBL，SNS，協調学習，複雑ネットワーク理論 

1. はじめに
教育支援を目的にソーシャルネットワーキングサ

ービス(以降 SNS)は積極的に導入が進められており，

授業満足度の向上や情報共有による効果は継続的に

報告されている．いずれも学生間での活発な交流が

見られ，他者の投稿を見ることで，自分の考えの熟

成や，理解度の向上に貢献したとされている(1)．しか

しながら，SNSの効果については，講義参加者に対

するアンケートの事後結果から述べられる場合が多

い．学習者ごとに SNS の活用状況を分析・調査し，

利用者の活動パターンを定量的に解釈したうえで主

観評価との関連を学習者の属性情報や客観的成果と

照らし合わせながら詳細に調査した事例はない．利

用者の特徴や SNSの運用法を明確に定義し，外的条

件を把握した後に利用者の活動パターンの量的情報

と主観・客観成果との関連を明らかにすれば，目的

や学習者の構成に応じた SNS の的確な運用が容易

に可能となると考えられる． 

そこで本稿では，他者とのコミュニケーションが

重要となる実践的講義科目に対して，グループ活動

支援ツールとして SNS を導入し学習支援を図ると

共に，講義進行の過程で蓄積される学習者の活動ロ

グデータを利用して，学習者の活動パターンと主観

評価及び成果の充実度との関連を調査することを目

的とする．まず，情報システム開発を目的とした講

義内において，抹茶 SNS により構築された SNS(図

1参照)を運用し，参加者間での知識の共有及び創造

を支援する環境を学習者に提供することで，学習者

の理解度や満足度向上を図ることを第 1の目的とす

る．次に，各学習者の特徴を客観的に把握した後に，

複雑ネットワーク理論の観点から学習ログを事後分

析することで，学習者の特徴に応じた活動パターン

の定義や，主観評価及び成果の充実度との関係を分

析する．以上目的のもとで研究を遂行した結果，SNS

が成果の充実度に与える役割を確認した． 

2. 分析手法
SNSの活用状況を定量的に理解するために，複雑

ネットワークの理論で用いられる指標を活用する．

SNSでは，他者の投稿をホーム画面で閲覧できるよ

うにするフォローと呼ばれる機能が実装されている．

この機能のフォロー・被フォローの関係から利用者

をノード，関係をリンクと見なすことで，重み無し

有向グラフを構築できる．また，利用者同士のタイ

ムライン機能(利用者の投稿が時間順に並べられて

表示される公開掲示板)や個別メッセージ機能での

投稿・コメントのインタラクションをリンク，その

頻度を重みと見なすことで，重み付き無向グラフを

構築できる．以上 2 つのネットワークから得られる

各指標から多次元ベクトルを構築し，利用者活動を

定量化する．具体的には，クラスタ係数，媒介中心

性，次数中心性(入次)，次数中心性(出次)，近接中心

性(入次)，近接中心性(出次)を算出し，フォロー関係

ネットワークでは計 6 指標を，インタラクションの

ネットワークでは計 4 指標を採用し，計 10 指標の

値で多次元ベクトルを構成する． 
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3. 結果及び考察 

情報学を専攻する大学 2 年生 94 名の被験者協力

を得て実験を行った．被験者は一般的なコンピュー

タ操作技能を既に習熟している．また，基礎的な情

報システム開発技能やグループ活動での実践的開発

経験も有している．SNSは 3回計 6コマの講義内及

び 3 週間後の課題提出までのグループでの講義外活

動の際の支援ツールとして活用された．1 番目は C

グループ 27 名，2 番目は D グループ 39 名，3 番目

は Aグループ 28名で SNSが活用された．なお，SNS

の活用ログは残されたままで利用された．  

事前アンケートに対してグループ間で Kruskal–

Wallis 検定を行った．その結果「何か課題が与えら

れた時，インターネットを活用することができるか」

という項目で p=0.011 で有意差が確認され，C グル

ープによるインターネット活用力の高さが示唆され

た．次に開発基礎技能に対する差の検定を行った．

ここで言う開発基礎技能とは，実践に重要となる基

本スキルを数値化したものである．検定の結果， 

p=0.026となり有意差が確認されたことから，Cグル

ープによる開発基礎技能の高さが示唆された．以上

から，成果物の充実度(教員尺度での類推法で計算) 

に対して検定を行った結果 p=0.111 となり有意差は

確認されなかったため，成果物は開発基礎技能に依

存しない可能性が示唆された．基礎技能が成果に直

結するという前提に基づけば，D・A グループは C

グループの活動ログを活用しその結果が成果の充実

度として表れていたと考えられる． 

利用者活動を表した 10 次元の多次元情報を入力

として主成分分析を行った結果を図 2 に示す．第 1

主成分の寄与率は 49.3%，第 2 主成分は 15.5%であ

る．固有ベクトルから，第 1 主成分は仲間内にとら

われず他者の情報を幅広く追跡していた結果である

と解釈できている．また，第 2 主成分は，仲間内で

意見交換や交流していた結果であると解釈できてい

る．図 3 から，C グループによるインターネット活

用力の高さ，すなわち，SNSを積極的に活用してい

た様子を確認できる．第 1主成分の正負が成果の充

実度に与える影響についてWelchの t検定を行った．

その結果，p= 0.002 となり有意差が認められた．同

様に第 2 主成分の正負について検定を行ったところ

p=0.587となり，有意差は認められなかった．以上か

ら，成果の充実度は第 1主成分の影響を受けるとい

うことが示唆された． 

以上をまとめると，１．開発基礎技能は Cグルー

プが有意に高かった，２．成果の充実度には差が無

かった，３．C グループ，D グループ，A グループ

の順で授業が行われた，４．活動ログは残され続け

た，５．図 3の結果より Cグループの積極的な SNS

活用が確認された，の 5点から，成果物の充実度の

高い学習者は SNSを積極的に活用し，その結果，彼

らの活動と情報が全体に伝播し，最終的に成果の充

実度の向上に寄与した可能性が考えられる．単純に

ログがTipsの役割を果たした可能性も考えられるが，

教員の最終的な確認により成果物の多様性が確認さ

れたことから， SNS はモチベーション向上に寄与

した可能性が高いと結論付けた． 

 

4. おわりに 

本研究では，SNSの実運用により学習効果向上を

図ると共に，量的観点から SNS の役割を考察した．  
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図 1 講義内で活用された SNS外観 
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地域におけるがん看護の質向上および均てん化のための 
教育システム設計における課題と提案 

The problem and suggestion using instructional system 
for improving and sharing cancer nursing 

菊内由貴
*1*2, 中野裕司

*1, 鈴木克明
*1, 平岡斉士

*1

Yuki KIKUUCHI*1*2, Hiroshi NAKANO*1, Katsuaki SUZUKI*1, Naoshi HIRAOKA*1

*1
熊本大学大学院社会文化科学研究科教授システム学専攻 

*1Graduate School of Instructional Systems Kumamoto University 
*2
国立病院機構 四国がんセンター 

*2Shikoku Cancer Center 
Email: universe16president@gmail.com 

あらまし：平成 19 年のがん対策基本法施行に伴い、がん医療の質向上および均てん化のための医療従事

者育成の必要性が示された。看護においてもがん看護実践に強い看護師育成研修が各地域で取り組まれて

いる。本稿では、がん看護実践の質向上のために、現状の研修をインストラクショナルデザイン（ID, 教

育設計）の観点から評価したところ、5つの側面での課題が明確になったため各課題についての改善案を

示し、よりよい研修設計の在り方を提案した。 

キーワード：地域医療者教育，がん看護教育， インストラクショナルデザイン 

1. はじめに
平成 19年のがん対策基本法施行に伴い、がん医療

の質向上および均てん化のための医療従事者育成の

必要性が示され、看護領域においては「がん看護に

強い看護師育成研修」が各都道府県の地域ごとに取

り組まれている。がん看護実践に強い看護師育成研

修事業は、国のがん対策の一つであり、日本がん看

護学会がモデル案を作成し、６つの目標および 26

項目の下位目標を示している１）。愛媛県においては、

このモデル案に基づき研修が設計された２）。 

本稿では、愛媛県における研修をインストラクシ

ョナル・デザイン（ID, 教育設計）の観点から評価

し、よりよい研修の在り方について提案する。 

2．愛媛県における研修の全体像 

2.1研修目的 

愛媛県内のがん看護に従事する看護師を対象に、

実務研修を実施し、約 40日間の研修をとおして、が

ん看護実践の核となる臨床実践能力の向上を図る。 

2.2研修目標 

 がん看護学会の研修モデル案の引用により、次の

６つの目標を掲げている。 

①がん治療に伴う主な副作用、合併症に対する適切

な看護援助ができる

②がん告知や治療経過で体験する患者・家族の危機

状態に応じた精神的支援ができる

③がんの進行に伴う苦痛に対する適切なアセスメン

トと症状コントロールが実施できる

④がんとの共生を支えるためのがん患者教育が実施

できる

⑤がん患者及び家族が円滑に療養の場を移行するた

めの、情報提供や相談、連携や協働ができる

⑥がん患者及び家族に関わる倫理的ジレンマへの対

処ができる

2.3研修項目 

 研修項目は、『講義・演習』『見学実習』『病棟実習』

の 3 つのブロックで構成され、修了 2 か月後にフォ

ローアップ研修が設置されている。 

2.4研修評価 

 26項目の研修下位目標について研修前、中間、研

修後の3地点に7段階（１できない～７よくできる）

の自己評価を行う。実習は、レポート提出があるが

採点はない。 

3．ID（教育設計）の視点に基づく評価 

本研修について、ID の視点から評価・分析するこ

とにより課題を明確化し、よりよい研修設計のため

の提案を示す。ID 評価の視点として、鈴木（2008）

の『教育・研修の ID チェックリスト（以下、「チェ

ックリスト」とする）』をもとに看護場面での分析と

提案の視点を追記したものを使用した。チェックリ

ストは、次の５視点から評価を行うことができる。 

（１） 出口：学習目標の設定と評価方法の妥当性 

（２） 入口：成人学習理論とターゲット層 

（３） 構造：研修要素からの項目立て 

（４） 方略：学習目標の達成を支援する研修内

容・方法の工夫 

（５） 適切なメディアの選択とサポート体制の確

立 
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改善案 具体例

1－1：研修学習目標に到達したかにつ
いて確認するための方策を導入する。
確認方法の設定においては、評価条
件をあらかじめ提示すること、教材をマ
スターした人だと自信をもっていえるも
のとすること、学習目標全部をカバーす
ることとする。

確認テスト設置/レ
ポート採点基準の設
置/自己評価および
他者評価の導入

1－2：提示されている学習目標が、研
修のどの項目を達成することによって
到達できるのかについて、具体的な紐
付を示す。学習目標全部をカバーした
評価となるために、マトリクス図に基づ
き網羅性を確認する。

研修学習目標と研
修項目の整合を示
すマトリクス図の提
示

2－1：研修受講資格を判別するために
学習レベルを具体的および客観的に判
断できるような資格基準を設置する。

自己および他者（推
薦者等）が実施でき
る受講資格チェック
リストの導入/事前
テストの導入

2－2：標準的な学習目標に対する学
習の進め方に加えて、継続的、自立的
な学びを支援するためのオプションの
掲示と使い方を示す。

書籍やリンク集の提
示

2－3：学習者の自立的な学びを支援す
るために、最終的な到達目標、事前資
料提供、事前テスト等の設置および学
習開始前の明確な提示を行う。

LMSを活用した事前
テストの設置/トップ
ページへの到達目
標を明示

3－1：学習項目のうち標準的な項目、
アドバンス的な項目を区別して示しつ
つ、難易度の低いものから順序立てて
研修できるような構造化を行う。

学習項目の標準レ
ベルとアドバンスレ
ベルの明示/選択制
の導入

3－2：日々の学習項目が、どのような
学習目標を達成したかについて、学習
者自身が管理できるような仕組みを導
入する。

学習目標と研修項
目の整合を示すマト
リクス図を活用した
学習管理表の設置

4－1：各学習項目に対する学習者のレ
ディネスや学習課題を、学習者自身と
担当講師が互いに共有し、学習目標
に関連づけが仕組みを導入する。

学習レディネスと個
人課題が把握でき
る事前課題の導入

4－2：各学習項目、学習目標に到達し
かたどうかについて、学習者自身が確
認できるような仕組みを入れる。

学習項目ごとの確
認テストの導入
/LMSの活用による
コンピテンシー管理

5－1：学習効果・効率を踏まえながら、
メディアを導入する。
　

PC・タブレット端末
が活用できるeラー
ニングの導入

5－2：成人の継続的な学習をすすめて
いけるような仕組みを導入する。

研修修了生の
チュータ活用等、人
財活用体制の構築

4

5

2

課題

学習目標の設定と評価方法の妥当性に関する課題：学
習目標に到達を示すための評価方法が設定されていな
い

研修受講資格が曖昧であるため、受講者の入口時点で
の学習レベルのばらつきが生じる

研修要素の難易度や順序立てが整備されていない

適切なメディアの選択とサポート体制の確立メディアの
活用がない

1

3

学習目標と学習内容との整合や到達を確かめたりする
工夫がない

4．評価に基づく課題と提案 
評価によって、本研修の課題として 5 項目が示さ

れた。各課題とその課題の改善案を表１に示す。 

 

 

５．まとめ 
今回、ID（教育設計）の観点から、既存のがん看

護研修を評価し、課題の明確化と改善提案を行った。

その結果として、本研修は ID の柱である「出口」「入

口」「構造」「方略」「適切なメディアとサポート」の

５側面において課題が明確化された。 

明らかになった 5 つの側面の他、看護師には交代

勤務や基準看護による看護人員確保の問題があるた

め、長期間拘束される研修は現場の看護の質低下を

きたす可能性がある。し

たがって、地域における

がん看護の質の向上の

ためには、5つの側面の

課題の改善に加えて、長

期間の集合研修に依存

せず、各学習者の職場や

自宅等、各地域での自立

的な学習を可能とする

環境構築が必要である。

一方で、そのような学習

環境改善に割ける人的

資源は十分でなく、現状

の研修方法では 5 つの

側面の改善案を十分に

達成することすら困難

である。 

そこで学習目標、目標

到達状況、目標到達のた

めの方法について、現状

以上の人的資源を費や

すことなく、学習者自身

が確認、管理できるよう

な整備が求められる。こ

のような学習者自身の

自己管理を基盤にしな

がら、指導者から適切な

タイミングで指導を受

けることができるため

には、LMS（学習管理シ

ステム）を始めとした、

ICTを活用した eラーニ

ングシステムの整備が

求められる。また、研修

者の自立性を高める e

ラーニングシステムの

活用は、長期的、継続的

に学習を支援すること

が可能であり、地域全体

の長期的、継続的ながん

看護の質向上に有効であると考えられる。 
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eラーニングキャリア教育科目の受講生の特性分析 
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あらまし：大学間連携プログラムの eラーニング科目としてキャリア教育科目を開講し，オンラインでの

キャリア教育科目の受講生の特性を分析・可視化することを目的として，進路選択自己効力の調査と，コ

ース志望理由の計量テキスト分析を行った．分析結果から，全国平均よりも進路選択自己効力の高い学生

が受講していること，受講生の学年によって志望理由や科目への期待が異なることが示唆された． 

キーワード：キャリア教育， eラーニング，進路選択自己効力，テキストマイニング 

1. はじめに
キャリア教育では他者との相互作用の中で自己理

解を深めることが重要なため，相互評価学習が有効

であると考えられる．筆者らは対面授業型式のキャ

リア教育科目において，Moodle を用いた相互評価学

習の実践前後で進路選択自己効力が有意に向上する

ことを明らかにした（桑原ほか 2014）．そこで，e

ラーニング科目でも同様の効果が得られるか検討す

るために，大学間連携システム上に相互評価学習を

取り入れたキャリア教育科目を開講した．本稿では，

同科目をどのような受講生が受講しているのか，受

講開始時点の進路選択自己効力調査と受講生の志望

理由のテキスト分析によって検討する． 

2. 方法

2.1 コースの概要 
2014年度前期に，大学コンソーシアム京都単位互

換科目として，大学 2 年次以下を対象とした「キャ

リア形成論」を開講した．本科目のシラバスの抜粋

を表 1 に示す．各回の授業は 30～45 分程度の VOD

とリソース，掲示板で構成され，タスクとして掲示

板での投稿と返信が義務付けられる．また，14回で

はフォーラムモジュールでキャリアプランの相互コ

メント学習を行う．受講生は出願時に志望理由を書

くことを求められている． 

2.2 分析方法 
進路選択自己効力については，浦上（1995）の尺

度（30 項目 4件法）による調査を，第 1回に Google

フォーム上で行った．尺度の各項目について，「全く

自信がない」を 1点，「非常に自信がある」を 4点と

して得点化し，30項目の合計点を進路選択自己効力

尺度得点として用いた．有効回答数は 26件である． 

志望理由テキストの分析には，フリーソフトウェ

アの KH Coder を用いた．一名の志望理由を一つの

文書単位としてデータをまとめた．データのクリー

ニングとして，「就活」といった略語を置換し，数字

はすべて半角とした．強制抽出語の検討には，専門

用語自動抽出システム「TermExtract」を利用した． 

表 1 VOD 科目「キャリア形成論」のシラバス抜粋 

講義概要 

主体的なキャリア形成が求められる社会情勢やキャリアの基本的な概念を学び、自己理解、
職業理解を深めることによって職業観を育む。また、将来の目標や夢を実現するために何を
するべきかというキャリアデザインを行っていく。 

VOD 講義視聴の他に、掲示板上での相互コメントや提出課題の相互評価学習といったオンラ
インの協調活動を通じて、他の大学・短期大学に所属する受講者と意見を交わし、多様な価
値観に触れることによって自己理解の深化をめざす。単に講義を聞くだけではなく、自分の
考えを文章や口頭で表現し、授業に積極的に取り組む姿勢を求める。 

到達目標 

1) キャリア形成が求められる社会情勢と、さまざまな職業や多様な働き方について理解する
ことで自らの職業観を確立する。 

2) 自己理解を深め、口頭または文章で自分の考えを表現することができるようになる。
3) 夢や目標の実現のためにこれから何をするべきかを考えて計画し、行動することができる
ようになる。 
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3. 結果と考察 
3.1 受講生の概要 

8 大学 19 学部の 2～5 回生 56 名（内訳：2回生 7

名，3 回生 20 名，4回生以上 29 名）が受講した．性

別の内訳は男子学生 40名、女子学生 16名である． 

3.2 進路選択自己効力の特徴 
受講生の第 1 回時点の調査における進路選択自己

効力尺度得点の平均値は 87.73 点（SD=14.05）であ

った．2007年に実施された「大学生のキャリア意識

調査」では，本研究と同一の尺度が使用されている

（京都大学／電通育英会 2007）．同調査では，1 年

生（N=988）の平均が 78.06 点，3年生（N=1025）の

平均が 79.47 点であり，全国平均よりも進路選択自

己効力の高い学生が本研究の e ラーニングキャリア

教育科目を受講していると言える．この結果は，進

路選択自己効力が高い学生ほど進路選択に関わる活

動を活発に行うという先行研究とも一致する． 

3.3 志望理由の計量テキスト分析 
総抽出語数は 6,028（うち使用された語数 2,285），

599の異なる語句が用いられていた．再頻出語は「自

分」（109 回）で，その後に「キャリア」「思う」「社

会」「考える」「就職」が続いた． 

受講生の学年ごとの頻出語句の特徴を調べた対応

分析の結果を図 1 に示す．四角で囲まれた学年を示

す変数の方向にあり，原点から離れている語ほど特

徴的であると言える．対応分析とテキストの検討か

ら，2 回生は広く社会とキャリアについて学び考え

を広げていきたいと考えていること，3 回生は翌年

の就職活動に向けて夢や将来を明確にし，選択をす

る必要性を感じており，他大学の学生の意見に関心

があること，就職活動の最中にある 4 回生は自分自

身や社会人生活，今後のキャリア形成への関心が高

いことが示唆された． 

今回の分析では，受講開始という入り口の段階で

受講生がどのような特性を備えているかに着目した．

今後は，受講の前後で受講生の進路選択自己効力が

どのように変化しているのか，量的調査の前後比較

と最終段階での振り返りレポートのテキスト分析に

よって検討していきたい． 
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図 1 対応分析の結果 

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 232 ―



人物間の状態変化に基づいた歴史的事象の因果関係理解支援システム 
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あらまし：歴史学習において，歴史的事象間の因果関係を因果関係図として整理することは，特定の事象

を引き起こした要因を理解し，さらに現代の社会での我々の行動を考えるうえで重要である．しかし，歴

史の教科書等は時系列で説明されているために，因果関係図を描写する際に時系列と因果関係を混同して

しまい，正しく因果関係図が描写できない学習者が存在する．因果関係が存在する事象間ではある事象が

変化させる人物の状態変化が，後の事象が発生する原因となる．そこで，本研究では歴史的事象における

人物間の状態変化を整理させる状態変化マップを提案し，状態変化マップを学習者に作成させたうえで，

状態変化に基づいた歴史的事象間の因果関係を考えさせる学習手法を提案する． 

キーワード： 歴史学習，要因，因果関係，因果関係図 

1. 背景
歴史的事象は，複数の事象が要因となって発生し

ていることが多い．また，要因となる事象の捉え方

は人によって異なる．したがって，歴史学習におい

て，事象間の因果関係を他者と比較して相違につい

て議論することは，歴史的事象の発生に関わる価値

観を養う上で効果的である．このような学習を目的

として，共著者の一人である徳竹は，中学校で事象

間の因果関係図を描かせる学習方法を導入している．

因果関係図とは，原因となる事象と結果となる事象

をノードとし，それらをリンクで結んだ図である．

因果関係図を描写する際，歴史の教科書等が時系列

で説明されていることが原因で，時系列と因果関係

を混同してしまう学習者が存在することが明らかに

なっている． 

因果関係図と同様に，物事の関係を表出化する手

法として，福田らの研究がある[1]．この研究は，知

識間に正しい関連が存在する問題に対して概念マッ

プを描かせることで，学習者の保持する知識の正し

さを確認している．この手法は，歴史の因果関係の

ように正しい図が存在しない場合には適さない． 

因果関係のある事象は前の事象の状態変化が後の

事象の原因となっている．したがって，状態変化の

つながりを考えることが，因果関係のある事象を特

定することにつながると考える．本研究では，事象

による状態変化を考える活動を導入し，事象間の状

態変化を意識させることで妥当な因果関係図の作成

を促進することを目的とする．  

2. 歴史的事象からの因果関係の抽出方法
ある歴史的事象Aによって発生した人や物の状態

変化が他の歴史的事象Bが発生する要因となってい

る時，事象 Aと Bには因果関係があると言える．こ

の因果関係を図示したものを因果関係図と呼ぶ．因

果関係図では，原因である歴史的事象と結果である

歴史的事象をノードとし，それらをリンクで結ぶ形

式で表現される．リンクには発生した人や物の状態

変化が対応する．例えば，図 1のような因果関係図

であれば，“惣村の形成”という歴史的事象によって

“農民の連帯力が強化”された結果，“土一揆が発生”

という歴史的事象が起こったという因果関係などが

表現されている． 

図 1 因果関係図の例 

このような事象間の因果関係を考える場合には，

個々の事象によって変化する人や物の状態変化を理

解することが重要となる．因果関係がある事象間で

は，ある事象で変化した要素が次の歴史的事象の起

因となる，すなわちそれらの事象を結ぶリンクとな

るからである．そこで，本研究では，因果関係図を

描く前に事象に対する状態変化を整理する状態変化

マップを導入することで，状態変化を意識させる． 

状態変化マップでは縦軸に人物，横軸に事象，交
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差する部分に状態変化を記述する表現方法であり，

人物・事象・状態変化の 3情報を整理することがで

きる．状態変化マップから因果関係図を考える時の

例を図 2に示す．例えば，“惣村の形成”と“土一揆

が発生”に因果関係があると考えた場合，因果関係

図では，“惣村の形成”から“土一揆が発生”にリン

クが繋がる．また，“惣村の形成”によって発生した

状態変化“農民の連帯力が強化”が“土一揆が発生”

を引き起こしたと考えることができるため，リンク

には“農民の連帯力が強化”という状態変化が対応

することとなる．  

本研究では，リンクに対応する状態変化を因果関

係図上に表示することで，学習者に妥当な因果関係

図の作成を促進する． 

 

図 2 状態変化マップと因果関係図の対応例 

 

3. 因果関係図作成支援システム 
状態変化マップ，因果関係図のそれぞれを作成す

るインタフェースを有したシステムを C#を用いて

構築した．本システムは状態変化マップ作成部と因

果関係作成部で構成される． 

状態変化マップ作成部のインタフェースを図 3に

示す．右側のテキスト表示エリアに歴史的事象を説

明している文章が表示されており，左側の状態変化

マップ表示エリアにて状態変化マップを構築してい

く．学習者はテキスト表示エリアに表示された文章

から人物・事象に対応する文章を抜粋して縦軸，横

軸にそれぞれ配置することができる．また，状態変

化に対応する文章を抜粋して，四角の図形として生

成し，それらを状態変化マップ上の適切なマスに配

置することで状態変化を整理することができる．配

置された状態変化は抜粋された文章そのままである

ため，“状態 X が変化した”という状態変化の形式

に書き換えさせる．配置された状態変化の文章が全

て状態変換の形式に書き換えられた時点で，状態変

化マップの作成は完了となり，グラフ描画ボタンを

押すことで因果関係作成部に移行できる． 

因果関係作成部のインタフェースを図 4に示す．

上部の歴史的事象表示エリアには，状態変化マップ

作成部で整理した歴史的事象が羅列される．左クリ

ックで原因となる事象を，右クリックで結果となる

事象を選択し，描写ボタンを押すと，下部の因果関

係図表示エリアにそれぞれを矢印で結んだ因果関係

図が作成される．また，因果関係図の矢印にカーソ

ルを合わせると，状態変化マップを参照して，その

因果関係の原因となる事象で発生している状態変化

が表示されるようになっている．これらの状態変化

を見ることで，抽出した因果関係の妥当性を，学習

者自身で確認することができる． 

 

図 3 状態変化マップ作成インタフェース 

 

 

図 4 因果関係作成インタフェース 

 

4. 結論 
本論文では，妥当な歴史的事象の因果関係図を作

成するための支援システムを提案した．状態変化を

意識した因果関係図の作成を支援するため，歴史的

事象ごとに人や物の状態変化を整理した状態変化マ

ップを導入し，因果関係図作成の足掛かりとした． 

今後は，構築したシステムを学習者に使ってもら

い，本システムの有効性を評価する必要がある． 
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教育ビッグデータにおける 
学習履歴の利活用に関するガイドラインの作成 

A Creation of a Guideline for Utilizing Learning Logs in Educational Big Data 

森本 康彦*     はが 弘明**     高瀬 亜富***     鮫島 正洋*** 

Yasuhiko MORIMOTO* Hiroaki HAGA** Atomu TAKASE*** Masahiro SAMEJIMA*** 

*東京学芸大学   **デジタル・ナレッジ   ***内田・鮫島法律事務所 

あらまし： 教育に関係するデータを多量に集め，「教育ビッグデータ」として利活用できないかと期待が寄せ

られるようになった．しかし教育ビッグデータは，単に量が多ければいいというものではなく，有意味で有用な学

習者の学びの記録（e ポートフォリオ）を含むことが求められ，しかも同時に，プライバシー性だけでなく，学習者

特性や文脈依存性が高いデータが多く存在するため，その取扱いには十分な配慮が必要とされる．そこで本

論文では，教育に携わる事業者が教育ビッグデータを利活用するための指針となるガイドラインを作成した．本

ガイドラインは，事業者が学習者の行動・操作ログデータを主とする学習履歴を取り扱う際に遵守すべき事項が

記述されているため，本ガイドラインに基づき学習履歴が取り扱われることで，学習者や指導者等の教育関係

者が不利益をこうむることなく，自主規制による妥当な学習履歴の利活用が保証される． 

キーワード： 学習履歴，ガイドライン，学習記録，eポートフォリオ, 教育ビッグデータ，e ラーニング 

1. はじめに

近年，ビジネスや医療の分野でビッグデータの活用が

始まっている．これを受け，教育分野においても，教育に

関係するデータを多量に集めた「教育ビッグデータ」の利

活用が検討され始めている．しかし教育ビッグデータは，

単に量が多ければいいというものではなく，有意味で有

用な学習者の学びの記録を含まなければ，効果的な学

習支援や教育の質保証の達成は期待できない．しかも教

育には，プライバシー性だけでなく，学習者特性や文脈

依存性が高いデータが多く存在するため，その取扱いに

は十分な配慮が必要とされる．そのため，学習者のみなら

ず指導者や教育に携わる事業者までもその利活用を躊

躇することが懸念される．そこで本論文では，事業者が学

習者の行動・操作のログデータを主とする学習履歴を利

活用するためのガイドライン「学習履歴の利活用に関する

ガイドライン」を策定した(1)． 

2. 教育ビッグデータ

2.1. 教育ビッグデータとは 
一般に，教育ビッグデータは，教育分野のビッグデータ

と広く捉えられている．しかし，有意味で有用な学習者の

学びの記録（e ポートフォリオ）を含まなければ，無駄に多

量なデータであり，学習支援や教育の質保証のエビデン

スとしての利用価値は低いものとなる．つまり，教育ビッグ

データは，「学習プロセスにおける有意味で有用な eポー

トフォリオの多量の集合体」と呼ぶべきものである(2)． 

2.2. 教育ビッグデータ（e ポートフォリオ）の内容 
学習者が収集する教育ビッグデータ（e ポートフォリオ）

は，「学習履歴」と「学習記録」に分類できる（表１）(2)． 

学習履歴は，コンピュータ・システムが自律的に取得可

能な学習者の顕在的データを指し，学習行動や ICT機器

操作の履歴，必要に応じて教材コンテンツ内のテストや練

習問題，アンケート等の結果が含まれる． 

学習記録とは，学習者自らの入力を伴う意図的な活動

によって収集する e ポートフォリオであり，学習成果物や

授業風景などの顕在的データと，学習者の意識や意図，

認知プロセス・思考プロセスを外化した記述データ，学習

者の自己評価の省察や相互評価等のアセスメントの記述

データなどの学習者の潜在的データである．これら潜在

的データは，学習者によって外化されるが，学習者特性，

文脈依存性が高いことが特徴である． 

表１ 教育ビッグデータ（eポートフォリオ）の内容 

分類 説明 項目 主な内容 種類 

学
習
履
歴 

行
動
の
ロ
グ 

学習ログ 学習行動の履歴 

顕
在
的
デ
ー
タ 

操作ログ ICT機器の操作履歴 

学
習
活
動
の
記
録 

テスト・ 
アンケート 

テスト 

アンケート 

発問 

学
習
記
録 

学習成果物 

作品 

レポート 

作業物 

収集物 

授業風景 
観察の記録 

学習過程の記録 

思考プロセス 

メモ 

潜
在
的
デ
ー
タ 

ワークシート 

会話・対話 

評
価
活
動
の
記
録 

自己評価 自己評価の記録 

相互評価 相互評価の記録 

教員評価 教員評価の記録 

他者評価 他者評価の記録 
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2.3. 教育ビッグデータと匿名化 
個人情報保護法を含むパーソナルデータに関する法

制度の改訂作業が進んでいる(3)．パーソナルデータとは，

一人ひとりの個人に関連する情報の最も広い集合を意味

する用語であり，個人情報保護法の中では「個人に関す

る情報」として記述されている．今回の改正の特徴の一つ

として，「本人の同意を必要としないパーソナルデータの

第三者提供や目的外利用のための新たな枠組み」があ

げられる(4)．ただしこれは，前提条件として，個人の特定

性を低減したデータ加工，すなわち「匿名化」処理が必要

とされる．しかし，法律が整備され，第三者提供が匿名化

のもと可能となったとしても，プライバシー保護の問題は

依然として残る．プライバシーを保護するためには，個人

情報・パーソナルデータの種別だけでなく，それらをどの

ように取り扱うかといった「行為」と組み合わせてその影響

を考慮する必要がある．また，顔画像などの生体データを

含む eポートフォリオ（表 1の「授業風景」など）は，特にプ

ライバシー性が高く，特別な取り扱いへの配慮が必要とな

る．また，2.2 の潜在的データは，学習者の状況やその文

脈，および，学習者特性と強く結び付いており，教育デー

タとして独り立ちできるものではない．よって，匿名化の処

理を行うことで教育的意味が失われてしまうため，e ポート

フォリオの学習記録の取り扱いは，一般的なデータとは分

けて考えることが望ましい． 

3. 学習履歴の利活用に関するガイドライン(1) 
学習履歴の利活用に関するガイドラインを策定した(1)．

本ガイドラインでは，学習履歴の範囲を定義し，利用者に

よる利用目的ごとの提供範囲等について定めた． 

3.1. 学習履歴の範囲 
本ガイドラインは，表１の「学習履歴」にあたるデータを

対象とし，以下のとおり定義する． 

コンピュータ・システムが自律的に取得可能な学習者の

顕在的データ又は学習者が任意に提供する紙媒体の学

習教材を用いた学習に関する記録． 

ここでいう学習履歴には，学習行動やＩＣＴ機器操作の

履歴，または，練習問題・テスト・アンケート等の結果の履

歴が含まれる．このうち，テスト・アンケートはプライバシー

性の高い情報なので，より慎重な取り扱いが望まれる． 

他方，学習履歴には，学習者の自己評価・相互評価・

教員評価等や，学習者の意図、認知プロセス・思考プロ

セスのような，本来的には学習者に内在するデータは含

まない．これらのデータは、学習者がおかれた状況や文

脈、特性と強く結び付いており，一元的な利活用に資する

ものとはいえない．よって，教育的観点からの特段の事情

が認められない限り，原則として一元的な利活用の対象と

するべきではない．また，学習履歴には，顔画像等の生

体データや学習風景等を撮影したデータも含まない． 

3.2. ガイドラインの特徴 
(1) 利用者 

学習履歴データの利用者を，教育に携わる「事業者」，

事業者が保有する学習履歴データの持ち主である「学習

者」，その学習者が所属する機関および教員などの「指導

者」，そのどちらでもない「第三者」，に分けることにした． 

(2) 利用目的 

学習履歴データの利用目的は，以下の二つに大別す

ることにした． 

① 学習指導目的  

学習者に対する学習指導（何を学ぶべきかなどの支援

も含む）や学習者自身による学習のために利用する． 

② 調査・分析目的 

学習者の学習履歴を統計的に調査・分析したり，複数

人の学習履歴を組み合わせて調査・分析したりするた

めに利用する． 

(3) 提供範囲 

利用者と利用目的ごとに学習履歴データの提供の可

否を決定した（表 2）．テスト・アンケートを含む学習

履歴の学習指導目的の第三者提供は禁止である．また，

それ以外は，匿名化を行うことで第三者提供を許容す

るなど，自主的な規制を行っていることが特徴である．  

表 2 事業者の学習履歴提供の可否] 

 学習履歴‐テスト・アン

ケートを含む 

学習履歴‐テスト・アン

ケートを含まない 

 学習指導

目的 

調査・分析

目的 

学習指導

目的 

調査・分析

目的 

学習者 ○ ○ ○ ○ 

指導者 ○ ○ ○ ○ 

第三者 × ☆ ☆ ☆ 

☆…匿名化することで提供可能 

4. まとめ 
本論文では，学習履歴の利活用に関するガイドライン

を策定した．現在は，Ｗｅｂ上で本ガイドラインの公開を行

っている(1)．今後は，本ガイドラインに則った規約の雛形

を作成し事業者向けに公開するとともに，学習記録の利

活用に関するガイドラインを作成していく予定である． 
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グループ間レビューを強化した PBL に関する一考察 
－Windows アプリケーション開発での取り組み－ 

A Study of Problem Based Learning with Intergroup Review 
- Approach to Application Software Development - 

金子 豊久, 廣瀬 健一, 村山 淳, 飯田 尚紀, 佐藤 清次 
Toyohisa KANEKO, Kenichi HIROSE, Jun MURAYAMA, Naoki IIDA, Kiyotsugu SATO 

産業技術短期大学 情報処理工学科
Department of Information Engineering, College of Industrial Technology 

Email: kaneko@cit.sangitan.ac.jp 

あらまし：産業技術短期大学情報処理工学科では，学生のプログラミング開発能力の向上を目指して，2
年前期の実験科目において，「問題解決型実習」を取り入れ，PBL(Problem Based Learning)教育を実践して

いる．本稿では，Windows アプリケーションの開発を目的としたプログラミング実習においてグループ間

レビューを強化した PBL を実践し，学生アンケートからその教育効果について考察した．その結果，PBL
の教育手法におけるグループワークの重要性が確認できた．

キーワード：問題解決学習，グループ学習，PBL，プログラミング，情報処理教育 

1. はじめに
情報処理技術者には，社会ニーズに柔軟に対応し，

問題を設定・解決する能力が必要不可欠である．そ

のため，問題解決能力の育成は情報処理教育におけ

る重要課題の一つとされる．

産業技術短期大学情報処理工学科では，ソフトウ

ェアエンジニアの育成を目的に，プログラミング教

育を学科の重点教育と位置づけている．そこでの教

育目標は，プログラミングにおける基本技術の理解

とともに，アプリケーションソフトウェアの作成な

ど，さまざまな問題解決のためのプログラム作成能

力の育成である．

本学科のプログラミング教育では，さまざまな科

目の中で次の実習を行っている．

1) C 言語を用いた実習

文法・手順の学習を重視した講義･演習課題中心

のプログラミング実習

2) Processing を用いた実習

メディア情報処理を対象としたオブジェクト指

向型のプログラミング実習

3) LEGO Mindstorms を用いた実習

ロボットの動作制御による PDCA(Plan-Do–Check-
Act)サイクルで行う反復開発型のプログラミング

実習

4) Visual Basic を用いた実習

Windowsのアプリケーション開発を目標とした課

題達成型のプログラミング実習

これまでこれらの実習では，それぞれ明確な課題設

定を行い，課題を解決する手順を教員が提示しなが

らプログラミング実習を進めることによりプログラ

ミング能力を養成してきた(1)．しかし，学生は基本

的なアルゴリズムを実現する数十行のプログラムは

作成できるが，「体系だったプログラムの開発工程」

を体験する機会がなく，問題解決学習の実践となる

「卒業研修」（2 年通年科目）での学習が困難であっ

た．そこで，2 年前期の実験科目である「情報処理

実験Ⅰ」の中で行っている 3)，4)の実習において

PBL(Problem Based Learning)の教育手法を導入して

きた(2),(3)． 
今回，学生のソフトウェア開発能力の更なる向上

を目指し，4)の Windows のアプリケーション開発の

実習において，グループ間レビューを強化した PBL
を実践した．本稿では，その教育方法を紹介すると

ともに，その教育効果について考察する．

2. グループ間レビューを強化した PBL
Visual Basic を用いた実習（以下，VB 実習と略す）

は，実験テーマの一つとして，2 年前期，週 1 回 90
分 3 コマの授業 4 回で実施した． 

実験で，学生はまず Visual Basic のプログラミング

練習として，各自がテキストに従ってサンプルプロ

グラムを作成し，Windows のフォームアプリケーシ

ョンの作成手順を学習する．そして，学習後に 2～3
人のグループに分かれ，Windows アプリケーション

ソフトウェア開発の PBL 実習に取り組む．開発する

アプリケーションソフトウェアの対象をゲームとし，

内容は自由であるが，制約条件として次の 5 つを設

定した．①オリジナル要素があること．②ゲーム性

があること．③ユーザーフレンドリーであること．

④ユーザーのエラー操作に対応していること．⑤3
種類以上のコントロールを使用すること．

PBL によるソフトウェア開発の手順は，次のフェ

ーズからなる．

1) 要件定義：作成目標，要求仕様をまとめる．

2) 設計：処理概要，外部設計，内部設計を行う．

3) 設計段階での発表：複数グループでのグループ間

レビューを通して，ブレインストーミングを行い，

問題点を改善する．
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4) プログラミング実装：フォームデザイン，コーデ

ィングを行う． 
5) テスト：部分テストや全体テストを行い，問題点

を修正する． 
6) 実行テスト：複数グループでのグループ間レビュ

ーを行い，問題点の分析と修正を行う． 
7) 発表：開発結果と作業経過に関する成果発表を行

い，学生相互で評価する． 
8) レポート提出：PBL 実習の成果をレポートにまと

めて提出する． 
 授業時間と作業内容を表 1 に示す．プログラム開

発における PDCA サイクルを活発化させるために，

グループ単位の作業だけでなく，作業途中に設計段

階での発表などのグループ間レビューによる複数グ

ループ単位でのブレインストーミングや問題分析を

取り入れ，授業時間の大部分をグループワークに充

てて実施した．また，学生の予復習を促すべく，各

自の作業は授業時間外に行うように設定した．  
 

3. アンケート結果及び考察 
VB 実習で実践した PBL の効果を検証するために，

実験終了後に履修学生 41 名を対象に評価アンケー

トを実施した．アンケートは選択式と自由記述式で

行った．表 2 に選択式アンケートの質問を，図 1 に

その結果を示す．ここで，PBL での情報収集能力(Q1)，
発想力・論理的思考能力(Q2)，グループ活動能力 
(Q3)，プレゼンテーション能力(Q4)，問題解決意欲

(Q5)，達成感(Q6)について，学生に自己評価させた．

また，PBL を進める上でのグループワークとして，

グループ間レビューによる，設計段階の発表とブレ

インストーミング(Q7)， 実行テストと問題分析(Q8)，
自分たちの発表(Q9)，他グループの発表(Q10)の効果

について評価させた．その結果，PBL を通して問題

解決に関する能力の向上が図れただけでなく，学生

の達成感や意欲等，全般的な項目で肯定的な評価が

得られた．自由記述では，グループでの取り組みに

ついての肯定的な記述が多く得られ，学生は自ら問

題設定し，解決していく中で，意見交換等のグルー

プワークの重要性を認識するとともに，粘り強く問

題解決に取り組む等の学びのきっかけが与えられた

と考える． 
 

4. おわりに 
本稿では，アプリケーションソフトウェアの開発

に取り組むプログラミング実習において PBL を実

践し，学生への教育効果をアンケート調査により確

認した．その結果，学生が問題解決能力の向上を実

感するとともに，実験やプログラミングに対するモ

チベーションが上がることが確認できた．また，グ

ループ間レビューを重視した本教育手法により，問

題解決学習におけるグループワークの重要性も確認

された．今後は，他の実学実践型科目にも PBL を適

用させて，学生の問題解決能力の向上を図っていく

予定である． 

表 1 授業時間と作業内容 

 

表 2 アンケートの質問（選択式） 

 

 
(a) 学生の自己評価  

 
(b) グループワークの効果 

図 1  PBL に関するアンケート結果 
 

参考文献 
(1) 廣瀬健一, 金子豊久, 佐藤清次:“課題達成型プログラ

ミング実習の実践と考察”, 産業技術短期大学誌, 
Vol.46, pp.7-12 （2012） 

(2) 金子豊久, 村山淳, 豊田信一, 飯田尚紀, 廣瀬健一, 
佐藤清次:“LEGO Mindstorms NXT を用いた PBL に関

する一考察”, 産業技術短期大学誌, Vol.48, pp.25-30 
（2014） 

(3) 金子豊久, 廣瀬健一, 村山淳, 飯田尚紀, 佐藤清次: 
“アプリケーションソフトウェア作成における PBL
に関する一考察”, 日本教育工学会第 30 回全国大会, 
P3a-1C-04, pp.843-844（2014） 

授業 第1回 第2回 第3回 第4回

1コマ
ガイダンスと
VB実習説明

グループ間レビュー
設計段階の発表と
ブレインストーミング

VBプログラミングと
全体テスト

2コマ VB練習課題

3コマ 要件定義と設計
実習成果のまとめと
レポートの作成

時間外 発表資料の作成
VBプログラミングと

部分テスト
プログラムの完成と
作業経過のまとめ

レポートの作成と
提出

全体発表
開発成果と

作業経過に関する
発表

VBプログラミング
グループ間レビュー

実行テストと
問題分析

選択式の質問
Q1 PBLにより，情報収集能力は向上しましたか？
Q2 PBLにより，発想力・論理的思考能力は向上しましたか？
Q3 PBLにより，グループ活動能力は向上しましたか？
Q4 PBLにより，プレゼンテーション能力は向上しましたか？
Q5 PBLにより，問題解決意欲は向上しましたか？
Q6 PBLにより，達成感は上がりましたか？
Q7 設計段階での発表とブレインストーミングは，PBLを進める上で，効果的でしたか？
Q8 作成途中で行った実行テストと問題分析は、PBLを進める上で，効果的でしたか？
Q9 自分たちの成果を発表することは，問題解決能力を高める上で，効果的でしたか？
Q10他のグループの成果発表を聞くことは，自己の能力向上に効果的でしたか？
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情報系学部における新入生ゼミの試み 

Some trials in freshman seminar majoring Computer Science 

中西 通雄 

Michio NAKANISHI 

大阪工業大学情報科学部 

Faculty of Information Science and Technology, Osaka Institute of Technology 

Email: naka@is.oit.ac.jp 

あらまし：筆者は、新入生対象の授業科目「基礎ゼミナール」の 1 クラスを担当している。授業は 7

月までであるが、11 月の大学祭で小中学生向けのプログラミング教室を開催することをクラスの目標

として Scratchを学習させている。また、グループで自学科の教員にインタビューさせて訪問記を書か

せている。さらに、全員には毎週簡単な報告書を提出させ、それに対して筆者がコメントを入れたもの

を moodle でクラス内に公開するなどしている。本稿では、本科目の概要と、著者が担当している 90

分×15回の授業内容について紹介する。 

キーワード：新入生ゼミ，導入教育，Scratch，プログラミング 

1. はじめに
新入生に対する導入教育としての少人数教育は、

多くの大学で実施されている。大学での勉学方法に

導くことを目的としている場合がほとんどであるが、

担当する教員数が多いため、実際の授業方法は、各

担当教員に任されている場合がほとんどであろう。 

筆者の所属する学部では、1996年の学部創設以来、

導入教育として授業科目「基礎ゼミナール」を開講

している。今年度は 21のクラスで構成しており、各

クラスは、学部を構成する 4つの学科から 5～6名ず

つ、合計 21～24名である。各クラスは 1名の専任教

員が担当している。教員は、共通科目の担当者が中

心であるが、それだけでは足りないため専門科目の

担当者が各学科から 2名ずつ加わっている。筆者は

後者の立場で担当している。教員は、2 年間クラス

担任の役割を担う。具体的には学生の相談に乗った

り、成績を手渡しする際に成績の芳しくない学生に

対して修学指導をしたりする。なお、3 年生からは

卒業研究をふまえたゼミに配属されるが、配属要件

を満たさず留年した学生については基礎ゼミナール

の教員が担任として引き続き面倒をみることになる。 

2. 基礎ゼミナールの概要
シラバスでは、基礎ゼミナールの到達目標として、 

次の 5 つが挙げられている(1)。 

（a）集団の中で自分の意見や考えを的確にまとめ、表

現できる。 

（b）提示された文章の内容を正確に読み取り、理解で

きる。 

（c）自分の意見や考えを、自らの言葉で的確に文章表

現できる。 

（d）レポートの書き方を理解し、実践できる。 

（e）グループで協力して、与えられた課題を期間内に

完成できる。 

この到達目標に対して、21 名の教員はそれぞれのク

ラスで内容を工夫した授業を行っている。例えば、

次のような主テーマがある。 

 ゴム粘土や折り紙を使ってアニメーション映像を

作成する。これは複数のクラスで採用されており、

最後にクラスから選ばれたチームが集まってコン

テストを実施している。シラバスには、この内容

が書かれている。 

 コンピュータサイエンス・アンプラグド 

 Processing を用いたプログラミング 

 JavaScript を用いたゲームプログラミング 

3. 筆者のクラスの授業構成
3.1 具体的な課題 
筆者のクラスでは、11 月の大学祭で小中学生向け

のプログラミング教室を開催することをクラスの主

テーマとしている。小中学生も扱えるように、プロ

グラミングには Scratch を利用することにした。 

この主テーマのもとに、この授業を通じて修得す

る具体的な課題を次のように設定した。授業サイト

に掲載している。 

 毎週の手書きのレポート（週報）← 中西が必ず

コメントを書きます 

 Word でレポート書く（アウトライン機能、スタ

イル機能、図の入れ方） 

 メールの書き方（件名、本文、HTML/テキスト形

式、署名）、 転送設定ほか 

 学外から学内にアクセスする（VPN） 

 Scratch を用いたプログラミング、それを小中学

生に教える準備（主テーマ） 

 プログラミング教育の文献（論文）を読む 

 ポスター作製 （Word/PowerPoint と大型プリンタ

の利用） 

 教員インタビュー（予約をとって訪問、結果を

Word 文書に写真入りで訪問記としてまとめる） 

 他クラスとの交流（発表会） 

この中で、Word の使い方やメールの書き方は、別
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の授業科目「コンピュータリテラシー」でも学習す

るが、本クラスで先行して 4 月のうちに実施してい

る。 

3.2 週報 
A4 版 1 枚の用紙に手書きで毎週提出させている。

日付・氏名の記入はもちろんのこと、読みやすい文

字で書くことや期限までに提出することは、社会人

基礎力の一つであり、大学入学後の半年の間に鍛え

ておきたいところである。筆者は、これに赤でコメ

ントを入れてスキャンし、moodle にアップしている。

これにより、クラス内の受講者に限定してお互いに

週報の内容を見ることもできる。 

3.3 導入 
Word を用いた「学生カード」の記入、写真（こち

らで学生の写真を撮影して moodle にアップしたも

の）を各自が moodle から取り出してトリミングし、

学生カードに貼り付ける。 

メールの使い方、先生にメールを書くときの本部

の書き方、スマートフォンでメールを読む方法など

を演習した。また、情報センターのコンピュータ室

（サーバ室）の見学、図書館の見学なども行った。 

3.4 プログラミング 
Scratchの利用方法の説明は 1時間程度にとどめて、

各自が適宜 Web サイト探して自習する形式をとっ

た。また、自宅でも自習できるように、USB フラッ

シュメモリを各自に用意させ、そこに Scratch 本体や

自分で作成したプログラムを入れさせている。次の

写真は、第 9 回の授業で、自分のプログラムをクラ

ス内でデモをしている様子である（この回だけ演習

室ではなく小教室を利用）。 

 
 

 
また、第 12 回には、ゲスト講師をお招きして「な

のぼ〜ど」を接続して Scratch で制御する予定である。

なのぼ〜どのドライバをインストールする必要があ

るが、学部の演習室の PC はインストールが許され

ないため、私の研究室からノートパソコン 12 台を提

供する。 

3.5 教員インタビュー 
インタビューすることで自学科の教員を知ること

が主目的であるが、準備からまとめまでの一連のグ

ループ作業をとおして、次のスキルを体得できるよ

うにした。 

 計画を立案し、インタビューの約束をとる。双方

の日時を調整する方法、何を事前説明して、どう

いう了解を得ておくべきかについても考える 

 訪問先の先生のことを事前に調べ、インタビュー

で聞きたいポイントをまとめる 

 インタビューを実施して内容を記録する 

 インタビュー結果をまとめて、Word 等を用いて

文書化し、先生に確認してもらう 

 3 人程度のグループで協力して作業する（学科別

で編成した） 

3.6 アイスブレーク 
第 9 回の授業で、マシュマロチャレンジを実施し

た。これは、各グループが 18 分間でスパゲティをテ

ープ・ひもでくみ上げて、頂上にマシュマロを載せ

た自立型タワーの高さを競うゲームである。グルー

プ内での話し合いや終了後の振り返りが、グループ

作業を理解するために有効とされている(2)。今回は、

各学科から 1 人ずつの合計 4 名ずつの構成とした。

学生は楽しく取り組んでいた。週報には、自分は何

をしていたか、チームでどのような役割を果たした

か、チームはどんな状況になっていたか、チームワ

ークやチームビルディングがどのようになされたか

などを書かせている。 

 
 

4. おわりに 
筆者が担当している「基礎ゼミナール」の内容を

紹介した。この科目ははじめての担当なので、新入

生が大学での勉学スタイルに慣れることができるよ

うにという目標を念頭に、学生の様子をみながら手

探りで授業を進めている。原稿執筆時点では第 9 回

までであり、残りの分は口頭で報告する。ご意見を

頂ければ幸いである。 
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可視化と作問機能を用いた知識定着と活用に関する研究
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あらまし：本研究チームでは, 看護や情報などの学問領域を対象に知識の定着や活用, 創発などを一元的
に行うことを目指した作問機能などを有する e ラーニングシステムの開発を行ってきた. 本研究では, 各
学習者の知識の定着と活用の検証を目的とし, 既存の作問機能と知識可視化機能を一部改良した上で看
護系の講義に適応した.	 昨年度のデータと比較を行い, 各学習者の知識の定着と活用が図られたかとい
う観点から検証を行う.  
キーワード：LMS, CSCL, 作問学習 

1. はじめに
近年, 高等教育のユニバーサル化・グローバル化

の流れを受けて、大学教育の質の保証やイノベーテ

ィブな人材の養成が強く求められている. これにむ
けて, 学習者には構造化された知識を定着すること
だけでなく，知識を活用して他の学習者と関わりな

がら未修知識の創発をしていくことも望まれる. 
本研究は, 各学習者の知識の定着と活用の検証を

目的としている. 本稿では, 本研究チームがこれま
でに開発してきた，知識の定着・活用・創発を一元

的に行うことを目指した e ラーニングシステムを改
良し，その上で看護系の講義に適用する.この中で昨

年度のデータと比較を行い,知識の一致率と網羅率

から知識の定着について評価し,レポート課題の評

価点から知識の活用について評価を行う	 

2. システムの概要

2.1 知識可視化機能と作問機能 
本研究チームでは, e ラーニングシステム上に学

問領域の知識を体系的に学習できる知識可視化機能

と, 学習者が演習問題をすることができ, 作成後に
相互に解き合うことができる作問機能の開発を行っ

てきた(1). 先行研究と比較し, 本研究で用いる知識
可視化機能には図 1に示すようなユーザーインター
フェースの改善を行った(1)．  

2.2 作問機能の知識選択画面 
作問機能は, 学習者が自身の作成する演習問題に

知識を付与できる機能を有している. この知識を付
与する際の知識選択画面には知識可視化機能と同じ

ユーザーインターフェースを用いている(1). 本研究

では, 教員が作成した演習問題や他の学習者が作成
した演習問題に付与されている知識を含む知識に目

印となるピンを付ける機能を追加した. 本機能の例
を図 2 に示す. これにより, 学習者が作問する際に, 
教員や他の学習者がどの知識に関する演習問題を作

成しているかをリアルタイムに把握できることを狙

っている. 

図 1	 改善前と改善後の知識可視化機能 

図 2	 作問機能の知識選択画面 

4. 授業モデルの概要
ある大学の看護学科における講義「看護過程演習」

を対象に本システムを導入し検証を行った. 本講義
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は, 学部 2 年生を対象とし, 2015 年前期に開講され
た. この検証における看護系の知識マップ作成は, 
看護過程演習の担当教員が行い, 知識可視化機能に
適用した. 設計した授業モデルを図 3 に示す. なお,
グループで行う課題のグループ分けについてはあら

かじめ教員が行っているものとする. 
	 まず, 教員が作成した演習問題を[1]予習課題とし
て知識可視化機能を用いて学習者に課す. [3-b-1]作
問では学習した知識を活用して学習者が個人で作問

機能を用いて作問を行う課題を課す. この課題を課
す際に教員はグループ内の知識の広がりの観点から, 
できるだけ作問機能の知識選択画面でピンが表示さ

れていない知識, つまり, まだ誰にも作問されてい
ない知識を選択するように促している. 作問を終え
た学習者はその演習問題を学習者自身が所属するグ

ループ内に公開する. また, 作問後に各学習者が作
問に対して適切な知識を付与しているかを教員が確

認を行っている. [3-b-2] その後, 学習者は自身が所
属するグループ内で他者が作成した問題を解き, 相
互に学習を行う. [4]作成された演習問題をグループ
内で互いに解き合った知見をもとにグループ学習を

行う. このグループ学習では, 個人で作成した演習
問題の検討を行うように促しており, [5-1]のグルー
プで 1つの作問を行う活動に向けた話し合いが行わ
れる. [5-1] 教員は学習者に, グループ課題としてグ
ループ毎に一問のみ, 作問機能を用いた作問を行わ
せる. そして各グループが作問した問題を学習者全
体に公開する. [5-2]公開された各グループの演習問
題を学習者全員が相互に解き合う. 
	 さらに, 定着した知識を活用する場の 1 つとして
学習者にレポート課題を課している. 加えて, 2015
年 7月に期末試験の実施が予定されている. 

 
図 3	 設計した授業モデル 

3. 評価 
期末試験の結果を元に知識の一致率及び知識の網

羅率から知識の定着について評価する. また,レポー
ト課題の評価点より知識の活用について評価する. 
 
3.1 知識の認識に関する評価 
本研究チームでは, 学習者の知識の定着度合いを

図るため指標の 1 つとして, 学習者の知識の認識に
おける評価を行ってきた(2). これは, 各学習者が作
問に付与した知識と教員が各学習者の作問に付与し

た知識の一致率で評価している. 知識の一致率の概

念図を図 4 に示す. 昨年度の検証で行った, 知識可
視化機能を用いた場合と用いなかった場合の知識の

一致率を表 1に示す.表 1に示す 2つの数値には有意
な差が認められた. 本研究では, 看護系の講義にお
いてユーザーインターフェースの改善後, 知識の一
致率が表 1の結果に比べ向上したかという観点より
検証を行う. 現在, 看護系の講義を通じて検証を行
っている段階である. 

 

 
図 4	 知識の一致率の概念図 

 

表 1	 昨年度の検証における知識の一致率 
学習者が作問する際の知識選択時

に使用したツール 
知識の一致率 

[%] 
知識の一覧より選択 27  

改善前の知識可視化機能より選択 62 
t = -14.196,  df = 609, p < 0.05 

3.2 知識の網羅率 
学習者が知識の定着をする際には, 定着した知識

に偏りが無いことも重要である. そのため, 本研究
では図 3 の[3-b-1]で, 学習者が個人で作問を行う際
にグループ内の他の学習者と知識の重複が起こらな

いように促している. その後, 図 3 の[3-b-2]で学習
者が相互にグループ内で解き合うことでより多くの

知識に関する演習問題に取り組めるように工夫して

いる. これにより, 学習者が知識の定着を網羅的に
図れているかという観点から昨年度と今年度のデー

タの比較をし, 知識の網羅率について検証する. 現
在, 看護系の講義を通じて検証を行っている段階で
ある. 
 
4. まとめ 
本研究では, 知識可視化機能と作問機能を有した

e ラーニングシステムを看護系の講義に適応し,知識
の定着や活用に関する検証を行っている段階である. 
今後,	 検証データを分析し,評価結果を示したい. 
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歩行の安定性と効率性に基づく歩行特徴に関する基礎的検討 

Basic Consideration on Walking Stability and Efficiency  
based on the Similarity of Velocity and Acceleration Variation 
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あらまし：本研究の目的は，歩行動作の解析を容易に行うための手法の提案である．そのために，まず，

1台の慣性計測装置を用いた計測を対象に，歩行の安定性について評価を行うこととした．ここでは，従

来着目されてこなかった歩行の効率にも注目する．歩行の効率性は歩行速度の時間変化から求められる．

本稿では，歩行分析の指標について概観した上で，健常者を対象とした歩行計測実験の結果から，安定性

に加えて効率性を考慮することで，歩行の個人差や一般性を評価できる可能性を検討する． 

キーワード：歩行解析，加速度変化，安定性，対称性，効率性 

1. はじめに
医療やリハビリテーションの場において歩行支援

のための動作解析が行われている．歩行動作の解析

にはビデオカメラ，レーザ，フォースプレート，加

速度センサなどを用いる手法がみられる(1)(2)．例えば，

小椋らは健常者若年者を対象とした歩行時の加速度

の特徴パタンが同定可能かを検討している．この研

究では，加速度センサ，テレメータシステム，デー

タレコーダ，動ひずみ測定機を組み合わせて測定を

行っている(1)．しかし，これらの測定手法は複数の

計測機器や計測手法を複合して利用されており，計

測環境の構築が容易ではないという問題点がある． 

2. 本研究の目的
本研究は，歩行動作の解析を被験者に装着した 1

つの慣性計測装置（IMU）のみで実現する計測手法

および簡易な解析手法の提案を目的としている．こ

れにより，被験者の歩行を妨げず，解析結果を即時

に実験者へフィードバックできる環境構築を目指す． 

一般に，歩行解析では「安定性」という指標が評

価基準となる．ここでの安定性とは，再現性，対称

性，動揺性，円滑性の 4 観点とされる(3)．本稿では，

歩行動作の安定性について，加速度波形の類似性に

基づき，対象性と再現性を評価する方法を提案する．

さらに，歩行の効率についても検討する．歩行の効

率は速度波形に基づき解析する． 

3. 評価方法

3.1 概要 
1 歩行周期とは片足の踵接地（Heel Contact : 以下，

HC）から同足の次 HC までを指す(1)．本研究では，

図 1 に示す通り，1 歩行周期内の片足の HC（図中上

に凸のピーク部）からもう一方の足の HC までを“1 

図 1 加速度の正規化 

歩”と考え，解析単位とする．歩行の対称性と再現

性を評価する際，1 歩の時間区間での 2 つの加速度

波形の相互相関を用いる．ここでは，1 歩の時間区

間をパーセント歩行周期(1)の考えに基づき正規化を

行う．相互相関の値は-1 から 1 までとなる．-1 のと

きは時間軸に対して対称な波形となり，1 のときは

同一波形となる． 

3.2 対称性の評価 
本研究では，歩行周期における任意の 1 歩の加速

度変化は，それに続く 1 歩の加速度変化に対して，

左右方向では時間軸対称，上下方向と前後方向では

同一であるという仮説を設ける．解析対象区間内 n

歩を発生順に s1, s2, …, snとした場合，s1と s2，s2と

s3という連続する 2 歩の相互相関を求める． 

3.3 再現性の評価 
本研究では，解析対象区間での同一足の 1 歩は，
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同一の加速度変化を示すという仮説を設ける．その

ため，3.1 に示した n 歩に対して，奇数番目と偶数番

目の集合に分けて解析する．各集合における加速度

変化の平均波形を求め，集合の各要素との相互相関

を求めることとする． 

3.4 効率性の評価 
本研究では，歩行における効率を HC 時の速度変

化として考える．解析対象区間における仕事率が 0

に近い歩行が効率性の高い歩行であると仮定する． 

 

4. 実験方法 
歩行動作の計測実験を行った．被験者は 20 代健常

者 14 名である．計測場所は大学体育館とし，計測場

所内に 15 m×0.45 m の矩形領域を設けた．被験者に

計測装置を装着させ，靴を脱いだ状態で長手方向に

歩行させた．この時，速度や歩行方法指定をせず，

普段通りに歩行させた． 

計測したデータを 3 章に示した指標で解析する．

ここでは，解析対象区間は計測開始からの 5 歩目か

ら 10 歩目とした．被験者によって 1 歩あたりの時間

やデータ数，加速度の最大値が異なるため，正規化

を行った結果を解析した． 

 

5. 結果・考察 
被験者 14 人のうち対称性と再現性について特徴

のみられた 4 人（被験者 a, b, c, d）の結果から考察

する．効率性は被験者 14 名の結果から考察する． 

5.1 対称性 
解析対象区間での連続した 2 歩について，被験者

毎に 9 歩行周期分の相互相関を求め，それらから平

均値を算出した．この値をその被験者の対称性の評

価値とする．図 2 に各被験者の値と 14 名の平均値を 

 

 
図 2 対称性 

 

 
図 3 仕事率 

示す．平均値は左右-0.54，前後 0.86，上下 0.86 とな

った．前後と上下では，高い相関が得られている．

一方，左右の相関は高いとはいえない．被験者 a と

bは 3軸全てにおいて平均以上かつ絶対値で 0.7以上

あることから，対称性が高いといえる．被験者 c と

d は 3 軸全てにおいて平均以下であり，特に左右の

逆相関が約 0.2 となる．すなわち，全体として対称

性が低く，特に左右方向での対称性が顕著に低い． 

5.2 再現性 
解析対象区間での各足 5 歩について，各足 1 歩ず

つと平均波形との相互相関である 5 つの値の平均値

を各被験者の再現性の評価値とする．14 名の平均値

は全て 0.84 以上であり，3 軸の左右差が最大で 0.01

であることから再現性は高い．被験者 a と b は 3 軸

全ての値が平均と同程度以上であり，非常に高い再

現性を示した．一方被験者 c と d は，3 軸全てで平

均以下であり，特に左右方向で平均値から最大で約

0.3 低い相関を示した．このことから，上下と前後の

再現性は高いが左右の再現性は高くないと考える． 

5.3 効率性 
解析対象区間内 10 歩の仕事率（両足）を算出する．

また，この 10 歩を各足 5 歩ずつに分けてそれぞれの

足の仕事率（左足，右足）を算出した．図 3 に被験

者 14 名（被験者 a から n）の各仕事率を示す．14

名の平均値は両足 0.022，左足 0.019，右足 0.027 と

なった．両足の仕事率が小さく歩行の効率性が高い

のは被験者 f，g，l であり，平均値の 6 倍以上であ

る．さらに，左足と右足の仕事率では被験者 l が最

も低く，最も効率のよい歩行を行っている．効率の

悪い歩行は両足の仕事率が高くさらに，左足，右足

の仕事率が高い者（例えば，高齢者）となる． 

 

6. おわりに 
本稿では，1 つの IMU を用いた解析手法の提案，

基礎的検討として歩行の対称性，再現性，効率性を

評価した．今後，この解析法の妥当性を検証する． 
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ASD児童のためのソーシャルスキルトレーニング支援環境の実現にむけて  
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あらまし：自閉症スペクトラム障がい（ASD）のある児童のソーシャルスキルトレーニング（SST）で用

いられているツールの一つにコミック会話がある．コミック会話を用いた SST では，支援者が児童の体

験事例を取り上げ，児童と他者のやりとりを線画で可視化することにより，他者の気持ちを推し量る力を

育む指導を行う．児童のソーシャルスキルを向上させるには，支援者の指導力向上が必要不可欠である．

本研究では SST の支援と支援者の指導力向上を目指した支援環境を提案する． 
キーワード：ASD，コミック会話，ソーシャルスキルトレーニング，指導力向上，振り返り支援 

1. はじめに
自閉症スペクトラム障がい（ASD）のある児童は，

他者とコミュニケーションを取るのが苦手で，他者

の言動を誤解してしまいやすいことや，逆に他者に

誤解されてしまいやすいことがある (1)．このような

児童への支援として，「コミック会話」を用いるソー

シャルスキルトレーニング（SST）が行われている．

コミック会話を用いる SST では，児童の体験を教材

として取り上げ，単純な線画と吹き出しを用いて支

援者がその状況を可視化することで状況理解を容易

にする．その上で他者の気持ちを推し量る力を育む

指導をする(2)(3)． 
コミック会話を用いる SST では，以下の２つの難

しさがあると考えている．

A) 児童の実体験を教材として取り上げるため，

どのような指導を行うか支援者が予め計画し

ておくことは難しく，リアルタイムに状況理

解を行いながら適切な指導を考えることも容

易でない．

B) 支援者の指導が SST の質に直接影響するため， 
SST 終了後に支援者自身が振り返ることが重

要である．しかし，コミック会話には描かれ

た結果しか残っておらず，振り返りの質を高

めることは容易ではない．

本研究では，これらの困難性を軽減することを目

指した支援環境を提案する．

2. 困難性の軽減指針
本研究では，システム利用の流れを図 1 のように

児童への指導を目的とした①SST プロセスと，指導

者の指導スキル向上を目的とした②振り返りプロセ

スの 2つとして捉え，①において困難性A)を軽減し，

②において困難性 B)を軽減することを目指す．

①で SST を円滑に進めるために，コミック会話で

図 1 システム利用の流れ 

なされる 3 つの指導のフェーズ（導入，状況理解，

指導）への意識を促し，児童の発話内容の理解と，

指導法の考案に可能な限り注力できるコミック会話

作成支援環境を提供する．

②で実りある振り返りをするためには，児童との

対話プロセスの中でも，その意味合いを捉えた振り

返り支援が重要である．例えば，状況理解フェーズ

で発現する「吹き出し」は，体験時における児童の

発言や思考を表す一方で，指導フェーズで発現する

「吹き出し」は，指導を受けた児童がどう考え直し

たかという前者とは異なる意味合いをもつ．このよ

うな意味合いの違いに着目した指導の観点を支援者

の振り返り時に提供する．

3. 提案システム
前章で述べた考えに基づくシステムを iPad上で動

作するアプリケーションとして実装した．

3.1   SST支援  
コミック会話を作成するには，フリーハンドによ

る線画の描画機能と，8 色の色選択機能が最低限求

められる(3)．本システムでは，図 2 の（a）キャンバ

スエリアに（b）色選択エリアで提示している 8 色の

色から選択した色で自由に描画できる．（c）オブジ

ェクト挿入エリアでは，コミック会話作成時に頻繁

に使用される人オブジェクトや，吹き出しオブジェ

クトが予め用意されており，タップすることで
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（a）キャンバスエリアに挿入できる．（d）フェーズ

選択エリアでは，SST プロセス中のフェーズを切り

替えることができる．これらにより，コミック会話

作成支援を行うことで，指導に注力しやすくする． 
 

 
図 2 システムのインターフェイス 

 
3.2   振り返り支援機能  

本システムは SST 実施時に，線画やオブジェクト

の追加・削除などの編集操作を記録している．これ

らの記録された情報を基に，SST の振り返りを支援

する． 
設計したデータ構造を図 3 に示す．コミック会話

の指導文脈を捉えるため，そこに表れる概念的抽象

度の異なる編集対象オブジェクト，編集操作，フェ

ーズの情報を異なるレイヤに区分して格納している．

これにより，システムは同じ種類の編集操作であっ

てもその意味合いの違いを捉えることできる． 
 

 
図 3 データ構造 

 

このようなデータ構造を前提として，編集操作を振

り返りの視点から概念化した内容の一部を表 1 に示

す．例えば，指導フェーズにおける編集操作として，

思考オブジェクトが追加された場合は，「登場人物の

思考の発現」が起こったと解釈でき，支援者の指導

により，「児童に登場人物の気持ちを考えさせる」こ

とがなされた可能性があると解釈できる．このよう

な解釈により，SST において行われた可能性がある

指導を検出することができ，表 2 に示すような振り

返りのチェックリストを出力することができる．表

中において，チェックが入った項目は，システムが

検出した項目である．指導内容の俯瞰的な振り返り

を促すために，システムが検出できたものだけでな

く，SST における一般的に必要とされている指導活

動も示すことを想定している．また，チェック済み

の項目を選択することで，SST が行われた時点の内

容を復元し，支援者は自分が行った指導を確認，見

直すことのできる機能の提供を考えている． 
 

表 1 編集操作の概念化 

 

表 2 振り返りチェックリスト 

 
4.   結論と今後の課題  

本研究ではコミック会話を用いる SSTの支援と振

り返り環境を提案した．コミック会話で使用される

ステレオタイプを予め用意して提供するコミック会

話作成支援機能を実装した．また，支援者の振り返

りを促すために必要なデータ構造と編集操作の概念

化を行った． 
今後は，データから時間軸に沿ってコミック会話

を再現し，指導内容を検出，提示できる機能の実装

を進めていく予定である． 
 

参考文献  
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振り返りの視点 
編集操作 

 概念化 

   

状況 

理解 

 

児童の経験を形成した登場

人物(自分，他人)の発現 
人オブジェクトの追加 

児童の経験を形成した登場

人物の状態変化 
人オブジェクトの追加に連続した 
新たな人オブジェクトの追加 

児童の経験を形成した登場

人物の思考の発現 
思考オブジェクトの追加 

児童の経験を形成した登場

人物の思考状態変化 
思考オブジェクト上の線画の 
削除に連続した，新たな線画の追加 

   

指導 

登場人物の発現 人オブジェクトの追加 

登場人物の状態変化 
人オブジェクトの追加に連続した 
新たな人オブジェクトの追加 

登場人物の思考の発現 思考オブジェクトの追加 

登場人物の思考の状態変化 
思考オブジェクト上の線画の 
削除に連続した，新たな線画の追加 

登場人物の発言の発現 発話オブジェクトの追加 

登場人物の発言の状態変化 
発話オブジェクト上の線画の 
削除に連続した，新たな線画の追加 

   

振り返りの視点 
✓ 児童に自分の気持ちを考えさせる 
 児童に他者の気持ちを考えさせる 
✓ 児童に他者の振舞いを考えさせる 
 児童に他者からみた自分の振舞いを考えさせる 
  

…
 

フェーズ 

…
 

…
 

…
 

…
 

…
 

…
 

…
 

…
 

…
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日本と東アジア諸国の ICT活用の比較研究 
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あらまし：情報通信技術の発展に伴い，教育現場においても電子黒板やタブレット端末などの ICT 機器

が導入されるようになった．しかし，諸外国と比較して，日本の授業における ICT の使用頻度がかなり

低いことは，これまでの国際調査等で指摘されてきた．ところで，シンガポール，ベトナムでは，小学校

段階から関数電卓の使用を前提に算数・数学の教科書が編纂されている．複雑な計算は関数電卓に任せる

一方，学習者には 結果の予測や検証，さらには算数・数学の知識を現実事象へ適用する力が求められて

いる．本稿では，シンガポール，ベトナムと日本の算数・数学教科書を比較・分析し，算数・数学教育に

おける望ましい ICT活用のあり方について検討する． 

キーワード：東アジア，算数・数学教育，関数電卓 

1. はじめに
情報通信技術の発展は，教育現場にも及んでおり，

一部の学校では各教室に電子黒板の設置，1 人 1 台

のタブレット端末の配布，さらには電子教科書の導

入などがされるようになった．教育における ICT 活

用の可能性と効果が期待されるが，その一方で，テ

クノロジーの導入に対して批判的，慎重な意見もあ

る．韓国では，莫大な予算を投じて ICT の教育への

普及を進めてきたが，子どもの学力にそれに見合う

成果が表れず，ICT の教育的効果を疑問視する声も

上がっている． 

ところで，国際的な学力調査で好成績が目立つ東

アジア諸国の中で，シンガポール，ベトナムでは，

小学校段階から関数電卓を使用した学習を行ってい

る．算数・数学の教科書では，関数電卓に関して，

多くのページを割いて解説と演習問題が掲載されて

いる．その一方で，コンピュータ等の記述は，幾何

ソフトウェアなどを用いたものがわずかに掲載され

ている程度である．このことは，機器間の費用の問

題（関数電卓はコンピュータに比して安価）がある

が，算数・数学の内容構成にも大きく影響すること

が考えられる． 

そこで，本稿では，シンガポール，ベトナムと日

本の算数・数学教科書を比較・分析し，計算機を用

いた指導方法の特徴を明らかにすることで，算数・

数学教育における望ましい ICT活用のあり方につい

て検討することを目的とする． 

2. 日本の ICT活用の現状
現行の中学校数学科学習指導要領(2008 年)

(1)には，

ICT に関わる内容として，「電卓，コンピュータや情

報通信ネットワークなどを活用」と明記されている．

平成元年から 22年度の学習指導要領においても，算

数・数学において電卓使用の位置づけがあり，学校

教材用に電卓が開発されていたが，授業の中で電卓

を使うことに対し抵抗を感じる教員が多く，ほとん

ど普及しなかった．また，国際調査等(2)においても，

日本の授業における ICTの使用頻度が諸外国と比べ

てかなり低いことが指摘されている． 

図 1 は日本の算数教科書(3)における，概算の単元

で電卓を使用する問題である．ここでは概算で見積

もった値と，電卓を使用して求めた実際の値を比較

している．電卓の使用を指示する問題にも関わらず，

手計算でも可能な数値であることがわかる． 

図 1 電卓の使用を指示する問題 
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3. シンガポール，ベトナムの教科書 
シンガポール，ベトナムでは小学校第 5，6学年で

関数電卓が導入される．両国の算数・数学教科書(4，

5，6)には，代数・幾何分野で関数電卓の使用を指示す

る問題が多数扱われている．それぞれの分野の問題

を取り上げ，分析を行う． 

3.1 代数分野 
シンガポールでは，小学校段階で帯分数や四則混

合算など，一般の電卓ではできない計算を，関数電

卓を用いて計算する問題が複数扱われている．中学

校段階では，図 2 のような連続した累乗根や高次の

指数など，関数電卓を使用しないと計算することが

できないような問題が複数扱われている． 

ベトナムでは，中学校段階で二次方程式を学習し

ている．その後，図 3 のような関数電卓を使用して

判別式を計算する問題が扱われている．  

 

 
図 2 連続した累乗根・高次の指数を含んだ計算 

(シンガポール：中等学校第 1，3学年) 

 
図 3 二次方程式：関数電卓を使用した判別式の計算 

(ベトナム：中学校第 3学年) 

 

3.2 幾何分野 
シンガポールでは，小学校段階で，円や立方体な

どの図形を学習した後，円周率や立方根の計算で関

数電卓を使用する問題が扱われている．中学校段階

では三角比を学習し，図 4 のような，代表的な角度

以外の場合に関数電卓を使用して計算する問題が複

数扱われている．  

ベトナムの中学校段階においても，図 5 のような

代表的な角度以外を用いた三角比の問題が複数扱わ

れている． 

 
図 4 三角比：代表的な角度以外の扱い 

(シンガポール：中等学校第 3学年) 

 
図 5 三角比：代表的な角度以外の扱い 

(ベトナム：中学校第 3学年) 

 

4. まとめ 
 シンガポール，ベトナムと日本の教科書分析によ

り，計算機を用いた指導方法の特徴について明らか

になったことをまとめると次のようになる． 

1 ) 日本の算数・数学の授業における ICT の使用頻

度は諸外国と比べ低く，教科書の中では，手計

算で可能な演習問題がほとんどである． 

2 ) シンガポール，ベトナム(以下，両国)の算数・

数学教科書は，関数電卓の使用を前提に編纂さ

れていて，代数・幾何分野において積極的に使

用している． 

3 ) 両国の教科書の中では，関数電卓を使用しない

と計算することができないような，複雑な数値

計算を必要とする問題が複数扱われている． 

4 ) シンガポールの教科書では，関数電卓自体の単

元があり，使用方法や機能に関して多くのペー

ジを割いて解説している． 

 日本と比較すると，シンガポール, ベトナムは，

算数・数学の授業において，関数電卓の活用を前提

としていることが明らかになった．複雑な計算は機

械に任せ，学習者は結果を予測・検証，さらには算

数・数学の知識を現実事象へ適用する力が求められ

ていると考えられる． 
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あらまし：前田らは，群集化する交友集団における価値をめぐった交友関係の形成過程をエージェントベ

ースでモデル化し，群集化および差異化により他者と価値を共有できない孤立エージェントが生成され

ることを示している．前田らのモデルをベースとした諸研究では，エージェントの構成とそこから得られ

た収束状態を踏まえて様々な観点から考察されているものの，どのような過程で価値が交換され，また，

どのような因果関係により孤立が生じたのかについては，可視化の観点からは十分に議論されていない．

そこで本稿では，前田らの基本モデルに着眼し，エージェント個々の組織化過程をアニメーションで可視

化することを目的とする．マルチエージェントによる口コミモデルの着想を踏まえ，前田らの基本モデル

を可視化する．提案モデルを用いて，群集化および差異化により他者と価値を共有できない孤立エージェ

ントが生成される過程を直感的に把握できるようにする． 

キーワード：マルチエージェントシミュレーション, 人工学級, 孤立, 可視化, アニメーション 

1. はじめに
集団の構成員の相互作用の影響を分析する工学的

手法としてマルチエージェントシミュレーションが

ある．これは実際に実験を行うことが困難な様々な

状況を模擬することができ，集団の動的な振舞いを

観察することができる．前田らは，群集化する交友

集団における価値をめぐった交友関係の形成過程を

エージェントベースでモデル化し，群集化および差

異化により他者と価値を共有できない孤立エージェ

ントが生成されることを示しており(1)，潜在的ない

じめ被害者の可能性を示唆している．中学生の年代

では価値をめぐる相互作用により交友関係が形成さ

れ，いじめ発生の背景には子供同士の相互作用が強

く影響していると考えられている．よって，価値の

相互作用という点から孤立の創発を示した前田らの

モデルは，いじめのメカニズムの解明に向けてひと

つの有用なアプローチであると考えられる． 

前田らのモデルを拡張した様々な取り組みがこれ

まで報告されている(2,3)．一方，どのような過程で価

値が交換され，また，どのような因果関係により孤

立が生じたのかについては，可視化の観点からは十

分に議論されていない．そこで本稿では，前田らの

基本モデル(1)に着眼し，エージェント個々の組織化

過程をアニメーションで可視化することを目的とす

る．提案モデルを用いて，群集化および差異化によ

り他者と価値を共有できない孤立エージェントが生

成される過程を直感的に把握できるようにする．本

稿の目的は，既報で述べた成果(4)と同様の目的のも

とで，モデルの拡張を極力行わず，基本モデルによ

り近い形で可視化を試みたものである． 

2. 提案
2.1 モデルの目的 
本稿では，シミュレーション後，最終的に他者と

価値を共有できていないエージェントが孤立する過

程をアニメーションで直感的に把握できるようにす

る．この可視化を行うに当たって，先行研究である

前田らのモデルを基礎とする．本稿で取り扱うモデ

ルは，エージェント同士の人間関係といった不可視

の情報を直感的に把握できるようにするために，各

エージェントを 2 次元空間上に配置したものである．

エージェント同士の人間関係は前田らのモデルでは

確認できなかったため，エージェント同士の関係把

握を容易にすることが本稿の目的となる． 

2.2 手続き 
前田らのモデルを可視化するために，六角モデル

の座標空間を用いる．座標の初期化には自己組織化

マップ(5)を使用した．すなわち，エージェントは個々

の価値ベクトルに基づき自己組織化マップによりフ

ィールドに配置される．これにより，エージェント

の周囲には価値が近いエージェントが配置されるこ

とになる．各エージェントの移動は，価値の相互作

用を起こした後，すなわち，活動エージェントと対

象エージェントは，それぞれ価値が近いエージェン

トの方向に確率的に移動する．価値の近さは他エー

ジェントとのハミング距離で算出され，価値の近さ

に応じて高い確率が与えられる． 

移動は，この基本移動とは別に，孤立確率による

移動も導入している．孤立確率とは，価値の相互作

用後，エージェントの選択価値数と共有価値数の組
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が決まった時に，どれくらいの確率でシミュレーシ

ョンの最終状態で孤立するかを明らかにしたもので

ある．前田らの基本モデルで複数回シミュレーショ

ンを行い導き出されたものが孤立確率であり，現在

の状態から孤立する確率を推定したものである．孤

立確率が 20％よりも高い場合は，その孤立確率を持

つエージェントを孤立予備軍のエージェントとし，

通常とは別の色(黄色)で表すと共に，通常の移動と

は 108 度逆方向に移動する．これにより，エージェ

ントが孤立に向かう過程を視覚的に分かり易く表す

ようにしている．よって，この座標空間は，価値が

近いエージェントは近くに集まり，価値が遠いエー

ジェントは遠くに離れるようになっている．なお，

可視化の観点からわかりやすさを優先し，行動パタ

ーンの変化の境界を 20%としているが，孤立確率に

応じた行動パターン選択の確率的制御も可能である．

誰とも共有価値を持たない孤立エージェント(赤色

で表示)は，全く移動しない．すなわち，共有価値が

全くない場合はそもそも相互作用ができないため，

結果的に移動できないという解釈ができる． 

 

2.3 実験結果 
シミュレーション初期条件として，本稿では，エ

ージェント数 20，価値集合は 50，最大選択価値数は

10，座標空間の大きさ 30×30(六角モデルで空間は

ループ)を適用している．実験によって可視化された

相互作用の過程の一例を図 1 に示す．通常のエージ

ェントは緑色，孤立予備軍のエージェントは気色々，

孤立が確定したエージェントは赤色で表示されるよ

うになっている． 

3. おわりに 
本稿では，前田らの基本モデルをベースとして，

エージェント個々の組織化過程をアニメーションで

可視化するプログラムを開発した．前田らのモデル

に対してエージェントの移動の要素を追加し，可視

化を実現させた．エージェントの移動方法を追加す

るために孤立確率を算出した．以上の取り組みによ

り，シミュレーション途中での孤立可能性の推移を

分析可能となった．また，エージェントが孤立に至

る過程を直感的に把握できるようにした． 
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図 1 可視化された前田モデルの相互作用過程の一例 

1.初期化処理:自己組織化マップ
により，エージェントをフィー
ルドに配置．これを初期状態と
しシミュレーション開始

2.序盤における群集化過程: 
相互作用の後，両者共に価
値が一番近いエージェント
に移動する処理を繰り返す

3.中盤における群集化過程:シミュレーションが進んで行
くとグループに分かれる．本稿の実験で用いた価値数で
は1つのグループに収束する場合が多い．グループ数はシ
ミュレーション途中で再び増加することも起こり得る

4.終盤における孤立予備軍発生状態: 孤立予備軍とは，孤立確
率が20％以上を満たすもの．孤立予備軍は，価値の相互作用
の後，価値が一番近いエージェントと逆方向に移動

確率遷移によって再度
通常の緑に戻ることも
ある

孤立確率が20％以上の
エージェントが発生
（黄色で表示）

5.終盤における収束状態: 孤立発生時の状態．孤立した
エージェントは赤色になり，動作を停止させる．全エー
ジェントの収束が確認された時点で実験終了

全てのエージェントと
共有価値数が0の状態
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ボードゲーム戦略を題材としたプログラミング演習の

大会運営サーバにおけるコードメトリクスの提示機能の検討

Presentation Function of Code Metrics in Contest Management Server 
for Programming Exercises with Board-Game Strategy 

花川 直己*1, 富永 浩之*1 
Naoki HANAKAWA*1, Hiroyuki TOMINAGA*1 

*1香川大学工学部
*1Faculty of Engineering, Kagawa University
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あらまし：問題解決型の応用プログラミングとして，ボードゲーム戦略を題材とする対戦形式での Java

演習を提案し，実際の授業で実践している．支援システム WinG を開発し，提出された戦略同士を対戦さ

せる予備大会を運営して，順位や戦績を公開する．試行錯誤的なプログラミングを体験させ，持続的な戦

略修正への動機付けを行う．2013年度の最終大会の戦略について，コードメトリクスを用い，WWGとの相

関性について分析を行った．分析結果から，相関性のあるコードメトリクスを利用した指標を予備大会中

に提示する機能の追加を検討する．

キーワード：応用 Java プログラミング演習，ボードゲーム戦略，大会形式の競争型学習 

1. はじめに
大学情報系の応用的なプログラミング演習では，

C++/Java 言語などオブジェクト指向の導入，ソフト

ウェア開発手法の実践などが中心となっている．し

かし，提示した題材が受講者の興味と程遠いと，具

体的なイメージが湧きにくく，プログラミングの到

達目標を描きにくい．そこで，知識情報処理の分野

から，ゲーム戦略を題材とする演習が試みられてい

る．これには，競争型学習の要素も盛り込まれ，継

続的な修正の動機付けへの効果が期待される．

本研究では，ボードゲームによる対戦形式での

Java 演習を提案している(1)．ゲームは，五目並べに

石取りを加えた五五を採用する．五五は，石を取る

ことで局面が大きく変化する．連と取という 2 つの

勝利条件があり，それぞれに攻撃と防御の優先度が

考えられ，初心者でも戦略の個性が出やすい．受講

者は，知識情報処理の応用課題として，他と対戦す

る戦略プログラムを作成する．本演習は，情報系学

科の 3 年次の必修科目の課題として，2011 年度から

実施している．

2. 予備大会と最終大会
作成された戦略同士を対戦させる大会を運営する

ために，大会運営サーバ WinG-CS を開発している．

WinG-CS は，提出された戦略プログラム同士を対戦

させ，戦績や順位を公開する．演習期間中は，予備

大会として，対戦結果を参考に，何度でも戦略を提

出できる．締切時に各自の最強戦略で総当りの最終

大会を実施する．これにより，試行錯誤的なプログ

ラミングを通して，持続的な戦略修正を動機付ける． 
強さの指針として，3 段階の指標戦略を提示して

いる．受講者の競争意欲の刺激を図るため，具体的

な目標として提示する．強さの段階(強・中・弱)ご

とに，複数の指標戦略を用意する．対戦相手のレー

ティングを考慮した重付勝点度(WWG)を用いてい

る．WWG によって，見かけ上の強さや相性による

バイアスを減らし，順位の妥当性を高めることがで

きる．予備大会の終盤に間引対戦を導入し，大幅な

効率化を行っている．迅速に定期対戦の結果を反映

し，戦略修正の繰返しを活性化させる．

3. 戦略コードの内部評価の必要性
戦略の作成手順は，戦略方針に従って，各枡の評

価値を求め，最高点の位置を着手とする．評価値は，

経験的に割り当てた値から，実戦を通して調整して

いく必要がある．また，局面パターンのより詳細な

判別に基づいて精密化していく．受講者には，プロ

トタイプのソースコードを提示し，最低限必要な処

理をコメントで指示する．典型的な配置パターンの

実装から始め，独自の局面分析に進んでいく．

本演習では，戦略同士の対戦による戦績をプログ

ラムの外部評価として用いている．しかし，順位が

高い戦略が，必ずしも質の良いソースコードとは限

らない．そのため，実行結果という外面的な評価だ

けでなく，モジュール設計やソースコードの書法な

ど，内面的な評価も考慮しなければならない．現在，

このような評価については，最終大会が終了した後，

設計，ソースコード解説，実験状況などをまとめた

課題レポートを提出させ，その評価を加味すること

で補っている．しかし，現状の方法では，事後の分

析となるため，大会得点のように，即時のフィード

バックを行うことが困難である．

そこで，定量的かつ自動的な内部評価の手法とし

て，ソフトウェアメトリクスに着目する(2)．特に，

コードメトリクスとして，コードの量，冗長性，構

造化，複雑度などを計測する．
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ただし，戦略プログラムは，if-then 形式のプロダ

クションルールに近く，一般的なプログラムとは異

なった特徴を有している．また，オブジェクト指向

の特性や実行ライブラリの影響もある．そこで，絶

対的な指標というより，他のコードから大きく逸脱

した特異なコードを検出することに焦点を当てる． 
 

4. コードメトリクスによる分析と考察 
2013 年度の最終大会の戦略コードについて，

WWG と各指標との相関性について分析した．対象

とする戦略コードの事前処理として，コメントや空

行を削除したコードを用いる． 
コードの量については，戦略コードの行数を用い

る．図 1(a)は，行数と WWG についての相関性を示

す散布図である．下位陣は，200 行前後と行数が少

なく，明らかな努力不足といえる．一方，上位陣は，

200 行から 500 行の行数を記述している．行数と

WWG については，弱い正の相関がある． 
冗長性については，コルモゴロフ情報量に基づく

自己相関を用いる．これは，提出された戦略とサン

プル戦略を連結したファイルと，それを圧縮したフ

ァイルのサイズの比率である．この比率が小さいと，

相対的な情報量が少なく，類似なコードが多いとい

える．圧縮率と WWG の相関性について，図 1(b)に
示す．上位戦略は，圧縮率が低く，独自の戦略を多

く記述している．一方で，上位と下位で圧縮率が同

程度となっているものがある．これは，コードの量

が影響しているのではないかと考えられる． 
構造化については，メソッド定義の個数を用いる．

個数と WWG の相関性について，図 1(c)に示す．実

行ライブラリを提供しているためか，独自メソッド

の定義は，あまり多くない．また，ばらつきも多く，

WWG とはほぼ相関がない． 
複雑度については，循環的複雑度の和を用いる．

これは，モジュール構造土壌の複雑さの測定値の和

であり，分岐構文と反復構文の数に比例する．一般

に，この数値が高いほど，拡張や修正が困難になる．

複雑度と WWG の相関性について，図 1(d)に示す．

上位戦略は複雑度が低く，保守性の高いコードが多

い一方，中位の戦略は，複雑度が高いコードが多い．

下位の戦略には，複雑度の低いコードも多いが，こ

れは未熟な戦略で条件式が少ないからではないかと

考えられる．WWG とはほぼ相関がない． 
 
5. 指標の検討と提示機能 
本演習におけるコードメトリクスは，教育効果を

高めるため，以下の目的に利用する．教員は，提出

された戦略コードを全てチェックするのではなく，

WWG が同程度の戦略から逸脱した，特異な戦略を

チェックすることができ，負担が大きく軽減できる． 
具体的には，コピペや手抜きなどの不適切なコー

ドを摘発する．全体的な傾向を知り，全体へ補足す

る．特異なコードを検出し，該当する受講者に個別

に指導する．また，学生には，自身のコードの傾向

を知り，今後の修正に注意を促す． 
現在，Win G-CS への機能の導入を検討している．

提示するメトリクスは，コード量と冗長性の 2 つを

考えている．受講者は提示された散布図から，自身

の戦略のみ選択することができる．選択すると，詳

細な分析の内容を表示する．一方で，教員はすべて

の戦略を選択することができる．選択すると，戦略

の詳細な情報と，記述内容を表示する．  
先行として，カードゲーム戦略の大会運営サーバ

WinT で既に実現している機能を参考にする(3)．特に，

各点と回帰直線の距離を標準偏差で割った回帰的指

標を導入する．さらに，複数のメトリクスを組み合

わせ，より精密な検出を目指す．  
 
6. おわりに 
ボードゲーム戦略を題材とする Javaプログラミン

グ演習を提案し，支援システム WinG を開発してい

る．2011 年度から，予備大会と最終大会を運営して

いる．2013 年度の演習結果について，コードメトリ

クスを用いて，WWG との相関性を分析した．今後

は，コードメトリクスの効果的な提示機能を実装し

ていく．これにより，教員が適切な指導を行い，受

講者がフィードバックに役立てることを目指す． 
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あらまし：IC学生証をスキャンし出席情報として LMSに記録するまでに，作業コストおよび作業ミス

によるリスクの問題がある．本研究では，REST通信を使用し，それらの問題を改善する Androidアプ

リを開発した． 

キーワード：出席情報，IC学生証，LMS 

 

1. はじめに 
教員が個別に管理する出席情報を集約し，学生活

動を把握する試みがある．例えば，不破は IC カー

ドによる出席ログを分析することにより，長期欠席

者を早期発見しカウンセリングするといった対応を

手助けするシステムの研究を行っている(1)．学生活

動を把握するためには学習管理システム (LMS：

Learning Management System)へ出席情報を集約する

と都合がよいが，教員は独自に収集した出席情報を

LMS へアップロードするためのデータ形式へ加工

しなければならず，加工の作業コストおよび作業ミ

スによるリスクが問題となる．本研究では，IC学生

証を利用し，教員が学生証をスキャンしデータ加工

なしに，LMS のひとつである Moodle へアップロー

ドできる Android アプリを開発し，出席情報を

Moodle へアップロードする際の作業コスト削減お

よび作業ミスの起こらないシステムを提案する． 

 

2. Moodleに出席情報を集約する既存手法 
永井らは，Android タブレット端末と FeliCa リー

ダを使い IC 学生証を読み取る出席管理システムを

提案している(2)．永井らのシステムでは，Android端

末でとった出席を，事務室等に設置されたアップロ

ード用端末に Bluetooth もしくは SMTP 経由で送信

する．その後，アップロード用端末は LMS 連携サ

ーバへ出席データファイルをアップロードし，LMS

連携サーバが LMSの出席表を更新する．Android端

末は近年低価格化していることに加え，急激に普及

していることからすでに所有している教員も少なか

らずいるため導入は容易であると考えられる．しか

し，出席データをアップロード用端末に Bluetooth

で送信する際には，Android 端末をアップロード用

端末のそばまで持っていく必要がある．また，メー

ルで出席データを送信する場合には，メールの誤送

信や未達といったリスクが考えられる．永井らのシ

ステムで利用されるアップロード用端末の構築は，

導入時の問題となる． 

先行研究において，出席をとる際の省力化のため

に，NFC搭載 Android端末で動作し，IC学生証を読

み取るアプリを開発した．このアプリは端末内蔵の

NFC を利用するため別途リーダ機器を用意する必

要がなく，コストと携帯性に優れる．しかし，この

アプリで記録された出席データは端末のストレージ

に保存され，メディアやメール送信により出席デー

タを取り出す必要があった．メール送信には誤送信

や未達といったリスクがあり，取り出した出席デー

タファイルを Moodle 用に整形するコストと作業ミ

スのリスクが考えられる． 

 

3. 提案手法 
Moodle への出席情報の容易で正確なアップロー

ドを実現するために，先行研究で開発した IC学生証

を読み取る Android アプリに対して，主に Moodle

から登録コース一覧を取得する機能とスキャンした

結果を人手による処理なしに Moodle へアップロー

ドする機能を追加した．以降，先行研究で開発した

ものを旧アプリ，旧アプリを改良したものを新アプ

リと呼ぶ．Moodle と Android アプリの連携には

Moodle の Web サービス API を利用し，開発アプリ

がWebサービス APIを利用するために非同期 HTTP

通信ライブラリである Android Asynchronous Http 

Client を利用した．先行研究で開発したアプリに対

して新たに加わった機能を以下に示す． 

 Moodleログイン機能 
使用者(教員)が Moodle に登録しているユー
ザ名とパスワード使い，アプリにログインす
る．そのユーザ名とパスワードを Moodle に
送信し， Web サービス API を使うことでト
ークンを取得する．このトークンは他のWeb
サービス APIを使う際に必要になる． 

 Moodleコース取得機能 
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教員がログインすると同時に， Web サービ

ス APIで，その教員が登録しているコース名

を取得する．取得したコース名をアプリ画面

内の講義一覧に追加する． 

 出席データアップロード機能 

学生の IC 学生証のスキャンが終わり，画面

上の終了ボタンがタップされると，Moodle

の評定表に評定を更新する．このWebサービ

スAPIの利用にも取得したトークンが必要で

ある．登録される形式については後述する． 

 

4. 評価 
評価する項目は，出席をとる過程から，とった出

席情報を Moodle にアップロード完了までにかかっ

た作業コスト，作業経過時間および作業ミスの確率

である．実験での両アプリの作業プロセスは使用の

際，毎回行う作業を想定しており，図 1のユーザ操

作の「アプリ起動」から「評定更新」までである．

図中の出席ファイルとは，スキャンされた学生証の

情報を元にして日付ごとに作成されるファイルであ

り，学籍番号，氏名，スキャンした日時などが記録

されている． 

 
図 1 旧アプリと新アプリの使用シーケンス 

 

4.1 作業コストの評価 
2 つの作業プロセスを比較して作業コストを評価

する．旧アプリでは，ユーザはアプリと Moodle に

対し「アプリ起動」から「評定更新」までに，Moodle

に出席ファイルをインポートするための形式の変換

も加えると 8ステップの操作を要する．新アプリで

は，ユーザはアプリとMoodleに対し「アプリ起動」

から「評定更新」までに 5ステップのみ要する．新

アプリはWebサービス APIが，講義情報の登録と評

定項目の追加を自動で行う．新アプリは，旧アプリ

と比べ毎回行う作業ステップを 8 から 5に削減でき

ている．このため作業プロセスの数の比較からいえ

ば新アプリのほうが作業コストが少ない． 

4.2 作業経過時間の評価 
実際に講義で使用し，作業プロセスの経過にかか

った時間を計測し比較する．評価は 2015 年 2 月 4

日 13時 00分から 16時 20分まで行われた講義で行

った．この講義で学生証を持っている生徒の人数は

54人であった．普段から旧アプリで出席をとってい

る教員 1 名に両方のアプリを使用して学生証をスキ

ャンしてもらった．旧アプリの場合のアプリからの

出席データ取り出しにはメールを使用し，出席ファ

イルの形式の変換と Moodle への出席情報のアップ

ロードは，教員のノート PC を使用し，出席情報を

アップロードする Moodle には大学が実際に提供し

ている Moodle を使用した．新アプリの実験では，

テスト用の Moodle サーバを準備し出席情報をアッ

プロードした． 2つのアプリを使用して比較するた

め，講義の始まりに旧アプリ，講義の終わりに新ア

プリを使用し 2 回出席をとり，それぞれ作業プロセ

スの経過時間を計測した．時間の計測は毎回行う作

業を想定し，旧アプリでは「科目選択」から計測を

開始し，新アプリでは「ログイン情報入力」から計

測を開始した．また，どちらのアプリの場合も，確

認用に用意したデスクトップ PC で間違いなく出席

が登録できていることを確認した時点で計測終了と

した．学生証のスキャンは教員がタブレット端末を

持ち，学生の席を巡回し行った． 

この実験の測定結果を表 1に示す． 

 

表 1 測定結果 
 旧アプリ 新アプリ 

スキャン 

時間 
4 分 4 秒 4 分 46 秒 

アップロード 

時間 
7 分 13 秒 24 秒 

合計時間 11 分 17秒 5 分 10 秒 

表中の「スキャン時間」は，実験開始からスキャ

ン完了までに要した時間であり，「アップロード時

間」は，スキャン完了から計測終了までの時間であ

る．スキャン時間に関しては，新アプリのほうが 42

秒長かった．これは新アプリにのみ Moodle へのロ

グイン作業があるためであり，今回の実験ではログ

イン作業に 37秒要したため，スキャンのみにかかっ

た時間には大きな差はなかった．この結果から，新

アプリは旧アプリに比べ合計時間を約 6分短縮して

おり，作業時間を短縮できている． 

 

5. まとめ 
Moodle への出席情報の容易なアップロードを実

現するために，IC学生証で出席をとる Androidアプ

リの改良を行った．また新旧アプリで作業コストと

作業経過時間について比較し，新アプリのほうが優

れていることを示した．今後の課題としては，UIの

改善や評価の精度の向上を考えている. 
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JUnitに対応したオンラインジャッジシステムの開発 
 

Development of online judge system for JUnit 
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あらまし：プログラミングの自己学習支援環境として，LMS や OJSの活用が検討されている．OJSはプ
ログラムの検証に複数のテストを登録する必要がある．本校では Java プログラミング演習にテストファ
ーストを導入しており，JUnit 形式のプログラムを直接処理できるオンラインジャッジシステムの構築を
行い，問題作成の効率化を実現した．本報告では，提案システムの処理効率など，従来方式との比較検討

を行う． 
キーワード：オンラインジャッジシステム，テストファースト，JUnit，Java，Moodle 

 
 
1. はじめに 
近年，ITの急速な普及により，IT技術者の不足が

深刻化している(1). IT 技術は社会基盤を支えるもの
であり，技術者の不足は国力低下につながるため，

世界各国ではさまざまな取り組みが行われている(2)．

日本においても，2012年から中学校でのプログラミ
ング教育の必修化が行われた(3)． 
プログラミング教育では多くのプログラム作成を

行う必要があり，授業時間のみならず授業時間外で

の自学自習によるプログラミング体験を増やすこと

が必要不可欠である．多くの大学，高専，専門学校

ではプログラム課題を実施し，生徒の自学自習を促

している． 
プログラミング課題による学習には，①問題の作

成，評価に関る教員の負荷が大きい，②生徒へのフ

ィードバックが遅い，③学習履歴の管理ができない，

などの問題がある．これらは Web用 LMSサーバや
オンラインジャッジシステム(OJS)の利用によって
ある程度軽減することが可能である． 
本報告では，フリーLMS サーバ moodle (4)で利用

できる OJSの比較，Javaのテスト環境と親和性の高
い OJSの活用について考察する． 

 
2. 本校の学習環境 
2.1 プログラミング開発環境とカリキュラム 
本校情報工学科では IT 社会に対応できる技術者

を育成するために，Java言語によるプログラミング
学習を行っている．Javaはオブジェクト指向プログ
ラミング言語であり，開発範囲が広いことから，エ

ンジニアから高い支持を得ている(5)．演習は統合開

発環境 Eclipse を用い，実際の開発と同等の環境を
用いている．  
プログラミング学習は２〜５年次に配置され，プ

ログラミング基礎（2年４単位），プログラミング応
用（３年３単位）で重点的に行っている． 
・プログラミング基礎 

	 演算子，制御文，配列などの基礎的プログラム 
	 アプレットによる GUIプログラム 
・プログラミング応用 
	 オブジェクト指向プログラム 
	 代表的なアルゴリズムを用いたプログラム 
	 XP手法(6)を用いたプログラム開発 
2.2 extreme programming(XP) 
本校では，効率的なプロジェクト開発手法として

知られている XP(extreme programming)のうち，ペア
プログラミング，テストファースト，リファクタリ

ングを演習に導入し，理解度の向上を進めている． 
演習では２人がペアとなり，moodleに登録された

eclipse プロジェクトをダウンロードし，プログラム
作成を行う．プロジェクトには JUnit に対応したテ
ストケースが含まれ，学習者は問題の確認，テスト

ケースの確認と追加，コーディングの作業をペアで

進めていく．テストにパスすることで完成となり，

教師や他のグループとのコーディングの比較を行う

ことで，プログラムの品質を向上させている． 

 
図１ Eclipseによるテストファースト 

2.3 OJSと moodle 
OJS はプログラムの自動採点を行うシステムであ

り，TopCoder(7)や AIZU ONLINE JUDGE(8)などのプ

ログラミングコンテストで利用されている．ユーザ

はWebページを介してプログラムの提出を行い，ジ
ャッジサーバでプログラムのコンパイル・実行・採
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点を行う．採点は正解と出力結果の比較による． 
2.4 LMSサーバ moodle 

LMS サーバとは Web ベースで学習管理を行い，
生徒・教師の活動を支援する．Moodleは大学・高専
で一番多く利用されている LMSサーバである． 

Moodle には多くのプラグインが提供されており，
ユーザは学習にあったプラグインを組み合わせて，

システムをカスタマイズすることができる． 
 
3. OJSと moodleの連携 

OJS を用いてプログラム学習を行うためには，学
習履歴の管理のため，LMSと連携することが必要で
ある．OJSに対応した moodleプラグインの調査を行
った結果，以下の３つが確認された． 
・	 Online Judge Plugin for Moodle(9)(OJPM) 
・	 CodeRunner(10)   
・	 Upchecker(11) 
各プラグインの特徴を表１に示す．本校では，独

自のジャッジサーバを構築でき，エディタ機能の充

実した CodeRunner を採用し，50 問程度の課題を作
成し，学生の自学自習や小テスト用に利用している． 
学習者は，問題を確認し，直接Web画面でコーデ

ィングを行うか，Eclipseで完成したプログラムを提
出することで課題提出としている．CodeRunnerの問
題は JUnit に対応していないため，教師は１つずつ
問題を修正して登録する必要がある． 

 
表１	 各 OJSの特徴 

 OJPM upchecker CodeRunner 
解答方法 ファイル

提出 
ファイル提

出 
コーディン

グ 
問題範囲 クラス クラス クラス 

メソッド 
プログラミング

言語 
Java含む 

60言語 

Java Java，C 

他 
テストファース

ト(Junit互換) 
× ○ △ 

セキュリティ ○ × ○ 
ジャッジサーバ Ideone 自作サーバ Jobe 

サーバの用意 × ○ ○ 
実装方法または

利用方法 
Ideoneア
カウント

の作成 

フルスクラ

ッチ 
インストー

ラーを利用 

実装のコスト ◎ × ○ 
 
4. JUnitに対応した OJSの構築 
教師は JUnit対応のプロジェクトを作成するため，

OJS 用に自動的に変換できることが望ましい．予備
実験として，２つの方法について検討を行った． 
4.1 Eclipseプロジェクトファイルの評価 
完成した Eclipse プロジェクトファイルを直接評

価できるジャッジサーバを構築した．プロジェクト

ファイルには Ant Buildファイルが含まれ，コンパイ
ル・評価することができる．プロジェクト全体を学

生が編集可能であるため，脆弱性が問題となった．  
4.2 Eclipseによる問題の自動登録 
教師は問題作成に Eclispe を利用することが多い．

あらかじめ作成した JUnit テストケースから，直接
moodle の問題登録が行えるプラグインの開発を現
在進めている．JUnitソースを解析し，moodle XML
形式に変換，インポートすることで効率的に問題を

登録できる． 
 

 
図２ 回答提出画面（左：upchecker 右：CodeRunner） 

 
5. まとめ 

JUnitに対応した OJSの実装を行った．JUnitから
問題を作成することで，CodeRunnerの長所をいかし
つつ，問題作成作業の大幅な改善が実現された．

Eclipseプラグインの完成度を高め，授業での活用を
進める予定である． 

参考文献 
(1) Business Journal: “IT技術者不足”, http://bi-journal.jp/ 

2014/06/post_5239.html 
(2) Paiza開発日記：“プログラミング教育を強化した国で

何が起きているのか？世界の教育事情”, 
http://paiza.hatenablog.com/entry/2015/02/24/プログラミ
ング教育を強化した国で何が起きてい (2015) 

(3) 文部科学省高等教育局専門教育課:“文部科学省にお
ける情報技術者育成の取組および今後の施策につい

て” (2012) 
(4) moodle：https://moodle.org/ 
(5) paiza 開発日誌：【Java が恐ろしく強い】転職時に希

望するプログラミング言語ランキング,	 
http://paiza.hatenablog.com/ 

(6) Kent Beck: “XPエクストリーム・プログラミング入門
―ソフトウェア開発の究極の手法” (2000). 

(7) Top Coder：http://www.topcoder.com/ 
(8) AIZU ONLINE JUDGE: http://judge.u-aizu.ac.jp/ 
(9) Online Judge Plugin for Moodle： 

https://github.com/hit-moodle/onlinejudge/wiki 
(10) CodeRunner: https://github.com/trampgeek/CodeRunner 
(11) 伊藤恵, 美馬義亮, 大西昭夫: “コース管理システムと

授業固有の課題チェック機能の web サービスによる
連携”, 情報処理学会論文誌, Vol.52, No.12 (2011). 

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 256 ―



 

初学者向けネットワーク構築演習のためのヒント生成システムにおける誤り

潜在範囲絞り込み機能の開発 
 

A function for narrowing down error latent areas in a system for generating 
hints on network construction exercises for beginners 
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あらまし：初学者向けの演習では「ネットワークが繋がらない／繋がってしまう」と躓く学習者が多い．

ノードには設定項目が多数存在するため，誤りの項目を特定しづらい．そこで，我々は学習者のネットワ

ークが演習問題の指定を満足するかを判定し，満足しない場合に学習者のネットワークの動作と誤り潜在

範囲を表示するヒント生成システムを開発した．本稿では，誤り潜在範囲を絞り込む手法について述べる． 

キーワード：ネットワーク構築演習，誤り潜在範囲，ヒント 

 

1. はじめに 
例えば，pingや tracerouteにより，ICMPデータの

最後の到達ノードから最初の不達ノードまでのノー

ドの設定項目に，誤りの潜在範囲を絞り込める．あ

るいは，tcpdump などを用いてのパケットダンプに

より，通信データの到達するネットワークデバイス

（以降，デバイスと略記）を求められ，ノードの到

達デバイスから不達デバイスまでの設定項目に，誤

りの潜在範囲を絞り込める． 

しかし，ノードの設定項目は多数存在するため，

誤りの項目を特定しづらい．このため，次のような

特徴を持つヒント生成システムを開発した（1）．特徴

1）学習者のネットワークの動作記録を生成する．特

徴 2）演習問題から正解となるネットワークの動作

パターン（以降，正解パターンと呼称）を導出する．

特徴 3）動作記録と正解パターンを比較し，正誤判

定と誤り潜在範囲の絞り込みを行う． 

このシステムは，ある種の誤りにおいて，その潜

在範囲をノードのいくつかの設定項目に絞り込む．

本稿では，この絞り込み手法について述べる． 

2. ネットワーク構築演習 
2.1 演習目的 
演習の達成目標は，学習者が次の 5項目に関する

要件を満たすネットワークを設計でき，その設計に

従って，リピータハブ，スイッチングハブ，サーバ，

クライアント，ルータを設定してネットワークを構

築できるようになることである：１）IPアドレスと

サブネットマスク，２）同一セグメントの IPネット

ワーク，３）デフォルトルート，４）静的経路制御，

５）サーバサービス（apacheでのウェブページ公開，

待受ポート，待受 IP アドレス）．サーバ，クライア

ント，ルータは Linux マシンで，サーバには Linux

のサーバソフトウェアがインストールされている． 

2.2 演習問題の構成 
図 1のように，通信例，ノード要件，リンク要件

を演習問題にて提示する．通信例は，学習者のネッ

トワークが成立させなければならない通信で，日本

語の文章にて表される（図中左の文章）．ノード要件

は，学習者の使用可能なノードの識別子（図で例え

ば svr1），種別（図で例えばサーバ），および保持す

るネットワークデバイス名の集合（図では無指定）

である．リンク要件は学習者が設定しなければなら

ないケーブル接続（図ではノード間の線）であり，

これ以外のケーブル接続を設定できない． 

 

図 1 演習問題例 

3. ヒント生成システム 
3.1 操作 
文献（1）にて，ネットワークの動作，および動作と

ネットワークの設定項目との関係を学習者に理解さ

せやすくするために，ネットワーク動作を意味のあ

る塊（操作と呼称）の系列で表現した（表 1，図 2）． 

表 1 と図 2 にて，dtype はデータ種別，devs はデ

バイス集合，dnはデバイス名，nidはノード識別子，

ndsはノード集合，lnsはリンク集合，protはプロト

コル名，dipは宛先 IPアドレス，dpは宛先ポート番

号を意味する．図 2 のメイン関数は，prot，dtype，

dip，dp，送信元ノード nd，nds，lns を引数とする．

関数 F，関数 L1，関数 L2，関数 L34は通信データ p，

nds，lns，ノード nd，dnを引数とする．通信データ

のデータ構造は，prot，dtype，dip，送信元 IPアドレ

ス sip，dp，送信元ポート番号 sp，宛先 MACアドレ

ス dmac，送信元 MAC アドレス smac による八つ組

である．ノードのデータ構造は， nid，ノード種別

ntype，稼働プロセス名の集合 procs， devs，経路制
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御表 rt，ARP表 atによる六つ組である．組の要素へ

のアクセス演算子を「.」とする． 

表 1 操作 
名前 効果 

Alloc (prot, 

dtype,dip, dp) 
prot，dtype，dip，dpを格納した通信データを返す 

ChkDIP(ip, devs) ipを持つデバイスが devsに存在すれば真を返す 

ChkDMac(mac, 

devs, dn) 
MACアドレスmacを持つ dnのデバイスが devsに存在

すれば真を返す 

Proc (prot, dp, 

dip, procs) 
プロセスの集合 procsから prot，dp，dipで待ち受ける

プロセスを探し，その名前を返す 

L1Rtng(dn, devs) devsのうち dn以外のデバイスの名前の集合を返す 

L2Rtng(mac, dn, 

nid, nds, lns) 
ndsのデバイスのうちMACアドレス macが割り当て

られているものとケーブル接続しており，nidのノード

における dn以外のデバイスの名前を返す 

L3Rtng(ip, rt) 経路制御表 rtを IPアドレス ipで検索し，組(ネクスト

ホップ, 出力デバイス)を返す  

Rcv(pname, p) p.dtypeが要求であれば，応答の通信データを送る 

SIP(devs,  dn) devsのうち dnのデバイスの IPアドレスを返す 

DMac(nid, nodes, 

lns, dev, ip, at) 
ARP表 atの検索，検索失敗であれば ARP通信により，

IPアドレス ipに対応するMACアドレスを返す 

SMac(devs, dn) devsのうち dnのデバイスのMACアドレスを返す 

Transmit(nodes, 

lns, nid, dn) 
nidのノードの dnのデバイスにケーブル接続されてい

るデバイスの名前 nameと nameを持つノード ndによ

る組(nd, name)を返す 

 
3.2 伝播経路 
あるデータを送信元から宛先に向けて送信すると

き，このデータをペイロードとする通信データが滞

在したノードの識別子nidを滞在順に並べたものと，

受信したプロセスの名前 procによる二つ組を巨視的

伝播経路と呼ぶ．あるデータを送信元から宛先に向

けて送信するとき，識別子 nid のノードにおいて，

このデータをペイロードとする通信データに対する

操作の名前 op，入力 in，出力 outの組(nid, op, in, out)

を微視的伝播点と呼び，それを操作の実行順に並べ

たものを微視的伝播経路と呼ぶ．通信例を学習者の

ネットワークで実行することにより求めた微視的伝

播経路を微視的答案経路と呼ぶ． 

巨視的伝播経路のノードは，メイン関数の引数 nd，

Transmitの出力の n，Rcvの実行時の ndのいずれか

に対応し，受信したプロセスの名前は Procの出力か

ら求められる．巨視的伝播点間を図 2に基づいて補

間することで微視的伝播経路（ただし，in と out は

NULL）を得られる．通信例から抽出した巨視的伝

播経路から得られる微視的伝播経路を微視的正解経

路（第 1章では正解パターンと呼んでいた）と呼ぶ． 

4. 提案機能 
微視的伝播点 c1,...,cnで構成される微視的正解経路

と微視的伝播点 a1,...,am で構成される微視的答案経

路の要素を先頭から順に比較（nid 同士，op 同士，

Proc操作ではプロセス名同士を比較）していき，初

めて ci≠aiとなるとき（ただし，1＜i，i≦m，i≦n），

誤り潜在範囲は表 2に示す通りとなる． 

先述の tcpdump等による手法では，ノードがネッ

トワークから通信データを受け取る時点が

ChkDMac，L1Rtng，L2Rtngにあたる．この時点で正

解と答案で差異が初めて判明するとき，誤りの潜在

範囲は表 2の Transmitの項である．また，ネットワ

ークへ通信データを送り出す時点が Transmitにあた

る．この時点で正解と答案で差異が初めて判明する

とき，誤りの潜在範囲は表 2の Transmit以外の項で

ある．以上により，提案法は誤りの潜在範囲を従来

法より絞り込んでいることがわかる． 

表 2 誤り潜在範囲 
i-1番目の操作 範囲 

L3Rtng ノード ai-1.nidの経路制御表 

DMac ノード ai-1.nidの ARP表，経路制御表，ブロードキャス

トドメインに属するデバイスの IPアドレス 

L2Rtng ノード ai-1.nidのブロードキャストドメインに属するデバ

イスのMACアドレス 

Transmit dnを出力した操作が L3Rtngであれば，その引数となっ

た経路制御表．dnを出力した操作が L2Rtngであれば，

ノード ai-1.nidに接続するケーブル，ノード ai-1.nidの直前

に滞在したノードの ARP表，経路制御表，ブロードキャ

ストドメインにあるデバイスの IPアドレス 

ChkDMac ノード ai-1.nidの直前に滞在したノードの ARP表，経路

制御表，ブロードキャストドメインにあるデバイスの IP

アドレス，ノード ai-1.nidの受信デバイスのMACアドレ

ス，ケーブル接続 

ChkDIP ノード ai-1.nidの保持する IPアドレス 

Proc ノード ai-1.nidの稼働プロセス 

謝辞：本研究は JSPS 科研費 23500084 および

25750082，公益財団法人立松財団の助成による． 
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あらまし： ソースコードは特定のプログラミング言語で記述されており，初学者は理解に多くの労力を

必要とする．一方，読解者の母語で記述された擬似コードはプログラミング言語に関する知識を必要とせ

ず，ソースコードと共に提示することで読解の補助に有効であると考えられる．本研究では機械翻訳の手

法により Python コードから日本語の擬似コードを自動生成し，読解者へ提示する手法を提案し，読解支

援効果を実験で検証する． 

キーワード： プログラミング教育，擬似コード，機械翻訳 

 

1. はじめに 
プログラマには他人が書いたプログラムのソース

コードを読解する能力が求められる．この際，ソー

スコードは特定のプログラミング言語で書かれてい

るため，その言語に慣れ親しんでいない読解者はプ

ログラムの内容以前に記述言語の構文や仕様の不理

解が読解の妨げとなる．特にプログラミング初学者

はこの傾向が顕著であると考えられる．一方，アル

ゴリズムを教育する場面では，学習者の母語で記述

された擬似コードを示すことでこの問題を回避して

いる．一般のソースコードについても，各行の動作

を説明する自然言語の文を読解者の必要に応じて示

すことができれば，その言語に不慣れであってもよ

り簡単にソースコードの読解を進めることができる

と考えられる． 

上記のようにソースコードの読解を支援する自然

言語の文を提示するには，ソースコードに対してあ

らかじめ対応する説明文を付与しておく必要がある

が，この前処理は作業者に大きな負担を強いるため

現実的ではない．与えられたソースコードに対応す

る説明文を自動的に生成することができれば，この

問題を回避することが可能となると考えられる． 

ソフトウェア工学の分野では，このようなソース

コードから自然言語の説明文を自動生成する研究が

提案されている(1,2)．本稿では小田らにより提案され

た，統計的機械翻訳（Statistical Machine Translation: 

SMT）を用いてソースコードから擬似コードを自動

生成する手法(1)に着目する．この手法はソースコー

ドと自然言語の間の対応関係をデータから自動的に

学習するため，人手でソースコードから自然言語へ

の変換規則を記述する必要がないという利点がある．

このため，様々なプログラミング言語と自然言語の

組に対してプログラムの読解支援システムを少ない

労力で作成可能になると考えられる． 

本稿では自動生成された擬似コードが実際に読解

者の補助となるかを実験によって検証する．具体的

には，人手で生成された擬似コードと自動生成され

た擬似コードを被験者に提示し，提示しない場合と

比較し被験者のプログラムに対する理解度と読解に

要する時間が改善されるかを調査する． 

 

2. SMTによる擬似コードの自動生成 
小田らの研究(1)では，Python で記述されたソース

コードから日本語の擬似コードを自動生成するため

に Tree-to-String 翻訳と呼ばれる SMT の手法を用い

る．これは入力文の構文木を受け取り，木の部分構

造を置き換えてゆくことで出力となる自然言語の文

を生成する手法である．具体的には，Python ソース

コードの抽象構文木を入力，日本語擬似コードを形

態素解析した単語列を出力とする「対訳データ」を

用意し，これらの間の対応関係を Tree-to-String 翻訳

の枠組みで学習する．図 1 に示すのは Python ソース

コードの例と，これを小田らの手法で処理して得ら

れる日本語の例である． 

def n_divide_a(n, a): 

nと aを引数とする関数 n_divide_aの定義 

for i in range(n): 

n 未満の非負整数を小さいほうから順に i として 

if a < 2: 

もし a が 2 より小さければ 

図 1 小田らの手法による擬似コードの例 

 

3. 実験 
3.1 実験目的 
本研究の目的は，2 節で述べた手法による擬似コ

ードをソースコードとともにプログラミング初学者

に提示した際，プログラムの読解にどの程度貢献す

るかを被験者実験により検証することである．  

3.2 実験手法 
Python で記述された算術に関するプログラム 75

個を用意し，これらを被験者ごとにランダムに 3 グ

ループに分割し，それぞれ下記の処理を施す． 

1. ソースコードのみ（code） 

2. ソースコードの各行に自動生成した擬似コード

を付与（code+auto） 

― 259 ―

A4-2 



3. ソースコードの各行に人手で擬似コードを付与 

（code+man） 

これらのプログラムをランダムな順序で被験者に提

示する．被験者は提示されたプログラムが理解しや

すかったかどうかを「全く分からない」から「非常

によく分かる」までの 6 段階で評価する．その後，

被験者は提示されたプログラムがどのような処理を

行うかの説明を記述する．ここで記述された説明を

用いて第三者による理解度の評価を行い，被験者の

主観的な理解度が客観的に妥当であるかどうかを確

認する．これらの評価と同時に，被験者が実際にソ

ースコードを眺めていた時間を記録する．これはプ

ログラムの読解が完了する，または読解を諦めるま

での時間と考えることができる． 

被験者として Python の経験が 1年未満の学生 8名

（非経験者），および 1 年以上の学生 6 名（経験者）

を対象とした．提示された擬似コードが人手による

ものか自動生成されたものかは被験者には伝えてい

ない． 

3.3 実験結果と考察 
図 2 に，非経験者，経験者，これらを総合したグ

ループについて実験で得られたプログラムの理解度

の比較を示す．  

 

 

 
図 2 主観的・客観的な理解度の比較 

 

この結果から，習熟度を問わず，ソースコードの

みを提示した場合より擬似コードを同時に提示した

場合のほうが主観的な理解度は向上することが分か

る．自動生成した擬似コードを提示した場合，経験

者の主観的な理解度は向上したが，客観的な理解度

は提示しない場合と比べても低い．これは経験者が

不自然な擬似コードを提示された際に，逆に混乱し

たためと考えられる． 

図 3 に，各グループについてプログラムを理解す

るまでにかかった時間を示す．すべての場合におい

て，人手による擬似コードを提示した場合は理解す

るまでの時間が最も短く，自動生成された擬似コー

ドでは最も長くなった．これは，自動生成された擬

似コードが不自然な文になっていた場合，それを理

解しようとするために時間がかかるためと考えられ

る．特に非経験者について，コードのみを提示した

場合でも比較的時間が短いのは，コードが理解でき

ず，読解を諦めるのが早かったためと考えられる． 

 
図 3 理解するまでにかかる時間の平均 

 

実験後に集計したアンケートでは，「わかりやすい

擬似コードが提示されている場合はソースコードを

読まなくても理解できた」「短いプログラムに対して

は（ソース）コードだけでも十分に理解可能だが，

長いプログラムに関しては（擬似コードが）あるほ

うが理解しやすかった」という意見が得られた．ま

た，Python 初学者による意見として「擬似コードが

書かれている場合，関数の意味を類推することがで

きるため，ドキュメントを調べる手間が省けた」

「Python の経験がないため，文法を知らなかったが

擬似コードが同時に提示されている場合はそれらの 

意味をなんとなく知ることができた」といったもの

が見られた． 

 

4. 終わりに 
本研究では，SMT を用いてソースコードから擬似

コードを自動生成する手法について，実際に生成さ

れた擬似コードがソースコードの読解に役立つかど

うかを検証した．Python 初学者による被験者実験の

結果，自動生成した擬似コードをソースコードとと

もに提示したとき，特にそのプログラミング言語の

経験が浅い場合プログラムの読解の補助となること

が示された．今後の課題としては，行単位ではなく，

より抽象的な説明文を生成することなどが挙げられ

る． 
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研究ネットワーク推進プログラムの助成を受け実施

したものである． 

参考文献 
(1) 小田悠介ら: “ソースコード構文木からの統計的自動

コメント生成,” In Proc. IPSJ SIG-NL 219 (2014) 

(2) Giriprasad Sridhara, et al.: “Towards Automatically 
Generating Summary Comments for Java Methods,” In 
Proc. ASE (2010) 

0

1

2

3

4

5

非経験者 経験者 総合

主
観
的
な
理
解
度

（
6
段
階
評
価
）

0

0.5

1

1.5

2

非経験者 経験者 総合

客
観
的
な
理
解
度

（
3
段
階
評
価
）

code code+auto code+man

0

10

20

30

40

50

60

70

非経験者 経験者 総合

理
解
す
る
ま
で
に
か
か
る

時
間

[s
]

code code+auto code+man

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 260 ―



編集状況をリアルタイムに中継する同期的なコードレビュー支援ツール 
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あらまし：演習を伴う輪講を支援するシステムの一環として，プログラミング課題を提示し，各自の解答

を相互に検証するコードレビュー支援ツールを開発している．コードレビューの進行モデルと支援のフェ

ーズを定め，ツールの利用方法を整理する．エディタ部でのコード編集と同期表示，指摘箇所を範囲指定

してのコメントの投稿，イベント発生によるスナップショットの保存，タイムラインの閲覧，実施ログの

表示などの機能を実装した．試用実験の結果を基に，今後の改良を進め，運用評価を行っていく． 
キーワード：プログラミング言語教育，グループ学習，コードレビュー支援  

 
 
1. はじめに 
輪講は，数人の持ち回りで分担し，文献を読み進

めていくものである．事前に準備した資料を基に，

発表者が講義を行い，参加者同士が議論する．相互

に教え合うことで，効果的で効率的な学習に繋げる．

情報系分野では，書籍に記載された例題や練習問題

などを用いた演習を実施することもよくある． 
本研究に先立ち，情報系分野の解説書を題材とし，

演習を取り入れた輪講を支援するシステム Lexit を

提案している(1)．一連の輪講をプロジェクトと捉え，

個々の輪講をセッションとして，全体の進行を統括

する．また，輪講で配布するレジュメや発表でのス

ライドなどの資料を管理する．本研究では，Lexit
システムの一環として，プログラミング課題を提示

し，各自の解答を相互に検証するコードレビュー支

援ツール Redoc を開発している(2)． 
 
2. コードレビューの概要 
本研究のコードレビューでは，チーム内のメンバ

が作成したプログラムのソースコードに対して，本

人を交えて，チーム内外のメンバで閲覧し議論する．

各自が作成したソースコードに対して，問題点や改

善点を指摘したり，本人に助言や指導を行う． 
ユーザの役割は，コードを作成してレビューされ

る者をレビュイー，コードを閲覧してレビューする

ものをレビュアーと呼ぶ．一般に，コードレビュー

の目的は，教育的なものと，成果的なものとの 2 つ

の側面がある．教育的な側面では，レビュイーのコ

ードをメンバ全員で共有，レビュイーによる意図・

目的や設計との対応の説明，レビュアーから作成者

へ不明点などの質疑応答，メンバ相互による問題点

や改善点の指摘，レビュイーへの助言や指導などが

ある．成果的な側面では，暗黙知の明示化と意識化，

コーディング規約や開発ツールの標準化，各自のコ

ーディング技能や特性の相互理解，プロジェクトの

メンバとしての相互のコミュニケーション，システ

ム開発の目標や理念の確認がある．本研究では，前

者の教育的な側面に特化して支援を検討する． 
 
3. コードレビュー支援ツールのフェーズ 
本研究の Redoc は，Web 上のシステムであり，ク

ライアント側のブラウザで動作する．Redoc は，輪

講セッションの演習において，提示されたプログラ

ミング課題に対して解答コードを提出し，レビュー

を実施し，復習を行うまでを支援する．Redoc での

支援は，コード作成，レビュー実施，復習再現の 3
つのフェーズに分けられる(図 1)． 
コード作成フェーズでは，プログラミング課題が

提示され，各自が解答コードを作成する．作成した

解答コードの提出は，Redoc を通してサーバ側への

アップロードで行う．提出された解答コードの一覧

から，レビューを実施するコードを選択する．選択

されたコードを対象として，レビュー実施フェーズ

に移行する．レビュー実施フェーズでは，レビュイ

ーは，コード作成フェーズで選ばれたコードを提出

した参加者であり，その他の参加者はレビュアーと

なる．レビュイーのコードや，コーディングそのも

のに対して，コメントを投稿することによりレビュ

ーを行う．復習再現フェーズは，レビューの実施ロ

グを基に，レビューの様子を再現する．コードレビ

ューを欠席した参加者や，出席はしたが復習を行い

たい参加者が利用し，レビューの過程を追体験する． 
 
4. コードレビュー支援ツールの利用方法 

Redoc の利用方法としては，以下の 4 通りが考え

られる(図 2)．1 つ目は，レビュイーを初心者，レビ

ュアーを中級者として，中級者が初心者に一からの

コーディングを指導するものである．教育内容は文

法事項である．レビュアーに初心者を加え，指導の

様子を見て不明点などを質問させても良い．2 つ目
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は，レビュイーを初心者，レビュアーも主に初心者

とする．初心者同士で，段階的な実装や，それに伴

うデバッグについて議論する．初心者同士の議論で

行き詰まった場合には，中級者のレビュアーがヒン

トを提示する．3 つ目は，レビュイーを初心者，レ

ビュアーを中級者とする．中級者が初心者の解答し

たコードに対し，書法について指導する．発生する

修正やデバッグ行為についても指導の対象である．4
つ目は，レビュイーを上級者，レビュアーを初心者

および中級者として，上級者によるコーディングの

実演を行う．レビュアーからの質疑に対して，上級

者が答えながら進める講義のような形式となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5. コードレビュー支援ツールの利用方法 

Redoc の機能および利用手順について，主にレビ

ュー実施フェーズについて説明する．図 3 に，レビ

ュー実施ページの GUI を示す．中央にエディタ部，

下方にタイムライン部がある． 
レビューは，コメントの投稿として行う．レビュ

アーが質問や指摘，助言を行う．それに対し，レビ

ュイーは質問に回答したり，指摘や助言に従ってコ

ードを修正する．コメントは，コードにおける指摘

箇所を指定して投稿することができる． 
コードの変更は，エディタ部のコードを編集する

ことで行う．コンパイルと実行により，動作を確認

する．これらのデバッギングの状況もレビューの対

象とする．ある程度の変更を行った後，レビュイー

がコードのバージョンアップを指定する．以上を繰

り返し，レビュイーに段階的な実装を促す． 
レビュー実施ページでは，同期処理が行われる．

レビュイーによってエディタ部のコードが修正され

ると，他のクライアントに変更が反映される．これ

により，レビュアーはリアルタイムにレビュイーの

コードの変更を確認することが可能である．タイム

ライン部には，コメントの投稿，コンパイルと実行，

レビュイーによるバージョンアップ指定などのイベ

ントが一覧表示される．このタイムラインへの通知

も同様に，リアルタイムに確認することができる．

また，イベントが記録されると，同時にコードのス

ナップショットが保存される．各時点のスナップシ

ョットは，タイムラインの詳細ボタンから閲覧する．

タイムラインを辿ることで，以前の状態のコードを

参照することが可能である． 
 
6. まとめ 
演習を伴う輪講を支援するシステムの一環として，

プログラミング課題を提示し，各自の解答を相互に

検証するコードレビュー支援ツール Redoc を開発し

ている．進行モデルを定め，ツールの利用方法を整

理した．エディタ部でのコード編集と同期表示，指

摘箇所を範囲指定してのコメントの投稿，イベント

発生によるスナップショットの保存，タイムライン

の閲覧，実施ログの表示などの機能を実装した． 
運用に向けての予備実験を実施し，アンケートを

行った．問題文や入出力例，コンパイルエラーや実

行結果などを見ながらコードの編集を行いたいとい

う意見があった．また，他のコメントへの明示的な

返信機能も要望があった．今後の課題として，GUI
や機能を改良し，復習再現フェーズも実装する．ま

た，実施ログの時系列データを分析し，本ツールに

よる教育効果を検証する． 
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図 1 コードレビュー支援の進行モデル 

図 2 コードレビュー支援の利用方法 

図 3 Redoc の GUI 
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タブレット PCと力覚提示デバイスを用いた滑車学習支援システムにおける
比較実験を考慮したインタフェース 
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あらまし：本稿では，タブレット PC とポータブルな力覚提示デバイス(SPIDAR-tablet(2))を用いた滑車の

仮想実験環境において，異なる滑車の組み合わせの比較を目的としたインタフェースを提案する．学習者

は仮想実験環境内のボタンを入力することで予め用意された滑車の組み合わせを構築することができ，ま

た滑車の組み合わせに応じた力覚を体験できる．検証では，提案インタフェースを実装したシステムにお

いて，滑車の組み合わせの比較が行えるかを確認した． 

キーワード：タブレット PC，力覚提示デバイス，仮想実験 

 

 

1. はじめに 
近年，社会の情報化の急速な発展に伴い，実際の

教育現場において情報通信技術を最大限に活用した

学びが求められている．文部科学省が取りまとめた

「教育の情報化ビジョン」によると，生徒が学習に

タブレットPCなどの情報端末を一台ずつ用いる「一

人一台型」の学習形態の構築が目標とされるなど，

実際の教育現場にタブレット PC を導入する動きが

見られる(1)
. 一方，理科の学習では，実験による学習

が重要とされているが(2)
, 実際には時間やコストの

制約上，十分に実験が行われない場合がある． 

檜谷らは，タブレット PCと SPIDAR-tablet
(3)

(タブ

レット PC用の力覚提示デバイス)を用いて滑車の仮

想実験を行えるシステムを開発した(4)
. 学習者は任

意に仮想実験環境上に滑車を配置できるため，意図

した滑車の組み合わせを構築することができる．ま

た，SPIDAR-tablet を用いることで構築した滑車の組

み合わせに応じた重さを体験できるため，実際の実

験に必要な糸やおもりを取り付ける作業を不要とし，

効率よく滑車の組み合わせの違いによる重さの違い

を学習することができる．しかし，檜谷らのシステ

ムでは学習者が異なる滑車の組み合わせにおける重

さの違いを比較する際に，一度構築した滑車の組み

合わせを組み替える必要があるため，比較に時間が

かかる． 

そこで本研究では，滑車学習支援システムにおけ

る比較実験を考慮したインタフェースを提案する．

学習者は仮想実験環境内のボタンを入力することで，

予め用意された滑車の組み合わせを直ちに構築する

ことができる．また，構築と同時に滑車の組み合わ

せに応じた力覚を体験できる．検証では，提案イン

タフェースを用いて，滑車の組み合わせによる力の

違いについて比較が行えるかを確認する． 

2. 比較実験を考慮したインタフェース 
図 1 に本システムの外観を示す．図のタブレット

PC のディスプレイ上に仮想実験室が表示され，タブ

レット PCの上部に SPIDAR-tabletが設置されている．

使用者は中央のリングを指に装着した状態で，ボタ

ンにより滑車の組み合わせを選択する．そして，仮

想実験室に表示された滑車の糸を引くことで，組み 

 

 
図 1 システム外観 

 

 
図 2 提案インタフェース 

B4T-1 
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図 3 対象とする滑車の組み合わせと重さの比 

 

合わせに応じた重さを体験できる．図 2 に提案イン

タフェースの外観を示す．仮想実験室の左側には，6

種類の滑車の組み合わせを構築するためのボタンが

それぞれ配置されている．まず，使用者がボタンを

選択すると，選択に応じた滑車の組み合わせが右側

のスペースに表示される．そして，構築された滑車

の糸の先端をタップしながら，構築されている組み

合わせ以外のボタンを選択することで，直ちに選択

した滑車の組み合わせが表示されるとともに，提示

される力覚も変更した滑車の組み合わせに応じたも

のに切り替わる．使用者はこの操作を繰り返すこと

により，連続的に異なる滑車の組み合わせに応じた

重さを体験することができる．図 3 に予めボタンに

より用意されている 6 種類の滑車の組み合わせを示

す．図中の表記「組」とは組合せ滑車を指し，「連」

とは連結動滑車を指し，数値はおもりの重さを 1 と

したときの比を示している．本稿で対象とする滑車

の組み合わせを上記の 6 種に限定したのは，両者の

重さの違いを比較する際，動滑車の個数が 1 個の場

合と 2 個の場合では重さの差が出ないが，3 個以上

の場合では差が生じ，その差は 5 個のときに最大と

なるためである． 

 

3. 検証実験 
提案インタフェースを用いて，図 3 に示した 6種

類の滑車の組み合わせにおける力の違いについて比

較が行えるかを検証した．被験者は大学生，大学院

生計 4名とした．また，比較に関係のない動作を省

くため，被験者が仮想環境内の滑車の糸の先端に触

れなくても，ボタンを選択すると同時に力が発揮さ

れるようにした．検証内容は，被験者に指定した 7

通りの滑車の組み合わせを区別が付くまで比較を行

わせ，どの程度区別が付きやすかったかを 1～5まで

の 5段階評価により回答させた．表 1に被験者の 5

段階評価の平均値と標準偏差，比較する組み合わせ

における力覚の差(図 3で示した比の差)を示す．検

証の結果，力覚差の大きい比較項目については比較

的高い評価が得られたが，力覚差の小さい比較項目

については低い評価が得られた．低い評価が出てい

る理由として，力覚差が被験者の認知できない大き

さであったためと考えられる．また，⑤,⑥の比較の

組み合わせのように，力覚差が小さいが高い評価が

得られた項目があったことから，力覚差の大小のみ 

表 1 5段階評価の平均値と標準偏差 

比較対象 比の差 被験者の評価 

①, ② 6.25×10−2 2.8±1.1 

②, ③ 3.13×10−2 1.3±0.4 

④, ⑤ 4.17×10−2 3.0±1.2 

⑤, ⑥ 2.50×10−2 3.8±0.8 

①, ④ 4.17×10−2 1.5±0.5 

②, ⑤ 6.25×10−2 3.0±1.6 

③, ⑥ 6.88×10−2 3.0±1.6 

 

ならず，組み合わせにより発揮される力の大きさも

評価に関係していることが確認できた．また，被験

者が比較を行う様子を撮影した動画から，区別に要

する比較回数を求めたところ，力覚差の大きい組み

合わせほど少ない比較回数である傾向が見られた．

比較回数を評価と照らし合わせると，評価の高い項

目ほど比較回数が少ない傾向が見られた．このこと

から，力覚差が大きいほど少ない比較回数で明瞭に

比較が行えていると考えられる．また，被験者 4 名

とも右手で力覚を体験しながら，左手でボタンの切

り替えを行っていたため，比較を行う動作に時間を

要することなく検証が行えていることが確認できた．

以上の結果，提案インタフェースを実装したシステ

ムでは，力覚差の小さい組み合わせの比較は難しい

が，発揮力と力覚差が大きい組み合わせでは比較が

行えることを確認した． 

 

4. まとめと今後の課題 
本稿では，タブレット PCと SPIDAR-tablet を用い

た滑車の仮想実験環境において，異なる滑車の組み

合わせの比較を目的としたインタフェースを提案し

た．検証実験の結果から，提案インタフェースを用

いて滑車の組み合わせによる力の違いについて比較

が行えることを確認した．今後の課題として，力覚

差の小さい組み合わせの学習方法の検討などが挙げ

られる． 
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あらまし：南海トラフ巨大地震などの海溝型地震が発生した場合，沿岸地域では津波で命を落とさないた

めに，迅速な避難が必要である．本研究では，教育用位置情報システムである Real World Edutainmentを

基盤とし，タブレット PCや両眼非透過型 HMD（Head Mounted Display）等の ICT機器を用いるバーチャ

ル避難訓練を実施してきた．しかし，この避難訓練では，避難中に一旦足を止めてデジタル教材を視聴す

る必要があり，迅速な避難に対応できないという問題点があった.そこで，本研究では新たな映像出力デ

バイスとして，移動しながらデジタル教材を見ることのできる両眼透過型 HMDを採用し，迅速な避難に

対応する津波避難訓練支援システムを提案する． 

キーワード：両眼透過型 HMD，ウェアラブル端末，津波避難訓練，防災教育 

 

1. はじめに 
自然災害に対する防災は，防波堤や避難施設など

を建設するハード防災と，災害情報システムの開発

や避難訓練の実施といったソフト防災に大別される． 

ハード防災は高い効果が期待されるが，財政的な

負担が大きいことや完成に時間がかかることが問題

点として挙げられる．また，ハード防災の充実が住

民の安心感を高める反面，恐怖感や防災意識を低下

させてしまうことが懸念される． 

一方，ソフト防災についてはその重要性がますま

す認識されてきている．平成 24年度に文部科学省が

行った調査では，ICT 活用防災教育により 9 割の生

徒が防災意識を向上させたと報告されている(1)．近

年では多くの ICT活用防災教育システムが開発・活

用されており，例えば，藤岡らは携帯ゲーム端末用

の地震防災教育ゲームソフトを開発し，防災研修や

授業に取り入れることで防災知識の獲得だけでなく，

議論の活性化にも有効であると報告している (2)． 

本研究では，ソフト防災としての ICT活用防災教

育に着目し，タブレット端末や没入型 HMD を用い

た新しい避難訓練として，“バーチャル避難訓練”

（Virtual Evacuation Drill: VED）を提案しシステムを

開発してきた(3)(4)． 

 

2. バーチャル避難訓練 
2.1 システム 

VEDシステムは，教育用位置情報システムである

Real World Edutainment
(5)を基盤としており，訓練参

加者の現在位置（GPS座標）に対応するデジタル教

材を提示する．徳島県内の小中学校で実施した VED

ではタブレット端末を使用し，南海トラフ巨大地震

を想定した避難シナリオにしたがって発災時の困難

な状況をビデオ教材（発見した負傷者を救助する

か？液状化した道を通るか？家族の安否を確認しに

自宅へ戻るか？など）で提示しながら，参加者に避

難時のジレンマを疑似体験させる．デジタル教材の

一部には，被災時の困難な状況をよりリアルに提示

するために AR（Augmented Reality）を採用している． 

2.2 問題点 
南海トラフ巨大地震などの海溝型地震が発生した

場合，沿岸地域では津波による被害が予想される．

震源地と地震の規模によっては数分以内に津波が到

達する地域もあるため，迅速な避難が必要である． 

VEDは津波避難も対象にできる．しかし，迅速な

避難が必要な沿岸地域において，VEDの実施は難し

い．VEDでは，訓練参加者が一旦足を止めてタブレ

ット端末上でデジタル教材を見なければならず，津

波避難の緊迫感を表現できない．言い換えれば，

VEDシステムは迅速な避難に対応できておらず，津

波避難の現実から乖離している． 

そこで本研究では，移動しながらデジタル教材を

見ることのできる両眼透過型 HMD を採用し，迅速

な避難に対応する津波避難訓練支援システムを提案

する． 

 

3. 提案システム 
提案システムは，GPS搭載型ウェアラブル端末に

位置づけられる両眼透過型 HMD，MOVERIO 

BT-200AV
(6)（以下，MOVERIO）にデジタル教材を

提示することで，リアルで緊迫感のある津波避難訓

練を実現する．提案システムにより，沿岸地域住民

の防災意識の向上が期待できる． 
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3.1 システム構成 
提案システムはクロスプラットフォーム方式を採

用しており，主要なWebブラウザ上（Internet Explorer

や Google Chrome等）で動作する．そのため，ネッ

トワークに接続可能で GPS と Web ブラウザを搭載

した端末（スマートフォン等）で動作可能である． 提

案システムは HTML，JavaScript，PHP などの Web

プログラミング言語で実装される．図 1にシステム

構成を示す． 

3.2 デジタル教材 
提案システムで提示するデジタル教材には，テキ

スト教材（モード）とマップ教材（モード）がある． 

(1) テキスト教材 

現在位置，経過時間，津波襲来までの残り時間な

どの情報をテキストで表示する． 

(2) マップ教材 

Google Map 上に訓練参加者の現在位置や避難場

所の位置を表示し，津波が押し寄せてくる様子を，

メッシュ画像を用いたアニメーションで表示する．

テキスト教材も並べて表示することもできる（図 2）． 

3.3 津波避難訓練の流れ 
(1) 津波情報登録 

提案システムでは，避難訓練の実施者が予め震源

地や地震の規模といった情報を入力フォームからデ

ータベースに登録し，避難シナリオを作成する． 

(2) 訓練開始 

訓練参加者は避難シナリオと教材モードを選択し，

津波避難訓練を開始する．参加者は指定された避難

場所をめざして移動する．GPSセンサから一定の時

間間隔で取得した参加者の現在位置と震源地座標か

ら，現在位置に津波が到達するまでの残り距離や時

間が計算・表示される．マップ教材モードであれば，

津波がアニメーション表示される．現段階の津波シ

ミュレーションは，概算による簡易的なものである． 

参加者は提示される教材（更新される自分と津波

との関係）を見ながら緊迫感をもって避難場所へ急

ぐことになる． 

(3) 訓練終了 

参加者が津波到達までに避難場所に到着すると避

難は成功，到着できなければ避難は失敗となる． 

 

4. おわりに 
本稿では沿岸地域における津波避難訓練の重要性

に着目し，従来の VED システムでは迅速な避難に

対応できないという課題を示した．そして，この課

題を解決するために，両眼透過型 HMD を用いた津

波避難訓練支援システムを提案し，提案システムに

ついて概説した． 

提案システムは屋外での使用を想定しているため，

訓練実施地域の交通状況などを十分に考慮し，参加

者の安全を第一に避難訓練を計画・実施しなければ

ならない．また，参加者の安全を確保する機能をシ

ステムに実装する必要もある．さらに，津波シミュ

レーションの正確さを向上させていくことも課題の

ひとつである． 

今後は，提案システムを可及的速やかに開発し，

評価実験を繰り返して，安全性と有用性を兼ね備え

たシステムとして完成させたい． 
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図 1 システム構成 

 
図 2 津波避難訓練システムのマップ教材 
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あらまし：学校における一般的な防災教育として，校内で実施する避難訓練が挙げられる．多くの場合，

このような避難訓練の対象は生徒であり，教師は適切な避難経路や避難行動を指示する立場である．しか

し，教師が校内発災時に適切に避難指示できるようにする訓練は十分には実施されていない．そこで本研

究では，透過型 HMD と AR を用いて，教師の眼前に発災時の仮想生徒（CG）を提示することで，避難

指示を疑似体験できるシステムを提案する． 

キーワード：透過型 HMD，AR，ウェアラブル端末，避難訓練，学校における防災教育，教師教育 

 

 

1. はじめに 
近年，大規模災害の多発により，防災教育の重要

性が再認識されている．特に，災害弱者になりうる

子どもたちへの防災教育は喫緊の課題であり，学校

における防災教育（以下，学校防災教育と記す）の

充実が求められている．代表的な学校防災教育は避

難訓練であり，校内の避難場所や避難経路の確認だ

けにとどまらないよう，さまざまな工夫が取り入れ

られている．例えば，避難経路上に障害物を設置す

るなどして，生徒に避難の困難さを疑似体験させる

避難訓練が存在する． 

本研究では，ICT 活用型防災教育として，タブレ

ット端末や没入型 HMD（Head-Mounted Display）を

用いた避難訓練を提案し，学校や教育イベントを中

心に実施してきた(1)．この避難訓練では，避難経路

上の仮想的な被災状況を CG で表現し，この CG を

AR（Augmented Reality：拡張現実）により実世界の

リアルタイム映像に重畳表示することで，参加者に

避難中の困難な状況を疑似体験させる． 

これまでの学校防災教育は主に生徒に対して実施

されてきたが，教師への防災教育も重要である．特

に，教師が校内発災時に生徒に適切に避難指示でき

るようになる訓練が求められる．そこで本研究では，

透過型 HMD と AR を用いて，教師の眼前に発災時

の仮想生徒（CG）を提示することで，避難指示を疑

似体験できるシステムを提案する． 

 

2. 関連研究 
ICT 活用型防災教育として，VR（Virtual Reality：

仮想現実）を用いたシステムが挙げられる．例えば，

Wangら(2)のシステムはゲームエンジンUnity3Dを用

いて 3 次元 CG の建物を構築し，マルチプラットフ

ォームで仮想的な火災避難訓練を実現している．近

年では，AR を用いた防災教育システムも多く開発

されている．例えば，広兼ら(3)のシステムはマーカ

型 AR を用いて実空間を認識し，没入型 HMD に降

雨 CG を重畳表示して，豪雨災害を疑似体験させる． 

教師を対象とした ICT 活用型防災教育として，岡

田ら(4)の災害状況再現・対応能力訓練システムが挙

げられる．このシステムは，教師が校内発災時に生

徒に適切に避難指示できるようになることをめざし

ており，本研究の目的と合致する．具体的には，教

師が大型ディスプレイに表示される発災時の校内の

3 次元 CG を見ながら声を出したりして避難指示す

る，という VR 型の訓練を実現している． 

 

3. 提案システム 
本研究では，岡田ら(5)のシステムを参考にして，

教師が実際の職場（教室や廊下など）で避難指示を

疑似体験できる，ポータブルなシステムを提案する．

このようなシステムの要件として， 

（要件 1）小型かつ軽量なデバイスを使用する． 

（要件 2）発災時の状況をリアルに提示する． 

が挙げられる． 

要件 1 は，スマートフォンサイズの端末に接続さ

れる透過型 HMD（EPSON 社製 MOVERIO．ヘッド

セット部は 88 グラム）を採用して，要件を満たすこ

とにする．要件 2 は，発災時の状況（特に生徒の振

る舞い）を CG で表現し，透過型 HMD に重畳表示

する AR を採用して，要件を満たすことにする． 
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3.1 システムの利用形態 
提案システムはマーカ型 AR により，重畳表示す

る CG（仮想生徒など）の位置を合わせる．したが

って，システム利用空間には AR マーカが設置され

る．システムを教室で利用する場合，2 つの利用形

態があり，重畳表示される CG が異なる（図 1） ． 

(1) 机椅子を残して利用する（図 1-a） 

 教室内の机（または椅子）の位置に合わせて生徒

CG を重畳表示する必要があり，机の配置情報の入

力が求められる．位置合わせの精度が高ければ，実

際の机の位置に生徒がいるように見せることができ

るため，リアリティの向上が期待できる． 

(2) 机椅子を撤去して利用する（図 1-b） 

机のない教室に机と生徒の CG を重畳表示するこ

とになる．(1)のような高精度の位置合わせは必要な

いものの，撤去作業が負担になったり，リアリティ

が低下したりする可能性がある． 

3.2 システムの実装 
提案システムは，透過型 HMD 用の OS が Android

であるため，Android アプリとして実装している．

AR マーカの認識は AR ライブラリ Vuforia を用い，

CG の重畳表示とその制御は Unity 3D（C#）を用い

て実装している．また，AR マーカの複数設置と透

過型 HMD のヘッドトラッキング機能を併用して，

位置合わせの精度向上を試みている． 

図 2 に試作システムの利用時（透過型 HMD 装着

時）の様子と重畳表示される生徒 CG の例を示す. 

透過型 HMD はカメラを内蔵しており，装着者の視

線方向の映像を取得する．生徒 CG の背景は，HMD

上で透過させるために黒で塗りつぶしている． 

3.3 システムの利用例 
ここでは地震発生時の疑似体験を例示する．教師

が教壇上で透過型 HMD を装着し，システムを起動

すると，生徒 CG が重畳表示される．その後，緊急

地震速報が再生され，数秒後に生徒 CG を振動させ

ることで地震を表現する．地震の間，机下に隠れな

い生徒や教室外に飛び出す生徒などを CG のアニメ

ーションで表現する．教師はこのような仮想生徒を

見て，口頭で安全確保を指示する．揺れ（CG の振

動）が止まると，教師は口頭で仮想生徒に避難を指

示し，仮想生徒を廊下に誘導する．廊下にも AR マ

ーカが設置されており，廊下で発生しうる状況がCG

で表現される．  

3.4 システムの課題 
採用した透過型 HMD は画角が約 23 度であり，著

者の感覚では，表示領域は視野の 1/9 程度である．

教師の眼前に生徒 CG を重畳表示できるものの，視

野全体を覆うような重畳表示はできていない．また，

AR マーカの認識及び重畳表示の不安定さも課題と

して挙げられる．HMD 内蔵カメラに依存する AR マ

ーカの精度（認識可能距離等）は必ずしも良くない．

装着者の頭部の瞬間的な移動量が大きいと，ヘッド

トラッキング時の CG の位置ずれも発生し，リアリ

ティを低下させる．これらの課題を改善しなければ，

システムの教育現場の実利用は難しいと考えられる． 

 

4. おわりに 
本稿では，教師への防災教育が重要との立場から，

教師が校内発災時の避難指示を疑似体験できるシス

テムを提案した．提案システムは，今後普及が期待

される透過型 HMD を採用しており，現在のところ，

教育現場で即座に利用されるものではない．また，

AR マーカの設置や CG の位置合わせなどの事前準

備の負担も無視できない．しかし，実際の職場で避

難指示を疑似体験できることは，リアリティの向上，

避難指示の学びの強化につながることが期待される． 

今後は，システムの課題を解決しながら実装を進

め，学校防災教育の現場で効果を検証したい． 
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教育補助員としてのロボット導入の提案 
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あらまし：多数の受講者を対象とした高等教育の実験や演習などの科目では，十分な数の教員・教育補助

員を配置することが難しい．そこで本研究では，ロボットを教育補助員として導入し，教育者不足の問題

を改善する．具体的には，学生からの簡単な疑問やよくある質問に答えたり，ロボットから学生に確認質

問をして理解度を確認したり，理解度にあったヒントを提示することなどを目指している． 
キーワード：実験，演習，多人数教育，ロボット，教育補助員 

 
 
1. はじめに 
近年，教育の質の向上が叫ばれ，大学の教員にき

め細かな学生指導が要求されている．しかし，学生

の興味の多様化から，懇切丁寧な指導が必要となり，

以前にも増して教員の時間リソースが費やされてい

るのが教育現場の実態である． 
一方で，アクティブラーニングや反転授業など，

学生の主体的な学びを推進するための試みが推奨さ

れている．このようなタイプの授業スタイルでは，

学生の学習過程を導くための綿密な計画が必要であ

る．しかし，多様な学生を誘導しようとしても，教

員の考え付かないところで躓いたり，些細な疑問が

生じたり，助けを求められたりする場面が生じる．

そこで，教員や教育補助員（TA：Teaching Assistant）
の連続的な導きが求められている． 
しかし，私立大学では多くの学生を対象とした教

育体制を採用しているため，教員や TA の不足を感
じる場面が多く存在している．このような問題は，

アクティブラーニングなどの新たな取り組みのみに

存在する問題ではなく，古くから行われている実験

や演習などの科目でも見られてきた． 
これらに対して，擬人化エージェントを用いて学

生を導く試みがなされている．しかし，実験や演習

授業の教育現場では，学生から様々なレベルの質

問・疑問が多数飛び交っている．そのような場で上

手に学生を導くことは，特に人数的な問題から難し

いものである．稀に，学生同士で教えあうスタイル

が自然に確立され，自らを高める方向に向かうこと

もあるが，一方では本来の教育単元の趣旨とずれが

生じたり，答えのみを教え合って過程を省略してし

まったりすることが懸念される． 
よって，TA の増員が急務となっているが，全て

の科目に対して増員することは現実的ではなく，実

験・演習などの科目のみに若干名の増員がなされる

のみにとどまっている．しかし，将来的に様々な科

目にアクティブラーニングが取り入れられると，TA
の不足が避けられない． 

以上のことから本研究では，将来の TA の不足を
見越して，現在実施されている多人数を対象とした

実験・演習などの科目をモデルケースと定め，TA
としてロボットを導入することを目的としている．

本稿では，そこで必要とされる機能や，将来的に問

題となることが予測される項目について整理し，報

告することを目的としている． 
 

2. 対象科目と TAの役割 
本研究の対象科目として，実験科目として物理学

実験（1 または 2 セメスター：コースにより必修ま
たは指定科目）と，プログラミング演習（3, 4セメ
スター，指定科目），ネットワーク管理実習（6セメ
スター：コースにより必修科目）を検討している．

選択の基準は，理系の中で普遍的な科目（物理学実

験），情報系専門科目としての基本的な科目（プログ

ラミング演習），専門に特化した科目（ネットワーク

管理実習）をバランス良く網羅することである． 
TA に期待される役割の内，共通していると考え

られる項目は以下のとおりである． 
(1) 素朴な疑問に対する回答 
(2) 本質的なことを気づかせる 
(3) 学習者の理解度にあったアドバイス 
(4) 学習者に説明させ，情報を整理させる 
それぞれの科目に必要とされる TA の役割を，科

目内容と合わせて説明する． 
2.1 物理学実験 
物理学実験の目的は「実験装置の取り扱い方，測

定の整理の仕方，物理的な考え方などを，学生自ら

が実験を行うことによって身につけるとともに，物

理学の概念、及び知識を的確にすること」である．

具体的には，ヤング率，剛性率，共鳴，熱の仕事量，

磁束の分布，電気抵抗などのテーマについて実験を

通じて理解を深めるものである．授業の流れとして

は，授業開始までに学生は予習を済ませ，授業時間

に実験を行い，最終的にレポートを記述する．基本

的に 1テーマ/週で構成している． 

B4T-4 

― 269 ―



物理学実験の場で TA に期待される役割としては，
主に学生の疑問に答えつつ，時間内に実験が確実に

終わるよう導くことである． 
2.2 プログラミング演習 
プログラミング演習の目的は「オブジェクト指向

プログラミングを利用することにより，オブジェク

ト指向的なプログラム開発を理解することと，イン

ターネット技術を利用したアプリケーションの開発

等を題材にして，ネットワークアプリケーションプ

ログラミングに関する素養を体得的に習得させるこ

と」である．具体的には，配列，メソッド，オブジ

ェクト指向，ファイル入出力，例外処理，TCP と
UDP，グラフィックスなどの項目についてプログラ
ミングを通じて理解を深めるものである．授業の流

れとしては，授業中開始後に学習する項目について

サンプルプログラムを用いた説明を聞き，プログラ

ムを組み，最終的に複数回の授業で学んだ技術を駆

使したプログラムを開発し，レポートを記述する． 
プログラミング演習の場で TA に期待される役割

としては，初心者に多い文法的な質問に答えたり，

授業で意図的に説明を省略した項目についての調べ

方を教えることである． 
2.3 ネットワーク管理実習 
ネットワーク管理実習の目的は「LANの構成単位

であるサブドメインの設計・構築・運用を行い、 
LAN の構築に応用することで、LAN 管理に必要な
実践的スキルの習得を目指すこと」である．具体的

には，ネットワーク設計，サブドメイン，ルーティ

ング，DNSサーバ構築，メールサーバ構築などの項
目について，ルータやサーバの構築を通じて理解を

深めるものである．授業の流れとしては，授業開始

後に各項目の説明を聞き，個々のネットワークの設

計を行い，最終的に各自のドメインを構築する． 
ネットワーク管理実習の場で TA に期待される役

割は，設計の妥当性を考えさせたり，設定ファイル

固有の文法を確認させることである． 
 

3. TAロボットに求められる機能 
前章に示した「TA に求められる役割」を，最初

から全て実装することは難しいため，当初は TA の
補助要員としての機能の実装を目指す．TA ロボッ
トと学生のコミュニケーションは，リアルタイム性

を重視して音声によるインタフェースを想定してい

る．その上で，以下の様な機能の実装を考えている． 
(1) 「難しい」などのネガティブな単語を認識して
「どこか分からないところがありますか？」など

と問いかけ，集中力の維持を図る． 
(2) 「教えて」などの単語を認識して疑問に答える．
その際，TA ロボットから理解度確認の質問をし
て，学生自身の持つ情報を整理させる．また，理

解度にあった回答やヒントを提示する 
(3) 説明の際に，身振り手振りを付ける．身振り手
振りは，若干オーバー気味にして，感情を表現す

る． 
(4) 回答やヒントを提示する際，場合によっては回
答の調べ方のみを提示する． 

(5) 学生が英単語の読み方を勘違いしている場合に
は，正しい読み方と意味などを説明して興味を維

持させる． 
以上のような機能をベースとして，各科目に特化

した想定会話集や教育シナリオを作成する． 
TA ロボットを実装する対象として，本研究では

開発ツールが提供されていること，音声認識・音声

合成が可能であること，身振り手振りが可能である

こと，タブレットが付いていて図や動画を用いた説

明が容易であること，無線 LAN を通じて外部のデ
ータやシステムと連携しやすいことなどを考慮し，

ソフトバンク社の Pepper（図 1）を候補としている．
技術的な制約の確認のため，筆者は「Pepperハッカ
ソン with html5j ロボット部」（2015年 3月 15日開
催）に参加し，実装の目処を付けている． 

 
図 1 Pepper 

 
4. 終わりに 
本研究では，将来的にアクティブラーニングが授

業に取り入れられると仮定し，私立大学などで見ら

れる多くの学生を対象とした授業体制の中で問題と

なるであろう，教員や TA の不足に対応するため，
ロボットを TA として導入することを目的としてい
る．本稿では，そこで必要とされる機能や，将来的

に問題となることが予測される項目について整理し，

報告している． 
今後は，実際に想定会話集や教育シナリオを整理

するとともに，実装を行い，実際に授業で利用して

いく予定である． 
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あらまし：ブレンド型学習，反転授業など，新しいタイプの授業が実践されており，研究や実践の成果発

表も多い．このような授業実践や研究を適切に分類することができると，関連研究調査や参考としたい授

業実践の調査を円滑に行うことができる．そこで，我々はブレンド型学習を中心として具体的な授業形態

を分類するための属性について検討し，反転授業実践事例を「反転の度合い」と「授業時間学習スタイル」

に着目して分類した． 

キーワード：ブレンディッド学習，反転授業，授業設計 

 

 

1. はじめに 
近年，ブレンド型学習や反転授業など，新しいタ

イプの授業実践や研究が盛んに行われており，多く

の成果発表がなされている．学習形態・授業形態を

表す語句の定義が研究者・実践者によって多少の違

いがあったり，同じ語句で表せる授業形態にも様々

なパターンがあったりすることが，関連研究調査や

参考としたい授業実践の調査において障害となり得

る．また，個々の実践を参考とするだけでなく，全

体としてどのような授業形態がどのような利点，欠

点あるいはリスクがあるのかを実践データの裏付け

と共に明確にしていくことが望まれる．そのために

は，個々の授業実践や研究がどのような特徴がある

のかを的確に位置づけることが必要となる．そこで，

ブレンド型学習や反転授業の分類について検討して

いる 1)．本研究では反転授業の具体的な授業形態を

分類するための属性について検討を行う． 

 

2. 反転授業を特徴付ける属性 
反転授業はブレンド型学習の一形態であると位置

付けられている．反転授業は「従来型授業の授業中

の学習活動と授業時間外の学習活動を反転した授業

である」という元々の意味から，「基本的な学習を宿

題として授業前に」行うことがポイントである． 

Bishop らは「従来型授業の授業中の学習活動と授

業時間外の学習活動を反転した授業である」という

単純な定義では，十分ではなく，「授業中のインタラ

クティブなグループ学習活動と授業時間外のコンピ

ュータベースの個別学習から成る教育手法」と定義

した上で，反転授業に関する研究について次の項目

を整理している 2)． 

・反転の度合い (Full Flip or Partial Flip ) 

・比較研究の有無( Single-Group or Controlled ) 

・対象学年(Grade Level) 

・授業中の活動(In-Class Activities) 

・授業外の活動(Out-of-Class Activities) 

・対象人数 ( N, Treatment) 

・比較クラスの人数( N, Control) 

・評価方法(Instrument Type) 

・テストの構造(Test Structure) 

これらのうち，授業中と授業外の活動には Small 

Group Activity，Homework，Quizzes，Lecture，Video 

Lecture，Computer Module などがある．評価方法に

は，Subjective Opinion Survey or Informal Assessment

と Objective Performance Test，あるいはそれらの両方

がある．テストの構造は，Post-Test Only，Matched 

Pretest-Posttest， Unmatched Pre- and Post- Measures，

Mid- and Post- Semester Measures のいずれかである． 

一方，森らは地方国立大学で実践された反転授業

について次の項目を調査した 3)． 

・対象学年 

・区分：専門教育，教養教育 

・必修・選択 

・タイプ：教育強化型，完全習得学習型，高次能

力学習型 

・授業時間外の活動(予習 1・予習 2・復習)：予習

動画講義ビデオ視聴，予習演習問題，ノート作

成，演習問題，資料購読，ワークシートなど  

・授業中の活動：演習，説明・講義，PBL，ジグ

ソー法，発表など 

これらから，反転授業を特徴付ける属性には，授

業の位置付けに関する属性，反転授業の設計に関す

る属性，研究方法に関する属性があることがわかる．

さらに，反転授業の研究を参照する際には研究成果

の要約，授業設計や実践の参考にする場合には授業

実践の結果の要約が有用となる． 

そこで，反転授業実践・研究の分類に，表 1 に示

す属性を用いることを提案する．属性を，基本情報，
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授業デザイン情報，研究・実践情報の 3 つのカテゴ

リに分類する．基本情報は，シラバス等に記載され

る授業の位置付けに関する情報である． 

授業デザイン情報として記述する内容を次に示す． 

・反転の度合い：全反転（講義はすべて事前学習），

部分反転（授業時間中にも講義をする） 

・事前学習活動：ビデオ講義，ノート作成，資料

購読，ワークシート，クイズなど，あるいはそ

れらの組み合わせ 

・事前学習不実施者への対応：受講不許可，授業

中に事前学習，通常受講など 

・授業時間学習スタイル：個別学習，協働学習，

混在 

・授業時間内活動：課題，演習，ディスカッショ

ン，発表，クイズ，Q&A，講義など，あるいは

それらの組み合わせ 

・事後学習活動：クイズ，課題の続きなど，ある

いはそれらの組み合わせ 

研究・実践情報として記述する内容の一部を抜粋

したものを次に示す． 

・教授スタッフ数：教員と TAの数 

・比較授業情報：実践年，学生数など 

・評価データ：主観データ，客観データ，それら

両方 

・テストの構造：事後，事前・事後，中間・事後

など 

・成果の要約：ポイントを箇条書きで記述 

 

3. 反転授業の分類 
 前節で述べた反転授業を特徴付ける属性につい

て，我々の実践 4)，林らの実践 5)，Day らの実践 6)，

Lage らの実践 7)，加藤らの実践 8)，村上らの実践 9)，

古澤らの実践 10)に関して，属性の値を記述した．そ

の記述から，反転授業の形態を大まかに分類する際

には「反転の度合い」と「学習スタイル」に着目す

るとよいと思われる．この 2 つの属性で授業の実践

を整理すると，図 1 のようになる．Day らは同一の

セメスターに反転授業と従来型の授業をできるだけ

条件を合わせて実施・比較しており，反転授業の有

効性を示す研究成果をあげている．村上らの授業で

は 2 種類のセッションがあるが，反転授業に該当す

るセッション 1 に注目して分類した．古澤らの授業

は，時間中の補填講義のとらえかたによって反転の

度合いの分類が変わるため，中間に位置付けた． 

 

4. おわりに 
本研究では，反転授業の実践や研究を位置付ける

ための分類について検討を行い，特徴付ける属性を

洗い出した．  

反転授業はブレンド型学習の一形態であり，具体

的な授業形態を表す．そのために，どのような学習

活動で構成するかといった具体的なレベルに踏み込

んだ属性も用いるのが適切であると考え，基本的な

情報として 3 つ，授業デザイン情報として 6 つ，研

究・実践情報として 8 つの属性を用いることを提案

し，反転授業の研究・実践をまとめることを試みた． 

今後は，さらに調査を行い，提案した属性での整

理を試みて，反転授業研究・実践を特徴付けるため

に必要な属性の精査をするとともに，まとめた情報

が有用であるかどうかを検証したい． 

 

表 1 反転授業を特徴付ける属性 

 

  図 1 反転の度合いと学習スタイルによる 

       授業形態の分類 
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あらまし：近年，学習用カードゲームが注目されており，プロパティ交換法を始めとするカードゲームを

元にした学習用ゲームの作成法も幾つか論じられてきている。しかし，学習者の嗜好に合う学習用ゲーム

が作成できなければ，ゲームを学習に組み込む意味は薄れてしまう。本論文では，プロパティ交換法で作

成された学習用ゲームの中から，学習者の嗜好に合う，学習課題とカードゲームの組合せを提示するため

に，協調フィルタリングを用いた推薦システムの設計について検討する。 

キーワード：学習用カードゲーム，プロパティ交換法，協調フィルタリング 

 

 

1.はじめに 

近年，学習用カードゲームが注目されている。本

研究の研究対象はカードを使って行うゲーム全般

（トランプゲーム，トレーディングカードゲーム，

カードを使うドイツゲーム等）とする。梅津らは学

習用カードゲームを作成するために，プロパティ交

換法(1)を提唱した。プロパティ交換法は，演習問題

の問題とカードの属性を交換し，同じルールの新し

い学習用ゲームを作成する方法である。梅津らの論

文では，プロパティ交換法を用いた学習用カードの

作成システムの作成能力と難易度が検証されている。

しかし，組合せによっては作られたゲームの面白さ

は減る可能性がある等の課題はまだ解決されていな

い。 

本研究では，「カードゲーム」と「学習課題」の組

み合わせと学習用ゲームの面白さの関係について考

察した結果，1）組み合わせが悪い場合，面白さが減

る傾向あり，2）似た特徴を持つ課題を交換すると，

面白さは激減する可能性があるの結論を得た(2)。そ

して，組み合わせのパターンを考察するために，多

重知能理論(3)に基づいた課題とゲームの特徴を評価

する分類項目を提案した。提案した分類項目は，「言

語・語学」，「論理・数字」，「視覚・空間」，「音楽・

リズム」，「身体・運動」，「自然学」，「対人的」と「内

省的」の 8 つの領域において，各領域の能力がどれ

だけ必要であるかを 0（使わない）から 5（使う）の

数字で表すモデルである。2014 年 11 月，12 月に，

北海道情報大学の学部生計 26名に，分類モデルを使

用して 6種類のカードゲーム（神経衰弱，スピード，

オノ 99，ワードバスケット，ビックアイデア，ゴキ

ブリポーカー）と 6 種類の学習課題（四則計算，日

本語検定の敬語，漢字，ITパスポートのストラテジ

系，マネジメント系，テクノロジ系問題）の特徴を

評価して貰うアンケートを実施した。図 1 はアンケ

ートの回答結果の「平均値」である。提案した分類

項目はゲーム毎の異なる特徴を表現することができ

た。しかし，1）平均値による計算は不十分であり，

個人への対応は難しい，2）ゲームと課題の難易度の

表現に客観性が足りない等の問題がある。 

 

  
図 1 神経衰弱（左）と四則計算（右）の特徴 

 

本稿は，協調フィルタリング(Collaborative Filtering，

以下 CF)を用いて，ゲームと課題の特徴に「ユーザ

嗜好」を加えて，分類項目の問題を対応できる学習

用ゲーム推薦システムの設計を検討する。 

 

2.推薦システム 

2.1 協調フィルタリング 

本研究では，CFに基づく基本的なアルゴリズムで

あるユーザ間 CF（被推薦者と似た趣味を持つユーザ

が好むアイテムを探す）を使用する。被推薦者と他

のユーザの趣味が似ているのかは「類似度」で表現

する。類似度の計算手法としては，コサイン距離等
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ベクトルの角度を計算に用いる場合は多い。本研究

では，課題とゲームの特徴は既に明らかにしたが，

ベクトルの長さの計算も必要であるため，ユークリ

ッド距離を用いて類似度の計算を行う。 

𝑠𝑖𝑚(𝑥, 𝑦) = exp (−𝛼 × √∑(𝑥𝑖 − 𝑦𝑖)
2

𝑛

𝑖=1

)   (1) 

式1は山下らが設計した単調減少関数(4) を用いて

n 次元のベクトル𝑥と𝑦の類似度の計算式である。

𝑠𝑖𝑚(𝑥, 𝑦)の分散が大きくなるように、𝛼 = 0.5に設定

した。𝑠𝑖𝑚(𝑥, 𝑦)の結果の範囲は[0,1]となる。 

 

2.2 構成要素 

本推薦システムは𝑁𝑢人のユーザ集合U = *i|i =

1,2, … , 𝑁𝑢+ に対して， 𝑁𝑡 個の学習課題集合

T = *j|j = 1,2, … , 𝑁𝑡+と𝑁𝑔個のカードゲーム集合

G = *k|k = 1,2, … , 𝑁𝑔+の中から適切な組み合わせを

推薦する。ユーザiが分類項目を用いて評価した課題

j の 特 徴 を 課 題 特 徴 ベ ク ト ル

𝑟𝑡
𝑖,𝑗 = (𝑟𝑡

𝑖,𝑗言, 𝑟𝑡
𝑖,𝑗数, 𝑟𝑡

𝑖,𝑗視, 𝑟𝑡
𝑖,𝑗音, 𝑟𝑡

𝑖,𝑗身, 𝑟𝑡
𝑖,𝑗自, 𝑟𝑡

𝑖,𝑗対, 𝑟𝑡
𝑖,𝑗内) ，

ゲーム kの特徴をゲーム特徴ベクトル 𝑟𝑔
𝑖,𝑘 =

(𝑟𝑔
𝑖,𝑘言, 𝑟𝑔

𝑖,𝑘数, 𝑟𝑔
𝑖,𝑘視, 𝑟𝑔

𝑖,𝑘音, 𝑟𝑔
𝑖,𝑘身, 𝑟𝑔

𝑖,𝑘自, 𝑟𝑔
𝑖,𝑘対, 𝑟𝑔

𝑖,𝑘内)とし

て表現する。ユーザ iの嗜好を嗜好ベクトル

𝑢𝑖 = (𝑢𝑖1, 𝑢𝑖2, … 𝑢𝑖14)で表す。嗜好ベクトル𝑢𝑖の各要

素は嗜好アンケートの問題（表 1）回答に対応する。

そして，類似度を計算のために設計したn次元の課

題jとゲームkの組み合わせ特徴ベクトル𝑣𝑗,𝑘とユー

ザiの組み合わせ嗜好ベクトル𝑝𝑖が使われている。

𝑣𝑗,𝑘と𝑝𝑖は列毎比較できる意味を持つように作られ

ている。全てのベクトルの各要素の範囲は[-1,1]とす

る。ユーザが学習用ゲームをプレイした後，その組

み合わせの面白さについて評価を行う。ユーザiによ

る組み合わせj × kの評価を格付け𝑆𝑖,𝑗,𝑘と呼ぶ。𝑆𝑖,𝑗,𝑘

の範囲は[0,1]とする。 

 

表 1 嗜好アンケートの問題例 

# 問題文 

1 言語・語学領域に興味はあるか？ 

2 論理・数字領域に興味はあるか？ 

… … 

8 内省的領域に興味はあるか？ 

9 普段，カードゲームをプレイするか？ 

10 カードゲーム（全般）が好きか？ 

11 難しいカードゲームが好きか？ 

12 勉強が得意か？ 

13 勉強が好きか？ 

14 難しい問題が好きか？ 

 

表 1 は嗜好アンケートの問題の一部である。アン

ケートの回答は尺度（0~5）で表す。 
 

2.3 システムの流れ 

本研究の推薦システムでは，新規ユーザに嗜好ア

ンケートを回答して貰い，下記の手順を沿って，学

習用カードゲームを推薦する。1）勉強したい課題を

指定して，それと合うゲームを検索する。あるいは，

プレイしたいゲームを指定して，それと合う課題を

検索する。2）指定された課題とシステム内のゲーム，

あるいは，指定されたゲームとシステム内の課題の

組み合わせの推薦度予測値を計算して，予測値順で

組み合わせを提示する。3）ゲームをプレイされて，

面白さの格付けを行って貰う。 

 

2.4 推薦度予測値 

被推薦者aのための課題bとゲームcの組み合わせ

の推薦度予測値を�̂�𝑎,𝑏,𝑐とする。 

�̂�𝑎,𝑏,𝑐 = 𝛽�̂�𝑢𝑠𝑒𝑟 + (1 − 𝛽)𝑠𝑖𝑚(𝑝𝑎, 𝑣𝑏,𝑐) 

where �̂�𝑢𝑠𝑒𝑟 =
∑ 𝑠𝑖𝑚(𝑝𝑎, 𝑝𝑖) × 𝑆𝑖,𝑏,𝑐𝑖∈𝑈𝑏,𝑐

∑ 𝑠𝑖𝑚(𝑝𝑎, 𝑝𝑖)𝑖∈𝑈𝑏,𝑐

       (2) 

式 2 では，𝑈𝑏,𝑐は組み合わせb × cに格付けをした

ユーザ集合を指す。�̂�𝑢𝑠𝑒𝑟はユーザ間 CF による計算

された予測値の結果である。システム初期はデータ

量が不足であるため，ユーザ間 CF のみによる予測

値の計算の有効性は限られている。それを補うため，

ユーザの組み合わせ嗜好ベクトルと組み合わせの特

徴ベクトルの類似度𝑠𝑖𝑚(𝑝𝑎, 𝑣𝑏,𝑐)を予測値の計算に

入れた。尚，推薦度の計算に使われた定数βの値は

0.5とする。 

 

3.まとめ 

本稿では，ユーザの趣味に合う課題とゲームの組

み合わせを提示するための学習用カードゲーム推薦

システムを設計した。今後の課題は，1）組み合わせ

特徴ベクトルと組み合わせ嗜好ベクトルの計算方法，

2）ユーザ間 CF 以外のアルゴリズムの検討である。 
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小型化 PVCTプレゼンテーションビデオ制作システムの開発 

－教育現場における活用の可能性－ 
 

Development of Downsized PVCT Presentation Video Creation Technology 
-The Use and Possibility in Educational Environment- 
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あらまし：本研究では，プレゼンテーションビデオ制作システム（PVCT）の開発を行った。特に、従来

のシステムに改良を加え、小型化することを行った。本システムの特徴としては, プレゼンテーションの

簡易録画、透過合成、LIVE 配信などがあげられる。今回の発表では、PVCT を活用した事例の紹介と今

後の教育現場での活用方法についての可能性について説明を行う。 

キーワード：録画ビデオ，プレゼンテーション，小型化、教育活用 

 

 

1. はじめに 
 

近年、講義のビデオ配信に対する需要が高 まって

いる。特に大学ではアクティブラーニングが推奨さ

れており録画ビデオを授業外時間で視聴し、授業 

時間はディスションなどに活用する方法が模索され

るようになった。さらに、オープンコースウェアの  

普及に伴い、Youtube 上で講義や授業紹介ビデオを

配信する機会も増加している。このような、大学を

取り巻く技術面や学びの環境の変化を受け、ビデオ

配信に対する需要と期待が高まっている。 

 

2. 研究背景 
 

全学的なシステムとして講義収録・配信 環境を 

構築し、運用している大学（1）（2）も多い。数多 く

の講義収録システム及び講義コンテンツ作成システ 

ムが開発・利用されており（3）（4）（5）、製品（6）

も販売さ  れている。しかし、既存のシステムは  

パワーポイント スライド等の講義資料と講師映像

は互いに別ウィンド  ウで並列に表示されているた

め、臨場感に乏しい。 坂本ら（7）は、講義用 PC

の画面画像上に講師映像を 切り抜いて重ね合わせ

る講義映像生成システムを開発 したが、画像の合成

には事後処理が必要なため、リア ルタイムな表示は

できない。また、講義用 PC 画面は 連続する静止

画としてキャプチャされるため、3D-CG やアニメー

ションなど動きの大きい教材には対応が困 難であ

る。板宮ら（8）（9）は、講義用 PC の外部モニタ 出

力映像の上に講師と板書の部分を抽出・合成し、同 

時に録画も行うシステムを開発した。ブルーバック

を必要としない透過合成システムである。リアル タ

イムな合成処理が可能であるため、遠隔同時配信に 

も対応できる。高フレームレート (30fps)で講義用 

PC の画面映像をキャプチャできるため、3D-CG や

アニメーションなど動きの大きい教材にも対応でき

る。しかし、輝度の差分により講師と板書の部分を

抽出する 仕組みのため、抽出品質の向上に限界があ

った。また、 講師映像によって講義資料が隠されて

しまうとの指摘 が履修者より寄せられた。  

板宮（10）は、従来の問題点を解決するために、

講義 資料の背後に講師を没入表示できる講義映像

作成シス テムを開発した。本研究では、更にアンド

ロイドをカメラとして利用することにより、小型化

したシステムを開発、実用に向けた実装をおこなっ

た。このことにより、透過合成されたプレゼンテー

ション映像を簡単に固定された場所以外でも制作す

ることが可能となった。ため例えば、屋外、博物館、   

研究室など、さまざまな場所での録画の汎用性が高

まった。 

 

3. システムの概要 
 

本研究では、講義資料の背後に講師を没入表示で

きる講義映像作成システム「PVCT」を開発し、更

に小型化した。PVCT の特徴としてプレゼンテーシ

ョンの簡易録画があげられる。更に編集の必要がな

い。PVCT の小型化により、屋外での録画も可能と

なった。透過合成の機能が搭載されており、プレゼ

ンテーションファイル（PPT）の中に講師が入る映

像が制作できる。従来、我々が開発したシステムは、

講師用 PC（講義に用いる PC）の外部モニ タ出力

用  RGB 信号と、講師撮影用ビデオカメラ からの 

HDMI 信号を、それぞれ専用のキャプチャボード

Capture Box(USB3)を用いて画面合成 PC に取り込

んでいた。本研究では、多くの人が常備しているス

マートフォンのカメラ利用することにより、WiFi無

線で画面合成 PCに映像が送られている。 
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作成後サーバにアップロードすれば、 即配信可能

である。YouTubeにアップロードする ことも可能で

ある。そのほかにも遠隔同時配信（ライブ配信）も

可 能である。本システムを使った録画の様子を図 1 

に示す。講師は発表資料を、iPadMini を利用し操作

している。講師がの PPTは録画 PC へ送られると同

時に、アンドロイドカメラの映像も録画 PC へ送ら

れ合成された映像が録画 PCから見ることが出来る。

これにより、講師は自分が話している姿と PPTの動

きが合成された様子を見ながら講義を行うことが可

能である。 

  

 
図１．プレゼン録画の様子 

 

4. 実践 
 

本研究では、Youtubeで配信する 10分程度の授業

紹介映像を、PVCT を活用して制作した。図２．は

最終的に出来上がった映像の図である。 

 

 
     図２．Youtube 配信用ビデオ 

 

このように、講師が話す様子と透過合成された

PPT資料で一つのファイルが出来上がっている。 

  

5. 結論と今後の展望 
 

小型化の利点として、PVCT の持ち運びが簡単に

なった。固定された教室等の環境以外にも、今回の

実験のように、講師の研究室に機材を持ち込み録画

することが可能となった。教室以外の撮影場所とし

て、例えば野外での撮影や博物館内などでの撮影を

容易に行うことが可能となった。撮影行程を簡単に

講師自身のスマートフォンカメラとノート PC やモ

バイル端末を使って行うことも可能である。今回の

研究で小型化したことにより、従来のビデオ録画シ

ステムのように固定された教室や撮影室に限定され

ないメリットは大きいと考える。更に、今回の実験

では試みなかったがライブ配信も可能であるため、

活用範囲は更に広がったと考えている。今後の展望

としては、反転授業のための素材を制作し、実際に

授業で活用し、評価を行う予定である。 
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gacco が提供する新しい学びのスタイル 
－日本初の大規模オンライン講座－ 

 

The New Learning Style Provided by gacco 
-Japan’s First Massive Open Online Courses- 
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株式会社 NTT ドコモ ライフサポートビジネス推進部 
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あらまし：gacco は日本初の Massive Open Online Courses (=MOOC)であり、新たなる学習の場として社会

人を中心に人気を集め，大学からはマーケティングツールの一つとして注目されている．反転学習やモバ

イル端末を活用した授業の普及が進む近年において、gacco のようなオンライン学習プラットフォームが

教育に与える影響は大きい．また、法人向けには低コストな e-learning システムの構築も可能である．本

稿ではマーケティング・反転学習・教育 ICT 環境構築の三つの側面から gacco が持つ様々な特長について

考察する． 
キーワード：MOOC，gacco，マーケティング，反転学習，e-learning, 教育 ICT 

 
1. はじめに 

Massive Open Online Courses (MOOC)とはインタ

ーネット環境のある誰もが受講可能な大規模オンラ

イン講義のことである．海外では 2012 年より edX
や Coursera をなどの本格的な MOOC 提供者が出現

し，今日に至るまで 2 千万人以上の利用者を集めて

いる． 
日本においては日本版 MOOC の普及・拡大を目指

し，一般社団法人日本オープンオンライン教育推進

協議会（略称 JMOOC）が，日本全体の大学・企業

の連合による組織として 2013 年に設立された．その

公認プラットフォームである gaccoは 20～50代を中

心に人気を集め、2015 年 5 月末時点で約 13 万人に

利用されている． 
2015 年 5 月 14 日、総理官邸で開催された第 30 回

教育再生実行会議において大学による MOOC の戦

略的活用推進の提言がなされたことを踏まえ，本稿

では gacco の特長とそれが教育に与える影響につい

て考察したい． 
 

 
2. 新しい学びのスタイルとマーケティング 

gacco に代表される MOOC は，新たなる学びのス

タイルを提供し，大学にとってはマーケティングチ

ャネルにもなり得るプラットフォームである． 
大学の講義をインターネット配信する試み自体は

10 年以上前から存在するにも関わらず，ここ数年の

MOOC の躍進には次の理由がある． 
第一に，動画を中心にした学習スタイルが挙げら

れる．gacco では講義動画１本あたりの時間を約 10
分に細分化し，一週間の講義を 6～12 本程度の動画

にまとめている．これにより，多忙な社会人でも空

いている時間に受講することが可能になるため，非

常に学習しやすい仕様になった． 

さらに，gacco は相互学習促進の一環としてディ

スカッションボードを設置し，講義内容についての

議論や課題に関する質問など，受講者が交流するた

めの一助になっている． 
また，講座を修了したものには修了証が与えられ

る．このような点は社会人以上の受講者に達成感を

与え，継続的な学習意欲の向上につながるだろう． 
こうした新しい学びの形により，gacco ではサー

ビス開始から1年あまりで約33万の受講登録があっ

た．特筆すべきは年齢層で，40～50 代の受講者が全

体の約 4 割を占めている．この年代は高校生や大学

生の子供がいる場合が多い．このような層が gacco
をはじめとする MOOC を通じて大学の授業に触れ

ることは，大学の認知度やイメージの向上につなが

り，子供の大学選択にも少なからず影響を与えるだ

ろう． 
日本においては大学の学生数の定員割れが社会的

な関心を集めている．より多くの学生を集めるため，

大学は自校の特色を打ち出し他大学との違いを打ち

出す必要性がでてきた．MOOC での大学講座公開は

その有効な手段の一つである． 
例えば，米国の MOOC 大手である edX では高校

生向けの High School Initiative というプログラムを

立ち上げ，40 以上の大学が講座を提供している．高

校生にとって MOOC を通じて大学の講義を受講す

ることは，その大学を知るだけでなく，関心のある

学部や学科について理解深められるため，大学選び

に多いに参考になる．大学にとっても「潜在顧客」

である高校生に早期にアプローチできることはマー

ケティングの観点から重要である．オンラインであ

るため電車の広告と違い時間や場所を選ばず宣伝可

能だ．また，留学生の誘致にも役立つことは無視で

きないメリットである．gacco においては主な受講

者は 20～50 代であるもの、高校生向けのビジネスプ
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ラン制作講座の開講や一部講座の英語字幕対応など，

徐々に受講者層を広げつつある． 
gacco はディスカッションボードや修了証など，

従来の学校に近い環境を用意することで，独学を想

定した e-learning システムに対する優位性を獲得し，

オンライン教育市場の中で存在感を増している．ま

た，大学の認知度やイメージ向上にあたり，親と子

の両方に時と場所を選ばずアピールできる点は魅力

的だ．新たなる学習の場として，またマーケティン

グチャネルの一つとして，  gacco に代表される

MOOC の利用は今後ますます拡大していくと考え

られる． 
 

3. 反転学習における生徒・教師への効果 
「自宅で基礎知識を習得し，学校の時間を討論や

応用課題に充てる」反転学習の実施にあたり，MOOC
は必要不可欠なものになっている． 
反転学習のねらいは貴重な授業時間で討論や学生

同士の教え合い，発表会など「対面した時でないと

できないこと」や「学んだことの応用」に集中して

取り組むことにより，学習効果を最大化することだ．

このためには生徒の事前学習による基礎知識の定着

が重要になってくることは言うまでもない．  
gacco ではビデオ講義中心の学習スタイルにより，

単なる資料熟読ではなく説明や実例を交えた，事前

学習には最適な環境を実現している．さらに，視聴

だけでなく，動画・字幕のダウンロード，動画再生

速度の調整も可能にした．これらの工夫により，理

解度の異なる学生がそれぞれのペースで課題に取り

組み，授業に臨む前にしっかりと基礎知識を身に付

けることができる．教師の側では一方的な知識のイ

ンプットにかける時間を最小限に抑え，さらに理解

が遅れている生徒に対する補講時間も削減可能にな

る．反面、授業での生徒同士の積極的な意見交換を

促すためにファシリテーターとしての能力が求めら

れるようになるだろう． 
このように，gacco の普及とともに反転学習のよ

うな新しい学習方法は今後さらに広がっていくと予

想される． 
 
4. ASP利用による安価な教育 ICT環境の構築 

企業や大学等の教育機関向けにも gacco は有益な

教育 ICT 環境を提供するプラットフォームとなり得

る．具体例として，gacco プラットフォームを ASP
で提供するクローズドな e-learning システムが挙げ

られる．gacco の機能をネットワーク経由で顧客に

サービスとして提供することで開発等にかかる諸費

用を抑えつつ，講師と受講者は一般的な e-learning
システムと同等の機能を持った教育プラットフォー

ムを利用することができる．また，先述の動画視聴

に関する工夫や修了証などに加えて，gacco は既存

の e-learning システムには珍しい特長も多い． 
 代表的な仕組みとして，レポート等の課題にお

ける相互採点がある．受講者は課題提出後，他の受

講者数名の提出物を事前に通知された評価基準に従

って採点することになる．採点後，同じく数名の受

講者によって採点された自身の課題のスコアを確認

することができる．このようにして，「提出したまま」

を防いで自身の成果物を省みつつ、課題に対する理

解をより深めることができる． 
 講師にとって受講者とのコミュニケーションのと

りやすさや学習進捗管理のしやすさも大きな利点で

ある．例えば，ディスカッションボードは講師への

質問受付として活用できる．受講者から頻繁にされ

る質問については掲示板上で全員に共有できるので，

講師としては何度も同じ回答をしたり，周知に費や

したりする労力が軽減されるだろう．受講者の多い

講義ほどこのメリットは大きいといえる．また，動

画視聴数・受講日付・テスト点数等を随時把握でき

るため，全体的な進捗を把握しつつ授業を進め，必

要に応じて課題などに変更を加えることができる． 
 これらの特長を備えた gacco のプラットフォーム

を個々の企業・教育機関専用にカスタマイズして安

価に利用できることは，さらなる広がりが見込まれ

る e-learning 分野において確かな強みとなるだろう． 
 
5．まとめ 

MOOC は様々な可能性を秘めたオンライン教育

プラットフォームである．  
日本初のMOOCである gaccoはディスカッション

ボードによる相互学習や修了証の発行など学習意欲

を継続させる仕組みにより，既存の e-learning シス

テムに対する優位性を確立した．開始 1 年で 13 万人

の会員により，大学の新たなるマーケティングチャ

ネルとしても非常に魅力的なものになっている． 
上記に加えて，ビデオ講義中心の新しい学習スタ

イルは，「自宅で基礎知識を習得し，学校の時間を討

論や応用課題に充てる」反転学習に最適である． 
また，gacco 最大の長所はこれらの機能を企業・

教育機関に提供し安価でクローズドな教育 ICT 環境

を構築できることだ．gacco の特長であるレポート

の相互採点や優れた学習管理機能は，教育コストの

削減と効率化に貢献することができる．今まで講師

が担当していた社員研修の一部はオンライン学習に

置き換わりつつ，両者の組み合わせによりさらに高

い効果を上げることができるだろう．大学では基礎

知識の予習や小テストのほぼ全てをオンラインで完

遂することが可能になる． 
これら新しい学びのスタイルは，今後の gacco の

利用拡大により，ますます普及・促進されるだろう． 
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あらまし：大学における主体的な学習を習慣化するため，以下のような方法により学習を可視化するシス

テムを開発する．１つめは，学生が自ら eポートフォリオに毎日の学びを記述する方法．２つめは，eポ
ートフォリオに記録された学習成果物に対する Learning Analytics 方法．３つめは，電子教科書の閲覧ロ
グに対する Learning Analytics方法．本発表では，特に，２つめと３つめに関して報告する． 
キーワード：主体的な学習，習慣化，eポートフォリオ，電子教科書，Learning Analytics 

 
 
1. はじめに 
構成主義，社会的構成主義において「学習」とは，

個人またはグループの中でモノや人と「対話」・「協

同」し，自分の中や社会に意味を構成するものであ

る．このように学習者が中心となり主体的に進めら

れる学習を「真正な学習」とよぶ．真正な学習にお

ける「真正の評価」は，「大人が仕事場や市民生活，

個人的な生活の場で試されている，その文脈を模写

すること（Wiggins, G.）」，「リアルな課題に取り組ま
せるプロセスの中で子どもたちを評価すること

（Shaklee, B.D.）」等と定義されている．構成主義に
基づく Instructional Designの原則としては，(1)共同
作業，(2)多視点からのアプローチ，(3)真正な文脈の
３つが挙げられることが多い． 
「基礎学力」「学習意欲」「将来への意欲」が低い

最近の大学生に対して，主体的で深い学びを創発さ

せるためには，職場や市民生活における「リアルな

課題」（真正な文脈，真正な活動）に取り組ませ，プ

ロセスの中で評価すること（真正の評価）が大切で

ある．真正の評価の一つとしては，e ポートフォリ
オに学習のエビデンスとして artifact（学習成果物）
を蓄積し，ルーブリックを用いて，パフォーマンス

に対する自己評価・相互評価・教師評価・他者評価

を行う方法がある． 
学習への動機づけ理論としては，John M. Kellerの

ARCS モデルが有名である．ARCS モデルでは，学
習意欲を高める方法を Attention（注意）「おもしろそ
うだな」，Relevance（関連性）「やりがいがありそう
だな」，Confidence（自信）「やればできそうだな」，
Satisfaction（満足感）「やってよかったな」という４
つの側面に分けて考える． 
真正な学習や ARCSモデルにもとづく授業設計や

教材設計を行った場合でも，主体的な学びを継続す

るためには，「学習の習慣化」支援が重要である．そ

のため，本研究ではアクティブラーニングを可視化

するシステムを開発する．１つめは，学生が自ら e
ポートフォリオに毎日の学びを記述する方法．２つ

めは，e ポートフォリオに記録された学習成果物に
対する Learning Analytics方法．３つめは，電子教科
書の閲覧ログに対する Learning Analytics方法．本発
表では，特に，２つめと３つめに関して報告する． 

 
2. eポートフォリオへの学習記録の習慣化 
	 仁愛女子短期大学生活科学学科生活情報専攻では， 
Windowsタブレット２年間無料貸与プロジェクトを
2015年度から開始した．そのタブレットを活用して，
文書やスライドだけではなく，ブレインストーミン

グ後に付箋でマップ化したA3用紙を撮影した写真，
プレゼンテーションを撮影した動画等，学習成果物

をオープンソースの eポートフォリオMaharaに蓄積
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していく．学習成果物の Mahara へのアップロード
を習慣化させる方法の１つとしては，Promptを付け
ることを考えている．Facebookの「今どんな気持ち？」
や twitter の「いまどうしてる？」のように，「今，
何を学んだの？」という問いかけが表示され，回答

する形で学習内容を入力していく方法である．その

際に，学習のリフレクションができる仕掛けも必要

だと考えている． 
 
3. eポートフォリオの Learning Analytics 
先述した Prompt だけでは習慣化する動機づけと

して弱いと考えており，学習状況を可視化するダッ

シュボードを設計する．ダッシュボードに表示させ

る Learning Analytics パーツとしては，Learning 
Management System でよく用いられる学習履歴（ペ
ージの閲覧時間，artifact数，フィードバックコメン
ト数など）だけではなく，e ポートフォリオとして
学習記録（文章のテキストマイニングなど）も必要

である． 
データを蓄積する規格としては，Experience API

（Tin Can）や IMS Caliperに準拠した形式を考慮す
べきであろう． 
 
4. 電子教科書の Learning Analytics 
仁愛女子短期大学生活情報専攻では，2015年度１

年生から先述の Windows タブレット上で電子教科
書を使用している．2015年度前期は，情報系専門科
目を中心として，７冊の教科書を電子化した．京セ

ラ丸善システムインテグレーション株式会社の電子

書籍ソリューション「BookLooper」を用いているが，
全文検索機能，メモやマーカーといった学修機能を

持ち，電子書籍コンテンツをダウンロードしてオフ

ラインで活用できるクラウドサービスである．１ラ

イセンスにて２つの端末で利用可能であり，iOS 端
末・Android 端末・Windows ストアアプリ（本学が
対応依頼）・ブラウザ等に対応しているため，本学で

は Windows タブレットにストアアプリをインスト
ールし，もう１つはタブレットを持ち忘れた際のた

めブラウザで閲覧することとした． 

 
図 1	 電子教科書アプリの本棚 

 
図 2	 電子教科書の閲覧画面 

 
	 電子教科書の場合，閲覧時間等の学習履歴データ

を分析することが可能である．学習履歴を Learning 
Analyticsすることにより，「学生が学習内容を理解
していない原因が予習していないだけなのか」等を

教師が知ることができる．将来的には，学習コミュ

ニティ内で学生が下線を共有する等，ソーシャルア

ノテーション機能を追加し，学習効果を高めたいと

考えている． 
 
5. おわりに 
福井県大学連携プロジェクト「Fレックス」では，

IRワーキンググループが中心となり，５校が連携し
て学生意識調査を実施・分析している．仁愛女子短

期大学生活情報専攻では，１年生の 11月に調査した
結果を分析し，２年生の４月に学生個人個人の

Maharaへフィードバックしている．その分析結果の
一つとして，一週間の過ごし方から学生タイプを抽

出している．このような IR の結果も，Learning 
Analyticsダッシュボードに可視化し，主体的な学習
の習慣化に繋げるべきだと考えている． 

 
図 3	 IRの学生へのフィードバック 
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あらまし：ユニバーサル化した高等教育における質保証や教育改善を行ううえでは，学士課程における学

生の学修状況を適切に把握し，個に応じた適時的な学修支援を行うことが必要である．本研究では，学士

課程において蓄積される大規模データを活用して，学生の学士課程にわたる学修状態をベイジアンネット

ワークで確率モデル化することを考え，その学修支援への活用について検討する． 

キーワード：Learning Analytics，教学 IR，学修データ，確率モデル，ベイジアンネットワーク，学修支援 

 

 

1. はじめに 
ユニバーサル化した高等教育においては，多様な

学生それぞれの個に応じた学修支援を行うことがま

すます重要となっている．教学 IR(Institutional 

Research)が近年急速に注目を集めていることも，そ

のひとつの証左である．また，近年の「教育ビッグ

データ」という語に象徴されるように，教育の世界

において，大規模なデータを知的に活用して教育の

改善をめざす分野がめざましく発展している． 

本研究では，学士課程において蓄積される学修デ

ータをもとに，学修状態をベイジアンネットワーク

によって確率モデル化することを考え，これを学修

支援へ活用することについて検討する． 

 

2. 先行事例 
この数年，大規模なデータを活用して教育の改善

をめざす Learning Analytics(LA)や Educational Data 

Mining(EDM)とよばれる分野が急速な発展を遂げて

いる(1)．その中には，ドロップアウトする，あるい

は逆に高い学習成果をあげる学生のパターンを機械

学習により発見する研究が散見される．たとえば

Jayaprakash らは，デモグラフィック属性と LMS の

ログデータを活用し，授業の離脱リスクのある学生

(At-risk students)を早期発見して適切な介入を行うシ

ステムを構築している(2)．これらの例は，LA や EDM

の有用性を示唆している．教学 IR の観点においても，

こうした数理的手法による教育ビッグデータの活用

はますます重要性を増していくものと思われる． 

 

3. 確率モデルを用いた学修状態のモデル化 
3.1 ベイジアンネットワークによるモデル化 
ベイジアンネットワークは，確率変数をノードと

する非循環有向グラフネットワーク構造と条件付確

率パラメータ集合による離散確率分布の近似モデル

である．有向リンクは確率変数間の依存関係を示し，

条件付確率表（CPT）により定量的に表される(3)． 

本研究では，ベイジアンネットワークを用いて学

士課程における学修状態の時系列的な確率構造をモ

デル化することを提案する．学生に関する大規模デ

ータから抽出した適当な特徴量をノードとし，時系

列的順序を考慮しながらこれを結合してネットワー

ク構造を仮定し，実際の学生データから条件付確率

を推定することでモデルを構築する．学士課程の任

意の時点において，それまでのデータをエビデンス

として与えることで，以降の学修状態を確率推論し

たり，それに基づいて退学リスクのある学生を早期

発見したりするなど，さまざまな活用が考えられる． 

3.2 数値実験 1：在学状況のパターン分類 
数値実験では，X 大学（教養教育型の小規模私立

大学）における 2009～2013 年度入学生のデータを用

いた．着目した特徴量を表 1 に示す．モデルの学習

には 2009～2012 年度入学生のデータ（N=3,092）を，

テストには 2013 年度入学生のデータ（N=598）を使

用した．数値実験には Weka(4)を用いて実行した． 

時系列的な順序をもとに，構造の複雑さが異なる

2 種類のモデルを図 1 のように定め，それぞれ学習

データから CPT を求めた．なおその際に，連続値の

変数については，いくつかのクラスに離散化した． 

 

表 1 使用した特徴量 

特徴量（確率変数） 値 

X1: 性別 名義尺度，2 ｸﾗｽ 

X2: 学部 名義尺度，3 ｸﾗｽ 

X3: 入試種別 名義尺度，7 ｸﾗｽ 

X4: 入学前学習課題提出度 順序尺度，2 ｸﾗｽ 

X5: 新入生ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ出席度 順序尺度，3 ｸﾗｽ 

X6: 1 年春学期 1～5 週必修出席率 連続値，[0, 1] 

X7: 1 年春学期 6～10 週必修出席率 連続値，[0, 1] 

X8: 1 年春学期 11～15 週必修出席率 連続値，[0, 1] 

X9: 1 年次春学期 GPA 連続値，[0, 4] 

X10: 3 年次 4 月在籍状況 名義尺度，2 ｸﾗｽ 
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 [モデル 1]       [モデル 2] 

図 1 ベイジアンネットワークの構造 

 

これら 2 種類のモデルを用いて，X10（3 年次 4 月

在籍状況）を目的変数としてパターン分類を行った．

X10 は，在籍中である“OK”と，休学・退学・除籍

となっている“not OK”の 2 クラスである． 

データを正しく分類した割合（正確度: Accuracy）

は，学習データについてはモデル 1 が 95.41%，モデ

ル 2 が 89.94%であるのに対し，テストデータについ

てはモデル 1 が 84.28%，モデル 2 が 85.62%であっ

た．モデル 2 に比べて複雑な構造をもつモデル 1 は

過学習していることがわかる． 

学習データ，テストデータそれぞれに対する分類

結果の混同行列を表 2～5 に示す．適合率(Precision)

はモデルの予測が正解である割合，再現率(Recall)

は真のクラスが正しく分類されている割合を表わす． 

ドロップアウトのリスクがある学生を早期発見する

という観点からは，“not OK”クラスについての 

 

表 2 学習データに対する結果（モデル 1） 

  予測 再現率 

  OK not OK (Recall) 

実 

際 

OK 2,607 6 0.998 

not OK 136 343 0.716 

適合率(Precision) 0.950 0.982  

 

表 3 テストデータに対する結果（モデル 1） 

  予測 再現率 

  OK not OK (Recall) 

実 

際 

OK 491 8 0.984 

not OK 86 13 0.131 

適合率(Precision) 0.851 0.619  

 

表 4 学習データに対する結果（モデル 2） 

  予測 再現率 

  OK not OK (Recall) 

実 

際 

OK 2,529 84 0.968 

not OK 227 252 0.526 

適合率(Precision) 0.918 0.750  

 

表 5 テストデータに対する結果（モデル 2） 

  予測 再現率 

  OK not OK (Recall) 

実 

際 

OK 466 33 0.934 

not OK 53 46 0.465 

適合率(Precision) 0.898 0.582  

Recall を高めることが望ましいと考えられる．この

点においても，モデル 2 はモデル 1 に比べてテスト

データにおいて高い Recall を示していることから，

より汎化能力に優れていることがわかる． 

 

3.3 数値実験 2：時系列における段階的な確率推論 
X1～X10 は，学士課程が進行するにしたがって段

階的に値が確定していくが，ある時点において，確

定した変数のみを用いて確率推論することも可能で

ある．数値例として，表 6 のように値をもつ 2013

年度入学のある学生について，時系列の順にこれら

の値をエビデンスとしてモデルに与えるときに，確

率推論される X10の CPT がどのように変化するかを

表 7 に示す．ここでは「モデル 2」を用いている．

データが確定するにしたがって CPT が変化し，“not 

OK”の確率が高まっていくようすがわかる．同様に

して，他の変数の CPT に着目することも可能である． 

 

表 6 2013 年度のある学生のデータ 
X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 X10 

b a d low low 0.18 0.0 0.0 0.0 not OK 

 

表 7 時系列に沿ってエビデンスを与えたときの

X10の条件付確率の変化 

与えたエビデンスと 
その時点 

X10の条件付確率 

OK not OK 

データなし（事前確率） 0.781 0.219 
X1～X4（入学前） 0.728 0.272 
X1～X5（入学直後） 0.659 0.341 
X1～X6（春学期 1/3 経過） 0.566 0.434 
X1～X9（春学期末） 0.100 0.900 

 

4. 学修支援への活用と今後の展開 
本手法を用いることで，学士課程の任意の時点で

それ以降の学修状態を確率として示すことができる．

または，未来の状態を仮に入力することで学士課程

全体における学修状態の推移をシミュレーションす

ることも可能である．こうしたモデルの出力によっ

て，介入すべき学生を早期発見したり，学生の気づ

きを直接促したりすることも考えられる． 

実用性を高めるためには優れた汎化能力が必要と

なるため，ネットワーク構造の決定についてはさら

に検討が必要である． 

 

参考文献 
(1) Siemens, G. and Baker, R.S.J.d.: “Learning Analytics and 

Educational Data Mining: Towards Communication and 

Collaboration”, Proc. of the 2nd Int’l Conf. on Learning 

Analytics and Knowledge, pp.252-254 (2012) 

(2) Jayaprakash, S.M., Moody, E.W., Lauria, E.J.M., et al.: 

“Early Alert of Academically At-Risk Students: An Open 

Source Analytics Initiative”, Journal of Learning Analytics, 

Vol.1, No.1, pp.6-47 (2014) 
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あらまし：福井県大学間連携事業：Fレックスでは，各参加機関の学生の特徴を理解し，教育改善に役立

てるため，2010 年度から毎年学生意識調査を実施している．本研究では 2014 年に実施した調査のうち，

学生の一週間の過ごし方に焦点を当て，その回答から学生をタイプ別に分類した．機関や学問分野，さら

には学部学科専攻毎に比較したところ，それぞれで各学生タイプの割合が大きく異なることが確認された． 

キーワード：教学 IR，高等教育，学生意識調査，大学連携，授業外学習 

 

 

1. はじめに 
近年，大学進学率が高まり，入試の形態も多様化

していることなどから，学生の入学時の学力や目的

意識，学習意欲も多様化してきている．大学等高等

教育機関ではこのような学生の特徴を複眼的に理解

し，教育していく必要がある． 

福井県大学間連携事業（通称：F レックス）では，

各参加機関，各学部学科専攻の学生の特徴を理解し，

教育改善に関わる IR(Institutional Research)データを

提供することを目的に，2010 年度から毎年 1回，学

生意識調査アンケートを実施している．本稿では，

2014年度に実施した調査のうち，学生生活の過ごし

方に焦点を当て，その回答から学生をタイプ別に分

類し，機関や学問分野による違いを分析する． 

 

2. Fレックス学生意識調査 
2.1 調査概要 

F レックスの学生意識調査は，先行研究(1)の調査

項目を踏襲し，一部 F レックスの各機関の実態に合

わせて変更しながら，学生の将来設計や，大学生活

で身に付いた知識・技能，教育満足度など全 9 問に

ついて調査している．このうち，「大学生活の過ごし

方」として，学生の活動パターンを把握するため， 1

週間当たりどのような活動にどれくらいの時間を費

やしているかを調査した．活動内容は，授業への参

加，自主学習，友人とのつきあい，パソコン利用，

サークルなど 18項目を設定し，それぞれの活動に費

やす時間数を“(1)全然ない”，“(2)1 時間未満”～

“(8)21 時間以上”と 8段階で回答を求めた． 

 

2.2 実施概要 
学生意識調査は毎年 11月頃に Fレックスの FDチ

ームを中心に実施し，IR-WG が分析を行っている．

2014年度は Fレックスに参加する 5校で記名または

無記名式で実施した．回答者数は 3,131名であった． 

 

3. 学生タイプの分析 
3.1 因子分析による共通因子の検討 
「問 3：大学生活の過ごし方」の 18項目の活動に

対し，その相関関係から共通因子にまとめて分析を

行うため，回答データに対し因子分析を行った．因

子分析では最尤法を用いて解釈可能な 7 因子を抽出

した．各因子は，因子 1「授業以外の自主学習」，因

子 2「娯楽（メディア・ICT 利用）」，因子 3「娯楽（読

書）」，因子 4「友人とのつきあい」，因子 5「授業へ

の参加・予習復習」，因子 6「一般的なアルバイト」，

因子 7「通学・新聞」と解釈された． 

 

3.2 クラスター分析による学生タイプの抽出 
推定された 7 因子の因子得点を用いて，クラスタ

ー分析（k 平均法）を行い，極端なメンバー数の偏

りがない 6 群に分類した．結果を図 1 に示す．6 つ

の学生タイプは，3.1で述べた 7軸の因子得点平均値

から特徴を調べることにより，タイプ 1「科目履修

重視型」，タイプ 2「自主学習・人間関係重視型」，

タイプ 3「娯楽（読書）傾倒型」，タイプ 4「デジタ

ル娯楽・アルバイト重視型」，タイプ 5「アルバイト

重視型」，タイプ 6「無特徴型」と命名した． 

 

4. 学生タイプの比較 
4.1 機関による学生タイプの比較 
機関毎に学生タイプの存在比率を比較した結果を

図 2に示す．機関 Aはアルバイト重視型が，機関 
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図 1. 「大学生活の過ごし方」から見た学生タイプ：2014年度の調査結果（有効回答数：3,056 件） 

 

B は無特徴型が，機関 C,E は科目履修重視型が，機

関Dはデジタル娯楽・アルバイト重視型が多いなど，

機関によって学生タイプの存在比率に顕著な違いが

出ていることが確認できる．また同じ機関であって

も，学年や学部学科専攻などに細分類することで，

学生タイプの存在比率が異なることが確認された． 

 
図 2. 機関別学生タイプの存在比率 

 

このうち機関 B に多い「無特徴型」とは，他のタ

イプの学生に比べ活動時間が少ないタイプである．

しかし，その割合は調査対象全体の約 20%も占める

ため，このタイプの学生のみ抽出して再分類した． 

結果，全ての活動において時間が少ないタイプの

他に，他の学生タイプよりは活動時間は少ないが，

自主学習や友人とのつきあいなど特定の活動に時間

を費やすタイプが確認された． 

 

4.2 学問分野による学生タイプの比較 
次に，各学問分野の学生の特徴を探るため，F レ

ックス全参加機関の学部学科専攻を分野別に分類し

て学生タイプを比較した．学問分野は「文部科学省 

学科系統分類表(2)」に従って分類した．本調査には，

短期大学や高専も含まれるが，大学の小分類（学科

名）に近いものに当てはめて分類した． 

図 3の結果から，「社会科学」や「工学」に比べ「家

政」や「教育」を専攻する学生は科目履修重視型が

多いことなど分野間の違いが確認できる． しかし，

同一分野でも，機関や学部学科専攻によっては特徴

が類似しているケースもあれば，全く異なる特徴を

示すケースもみられた．その例として，図 4 に「家

政」を細分類した結果の一部を示す． 

以上から，学生タイプは個々の機関，学科毎に細

分類して慎重に特徴を見ていく必要がある．なお，

F レックスでは，学年・学部学科専攻まで細分類し

た結果を各機関にフィードバックしている． 

 
図 3. 分野別学生タイプの存在比率1,2

 

 
図 4. 「家政」に分類される各学部学科専攻の 

学生タイプの存在比率 2
 

 

5. まとめ 
大学生活の過ごし方から分類した学生タイプにつ

いて，複数の高等教育機関での比較を行った．その

結果，同じ学問分野であっても機関によって各学生

タイプの割合が異なることが確認された．今後は，

この機関による違いがいつの時点で生じるのか，学

生タイプの経年変化を調査していきたい． 

 

参考文献 
(1) 溝上慎一，“「大学生活の過ごし方」から見た学生の
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た活動が高い成長を示す―”，京都大学高等教育研究

第 15号，pp.107-118，(2009). 

(2) 文 部 科 学 省  学 科 系 統 分 類 表 

http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/001/08010901/006

/004.htm 

                                                        
1
 図 3では，一学科しか割り当てられない分野は省略した． 

2
 図 3, 図 4のグラフの色分けは図 2と同じ． 
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あらまし：研究者が日々研究活動を進める上で，限られた時間や場において自分の研究内容を伝達する手

段としてプレゼンテーションは極めて重要である．本研究では，研究初心者を対象として，研究室内で行

われるリハーサルを通して得られた指摘をもとにプレゼンテーションを修正・改善するといったリフレ

クションを支援する枠組みについて提案し，「何を・どのような順序で」提示するかを表したプレゼンテ

ーション構造をベースに開発した支援システムと，システム評価のためのケーススタディ及びその結果

について述べる．   

キーワード：プレゼンテーションスキーマ，リフレクション，プレゼンテーションドキュメント 

 

1. はじめに 
研究活動において，研究内容を伝達するためのプ

レゼンテーションは極めて重要である．一般に，研
究初心者は，研究室という徒弟的な環境の中で，熟
練度の高いメンバからプレゼンテーションの知識や
スキルを習得し，プレゼンテーションを上達させる．
そこで，筆者らは，認知的徒弟制の考え方に基づい
てプレゼンテーションスキルの習得支援方法を検討
してきた．特に，プレゼンテーションドキュメント
(P-ドキュメント)の作成が重要であるとの観点から，
研究内容に関して「何を・どのような順序で」発表
するかを表すプレゼンテーション構造（P-構造）を
構成するスキルに着目してきた[1]． 

 一方，プレゼンテーションの経験に乏しい研究初
心者は，P-ドキュメント作成スキルが低く， 研究内
容を的確に伝えるためのP-構造を構成することは容
易ではない．そこで，筆者らは，研究室に蓄積され
た P-ドキュメントから典型的な P-構造（プレゼンテ
ーションスキーマ，P-スキーマと略す）を抽出し，
それを足場として初心者に提示することで，P-構造
の構成を支援し，P-ドキュメント作成スキルの向上
を図ってきた [2]． 

 こうした支援によって，学習者は P-スキーマを足
場とすることである程度のP-ドキュメントを作成す
ることができるが，発表に用いることができるドキ
ュメントに至るまでには研究室内でのリハーサルな
どを通じて，熟練度が高いメンバから指摘を受けな
がら改善する余地がある．これは，初心者が意図し
ている P-構造や発表内容と，熟練度が高いメンバが
期待するものとの間にずれが生じているためと考え
られる．さらに，初心者は受けた指摘を踏まえて P-

ドキュメントを振り返り改善することが必要となる
が，こうしたずれを正確に認識できず，適切に P-ド
キュメントを改善することは困難である．そのため，
何度か行われるリハーサルで同様の指摘を受けてし
まうことが少なくない． 

 そこで，本研究では，研究初心者による P-ドキュ
メント改善支援を目的に，P-構造を中心にドキュメ

ントのリフレクションを促進する手法として，初心
者が意図しているP-構造を視覚的に表現したプレゼ
ンテーションガイドマップ（P-マップ）を提案する．
本手法では，リハーサルにおいて P-マップを初心者
と熟練者を含む参加者が共有し，P-マップを介して
初心者の不十分・不適切な点を参加者に指摘させる
ことで，初心者によるドキュメントの改善に役立て
ることを想定している． 

 

2. アプローチ 
P-構造や発表内容に関して，発表者（研究初心者）

とリハーサル参加者との間で生じるずれを認識しや

すくするために，初心者の意図する P-構造を視覚的

に表現した P-マップを生成する． 

本研究では，これまで P-構造を P-ドキュメントの

構成単位であるスライドのメタデータを用いて表現

してきた．このメタデータは，各スライドの内容や

役割を説明するスライドメタデータ，スライド間の

関係を表すリレーションメタデータ，いくつかスラ

イド系列のまとまりを表すセグメントメタデータ，

プレゼンテーションの文脈情報を表すファイルメタ

データに分けられている[1]． 

P-マップは，P-構造から研究内容の肝要となる部

分のみを取り出して視覚的に把握しやすく表現した

構造である．科学技術分野において研究内容の肝要

となる部分とは，研究背景，研究目的，実現方法，

システム化及び評価である．これらにあたるスライ

ドメタデータをP-マップにおけるノードとして生成

し，各ノードの関係性を表現したリレーションメタ

データをリンクとして表したものがP-マップである． 

こうした P-マップによって，参加者は初心者が意

図する P-構造を把握しやすくなり，リハーサルにお

いて P-マップ上で指摘を行うことが期待される． 
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3. 支援の枠組み 
初心者はリハーサル前に作成したP-ドキュメント

をもとに P-マップを作成し，あらかじめ熟練者を含
む参加者と共有しておく．リハーサル中は，熟練者
はP-マップに沿って初心者のプレゼンテーションに
おける不明点や不適切だと感じた点をチェックして
いく．リハーサル後，熟練者は P-マップに沿ってプ
レゼンテーションに対してレビューを行う．初心者
はリハーサル終了後にP-マップとレビューを照らし
合わせながら P-ドキュメントの修正を行う．このサ
イクルを繰り返すことで，初心者は P-ドキュメント
を改善していく． 

 以上のような枠組みに基づいて，P-マップ作成支
援システムを開発した．本システムのユーザインタ
フェイスを図１に示す．本システムは，これまで開
発してきた P-構造構成支援システム[2]に P-マップ
作成機能を追加する形で開発した． 

 

4. ケーススタディ 
本ケーススタディでは，初心者による P-構造のリ

フレクション支援を評価する前段階として，P-マッ
プを用いることでリハーサル参加者が初心者のP-構
造を把握しやすくなるかどうか調査した．なお，P-

マップとの比較対象としてP-ドキュメント中のスラ
イドを順序通りに並べて配置し，印刷したハンドア
ウトを用意し，P-構造の把握しやすさを調査した． 

 

4.1 実験方法 
まず，実験準備として，本研究室の学部 4 年生 A, 

B の研究発表を撮影した動画 A, B を用意した．ま
た，その発表で用いたドキュメントの P-構造を構成
させ，システムを利用して P-マップを作成させた． 

次に，学外の理工系大学生 12 名を被験者とし，6

人ずつのグループ X, Y に分割した．グループ X の
被験者には動画 A を 2 回閲覧させた．1 回目はハン
ドアウトを見ながら，2 回目は P-マップを見ながら
閲覧させた後，ハンドアウトと P-マップのどちらが
発表内容を把握する上で有用であったかをアンケー
トで回答させた．次に，同様に動画 B を閲覧させ，
アンケートに回答させた．グループ Y においては，
動画と配布資料を全て逆順で閲覧させ，同じアンケ
ートに回答させた． 

アンケートでは，問 1：プレゼンテーション全体

の構成について把握しやすかったか，問 2：プレゼ

図 1. ユーザインタフェイス 

ンテーションにおけるスライド間の繋がりが把握し

やすかったか，問 3：プレゼンテーション全体の内

容が理解しやすかったか，問 4：スライドの内容が

理解しやすかったか，の 4 点について質問した． 

 

4.2 評価結果・考察 
表 1 に各動画に対する配布資料の評価結果を示す．

表において，「P-マップ」は P-マップのほうが良いと
回答した人数を，「ハンドアウト」はハンドアウトの
ほうが良いと回答した人数を示している． 

評価結果から，問 1・2 についてはいずれの動画も
P-マップの割合が高く，問 3・4 についてはハンドア
ウトの割合が高いことがわかる．これより，P-マッ
プはプレゼンテーション全体の構成やスライド間の
繋がりを把握することに適しており，ハンドアウト
はプレゼンテーションの内容理解に適していること
がわかる．なお，動画 B では問 1 で P-マップを選択
した被験者がやや少なくなっているのは， B での P-

ドキュメントのスライドがAと比較して文字量が多
く，P-マップに抽出したテキストとスライドの情報
量が極端に異なっていたため，プレゼンテーション
全体の構造がAと比較して把握しにくくなったと考
えられる． 

表 1 各動画に対する配布資料の評価 

 

5. まとめ 
本稿では，研究プレゼンテーションのリハーサル

におけるリフレクションを支援するために，P-マッ
プという手法を提案し，実装したシステムを評価し
たケーススタディについて述べた．今後の課題とし
て，P-構造から P-マップを自動生成する機能を実現
するとともに，研究初心者のリフレクションに対す
る効果の検証を行う予定である． 
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ジェスチャ認識に基づいたプレゼンテーションシステムとその効果 
 

Gesture Recognition-based Presentation Support System and its Effect 
 

小尻 智子, 三縞 良介 
Tomoko KOJIRI, Ryosuke MISHIMA 

関西大学システム理工学部 
Faculty of Engineering Science, Kansai University  

Email: kojiri@kansai-u.ac.jp 
 

あらまし：プレゼンテーションにおいて，特定のコンテンツに対する意図を強調するようなジェスチャは，

聴衆者の理解を促すのに有効である．強調したいコンテンツはしばしばスライド中のアニメーションで表

現されることがあるため，本研究ではコンテンツの意図に応じたジェスチャでアニメーションを開始でき

るプレゼンテーションシステムを構築してきた．本稿では，構築したシステムのプレゼンテーションに対

する有効性を，意図の伝達と自然さの側面から評価する． 
キーワード：プレゼンテーション支援，ジェスチャ，Kinect，自然さ 

 
1. 背景・目的 
プレゼンテーションでは，要点を簡潔にまとめた

スライドに加えて，口頭で内容の説明をする．口頭

説明ではスライドの内容を補足するだけではなく，

声のトーンやジェスチャなどを用いて内容を強調し

たり意図を伝えやすくしたりする．このうちジェス

チャは，内容に対する意図を伝えるための身振り手

振りであり，伝えたい意図をジェスチャを用いて表

現することは聴衆の理解を促進する．しかし，スラ

イド中の内容や強調したい意図と合わないジェスチ

ャをした場合，正確に内容が伝わらなかったり誤っ

た理解を与えたりする． 
プレゼンテーションの文脈で，ジェスチャそのも

のを支援の対象としている研究は，筆者らの知る限

り存在しない．ジェスチャを含んだプレゼンテーシ

ョンのリハーサルを支援する研究は存在する［1］が，

ジェスチャに焦点があてられているわけではない．  
我々の研究グループでは，プレゼンテーションに

ジェスチャ認識を導入し，意図が伝わるようなジェ

スチャができるような支援システムを構築してきた

[2]．スライドでアニメーションが付与されているオ

ブジェクトには発表者の強い意図があるという仮定

のもと，本システムは，アニメーションがつけられ

たオブジェクトに対し，発表者があらかじめ設定し

た意図に対応したジェスチャをすることによってア

ニメーションが開始する仕組みを有している．しか

し，本システムを用いることによって，意図の伝達

はできるようになるが，全体的な流れが不自然にな

る可能性が示唆された．そこで，本稿では，システ

ムを用いないプレゼンテーションと用いたプレゼン

テーションを，自然／不自然さの観点から評価した

上で，聴衆者が自然と感じるプレゼンテーションの

性質を明らかにする． 
2. ジェスチャ操作に基づいたプレゼンテー

ション支援システム 
図 1 に我々の構築したプレゼンテーション支援シ

ステムの枠組みを示す．本システムは，Microsoft 社

の PowerPoint のバージョン 2013 以前で作成したプ

レゼンテーションファイルに，アニメーションの対

象となっているオブジェクトに対して意図が付与さ

れた形式のものを入力とする．プレゼンテーション

データ解析部では，入力されたプレゼンテーション

ファイルの内容を解析し，アニメーションの付与さ

れているオブジェクトやアニメーションの開始順，

オブジェクトの意図を解析し，プレゼンテーション

データとして格納する．スライドショーが開始され

ると，プレゼンテーション制御部ではプレゼンテー

ションデータに基づいてアニメーションの開始や終

了を制御する．一方，ジェスチャ認識部では

Microsoft 社の Kinect v2 を用いて取得されたモーシ

ョンキャプチャデータを解析し，発表者がアニメー

ションの対象のオブジェクトの意図を表すジェスチ

ャをした場合にプレゼンテーション制御部を介して

アニメーションを開始する．図 2 に，実際にプレゼ

ンテーションを行っている様子を示す． 
現時点でシステムが対象としている意図は，「強調」

と「時間の流れ」である．システムはあらかじめ個々

の意図に対応するジェスチャを定義している．「強調」

を表すジェスチャはスライドのオブジェクトを指す

ジェスチャであり，腕を上にふりかぶってあげてか

らスライドの方に伸ばす動作と定義している．「時間

の流れ」を表すジェスチャは両手をそろえて右から

左へ移動させるジェスチャであり，両手が腰より上

の位置で右・正面・左の順番に動く動作としている． 
3. 評価実験 
提案したシステムを用いたプレゼンテーションを，

意図の伝達と，自然さの観点から評価した．理系の

学部生 4 名 (プレゼンタ：A-D) に，自身の研究に関

するスライド 4 枚を用いて，システムを用いたプレ

ゼンテーションと用いないプレゼンテーションをそ

れぞれ行ってもらった．4 枚のスライドはすべて 1
か所ずつアニメーションをするオブジェクトが存在

するようになっており，そのうち「強調」と「時間

の流れ」が 1 つずつ割り当てられている．これらの 
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図 1 システムの枠組み 

 
図 2 プレゼンテーションの様子 

意図がついた個所に関して，システムを用いたプレ

ゼンテーションではジェスチャを用いて操作するよ

うにしてもらった．システムを用いないプレゼンテ

ーションでは，ジェスチャに関しては特に制約は設

けなかった．プレゼンテーションの様子はビデオで

撮影した． 
次に，プレゼンテーションを行った学生とは異な

る理系の学部生 6 名（聴衆者：a-f ）に，プレゼン

タのビデオを音声なしで閲覧してもらい，どちらの

プレゼンテーションが自然であったかを，1 つ目，2
つ目，両方，両方とも不自然，から選択してもらっ

た．また，「強調」と「時間の流れ」それぞれの意図

があると感じたスライドに印をつけてもらった．シ

ステムを用いたプレゼンテーションと用いないプレ

ゼンテーションのどちらのビデオを先に見るかは，

著者がランダムに決定した． 
表 1, 2 にプレゼンタの意図を正しく把握できた聴

衆者の人数を，表 3 に個々のプレゼンテーションを

自然であったと回答した聴衆者の人数を示す．表 1, 
2 より，システムを用いることで，意図を把握しや

すいジェスチャができるようになっていたことがわ

かる．しかし，表 3 より，システムを用いたプレゼ

ンテーションは不自然であったという結果が得られ

た．聴衆者に不自然だと感じた理由を聞いたところ，

「ジェスチャを意識的に行っているため，動作が大

きく不自然になっている」という趣旨の意見が多く

得られた． 
さらに，自然だと感じる／感じないジェスチャに

関して調査するため，表 3 のシステムなしのプレゼ

ンテーションに関する結果の差に着目した．個々の

プレゼンタのジェスチャを分析したところ，プレゼ

ンタAとDは意図がある箇所以外にも頻繁にスクリ

ーンを指示するようなジェスチャをしており，B と

C は意図のある箇所のみに対して最低限の動作しか

していなかった．また，A, B, C は比較的動作がゆっ

くりで小さめであったが，D は速くて大きかった．

表 3 より，システムがない場合にも D のプレゼンテ

ーションが自然でないと判断した聴衆者が多かった

ことから，自然と不自然の感覚は，ジェスチャの頻

度ではなく，速度や大きさに関係があると考えられ

る．また，システムに定義されたジェスチャは，プ

レゼンタが普段行っているジェスチャと比較すると

動作の大きなものばかりであった．したがって，A, B, 
C はシステムのジェスチャをすることで，プレゼン

テーション全体が不自然になったと言える． 
表 1 「強調」意図を認識できた聴衆者数 
 プレゼンタ 

A B C D 
システムあり 4 4 4 3 
システムなし 3 0 3 3 
 
表 2 「時間の流れ」意図を認識できた聴衆者数 
 プレゼンタ 

A B C D 
システムあり 5 4 4 5 
システムなし 4 4 3 2 
表 3  プレゼンテーションが自然であったと回答し

た聴衆者数 
 プレゼンタ 

A B C D 
システムあり 1 1 1 0 
システムなし 5 4 6 3 
4. おわりに 

本研究では，発表者がオブジェクトの意図を表す

ジェスチャをすることで，アニメーションが開始さ

れるプレゼンテーションシステムを構築した．本シ

ステムを用いた評価実験より，システムで定義され

たジェスチャが大げさであったため，プレゼンテー

ション全体が不自然に見えるという結果が得られた．

今後は，システムに定義するジェスチャを，より自

然なものにするように改良していきたい． 
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プレゼンテーション・リハーサルを対象としたレビュー支援 
－口頭説明の可視化にもとづいたアノテーション手法の提案－ 
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あらまし：プレゼンテーションでは，スライド提示と口頭説明の双方を通じて情報の伝達を行う．これら

に対するレビューでは，あらかじめ可視化されているスライドに対して指摘を行うことは容易であるが，

口頭説明は音声情報であるため，指摘の対象を明示的に指示することは困難である．したがって，本研究

では口頭説明をテキスト情報として可視化することで，直接的にアノテーションを付与することが可能な

レビュー方法を提案する． 
キーワード：プレゼンテーション・リハーサル，ピアレビュー，アノテーション，口頭説明 

 
  
1. はじめに 
プレゼンテーションは，スライドや口頭説明を用

いて，自らの知識を他者へ外化する行為である．ま

た，そのリハーサルでは，プレゼンタはレビュアに

よる批評・批判を通じて自身の知識の不十分・不適

切な点に関する気づきを得ることができる．したが

って，リハーサルにおけるピアレビューは，プレゼ

ンタの知識洗練を促進させる重要な機会である． 
筆者らは，これまでにレビュー作業における負荷

を軽減するために，視覚的なアノテーション手法を

用いたレビュー支援システム(1)の構築を行ってきた．

本システムでは，可視化されたスライドに対して，

直接的なアノテーション作成を可能とする環境を実

現している．これにより，作業負荷が軽減され知識

洗練につながる質の高いレビューコメントの作成を

支援する．しかし，口頭説明については，録音と参

照のみにしか対応しておらず，それらに対して直接

的なアノテーション作成は困難である． 
この問題を解決するため，本稿では，口頭説明を

可視化することで，スライドと口頭説明の双方に対

して作業負荷が低いアノテーション手法を提案する． 

2. プレゼンテーション研究での口頭説明 
プレゼンテーションにおける口頭説明に関する研

究として，発表者の話し方の改善を目的としたスピ

ーチ支援システムの研究(2)などがある．一方，本研

究では知識の洗練化を指向し，主に口頭説明の内容

に対するレビュー支援を行うことを検討(3)している． 
スライドは視覚的な情報であり，あらかじめ可視

化されたデータである．しかし，口頭説明は音声情

報として記録・参照されることが多い．口頭説明へ

のアノテーションを考慮すると，これに起因して，

以下のような２つの問題が存在する． 

(1) 指摘箇所の指示に関する問題 
現状のレビュー支援システムでは，口頭説明に対

するアノテーション作成を暫定的な方法でしか行え

ない．なぜなら，口頭説明は音声情報のため，直接

的な指示による対象への関連付けは困難なためであ

る．したがって，発話内容を直接的にコメント内で

引用することにより，スライドの任意の箇所へ便宜

的に関連付ける方法を用いざるを得ない． 
 (2) 音声データの参照に関する問題 
現状のシステムでは，口頭説明の利用は，音声デ

ータの再生に限定されている．そのため，逐次的に

しか内容の確認ができず，スライドのように視覚的

な一覧性をもたないため，指摘内容に関する箇所を 
即座に特定するなどことが困難である． 
以上の問題を解決するためには，口頭説明もスラ

イドと同様に可視化した上で視覚的にアノテーショ

ンを行える環境を実現する必要がある． 

3. 口頭説明の可視化にもとづいたアノテー
ション手法 

本研究では，前章で述べた問題を解決するために，

従来のスライドに対するアノテーション手法を引き

継ぎつつ，口頭説明を可視化した上で，アノテーシ

ョンを明示的に作成する手法を提案する． 
3.1 口頭説明の可視化 

発表の経験が浅いプレゼンタは，発表者ノート機

能を利用して台本を用意することが多い．そこで，

本研究では，発表者ノートの記述内容を口頭説明の

テキストデータの一部として活用する方法を用いる． 
音声情報と違い可視化した口頭説明であれば，内
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容の把握をより正確に行うことが可能となり，指摘

対象を素早く特定し指示できる．したがって，アノ

テーション数の増加や質の向上が見込まれる． 

3.2 アノテーション手法 

前節で述べた口頭説明の可視化を踏まえ，本研究

では，スライドと口頭説明を以下の手順で視覚的に

表現するプレゼンテーション再構成手法を提案する． 
(1) スライドコンテンツと口頭説明の分割 
スライド情報は，構成要素である箇条書き，図表

単位に分割する．一方で口頭説明は，スライドの１

つ要素に対して，１文にて説明が行われることが多

いため文単位で分割する．本研究では，分割された

スライド情報と口頭説明をそれぞれ「スライドエレ

メント」，「オーラルエレメント」とよぶ． 
(2) 分割した各要素の統合 
スライドエレメントに対して，その内容と関連す

るオーラルエレメントを対応付けて「プレゼンテー

ション・マップ」（図１参照）として統合する．  
本研究では，プレゼンテーション・マップに対し

て直接的にアノテーションを付与することを提案す

る．これにより，口頭説明へもスライドと同様に，

作成負荷を軽減し質の高いアノテーション作成の支

援が可能となる． 
図１の①に示すように，従来であれば口頭説明の

内容を直接的に引用することで，指摘箇所を特定し

ていた．しかし，本マップを用いたアノテーション

手法であれば，直接的な付与が可能となる．また，

図１の②は，スライド間の口頭説明に対するアノテ

ーションである．従来のシステムでは，スライドに

記述されていない対象に対してはアノテーションの

付与を行うことが困難であった．しかし，本マップ

を用いた場合，全ての口頭説明がテキストとして可

視化されているため，指摘箇所の特定が容易となる． 

4. おわりに 
本稿では，口頭説明の可視化にもとづいた，プレ

ゼンテーション・マップによるアノテーション手法

を提案した．今後は，システムの開発をさらに進め

ると共に，口頭説明に関するアノテーション作成が

どのように変化するかについて評価し，プレゼンテ

ーション・マップの有効性を検証する予定である． 

謝辞 
本 研 究 の 一 部 は , 科 学 研 究 費 基 盤 研 究 (C) 
(No.25350336) の援助による. 

参考文献 
(1) 渡邊悠人, 岡本竜, 柏原昭博: “プレゼンテーション・

リハーサルにおける視覚的なアノテーション手 法を
指向したレビュー支援環境の構築と評価”,電子 情報
通信学会教育工学研究会技術研究報告 , Vol.113, 
No.482, pp.7-12 (2014) 

(2) 鍛治貴也, 小尻智子: “意図抽出に基づいたプレゼン
テーション・スピーチ支援システム”, 電子情報通信
学会教育工学研究会技術研究報告, Vol.113, No.482, 
pp. 19-24 (2014) 

(3) 谷川晃大, 岡本竜, 柏原昭博: “プレゼンテーション・
リハーサルを対象としたプレゼンテーション再 構成
手法にもとづくピアレビュー支援の検討”, 電子 情
報通信学会教育工学研究会技術研究報告 , Vol.114, 
No.305, pp.25-30 (2014)  

図１ プレゼンテーション・マップを利用したレビュー支援システム 

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 290 ―



プレゼンテーション・リハーサルを対象としたバックレビュー支援 
- ユーザの操作履歴を用いた議論進行の記録および参照方式の提案 - 

Back Review Support for a Presentation Rehearsal 
- Proposal of Recording and Reference Method in Progress 

of Discussion using Operational Log - 
中林 誉登

*1
，       岡本 竜

*1
，       柏原 昭博

*2
 

  Takato NAKABAYASHI，Ryo OKAMOTO，Akihiro KASHIHARA 
*1
高知大学 理学部 

Faculty of Science, Kochi University 
*2
電気通信大学 大学院情報理工学研究科 

Graduate School of Informatics and Engineering, The University of Electro-Communications 
Email: nakabaya@is.kochi-u.ac.jp 

 

あらまし：プレゼンテーション・リハーサルにおける議論では，レビュアから収集されたコメントをも

とに，プレゼンテーションの改善に関連する事柄を検討し，リハーサル終了後，プレゼンタが行う改訂

作業のために議論結果を記録しておく必要がある．結果の記録に際しては，どのような経緯で結論に至

ったかが重要であるが，その過程を適切に記録することは困難である．したがって，本稿では，議論支

援システムにおけるユーザの操作履歴を用いて，プレゼンテーションの改善を支援する方法を提案する． 

キーワード：プレゼンテーション・リハーサル，レビュー支援，議論支援，操作履歴 

 

1. はじめに 

プレゼンテーション・リハーサルは，レビュアか

らの指摘をもとに，議論を行い，プレゼンタ自身の

知識の不十分・不適切さに関する気づきを得ること

で，プレゼンテーションの改善を図ることを目的と

して行われる．よって，議論はプレゼンタにとって，

プレゼンテーションの改善を検討するとともに，知

識の洗練化を促す重要な過程であり，議論終了後の

改訂作業においては，議論結果の活用が必須である．

先行研究では，一般的な会議を対象とした研究例(1)

は見受けられるが，リハーサルを対象とした研究は

少ない．筆者らは，これまでリハーサルを対象とし

た議論支援の研究(2)を行ってきた．本稿では，より

効果的な改訂作業を支援するために，電子化された

議論支援システムにおけるユーザの操作履歴を用い

て議論過程を再現する方法を新たに提案する． 

2. リハーサルにおける議論とその問題 

議論では，レビュアから収集したコメントと対応

するスライドをもとに，参加者全員で修正内容の検

討を行う．プレゼンタは得られた結果をプレゼンテ

ーションの改訂案として記録し，議論終了後，作成

した改訂案を参照することで，プレゼンテーション

の改善を図る．筆者らは，この改訂作業を「リハー

サルで得られたレビュー結果を見返す」という意味

でバックレビューとよんでいる．しかし，改訂案の

記述が不十分である場合には，以下に示すような原

因により，議論結果を上手くバックレビューに活用

できないことも多い．  

(1) 指摘内容や意図を正しく理解できない 

プレゼンタは，指摘内容の理解と議論内容の記録

をほぼ同時に行わなければならないため，即座に理

解して記録することは困難であり，片方もしくは双

方の欠落が生じる場合がある．また，発表時の口頭

説明に関する指摘では，対象が音声情報であるため，

その対象を明確に示すことが難しく，内容を正しく

理解できないことも多い． 

(2) 議論内容を詳細に記述することが困難である 

議論では，参加者全員で指摘内容を精査して，改

訂案の検討を行う．しかし，プレゼンタが議論内容

を十分に理解できず，改訂案として詳細に記録でき

ない場合がある．そのため，議論終了後のバックレ

ビューにおいて，プレゼンタは，持ち帰った改訂案

を参照しても，具体的な修正方法が見出せず，適切

にプレゼンテーションを改善できない場合も多い． 

3. 議論およびバックレビュー支援の方法 

本研究では，前章で述べた問題を解決し，バック

レビューのための議論支援を実現することを目的と

する．バックレビューにおいて適切な修正を行うた

めには，改訂案を作成した経緯を含めて見返すこと

が必要であり，議論とバックレビューとの連携を考

慮した支援が望ましい．そこで本研究では，図 1 に

示すような，ユーザの操作履歴を用いた議論および

バックレビュー支援のフレームワークを提案する． 

本フレームワークでは，議論進行において利用す

るデータとそれらの参照に関するインタフェース操

作を定義し，ユーザによる操作履歴を記録すること

で，議論進行を再現可能な議事録として保存する． 

バックレビューでは，記録された議事録を部分的

に再生し，議論進行を確認しながら改訂作業を行う．

これによりプレゼンタは，議論の経緯を把握し，議

論内容を想起することが可能となる． 
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4. 議論・バックレビュー支援システム 

筆者らは，前章の提案にもとづき，図 2 に示すよ

うなインタフェースをもつ支援システムの開発を行

っている．本インタフェースでは，電子化されたシ

ステムの特性を活かし，議論時に行われるリソース

の参照作業などの操作系列を記録し，その様子を後

に再生可能とすることで，議論の過程から結論まで

の経緯を確認できる． 

4.1議論進行の記録方式 

 本インタフェースでは，スライドコンテンツと口

頭説明を可視化して表示し，これらに対して付与さ

れたアノテーションを視覚的に確認できる．また，

発表動画を参照することで，口頭説明の内容を具体

的に確認することも可能である．議論の参加者は，

インタフェース上に提示される，スライド，口頭説

明，アノテーションのコメント内容，発表動画の 4

つのデータを適宜参照しながら，図 1 に示した各操

作をもとに(1)コメント内容の吟味，(2)改訂案の検

討を行う．この作業を，全てのアノテーションに対

して改訂案が作成されるまで繰り返し，そのユーザ

操作を議論の履歴として記録する．  

4.2ユーザ操作の記録を用いた参照方式 

 バックレビューにおいて，プレゼンタは図 1 に示

した(a)修正の検討，(b)修正の実行を行う．図 2 の

例のように，音声情報である口頭説明が関与する議

論結果のコメントを参照しても，修正方法が分から

ないことは多い．その場合には，下部のシークバー

を利用することで，スライド毎のアノテーションの

分布と行われたユーザ操作の数を確認することがで

きる．また，バー上のハンドルを左右に操作するこ

とで，アノテーション毎に議論時のインタフェース

操作を再現することができる．これによりプレゼン

タは，議論の経緯を確認できるため，議論内容を想

起しやすく，プレゼンテーションの改善に有効と考

えられる． 

5. おわりに 

本稿では，議論・バックレビュー支援のフレーム

ワークから，ユーザの操作履歴を用いた議論進行の

記録および参照方式を提案し，それにもとづくツー

ルのインタフェース設計を行い，期待される効果に

ついて報告した．今後は，より具体的な支援方法の

検討を進めながら，システム開発を行う予定である． 
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図１ 議論・バックレビュー過程の支援方法 

図２ ツールのインタフェース 
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あらまし：著者らは，単位互換ではなく，四国地区国立 5 大学が共同で教育科目を設定し，自大学の科目

として開講する仕組み作りを目指し，平成 27 年度からの運用に取組んでいる．まずは各大学の制度の違

いを知ることが何を決定するにも必要であり，我々共同教育実施モデル WG は，各大学のシラバスから，

履修登録から成績評価までの流れの中での違いについて調査した．教育の質保証に向け，他の WG と連

携し，共同モデルの実施・改善を目指している．その現状と今後の展望について報告する． 

キーワード：共同実施モデル，大学連携，e-Learning，シラバス，履修プロセス 

 

1. はじめに 
平成 24 年度から開始した愛媛大学・香川大学・徳

島大学・鳴門教育大学・高知大学で取組んでいる「四

国地区国立 5 大学連携による知のプラットフォーム

形成事業」は，3 つの事業から成り立っている．入

口に「AO 入試」・出口に「産学官連携」があり，そ

の入口と出口をつなぐ役割として著者らが取組む

e-Learning での「共同教育の実施」がある． 

京都三大学（京都府立大学・京都工業繊維大学・

京都府立医科大学）で，平成 26 年度より実施されて

いる共同教育(1)では，3 大学の学生が一つの建物に

集まって講義を受けている．その「建物」が四国 5
大学の場合には，「オンライン」であると言える． 

 
2. e-Learning での共同教育の実施に向けて 
2.1 「共同教育の実施」の目的 

e-Learning での「共同教育の実施」事業の目的は，

四国の国立 5 大学が相互に連携し，それぞれの人材

や得意とする教育・研究分野を共有・補完すること

で，教育の質の向上を目指すことである．本来「建

物」で集い，学生間交流で切磋琢磨される部分につ

いては，課題に関する意見交換や掲示板などオンラ

イン上で補完できる仕組みづくりを目指している． 
2.2 平成 26 年度の検討課題 
平成 26 年度の段階で平成 27 年度から運用を進め

るには，次の 4 項目を検討する必要があると考えた． 
1）プロジェクトの到達目標共同実施モデル案につ

いては①共同実施モデル事業の到達目標・ビジョン

の提案②年間WGスケジュールの整理が検討課題で

ある． 

2）e-Learning 科目の選定については①平成 27 年

度開講科目の調査・提案・確定②シラバス情報収集

フォーマットの作成が検討課題である． 
3）e-Learning 授業実施プロセス策定（履修から成

績判定まで）については①5 大学の科目設置等に係

る学内審議決定スケジュールの調査と確認②本事業

における履修期間・成績入力期間の決定③履修登録

から受講・成績判定に関する業務フローの作成が検

討課題である． 
4）履修案内の方法と内容については①履修に関す

る情報公開の方法の検討・提案②履修案内として公

開すべき情報の整理③試験や認証方法に関する案の

作成が検討課題である． 

2.3 平成 26 年度の取組みと決定事項 
上記の検討課題について，共同教育実施モデル検

討 WG での取組みと決定事項は，以下の通りである． 
1）については①事業ビジョンを共有するために必

要な資料を用意した．本事業における「コンテンツ」

は科目単位にカウントすることとした．②本事業で

の活動を実際にどのように進めていくかスケジュー

ル表を作成した．（図 1） 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 1：年間 WG スケジュール 
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2）については①平成 27 年度は合計 8 科目の実施

とした．②5 大学全ての情報を収集するためのシラ

バス入力フォーマットを開発した．（図 2） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2：シラバス入力フォーマット 
 

3）については①スケジュールを調査し一元管理で

きるように一覧表を作成した．②履修登録期間につ

いては，5 大学の状況を踏まえ，締め切りの遅い大

学に合わせる．（毎年度，学年暦を踏まえて調整する）

オンライン上での授業科目の開講は授業開始が最も

早い大学に合わせて開始する．また，その場合は，

最初の課題提出期限を最も履修登録完了が遅い大学

の登録締め切りから 2 週間程度空けて提出期限を設

けることとした（図 3）．③成績評価入力期間につい

ては，履修登録期間と同様に 5 大学の状況を踏まえ，

前期・後期それぞれに，締め切りの早い大学に合わ

せる（毎年度，学年暦を踏まえて調整する）．成績評

価方法については，科目担当教員は，素点（点数）

で評価し，各大学で事務的に処理し（優良可，もし

くは秀優良可など），各大学で成績入力をすることと

した．④学生への履修案内，履修登録，授業，成績

判定までの業務フローの整理をした． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図 3：履修登録・成績入力期間と配信開始時期 

 4）については①本事業の科目に関する情報はホー

ムページ上に一元化した．②ベースとなる履修案内

の作成．③試験の本人確認については，各大学の学

生 ID とパスワードでのログインで本人確認とする．

課題を工夫し，思考を問う問題を作成し，カンニン

グを防止する．ポータルや認証についてのシステム

運用の為，新たにシステム WG を立ち上げた． 

 

3. 平成 26 年度の取組から得られた成果物 
3.1 年間 WG スケジュールの開発 

各大学の学年暦と事務手続きでの締め切り情報を

収集し，可能な限り書き出した．そして，本事業で

必要なデッドラインを決定し，年間 WG スケジュー

ルを作成した． 

3.2 共通シラバスの入力フォーマットの開発 
各大学のシラバスに記載されている項目を全て書

き出し，シラバスチェックリストを作成した．まず

単語は異なるが，内容が同じものを統一した．そし

て，共通の項目の数を明確にし，単独で存在する項

目はその要・不要について話し合い，5 大学で必要

な項目を記載したシラバス入力フォーマットを完成

させた． 

3.3 履修登録・成績評価期間の設定 

各学生のシラバス登録期間情報を一覧にし，そこ

へ抽選日や開講時期など事務的な締め切り，教員に

よる成績評価期間や学生への成績発表日を書き込み，

教員・職員の各締め切りを明らかにした．成績評価

については，90 点以上で「秀」を設けているのは，

愛媛・香川・鳴門教育大学の 3 大学であることが分

かり，教員は素点のまま成績を各大学へ提出し，各

大学事務課で成績変換をすることとなった． 
 

4．今後の課題 
現在平成 27 年度後期の開講に向けての準備がほ

ぼ終わり，開講時に問題が起きた場合に備えている

段階である．話合いで気づかなかったことが，一覧

表にすることで各大学の事務手順の違いや明確にす

べき点が浮き彫りになった． 
しかし，細かな詰めが出来ていない点もあり，開

講時に初めて把握できる問題もあるだろう．平成 27
年度科目で問題が生じた際，如何に改善するのか，5
大学・WG で検討し，平成 28 年度科目に随時反映

させていく．科目終了後のアンケートから得られた

学生の声を活かすことで，更なる学習環境の向上を

目指し，5 大学で協力体制を整えていく． 
 

参考文献 
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あらまし：本学では，e-Learning による単位互換の大学間教育連携を始めるにあたり，平成 22 年度から
LMS (Moodle) を本格的に導入した。LMS連携のための Shibboleth認証を運用し，かつ通常の学内教育に
おける LMSの利活用を促すため，アカウントや履修情報等の管理が必要となる。本稿では，これらの運
用管理作業を効率化するために開発した管理者用ツールと，本学の LMS運用方針について報告する。 
キーワード：Moodle, Shibboleth認証, LMS管理, 大学連携, 単位互換, CSV 

 
 
1. はじめに 
本学では平成 22 年度から，四国の 8 大学間で

e-Learning による単位互換の教育連携を始めるにあ
たり，LMS (Moodle) を本格的に導入した。大学間
の教育連携は Shibboleth認証による分散LMSで実現
しており(1)，本学の学生は本学の Moodleだけでなく
連携大学の LMS を利用することができる。また連
携大学の受講生が本学の Moodle を利用することも
できる。我々は，このような分散 LMS を実現する
ための運用管理を行わなければならない。また，通

常の学内教育にもMoodleの利活用を促したいため，
アカウント，コース，履修情報の管理を行う必要が

ある。これらの運用管理作業を効率化するため，教

務データの CSV 変換機能等をまとめた管理者用ツ
ールを開発して利用している。本稿では，本学の

LMS 運用方針についてと開発した管理者用ツール
について報告する。 

 
2. 本学の LMS運用方針 
本学では平成 22年度から 25年度までは，大学間

単位互換連携のために Moodle を運用していたが，
26 年度の LMS サーバの更新をきっかけに，本学内
の通常授業でも積極的に活用できるよう Moodle の
運用方針を改めることになった。現在の基本的な運

用方針は以下の通りである。 
2.1 運用主体 
平成 22 年度当初は単位互換の大学間教育連携の

ための e-Knowledgeコンソーシアム四国 (eK4) にお
ける学内のシステム専門委員会のメンバーによって

運用されており，システムの構築と保守管理は主に

著者の三好が業者とともに行った。現在は，知プラ

e 事業にて設置された大学連携 e-Learning 教育支援
センター四国における高知大学のセンター分室が主

体となり運用されており，主に著者の三好がシステ

ムの構築と保守管理を行っている。システムの構築

と保守管理が一人の教員に依存している現状況の改

善は今後の課題である。 
2.2 年度ごとの LMS構築 
平成 26 年度に新たに Moodle を構築した際には，

翌年以降の開講コースも同一 Moodle内に登録し，1
つの Moodle を複数年使い続ける予定であった。し
かし，運用方針がしっかりと固まらない中で運用を

開始した Moodle を使い続けるのではなく，検討に
より更新した運用方針に基づいて構築・設定を行っ

た新年度版の Moodle を追加運用することにした。
年度ごとに Moodle を構築して追加していく運用方
法は，佐賀大学や信州大学(2)を参考にした。1 つの
Moodle を複数年使い続ける場合，最新版の Moodle
の機能を使うには Moodle のバージョンアップ作業
が必要となる。しかし，年度ごとに構築する運用方

法であれば，毎年最新版の Moodle が利用できるよ
うになる。ただし，旧バージョンの過去年度の

Moodle の公開設定については慎重に検討する必要
がある。 
2.3 情報登録方針 
他大学の LMS の運用状況を調査すると，教務シ

ステムと連携させている大学もあるようであるが(3)，

本学の Moodle は教務システムと直接の連携を取る
ことができない。なぜなら教務システムで用いられ

ている教員や学生のユーザ ID は，本学のセキュリ
ティポリシー上，学外へは出すことのできない情報

であり，大学間の教育連携にも利用される Moodle
の Shibboleth認証で扱われるユーザ IDとしてはその
まま利用することができないからである。独自に作

成しているMoodleのユーザ IDは教務システムのユ
ーザ ID とはコード体系が異なるため，ユーザの対
応付けのためのユーザ IDの変換が必要となる。 
教務システムと直接的に連携していないため自動

F4T-2 
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ではなく CSVによる手動での登録になるが，本学の
全教員と全学生はあらかじめ Moodle にユーザ登録
しておく。その際，学生ユーザの氏名には，姓に学

籍番号，名にフルネームを登録するよう工夫し，教

員の採点作業がやりやすくなるようにした。 
また，現時点では Moodle を利用している授業は

少ないが，本学で開講している授業を全て Moodle
のコースとして登録している。担当教員や履修学生

も全て登録しておくことで，興味を持った教員がす

ぐに利用できるようにした。ただし，デフォルトで

はコースは非公開としているため，担当教員が設定

を変更しない限り，履修生等には公開されない。教

務システムと連携していないため，履修者情報の追

加や更新はリアルタイムに反映させることはできな

いが，履修登録期間終了後に直ちに CSVファイルに
よる一括登録を行うことで反映させている。 
連携大学から受講している単位互換履修生に対し

ては，Moodleのコースに自己登録してもらっている。
管理者側でコースへの履修者登録を行うには，連携

大学からその学生の Shibbolethユーザ IDを聞いてお
く必要があるが，学生自身に自己登録してもらえば，

学期始めの多忙な時期にそのようなやり取りをしな

くて済むからである。 
 

3. 管理者用ツールの開発 
Shibboleth認証による分散 LMS環境を提供するた

めの管理者用ツールを開発し運用している。本ツー

ルでは図 1に示すように，使い方や作業の進め方の
詳細を画面上に記載している。これは，本ツールを

使用する機会が，年度が変わる時期や学期始め等，

年に数回だけであることから，管理者が作業すべき

内容を覚えていないことが多いためである。また，

一括登録作業は慎重に行わなければならないため，

見落としがないように画面上で確認しやすいよう配

慮した設計となっている。以下，本ツールの主要機

能について述べる。 
3.1 Shibbolethユーザ IDの管理機能 

Shibboleth 認証のためのユーザ ID の追加，閲覧，
修正，削除を行うことができる機能である。本学で

は全学認証 ID が教職員や学生に発行されており，
LDAP 認証や教務システム等で利用されている。分
散 LMSにおける Shibboleth認証においても，本学の
Shibboleth 認証サーバ（IdP サーバ）は全学認証 ID
による LDAP認証が裏で行われている。本追加機能
では，Shibbolethユーザ IDを発行したい利用者の全
学認証 ID を登録することで，Shibboleth ユーザ ID
をランダムな文字列で自動生成する。ここでは

Shibbolethユーザ IDの生成のみを扱うため，Moodle
にユーザ登録を行うには，次の機能を使用して CSV
ファイルを作成し，一括登録を行う必要がある。 
3.2 Moodle一括登録用 CSV作成・変換機能 

Moodleのユーザ，コース，コース参加者（担当教
員と履修生），コーホート（グループメンバーのよう

な機能）を一括登録するための CSVファイルを自動
生成する機能である。図 1は，例として，開講授業
を Moodle のコースとして一括登録するための CSV
変換のインタフェースを挙げている。 
本学の Moodle では，コース参加者の一括登録に

ついては，本学独自にカスタマイズしたモジュール

を使用している。これは履修登録が 3つのフェーズ
（登録期間，修正期間，登録取消期間）に分かれて

おり，一括登録だけでなく一括削除も行う必要があ

るためである。そのため，コース参加者一括登録用

CSV 作成機能では，一括登録用 CSV と一括削除用
CSVの両方を作成することができる。管理者は作成
した CSVファイルを用いて，登録期間終了後に一括
登録を行い，修正期間終了後に追加の一括登録と履

修を取り消した学生の一括削除を行う。そして取消

期間終了後は一括削除のみを行う。 

図 1	 管理者用ツールのスクリーンショット 
 
4. おわりに 
高知大学 Moodle の運用方針についてと管理者用

ツールについて述べた。現在，学期ごとに行う一括

登録等の作業手順を整理しドキュメント化を進めて

おり，ルーチンワークとして効率的に作業を行える

ようにすることを目指している。 
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あらまし：大学連携による e-Learning の場合，単独の大学内で実施する場合に比べて，連携大学間の調整

が必要となるところ，各大学で著作権処理が異なることから，大学連携を円滑運営するための著作権処理

が必要となる．そこで本研究では，３段階のフェーズに分け，各大学の裁量に委ねる処理と連携大学でコ

ンセンサスを得る必要のある処理を明確にした著作権処理を提案する． 
キーワード：大学連携，e-Learning，著作権処理 

 
 

1. はじめに 
高等教育機関における e-Learning が普及すると共に，

e-Learning による講義では，素材や動画教材などの著作

物の取扱いが対面講義と異なるため，著作権処理方法

について課題となる（1）,(2）．対面講義では，いわゆる「学

校教育現場における例外」規程（著作権法第 35 条）の

適用が可能となりうるところ，教材をサーバにアップ

ロードする非同期型 e-Learning には適用されないから

である． 
最近では複数の大学が連携した大規模 e-Learning も

行われている（3）,（4）．大学教育における著作権処理は，大

まかに，著作物を制作する段階での第三者著作物の利

用許諾処理および制作教材の大学側への利用許諾処理

の２段階に分けられる．大学連携となると，さらに大学

間での利用許諾が１段階追加される．大学連携におけ

る e-Learning では，大学ごとに著作権処理が異なること

や職務著作に関する考え方も異なるため，大学単独で

の e-Learning に比べて複雑な著作権処理になるという

問題がある．ここで，北海道大学に設置された高等教育

推進機構オープンエデュケーションセンターでは，オ

ープン教材を開発するため，クリエイティブ・コモン

ズ・ライセンスに基づく著作権処理を行っている（3）．教

材を制作する際，教材に含まれる第三者著作物の著作

権処理において，オープン利用を前提とした利用許諾

を行うものである．ただし，オープンなライセンスへの

理解はまだ十分ではないと筆者は報告している（3）． 
一方，平成 24 年度に開始された「四国における e-

Knowledge を基盤とした大学間連携による大学教育の

共同実施」（知プラｅ）事業は，四国の e-Learning 基盤

を活用して「四国地区における５国立大学連携構想」の

中の大学教育を共同実施することによって，連携大学

全体の教育の質の向上を図るものである（4）．知プラｅ事

業では原則として同じ教材を用いた講義が５大学で開

講されるという特徴がある．すなわち５大学において

同一科目名で共同開講する「共同実施」の形態をとって

いる．共同実施では他の科目と同様にシラバスに掲載

されることや，同様の手続きで履修登録可能なので，学

生にとって履修登録が容易になり，科目内容によって

は多くの受講者を見込める利点がある．一方で，同一教

材を異なる大学の学生が利用するため，大学間の利用

許諾が必要となる． 
そこで本研究では，四国地区５国立大学における大

学連携 e-Learning 教育を円滑運営するための著作権処

理について提案する． 
 

2. 大学連携 e-Learning における著作権処理 
知プラｅ事業の運営母体となるのは，基幹校である

香川大学に設置された大学連携 e-Learning 教育支援セ

ンター四国（センター四国）であり，香川大学以外の四

国地区国立大学にセンター四国分室を置いて，センタ

ー四国の業務の円滑実施を図っている． 
図１に本研究で提案する著作権処理の手順を示す．

まず，コンテンツ制作段階では，コンテンツ提供者が第

三者著作物を利用している場合の処理を行う．ただし，

著作権処理を行う学内部局が５大学それぞれで異なる

（部局が決まっていない大学もある）ことや，著作物の

取扱い方針が大学によって異なるため，各大学の裁量

に委ねることとしている．また，四国地区５国立大学で

は職務著作規程がないため，制作したコンテンツの著

作者が明確になっていない．それ故，コンテンツ開発ガ

イドライン上で，著作権の帰属や利用目的を大まかに 
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取決めることとし，実際にコンテンツ制作者と大学側

との間で著作権の譲渡を行う際にガイドラインの定め

に基づく旨の確認をとることとしている．ここで，コン

テンツを提供する教員から権利譲渡後も教材を自由に

利用したいという要望が出る想定されるため，「譲渡後

に原著作者が作成した著作物を自ら利用するのは認め

る」旨の例外規定を盛り込むこととしている．表１にガ

イドラインと譲渡証書の取決め概要の比較を示す．学

内段階の著作権譲渡処理については，先行事例として

愛媛大学教育デザイン室における譲渡証書を参考に大

学連携 e-Learning へのアレンジを行っている（5）． 
 
表１ ガイドラインと譲渡証書の取決め概要の比較 
成果物 取決め概要 
ガイド

ライン 

① 制作コンテンツの著作権はコンテンツ

を制作する責任大学の帰属とする． 
② 知プラｅ事業の目的に沿った範囲内で

連携大学間での相互利用を認めること

とする． 
③ 責任大学内における著作権の帰属（移

転を含む）の手続きについては，各大

学の裁量に委ねる． 
④ コンテンツを制作する際に第三者の著

作物を利用している場合の著作権処理

は，コンテンツを制作する責任大学が

行う． 
⑤ 制作したコンテンツに含まれる肖像権

および個人情報等の権利処理は，コン

テンツを制作する責任大学が行う． 
譲渡証

書 
① 上記ガイドラインの定めに基づき，著

作権を責任大学に譲渡する． 
② 譲渡後に原著作者が作成した著作物を

自ら利用するのは認める． 
③ 著作者人格権の不行使． 

 
3. おわりに 
大学連携 e-Learning では，大学間で制作コンテンツの

著作権処理が必要となるため，大学単独の著作権処理

に比べて，手続きが複雑となる．主な論点は，第三者著

作物の利用，制作コンテンツの著作権の帰属，およびコ

ンテンツ提供者の自由利用の３点である．職務著作規

程のない大学間では制作コンテンツの著作権を大学に

帰属させることに抵抗を示される場合もあるため，著

作権譲渡後も自由利用を認める例外付き譲渡を採用し

た．今後の運用を経て，改良を加える予定である． 
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図１ 大学連携 e-Learning 教育支援センター四国における著作権処理の流れ 
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－小規模組織で教材設計者とビデオ編集者との協働を成功させるには－ 
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あらまし：北海道大学高等教育推進機構オープンエデュケーションセンターは，北海道地区国立大学連携

教育機構の委託により，遠隔教育による反転授業を開発・実施している．教材ビデオ制作にあたり，小規

模組織ゆえの課題が表面化したため絵コンテの改良による対策を試みた．その結果，教材設計者とビデオ

収録・編集者との協働作業および教員との打合わせが効率化され，教材内容の充実へとつながった． 

キーワード：大学連携，MOOC，OER，オープンエデュケーション，インストラクショナルデザイン 

 

 

1. 道内国立大学教養教育連携 
北海道地区国立大学連携教育機構（以下，連携機

構）では，単位互換協定に基づき，学士課程教養教

育の一部を双方向遠隔授業によって実施している（1）．

道内国立大学間をビデオ会議システムで接続するこ

とにより，単科大学や小規模大学など，教養教育担

当教員の確保が難しい大学においても多様な教養科

目の開講が可能となる．また，学生が他大学へ移動

して受講することが困難であるという広域連携の問

題点へも対応する仕組みとして本事業は意義深い． 

 

2. ACEプロジェクト概要 
道内教養教育連携事業（以下，連携事業）では教

育方法の充実も図られている．本学オープンエデュ

ケーションセンター（以下，OE センター）では，

連携機構の委託で「新たな授業方法の開発・普及」

の一つとして遠隔教育による反転授業を開発・実施

している（2）．教材はオープン教材（Open Educational 

Resources: OER）としてポータルサイト「Academic 

Commons for Education: ACE」（3）で共有する． 

ACE 開発教材は反転授業で用いる事前学習（予習）

用教材と理工系科目の補助教材が主であり，いずれ

もビデオ教材である．2014 年度には，2015 年度から

の本格運用に向け，開発したビデオ教材を使用した

反転授業のモデル授業を試行した．実施後のアンケ

ートでは，学生の高い満足度が示された．また，議

論を中心とした反転授業のスタイルも好評であった． 

 

3. ACEにおけるビデオ教材の特徴 
ACE 開発教材は，スタジオ収録後に加工編集する

ものが主である．また，クイズや課題を設け，学習

コースとして提供する点で授業を録画して公開する

OCW（Open Course Ware）と異なる．さらに，イン

ストラクショナルデザイナー（以下，IDer）と科目

担当教員が協同で教材設計をおこなう点でも異なる． 

こうして制作する教材は反転授業の事前学習に適

している．反転授業では，知識習得を事前に済ませ

授業に臨むため，事前学習での十分な理解が必要と

なる．この点において，インストラクショナルデザ

イン(以下，ID)の知見が教材設計に有効である．も

う一つの特徴は，OER としてのビデオ教材開発であ

る．現在，増加している MOOC（Massive Open Online 

Course）はビデオ教材が主流である．そのため，英

語化の作業を除けば，ビデオ教材による学習コース

として設計された ACE 開発教材の MOOC への転用

が比較的容易である．このメリットを活かし OE セ

ンターでは，edX（4）メンバーである Open Education 

Consortium の依頼を受け，ACE 開発科目の一部を

MOOCとして世界発信する（2015年7月開講予定）． 

 

4. 教材設計・制作における課題 
組織的 e ラーニング制作では，e ラーニング専門

家のスキルなど個人に起囚する問題よりもプロジェ

クトマネジメントとしての課題が大きい（5）．このよ

うな指摘に対する有用な示唆のひとつに大学 e ラー

ニングマネジメント（UeLM）モデル（6）がある．た

だし，同モデルは比較的大規模な組織における知見

であり，人員を多く配置できない小規模組織への適

用が難しい．また，同モデルでは，IDer とコンテン

ツスペシャリストをつなぐリエゾンが存在しない． 
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そのため，小規模組織でビデオ教材を内製する

ACE では新たな課題が発生する．IDer と収録・編集

担当者（Video Content Specialist: VCS）との意思疎通

である．ACE での教材制作においては IDer がディ

レクターに相当するが，IDer は映像業界でのディレ

クターの知識・経験がない場合が多い．また，VCS

の多くは教材制作の知識・経験に乏しい．その結果，

教育的手法と映像的手法の相違により意思疎通が困

難になる場合がある．そのため，ID・収録編集の両

知見を持つリエゾン等が必要になるが，そのような

人材の獲得は困難である．また，VCS が流動的であ

る点も影響が大きい．大学において VCS のポストを

安定的に確保することは難しく，そのため人材が流

動的になる．これは，教材制作における収録・編集

ノウハウが蓄積されにくいことを意味する． 

 

5. 課題への対応 
前述課題のうち，本稿では IDer, VCS の協働につ

いて絵コンテを活用した対策を述べる．ビデオ教材

制作における設計図が絵コンテである．いわゆる授

業計画書では VCS が動きにくいため，彼らの使い慣

れた絵コンテの体裁をとるが，映像業界の絵コンテ

と異なり教材設計要素を盛り込み，担当教員との打

合わせ資料としても利用できるようにした．ただし，

量が多く，多忙な教員にとってすべてを読むことは

負担が大きい．そのため，この問題にも対応するよ

う，前任者の絵コンテに以下の改善を加えた． 

 

▶  収録・編集における指示の明確化 

▶  共通認識部の情報省略（イメージ図等） 

▶  各担当確認箇所の明確化（打合わせ箇所含む） 

 

 IDer, VCS の協働において重要な点は，用語の共通

認識を得た上で，誰が何をおこなうのかを徹底する

ことである．各担当者が確認すべき箇所を明確に示

し，「私は何処を見て，何をすればよいのか」が一目

でわかるということである．当たり前のようだが，

特に VCS の職人気質が強いほど見落とされやすく

なる．また，イメージ図・アイコン等を使用し，共

通認識部分の情報量を極力減らすことも重要である． 

改善した絵コンテを使用したところ，VCS からの

質問・問い合わせが減った．特に，収録スタイルの

イメージ図（表 1）は効果が大きい．また現在は IDer

と VCS は同室で作業をおこなっており質問等を直

接伝えることが可能だが，将来的に，また一般的環

境として，IDer, VCS の別室作業を想定すべきである．

これは両者のやり取りを必要最小限にし，作業効率

化を図ることを意味する．一方，担当教員との相談・

確認箇所をアイコン（表 2）で示すことで打合わせ

が効率化された．打合わせの効率化は教材の質向上

に直結する．ポイントを明確にし，限られた時間内

に集中的な相談が可能になるからである．また，教

員が後に作業箇所を確認しやすいという利点がある． 

このような視覚的改善により，視覚的感性の強い

VCS との意思疎通を良好にし，同時に教員との打合

わせが効率化され，結果的にチームとしての教材制

作がおこないやすくなる効果が得られた． 

 

表 1 収録スタイルのイメージ図 

 
 

表 2 絵コンテで使用するアイコン 

 
 

6. あらたな課題と今後の展開 
ビデオ教材による講義映像の場合，毎回同様の見

せ方になることが多く，次第に VCS が絵コンテを見

ずに編集する傾向が見られた．その結果として，テ

ロップやアニメーション等の設定ミスが多発した．

これに対応するため，現在，絵コンテにチェック機

能を持たせた方法を試行している． 

さらに，MOOC 開講により得られたデータを教材

改善に活用する．すなわち，MOOC を活用した新た

な教材改善方法によって教材を改善し，2016 年度か

らの連携事業においてより質の高い教材を提供する． 
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あらまし：各国においてグローバル社会を主体的に生き抜くための資質・能力が提唱され，それらに基づ

いた教育改革が推進されている．そのなかでは，目的や課題に応じて ICT を主体的に活用しながら他者

と協調的に問題解決を進める能力やスキルが不可欠とされている．そこで本稿では，高等学校を対象にし

て，ICT，特にモバイル端末を主体的に活用したプロジェクト型学習の学習デザインを検討し提案する． 

キーワード：プロジェクト型学習，協働的問題解決力，アクティブラーニング，モバイル端末の学習利用 

 

 

1. はじめに 
ネットワーク技術の進展は，特に情報の流通によるグ

ローバル化に加速度を与え，知識基盤社会のさらなる発

展を導き，我々の生活や仕事に大きな変化を生じさせて

いる．このようなネットワーク技術を含むテクノロジー

の進展は，モノづくりや組織・社会・システムの仕組み

に対して新たな付加価値や考え方を生み出し，今後，我々

の生活や仕事に対してこれまで考えられたこともないよ

うな変化をもたらす可能性があるとも指摘されている(1)．

各国あるいは教育的組織では，このような社会を生き抜

いていくために求められる資質・能力や人材育成の新た

な見方や観点が検討され，OECD DeSeCo プロジェクトの

「キーコンピテンシー」，国際団体ATC21sの「21世紀型

スキル」，国立教育政策研究所の「21世紀型能力」などと

して提言され、それらに基づいた教育改革が推進されよ

うとしている(1, 2, 3)．これらの提言において位置づけられて

いる資質・能力は， 

 言語や数、情報を扱う基礎的なリテラシー 

 高次認知スキル（思考力や学び方の学びが中心） 

 社会スキル（社会・他者との関係やそこでの自律） 

のカテゴリに含めることができる(3)．そしてこれらの提唱

された資質・能力をより具体的な力，その力を身につけ

るための学習内容や学習方法，そして評価を含めた学習

環境デザインが必要となる． 

テクノロジーの進展やグローバル化など社会の変化は，

社会の繁栄とともに，解決が難しい複合的な問題や想定

外の事象の出現，社会の変革に伴う雇用形態の問題（終

身雇用の考え方の変化，学び続ける力の必要性等），モノ

や考え方のライフサイクルの速さや多様な付加価値を考

え出す創造性の問題、異質の集団のなかで関係性を構築

できる力など様々な新しい問題や課題をもたらす．これ

らの課題を解決するためのキーワードは，批判的思考力，

問題解決力，判断力（意思決定力），創造性，多様性を受

容する態度，協働（コラボレーション）とチームワーク，

学習力等である．特に，知識や規則を手続き的に適用し

て解決できる問題ではなく，複合的な問題を不完全にせ

よ解決策を導出しさらに良い解を他者とともに多面的に

検討できる協働的問題解決力は，上述した能力や態度を

包含する能力として求められる．この協働的問題解決力

を育てるためには，問題解決経験の繰り返しと解決スキ

ルの弁別，協働の必要性を実感する経験の繰り返しと協

働スキルの弁別の学習場を仕組むことが重要である。 

さらに，協働的問題解決では，ICT が情報・知識消費

や課題解決のツールだけでなく，情報交換・共有，知識

交換・共有，情報・知識創造，コミュニケーション・コ

ラボレーションのツールとしてその必要感を実感するこ

とができる．しかしながら，現在の日本では，ICT，特に

モバイル端末は保護者も含めてゲームや情報・知識消費

の機能と認識され，教育や学習に対してむしろマイナス

イメージの強いツールとなっているのが現状である．教

育再生実行会議の第 7 次提言(1)では，「情報」はリテラシ

ーレベルからコンピテンシーレベルとして身に付けるこ

とを目標に捉えられていると読みとることもできる． 

そこで本研究では，モバイル端末を学習に活用できる

可能性がある高等学校を対象にして，ICT，特にモバイル

端末を主体的に活用したプロジェクト型学習の学習デザ

インを検討し，授業実践を通して，協働的問題解決にお

けるモバイル端末の利用可能性及び教育効果について評

価することを目指す．本稿では，高等学校を対象とした

プロジェクト型学習におけるデザインについて検討する． 
 

2. モバイル端末を活用した学習環境の検討 
日本教育情報化振興会（JAPET&CEC）の「モバイル端

末を活用した学習環境検討委員会（委員長：加藤直樹）」

では，ICT のなかでも特にスマートフォンを中心とする

モバイル端末に焦点をあて，モバイル端末を活用した主
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体的かつ持続的に活用されうる 21世紀の学びの姿（学習

環境）について，3年間の研究期間（平成26年度～28年

度）で探究してきている(4)．平成 26 年度には，以下の 3

項目について検討を進めてきた． 

① 高校生及び大学生のモバイル端末の生活と学習場面

における利用実態と学びとしての意識をサンプル調

査により明らかにした． 

② モバイル端末を利用する 21 世紀の学びの姿を調査結

果及び参考文献により整理した． 

③ 高校生及び大学生の学びの意識賀、カリキュラムやプ

ログラム実践により変容可能かをヒアリング調査や

実践を実施して検証した． 

これらをうけて，平成27年度は，文献(5)を羅針盤とし

て，モバイル端末を活用したプロジェクト型学習の学習

デザインの在り方について，特に次の研究仮説を定め検

証を進めている(4)． 

(1) 新しい学びのパートナーシップ 

実証授業を担当して頂く教師（学校）と新しい学び

に対する意義を共有し，パートナーシップを形成す

る仕組みをつくる． 

(2) 深い学びの課題設定 

生徒が既存の知識を発見，習得し，そして新しい知

識を創造し，現実世界の中でそれを用いることを通

して，深い学びの過程を実践していく課題の設定を

通してその条件を抽出する． 

(3) デジタル・ツールとリソース 

協働で知識共有や知識創造が可能でデジタル・ノー

トブックの機能，および記録されている学習プロセ

スを省察できる機能を含めたデジタル・ツールを用

いた学習のデザイン要件を明らかにする． 

(4) 新しい学びの過程のストーリービデオ 

学習プロセスにおける学習メモ，写真・動画，知識

構造などの成果物などを活用した学びの過程のスト

ーリービデオ作成の意義を明らかにする． 

 

3. 高校におけるプロジェクト型学習デザイン 
本研究では，高校授業そして授業を受講している高校

生を対象にして，プロジェクト型学習を実践する．プロ

ジェクト型学習の流れと学習活動を図１に示す．クラス

を 4 名程度のグループに分け，プロジェクト課題が設定

された後の学習活動には，高校教員が対面で，さらに学

習支援者（大学生）がネットワーク上から学習支援を行

う．また，学習目標（学習のねらい）を以下に示す． 

【学習目標（学習のねらい）】 

 グループによるプロジェクト学習を通して，課題

設定や解決における協働の方法や態度，人や社会

文化的な道具・ICT ツールを活用して課題を解決

する力，主体的に学習しようとする態度を身につ

ける． 

 協働的に課題設定や課題解決を行う経験を通し

て，多様性を受容する態度，他者とコミュニケー

ションする力，協働的活動が効果的な場面・条件

を身につける． 

 課題の設定, その課題の解決, 解および解決プロ

セスの省察を通して，解決課題や解決方法を明確

にすることの良さ, 解決スキルの選択方法の弁別, 

解決失敗の原因発見，省察が次の課題設定や課題

解決に寄与する良さを身につける． 

 学習プロセスにおいてICTを活用することを通し

て，情報・知識消費, 課題解決, 情報交換・共有，

知識交換・共有，情報・知識創造，コミュニケー

ション・コラボレーション，ポートフォリオ作成

において ICTを効果的に活用する場面・条件を身

に付ける． 

 

4. おわりに 
本稿では，高等学校（高校生及び教員）を対象とした

プロジェクト型学習における学習デザインの要件につい

て検討した．今後，モバイル端末を活用した新しい学び

に対する意義を高校教員と共有しながら，具体的な学習

デザイン（各授業時間の内容，学習方法，教員や学習支

援者のフィードバックと形成的な評価サイクル等）を作

成し，9月からの授業実践の準備を行っていく． 

なお，本研究は JAPET&CEC「モバイル端末を活用し

た学習環境検討委員会」のタスクの一つとして実施され

ている． 
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る教育課程編成の基本原理”, 国立教育政策研究所 (2013).  
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藤直樹）:“モバイル端末を活用した学習環境－新しい学び

に活躍する ICT－”, 平成 26 年度「教育の情報化」推進フ
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(5) M.フーラン, M.ラングワーシー（編著）, 小柳和喜雄（訳）:
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図１ プロジェクト型学習の流れと学習活動 
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情報活用を促進させるための各種課題についての検討 
 

The study on the various issues for promoting the information utilization 
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Yoshihiro MORI 

金沢大学総合メディア基盤センター 
Information Media Center, Kanazawa University 

Email: mori4416@staff.kanazawa-u.ac.jp 
 

あらまし：情報活用能力を身につけさせるために，どのような課題を課すべきか．過去の PBL 型の情報

関連授業での実践結果の報告を踏まえて検討する． 
キーワード：情報活用，ＰＢＬ，アンケート比較 

 
 
1. はじめに 
近年，学士力や社会人基礎力という形で，コミュ

ニケーションスキルやチームで働く力，課題発見力

や問題解決力等が学生に求められている (1)．これを

受けて，大学では，所謂「主体的な学び」について

アクティブラーニング等を活用する形で実践が行わ

れている．情報活用は，これらをスムースに進めて

いくためにも必要な能力の 1 つといえる． 
本稿では，情報活用を促進させる各種課題につい

て，森が金沢大学の共通教育（所謂，教養教育）等

で実施している PBL （ Project ／ Problem Based 
Learning）型授業「情報発信リテラシーⅠ，Ⅱ」「情

報技術活用演習」「動画配信サービスを用いた情報発

信演習」「プレゼンテーション演習」「情報機器の操

作」の結果を踏まえて報告する． 
 

2. 学生の情報活用の現状 
ここ数年，大学に入学してくる学生は，教科「情

報」の授業を受けており（図 1 左），また情報モラル

についても学んできている（図 1 右）．その結果とし

て，単に使うだけであれば，文章作成，表計算，プ

レゼンテーション等の各種ソフトウェアを，ほぼ全

員が使用することはできる． 
これらのパソコンリテラシについてアンケートを

用いた自己評価とテストを用いた客観評価を比較す

ると，相関係数にして r=0.15 程度の低い正の相関し

か見られないという結果が得られている (2)．これか

ら学生自身ができると考えていても，実際にできる

かどうかは別問題であるといえるだろう． 

また，学生にパソコンを使って何をしているかと

聞いてみると，図 2 のようにレポート作成等ととも

に様々な情報検索も行っていることが分かる．この

ことから，学生はパソコン等の情報端末を扱ってい

ることがわかる． 
 

3. 情報活用を促すための課題 
前節を踏まえると，問題は，パソコンリテラシや

情報活用という言葉をどのように定義するかではな

いか．単に，パソコン上でソフトウェアの操作がで

きるというだけなら，学生は大体できているともい

えるのだ． 
そこで，ここでは情報活用を「問題解決のために

必要な情報に関する活動を主体的に行えること」と

位置づけ，そのための能

力を身につけさせる課題

の実践を報告する． 
問題解決のための…と

いう枕詞をつけたことか

らわかるとおり，課題の

基本的な有り様は，ICT
の活用方法そのものを学

ぶのではなく，ICT を活

用した結果として課題が

完成したとものとする． 
 

図 1 情報の授業を何時受けたか（左），情報モラルを何時学習したか（右） 

図 2 パソコンを使って何をしているか 
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3.1 プロジェクト・課題の具体例 
授業では，表 1 のように情報を活用して目標を達

成するプロジェクトを課している． 
表 1 授業とプロジェクト一覧 

授業 プロジェクト 
情報発信リテラシ

ーⅠ，Ⅱ 
情報発信サイトの作成とコミュニティ

の構築 
情報技術活用演習 電子教科書等の教材作成 
動画配信サービス

を用いた情報発信

演習 

動画配信番組の作成 

プレゼンテーショ

ン演習 
発表会の企画及び実施 

情報機器の操作 アンケート調査の実施 
 
これらのプロジェクトを実施するに当たって，学

生には，具体的な成果物を伴う形で課題を課してい

る．レポート課題としては，企画書作成，リーダー

シップとフォロワーシップのとりまとめ，企画書を

踏まえた実施計画書作成，各回授業における作業報

告書作成，プロジェクト報告，報告書作成である．

レポートでは，課題作成のファイルの種類や書式を

自由としているが，電子ファイルでの提出を義務づ

けている．手書きであっても電子ファイル化できる

のであれば認めている．内容については，インター

ネット等を使用した調査も自由に行って良いとして

いる．その上で，企画では具体的な数値目標，報告

書では目標を達成したことの証明等を求めている． 
なお，レポートの評価は，学生同士の相互評価を

中心としている． 
 

3.2 授業進行 
授業自体は，グループディスカッション中心に進

められていく．教室には，金沢大学総合メディア基

盤センター内に作られたアクティブラーニング等に

使用することを目的とした多目的教室 (3)を使用して

いる．授業内においては，情報活用の範囲を，電子

機器だけでなく，ホワイトボードや付箋紙といった

ものにまで広げ使用させている．またディスカッシ

ョンが惰性的にならないように，リーダーやフォロ

ワーが参加できない状況を突発的に作り出すなどし

ている． 
 

4. まとめ 
情報活用が前提となる形で様々なプロジェクトや

課題を出している．これは情報活用能力というもの

が，それ単体で意味のあるものではなく，様々な作

業や業務，活動の中で必要とされるものと考えるか

らだ．授業では，情報を活用しなくては解決できな

い場を準備し，その解決に向けた作業を提示してい

る．これによって，様々な情報を活用した行動を生

んでいくことを目指している． 
しかし，これが必ずしも上手くいっていると言え

ない．これらの情報活用だけでは，学生が，自身の

知識や実体験の範囲内で活用をすることになってし

まい，より高度な活用方法を見いだし得ない．そこ

で教員は，課題自体が既存の知識のみでは解決でき

ないようなものを用意する等の工夫が求められてい

く．さらに所謂ファシリテーターとしての側面から，

プロジェクトや課題の実施において，適切な介入も

必要である． 
また，これらのプロジェクトにおける最大の失敗

は「良い経験ができた」で留まることにつきるだろ

う．プロジェクト自体は，内発的な動機の維持等を

目的として，エンターテインメント性を持たせてい

るものが多い．そのために「これまでにない経験が

できて良かった」という感想を持つ学生が出てきて

しまう．これは一見成果が上がったように見えるが，

経験したという時点で学生が満足してしまっている

とも言える．重要なのは，経験したことで具体的に

何を得られたかで有り，それを言語化することがで

きるようになることである．この感想がでてしまう

と，学生にそこまでの成長を促すことができなかっ

たことになってしまう．現在は，この経験という言

葉を乗り越えるための方法論を検討している． 
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看護師長の役割課題に焦点を当てた看護情報活用力向上のための教育方法 
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あらまし：医療の情報化に伴い，看護職の看護情報活用力の向上に資する教育方法の検討が必要となって

いる．そこで本研究では看護師長の現場の役割課題に着目して，課題解決への行動変容を目的とした 2

回構成のワークショップを開催した．初回は「各自が日々扱っている看護情報の種類とその活用の具体的

行動」をテーマに各自の課題を明らかにした．2 回目は，明らかになった自己課題に対して「課題解決の

達成状況(行動変容とその内容)」について確認と意見交換を行った．その結果，受講者の看護情報活用力

向上への意識と行動変容に効果があったので報告する． 

キーワード：看護師長，役割課題，看護情報活用力向上，ワークショップ 

  

1. はじめに 
医療現場の IT 化が進み，電子カルテの導入施設は

増加し，ベッドサイドにおける各種モニター，機器

類も進化していることから，それらを日々取り扱う

医療スタッフの情報リテラシーを向上させなければ

ない状況となった．特に，一組織単位を管理する看

護師長にとっては喫緊の課題といえる．看護師長は

日々，患者や家族，スタッフに関する情報のみなら

ず，多種多様のリアルタイムで集積されたデータを

取り扱っており，タイムリーにその中から必要な情

報を分析し，看護実践に活かすための情報活用能力

を強化していく必要がある．しかし，看護師長の多

くが情報教育を受けていない世代であり，ICT 機器

への苦手意識や適切な情報収集手段の把握不足があ

ること(1)が既に明らかとなっている． 

一方，ハイパフォーマー看護師長(以下，ハイパフ

ォ－マー)の ICT スキルは高く，主体的に情報活用に

取り組んでいるという報告(2)もある．しかし，ハイ

パフォーマーも看護管理の視点から必要な情報とは

何か，情報から何を読み取ればよいのかなどを模索

していた．また，学習ニーズは非常に高いにもかか

わらず，施設内における学習環境や看護管理者の教

育システムが十分といえないなど，今後の教育的課

題が明らかになった．さらに，一般の看護師長の看

護情報活用能力の実態調査(3)，(4)でも，ハイパフォー

マーの教育的課題と同様の結果を得た． 

そこで本研究では，看護師長を対象に，現場の役割

課題に着目して看護情報活用力向上への行動変容を

目的としたワークショップを 2 回開催し，その効果

を明らかにすることとした． 

 

2. 方法 
Ｉ病院の看護師長 9 名を対象に平成 26 年 11 月～

12 月に，2 回のワークショップを実施した．ワーク

ショップは，2 グループに分けて討議を行い，その

内容を付箋に書きこみ，それを模造紙に貼り付け，

現場の課題や情報活用能力について分類する作業を

行った． 

1 回目は，「各自が日々扱っている看護情報の種類

とその活用の具体的行動」ついて行い，各自の課題

を明らかにした．2 回目は，「自己の課題達成状況(行

動変容とその内容)」について行った． 

本研究では，この 2 回のワークショップで討議さ

れた内容及びワークショップ終了後の感想を質的に

分析した． 

倫理的配慮については，研究協力施設及び森ノ宮

医療大学倫理委員会の承認を得た上で，協力者に研

究の主旨，参加への任意性，匿名性,個人情報の守秘

性，結果の公表等について文書及び口頭で説明し同

意を得た． 

 

3. 結果 
3.1 第 1回ワークショップ 

1 回目のワークショップの結果を表 1 に示す．看

護師長の年齢 40－59 歳，看護師長経験年数 1 年－14

年であった．ほとんどの看護師長は積極的に具体的

行動を起こしていたが，看護必要度が反映されない

小児科や産科の師長は，“忙しさ”をどのようにデー

タとして示せば良いのか，その分析や発信の方法に

ついて模索しており，次回に向けた各自の課題を設

定していた． 

3.2  第 2回ワークショップ 

2 回目のワークショップの結果(表 2)，「自己の課

題について実際に行動できたか」については，看護

師長全員が意識的に行動を起こしていた．看護実践

が看護必要度に反映できない小児科の看護師長は，
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過去の入院時のデータ収集と分析を行い，インシデ

ントやヒヤリハット報告も積極的に行うようスタッ

フに促し部署全体で情報共有を行っていた． 

 

 

4. 考察 
ワークショップとは，「多様な人たちが主体的に参

加し、チームの相互作用を通じて新しい創造と学習

を生み出す場(5)」のことである． 

ワークショップに参加した看護師長たちからは，

「日常の会議と異なった方法はとても新鮮で交流の

場があるのはとても良い，普段，他部署の師長とは

会議や連携，協力，依頼以外関わらないが，自身の

管理の考え方の参考になり情報共有ができた．各自

が課題を明らかにした上で実際に行動を起こすこと

ができ，今後の取り組みへの意欲の向上に繋がった」

など，ポジティブな思いが述べられていた． 

このことから，看護師長たちの業務プロセス改善

や現場の問題解決活動など，その役割課題に着目し

た今回のワークショップは，メンバーに当事者意識

を常に持たせ，それぞれの体験を共有させ，主体的

な参加と協議へとつながっていったと考えられる．

その結果，一人では得られないような気付きや，普

段思いつかないような対策が生み出された．さらに

成果の報告を行う 2 回目のワークショップを設定し

たことにより，1 回目で考えた対策は次回開催まで

の個々の目標設定となり，行動変容へとつながって

いったと考える． 

 

5. まとめ 
看護師長の役割課題に着目して開催した 2 回のワ

ークショップは，看護師長の情報活用力向上への意

識づけと行動変容に効果があったといえる．今後は

情報活用における現場の課題を他施設で共有できる

ような e ラーニングの環境を検討していきたい． 
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表 1 第 1 回ワークショップの結果 

各自が日々扱っている看護情報の種類 活用の具体的行動 

患者情報 入院時患者情報， 

データベースの内容確認 

HCUの利用率 

退院調整 

在宅復帰率 

その日のうちに申し送り時や全体ミーティングでスタッフへのフ

ィードバック，必要な情報の記入の確認 

地域連携室，MSW スタッヘ伝達，在宅方向で家人に協力を得る 

スタッフへの伝達･患者の病床移動，運営会議，朝の師長会での 

呼びかけ，スタッフの理解を深めるために勉強会の開催 

看護情報 看護必要度の記入漏れの確認 スタッフの理解を深めるための勉強会の実施 

表 2 第 2 回ワークショップの結果 

課題 達成 未達成 

病床管理 入院日数を治療と療養対象者を選定 

退院支援の声がけを実施 

退院支援への意識がスタッフ個々に十分 

浸透していない現状 

医療安全 

褥創発生率 

インシデント報告，ヒヤリハットを含め，徹底的

に報告させた．リンクナースを中心にしたカンフ

ァレンスを行い，病棟間(内)で共有 

看護の質にかかわるため，この数値を把握し 

スタッフにフィードバック 

HCU利用率 日々の HCU の利用率を病床管理担当者と関係部

署の課長へ報告 

HCU への入室該当者基準を，わかりやすく表示 

(救急外来と医局） 

スタッフの利用率や入室基準の理解への浸透が

不足 

 

労働情報 小児科の入院を調べ(過去 1年)，分析し結果を 

医師や看護部長に提示(人員配置) 

有給取得率を算出し，適正評価確認， 

フィードバック，視覚化，残業時間の内容確認 
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あらまし：Web調べ学習では，学習者が学習課題に関する知識を構築し，部分課題へと展開することで，
学習課題に関する理解を深めていく．また，学習課題について批判的な見方ができれば，学んだ知識を一

層深めることができると考えられる．しかしながら，こうした見方での学習は自発的に起こりにくい．本

稿では，学習者による批判的な見方を促すための手法の提案と，それを実現するためのマイクロ Web と
支援システムについて論じる． 
キーワード：Web調べ学習，マイクロWeb，LOD，カウンターリソース，iPad 

 
 
1.   はじめに  

Webリソースを用いた調べ学習では，Googleのよ
うな検索エンジンを用いて学習課題に関する内容を
学び，知識を構築していく．このようなWeb調べ学
習では，学習者自身が Web リソースの探索を行い，
学ぶべきWebページ等を見出すことになる．そのた
め，学習者によって学ばれる知識の個別性は高くな
る特徴があり，高い学習効果が期待される． 
一方，Web上のリソースでは，テキスト教材とは

異なり，学習すべき項目や学習順序を表す目次のよ
うな情報が提供されていない．そのため，学習者は
学習課題に関する学びと並行して，学習課題を解決
する過程で学ぶべき項目を自ら見出し，新たな学習
課題として展開していく必要がある．こうした学習
課題の展開を通して，学習者は学習のシナリオを自
ら作成することになる．筆者らは，学習者による学
習シナリオ作成を支援するために，Web調べ学習モ
デルの提案とそのモデルに基づいた支援システムの
開発を行ってきた（1）．また，学習課題から展開すべ
き部分課題の示唆を目的とした属性提示手法により，
学習者による学習課題の展開を支援してきた（2）．さ
らに，このような属性を課題展開だけではなく，学
んだ内容に対して批判的な見方ができるようにする
ことに活用できれば，学んだ内容をより深めること
につながると考えられる． 
しかしながら，Web調べ学習では批判的な見方に

よる学びは自発的に起こりにくい．特に，どのよう
にして学習内容を批判的に見るべきかを判断するこ
とは学習者にとって容易ではない． 
そこで，本稿では批判的な見方による調べ学習に

有用となる属性提示を検討し，ある学習課題につい
て批判的に学習するためのカウンターリソースの推
薦について述べる．また，カウンターリソースの推
薦を可能とするために，仮想的なWeb空間であるマ
イクロ Web の考えを取り入れ，Linked Open Data
（LOD）を活用することにより学習課題の構造を自
動生成する手法について検討する．さらに，その手
法を基盤としたカウンターリソース推薦システムに
ついて述べる． 

2.   Web調べ学習モデル  
本研究では，Web調べ学習の遂行をWebリソース

探索フェイズ，Navigational Learningフェイズ，学習
シナリオ作成フェイズの 3フェイズからなるサイク
ルをWeb調べ学習モデルとして定義している． 
まず，Webリソース探索フェイズでは，学習課題

を表すキーワードを用いて Web リソースを探索し，
学習用のリソース群を収集する．次に Navigational 
Learning フェイズでは，収集した学習リソース内の
Webページをナビゲーションしながら，学習課題に
関する知識の構築を行う．そして，学習シナリオ作
成フェイズでは構築した知識構造を振り返り，学習
課題を学ぶために重要と考えられるキーワード（課
題キーワードと呼ぶ）を部分課題として展開し，新
たな学習課題として設定する． 
上記の 3フェイズを，課題展開がなされなくなる

まで繰り返すことで，最終的に課題キーワードの木
構造が学習シナリオとして作成される．このシナリ
オ作成は，学習課題を定義するプロセスとみなすこ
とができ，調べ学習で最も重要なものである． 
 
3.   マイクロWebにおける  

カウンターリソース提示手法  
本章では，マイクロWebと，批判的な見方による

学習を促進するためのカウンターリソース推薦につ
いて述べる． 
3.1   マイクロWebの設計  
マイクロWebとは，計算機上に作られた小世界で

あるマイクロワールド（3）をWebに適用したもので，
現実の Web 空間の特徴を継承した仮想的な Web 空
間のことである．そのため，マイクロWebは学習課
題を解決する上で直接必要となるリソースだけでは
なく，学習者による批判的な見方を含め，学習課題
に対して多様な見方を与えるリソース，そして，信
憑性を欠くリソースも含み得る空間として設計され
る．通常の Web 空間では，このような Web リソー
スを膨大に含むため，学習者は学習課題の達成に必
要な学習リソースを十分に見出すことができずに調
べ学習を終えてしまう場合が考えられる．一方，マ
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イクロWebでは，学習課題の解決に必要と考えられ
るリソースをあらかじめ限定することができるため，
学習者は主体的に学習課題達成に必要な知識を構築
することができると期待される． 
以上のようなマイクロ Web を設計するためのア

プローチとして，本研究ではWikipediaの LODに着
目し，学習シナリオを自動作成する手法について検
討している． 
3.2   LODによる学習シナリオ自動作成  
マイクロWebの設計では，学習課題に関する課題

構造（学習シナリオ）をあらかじめ作成し，課題や
部分課題の解決に資する学習リソースを収集してお
く必要がある．そのためには，どのように学習課題
構造を規定するかが最も重要な問題となる．そこで，
Wikipedia の情報を LOD として公開している
DBpedia から，任意の学習課題の構造を抽出して学
習シナリオを自動作成する手法を検討している．学
習シナリオを抽出できれば，それを学習課題に対す
る調べ学習シナリオの正解構造とみなし，学習者が
作成した学習シナリオとの比較を行うことで，Web
調べ学習プロセスを評価することが可能となる．ま
た，学習課題に対する批判的な見方ができていない
学習者に対してカウンターリソースを推薦すること
も可能となる． 
3.3   カウンターリソース提示方法  
ある学習課題での学習に対して批判的な見方を与

えることは，その課題をより深く理解する上で有用
である．例えば，学習課題「地球温暖化」の影響と
して「オゾン層破壊」を学び，オゾン層破壊を防ぐ
重要性を理解した際に，その理解に対する批判的な
見方を与える課題として「地球温暖化」の原因であ
る「フロンガス」を学ぶことで，日常生活での冷蔵
庫やエアコン等の利用を差し控えればフロンガス排
出を抑え，オゾン層破壊を防ぐ手立てとなるものの，
こうした機器からの恩恵を失うことは許容しがたく，
フロンガスを減らすことは容易でないことを同時に
学ぶことが期待される．これは，学習課題「地球温
暖化」に対して，部分課題「オゾン層破壊」で学ん
だことと「フロンガス」で学んだことが相反した関
係となっていることを意味しており，「オゾン層破壊」
に対して「フロンガス」が批判的見方を与えている
と考えることができる．こうした関係にある部分課
題を学ぶことで，上位の課題である「地球温暖化」
に対する理解がより深まると考えられる．  
以上のような部分課題間で批判的な見方を与える

ような Web リソースがカウンターリソースとなる
が，本研究ではカウンターリソースを学習者に推薦
するために，学習課題とそこから展開される部分課
題の関係を特徴付ける属性に着目した． 
筆者らは，これまでに学習者による課題展開支援

のために属性提示手法を提案してきたが（2），現在ま
でに批判的な見方を与える学習課題−部分課題間の
関係属性として「原因」と「影響」を見い出してい
る．つまり，学習課題と「原因」・「影響」の関係に
ある部分課題間は批判的な見方での学習が可能であ
ることを利用して，学習者に課題展開を促すと同時
に，それらの部分課題の解決に必要なリソースをカ
ウンターリソースとして推薦する． 

4.   支援システム  
本研究では，これまでに開発してきたWeb調べ学

習支援システム interactive Learning Scenario Builder
（iLSB）を基盤に，批判的な見方による学習を支援
する機能を実現している．図 1 に iLSB のユーザイ
ンタフェイスを示す． 
本システムでは，学習課題とその部分課題の間に

付与された属性の状態を検知して，批判的な見方が
可能な部分課題への展開が可能である場合に，部分
課題への展開を促す機能を実装している．また，こ
の機能をベースにすることで，批判的な見方を与え
るカウンターリソース群を推薦することも可能とな
る． 

 
図 1 学習シナリオ作成支援システム iLSB 

 
5.   まとめ  
本稿では，マイクロWebとカウンターリソースの

推薦手法を提案した．今後の課題として，提案手法
を iLSB に実装し，その有用性を評価することが挙
げられる．また，批判的な見方を与える新たな属性
を検討するとともに，批判的な見方が行える学習課
題の事例を数え上げることを考えている． 
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マップリーディングにおける眼球運動 
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あらまし：地図上での方向判断は，絶対座標と相対座標の対応関係を考える必要のある空間認知能力を必

要とする活動である．これまで筆者らは，地図上での方向判断において，回答よりも視線が先行する先読

みの回数が，所要時間と関連があることを明らかにしてきた．本稿では，先読みがどの向きにおける方向

判断時に生じやすいのかについて分析した．その結果，先読みの出現率が低く判断が困難であると考えら

れる向きは，全体として下に向かう地図における部分的な上向きの判断や，右向き，左向きから下方向へ

と向かう判断であることが明らかになった． 
 
キーワード：地図，眼球運動，先読み 

 
 
1. はじめに 

空間認知能力は，位置や方向などの空間的関係に

基づいて，行動・判断する能力と定義づけられるが，

この能力の育成は，算数・数学教育における図形領

域に大きく関連するものである．例えば，図形の向

きや他の図形との正確な位置関係は，平面や空間に

座標軸を設定し，座標上での位置やその移動の仕組

みを理解する必要がある．また，地図上での方向判

断（地図を読む：マップリーディング）は，絶対座

標（東西南北）と相対座標（前後左右）の対応関係

を数学的に考える必要のある内容と言える． 
とりわけ，マップリーディングは，現実場面で活

用することも多く，初めての土地に行って地図を見

た際に，方向判断が適切にできない問題（方向音痴）

は，しばしば人間の認知の問題としても取り上げら

れてきた．成人になっても苦手意識を持つ人が少な

くない活動である． 
筆者らはこれまで，地図上での進行経路における

方向判断を求めるマップリーディング課題を設定し，

課題遂行過程における眼球運動計測実験を実施して

きた．分析の結果，方向判断に要する時間の短さに

は，「先読み」回数の多さが関連していることを明ら

かにした(1，2)．先読みとは，ある地点の方向を口答

している時点で，既に次の地点に視線を移動してい

ることを指す．人間が何かを読む際には，視線の先

読みが生じる場合が少なくない．例えば，楽器演奏

時に，演奏している箇所よりも楽譜上の視線が先行

していたり，音読時に，声に出している箇所よりも

表記文章上の視線が先行していたりする．先読みは，

技能・理解の深化や，行動の流暢性を獲得している

かどうかの指標となることから，学習者の空間認知

能力の測定や，育成能力の評価方法としての可能性

を持つものである． 

そこで，本稿では，これまで実施してきた実験を

もとに先読みのより精緻な分析をすべく，判断方向

別における先読みの出現率を算出し，その特徴から

方向判断の難しさを検討することを目的とする． 
 
2. 方法 
2.1 実験概要 

眼球運動計測実験の概要は以下のとおりである． 
実験期間：2013 年 6 月から 2014 年 8 月 
実験場所：佛教大学，京都教育大学内実験室 
被験者：大学生 20 名（男性 13 名，女性 7 名；21.2

±1.4 歳） 
計測方法：眼球運動計測装置（EMR-9：ナックイメ

ージテクノロジー製）を用いた．視野映像上に注

視点（実際に見ている点）が表示された動画が音

声とあわせて記録される． 
分析データ：先読み回数を分析対象とした．先読み

とは，ある地点の方向を口答している時点で，既

に次の地点に視線を移動していることとした． 

2.2 実験課題 

図 1 のような経路が示された地図（A3 サイズ）を

見て，アルファベットが付された各曲がり角で右・

左どちらに曲がるかを答える課題である．アルファ

ベット（経路）順に「A 左，B 右，C 左…」と口頭

で回答することとした． 
課題は，1試行 2問として，3試行 6問を実施した．

1 試行の 2 問は同じ地図を用い，180 度回転させるこ

とで，下から上に向かう「上向き問題」（図 1 左図），

上から下に向かう「下向き問題」（図 1 右図）を設定

した．各試行とも，「上向き問題」「下向き問題」の

順とした． 
上向き問題と下向き問題の 2 種類を設定したのは，
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整列効果の生じやすさによる違いを検討するためで

ある．整列効果とは，自身の向きと地図内での進行

の向きを一致させなかった際，方向判断に時間を要

したり，誤りを起こしたりする現象を指す．本課題

の場合，上向き問題は，被験者の向きと進行方向が

総じて一致しているため，整列効果が生じにくく，

下向き問題はその逆となるため，整列効果が生じや

すくなる． 
なお，試行間で難易度の差が生じないよう，課題

は 3 試行とも，矢印の数，右折・左折の数，矢印の

合計距離を統一した． 
 

     
図 1 （左）上向き問題   （右）下向き問題 
  
3. 結果と考察 

被験者 20 名の正答率は 99.1%±1.2 であったこと

から，被験者は正しく課題を理解して遂行したと判

断した． 
被験者 20 名中 14 名に先読みが見られた．本稿で

は先読みを考察するため，この 14 名のデータについ

て分析を行う．表 1 は，先読みの出現率を示したも

のである．算出手順は次の通りである． 
①：各問題中の A から Y までの矢印について，矢印

の向き別（上(↑)・下(↓)・右(→)・左(←)）に，

その矢印の先端で右折・左折のいずれであるかを

8 分類し，分類別の個数を出す． 
 （Z は最終地点で先読みの必要がないため，分析

対象外とした．） 
②：①の 8 分類別に，被験者 14 名分の先読み回数を

数える． 
③：先読みの出現率を求めるため，①の 8 分類それ

ぞれについて，分母を「矢印個数（①）×14 名」，

分子を「14 名の合計先読み回数（②）」として算

出を行う． 
 表 2 は，表 1 の「上向き問題」と「下向き問題」

それぞれの平均を算出したものである． 
まず，上向き問題と下向き問題を比較すると，表

1，2 より，全ての項目において，下向き問題よりも，

上向き問題の方が先読みの出現率が高い．整列効果

の影響が少ない上向き問題の方が，先読みが生じや

すいといえる．また，表 2 より，とりわけ，その差

は「上矢印（↑）」で顕著である．これは，下向き問

題での先読みの出現が抑制されたためと考えられる．

すなわち，「上矢印（↑）」だけに着目すると判断が

最も容易な条件であり，先読みが起こりやすいはず

であるが，地図全体として整列効果の影響を受けや

すい下向き問題の中では，同矢印においても先読み

が起こりにくいと考えられる． 
次に，各矢印における右折と左折を比較すると，

表 1，2 より，右矢印（→）と左矢印（←）における

差が大きい．具体的には，「右矢印（→）・右折（↓）」

と「左矢印（←）・左折（↓）」の先読みの出現率が

低い．表 2 より，その低さは，上向き問題，下向き

問題のどちらにおいても，最も判断が難しいと考え

られる下矢印（↓）の出現率以下である．これは，

「右矢印（→）・右折（↓）」「左矢印（←）・左折（↓）」

のいずれも，下向きの判断を求められ，整列効果の

影響を受けて判断に困難が伴ったためと考えられる．

このことより，下矢印（↓）における判断以上に，

右矢印（→）や左矢印（←）から下方向に向かわな

ければならない判断に難しさがあると推察できる． 

表 1 先読みの出現率 
（二重下線：上位 10 項目，一重下線：下位 11 項目） 

 

表 2 上向き・下向き問題別の先読みの出現率 
（二重下線：問題内での上位 3 項目， 

 一重下線：問題内での下位 3 項目） 

 
 

4. 結語 
マップリーディングにおける眼球運動から，判断

方向別の先読み出現率を分析した結果，次のことが

明らかになった． 
・全体として下に向かう地図の場合，部分的に上向

きの判断があっても，そこでの先読みの出現率は

低く，方向判断が困難である． 
・下向きにおける方向判断のみならず，右向き，左

向きから，下方向へと向かう判断においても先読

みの出現率が低く，曲がる前・後いずれかの段階

で下向きを含む方向判断は困難である． 
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右 左 右 左 右 左 右 左

上向き問題 24% 23% 21% 25% 11% 21% 19% 14% 19.9%

下向き問題 14% 11% 13% 20% 12% 18% 11% 11% 13.7%

上向き問題 34% 41% 32% 21% 29% 36% 39% 21% 31.7%

下向き問題 21% 14% 11% 26% 20% 25% 25% 14% 19.6%

上向き問題 46% 39% 39% 39% 32% 50% 33% 32% 38.8%

下向き問題 21% 29% 18% 23% 19% 36% 21% 24% 23.8%

平均 27.0% 26.1% 22.4% 25.7% 20.3% 31.0% 24.6% 19.6% 24.6%

平均

試行３

左矢印（←）

右折・左折

試行１

試行２

矢印の向き 上矢印（↑） 下矢印（↓） 右矢印（→）

矢印の向き

右折・左折 右 左 右 左 右 左 右 左

上向き問題 34.9% 34.4% 31.0% 28.6% 23.8% 35.7% 30.2% 22.6%

下向き問題 19.0% 17.9% 13.8% 22.7% 16.8% 26.2% 19.0% 16.5%

左矢印（←）上矢印（↑） 下矢印（↓） 右矢印（→）
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議論経験を通じたメタ思考スキル教育の設計意図の多重ビュー表現 
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あらまし：思考をモニタ・コントロールするスキル（メタ思考スキル）を洗練するために議論は有益な学

習経験になる．しかしながら，学習対象のメタ思考スキルに暗黙性が高いこと，議論の最中では議論のた

めの思考に認知資源が費やされ，メタ思考スキルの学習に意識を向ける余裕がないこと，など，議論を通

じたメタ思考スキルの学習を促すことは簡単なことではない．本稿では，メタ思考スキルの明示化と学習

に要する認知資源の適正化のために，メタ思考スキルの学習段階を，議論参加者としての学習とファシリ

テータとしての学習の２段階に分ける教育プログラムの構成と，その設計意図を明確にする多重ビュー表

現について報告する． 

キーワード：教育設計，メタ認知，学習経験，モデリング支援 

 

1. はじめに 
教育設計の合理的な構成を明らかにするために，

設計方法・支援ツールに関する研究成果が積み上げ

られている．しかしながら，そのような研究に共通

の課題は，いかなる方法論・支援ツールによっても，

教育側・学習側の複数の主体が複雑に絡み合う協調

活動を含む学習プロセスの理想化・単純化は避けら

れないことである．そのため，学習の重要な側面を

見落とす危険が，この種の研究に常につきまとう(1)．  

筆者らも，メタ思考スキルの教育プログラムの設

計方法・支援ツールの開発の過程で一貫性のある単

一の設計意図の表現を追求するために，重要な概念

の「見落とし」を少なからず経験している．この問

題を克服するためには，メタ思考スキルの習得にお

いて重要な学習上の概念を丁寧に分析し，オントロ

ジーとして表現すること，そして，教育プログラム

の設計意図を適切に表現するビュー（表現図式）を

構成することが必要である．また，ビューは単一で

はなく，学習概念によって設計意図がよりよく説明

されるように，複数のビューを組み合わせて表現す

るのが適当であろうと考えている． 

本稿では，議論経験を通じたメタ思考スキルの学

習プロセスに焦点をあて，設計意図としてありなが

ら，明示的に表現されることが少ない，重要な学習

上の概念を示し，その概念を活かした設計意図の多

重ビュー表現の概要について報告する． 

2. 議論経験を通じたメタ思考スキル教育 
本稿でのメタ思考は，直面した問題に対して論理

的に思考し，異なる立場を考慮しつつ，他者の思考

との相対的関係を意識したうえで自分の思考を深め

るために自分の思考を客観的にモニタリング，コン

トロールすることを指している． 

議論のような社会的インタラクションがメタ思考

スキルの形成を促すための良い学習経験を提供する

学習環境と考えられている(2)．しかしながら，メタ

思考スキルに暗黙性が高いこと，議論の最中では議

論のための思考に認知資源が費やされ，メタ思考ス

キルの学習に意識を向ける余裕がない，など，議論

を通じたメタ思考スキルの学習を促すことは簡単な

ことではない．以下では，メタ思考スキルの明確化

と認知負荷の適正化のために，メタ思考スキルの学

習段階を議論参加者としての学習とファシリテータ

としての学習の２段階に分ける教育プログラムの構

成を例に，多重ビュー表現について考察を進める． 

3. メタ思考スキルの教育プログラム 
筆者らは看護思考法教育(3)，知識構築思考教育(4)

などの教育プログラムを実践している．これらの教

育プログラムには以下の共通の特徴がある． 

1. 議論を，参加者の思考を統合した一つの思考（集
団思考）と捉え，それを俯瞰し，メタ思考の視点

から言語化して吟味する（明示化）ことを促す． 

2. 議論を通じたメタ思考の経験を２段階に分解し，
前段階での学習経験を，次段階の学習の土台にす

る（認知負荷の適正化）．具体的には，議論参加

者としての学習段階と，議論のファシリテータと

しての学習段階に分解する． 

以下では，学習上の役割を明示するために議論参加

者を単純学習者，ファシリテータを学習支援学習者

と呼ぶ． 
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単純学習者：議論を通じて，議論テーマに関する知

識，議論スキル・経験を中心に学習を進める．学習

支援役から，メタ思考スキルに関する間接的な促し

を受けるが，平均的な学習者にはそれを十分に受け

とめる余裕はない(*a)． 

学習支援役学習者：単純学習者としての経験を土台

にして，メタ的な視点から議論における集団思考を

俯瞰し，単純学習者のメタ思考スキルの学習を促す

ことですることで，メタ思考スキルを学ぶ．多様な

テーマ，複雑・ダイナミックな議論の中で，単純学

習者にどのようにメタ思考スキルの気づきを促すか

に悩む(*b)ことが多い． 

4. 学習経験：一過性の学習対象 
教育設計には構造化と系列化の２つのプロセスが

含まれる．構造化は，学習対象（知識，スキル，メ

タスキル，態度）の学習上の制約・条件を定義する

設計プロセスである．ここでの学習の制約・条件に

は，学習対象間の部分，全体の包括的制約，前提条

件，学習の質を向上するための補助的条件などがあ

る．系列化は，構造化段階で定義した学習対象をど

の教育形態で，どのような段階を踏んで，どのタイ

プの学習活動を通じて学ばせるかを説明するための

教育・学習方略，学習目的，学習活動とそれらの要

素の間の関係を定義する設計プロセスである． 

ここで，初期の構造化では学習対象として認識さ

れないが，系列化によって一過性の学習対象として

認識され，構造化の対象として認識される学習対象

として学習経験という概念を導入する．例えば，上

述の，(*a)受けとめられなかった不満, (*b)どうした

らいいかという悩み，は学習活動の副産物として生

まれる一過性の状態である．これを他の学習対象の

学習に，先行する・質を向上するなどの関係性を持

つ学習対象として構造化の対象化することにする． 

例えば，ファシリテーションは，議論を集団思考

として解釈し，どちらに方向づければよいかという

メタ思考スキルによる意思決定問題であるが，議論

の初心者は，ファシリテーションの経験則ルールの

習得を重要と考えることが多い．主体的にメタ思考

の深化に関心を持つことは稀であり，蓋然性に乏し

い．筆者らは，その稀少性を反転利用し，経験則ル

ールの単純適用を強制的に抑制することで，学生に

不安・不満・混乱を生じさせ，それをメタ思考スキ

ルの認識を促す学習経験としている．このような教

育設計では，構造化と系列化を繰り返す必要があり，

その過程を支援するには，学習経験の設計意図を明

示するための多重ビュー表現が重要な役割を果たす． 

5. 設計意図の多重ビュー表現 
表１は学習経験に関係するビューの概要を示して

いる．多重ビューを設計する狙いは教育設計の意図

を構成要素に分解して，構成要素の特性に適するノ

ーテーションや図の配置をデザインすることである． 

ここで想定している設計プロセスでは，設計者は，

予め何を学ばせるのか（学習対象構造ビュー）とい

う構造化から考え始め，学習対象の構造をどの教育

プランの知識・原則にもとづいて，どのように学ば

せるか（学習フロービュー）という系列化へ進む． 

学習経験を設計する時に，設計者は構造化・系列

化を通じて学習プロセスから動的に生まれる学習経

験を認識し，それが学習対象の構造にどのように新

たな学ぶ機会を生み出すかを考察し，設計の再構造

化・再系列化を行う．このように動的に追加される

学習経験の表現を支えるために，学習経験を動的学

習対象として学習対象構造ビュー上に表現する．設

計者は学習経験が具体的にどのように学習に影響を

与えるかを表現するために，設計の再系列化段階で，

学習目標，学習活動，教育・学習方略に関するビュ

ーで表現した設計要素の関係の定義を通じて表現す

る． 

6. まとめと今後の課題 
本稿では，メタ思考スキル設計に重要な学習経験

を定義した上で，学習経験に関する設計意図の表現

を支援する多重ビューに基づく枠組みの概要を論じ

た．本稿では割愛したが，学習経験の設計意図表現

について設計者が暗黙的に考えた教育設計知識・原

則をオントロジーでの概念整理と体系化を通じて，

メタ思考スキルの学習経験に関する設計意図を表現

している．今後，学習経験のように教育にとって重

要であるが，暗黙的になっている概念を多重ビュー

上に表現する作業を進め，メタ思考教育設計者の設

計プロセスを支援するモデリングツールを開発する． 
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表１ 多重ビューの概要 
設計活動 支援機能

持続的学習対象
知識・スキル・メ
タスキル・態度

一過性学習対象
学習経験

学習目標階層
学習活動
学習経験の生起

学習
フロー
ビュー

ロール
ビュー

学習対象

学習対象間の関係

ロール変化の整合性確認
ロール変化タイミング設定
ロール間での学習経験の
生起関係の設定．

学習
対象
構造
ビュー

学習者の役割と学習
活動の関係

学習経験の学習効果

構成要素

事前に学習対象を網羅し，
関係性を吟味する．

（学習フロービューから遷
移し）学習経験を学習対象
化し，関係性を設定する．

概念峻別支援（オント
ロジー）

学習構造の不整合箇
所の指摘．

学習目標を展開する
教育方略を提示．
学習者の理解状態遷
移の整合性検証．

ロール変化の不整合
箇所の指摘．
学習経験の相互作用
概念の峻別支援．

教材を作成し，学習目標・
学習活動を時系列に配置
する。学習経験の生起を記
述し，構造化に遷移する．
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講義スライドからの構造化支援 
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あらまし：近年，スライド形式の講義が一般的となり，それに見合う講義理解支援が求められる．特に，

十分体系化がなされていない内容を講義する場合，学生自らの観点から講義内容を理解することが必要で

ある．本稿では，学生による講義スライド内容の構造化を支援することを通して，講義理解を促進する手

法を提案する 
キーワード： 講義スライド，知識の分節化，構造化支援，属性提示 

 
1. はじめに 
近年，大学の講義ではプレゼンテーションスライ

ドを用いて講義内容を説明することが一般的である．

学生は講義スライドの一覧が記載されたハンドアウ

ト等を閲覧しながら，講義された内容を理解するこ

とが多い．  
このような形式の大学講義は，２つのタイプに分

けることができる．つまり，数学や物理のように体

系化された内容を扱った講義と，研究のように十分

に体系化されていない内容を扱った講義がある．前

者の場合，講義内容が十分に体系化されているため，

講義内容を理解する観点がどの学生も同じになりや

すく，学生に伝わる内容にも大きな違いは生じにく

い．このような講義においては，講義内容が伝わっ

たかどうか確認するために筆記試験を課すことが多

い．また，後者の場合，講義内容から理解すべき項

目を学習者自身が把握する必要性が高いため，講義

内容を理解する観点は学生ごとに異なり，学生に伝

わる内容も多様になる傾向がある．また，こうした

講義では，学生に自分の観点からの考察を含んだレ

ポートやプレゼンテーションなどを課題として課す

ことが多い． 
一方，講義内容を理解するプロセスでは，講義内

容から学ぶべき知識や概念を分節化および関連づけ

を行い，学んだ知識を構築することになる．体系化

された講義内容の場合，学ぶべき項目が比較的明確

なため，知識や概念の分節化よりも関連づけが知識

構築の主なタスクとなる．関連研究においては，講

義の理解促進のために，講師が予め分節化した知識

や概念を学習者に提供し，それらを使用させて関連

付けさせ，講義内容を構造化させる手法を提案して

いる（1）．  
しかしながら，体系化されていない講義内容の場

合，学ぶべき項目が不明瞭であるため，学生は自力

で知識や概念の分節化を行う必要がある．例えば，

大学の講義で行われるある研究テーマに関する研究

内容を複数紹介するような研究紹介型の講義におい

ては，研究背景・問題点・モデル・システムメカニ

ズム・評価実験など様々な項目がスライドを用いて

説明される．学習者によっては，どの研究内容・ど

の項目に注目するのか異なるため，学習者が学ぶ項

目が一様に決まらない．また，大学入学までは十分

に体系化されていない研究紹介型の講義が少ないた

め，学習者によっては何を学ぶべきか分からず，学

ぶべき項目を分節化できない場合もある．さらに，

学習者によっては研究で開発されたシステム機能に

しか目を向けず，研究の目的や研究対象となる問題

点など理解が難しい点について構造化が進まないこ

ともしばしば起こる． 
そこで本稿では，講義内容を学習者の観点にもと

づいた理解を促すことを目的として，講義スライド

の理解モデルと講義スライドからの構造化支援手法

を提案する． 
 
2. 講義スライドからの構造化モデル 
	 大学の講義において，講師は講義内容の説明を行

い，学習者は説明を理解する．この理解の際には，

学習者は講師の説明を聞きながら，講義スライドに

記載されたセンテンスから学習者自身が重要だと捉

えた項目を分節化と，その項目間の関連付けを同時

に行っている．そのため，学習者にかかる負担が多

く，説明を聞き漏らしてしまうことが起こりやすい

と考えられる．この問題を解決するために，図１に

示すような講義理解プロセスをモデル化した． 
本モデルでは，講義理解のプロセスを以下に示す

２つのフェイズに分け，講義中に学習者はこれらを

交互に繰り返すことによって，理解した内容をマッ

プ（以下，講義理解マップ）として表現する．図 2
に示すように，講義理解マップは，講義スライド中

にあって学習者が重要だと捉えたキーワードをノー

ドとし，ノード間を関連付けるリンクとその関係を

表す属性（2）で表現される．学習者は，講義スライド

を閲覧し，講義を聞きながら，このマップを作成す

ることで講義内容を理解することが期待される． 
 
・	 アノテーションフェイズ  
講師が講義内容を説明している時に，学習者は説

明を聞くことに集中できるようにするために，ハン

H4-4 
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ドアウトに記載された講義スライド中で学ぶべき項

目に下線を引くなどして注釈付けを行う． 
・	 インターバルフェイズ  
講師が講義内容の説明を一段落ついた時，学習者

はアノテーションフェイズで注釈付けした項目をも

とに，講義内容を構造化するために講義理解マップ

を作成する． 
 

 
図１：講義スライドからの構造化モデル 

 

	  
図２：講義理解マップの作成例 

 
図２に，講義理解マップの例を示す．図中にある

ノードは講義スライドから学習者が分節化したキー

ワードであり，各リンクにはノード間の関係を表す

属性が付与されている．例えば，ノード「人工知能」

では，その目的が人間の知的活動の模倣であり，コ

ンピュータによる SR 再現として実現されることが
表現されている．このようなマップを作成すること

で，講義内容の構造化を促進する．  
本研究では，現在，講義内容から学んだ知識を講

義理解マップとして外化させる環境を設計している．  
 
3. 属性提示による支援 
アノテーションフェイズでは，学習者自らキーワ

ードを分節化する必要があるが，どのような観点か

ら講義スライドを理解し，どのキーワードを分節化

すべきかを判断することは学生にとって容易でなな

いことが考えられる．また，インターバルフェイズ

では，アノテーションフェイズで分節化したキーワ

ード間にどのような関係があるかを判断できない場

合もある．  

このような問題に対して，本研究ではあらかじめ

講義内容の理解において必要となる典型的な属性を

整理しておき，それらを提示することで学習者に講

義内容を学ぶ観点を与える属性提示手法を検討して

いる．これにより，提示した属性をもとに分節化す

べきノードの示唆およびノード間の関連付けの支援

を行うことができると考えられる． 
	 現在のところ，表 1に示すように，学習者に提示
する属性をシソーラス(3)および実講義を参考にして

数え上げている．また，書籍(4)を参考に，それぞれ

の属性を時間関係，因果関係，論理関係，階層関係，

全体部分関係，比較関係の 6つの関係に分類してい
る． 

 
	 表１：属性タイプと提示する属性 
属性タイプ 提示する属性 
時間関係 起源，変遷， 
因果関係 背景，問題，解決， 

原因，影響，結果， 
論理関係 原理 

全体部分関係 構成要素，構造，手順，

特徴，目的，対象，同意，

事例 
比較関係 対比 
階層関係 クラス， 

インスタンス（種類） 
 
4. まとめ 
十分に体系化されていない内容を扱った講義から

学習者が理解する時，学習者はどのような観点に基

づいて学ぶべきか分からない問題がある．本稿では，

そのアプローチとしての講義スライドコンテンツの

構造化のモデルと学ぶ上で重要な観点を学習者に与

えるための属性支援手法について述べた． 
今後の課題としては，学習者に提示する属性一覧

のさらなる洗練，構造化支援システムの実装および

評価実験を検討している． 
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あらまし：これまでプロジェクト型メカトロニクス学習教材の開発し，学生実験に導入してきた．しかし，

一部の学習者は実験に興味はあるが，グループ内の学習者間に知識や技能の差があり，理解の早い学習者

が単独で課題を解いてしまい，グループ作業に貢献できずにいた．本研究では，従来のグループ実験にペ

アプログラミング手法を取り入れ，ナビゲータとドライバーが効率的に作業を行うことができる学習支援

システムの構築を行う． 

キーワード：プロジェクト型学習，ペアプログラミング，拡張現実 

 

 

1. はじめに 
近年の工学教育の現場では，実践力となる人材育

成が行われている．本校においても，学際分野の知

識が必要なメカトロニクス分野などのカリキュラム

が組まれている． 

本校電気工学科でも，メカトロニクス実験を行っ

ており，複数の学習者がグループになり，同じ課題

に取り組んでいる．この時，グループ内で作業をす

る際，学習者間のコミュニケーション能力の低下や，

学習者と課題との動機付けが不十分であった．これ

らを改善するため，プロジェクト型メカトロニクス

学習教材の開発を行ってきた(1)(2)(3)．この学習教材は，

プロジェクトをサブシステムに細分化させ，学習者

がサブシステムごとにこの教材を用いてグループ作

業に取り組む．そして，その成果を統合させ，プロ

ジェクトを達成させる．この学習教材を学生実験に

導入したことで，学習者間のコミュニケーション能

力を向上させることができた．しかし，一部の学習

者は，実験に興味を持ってはいるが，グループ作業

に貢献できずにいることがわかった．この原因とし

て，グループ内の学習者間の知識や技能の差があり，

理解の早い学習者が課題を解いてしまっていた． 

そこで，本研究では，この問題を改善するため，

学習者を支援するペアプログラミング手法を取り入

れた学習支援システムの開発をする． 

 

2. プロジェクト型メカトロニクス学習教材 
これまで開発してきたプロジェクト型メカトロニ

クス学習教材について説明する． 

2.1 プロジェクト型学習と実験ステーション 
プロジェクト型学習とは，協働作業を通して，様々

な分野の知識を習得し，それらを活かして課題達成

を行う学習方法である．この学習方法を，筆者らは，

様々な分野の知識・技術が要求されるメカトロニク

ス実験で用いるための実験ステーションに導入した．

この実験ステーションは，信号の入出力を制御する

標準ステーションとベルトコンベア等のメカトロニ

クス機器で構成する．学習者は，図 1のように実験

ステーションを連携させ，プロジェクト課題を達成

させる． 

2.2 学生実験導入 
この学習教材を本校電気工学科 4 学年の学生実験

に導入した．導入したことで明らかになった点を以

下に示す． 

< 良かった点 > 

 学習者は図 1に示すシステムごとに，グループ

に分かれ，試行錯誤しながら取り組むことで，

学習者間でコミュニケーション能力を高めた． 

 多くの学習者は，実験に対して興味を維持させ

ながら，主体的に取り組み，問題解決能力を向

上させた． 

図 1 実験ステーションと連携例 
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< 改善点 > 

 一部の学習者が，課題には興味を持つことがで

きているが，学習者間で知識や技能の差が生じ，

課題達成に貢献できずにいた． 

この改善点を解決するため，従来のグループ実験

にペアプログラミング手法を取り入れた新しい学生

実験方法を提案する． 

 

3. ペアプログラミング手法を用いた学習支

援システム「Exナビ」 
 プロジェクト型メカトロニクス学習教材を用いる

ことで明らかになった問題点を 2 章で挙げた．これ

らを改善するため，ペアプログラミング手法を用い

た学生実験を効果的に支援する学習装置「Ex ナビ」

の開発を行う．次に，Exナビについて説明する． 

3.1 Ex ナビの概要 
この Ex ナビは，実体配線図やラダー図など，ナ

ビゲータがドライバーに対して必要となる事柄を表

示させる機能を持つ．また，効率的に指示すること

ができるように，課題達成に必要なヒントなどにつ

いても表示させる機能を持つ．これにより，ナビゲー

タはドライバーに指示することで，またドライバー

は実際に配線や装置を操作することで，実験に対し

て理解を深めることができる．次に，Exナビの機能

について説明する． 

3.1.1 かざす情報表示機能 

 実験ステーションとメカトロニクス機器を連携さ

せるため，いろいろな配線を行う必要がある．そこ

で，タブレットを図 2 のように，実験ステーション

についているマーカーにかざすことで，実体配線図

を表示させることができる． 

3.1.2 振り返り記録機能 

図 3 に機能のイメージを示す．課題に対して，取

り組んだ事柄やナビゲータがドライバーに対しての

指示内容，課題達成のためのヒントなど記録する．

これにより，学習者が行き詰ったときの手がかりと

して用いることができる． 

 

4. 学生実験導入に向けての試作 
本校の実験では，シーケンス制御について実験を

行っている．今回は，この実験の初歩となる実体配

線図について，かざす機能の構築を行った．図 4 の

ように，実際にタブレットをマーカーにかざし，実

体配線図を表示させた．今後は，配線手順に沿って

表示させるなど，機能を増やす予定である． 

 

5. まとめ 
本研究では，ペアプログラミング手法を用いた学

生実験を効果的に支援するための「Exナビ」の開発

を行った．まず，これまで開発してきたプロジェク

ト型メカトロニクス学習教材について説明した．次

に，ペアプログラミング手法を用いた学習支援装置

Exナビについて説明した．そして，学生実験に導入

するため，かざす情報表示機能の試作をした． 

今後は，かざす情報表示機能および振り返り記録

機能について，それぞれの機能を充実させ，学生実

験に導入する予定である． 
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複数校横断型理科教育プログラムにおけるグループ学習を活性化するための教材開発 
 

Development of Educational Materials for Activation of Group Learning in 
Science Education Program among Schools 

 

千田 和範*1，稲守 栄*2，野口 孝文*1 
Kazunori CHIDA*1，Sakae INAMORI*2, Takafumi NOGUCHI*1 

*1釧路工業高等専門学校電気工学科 
*1 Department of Electrical Engineering, National Institute of Technology, Kushiro College 

*2釧路工業高等専門学校教育研究支援センター 
*2 Education and Research Support Center, National Institute of Technology, Kushiro College 

Email: chida@kushiro-ct.ac.jp 
 

あらまし：小学校の理科教育において様々な知識に対する興味や意欲を持続させながら学習させるには

様々な工夫が必要になる．そこで我々は試行錯誤を通して行うグループ学習を導入し運用を行ってきた．

その成果を基に，グループ学習の内容を各グループが共有し，利用することで学習内容を広げることが可

能なプログラムを新たに開発し運用を行っている．ここではその学習プログラムをさらに活性化させるた

めの教材について報告する． 

キーワード：問題解決型実験教材，グループ学習，試行錯誤型実験，教育機関連係, 競争原理 

 

 

1. はじめに 
グループ学習では，学習者が相互に意見を出した

り，教えあったりという学習活動から「新たな気づ

き」や「振り返り」が起こりやすい. そのため，満

足感や達成感が得られやすく，それらの経験を通し

て学習に対する動機付けがなされ , 次の学習に繋

がっていく．このことからグループ学習は個人主体

の学習に比べ学習効果の向上が期待できる． 

そこで，我々はこれまで全員参加型の実験授業を

展開することで「動機づけ」，「満足感」などを考慮

した問題解決型学習やそれを拡張したコンテスト型

式の学習方法を開発してきた(1-3)． 

これらの取組みの中で，コンテストを通してグ

ループ学習ができる複数校横断型理科教育プログラ

ムを地元小学校で運用し，その有用性を確認してき

た. その運用過程で得られた知見から, グループ学

習をより活性化するためには, 繰り返し行われた実

験の結果をいつでも即座に参照でき, また実験結果

をグループ間で容易に比較できる支援用教材が必要

になることが明らかになった． 

本研究では，複数校横断型理科教育プログラムで

行うグループ学習において, 気づきや振り返りを促

す支援用教材を開発し，その有用性を複数の小学校

において実施する複数校横断型理科教育プログラム

で運用し確認していく． 

 

2. 複数校横断型理科教育プログラム概要 
複数校横断型理科教育プログラムは小学校の電磁

石の単元で運用されている. このプログラムは強力

電磁石の製作コンテストにより学習内容を深化させ

ると同時に, 他校のアイデアを通して振り返り学習

の幅を広げることを目的としている．本プログラム

では 図 1 の様に 4つの段階で構成されている． 

1. 全員体験型実験によるグループ学習 

2. 試行錯誤を伴う問題解決学習 

3. 複数校による団体戦形式のコンテスト 

4. 総括とまとめ学習 

まず，第 1 段階では, 教科書の電磁石の内容につ

いて全員体験型実験によるグループ学習を行う. こ

の実験では, 電流や巻き数の違いと電磁石に吸着す

るクリップの数を調べてその関係を理解する. 

第 2段階では, 学習内容の定着と深化のため, 第 1 

段階で得た知識を基に, 図 2 の様に試行錯誤しなが

ら強い電磁石を製作するグループ学習を行う. この

自発的な試行錯誤学習に対する動機付けには，競争

原理の導入が有効であることが分かっている. そこ

で, 次の第 3 段階にコンテストによる競争原理を導

入し, 試行錯誤学習への動機付けを行っている. 

第 3段階では，団体戦形式のコンテストとして電

磁石の引張力を競う.このコンテストは次の段階で

新たな気づきや振り返り学習を促すため, 本複数校

が参加する対戦形式で実施している.  

図 1 複数校横断型理科教育プログラムの流れ 

試行錯誤型
問題解決学習

対話

実験形式の
基礎学習

対話

A小学校

B小学校

学習過程記録の記録

壁新聞
作成

第1段階 第2段階 第3段階 第4段階

まとめ学習

動機付けを行う

強力電磁石
コンテスト
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第 4 段階では, コンテストの総括とまとめ学習を

行う. 各グループは教員によるアドバイスを適宜受

けながら, 学習の総括として壁新聞を作成する.この

まとめ作業において, 児童は他校の様々なアイデア

に触れることになり，振り返りや新しい気づきから, 

この単元の学習内容を深化させることができる. 

 

3. 試行錯誤を伴う問題解決学習の課題 
この複数校横断型理科教育プログラムを運用して

いく過程で，第 2段階の試行錯誤実験の振り返りに

よるグループ学習をより活性化させるために, 次の

項目を実現する必要があることが分かってきた． 

I. 振り返り学習をスムーズに行うために, グ

ループ内の実験過程の記録と参照が簡単に

行える 

II. 気づきや新しい発見を促すために, 各グルー

プの実験結果の共有と比較ができる 

試行錯誤による振り返り学習は, 短時間に過去の

成果と比較しながら学習が進められる. その記録に

は図 2右図のように記入時間がかかる紙媒体が用い

られることが多い．このため, 記録作業で児童の実

験に対する集中力が途切れてしまうこと，または記

録をとっていても有効利用されずにいることが実際

の運用から分かっている. そこで集中力を損なわず

に振り返り学習をさせるため, 学習成果を簡単に記

録でき, 振り返り学習にも効果がある支援用教材が

望まれている. 

また，児童が自ら実験をすすめる場合, 実験自体

に不慣れなため, 実験条件の決定から実験終了まで

に時間がかかることが多い. そのため限られた時間

内で色々な条件を試すことができず, 振り返り学習

に必要な比較検討のための実験結果が不足してしま

う. そこで実験の不足分を補い, 気づきや新しい発

見を促すために, 各グループのグラフなどの実験結

果を収集し, 希望する実験結果を比較提示できる項

目 II の機能を満たす支援ツールが必要となる. 

以上, 項目 I,II を満足する支援用教材により, 学

習者が自発的に行う試行錯誤によるグループ学習の

活性化が可能となり,教育プログラムの有用性をさ

らに高めることができると考えられる. 

 

4. 振返学習用実験過程記録ツールの開発 
児童が試行錯誤による振り返り学習を行う場合の

問題点は，前章で述べたように成果物や結果の記録

に時間がかかってしまうことで集中力が途切れるこ

と, また実験結果の記録を忘れることで, 振り返り

学習に実験結果を利用できなくなることにある. 

そこで実験過程の記録と参照が簡単に行える実験

過程記録ツールを開発する.このツールは記入項目

が事前に記載された実験ノートをイメージしており, 

1 画面 1 ページ構成で実験を記録するごとに１

ページずつ進んでいく. またツールは(A) 実験結果

や条件を入力し表示する機能, (B) 製作した電磁石

を撮影できる機能, (C) 気づいたことを記録できる

機能などを有している.また，このツールには，学習

者の参照資料を集計できる機能も付加することも検

討する. これにより紙媒体による振り返り学習では

困難であった，見落としに気づかせるといった振り

返り学習の行動に基づく指導や, 振り返り学習の頻

度や量などから学習効果の測定も可能となる． 

 

5. まとめ 
本研究では，これまで複数校横断型理科教育プロ

グラムを運用してきた結果から，試行錯誤実験によ

る振り返りにおけるグループ学習をより活性化する

ために必要な実験過程記録ツールの開発を行った．

今後は 11 月に予定されているプログラム運用時に

おいて，記録ツールを導入しその効果について検証

していくことを考えている． 
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図 2 試行錯誤型問題解決学習と実験ノート 

 

図 3 実験過程記録ツールの概要 
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クリップ ○○個
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実験条件と
実験結果の
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○月○日○時○分 （△回）

-実験条件と結果 -
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グループによるアンケート作りと発表を取り入れた情報処理演習（2） 
 

Information processing exercises that incorporate 
questionnaires created by the groups and group presentations (2) 

 

梶木 克則 
Yoshinori KAJIKI 

甲子園大学 栄養学部 
College of Nutrition, Koshien University 

Email: kajiki@koshien.ac.jp 
 

あらまし：情報リテラシー教育としてワード・エクセル・パワーポイントを教えているが，関連付けて教

えられないかと考え，アンケート作りを取り入れている．前期は個人で二択１問のアンケートを作り，集

計処理，発表までを行う．後期の演習では，グループで話し合いアンケートを作り，グループで発表まで

行うよう演習内容を発展させた．話し合いには SNS を使い，個人の発言が記録されるようにした．2 年

目の後期から、グーグルのスプレッドシートの共同編集を活用してオンラインの話し合いを行った。全て

の発言が記録されるわけではないが、SNSよりも意見の集約が効率よく行えた。 

キーワード：協調学習，ICT活用教育，アンケート，共同編集 

 

 

1. はじめに 
高校での教科「情報」が始まり10年以上になるが，

いまだに高校で情報処理の演習を受けてこなかった

とか，1年程度であったため覚えていないというケー

スも多く，相変わらずスキルの格差は狭まっていな

いように思われる．パソコンスキルの能力差が大き

いため，これまで通り初心者向けのテキストを使わ

ざるを得ないが，扱う題材については少しでも興味

を持って取り組んでもらえるものをと考えた．そこ

で2013年度からアンケート作りを取り入れ，回答結

果を集計分析し，レポートにまとめ，発表するまで

を一貫して行う演習内容に変更した． 

アンケート作りには，以前から利用しているグー

グルのクラウドサービスのフォーム（3）（アンケート

作りから集計まで）の機能を利用した．前期の演習

では，各自で二択の1問だけのアンケートを作り，実

施した結果を集計分析し，レポートにまとめ，発表

するまでを試みた（2）．自分で考えたアンケートであ

り，得られた生のデータを使うことから，身近な題

材としてとらえ，興味を持って取り組んでもらえる

と考えた．また，1つの題材を元に，ワード，エクセ

ル，パワーポイントを活用するため，実際の使い方

が取得できると思われた． 

2013年度の同じクラスの後期の演習では，グルー

プに分け，グループでの話し合いによる自由なアン

ケート作りに発展させ，グループで発表するところ

までを行う演習内容とした（1）．話し合いにはSNSを

使い，個人の発言が記録されるようにした．2014年

度も同様に後期の演習では、グループによる話し合

いを取り入れたが、SNSだけでなくグーグルのスプ

レッドシートの共同編集によるオンラインの話し合

いも試みた。SNSで意見を出し合い、スプレッドシ

ート上に意見を集約するツールとして併用した。 

本稿ではスプレッドシートの共有を活用したグル

ープの話し合いによるアンケート作りと発表のため

のスライド作りの共同作業について述べる． 

 

2. グループによるアンケート作り 
2013年度前期の情報処理演習から，個人による二

択 1問だけのアンケート作りを取り入れた演習を試

みた．後期からはグループによる話し合いで，みん

なの関心があるテーマを選び，質問内容と選択肢も

いろいろな人の意見を盛り込み，本格的なアンケー

ト作りを行えるように発展させた．話し合いには

SNSを利用し，記録が残せるようにした．また，発

表に向けたスライド作りには，マイクロソフトの

SkyDrive の Web アプリの PowerPoint プレゼンテー

ションの機能を使い，共同編集ができるようメンバ

ーを登録して利用した． 

2.1 話し合いによるアンケートのテーマ選び 
グループ分けはこちらから指定し，1 グループ 6

人から 8 人までになるように調整し，5 つのグルー

プに分けた．演習室では自由席のため，グループご

とに集まるようにはせず，話し合いは全て SNSを通

じて意見を発言するようにした． 

アンケートのテーマについて，まず個人思考とし

て各自 2つ以上メモ帳に入力するように指示した．

SNS上に 5つのコミュニティをあらかじめ作ってお

き，管理者の承認により参加できるようにし，班ご

とに話し合いができる場を整えた．図 1にある班の

SNS上でのアンケートのテーマおよび選択肢の話し

合いの一例を示す． 

2.2 グループによるアンケート作り 
テーマ決定後，テーマに沿った設問と選択肢を

SNS上で出し合い，順序も検討された．それを元に，

アンケートの文面作りは各自で行い，そのリンクを

グループの SNS内で見られるようにし，代表とする
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アンケートを選び，各班ごとに最終のアンケートの

URLを提出してもらった．図 2はそうした話し合い

を基に作られたアンケートの文面の一例である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 SNSでのアンケートのテーマおよび設問・選択

肢の話し合いの一部分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 班代表のアンケート文面の一例 

 

2.3 グループによるスライド作りと発表 
5 つの班のアンケート結果をエクセル形式でダウ

ンロードして，各班のメンバーに配布し，集計処理

とレポート作りは各自で行った． 

各自で作成したレポートを元に，グループのメン

バー全員の力を合わせて，発表のためのスライド作

りを行えるように考えた．SNS で話し合いながら，

共同でスライドの編集ができるように，Webアプリ

の PowerPointを利用した．あらかじめこちらで 5つ

の班の空のスライドを用意し，各班のメンバーを編

集可能な共有者として登録し，メールでリンクを送

信しておいた．各班ごとにスライドの共同編集が行

え，発表の際も簡単にスライドショーを始めること

ができる．同じスライドを同時に編集してしまうと，

つぶし合いになってしまうので，担当するスライド

の番号を決めてから行うように指導した．スライド

作りにおいて，SNSはスライドの見出しと分担を話

し合うのに利用された． 

 

3. スプレッドシートの共有による話し合い 
2014年度後期の演習では、グループによる話し合

いの際に、SNSだけでなくグーグルのスプレッドシ

ートの共同編集によるオンラインの話し合いも試み

た。SNSで意見を出し合い、スプレッドシート上に

意見を集約するツールとして併用した。 

最初は両方を使っていたが、SNSよりもスプレッ

ドシートの方が自由度が高く、次第にスプレッドシ

ートだけを使うようになっていった。図 3にアンケ

ートを話し合って作る際の、設問とそれらに対する

選択肢をスプレッドシート上に複数人で書き込んで

いる様子を示す。セルの枠の色でメンバーを区別で

き、同時に同じセルに書き込んでしまわないように

して、共同編集が行える。 

同様に発表用にもグーグルのプレゼンの共有機能

を活用して、スライドごとにメンバーを分けるよう

にして共同作業が行えた。その様子を図 4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 スプレッドシート上に設問（左端）とそれぞれ

の選択肢（右側）が始め（上）から次第に埋められ

ていく（下）様子 

 

 
図 4 スライド作りの共同作業の様子 

 

4. まとめ 
SNSによる話し合いについては、画面がスクロー

ルするため意見を集約し辛いという問題があったが、

スプレッドシートの共有では自由度が高く自由な位

置に情報を配置でき意見の集約に適していることか

ら、SNSとスプレッドシートを併用することにした。 

しかし、すぐに SNSは使われなくなり、スプレッ

ドシートだけで話し合いが進められるようになった。

スプレッドシートの共同編集機能の有効性が実感で

きた。 
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リアルタイム遠隔文章作成指導支援システムの開発 
 

 
Development of Realtime Remote Collaborative Writing Support System 
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あらまし：小論文や履歴書などの文章作成を指導する場合、リアルタイムに文章作成者と会話しながら行

った方が能率が良いが、指導者が離れた場所にいる場合はこのようなことは困難である。我々は

WebSocket を用いて、リアルタイムの遠隔文書作成指導が可能なシステムを構築した。完成後本システム

のユーザビリティ評価を行い、概ね見やすく分かりやすいが反応や信頼性に若干問題がある、という結果

を得た。 
キーワード：ディスカッション支援，CSCL，Node.js，文章作成支援 

 
1. はじめに 
大学生にとって文章作成能力は、卒業研究論文や

就職活動のエントリーシート、小論文の出来栄えに

直結するため、在学中に磨いておくべき必須のスキ

ルの一つと言える。そのため、文章作成能力の指導

に注力する大学も多い。金沢工業大学（以下本学）

には、学生の書いた文章を添削、指導して文章作成

能力の向上を図る「ライティングセンター」が存在

している。ここではスタッフが学生に対してヒアリ

ングを行い、用いるべき語彙や言い回しについてア

ドバイスしながら文章を添削していく。しかし、こ

のような懇切丁寧なサービスが提供されているにも

かかわらず、ライティングセンターにまで足を伸ば

すことを負担に感じる学生が多く、利用者が増加し

ていないのが実情である。メールで添削も行えるが、

指導者と作成者が互いの意思を確認しながら文章の

添削を行うためには、何度もメールのやり取りをし

なくてはならず、時間がかかってしまう。そこで本

研究では、ライティングセンターの利便性を高める

ため、遠隔で添削支援が行えるシステムを開発した。 
 

2. 開発および実行環境 
本システムはNode.js(1)を用いたWebアプリケーシ

ョンである。Node.js はサーバ側のプロセスとブラウ

ザとの双方向通信が可能で、リアルタイムに複数の

ブラウザ間の通信を実現するシステムである。

Node.jsは通常WebSocketを用いて双方向通信を行う

が、ブラウザが未対応の場合もあり、必要に応じて

ポーリングなどの従来技術も用いている。 
本システムの開発においては、Node.js で作られた

タスクランナーの 1 種である gulp.js(2)を利用し、CSS
の圧縮、JavaScript の難読化、Node.js サーバの立ち

上げを自動化させた。 
 

3. システムの概要 
本システムでは、ユーザ認証に Google OAuth2.0

を利用しており、Google にアカウントがあれば誰で

も利用が可能である。本学の学生であれば全員

Gmail のアカウントを所有しているため、何も登録

せずに使用することが出来る。 
ユーザーがログインが完了すると、ルーム選択画

面に移行する。この画面では「既に作成されている

ルームへ入室する」と、「新しくルームを作成し、入

室する」のいずれかを選択して入室する。 
ルームを選択すると添削画面（図 1）に移行する。

添削画面には主に、「テキストチャット機能」「文章

アノテーション機能」がある。添削文章はプレイン

テキストに限られ、新規の場合はコピーペーストも

しくは書き下ろしで文章を添削画面に挿入する必要

がある。 
 

 
図 1: 本システムの添削画面 

 
添削画面では、過去に添削履歴のあるルームに入

室した場合、チャットメッセージ、添削文章、添削

文章のアノテーションが復元される。画面左側はチ
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ャット画面になっている。ユーザが送信したメッセ

ージの他に、ルームメンバーの入退室も通知される。

本システムで利用できる添削機能は、文字色および

背景色の変更、二重取り消し線の追加、フリーハン

ドで図形が書けるペンツールである（図 2）。 

 
図 2: 本システムの添削機能 

 
文字編集ボタンをクリックすると文字編集モード

になり、このモード時に任意の文字列を選択すると、

文字列の上にメニューが表示され、追加したいアノ

テーションを選択できる。消しゴムはペンツールで

描いた軌跡を消すための機能で、アンドゥ・リドゥ

は添削の取り消し、やり直しを行う。 
 

4. システムの評価 
本システムの完成後、以下の様にユーザビリティ

の評価を行った。 
本学学生 10 名を 2 人 1 組のペアに分け、それぞれ

で「教師役」「生徒役」を決め、前半、後半の二回に

分けて本システムを利用させた。前半、生徒役の用

意した文章を教師役の学生に添削させ、完了後にア

ンケートを行い、後半に役を交代し同様に添削、ア

ンケートを行なった。アンケートはウェブユーザビ

リティ評価スケール(3)を参考に設問を設定した。 
教師役の結果を図 3 に示す。教師役では「好感度」

以外の評価が前半組に比べて後半組が低い事が分か

る。生徒役の結果を図 4 に示す。生徒役の方は、「好

感度」「構成の分かりやすさ」を除いて結果に差は見

られなかった。両図とも「好感度」は前半に比べて

後半の評価が高くなったことがわかる。 

 
図 3:「教師役」のアンケート結果 

 
図 4:「生徒役」のアンケート結果 

 
前後半を合わせると、教室役と生徒役の評価はと

もに平均点３より高く、総合計の差は 0.02 ポイント

でほとんど差はなかった。しかし、「反応の良さ」「信

頼性」の評価は教師役が生徒役の評価に比べて低く、

「操作の分かり易さ」は生徒役の評価が低かった。 
 

5. まとめと今後の課題 
まず、教師役において前半組に比べ、後半組の評

価が全般的に低かった原因については、前半組は本

システムのアノテーション機能やチャット機能に初

めて触れ、印象が強かったが、教師画面と生徒画面

の機能的な違いはなく、後半組は画面が同じことに

若干期待外れな思いを抱いたため、と考えられる。 
次に、教師役の「反応の良さ」の評価が低い原因

は、試行中しばしば発生したペンツールの動作の遅

延と考えられる。また、「信頼性」が低い原因につい

ては、アンケートの自由記述の中に、生徒役と教師

役が同時に編集を行った場合に正しく処理できてい

なかった、という指摘があり、コリジョン処理に不

具合があったと思われる。 
生徒役の「操作の分かり易さ」の評価が低いのは、

ルーム選択画面の使いづらさや、文字編集モードと

ペンツールの使い分けの分かりにくさが原因と考え

られる。 
今後はコリジョン処理を正しく行えるように、互

いのユーザーの処理の履歴を残す機能の追加やイン

ターフェースの改善を行う。さらに、現状では一つ

のルームに２名までしか入れないが、２名以上の文

章作成、添削の実現も今後は検討したいと考えてい

る。 
 

参考文献 
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SNSを活用した学習環境における対人認知構造図の抽出 
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あらまし：インターネット空間では，Facebook や Twitterといった SNSが普及し, 様々なコミュニケー

ションの形態で情報のやり取りや意思の交換がなされている．“個”のユーザは，公開された他者の投稿

記事やコメント，他者と他者とのコミュニケーションのやり取りを観察しながら，他者やコミュニティと

自己との関わり合い方を判断している．SNSを利用する中で，繋がりを持たないユーザ同士の交流を推す

機能があるが，それを一見しただけでは，その人との繋がりを推されている根拠が理解できない．本研究

では，他者と自己との関係性を明瞭にし，自己と他者との距離感や関係性を認知させることで，対人認知

能力を形成支援したいと考えた．本稿では，対人認知能力形成支援のための SNSを活用した学習環境につ

いて詳述する． 

キーワード：SNS，学習環境，対人認知能力，対人認知構造図 

 

 

1. はじめに 
インターネット空間では，Facebook や Twitter とい

った SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービ

ス）が活用され，オープンで双方向なコミュニケー

ションツールが学習場でも利用されるようになった．

それによって，様々なコミュニケーションの形態で

情報のやりとりや意思の交換がなされている．各々

の学習者は，同じ目的や趣味・嗜好が近い者同士で

コミュニティを形成し，知識の共感・共有を行って

いる．  

本研究では，SNS 上でユーザが自己と他者の関わ

り合いを認知すると共に，双方向のコミュニケーシ

ョンを展開し，対人関係を築いていく過程に着目し

た．そこで，コミュニケーションのプロセスを SNS

からデータ抽出し，対人認知構造図として関係性を

可視化させた．それによって，SNS 上の対人認知を

把握させながら他者からの共感・反応を得るための

情報発信の方法や，他者へ与える影響を考える力を

身につけさせることを検討した．  

 

2. 対人認知能力 
本研究の目的は，社会性を重視した自由度の高い

学習環境を構築し，対人認知能力を形成支援するこ

とである．対人認知能力とは，「自己の価値観・過去

経験・パーソナリティなどによって，他者に対する

接し方や距離感，自己にとっての役割や関係性を認

知する能力」と定義づける． 

SNS ベースの学習場において，学習者は，自らの

意見や，趣味嗜好の写真や動画を投稿している．そ

れを他者が閲覧し，評価やコメントのやり取りを行

っている．SNS によって，学習者は，公開された他

者の投稿記事やコメント，他者と他者とのコミュニ

ケーションのやり取り，振る舞い方や様相を観察し

ながら，他者やコミュニティと自己との係わり合い

方を判断している．学習者は対人認知しながら，そ

の能力を形成している． 

 

3. SNSを活用した学習環境 
システムの構成について具体的に述べる．図１に

示すように，ある学習者が学習を開始（①）し，コ

メントや学習成果物を投稿すると，それを他者が閲

覧し，評価やコメントをする．システムは学習者や

他者からの投稿記事を随時学習資源レポジトリへ登

録（②）する．学習資源レポジトリからログデータ

をデータベースへ抽出（③）し，ログデータ分析機

構で解析（④）する．ここでは，他者からのコメン

ト，学習成果物に対する評価内容をテキスト解析し，

対人認知構造図として提示する．この可視化データ

を抽出（⑤）し，対人認知構造図として学習者へフ

ィードバック（⑥）する．それを学習者が閲覧し，

対人関係を把握しながら，学習活動へ再び参加する．

このシステム構成を基に，SNS を活用した学習活動

の展開を検討した．  

 既に，インターネット上には様々なサービスを提

供したソーシャルメディアがあるが，これらのソー

シャルメディアを一斉に学習環境へ利用するには，

学習者やコンテンツが混沌状態となると考えた．そ

こでオープンソースのパッケージである OpenPNE
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を利用し，自作 SNS を構築した． 

OpenPNE は，プロフィール機能，メッセージ機能，

足跡機能，お気に入り機能，日記機能，コミュニテ

ィ機能，コミュニティ検索機能がデフォルト機能と

して備わっている．次に，他者からの反応をテキス

ト解析し，その結果を対人認知構造図として提示す

ることにより，学習者の意思決定，知識の再構築を

促進することを試みた． 

 
図 1 SNS を活用した学習環境 

  

4. 対人認知構造図 
本研究で対人認知構造図とは，SNS 上での自己と

他者とのコミュニケーションのやり取りを可視化し

たモデルである． 

自作 SNS で保有するテキストデータを解析し，語

の係り受けを分析し，対人認知構造図として可視化

することを考えた．これらの解析結果と，それに伴

って変動された学習成果物を時系列に表示し，学習

者の対人認知構造図として蓄積した．学習者が対人

認知構造図を閲覧し，学習過程を振り返りながら学

習を進める事ができるようにした． 

 

4.1 対人認知構造図の抽出 
本研究で構築した対人認知構造図を図 2 に示す．

対人認知構造図には，個人のプロフィール，友達リ

スト，タイムライン，コメントなどを表示した．ま

た，“学習者の友達”と“友達の友達”の 2 階層まで

表示するようにした．“学習者の友達”は，親密度が

高いとシステムが判断した上位 4 名(個人設定によ

り変更可能)を関係性づけた．“友達の友達”は，その

友達と最も親密度の高い 1 名とした．友達間の親密

度は，コメントやダイレクトメッセージなどで会話

を交わした回数，会話の内容に含まれるポジティブ

ワード(+要素)，ネガティブワード(-要素)を認知し，

数値を割り出すことにより算出した．  

 

4.2 抽出のプロセス 
本研究で開発した対人認知構造図抽出プログラム

の処理の流れについて説明する． 

自作 SNS から抽出されたテキストデータを基に，

ユーザクラスを作成（①）し，ユーザのデータベー

スを読み込む（②）．次に，ユーザのオブジェクトを

抽出（③）し，それらを結合（④）させ，ユーザオ

ブジェクト同士の関係性を付与（⑤）し，FLASH で

表示（⑥）する． 

ユーザクラスで，“自分”は 0 番とし，それぞれの

ユーザに ID を振り割る．“友達”は“自分”と直接

つながる友人の人数分のユーザデータを作成し，木

構造のアルゴリズムに従って対人関係を繋げる相手

をソートする．尚，ユーザデータは構造体にユーザ

名，所属，キーワードを記録し，1 件分のデータとす

る．キーワードは会話の中からカテゴリに関連した

単語を抽出したもので，その情報の共通性から友達

間の関係性を判別し，判別できなかった場合には会

話の回数から割り出した新密度によって条件判断す

る．友達間の親密度は，コメントやダイレクトメッ

セージなどで会話を交わした回数，会話の内容に含

まれるポジティブワード(+要素)，ネガティブワード

(-要素)を認知し，数値を割り出す． 

 

 
図 2 対人認知構造図の一画面 

  

5. おわりに 
本研究では，SNS を活用した学習環境上でのコミ

ュニケーションを対人認知構造図として学習者へ提

示することを試みた．対人認知構造図を用いること

で，SNS 上でのコミュニケーションを深化させるこ

とができると考える．また，同じ目的や趣味嗜好を

持つ他者と同じテーマに基づいた協同学習すること

を可能にした． 

今後の課題は，本研究で提案したシステムを PBL

の授業で実践し，対人認知構造図の提示が学習者の

学習活動へ及ぼす影響を分析することである． 

 

参考文献 
(1)長谷川忍，高橋咲江，柏原明博，“インフォーマルな経

験情報の共有に基づく就職活動支援 SNS の開発”，教育シ

ステム情報学会研究報告，pp.199-210 ,(2010).  

(2)山内弘一，不破泰，“留学生支援と交流活性化に特化し

たインフォーマル情報を利活用する SNS の構築”，教育シ

ステム情報学会研究報告，pp.80-93 ,(2011).  

(3) 金 順暎，廣瀬 慧，今田美幸ら：個人属性が対人認知

構造に及ぼす影響について : Web アンケートによる大規

模調査の解析結果から，電子情報通信学会技術研究報告. 

HIP, ヒューマン情報処 112(46), pp.97-102, (2012)． 
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学習支援用語検索システムの活用と評価 
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あらまし：講義授業における受講者の学習をサポートするツールとして，教師が使用するスライドを中心

に情報を提示する Web システムの開発を行っている．本システムはスライドとともに，その内容に関連

する用語を提示し，受講者が自由に用語の詳細情報や関連情報を閲覧し学習することが可能である．本発

表では工科系の短期大学におけるコンピュータグラフィックスに関する講義科目の受講者を対象に行っ

た利用実験について報告する． 

キーワード：ビジュアル情報処理教育，マルチメディア，検索システム，Webシステム 

 

 

1. はじめに 
高等教育機関において，プロジェクタなどに投影

したスライドをベースに講義を行う授業形式が一般

的になっている．要点がまとめられ，フォントサイ

ズや文字色等の設定により講義資料として授業展開

に効果的であり，予定通りの内容を計画的に進めら

れるため，講義の効率化に有効であると考えられる．

一方，受講者側からすると，板書を書き写す機会が

減り，講義中は聞くだけの受け身な姿勢になりがち

である． 

そこで，スライドを用いた教師による説明に対し

て受講者の操作により補足学習が可能な学習支援用

語検索システムを開発し，ビジュアル情報処理教育

における学習効果の検証を行っている(1)．本発表で

は，本システムを講義の予習用教材として使用する

実験について報告する．本システムを講義の予習用

教材として使用することで，授業における講義時間

を短縮し，その後の演習や受講者への指導を中心と

した授業を行うことを想定している． 

 

2. 学習支援用語検索システム 
学習支援用語検索システムは，受講者端末環境と

して OS に Windows7/8/8.1，ブラウザに Mozilla 

Firefox 32以上での動作を想定したWebシステムで

ある．図 1に本システムのスクリーンショットを示

す．本システムは図 1に示す以下 6つのパネルで構

成されている． 

① 授業スライドパネル 

講義に使用したスライドを表示する．進む/戻るボ

タン，またはドロップダウンリストからスライド

を切り替えることができる． 

② 用語リストパネル 

授業スライドごとに関連する CG 用語の一覧を表

示する．一覧から用語を選択することで，用語辞

書データベースから検索を実行する． 

③ 検索ボックスパネル 

画像処理に関する用語から検索が可能である． 

④ 検索結果パネル 

“②”から CG 用語を選択，または“③”から検

索を行った際に該当する CG 用語と解説の冒頭を

表示する．検索結果が複数ある場合はリスト表示

する． 

⑤ 詳細情報パネル 

“④”から CG 用語を選択すると，解説の全文と

を表示できる．学習に必要な情報はこのパネルに

表示される．また画像の拡大表示が可能である． 

⑥ 関連語句パネル 

“⑤”に詳細情報を表示させた際に，関連する他

の CG用語を一覧表示する．“④”と同様に一覧か

ら CG用語を選択することで，用語の情報を“⑤”

に表示できる． 

 

3. 実験 
本システムを産業技術短期大学情報処理工学科の

科目「コンピュータグラフィックス（CG）」の受講

者に提供し，システムの利用傾向について実験を行

った． 

3.1 対象授業 
産業技術短期大学情報処理工学科では，ソフトウ

ェア開発技術者の育成を主目的とし，特に画像処理

や CG といったビジュアル情報処理教育を重要な技

術と位置づけている．実験を行った科目「CG」では

その基礎技術や手法をプロジェクタなどに投影した

スライドやテキスト(2)を用いて行う講義と，3DCG

ソフトウェアである POV-Ray(3)を使用した演習を実

施している．できる限り演習に時間を割くため，受

講者には授業時間外に講義内容の予習をするよう指

示し，授業の最初に予習内容をまとめるレポートを
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行っている．また，講義で学習した内容に関する復

習テストを実施し，受講者の理解状況を確認してい

る． 

3.2 実験方法 
表 1に科目「CG」の授業計画を示す．講義 2とな

る 4回目の授業から学習支援用語検索システムを受

講者に公開した．講義 5の 7回目の授業までは前回

までのスライドを閲覧できるようにし，復習教材と

してのみ使用できるようにした．予習には本システ

ムを使わず教科書を使用して行うことを指示した．

その後，講義 6の 9回目の授業から講義 8の 11回目

までの授業では本システムで次回のスライドを閲覧

できるようにし，復習だけでなく予習にも使用でき

るようにした．これら本システムを使用した授業回

と使用しなかった授業回で，予習の頻度や復習テス

トの結果などを比較する． 

 

4. おわりに 
本研究では，講義授業において授業スライドの閲

覧や検索による CG 用語の学習が可能なシステムを

開発し，予習教材としての利用について実験を行っ

た．発表では実験結果について報告する． 

 

参考文献 
(1) 森真幸, 冨永哲貴, 廣瀬健一:“ビジュアル情報処理教

育における学習支援用語検索システムの一考察”, 教

育システム情報学会第 6回研究会 （2015） 

(2) “ビジュアル情報処理”，CG-ARTS協会(2006)） 

(3) POV-Ray: http://www.povray.org/ (参照 2015.6.10) 

 

 

 

 
 

表 1 「コンピュータグラフィックス」の授業計画 

授業回 内容 

1 
講義ガイダンス   

CGに関する予備知識の調査   

2 
CGの概要 

講義 1 
ディジタル画像と 2次元 CG 

3 
演習の手引き 

演習 1 
簡単な CG作成演習 

4 
モデリングその１ 講義 2 

モデリング演習１ 演習 2 

5 
モデリング その２ 講義 3 

モデリング演習２ 演習 3 

6 
座標変換 その１ 講義 4 

座標変換とモデリングの演習 演習 4 

7 
座標変換 その２ 講義 5 

座標変換とモデリングの演習 演習 5 

8 座標変換とモデリングの演習 演習 6 

9 
レンダリング その１ 講義 6 

レンダリングの演習１ 演習 7 

10 
レンダリング その２ 講義 7 

レンダリングの演習２ 演習 8 

11 
CGアニメーション 講義 8 

アニメーションの演習 演習 9 

12 CG総合演習 演習 10 

13 CG総合演習 演習 11 

14 
授業総括と試験について   

課題演習 演習 12 

15 
期末試験   

授業評価アンケート   

図 1 学習支援用語検索システム 

② ④ ⑥ 

① 

⑤ 

③ 

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 326 ―
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あらまし：栄養士には食の面から健康をサポートする役割があり，対象者の食生活を把握・分析して改善

指導を行う．日常の食事記録をデータ化する際には，コード付けミスやデータ入力過誤などの問題が起こ

り，食事評価に影響を与えるため，食事記録の精度向上と調査者支援のためのシステムを開発している．

食事記録調査は調査者である栄養士の技量も必要なため，栄養士養成課程でも必修の科目である．本稿で

は，栄養士養成課程での食事記録調査支援システム利用と現場との連携について報告する． 
キーワード：食事調査，栄養士養成課程，e-Learning  

 
 
1. はじめに 
栄養士には食の面から健康をサポートする役割が

あり，対象者の食生活を把握・分析して改善指導を

行う（1）．食生活の把握には食事記録調査が用いられ

る．食事記録調査は対象者の食生活を把握・分析す

る上で，栄養士の職務において重要であり，栄養士

養成課程でも指導されている． 
食事記録調査には，調査者や対象者への負担，調

査者による推量の技量，情報の精度などの課題があ

る（2）（3）．そこで，筆者らは，食事記録調査を支援

するシステムを開発してきた（4）（5）．対象者の食生

活が記録された調査票は調査者により集計・分析の

ためにデジタルデータ化する．この入力の負担軽減

と，入力ミスの軽減を目的に入力支援システムを開

発した．集計後のデータに数量ミスや誤った食品の

混入などがあると結果に重大な影響を与えるが，入

力後の膨大なデータから調査者が発見することは困

難であるため，入力過誤の検出システムを開発した．

システムは全国の食事記録調査に使用した．一方で，

食事記録調査は地域あたり一人の調査者が長年担当

しており，熟練しており十分なエラー事例を収集す

ることが難しい．そこで，栄養士養成課程の学生指

導に利用しながら，初心者レベルのエラーを収集し

た．本稿では，システムによる食事記録調査支援の

結果と栄養士養成への活用について報告する． 
 

 
Internet 

入力

調査者

推量

出力

管理者

調査票

収集

集計システム

入力過誤検出システム 

CSV 

確認

確認 

提出

確認・訂正依頼 

分析 

UL 

DL 

確認

コード化 入力過誤検出の支援

2. 食事記録調査とシステム支援 
食事記録調査では，調査対象者の食事を調査票へ

記録する．調査者は，調査票から摂取食品名，加工

法と重量を推定し，食品成分表を用いて食品コード

を紐付け，食品のエネルギーと各種の栄養素摂取量

を算出してデータ入力する．システムで支援した食

事記録調査の流れを図 1 に示す． 

 
図 1. システムによる食事記録調査支援の流れ 

 
2.1 データ入力の支援 
データ入力される食品データは膨大であるため，

コード付けのミスが起こりやすい．そこで，システ

ムでは食品番号の引き当てにより，単純な番号記載

ミスを減らしている．一般的な外食，一般的な食事

に関しては，予め用意した食品の組み合わせを引き

当て，必要に応じて食品を追加／削減する．また，

システムで加工済みの食品や代替食品の変換一覧を

設けて入力支援している．集計データは CSV ファイ

ルに出力する． 
 
2.2 入力過誤検出の支援 

従来は，集計データ（CSV ファイル）を①管理者

に送り，②管理者が点検・確認して，③調査者へ返

送，④調査者の修正・再提出，という手順がとられ

ていた．データの確認完了までの時間が掛かり，調

査者の修正，管理者の点検とも，改めて時間を取る

必要がある．システムでは，調査者は集計システム

から出力した CSV ファイルをインターネット経由

 

データ入力の支援 

資料化
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で検出システムへ提出する．システムでは提出され

た CSV ファイルを確認して過誤の結果ファイルを

生成する．過誤の検出項目は，惣菜分量の誤り，食

塩量の誤り，エネルギー総量の誤りなどがある．食

品の重量，人数の分割ミス，電子化時の単純な入力

ミスなどで，大きな誤りが起こることがあるため，

摂取量に閾値を設けて入力過誤の検出をしている．

利用が稀な食品も警告項目として設定しており，確

認を促すメッセージを出力する．調査者は，システ

ムを使って出力されたエラーを修正した後に，管理

者に提出する． 
 

 
図 2. 入力過誤検出システムの操作画面 

 
2.3 システム支援の評価 

入力過誤の検出結果例を表 1 に示す．対象は徳島

県で実施した食事記録調査の1期分となる9866レコ

ードである．延べ 142 件のエラーを検出している． 
 

表 1. 入力過誤の検出結果（対象 9866 レコード） 

項目 件数 

入力番号の誤り 48

惣菜分量の誤り 0

重量の誤り（多すぎ） 11

重量の誤り（少なすぎ） 0

一般的な重量の範囲外 11

食塩量の誤り（多すぎ） 16

食塩量の誤り（少なすぎ） 23

エネルギー総量の誤り 44

煮物に水が入力 29

合計 142

 
入力過誤の原因は，単純な入力ミス，食品コード付

を行う際の代替食品の不適合，調理時の分量（人数）

を一人分の食事へ未換算などである．システムによ

る入力支援と過誤検出支援の評価として，入力過誤

に対する警告メッセージのみで，その修正方法を特

定した指示がないため，修正対応に時間がかかるこ

とが挙げられた． 

3. 栄養士養成課程への活用 
現在，筆者らのグループでは全国の協力者が年 4

回の食事記録調査を実施している．担当している調

査者は熟練しており，比較的注意深く入力が行われ

るためにエラーが少なく，訂正の知識も持つ．そこ

で，初心者が起こしやすいエラー収集を行い，具体

的な訂正情報を提供できるよう，栄養士養成課程の

短大生向け演習で利用した．学生による演習では，

作業に慣れていないため，操作画面の課題もあった．

現場の栄養士がシステムを使用する場合も，大規模

かつ多人数への一斉指導は困難であり，初心者向け

の画面設計は必要である． 
 

http://www.nutriepi.com 

CSV 

 
Internet 

入力

調査者

推量

出力

管理者 

調査票

収集

集計システム

入力過誤検出システム 

 
図 3. 栄養士養成課程での利用とデータ収集の流れ 

 
4. まとめ 
食事記録調査支援システムでは，食事記録の集計

作業における入力負担，調査者と管理者のデータ確

認作業の負担を軽減している．栄養士養成課程での

食事記録調査支援システムの利用においては，学生

の利用データを現場の調査者のために活用できるこ

とを確認した．栄養士の役割や実践活動が養成教育

に生かされること，大学の研究資産・教育資産が社

会に還元されることは必要であり，食事記録調査支

援システムの利用は栄養士の現場と養成課程の双方

の連携・協働が実践される．今後は食事記録調査を

支援する機能の追加・改善と合わせて，栄養士養成

に必要な機能の検討・追加を進める予定である． 
最後に，本研究は文部科学省学術振興会の科学研

究費補助金（課題番号 24501007）で進めていること

を，感謝をこめて付記する． 
 

参考文献 
(1) 山口蒼生子, 神田晃, 金子俊:“食事調査方法・評価と

まとめ方”, 家政教育社, 東京 （2004） 
(2) Walter.Willet(著), 田中平三(監訳):“食事調査のすべて

－栄養疫学－”, 第一出版, 東京 （1996） 
(3) 日本栄養改善学会(監修):“食事調査マニュアル”, 南

山堂, 東京 （2005） 
(4) 長谷川信，今枝奈保美，磯本征雄：“食事記録調査の

ための支援システムの開発”，教育システム情報学会

第 37 回全国大会講演論文集，pp.414-415（2012） 
(5) Nutriepi:“http://www.nutriepi.com/” 
 

確認

①エラー分析

UL 

DL 

 

栄養士養成課程向けe-Learning演習 

コード化

CSV 

分析 
養成課程向け利用 

③情報提供 

②DB化 利用 

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 328 ―



4K 収録映像の HD 自動切り出しによる高臨場感講義収録システムの開発 
 

High Realistic Lecture Movie Generated by 4K Recording System 
 

白澤 秀剛*1, 和田 康浩*2, 柿澤 茂*3 
Hidetaka SHIRASAWA*1, Yasuhiro WADA*2, Sigeru KAKIZAWA*3 

*1東海大学情報教育センター 
*1ICT Education Center, Tokai University 

*2映像センター 
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*3フォトロン 
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あらまし：現在市販されている講義収録システムは,動画により講義を見て聴くというに主眼が置かれて

おり,学習者が実際の授業に参加した場合と同様のノートテイクの実現や,他の受講生の反応と自分の感

じ方を比較するなどへの配慮についてはなされていない.黒板を使った講義形式の授業では，ノートテイ

クの作業が学習となっていたり，発問に対する教室内の反応が個々の理解を促進する要素となっていたり

する．これまでにも教室後方からの映像から教師周辺を切り出して動画を生成するシステムは存在してい

たが，ＨＤ動画からの切り出しでは，黒板の文字が見にくかったり，画面移動の回数が多くなって落ち着

かない映像となってしまったりしていた．そこで,筆者らは,教室後方に設置した４Ｋウルトラハイビジョ

ンカメラで収録した映像から,黒板のマーカーを自動識別してＨＤ画像に切り出すというシンプルな方法

で，講義に参加して受講しているような臨場感を再現する講義収録システムを提案する. 

キーワード：４Ｋ，講義収録，ノートテイク，収録システム 

 

 

1. はじめに 
単位の実質化に伴う授業外学習支援の高まりや，

反転学習を採用する授業数の増加により，講義収録

装置のニーズはますます高まってきている．反転授

業では配信用動画教材を講義とは別に作成している

ケースも多いが，教室内で行っている講義をそのま

ま収録して動画教材としたいというニーズも多い． 

 

2. 収録システムの概要 
今回提案する講義収録システムは，４Ｋウルトラ

ハイビジョンカメラと編集システムという非常にシ

ンプルな構成となっている． 

図１に示すように，講義教室後方の中央に配置し

た三脚に４Ｋウルトラハイビジョンカメラを設置し，

黒板全体が収まるように画角を調整する． 

４Ｋウルトラハイビジョンカメラは，業務用の高

価なものではなく，民生用の入手しやすい価格のも

の（図２）を使用している． 

使用したカメラの仕様については,表１に示す. 

 

表１ 使用したカメラの仕様 

記録メディア 
SDXC メモリーカード (UHS-I 

U3 以上) 

映像記録 
XAVC S 規格 

（MPEG-4 AVC/H.264） 

動画記録画素数 3840×2160/30p 

動画記録レート 約 100Mbps 

 

 
図 1 教室内のカメラ配置 

 

 
図 2 ４Ｋウルトラハイビジョンカメラ 

教員 黒板 
教卓 

４Ｋカメラ 
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現在は PC の処理能力の関係で,収録と同時に配信

用映像を生成することは困難であり,収録後に動画

ファイルを編集ソフトウェアに読み込ませて編集を

行う.収録から編集までの流れは図 3 に示す. 

 

 
図 3 収録から編集までの流れ 

 

3. 映像切り出しとマーカー 
４Ｋは Full HD の４倍に相当する横 3840px×縦

2160px の解像度がある．教室後方から黒板の両端が

収まる画角にカメラを設置して収録した映像を図 4

に示す．教員は板書する位置の左上にマーカーとし

て，白色のマグネットを設置すると，そのマーカー

を目印として横 1280px×縦 720pxの範囲が編集時に

切り出される．切り出した映像の例が図 5 である． 

 

 
図 4 ４Ｋカメラでの収録画角 

 

 
図 4 ＨＤ切り出し結果 

 

従来の Full HD からの切り出し 1)と比べ，元映像

の解像度が高いうえ，切り出し後の解像度もＨＤ画

質が得られることから，ある程度広い範囲が得られ

ているにも関わらず，黒板の文字の認識に関しては

全く問題のない解像度が確保されていることが分か

る．また，教員が講義中に少し動いても，切り出し

画角内に十分収まるため，教員を追跡して切り出し

位置を変化させる必要がない．そのため，従来のシ

ステム 1)と比べ，切り出し位置の移動が極めて少な

くなり，安定した映像が続くため，切り出し位置が

こまめに変化することによる映像酔いが発生しない． 

 

4. 視聴テストの結果 
講義収録から作成したデモ映像と，従来型の講義

収録映像を大学生被験者 7 名にノートテイクをさせ

ながら視聴させ，視聴後にアンケート調査を行った．

比較する従来型の講義映像は，講義資料が画面全体

に表示され，右下に講師のアップ映像が合成された

ものを使用した． 

 

表１ 授業に出席している感じがするか 

映像 する ややする 
あまり 

しない 
しない 

従来型 0 人 2 人 3 人 2 人 

４Ｋ 3 人 4 人 0 人 0 人 

 

表２ ノートテイクはしやすいか 

映像 しやすい 
やや 

しやすい 

やや 

しにくい 
しにくい 

従来型 0 人 0 人 7 人 2 人 

４Ｋ 6 人 1 人 0 人 0 人 

 

5. まとめ 
これまでの Full HD の切り出しによる黒板授業収

録装置は，黒板の文字を範読可能にするために，教

員を追跡して切り出しを行っていた．そのため，画

面移動が頻繁に発生してしまい，閲覧者が酔ってし

まうという問題点があった．また，学習のためのノ

ートテイクを行おうとすると，教員を追跡している

ため，黒板の記述内容の一部が画面外になってしま

うこともあり，動画を停止してのノートテイクをせ

ざるを得ない場合もあった． 

今回提案するシステムでは，画面が安定している

のみならず，臨場感が高まり，実際の授業に参加す

るのと同様のノートテイクが可能であることが分か

った． 

今後，収録授業数を増やしたり，復習教材として

利用した場合の効果などについて検証を進めていく

予定である． 

 

参考文献 
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マンガケースメソッド教育の評価とその改善 
 

Evaluation and Improvement of Manga Case Method 
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あらまし：本論文では，マンガケースメソッド教育において，適切なグループ構成を検討する手法の提案

を行った．手法として，学習者の着眼点を利用することを提案し，学習者の着眼点はマンガケース教材中

のどのコマに着目したかを問うことで計測を行った．合計 51 名の学習者に対して実験を行い，学習者は

遠い着眼点ほど学び易いことを明らかにした．この結果から，遠い着眼点同士の学習者を積極的に組み合

わせるなどの施策を考えることができる． 

キーワード：マンガケースメソッド，ファシリテートシステム 

 

 

1. はじめに 
近年，知識の学びを目的とした教育手法に代わり，

知識の使い方や身に付け方の学びを目的とした教育

手法が重要視されるようになってきた .例え

ば,ATC21S では,IT を活用して問題解決を図る能力

が重要視され，その教育手法が検討されている(1). 

知識の使い方を学ばせる教育手法として，著者ら

はマンガケース教材の開発を行ってきた(2) ．マン

ガケース教材とはケースメソッド教材をマンガによ

り表現した教材である.マンガケース教材の大きな

特徴は，マンガで描かれた状況設定に対して，課題

に対する様々な情報が自然な形で埋めこまれている

点にある.マンガケース教材の目的は，これらの情報

を見つけ出し，有機的に結びつけるための“視点”

を学習者に学ばせることにある． 

マンガケース教材では，学習者の事前知識の多様

性を利用してグループ学習を行う．そのため，マン

ガケース教材ではグループ内の学習者の組合せが学

習効果に大きく依存する．そこで，我々はマンガケ

ース教材のファシリテートシステムの構築を目指し

て研究を行っている．ファシリテートシステムでは，

学習者に合わせて適切なマンガケース教材や適切な

グループメンバーの構成の推薦等を行う． 

上記背景を受けて，本論文では，適切なグループ

構成を割り出すために，学習者の”着眼点”を利用す

ることを提案し，その可能性の検討を行う． 

 

2. 実験 
合計 51 名の学習者に対してマンガケース教材を

使用した集団学習を行わせた．そして，その学習前
後において，学習者の“着眼点”の計測を行い，比較
した．なお，学習者の“着眼点”は，マンガケース教
材の「どのコマになぜ着目したか」を問うことによ
って計測した． 

学習者と実験条件を変更して実験 1 および実験 2

の二回行った．実験条件を表 1 へ示す． 

表 1 設定した課題 

項目 実験 1 実験 2 

① 学習者の組み合
わせ 

ランダムな組み合
わせ 

ランダムな組み

合わせ 
② グループの構成

人数 

3 人 5～7 人 

③ 学習者全体の人
数 

9 人 

学習者 A～I 

42 人 

学習者 J～O，そ

の他 

④ 実施日程 1 日に集中 3 日間に分割 

 

実験では，「どのコマになぜ着目したか」を問う
ことにより，学習の前後でプレテスト，ポストテス
トを行った．そして，プレテストの着目コマを「事
前に持っていた”着眼点”」とした．また，ポストテ
ストの着目コマの中で，プレトテストに存在しなか
った着目コマを「学習により獲得した”着眼点”」と
した． 

学習者が事前に持っていた”着眼点”と学習により
獲得した”着眼点”との関係性について考察する．分
析は下記の 4 ステップで行った．図 1 に作業イメー
ジを示す． 

(1)学習者全体のプレテストの結果から”着眼点”

同士の類似度（距離行列）を算出 

(2)距離行列を使用して，学習者それぞれのプレテ
ストの結果からの各”着眼点”への距離を算出する 

(3)算出した距離を使用し，各”着眼点”のプレテス
トからの距離の順位表を作成する 

(4)プレテストとポストテストの結果を順位表に
プロットする 

実際に実験結果から作成したプロット表を図 2 に
示す．まず，距離行列の算出には実験 1 および実験
2 で得られたプレテストの結果をすべて用いた．次
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に，各学習者の順位表とプレテスト，ポストテスト
の結果のプロットを学習者 A～H，J～O に絞って行
った．なお，その他の学習者はポストテストの結果
が一部得られていないため，分析から除外した． 

作成した順位表から，プレテストの”着眼点”はト
ップ 5 程度までに固まって存在していることがわか
る．それ以外のプレテストの”着眼点”は，ある程度
満遍なく全体に広がっている．それに対して，ポス
トテストの結果は，低順位に集中していることが分
かる．参考のために，各順位でのポストテストの”

着眼点”の数のグラフを図 3 に示す．実験 1 および実
験 2 の両実験において，明らかに低順位になるに連
れポストテストで獲得された”着眼点”の数が増えて
いることがわかる． 

単純に考えると，プレテストの”着眼点”と距離の
近い着眼点のほうが共感され易く，学ばれ易いはず
である．しかし，実際には，最も距離の遠い着眼点
を積極的に学んでいるという結果になった．これは，
ディスカッションなどを通して，意外な着眼点に触

れることにより，その印象が強く残り，学びに結び
ついたのではないかと考えることができる． 

 

3. まとめ 
実験結果から，適切なグループ構成を割り出すた

めに，学習者の着眼点を利用することに関して，一
定の可能性が示されたと考えられる，例えば，遠い
着眼点同士の学習者を積極的に組み合わせるなどの
施策を考えることができる，今後は，この知見を利
用し，ファイリシテートシステムの構築を目指す， 

 

参考文献 
(1) Griffin, P., Barry, M. and Esther, C. :“Assessment and 

teaching of 21st century skills”，Springer， Dordrecht 

(2012) 

(2) 吉川厚：“獲得した知識を活用するトレーニング  : 

Situated Intelligence Training”，システム/制御/情報 シ
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図 1  (a) 学習者のプレテスト解答例; (b) 距離行列の計算例; (c) 順位の計算例（学習者 A）; (d) 学習者全体の順位の計算例; (e) 学習者
のプレテスト，ポストテスト計算例， 

 

図 2 プレテストとポストテストのプロット結果， 

 

図 3 各順位でのポストテストの集計結果， 
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運動系における力の把握の促進を目指した Error-based Simulationと 
その評価実験 
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あらまし：力学問題解決における運動方程式の立式のためには，まず系にはたらく力を見出す必要がある

が，この力の把握が正しくできない学習者は多く存在する．このはたらく力に関する学習支援として，学

習者の誤りに基づくシミュレーションである Error-based Simulation（EBS）を利用したものがあり，静止

系を対象とした場合の有効性が確認されている．本研究では，力の誤りが運動の有無としては現れない運

動系に関する EBSの実験的な利用を行ったので報告する． 

キーワード：力学，はたらく力，誤りの可視化，Error-based Simulation，MIF誤概念 

 

 

1. はじめに 
子ども或いは初学者は，学習前や初期段階に，科

学的には正しくないとされる知識や考え方を持って

いる場合がある．このような知識は誤概念[1]と呼ば

れ，学習・問題解決の妨げとなり得るため，修正が

必要であるが，その修正は容易ではない． 

この誤概念の中でも，「運動する物体にはその運動

の向きに力がはたらいている」という「Motion 

Implies a Force（以下，MIF）誤概念」[2]と呼ばれる

ものがある．この MIF誤概念は未学習者・既学習者

共に広く見られるとされ，これまでにも多くの研究

においてその修正が試みられてきた．多く見られる

試みとして，物体にはたらく正しい力を可視化し，

それを観察させるというものが挙げられるが，これ

らの学習支援は学習者の考えが正しくないことを指

摘することはできるが，どのように誤っているかを

示すものではなかった． 

これについて Taoら[3]はコンピュータプログラム

上での運動のシミュレーションを利用し，幾つかの

物体の運動とはたらく力の予想と観察を行っている．

ここでは，学習者が誤った考えを持っていた場合，

予想と違う運動が表れることになり，誤りに対する

納得性の高いフィードバックが与えられると期待で

きる．しかしながら，そこでは学習者は力自体を直

接描写するのではなく，その原因となるロケットの

噴射や空気抵抗の有無等をパラメータとして入力し

たうえでシミュレーションを行っており，また運動

方向以外の方向の力を扱わないなど，学習者の力の

把握を十分に捉えられているとはいえない． 

これらの考察に基づくと，学習者の力の把握を運

動系に対して直接的に表現させ，それを運動に反映

させることが有力な方法であると考えられる．その

ような方法として，学習者の把握が誤っている場合

にそれらに応じた不自然な運動を生成する

Error-based Simulation（EBS）が提案されている[4]．

この方法はこれまでに，静止系に対する力の把握の

誤りに対してその有効性が検証されているが[4]，本

研究では，これを運動系にて用いることで，MIF誤

概念の修正の効果を評価することを目的とする． 

 

2. Error-based Simulation 
本章では，本研究で用いている Error-based 

Simulation（EBS）に関して述べる． 

2.1 EBSの概要 
EBSは学習者の立てた運動方程式中の誤りを，方

程式の世界から，物体の挙動の世界へと反映するこ

とによって生成される運動のシミュレーションであ

る．すなわち EBSは，力学系を構成する物体の不自

然な振舞いを提示し，物体の正しい挙動との差異と

して誤りを可視化する． 

先行研究においては，静止が正しい運動である静

止系を対象とした EBSの利用が行われており，また

その効果が確認されている[4]．一方，本研究で対象

とする運動系では，力の正誤は運動の単純な有無と

しては表れないため，EBSの利用が必ずしも有効と

は言い切れない．そのため，運動系を対象とした EBS

の実験的な利用とその評価には意義があるといえる． 

2.2 本研究で用いる EBSシステム 
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本研究では，運動系に対する EBS システムを，

Android タブレット上に実装した．システムのイン

ターフェースを図 1に示す．システム画面は問題文，

各種ボタン群，作図領域からなる．このシステムに

は，学習者による力の作図と EBSによる誤りの修正

の促進という 2つの機能が実装されている． 

本システムの作図機能は，一般的に行われる矢印

での力の作図と同様の作業を，学習者が画面上で行

えるよう設計されている．具体的な作図作業として

学習者は，力の矢印を描き始めたい場所を指で押さ

え，描きたい方向に指を動かし，任意の長さになっ

たときに指を離すことで，矢印が作図される． 

作図の完了後，学習者は自身の作図に基づく運動

のシミュレーションを見ることができる．このとき

学習者の作図に誤りがあれば，現実とは異なる運動

が提示される．例えば図 1のような等速直線運動を

扱った問題では，学習者がMIF誤概念を保持してい

る場合には，図 1のように運動方向に力の矢印を描

くという間違いが予想されるが，このような場合に

は物体の加速度運動が提示される．現実での正しい

運動は学習者にとって既知であるため，このシミュ

レーションを観察することで，学習者が自身の誤り

に気付き，修正することが期待できる． 

 
図 1 システムのインターフェース 

2.3 システムで用いる課題 
EBSをMIF誤概念の修正を目指した学習のために

用いるうえで，本研究では，先行研究にて用いられ

た，MIF誤概念が適用されるとされる事例を具体的

な課題として利用する．ここで，先行研究にて MIF

誤概念は以下の 3つの特性としてまとめられている． 

① 運動の維持は，等速であっても，運動を引き起
こす，運動方向の力という思い込みを引き起こ

しうる 

② この力は特に，明確な抵抗力があるときに継続
する運動の説明で一般的である．この力が抵抗

より大きいために物体は運動を維持すると仮

定される 

③ この力は物体の速度に応じて減ったり増えた
りすると考えられるかもしれない 

このことから，これら 3つの特性が解消されてい

れば，MIF誤概念は修正されたということが出来る．

そこで本研究では，これまでに用いられた事例をこ

の 3つの特性のいずれに対応するかで分類した． 

このような分類を行った上で，3 つの各特性を演

習できるよう，課題の選択を行った．その結果，ま

ず 3つの特性に対応する基本的な，はたらく力の学

習課題として， 

(a) 摩擦のない氷の上での等速直線運動（①） 

(b) パラシュートを開いて等速で落下（②） 

(c) 垂直に投げ上げられた物体（③） 

の 3問を用いる．また，上記 3つの特性に対応する，

応用的なはたらく力の課題として， 

(d) 宇宙空間で等速直線運動する宇宙船（①） 

(e) 摩擦のある水平面上で物体を等速度で押す

（②） 

(f) 斜方投射された物体（③） 

も用いる． 

3. 評価実験 
本研究では現在，高専生を対象とした，運動系で

の EBS の実験的な利用とその評価を予定している．

今回の EBSでは，力やその作図に対するある程度の

事前理解が必要であるため，当該範囲を学習済みで

ある学習者を対象としている． 

利用の構成としては，事前テスト→システム利用

→事後テスト→遅延テスト，といったものを予定し

ている．各テストの形式については，運動系を対象

とした力の作図問題を用いる．またその際，本研究

では誤概念の修正を目的としていることから，評価

には学習に用いた学習課題と共に，同じ概念を用い

る別の状況の転移課題を用い，遅延テストでの効果

の維持の確認も行う． 

 

4. おわりに 
本研究では，初等力学における MIF誤概念の修正

を目指した学習支援として，これまで静止系での学

習に用いられてきた，学習者の誤りを基にしたシミ

ュレーションである Error-based Simulationの利用，

及びその効果の検証を行っている． 

今後，実際の学習者を対象としたシステムの実験

的利用とその評価を予定している． 
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分数演算の関係的理解を可能とする分数ブロックモデルとその操作型学習環
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あらまし：筆者らはこれまでに，分数の比としての意味を具象化した分数ブロックモデルを提案し，量を

表す数と比を表す分数の乗除としての操作が可能な環境を実装し，小学校における実験的な利用までを行

っている．本稿では，分数ブロックを用いた分数同士の乗除算を定義するとともに，連比を用いてその操

作の妥当性を説明する． 分数ブロックモデルを用いることで，分数の演算を一貫した具象モデルで説明

することができることになり，分数の理解の向上に貢献することが期待できる． 

キーワード：分数ブロックモデル，比としての分数，連比 

 

 

1. はじめに 
分数とは，二つの数の比を用いた数の表現法の一

つであり，分母の数に対する分子の数の割合を表し

ていると捉えてよい．したがって，分数を理解する

上で，割合としての意味を理解することは不可欠で

あるといえる．しかしながら，小学校において分数

を教える際には，分母を等分操作，分子を累加操作

として，図などによって具象化された量に対する処

理として説明するのが一般的である．つまり，分数

とは，分母で割って，分子を掛けるという処理とし

ての説明である．この説明は，分数を量に対する操

作として具象化しているという点で，受け入れやす

いものになっているが，この説明から比・割合とし

ての意味を読み取ることは簡単とは言えない．この

ような説明で分数を意味づけていることが，分数理

解の困難さの一因であると筆者らは考えている． 

分数ブロックモデル(1)は，分数の比としての意味

を具象化したものであり，このモデルを操作するこ

とで，比としての分数を具体的な操作を通して学ぶ

ことができる．筆者らはすでに，量を表す数と比を

表す分数の乗除を対象として，分数ブロックを用い

た計算操作を行える学習環境を実装し，小学校での

実験的利用まで行い，その結果を報告している(1)． 

本稿では，分数ブロックモデルを用いた分数同士

の乗除算を定義するとともに，連比を用いてその操

作の妥当性を説明する．この説明は，連比の性質を

用いた説明となっており，従来の操作としての説明

よりも，関係的理解を促すものになりえると期待で

きる．なお，連比は小学校では取り扱われないため，

小学校においては分数ブロックを道具的に理解する

しかないが，分数ブロックの操作が連比として説明

できることは，その道具的理解が関係的理解に直結

することを意味しており，分数ブロックを用いた分

数理解の妥当性を示すもの上で重要と考えている． 

 

2. 分数ブロックモデルと演算 
2.1 分数ブロックモデル 
分数を分母の数と分子の数の比の表現として捉え

ると，その具象化は，分母の数と分子の数の比の具

象化となる．量と比の違いは，量では「１」が固定

されているのに対して，比においては「１」を固定

する必要はなく，分母の数と分子の数の「１」が同

じであれば良いことである．この条件を満たすもの

として考案しているのが，分数ブロックである． 

図１に分数ブロックの例を示した．これは，2／3

を表現している．分数ブロックは，分母ブロック（下

側）と分子ブロック（上側）の二つのブロックによ

り構成されており，それぞれのブロックは同じ大き

さの「単位ブロック」，により構成されている．ここ

で，「比においては「１」を固定する必要はなく，分

母の数と分子の数の「１」が同じであれば良い」こ

とから，単位ブロックは一つの分数ブロック内で大

きさが一致していればよい．同一分数ブロック内で

同じであれば，単位ブロックの横の長さを変えるこ

とができるようにしており，これにより，分数の比

としての値を保ったまま，見かけの大きさを変える

ことができる． 

2.2 量を表す数と分数ブロックの演算(1) 
図２は，量「１」に対する 2／3と量「２」に対す

る 2／3 を取り出す操作を表している．まず，「量」

を分数ブロックの分母に合わせる．これで，分母ブ

ロックは，等分の単位ブロックで構成されているの

で，これで分母分の１が決定されることになる．そ

の上で，分子ブロックの長さに相当する量を取り出

す．これが，分子分の量，に相当する．以上が分数

ブロックを用いた掛け算の説明となる．割り算の場

合は，「量」を分子ブロックに合わせて，分母ブロッ

C5-3 

― 335 ―



クに相当する大きさの「量」を結果とする． 

一般的な教え方では，分母を等分操作，分子を累

加操作として，処理として表してはいるものの，分

数自体の実体は表せていないといえる．これに対し

て，分数を実体あるものとして表現できたことが分

数ブロックの成果であるといえる． 

 

 
 

 

 

 

2.3 分数同士の乗除 
本節では分数ブロック同士の乗法の操作を説明し

た上で，連比を用いてその操作の妥当性を説明する． 

4／5×2／3 を例とする．（Step1）まず，演算数（2

／3）の分母に対して，被演算数（4／5）の分子を合

わせる（つまり横の長さを一致させる）．（Step2）こ

のままでは単位ブロックの大きさが一致しないので，

それぞれ合わせた相手の等分数（単位ブロック数）

だけの等分を自身の単位ブロックに対して行う（そ

れぞれの分母，分子ブロックに対しても同様に等分

する）．これで単位ブロックの大きさが一致したこと

になる．その上で，（Step3）中間の分母・分子を削

除して，演算数の分子ブロックと非演算数の分母ブ

ロックを残すと，掛け算の計算結果としての分数ブ

ロックが得られる．図 3にこの過程を示した． 

 

 
 

図３ 分数同士の乗法 

 

これを計算式として書くと， 

4／5×2／3 ＝ 12／15×8／12 ＝ 8／15 

となる．これは，被演算数の分子と演算数の分母の

数を一致させ（単純公倍数にする），それら同士を相

殺して，残った被演算数の分母と演算数の分子で分

数を構成していることになる．計算結果自体は正し

いものとなるが，一般的な分数の掛け算の定義であ

る，分子同士，分母同士の掛け算を行っているわけ

ではない．したがって，なぜこのような手順で計算

を行うのかについての妥当性の説明が必要といえる． 

 分数ブロック同士の乗法の操作の妥当性は，分数

同士の計算を連比の計算として捉えることで図 4 に

示した流れで説明できる．一方，除法は，図 4 にお

いて，Y : Z = c/d : 1 となる c/d が分数として与えら

れた場合に発生するものと説明できる．等分操作と

累加操作として分数と捉えていると，分母と分子を

入れ替えて掛け算にする，という操作は奇妙に思え

るが，比として考えると，X : Y と Y : X の違いで

あり，より自然な操作として説明できる． 

 

 
図４ 連比を使った分数乗法の解釈 

  

2.4 整数への拡張 
 前節では，分数同士の計算として説明したが，整

数に対しての乗法も同様に説明可能である．整数は，

分母が 1 であると考えればよく，単位ブロック 1 個

を分母ブロックとする分数ブロックとして表現でき

る．たとえば，5×2／3とは，1 に対する 5があった

時，その 5 を 3と思った時の 2 が，最初の 1 に対し

てどのような大きさになるかを計算するものとなる．  

 

3. 操作型学習環境の設計・開発 
 分数ブロックモデルに基づいて分数計算を行うこ

とができる学習環境を開発している．この環境にお

いては，分数ブロック表現，式表現，言語表現，の

三つが連動するようになっており，それぞれの表現

を操作することによる他の表現への影響を見ること

ができるようになっている．また，従来の教科書等

で使われている，具体物に対する等分・累加操作も，

事例的に連動させることができるようになる．これ

らの連動によって，従来の分数の意味づけを統合的

に説明するものとして，分数ブロックを位置付ける

ことを目指している． 

 

4. まとめ 
本稿では，分数の比としての意味を具象化した分

数ブロックを紹介し，その乗除の操作が連比の操作

として説明できることを述べた．この分数ブロック

モデルに基づいた学習環境を開発しており，その評

価を今後行う予定である． 

 

参考文献 
(1) 城谷昭充，前田一誠，平嶋宗，“割合分数を具象化す

る分数ブロックの提案と学習支援システムの設計・

開発および試験的利用”，電子情報通信学会論文誌, 

Vol.97-D,No.10, pp.1553-1562(2014.10)． 

図１ ２／３の分
数ブロック表現（上
下とも） 

図２ １の2／3と２の2／3
の計算操作 
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e-Learningコンテンツと作問学習環境を活用する知的教育システムの開発 
 

Development of an Intelligent Educational System Using e-Learning Contents 
and Question Posing Environment 

 

林敏浩，中川晋平，岸本卓也，裏和宏， 
後藤田中，村井礼，八重樫理人，垂水浩幸 

Toshihro HAYASHI, Shimpei NAKAGAWA, Takuya KISHIMOTO, Kazuhiro URA, 
Naka GOTODA, Hiroshi MURAI, Rihito YAEGASHI, Hiroyuki TARUMI 

香川大学 
Kagawa University 

Email: hayashi@eng.kagawa-u.ac.jp 
 

あらまし：我々は，e-Learningコンテンツ視聴後に行われる問題解答に着目した知的教育システム Active 

S-Quizを開発する．e-Learning視聴で学習した基礎知識の定着を計ることを目指し，学習者主導による作

問環境を導入し，作問を通じて学習者の基礎知識を判定する．ム Active S-Quiz は，学習者の基礎知識が

判定できたら，システム主導による学習へ移行し，学習者の基礎知識を定着させる．  

キーワード：知的教育システム，e-Learning，作問学習環境，Active S-Quiz 

 

 

1. はじめに 
近年，e-Learning による学習・教育が盛んである．

典型的な e-Learning の形態として，学習者は，動画

コンテンツを視聴した後，その内容に関連する問題

を解答したり，課題レポートを作成し提出する．こ

のような e-Learning の学習形態では，動画コンテン

ツと課題（問題を含む）は事前に用意される場合が

多く，個々の学習者にとり必ずしも適応的な学習環

境とは言えない．我々は，この問題に着目し，個々

の学習者に適応した e-Learning 環境を開発する． 

上述の e-Learning環境は伝統的 CAIであるフレー

ム型CAIやドリル型CAIを組みあわせたものと考え

ることがきる．このような伝統的 CAI の枠組みに対

して，学習者の個別性に対応するために知的教育シ

ステムがある．我々も同様に知的教育システムの枠

組みを導入して，学習者の個別性への対応を目指す． 

特に我々は，e-Learning コンテンツ視聴後に行わ

れる問題解答に着目し，ここに知的教育システムの

枠組みを取り入れる．なお，我々は e-Learning コン

テンツ視聴で学習した基礎知識の定着を計ることを

目指す．知的教育システムは問題解決過程を通して

学習者の知識状態を判定するが，初期状態でどの基

礎知識を学習しているか適切に判定するのが難しい． 

このため，基礎知識を対象とすると適切な問題解

決の学習・教授文脈を形成するのが容易ではない．

この問題を解決するために，学習者主導による作問

環境を導入する．作問を通じて学習者の基礎知識を

判定する．ある程度，学習者の基礎知識が判定でき

たら，その結果を利用してシステム主導による学習

へ移行する．この一連の流れを通して，学習者が既

習の基礎知識を定着させる． 

我々は上記の機能を持つ e-Learning コンテンツと

作問学習環境を活用する Active S-Quiz[1]を開発し

ている．本稿では Active S-Quiz について報告する． 

2. 基礎知識学習と作問学習 
我々が開発する Active S-Quiz は，基礎知識学習を

対象とする．種々の学習対象領域の学習で表１のよ

うに「まずは覚える，知っておくべき」という基礎

となるべき知識（基礎知識）がある．本研究では，

基礎知識をある程度まとまりのある単位で学習する

ことを「基礎知識学習」と呼ぶ． 

 

表１ 学習対象領域と基礎知識 

対象領域 基礎知識 

英語 英単語の品詞，意味，活用・・・ 

現代語

（国語） 
漢字，熟語，品詞，簡単な文学史・・・ 

化学 
元素（原子記号，原子量），分子（化学

式，特徴）・・・ 

 

これらの基礎知識は，１個の e-Learning コンテンツ，

１つのフレーム（例えば，説明スライド１枚分）な

どの単位でグループ化されるのが一般的である． 

 

表２ 基礎知識学習の３段階 

学習段階 どのような支援を行うのか？ 

序盤 

自由な多肢選択問題の作問による学習

者の知識状態の推定（システムから具体

的な支援なし） 

中盤 

(1) 知識確認などのための特定知識を使

ったシステム主導による作問誘導 

(2) 誘導された多肢選択問題解答による

不足知識の補完や誤った知識の修正 

終盤 
多肢選択問題のドリル＆プラクティス

による既有知識の強化 
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学習者は e-Learning コンテンツを視聴した後，作

問や問題解答を行うが，我々は，対象領域の基礎知

識学習を３段階のフェーズ（序盤・中盤・終盤）に

分割し，作問を学習者に行わせながら学習者支援を

行う．表２に各フェーズの支援の概要を示す．さら

に，３段階の基礎学習に基づく Active S-Quiz の作問

に基づく典型的な学習過程を図１に示す．最初の対

象領域の基礎知識学習は学習者主導の様々は学習活

動を想定できるが，ここではある対象領域の

e-Learning コンテンツの視聴を前提とする． 

 

 
 

図１ Active S-Quiz の作問に基づく学習過程 

 

3. Active S-Quiz 
我々は，作問環境と適応的な学習支援機能を持つ

学習支援システム Active S-Quiz を構築する．作問環

境は既に開発済みの投稿型自主学習素材共有システ

ム S-Quiz[2]を利用し，学習支援機能は，知的教育シ

ステムの枠組みに基づき開発する．図２に Active 

S-Quiz のシステム構成を示す．

Active S-Quiz は，作問環境を構成

するモジュール群と学習支援環

境を構成するモジュール群を，学

習支援環境側のインタフェース

統合制御機構を介して結合する． 

また，Active S-Quiz の基礎知識

学習の３段階のフェーズの支援

について，（1）知識状態を推定す

る学習者モデルと推論機構，（2）

学習者の不足知識の補完や誤っ

た知識の修正のための教授戦略

制御機構，（3）ドリルを制御する

ため，教授戦略制御機構と S-Quiz

の作問・演習制御機構を連携する

インタフェース統合制御機構を

持つ．また，インタフェースは

S-Quiz の作問環境を参照して構

成する． Active S-Quiz の一次試

作システムは，領域知識ベース，

学習者モデル，教授戦略制御機構

は領域依存の形で実装する． 

対象領域知識ベースは学習対

象の基礎知識を意味ネットワークで表現する．学習

者モデルとして，学習者の知識状態は，意味ネット

ワークのノードに，「不明（unknown）」，「既知

（known）」，「誤り（incorrect）」，「定着（stabilized）」

などのタグ情報を付与して表現する．学習者モデル

の初期状態は学習対象となる全知識が記述され，か

つ，学習しているかどうか不明（unknown）な状態

として記述される．また，全ての知識が定着した時

が学習者モデルの最終状態となる． 

 

4. まとめ 
本稿では，e-Learning コンテンツ視聴後に行われ

る問題解答に着目した知的教育システム Active 

S-Quiz について述べた．e-Learning 視聴で学習した

基礎知識の定着を計るため，Active S-Quiz は，学習

者主導による作問環境により，作問を通じて学習者

の基礎知識を判定する．さらに，学習者の基礎知識

の判定後，システム主導による学習へ移行し，学習

者の基礎知識を定着させる．なお，本研究の一部は，

平成 27 年度科学研究費補助金基盤研究（C）「基礎

知識学習のための作問を活用した e-Learning システ

ムの開発」(課題番号 26330401)の補助を受けている． 

 

参考文献 
(1) Hayashi, T., Nakagawa, S., Kishimoto, T., Hirai, Y., Ura, 

K., Yaegashi, R., Murai, H., Tarumi, H.:“Active S-quiz: 

An Intelligent Educational System for Basic Knowledge 

Learning by Question-Posing”, Proceeding of SNPD2015, 

pp.583-585(2015) 

(2) Hayashi, T., Mizuno, T., Tominaga, H., Tarumi, H. and 

Yamasaki, T.: “Learner-centered e-Learning Environment 

by Contributing and Sharing Problems Created by 

Learners”, Proc. of CollabTech'08, pp.94-98(2008) 

対象領域の基礎知識学習（学習者主導）

既習知識を用いた作問（学習者主導）

誤り知識の修正・不足知識の補完

ドリルによる基礎知識の定着

 

図２ Active S-Quiz のシステム構成 
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模擬授業の相互評価における大学生の週ごとのコメントの変化 
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あらまし：相互評価は学習者間の同僚性を高める上で効果があるが，それには評価者のコメントの質が保

証されることが条件であり，質向上の方法が課題となっている．このことについて本研究では，教職課程

で毎週実施する模擬授業の相互評価を例に，その中で記述された学生のコメントを授業直後に全員に公開

し，さらに担当教員のアドバイスを提示することで，その後のコメントの内容が週単位でどのように変化

したのかを調べた．そして，この変化を元に質向上が図れたかどうかを検討した． 
キーワード：相互評価，コメント，模擬授業，質向上，大学生 

 
1. はじめに 

e-Learning が発展し学習情報のフィードバックが

迅速になったことで，近年では相互評価やピアレビ

ューで記述されたコメントを介して，内省促進や同

僚性の向上などに寄与する学習システムの開発や，

授業実践が多く見受けられるようになった．しかし

ながら，相互評価において問題となるのは，評価者

毎にコメントの内容が不均質であるために，有用な

意見が必ずしも提示されないことが挙げられる．し

たがって，効果的な相互評価を実施するには，迅速

なフィードバックの方法の他に，評価者の質向上の

方法も議論しなければならない． 
そこで本研究では，教職課程の毎週の講義におい

て実施する模擬授業の相互評価を例として，受講者

全員に対してコメントの即時公開と，担当教員から

のアドバイスの提示を経て，次回の受講者のコメン

トがどのように変化したのかを週単位で調査した．

そして，週ごとのコメントの変化をもとに，この手

立てで質向上が図れたかどうかを検討した． 
 
2. 模擬授業の相互評価 
筆者が担当する教職科目（平成 26 年度後期）にお

いて，大学２年生 35 名を対象に，模擬授業の相互評

価を５回に渡って実施した．１人が教師役となって，

スライド教材を用いた５分間のマイクロティーチン

グを行い，他は生徒役として，授業直後に 100 字程

度のコメント（匿名・必須）を LMS に入力する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 教員のアドバイスと学生のコメントの流れ 

コメントは毎週の講義終了時に全員に公開し，担

当教員（筆者）は，次回の講義までにアドバイス（字

数制限なし）を記入し随時公開した． つまり図１の

ように，担当教員は第１回の受講者のコメントを踏

まえて，アドバイスを記入・公開して第２回を迎え

るので，受講者は第２回時には，第１回分のコメン

ト（点線部）と教員のアドバイス（実線部）を参考

にして，第２回のコメントを考えることができる．

これを第３回，第４回と繰り返すことによって，コ

メントの質向上を図るという方法である．相互評価

においては，授業の進行や教師の振る舞いについて，

単に良し悪しを評価するのではなく，各評価者が具

体的な観点を持ってコメントを記述することが，質

向上であると捉えている．なお，休講を挟んだため

第４・５回は変則的な開講形態になった． 
 
3. 週ごとのコメントの変化 
3.1 受講者の頻出語の変化 

コメントの変化を検討するための手段として，KH 
Coder(1)を用いて形態素解析を行い，コメントのキ

ーワードと見立てて抽出した名詞の頻出語上位を

週ごとに求めた（表 1）．表下部の平均とは，１コ

メントに含まれるキーワードの平均個数を意味す

る．受講者の頻出語は，上位５語が各回で共通して

おり，回を重ねるにつれ新たな名詞が出現するとい

った明確な変化は見られなかった．ただし，第１回 
 
表 1 週ごとの受講者コメントの頻出語上位５語 
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表 2 受講者の各回の平均コメント字数 

 第１回 第２回 第３回 第４回 第５回

授業１ 44.2 59.4 69.6 64.3 73.8
授業２ 51.2 51.2 74.8 58.6 61.1
授業３ 39.0 38.7 36.1 48.7 54.2
授業４ 56.8 57.6 67.8 42.0 53.6
授業５ 53.1 53.4 71.8 52.2 40.7
全体平均 48.8 52.0 64.1 53.2 57.1

SD 17.2 17.8 26.4 15.6 19.8
 
の１位である「スライド」は，第３回までにかけて

順位が下がり，平均キーワード数は第３回がもっと

も多かった．しかし第４回では，スライドの順位が

再び上がり，平均キーワード数は減った． 
 

3.2 受講者のコメント字数の変化 
 次に，受講者の各回における平均コメント字数（表

2）を求め，回を重ねるに連れ，詳細に記述した様子

を質向上として捉えようと試みた．表中の「授業１」

とは，第１回に授業を担当した受講者群を表し，以

下，「授業２」は第２回の授業者を意味する．全体の

平均字数は，第１回から第３回にかけて増加したが

第４回で減少した．また，表の網掛けは，受講者が

授業を担当した回のときの字数を示しており，どの

回も自分が当日授業するという緊張からか，他の者

よりも詳細に記述する余裕がなかったと推測される． 
 

3.3 教師のアドバイスの頻出語との比較 
 教師のアドバイスについても形態素解析を行い，

受講者の頻出語との比較を試みた（表 3）．教師の頻

出語は「生徒」が各回で上位となり，受講者が各回

で用いた「スライド」や「声」の代わりに，「確認」

や「導入」といった語が現れた．受講者は授業や説

明を行うにあたって，自身の中で気をつけるべき箇

所を注視したのに対し，教師は一貫して生徒への配

慮を第一に注視している点で違いがあり，筆者がか

つて明らかにした，模擬授業時の評価コメントの傾

向(2)と同様の特徴を示している． 
 

3.4 考察 
 受講者の評価コメントは，第１回では「スライド」

と「説明」をキーワードに含めたものが多く，受講

者は，授業実践を生徒向けの発表として捉えたと思

われる．また，文章も適不適（声が大きい・小さい

など）を散文的に記述しがちで，平均字数も第１回 
 
表 3 週ごとの教師のアドバイスの頻出語上位５語 
 
 
 
 
 
 
 

が最も短かった．その後，第１回コメントの全員へ

の公開と，教師のアドバイスを提示したことによっ

て，第２回では「スライド」の引用が減り，平均字

数が増加した．これは，受講者が発表から授業へと

見方がしだいに変化し，より具体的に評価する意識

が高まったと推察できる．第３回では，さらに「ス

ライド」が減って教師の頻出語に近づき，平均キー

ワード数，平均字数ともに最も多くなった．このよ

うに，全員に対し評価コメントと教師のアドバイス

の公開を何度か繰り返し行うことで，受講者の授業

の捉え方が徐々に変容し，「わかりやすく説明する」

ことから，「生徒に配慮した指導を行う」ことに意識

を向けることができつつあった． 
 ところが，第４回では「スライド」を用いる割合

が増え，平均キーワード数と平均字数が減少した．

休講によって２週間のブランクが生じ，その間に評

価の感覚がぶれた結果，第２回と同じ状態に戻った

と予想される．それから何名か評価していくうちに

勘を取り戻し，当日午後の相互評価（第５回）では，

「生徒」をキーワードに含める割合が最も高くなり，

平均キーワード数，平均字数ともに増加した． 
 
4. まとめ 
本研究では，模擬授業の相互評価において，受講

者のコメントの即時公開と，教師のアドバイスの提

示を経て，次回の受講者のコメントがどのように変

化したのかを週単位で調査し，この手立てで質向上

が図れたかどうかを検討した． 
 受講者は授業を発表の延長と捉え，その出来・不

出来を評価するものとして，第１回のコメントに表

していたが，手立てを繰り返すことで，授業を対象

に配慮した指導と意識するようになり，関連するキ

ーワードを含めた具体的なコメントで記述すること

ができた．この点では，各回の全員への即時公開は，

コメントの質向上に関して有効な手段であるといえ

る．しかしながら，前回の相互評価から２週間程度

の期間があいて，再び評価を行う場合は，受講者の

評価の感覚にぶれが生じ，元の評価の視点に戻る傾

向にあった．ただし，評価を何名か行うことで勘を

取り戻し，再び詳細なコメントを記述できるように

なる．したがって，第１回の授業者や，期間があい

た直後の授業者は，コメントの質を向上させるため

の犠牲になってしまう可能性が高い．そのような不

利益をなくし，質の高いコメントを均一に記述でき

るためには，例えば過去の授業者のビデオを用いた

プレ評価を実施したり，相互評価の実施時期に対す

る適切な時間間隔を考慮したりするなど，今後の課

題として取り組まなければならない． 
 

参考文献 
(1) KH Coder: http://khc.sourceforge.net/ 
(2) 石川貴彦, “マイクロティーチングにおける受講者と

SA の評価コメントの比較”, 日本教育工学会論文誌, 
Vol.36, Suppl, pp.197-200, （2012） 
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LINE カーストの形成 
－既読無視によってなぜ容易に友人関係が破壊されるのか－ 

 
Occurrence of LINE caste 

- Why friendship is easily destroyed by KIDOKU MUSHI (Read Ignoring)- 
 

加納 寛子*1,  
Hiroko KANOH*1 

*1山形大学 基盤教育院  
*1 Yamagata University, Institute of Arts and Sciences 

Email: kanoh @pbd.kj.yamagata-u.ac.jp 
 

あらまし：LINE は短いチャットシステムを中心としたソーシャルメディアの一つであり昨今利用者が急

増した. システムの利便性が人気を集めた要因であろうが, 様々な人間関係の亀裂を生じさせている. な
ぜ, 人と人をつなぐソーシャルメディアが人と人の関係をなぜ断絶させることになるのか, その構造につ

いて分析した. 
キーワード：LINE，LINEカースト，既読無視，ソーシャルメディア，ネットいじめ，KH Coder 

 
 
1. はじめに 
 
 無料通話アプリＬＩＮＥの利用者増加に伴い，

多々痛ましい事件が起きている（加納，2014a)．

友達からのメッセージに即レス(迅速な返事) 
（加納，2009)をしなかったからと，グループト

ークから外されるという仲間はずれによるいじ

めは，多発しているようだ．さらに，2013 年 10

月広島県山県郡で，通信制高校に通う 19 歳の男

子生徒の両足を縛り，川に突き落とし，男子生徒

が川からはい上がってきた後，足をライターの火

であぶってやけどを負わせたという事件があっ

た．加害者は友人の少年４人（１６～１７歳）で

あった．男子生徒は全身に打撲痕があるほか，や

けどは皮膚移植が必要なほどの重傷であった．こ

の拷問・殺人未遂をすることになったきっかけは，

加害少年４人のうち１人が，ＬＩＮＥでの呼びか

けを被害者の男子生徒に無視されたことがきっ

かけだったという． 

 友達であっても，即レスがないと友人関係は容

易に壊れてしまうようになったのはなぜか，人を

判断する理由の記述データを，KH Coder(1)を用い，

用語を分析した．用語抽出には，Term Extract(2)

を利用した．用語抽出で用いたデータは加納

(2014b)において実施した調査の記述データを用

いた． 
 
2. 方法 
 
 加納(2014)では，仲間はずれになるパターンに

ついて，大学 1 年生 17 名に対し，円座型グルー

プインタビューを行ったところ，A～Dに示す 4パ

ターンに集約できた．そこで，過去に接点がなく，

大学入学と同時に知り合ったという設定で，ネッ

ト上の噂情報によって，仲間はずれの人に対する

人物評価や行動に差が見られるのか否か大学1年

生 17名(有効回答数 14名)に対し質問紙調査を行

った．4 人物の噂ストーリーを用意し，学生はそ

れをインターネット上で読んだ．そして，信頼，

理解，親しみ，好感の４観点による人物評価と人

を判断する理由に関する回答を求めた．本稿では

人を判断する理由に関するきゅじゅつでー他の

分析を行った．人物評価の結果は注 3 に示した． 

A：規範的※＋成績下 

B：規範的※＋成績上 

C：反規範的＋成績下 

D：反規範的＋成績上 

E：噂情報なし 
※おとなしく社会秩序を乱さないという点で規範的 

 
3. 結果 
 
 テキストマイニングソフトウェアTerm Extract

による抽出語 40 語を用いた KH Coder による対応

分析の結果を図 1に示した．その結果「強い」と

いう用語に関連づけられた用語が多数検出され

た．一言で強いと言っても，我慢強い，肉体的に

強い，精神的に強い，正義の強さ，悪の強さ，様々

な側面がある．しかしながら，人の判断理由の一

つとして「強さ」の概念が挙げられることがわか

った．さらに，自己組織化マップ(図 2)からは，

「日常的やりとり(右下)」「成績やステータス(左

上)」「特性(左端)」「状況(右上)」等も人の判断

に影響を与えていると推察された．強さを頂点と

下関係性と，LINE の閉鎖的特質を踏まえると，

LINE のグループトーク内には，「LINE カースト」

が容易に形成されるのではないかと推察された． 

噂

情

報 
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図 1 人の判断理由：対応分析 

図 2 人の判断理由：自己組織化マップ 
 

注 
１）KH Coder: Copyright© 1989, 1991 

Free Software Foundation, Inc.675 

Mass Ave, Cambridge, MA02139, USA 

２）http://gensen.dl.itc. 

u-tokyo.ac.jp/ 

３）噂情報に対する信頼，理解，親

しみ，好感の 4尺度のクロンバック

の信頼係数αは，A：0.97，B：0.94，

C：0.93，D：0.83，E：0.92 であり，

4 尺度には内的一貫性があると判断

したため，合算値を使用した．合算

値は A：11.93，B：15.64，C：10.71，

D：11.29，E：11.71 であった．そし

て，4 尺度の合算値と物を貸すか否

かに関する相関をとったところ，昼

食代は r=0.85 で高い相関，ノートは

r=0.69 で相関が見られた．信頼がお

けると思う相手には貸すが，そうで

ない相手には貸さないという結果は

当然のことであるが，リアルでは過

去に全く接点のない相手であっても， 

ネット上の噂による情報は，人物評

価や行動に大きく影響を与えること 

がわかった．不確かな情報は絶対に

発信しない・伝達しない・鵜呑み

にしない教育の重要性が示唆さ

れた（加納，2014b)． 
 
[謝辞] 
本研究は科研基盤(B)25282031（代

表者：加納寛子）の助成を受けて

行った. 
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(1) 加納寛子: いじめサインの見抜き

方, 金剛出版, 東京(2014a) 
(2) 加納寛子: 即レス症候群の子ども

たち―ケータイ・ネット指導の進め方, 
日本標準, 東京(2009) 
(3) 加納寛子:仲間はずれによるネッ

トいじめに関する考察－噂情報の違い

は人物評価や行動に影響を与えるのか
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基礎学力が情報リテラシー科目の理解度に与える影響 
 

Influence on Understanding Level of Information Literacy Courses  
of Basic Academic Skills 

 

谷口 るり子 
Ruriko TANIGUCHI 
大阪国際大学 

Osaka International University 
Email: ruriko@oiu.ac.jp 

 

あらまし：本研究では，情報リテラシー関連の講義科目において，試験の点数が低い，あるいは試験を受

けない学生にはどのような背景・傾向があるのかを調べるために，基礎学力と学習活動量を用いて学生を

分類し，グループ別に学生の基礎学力，学習活動量，試験の結果等の平均値を求め特徴を調べた．その結

果，英単語試験の点数が低いグループ全てに問題が発生し学習支援が必要となることがわかった． 

キーワード：情報リテラシー科目，理解度，基礎学力，学習支援 

 

 

1. はじめに 
情報リテラシー関連の講義科目において，試験の

点数が低い，あるいは試験を受けない学生にはどの

ような背景・傾向があるのか，また学生の特徴に応

じた対応策があるのかを明らかにすることを目的と

して研究を行った．本発表では，基礎学力，情報リ

テラシー科目における学生の学習活動量（出席と復

習問題の取り組み具合），試験結果，取得単位数と

GPAのデータを用いた分析結果を報告する． 

 

2. 対象 
本研究の対象科目は，2013年度の“情報処理のし

くみⅠ・Ⅱ”という大学の情報デザイン学科 1年次

生を主な対象にした情報リテラシー関連の講義科目

である．ここで“Ⅰ”は前期，“Ⅱ”は後期の必履修

科目である． 

これらの科目では，講義は一斉授業の形で行い，

復習用の教材を Moodle 上に置いた(1)．この教材は，

学生が知っておくべきコンピュータ用語を学ぶため

のWebクイズ形式の問題で，学生は授業時間外に各

自取り組んだ． 

分析対象者は再履修生を除いた 1年次生のみとし，

基礎学力のデータの無い学生を除いた．その結果，

分析対象者数は 49名になった． 

 

3. 基礎学力と学習活動を用いた学生の分類 
情報デザイン学科 1年次生に対し，大学入学後す

ぐに情報に関する基礎学力調査を行い（以後「情報

基礎」と呼ぶ），“情報処理のしくみⅠ”の最初の授

業で英単語の理解度調査(2) を行った．後者の調査に

用いた英単語は，実際の授業で出現頻度が高い英単

語の中から重要と思われる 30語を選んだもので，そ

の意味を 5つの選択肢から選ばせて理解度を調査し

た（以後「英単語」と呼ぶ）．「情報基礎」の点数に

よって情報に関する基礎学力が，「英単語」の点数に

よって英語の基礎学力の一部が分かると考えられる． 

また，学生の学習活動は，授業への出席状況と，

Moodle上に置いた復習用教材の取り組み具合（解答

問題数）によって数値化した． 

そして，「英単語」，「情報基礎」，前期の出席点と

解答問題数，後期の出席点と解答問題数の 6個の変

数を用いてクラスター分析を行ったところ，49名の

学生を 9個のグループに分類できた（人数はそれぞ

れ 8，11，2，11，4，6，5，1，1名）． 

 

4. グループ別の学生の特徴 
各グループに属する学生の特徴を調べるために，

グループ別に前述の 6個の変数の平均値を求めた．

さらに，試験の結果と他の科目の成績の平均値も調

べた．試験の結果に関しては，前期と後期それぞれ

の試験の点数と受験率の平均値を求め，他の科目の

成績に関しては，1 年次末における取得単位数と

GPA（Grade Point Average）の平均値を求めた． 

これら 12 個の変数のグループ内の平均値を，グ

ループ別に時系列に沿ってグラフ化したのが図 1と

図 2である．なお，縦軸はグループ内の平均値その

ものではなく，各変数においてグループ内の平均値

を最大値で割った値にした．例えば，変数のグルー

プ内の平均値が 60 でその変数の最大値が 80 なら

0.75になり，縦軸の値の範囲は 0～1になる． 

図 1から，グループ 1（8名）は，「英単語」も「情

報基礎」もかなり高く，学習活動は活発，試験の受

験率も点数も高く，取得単位数も GPAも高いことが

わかる．グループ 1の学生は，いわゆる優等生タイ

プと言える． 

グループ 2（11名）は，グループ 1とかなり似た

傾向にあり全体的に値は高いが，試験の受験率を除

いてグループ 1 よりは低くなっている．グループ 2

はグループ 1に次ぐ優等生タイプと言える． 

グループ 3（2名）は，「英単語」も「情報基礎」

も非常に高いが，前期の出席点は中程度であるもの

のこれ以外の学習活動は低調である．そして，試験 
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図 1 グループ 1～4の学生の結果 

 

 
図 2 グループ 5～9の学生の結果 

 

を受けた 1名の点数は高いが他の 1名は試験を欠席

し，GPA もあまり高くない．このグループは持ってい

る力を活かし切れていないグループであると言える． 

グループ 4（11名）は，「英単語」も「情報基礎」

もかなり高い．学習活動は前期は中程度だが後期は

かなり低くなり，試験の受験率も点数も前期より後

期が低くなっている．GPAもあまり高くない．ある

程度力があるのに次第にさぼってしまったグループ

であると考えられる． 

試験の受験率が低い，あるいは試験の点数が低い

のは図 2 のグループ 5～9 で,これらのグループの学

生には可能なら何らかの対策を取る必要がある． 

グループ 5（4名）は，「英単語」も「情報基礎」

もかなり高いのに早々にドロップアウトし前期試験

は受験者無し，後期試験は 1名のみ受験したが点数

は中程度で，取得単位数も GPAも低い．このグルー

プのように最初から学習活動が低調な学生に対する

対策は非常に難しいと考えられる． 

グループ 6（6名）は，「英単語」は中程度，「情報

基礎」は低い．前期の出席点は中程度だが試験は悪

く，後期はドロップアウトし，取得単位数も GPAも

低い．このグループは，前期の授業を休み出したと

きに支援をすれば改善する可能性がある． 

グループ 7（5名）は，「英単語」も「情報基礎」

も低いが，前期の学習活動はかなり活発で，試験の

受験率も高い．しかし前期試験は悪く，その影響か

後期は全ての変数で前期より低くなっている．そし

て取得単位数は多いが GPAはそれ程高くない．つま

り努力はかなりしているが基礎学力が不足している

ために成績が伸びないグループであると考えられる．

他の科目の成績もあまり良くないので，基礎学力向

上も考慮した特別な支援が必要であろう． 

グループ 8は 1名で，この学生は「英単語」は非

常に低く「情報基礎」も低い．前期は出席点は高い

が試験の点数は非常に低く，後期から休学している． 

グループ 9も 1名で，「英単語」は低いが「情報基

礎」はある程度高い．前期の学習活動は活発で前期

試験は中程度だったが，後期はドロップアウトしそ

の後退学した．前期中に悪い兆候は表れていないが，

「英単語」が低いグループ 7と 8は共に問題が発生

していることから，グループ 9も「英単語」が低い

時点で要注意とすべきであると考えられる． 

 

5. まとめ 
本研究では，情報リテラシー関連の講義科目にお

いて，試験の点数が低い，あるいは試験を受けない

学生にはどのような背景・傾向があるのかを調べる

ために，基礎学力と学習活動量を用いて学生を分類

し，グループ別に学生の基礎学力，学習活動量，試

験の結果等の平均値を求め特徴を調べた．その結果，

英単語試験の点数が低いグループ全てに問題が発生

し学習支援が必要となることがわかった． 

今回は，基礎学力を測るのに「英単語」と「情報

基礎」を用いたが，入試や SPI等の成績も利用して

学生の学力をより正確に把握し，学生の特徴に応じ

た学習支援方法を探ることが今後の課題である． 

 

参考文献 
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pp.181-182 (2010) 
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ポートフォリオ学習スキルと学習スタイルとの関係に関する考察

Considering Relations between Portfolio Learning Skills
and Students’ Learning Styles

久保田 真一郎
Shin–Ichiro Kubota

宮崎大学
University of Miyazaki

email: kubota@cs.miyazaki-u.ac.jp

eポートフォリオを利用した学習は，学習過程において高度な学習スキルが必要となることから，大学初年次の
受講者には学習支援が必ず必要であり，さらに学習者ひとりひとりが中心となって学習を進めるためには，学
習者ひとりひとりにあった多様な学習支援が求められる．そこで，本研究では，担当する講義実践において学
習スタイルをもとにポートフォリオ学習に影響する学習者傾向について調査する．

キーワード：ポートフォリオ　学習スタイル

1. 背景および問題点

ポートフォリオを用いた学習については多くの研究
があり,ICT技術を用いたポートフォリオとして eポー
トフォリオ (eP) が展開され,情報化による新たな学習
の展開を見せている．Cambridgeらは，ePを利用し
た学習について，様々な講義での学びや大学の外での
学びなど，学びが断片化されていることをあげ，ラー
ニングポートフォリオを作ることでリフレクティブな
活動を学習者に与え，断片化された学びから一貫性の
ある学びを生成することができるとしている1)．
ひとりひとりにあった学習支援は困難であっても学

習者の多様性をいくつかのグループにわけ，各グルー
プに適切な学習支援を展開することで，eP学習におい
てこれまで適切に支援できなかった点を適切に支援で
きるようになると考えている．そこで，学習者の多様
性を分類するために学習者の学習スタイルについて調
査し，ePを利用した学習過程（eP学習）に影響する
学習スタイルについて調査する．Paulらが定義してい
る eP学習に必要なスキル2) の評価値をもとに eP学
習への影響を考察する．Paulらが定義している eP学
習に必要なスキルの評価値を得るための質問紙の開発
も本研究の目的のひとつである．
本研究では，eP学習で必要となるスキル（eP学習

スキル）をトレーニングする講義設計を行い，eP学習
に必要なスキルの評価値を得るための質問紙によりア
ンケート調査を行い，質問項目と学習スタイルについ
て考察する．

2. 研究方法

Paulらが提案する eP学習スキルにあわせて質問項
目を設定し，講義内で受講者が自己チェックを行う．講
義は eP学習スキルを育成する設計を行った．eP学習
スキルを評価する質問項目の検討およびスキル評価値
と学習スタイルとの関連性について考察する．学習ス
タイルの測定には Felderらによってモデル化された学
習スタイル3) の質問紙を用いた．

2.1 eP学習のリテラシースキル

Paulらが提案する eポートフォリオ学習スキルルー
ブリックをもとに各スキル項目ごとに質問項目を作成
した．ルーブリックは，「Collecting」「Self-Regulating」
「Reflecting」「Integrating」「Collaborating」の 5つの
項目をもち，各評価項目ごとにレベル 1からレベル 4

までのリテラシースキルが記載されている．レベル 1

は未習得のレベルであり，レベル 2は部分的習得，レ
ベル 3は習得，レベル 4は模範的であることを示して
いる．
ルーブリックにあるスキルすべての項目について質

問項目を作成したが，「Reflecting」「Integrating」「Col-

laborating」についてはレベル 4の内容は含まない質
問項目とし，各質問項目は 3つで，17個の質問項目を
含む質問紙となった．また，各質問項目に対する回答
は 4件法で行った．表 1に eP学習スキルと質問項目
番号との対応関係を示す．

表 1 eP学習スキルと質問紙項目番号との対応関係
eP学習スキル 質問紙項目番号
「Collecting」 1, 2, 3, 4

「Self-Regulating」 5,6,7,8
「Reflecting」 9,10,11
「Integrating」 12,13,14
「Collaborating」 15,16,17

2.2 eP学習スキルのための講義設計

Helenは K-12の学生向けに 3段階にわけ段階的に
eP学習を定着させることを提案している4)．
日本の高等教育における初年次学習者に対して eP

学習が困難であることから，提案される第 1段階から
トレーニングする必要があると考えられる．そこで開
講する初年次講義において学習で生成される成果物の
収集および電子的な成果物として利用するための電子
データへの変換に重点をおいた学習設計を行う事で，
eP学習のトレーニングを行いながら学習を進めること
ができると考えた．
1回の講義は「講義前」「講義」「講義から講義後」の

D5-4 

― 345 ―



3つの要素で構成される．
「講義前」には，受講者は担当する範囲の解説スラ
イドと確認用クイズの作成を行う．eP学習スキルとの
対応関係は次のように考えた．

• テキストや調査により理解した内容を解説のために記
録する（Collecting）

• 理解した内容を振り返り理解度を確認するためのクイ
ズを作成する（Reflecting）

「講義」では，受講者はグループ活動（相互に説明，
相互にクイズ出題）を行う．eP学習スキルとの対応関
係は次のように考えた．

• 作成した解説スライドとクイズを振り返りグループ活
動で解説する（Reflecting）

• グループ活動が時間内に完了するように時間管理する
（Self-Regulating）

• グループメンバーの反応にあわせて解説する（Inte-
grating）

• グループのためにわかりやすい解説を心がける（Col-
laborating）

「講義から講義後」では，受講者は担当範囲以外も
含めたまとめスライドを作成する．eP学習スキルとの
対応関係は次のように考えた．

• 学んだ内容を振り返り，記述して学んだ内容をまとめ
る（Collecting，Reflecting）

• 他のメンバーの解説からの学びと自分の知識とを統合
して理解する（Integrating）

3. 考察とまとめ

2014年 10月 1日から 2015年 2月 17日まで実施さ
れた受講者 60名の講義において授業実践を行った．eP
学習スキルを評価する質問紙（eP学習スキルアンケー
ト）を LMS上に設置し，受講者が質問項目を読み自
己評価する形式で行った．アンケートは第 4 回講義，
第 10回講義，第 15回講義の 3回行い，その変化を考
察することとした．学習スタイルに関するアンケート
（学習スタイルアンケート）は第 15回講義の際に 1回
行った．
3回の eP学習スキル評価結果を足し合わせたポイ

ントと学習スタイルの結果との相関係数を考察した結
果，相関係数が 0.4以上であった eP学習スキル評価
質問紙の質問項目番号と学習スタイルを表 2に示す．

表 2 学習スタイルと eP学習スキル評価ポイントとの相関
学習スタイル eP 学習スキル

質問紙項目
相関係数

理性的 (+)-本能的 (–) 第 8項目 0.44
理性的 (+)-本能的 (–) 第 10項目 0.52
順序的 (+)-全体的 (–) 第 16項目 0.48
理性的 (+)-本能的 (–) 第 17項目 0.53

eP学習スキル質問項目のうち第 8項目は高度な「Self-

Regulating」の項に対応しており，理性的な学習を好
む学習者は「Self-Regulating」の能力を使った eP学習
過程が得意な傾向があり，逆に本能的な学習を好む学
習者は「Self-Regulating」の能力を使った eP学習過程
が苦手な傾向があると考えられる．
第 3回の eP学習スキル評価結果と第 1回の eP学習

スキルとの差をポイントとし，学習スタイルの結果と

の相関係数を考察した．その結果，eP学習スキル評価
質問紙の質問項目第 15項目と学習スタイル「順序的
(+)-全体的 (–)」との相関係数が 0.48と他と比べて高
い値となっていた．これは第 15項目と関係する eP学
習スキル「Collaborating」について順序的な学習を好
む学習者はスキルが向上する傾向があり，全体的な学
習を好む学習者はスキルに変化がない傾向があると考
えられる．
第 3回の eP学習スキル評価結果と第 2回の eP学

習スキルとの差をポイントとし，学習スタイルの結果
との相関係数を考察した．その結果，相関係数が 0.4

以上であった eP学習スキル評価質問紙の質問項目番
号と学習スタイルを表 3に示す． eP学習スキル質問

表 3 学習スタイルと第 3回と第 2回 eP学習スキル評価ポ
イントの差との相関

学習スタイル eP 学習スキル
質問紙項目

相関係数

行動的 (+)-内省的 (–) 第 6項目 -0.43
理性的 (+)-本能的 (–) 第 8項目 -0.51
行動的 (+)-内省的 (–) 第 17項目 0.41

項目の第 6項目や第 8項目は「Self-Regulating」に対
応しており，いずれも負の相関を示していることから，
内省的な学習を好む学習者および本能的な学習を好む
学習者は「Self-Regulating」の学習スキルが向上する
傾向にあると考えられる．
本研究では，eP学習スキルの習得度を評価する質問

項目についてプロトタイプを開発した．また，eP学習
スキルのための授業実践を行い，授業実践による eP

学習スキルの習得度と学習スタイルとの対応関係につ
いて考察した．今回，eP学習スキル評価 3回分の値を
使い，全ての和と学習スタイルとの相関から学習スタ
イルによって得手不得手な eP学習スキルの傾向が見
られ，eP学習スキルを使うとされるシーンにおいて学
習支援を検討する材料となると考えられる．また，eP

学習スキル評価の差から eP学習スキルの向上と学習
スタイルとの相関について考察し，eP学習スキルを育
成するシーンにおいて学習支援を検討する材料となる
と考えられる．
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あらまし：本研究では学生が特定の実践体験を通して，あるいは，あるプロジェクトをグループ

で遂行しながら学習を進める実践体験型の PBL を題材として，学習効果を高める方法と測定す

る方法について論じることが目的である．具体的には，PBL の成功・失敗を左右する要因を洗い

出す．次に PBL の学習成果をプロジェクト面と教育面から考察し，二元表を作成することでプロ

ジェクトとの関連性を明確にする．さらに，本学の学生を対象に PBL の成功要因と学習成果を測

定するアンケートを作成し，調査した結果から，成功要因と学習成果の関連性を重回帰分析によ

り定量的に評価した． 
キーワード：PBL 授業評価 教育設計 デザイン研究 

 
  

1. はじめに 

PBL（Project-Based Learning）はアクティ

ブ・ラーニングの手法のひとつであり，高等

教育に対する社会的なニーズを満たしていく

授業法として，アクティブ・ラーニングの効

果的な導入とその運用に期待が高まっている． 

本研究の目的は，PBL におけるプロジェク

ト成功・失敗の要因と PBLによる学習成果の

二元表の作成である．さらに学生に成功要因

と学習成果を測定するアンケートにより，定

量的に分析する．最終的に PBLを補助する ICT

システムの構築・運用・評価を行い考察する

ことを目的としている． 

ただし，本論文提出段階では，PBL の二元

表の定量的分析までとする． 

 

2. PBL の成功・失敗を左右する要因 

PBLの成功・失敗を考えるためには，PBLの

特徴，すなわち PBLは教育とプロジェクトの

二面性を持っていることを考慮する必要があ

る．PBL の教育としての成功は学生が授業・

活動を通してハードスキル・ソフトスキルを

習得することである．一方でプロジェクト面

の成功はプロジェクトごとに設定したゴール

の達成である． 

本論文では PBLのプロジェクトとしての成

功よりも参加者のスキル向上，すなわち教育

面を主目的として考察することとする． 

次に，PBL を成功させるための要因につい

て考察するため，三重大学高等教育創造開発

センター（2007）の「Problem-Based Learning 

実践マニュアル」，龍谷大学地域協働総合セン

ター（2012）の「大学の人材養成機能を活用

した地域課題解決方策に関する実証的調査研

究」，本学経営情報学部 3 年生を対象に開講

している「プロジェクト＆マネジメント」の

活動成果および学生へのヒアリングより PBL

の成功要因をまとめ，大分類 5項目と小分類

11項目に分類した．  

 

3. PBL 型学習の成果 

PBL で求められる成果は，教育面とプロジ

ェクト面が存在する． 

プロジェクト面の成否は，成果物がプロジ

ェクトのゴールを達成できたか否かによって

判断される．  

教育面では，ハードスキルとソフトスキル

の習得が求められるが，本論文ではハードス

キルに関する細かい分類は，プロジェクトご

とにテーマが異なるという理由により，行わ

E5-1 

― 347 ―



ない． 

ソフトスキルの習得に関しては，多くの大

学で PBLを導入する最も大きな目的の一つの

実践力の習得という要素に相当する．ここで

いう実践力を社会人基礎力（経済産業省 2007）

として 3 項目 12 要素に分類した．本論文で

定義するソフトスキルとは社会人基礎力を指

す．  

 

4. 成功要因と学習成果の二元表 

成功要因構造図と学習成果構造図をもとに

二元表を作成した．縦軸は成功要因，横軸は

学習成果である．この表の使い方は，ある特

定の成功要因に力を入れた場合，そのために

強化される学習成果を対比することができる．

逆に，特定の学習成果を求める場合は，その

特定の学習成果に対する成功要因を見つけ，

強化する要因を見出すことができ，その成功

要因を実現するための運用方策を取ればよい．  

 

5. 二元表の定量的分析 

本学の学生を対象に PBLの成功要因と学習

成果に関するアンケートを作成した．調査し

た結果から，目的変数を学習成果，説明変数

を成功要因とし，作成した二元表を変数選択

法による重回帰分析で，定量的に分析・評価

した． 

表 1 に分散比が 2.0 以上で寄与率１が 30%

以上の項目に◎，分散比が 2.0以上で寄与率

が 30%未満の項目に○をつけ，評価した． 

 

表 1 要因・成果関連表 

 

6. まとめ 

本研究は，PBL におけるプロジェクトの成

功要因と学習成果の関連性を明らかにするこ

とを目的としている．まず PBLの成功・失敗

を左右する要因を洗い出し，学生や教員など

といった 5つの項目に分類した．次に PBLの

学習成果をプロジェクト面と教育面から考察

し，プロジェクトの成果物，プロジェクトご

とのハードスキル（専門知識）の習得，ソフ

トスキル（社会人基礎力）の習得の 3つの要

素により明確に成功要因と学習成果の二元表

を作成し定量的に要因と成果の関連性に関し

て分析した．この表は PBL設計時には PBLの

授業デザインの時，成功させるために必要な

運用方法，準備すべき材料，テーマ設定で有

用である．  

今後の課題は，作成した二元表から PBLを

成功に導くためのサポートシステムを構築し，

その有用性を検証する．その上で PBLの支援

体制と運用方法を提案する． 
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あらまし：作問学習が学習者の理解度向上に有効であることが示唆されている．しかし，従来の作問学習

支援システムを利用した学習では効果を十分に感じられない学生もいた．そこで，我々は学習者の主観的

な学習効果の向上を目的とし，学習者毎に作問ガイドラインを提示する適応型作問学習支援システムを開

発した．本システム利用時に実感した学習効果を分析した結果，本システムで提案した作問ガイドライン

の有効性が示唆された． 

キーワード：作問学習，学習者特性，適応型システム 

 

1. はじめに 
学習時に問題を解答することは，対象分野の知

識・解法を定着させ理解度向上に役立つことが期待

される．一方，学習者自身が問題を作成して学習す

る作問学習も特殊で知的な学習であり，理解度向上

に役立つことが期待されている（1）~（4）．著者らの一

人も平成 14 年度から学生自らが作成した問題をグ

ループで共有して協調的に学習できる WBT システ

ム「CollabTest」を開発・運用してきた（4）．平成 21

年度後期に CollabTest を利用した 9 科目 431 名を対

象に実施したアンケート調査によると「問題を作成

することは問題を解くよりも学習に役立つか」とい

う問いに対し，肯定的な回答（「非常にあてはまる」

「ややあてはまる」）の割合が 61.3%，否定的な回答

（「ややあてはまらない」「まったくあてはまらない」）

の割合が 14.6%となった．その他，学習者毎に作問

に費やした時間に差があったことや（5），作問対象内

容（文章題）の構造を十分に理解できなかった学習

者が存在していたこと（2）が関連研究で示されている．

このように学習者全員が作問学習による学習効果を

実感しているわけではないことが確認できる．そこ

で，著者らは主観的な学習効果の向上を目的とし，

学習者特性に応じた適応型作問学習支援システムを

開発した． 

 

2. 適応型作問学習支援システム 
2.1 学習者特性と作問による学習効果の調査 
 著者らはこれまで作問による学習効果に関連する

学習者特性の調査を行なってきた（5）（6）．調査結果か

ら，学習者の特性（学習への取り組み姿勢，理解度）

に応じて，出題意図や作問手順を変化させることで

実感する学習効果を向上できることが示唆された．

そこで，明らかになった学習者特性に応じて，学習

効果を得やすいと推測される出題意図（1.作りやす

さを考慮，2.自己の学習を考慮，3.他者の学習を考慮）

と作問手順を示した作問ガイドラインを提供する適

応型作問学習支援システムを開発した（7）．提案シス

テムの概要を図 1 に示す．作問学習前に，事前アン

ケートと事前テストの点数を入力してもらい，DB

へ登録する（図 1①，②）．DB 登録後，入力された

情報を基に学習者特性を特定し，学習効果を得やす

い作問ガイドラインを生成する（図 1③）．生成され

た作問ガイドラインの作問手順項目に従って学生に

作問学習を行わせる（図 1④，⑤）． 

 

 
図 1：システム概要図 

 

2.2 提案システム利用の流れ 
 提案システムによる作問学習の流れを表 1 に示す．

事前アンケートの回答と事前テストの点数（手順 1，

2）から学習者特性を推定し，学習効果を得やすい作

問ガイドラインを生成する（7）．そして，生成された

作問ガイドラインを手順項目毎にナビゲートする機

能を利用し作問する（手順 3）．作問後，事後アンケ

ートで主観的な学習効果を収集する（手順 4）． 

 

3. 提案システムの評価 
3.1 評価の概要 
本システムの有効性を評価するため，本学のソフ 
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表 1：提案システムによる作問学習の流れ 

 

トウェア情報学部 1 年生が履修する「情報基礎数学

B」で CollabTest を利用した作問学習（平成 26 年 12

月 14 日実施）と，提案システムを利用した作問学習

（平成 26 年 12 月 24 日実施）を行なった．本研究で

は，それぞれの作問後に実施したアンケート調査の

結果を比較した． 

3.2 分析結果 
CollabTest 利用時のアンケート項目「作問演習を

行なって学習に役立ったと感じますか」と，提案シ

ステム利用時のアンケート項目「今回の作問学習で

理解が深まったと感じましたか」は 5 件法（数値で

高いほど肯定的）で質問した．集計結果を図 2 に示

す．学習効果を感じた（4,5 の回答）割合を集計した

結果，CollabTest 利用時は 45.3%となっていたのに対

し，提案システム利用時は 56.4%であった．また，

学習効果を感じなかった（1,2 の回答）割合を集計し

た結果，CollabTest 利用時は 14.1%，提案システム利

用時は 10.3%であった．このアンケート項目の度数

変化に対し，カイ二乗検定を用いて検定を行なった

が，有意差は見られなかった． 

また，提案システム利用時のアンケート項目「今

回は作問手順と出題意図を提示しましたが，それら

を提示しなかった場合（前回）と提示した場合（今

回）ではどちらの方が学習に役立ちましたか」，「作

問手順は問題を作る際に役立ちましたか」，「出題意

図は問題を作る際に役立ちましたか」の結果を図

3・4 に示す．図 3 より，CollabTest 利用時の方が学

習に役立ったという割合が 7.7%，提案システム利用

時のほうが学習に役立ったという割合が 25.6%とな

った．図 4 より，作問手順が役立った（4,5 の回答）

割合と出題意図が役立った（4,5 の回答）割合は共に

44.9%となった．これらアンケート項目の集計結果

より，作問ガイドラインの有効性が示唆された． 

 

 
図 2：主観的な学習効果実感度の相対度数 

 

 
図 3：システム役立ち実感度の相対度数 

 

 
図 4：作問手順・出題意図役立ち度の相対度数 

 

4. おわりに 
評価実験より，提案システムを利用することで学

習効果を実感する割合が増加することが確認でき，

作問ガイドラインの有効性が示唆された．一方で，

学習効果を実感できていない学生も確認できた．提

案システムのメインターゲットは，従来の作問学習

に学習効果を実感できていない学生としている．今

後は，従来の作問学習に学習効果を実感できていな

い学生に対する限定的な範囲で提案システムの有効

性を評価する．また，現在は主観的な学習効果の向

上を目的としているが，今後は客観的な指標で学習

効果の向上を検証する評価方法を検討する． 
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手順 工程内容 

1 事前アンケートの回答 

2 事前テストの点数入力（任意） 

3 作問学習 

4 事後アンケートの回答 
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Arduino による新たな高次アクティブラーニング型工学実験 
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あらまし：舞鶴工業高等専門学校電気情報工学科では，“ものづくり教育＋能動型教育”をいち早く工学

実験に取り入れ，ソフトウェアを中心とし，ハードウェアも含めた，目で見える形のものづくり教育を行

っている．本報告では，本学科の中でも特に特色のある企画立案型工学実験について紹介し，新たな高次

アクティブラーニングについて提案を行う． 

キーワード：Arduino，工学実験，高次アクティブラーニング 

 

 

1. はじめに 
近年の高等教育機関では，｢教員が何を教えたか｣

ではなく，｢学生は何ができるようになったのか｣を

基準とした教育の質が問われるようになってきた（1）．

そこで，教員が一方的に話をし，学生はただそのメ

モを取るだけの受動型学習中心の授業から能動的学

習，つまりアクティブラーニングという手法が大き

く取り上げられることとなった． 

高等専門学校では，一般的な高校や大学とは異な

り，実験や実習に力を入れており，先進的な高専で

は，この能動型学習をいち早く取り入れている．本

校電気情報工学科でも，“ものづくり教育＋能動型教

育”をいち早く実験に取り入れ，ソフトウェアを中心

とし，ハードウェアも含めた，目で見える形のもの

づくり教育を行っている．本報告では，本学科で実

施している中でも，特に特色のある Arduino を用い

た工学実験について紹介を行う． 

 

2. アクティブラーニング 
一般的な授業あるいは，一部の実験科目では，知

識の伝達がメインの講義形式で実施される．これで

は，学生の学習定着率は向上しないし，物事を主体

的に考える力が身につかない．そこで，考えだされ

たのがアクティブラーニングである．  

2.1 様々なアクティブラーニング 
 アクティブラーニングとは，「学修者の能動的な学

修への参加を取り入れた教授・学習法の総称」であ

る（2）．グローバル社会において，我が国が競争力を

失う中で，国際競争力を高めていくために，生涯に

わたって学び続ける力，物事を主体的に考える力を

持つ人材の育成を目的としている（3）． 

 図 1 にアクティブラーニングの分類を示す．アク

ティブラーニングは目的に応じて大きく二つに分け

られる．知識の定着や確認を目的に行われるのが一

般的なアクティブラーニングであり，獲得した知識

を活用して問題発見・解決をするのが高次アクティ

ブラーニングである． 

 

  
図 1 アクティブラーニングの分類 

 

2.2 新たな高次アクティブラーニング 
 一般的に高次のアクティブラーニングとは，専門

知識を活用した課題解決を目標とし，解がひとつで

はない問題に取り組む PBL やものづくりの創造授

業などと示されている（4）．しかし，これらの教育法

は，教員から与えられた課題に取り組むつまらない

授業の一種に過ぎない．そこで，各人が自主的に動

くようになり，協働して課題に取り組む学生の育成

を目指した教育ができないかと考えた． 

 本報告における新たな高次アクティブラーニング

とは，課題解決型教育における課題についても自ら

が考え，それを解決するための手段を発案し，もの

づくりを行う教育手法のことである．従来から実施

してきた工学実験とは大きく異なり，学生たちがチ

ームを構成し，主体的に議論する学習方法を活用し，

さらに特定の企画を定め，挑む企画立案型の工学実

験である．  
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3. 高次アクティブラーニング型工学実験 
今回紹介する工学実験は，第 3 学年(高校 3 年生相

当)電気情報工学実験ⅡB で実施されている中の一

テーマである．インターフェース「何かと何かをつ

なぐもの」をテーマに，世界的に教育現場や企業の

製品開発現場において使用されている Arduino を使

用して，センサ，周辺機器およびそれらとの通信の

基礎技術を習得することを目的としている． 

3.1 Arduino 
Arduino とは，イタリアで考案，開発されたコン

ピュータシステムである．Atmel 社の AVR ATmega 

328P という 8bit のマイクロコンピュータを搭載し，

入出力ポートを備えた基板を持ち，C 言語に似た

Arduino 言語および統合開発環境から構成されるシ

ステムである．初心者でも簡単に扱えることができ

るマイコンボードとして，数年前から注目を集めて

いる． 

3.2 実験スケジュール 
本テーマは，20 時限(4 時限×5 週，1 時限 50 分)

にわたり行う．表 1 に実験スケジュールを示す．ポ

イントは企画検討，プレゼンテーションおよびデモ

ンストレーションを行うことである．1 班の人数は 3

〜4 人である．班の中から 1 人をリーダとして選出

させ，プロジェクトリーダとして各企画のマネージ

メントを行わせている． 

 

表 1 実験スケジュール 

週 内容 

1 Arduino 概要，基礎実験 

2 企画検討・決定，予備実験 

3 本実験 

4 本実験，発表原稿作成 

5 プレゼンテーション，実演 

 

3.3 企画立案 
1 週目課題として，以下の問いを与え，各人で企

画立案する．  

問い：現代社会においては，社会のニーズやお客

様の期待に応え，満足いただける商品開発だけでな

く，技術要素の基本的な耐久性・信頼性・性能など

を研究・評価し，創造的で革新的な商品が求められ

ている．そこで，「夢をかたちに」を目標に，創造力

を生かしたシステムの企画立案を行ってもらう． 

問いを「夢」とすることで，形にとらわれること

なく，自由な発想でものづくりをさせることができ

る． 

3.4 グループ討議 
 2 週目の実験開始時までに考えてきた企画を班内

で発表する．発表後，その中から班で実現したい 1

つの企画を選択する．この時，1 つの企画に絞るわ

けではなく班で話し合い，更なる機能向上のために

各企画の長所や独創的な特徴などを組み合わせて，

新たな企画を立案する． 

3.5 プレゼンテーション 
プレゼンテーションでは，何故この製品を製作し

たのかなどの背景から始まり，従来の製品との差や

特徴点，どの様なセンサを使用して実現しているの

か，どの様な原理で動いているのかを説明する．こ

のように製作した製品の詳細を人に伝えることで，

自身の理解が深まるとともに，質疑している学生自

身もある程度そのセンサを理解することができる． 

3.6 デモンストレーション 
デモンストレーションでは，実際に製作した製品

を動かし，教員および他班の学生に説明する．プレ

ゼンテーションでは伝えきることができなかった動

きを含めて説明することができる．説明を受けた学

生は各自その製品について実際に体験したり，コメ

ントしたりすることによって，更なる理解向上と新

たな気づきを生むことができる．図 2 に学生が自由

な発想で製作した製作物の一例を示す． 

 

 
図 2 製作物の一例 

 

4. おわりに 
学生にプロジェクトをマネージメントさせること

によって，はるかに各人が自主的に動くようになり，

協働して課題に取り組む学生が増えた．また，各人

で考えるようになったことで，授業外で，自らもの

づくりに挑戦する学生が多く見られるようになった．

学生の意識の高さを伺うことができた． 

レポートにおいて感動的あるいは意欲的な記述が

数多く見られ，高い評価を受けていることが確認で

きた．なかには，「初めは実現不可能だと思っていた

が，細かい要素に分けることにより，企画がほぼ実

現でき，製品に近づけることができた．」という感想

もあった．これらより，今回提案した高次アクティ

ブラーニングは有効な教育方法であると考えられる． 
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保育者養成教育における模擬保育への ICT 活用の検討 
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あらまし：これまで筆者らは，社会福祉士養成教育において動画による模擬面接用の教材開発・実践を行

ってきた．本稿では保育者養成教育の中で行われてきた模擬保育に注目し，これまで開発してきた教材を

活用する為の検討を行った. 

キーワード：保育者養成，福祉，模擬保育，ICT活用，実践力 

 

1. はじめに 
現在，国の施策として「待機児童解消加速化プラ

ン」の確実な実施のため，厚生労働省は「保育士確

保プラン」を掲げ，保育士の確保に取り組んでいる．

保育士の量的な確保はもちろん，「国家資格としての

保育士の専門性の向上」つまり質的な向上も同時に

求められている．(1)本研究では筆者らが行ってきた

福祉専門職養成に関する ICT 活用の研究をベースと

し，保育者（本稿において保育士・幼稚園教諭・保

育教諭を総称して保育者と呼ぶ）養成教育，とりわ

け演習科目として実践力の向上に資する「模擬保育」

への ICT 活用を検討することを目的とする． 

 

2. 保育者養成教育と実践力 
2.1 保育者養成教育と模擬保育 
保育者の質向上に必要な保育実践力については

様々な研究がなされている．例えば「学んだ保育知

識や技術、考え方を基本にしながら、各保育現場で

の異なる環境や子ども達の実態に踏まえて子どもを

援助することができる力」(2)や「保育について学ん

だ知識や考え方をもとに、自分がどのようなスタン

スで保育者として子どもに向かうのかを意識したう

えで、自分の保育技術をもって子どもの遊びを援助

することができる力」(3)という考え方などがある． 

現行の保育者養成教育は「保育士養成課程」と「幼

稚園教諭教職課程」がある．それぞれの資格，免許

取得に必要なカリキュラムの概略を図１に示す． 

保育実践力の向上には現場に出て実施する「実習」

が大きな役割を担っているが，加えて平成 21 年度よ

り教職課程においては，教科目「教職実践演習」が

設置された．その科目の中で多くの養成校が取り組

んでいるとい考えられる内容が「模擬保育」である．

また，図１の教科目のうち，とりわけ「保育の内容・

方法の理解に関する科目」，「保育内容の指導法」，「実

習指導」，「実践演習」に関しては，その教授の方法

として「模擬保育」を一部取り入れている養成校が

多々見受けられる． 

 
図 1 幼稚園教諭養成課程と保育士養成課程(4) 

2.2 模擬保育と ICT 技術 
これまでに模擬保育における ICT 技術の活用を検

討したものとしては，ビデオカメラによる動画撮影

などが代表的である． 

模擬保育をビデオカメラで撮影を行い，模擬保育

終了後，視聴しながら評価を行う研究が多く見られ，

保育・教育の現場では積極的に取り組まれてきたと

考えられる．(5) 

また，イントラネット上で模擬保育の様子を動画

で取り込み，学習者が相互評価を行うことのできる

システムの開発(6)や動画撮影を行った上で，PC 上で

コメントをつけるという取り組み，教材開発を行っ

ている養成校もあった．(7) 

 また，文部科学省はビデオ記録の特徴として表１

に挙げる長所と短所を指摘している。 
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表 1 ビデオ記録の特徴（8） 

 
 

3. 教材の概要 
筆者らはこれまでの研究において，社会福祉士養

成カリキュラムの「相談援助演習」におけるコミュ

ニケーションスキル獲得を目指した教材開発を行っ

てきた．本教材は，授業内で実施された模擬面接に

対し学生が評価を行うシステムとして運用している． 

Moodle を活用し，録画データを学生がパソコンや

スマートフォンで閲覧し，面接方法のチェックやコ

メントが入力できるようになっている．教材のイン

タフェースを図 2 に示す． 

 
図 2 パソコン版インタフェース 

客観的な自己分析，他者を評価することで他者か

ら学ぶという効果，第三者としてのメゾの視点を得

られる，教室環境からの解放などの効果が得られた． 

 

4. 本研究によって期待される効果と課題 
保育士養成教育における模擬保育にこれまで筆者

らが開発した教材を使用した際，従来のメリットに

加え以下の 2 点について高い効果が得られるのでは

ないかと考える． 

4.1 「ねらい」と「内容」の理解 
模擬保育や実習などで必要とされる「指導案」の

作成において初学者が理解困難であるのが「ねらい」

と「内容」である．模擬保育の場面において，実際

は一つの領域だけでなく，様々な保育内容の領域の

「ねらい」と「内容」が同時に複雑に絡み合ってい

るものが大半である．一つの保育実践（模擬保育）

を繰り返し見ることで様々な領域における「ねらい」

と「内容」を発見しやすい，また教授しやすいとい

う利点があると考えられる． 

その為には指導案立案時に，指導を行う教員と実

践者が「ねらい」と「内容」について理解し，閲覧

者に開示するシステムを現行システムに実装する必

要があると思われる． 

4.2 模擬保育指導案との容易な比較 
模擬保育は目の前で行われる先生役と子ども役と

のやりとりを見ることになるが，本システムの導入

で事前に立てられた指導案と実践内容の比較を時系

列に沿って容易に行う事が可能となる． 

その為には動画と指導案とを時系列で確認できる

よう，リンクさせたシステムを開発・実装する必要

があると考えられる． 

 

5. おわりに 
 本稿では，これまでの筆者らの研究によって作成

された教材の保育者養成教育における模擬保育への

活用を検討してきた．その結果，従来のビデオ撮影

や PC を活用した模擬保育の実践におけるメリット

に加え，さらなる実践力の向上に資するシステムが

開発できると考えた．その為にこれまで開発してき

た教材を模擬保育に適応するための調整を行い，実

践・改良を行っていく必要があると考える． 
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あらまし：薬を正しく服用できていない服薬不遵守という問題がある．そのため，患者が服薬について正

しく理解し，意欲を持って自主的に治療に参加できるようにするための服薬教育が必要である．本研究で

は，学習意欲に関連する概念を分類した ARCS モデル(J.M.Keller,1984)に基づいて服薬教育を設計した

上で，コミュニケーションロボット“Pepper”を活用する方法について検討する．  

キーワード：服薬アドヒアランス，コミュニケーションロボット，Pepper，ARCS モデル 

 

 

1. はじめに 
患者教育において，教育内容の理解だけなく，自

主的に行動するよう支援することが重要となる．し

かし，特に服薬に関する教育では，患者の多くが高

齢者ということもあり，自主性を育むことは困難で

ある． 

2010年の調査によると，後期高齢者は平均して 3.5

種類の疾患をもち，一日に約 4.5 剤もの薬剤を服用

している（1）．病態と薬の種類にもよるが，医師の指

示通り服薬していない脆弱な高齢患者は 30％から

50％ほどと言われ，その原因には独居，うつ，服薬

自己管理能力の欠如などが挙げられている（2）．  

これらの状況をふまえ，本研究では学習意欲に関

連する概念を分類した ARCS モデル（J.M.Keller,1984）
（3）に基づいて，高齢患者でも積極的に服薬治療に参

加できるような教育方法を検討する． 

 

2. 服薬遵守 
2.1 服薬遵守とは 
服薬遵守とは，医者から処方された薬剤を患者が

正しく服用することである．服薬遵守により，病気

再発防止，医療費削減，QOL 向上につながる． 

2.2 コンプライアンスからアドヒアランスへ 
服薬遵守は，服薬コンプライアンスとも呼ばれて

いた．しかし，近年「医療者の指示に従うべき」と

いうコンプライアンス概念より，「患者自身が治療に

積極的に参加するべき」というアドヒアランス概念

が重要視されるようになった．この服薬アドヒアラ

ンスを向上させるためには，まず，教育内容に耳を

傾けてもらえるようなコミュニケーションをとり，

患者との信頼関係を築いた上での服薬支援が重要と

なる（4）． 

 

3. コミュニケーションロボットの活用 
3.1 ロボットとのコミュニケーション 
スマートフォンの普及により，音声でコミュニケ

ーションをしながら，服薬管理ができるアプリも開

発され，無料で手に入れられる時代となった．しか

し，スマートフォンのような動きのない無機質なも

のとコミュニケーションをとることが気恥ずかしい

と思う人は多い．  

しかし一方，コミュニケーションがとれ，動きの

あるロボットでは，人や動物のようなフィードバッ

クが可能なため，気恥ずかしさが軽減され，高齢者

はコミュニケーションを積極的にとろうとするとい

う報告もある（5）． 

3.2 感情認識パーソナルロボット Pepper 
Pepper は人間と共生することを目的として開発さ

れた人型ロボット（Aldebaran/ソフトバンクロボティ

クス）である．Pepper は表情と声からユーザの感情

を認識でき，更に会話や移動などにより自律した動

きが可能である．  

 

4. ARCS モデル 
J.M.Keller（3）は，学習意欲に関する文献の詳細な調

査を行い，共通する属性に基づいて概念のクラスタ

リングを試みた結果，学習意欲に関する概念が「注

意（ Attention）」「関連性（ Relevance ）」「自信

（Confidence）」「満足感（Satisfaction）」の 4 つに分 
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類されることを見いだした（ARCS モデル）．以下に

その詳細を述べる． 

1. 注意（Attention）：学習者の関心を獲得し，学ぶ

好奇心を刺激する 

2. 関連性（Relevance）：学習者の肯定的なニーズを

満たす個人的ニーズやゴールを満たす 

3. 自信（Confidence）：学習者が成功できること，

また，成功は自分たちの工夫次第であることを

確信・実感するための助けをする． 

4. 満足感（Satisfaction）：（内的と外的）報奨によっ

て達成を強化する 

この ARCS モデルに基づいて Pepper で患者教育

を行い，服薬アドヒアランスの向上をはかる． 

 

5. 機能提案 
Pepper で服薬支援をする基本的な流れは図１の通

りである．まず，設定された服薬時間からスタート

し，服薬の確認および記録，飲まなかった理由の確

認および記録，ダンスによる服薬の動機づけで終了

とする．この流れをより効果的にするために ARCS

モデルの概念を加えていく． 

まず，一つ目の概念「注意（Attention）」を満たす

ために，図 1 のインタラクションを開始し，挨拶し

た後，服薬に関するクイズを出題する．Pepper はイ

ンタラクティブ性に富んでいるため，BGM やポージ

ングをしながら出題でき，効果的に関心や好奇心を

持たせることができる． 

次に，「関連性（Relevance）」と「自信（Confidence）」

については，正しい服薬ができた場合，どれぐらい

継続できているかを示し，正しい服薬ができたこと

（成功）を認める．  

最後に「満足感（Satisfaction）」は，正しい服薬や

継続した服薬ができているときに，ダンスや歌を披

露してインセンティブを与える．  

 
6. おわりに 
薬を正しく服用できていない服薬不遵守という問

題に対して，患者が服薬について正しく理解し，意

欲を持って自主的に治療に参加できるようにするた

めの服薬教育が必要である．本研究では，学習意欲

に関連する概念を分類した ARCS モデルに基づいて

服薬教育を設計した上で，コミュニケーションロボ

ット“Pepper”を活用する方法について検討した． 

今後の課題としては，提案機能の実装，患者の

Pepper への愛着度合いに関する調査および最終的に

服薬アドヒアランスが向上し，正しい服薬が行われ

たかの検証が挙げられる． 
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あらまし：本稿では，ベッドから車椅子への移乗介助動作を自己学習可能なシステムの構築をめざし，利

用者の動作映像をそれと同期した熟達者の動作映像と同時に提示するためのシーン分割手法を提案する． 
キーワード：移乗介助動作，シーン分割，ベッド-車椅子，動作解析 

 
 
1. はじめに 
看護業務は，患者の移送など重量物取扱い業務に

分類され，腰痛発症のリスクを伴うものが多い．実

際の看護職の腰痛経験率は，調査対象により実際異

なるが，7 割前後(1)と多く，大勢の看護師が腰痛に悩

む現状がある．腰痛の主要な原因のひとつは看護動

作時の姿勢にあるとみられており(2)，中でもベッド-
車椅子間の移動介助動作時に腰への負荷がかかりや

すい(3)．このような状況に対して，我々は看護動作

を解析し，腰痛の原因となる動作の回避を促す自己

学習支援システムの構築を検討(4)している．このシ

ステムでは，ベッド-車椅子間の移乗介助動作をあら

かじめ熟達者に行ってもらい，介助動作を撮影して

おく．さらに動作時の関節角度を特徴量として抽出

し，最終的には本システムのユーザ，すなわちベッ

ド-車椅子移乗介助動作を学習しようとする初心者

の動作を，その時系列変化を比較することにより，

ユーザに自分の動作と熟達者の動作との差異を具体

的に提示し，自分の動作の修正を容易にするような

システムの構築を目指している．その際熟達者とユ

ーザの介助動作を撮影した映像を同期して同時表示

することにより，より熟達者との違いを明確に知る

ことができると考えられる．本稿では，このシステ

ムにおいて，あらかじめ撮影された熟達者の介助動

作と，初心者の動作を撮影した映像とを同期して同

時表示するためのシーン分割手法について検討する． 
 

2. ベッド-車椅子移乗介助動作 
ベッドから車椅子への移乗介助動作は大きく 4 ス

テップに分割することができる。(1)ベッド上の臥床

者(被介助者)をベッドの中央から端に寄せる、(2)介
助者の上半身を起こし、端座位にする、(3)車椅子へ

移乗する、(4)車椅子上で姿勢を整える、の 4 ステッ

プである。それぞれのステップは互いに異なる動作

の流れになるため，ステップごとに頭出しを行い，

ステップごとに同時に動作を開始するように熟達者

とユーザの映像を同時表示すると，熟達者と初心者

で動作時間が大きく異なる場合でも，ある程度同期

がとれた同時表示が可能となる．すなわち，ステッ

プごとに分割しているので，動作中に徐々に 2 者の

動作段階がずれていくことを最小限に抑えることが

でき，その結果，両者の差異が映像上で明確に理解

することが可能となる． 
本システム(4)で得られる関節角度の時系列変化，

特に熟達者の変化を詳細に分析すれば，これらの 4
ステップへの時間的な分割は技術的には可能である

と思われるが，一方で特に初心者は関節角度の変化

が熟達者に比較して大きくずれることがあり，また

そのずれ具合も初心者によってかなり異なることが

予想される．そこで本稿では抽出された関節角度で

はなく，Kinect(5)から得られる人物領域（介助者と被

介助者が接触している場合は，2 者を合体させた領

域となる）内の深度情報に対する，その局所的特徴

のヒストグラムに基づいた手法により，第 2 ステッ

プ，第 3 ステップ，および第 4 ステップの頭出しを

行うことで映像の同期をとる手法を選択した．これ

は，上述のとおり，各ステップで動作手順が相互に

異なり，またステップごとに熟達者とユーザの映像

の同時表示を行うことで，ステップごとの熟達者と

の動作の差異が明確になるという利点がある． 
 

3. 局所的特徴量によるシーン分割 
4 ステップの区切り（第 2，第 3 および第 4 ステッ

プの開始時）では，一連の動作が切り替わるため，

熟達者と初心者の差異が他の箇所に比べると小さく

なる傾向にある．そこで，あらかじめ区切られてい

る熟達者の映像における区切り箇所の画像と，ユー

ザの一連の画像とで類似度が比較できる特徴量を，

(1)人物領域の大きさ，(2)深度画像の局所特徴量の分

布，に設定した(6)． 
 (1)は（介助者と被介助者の両方を含む）人物領

域の形態がステップごとに異なる傾向を利用した特

徴であり，ここでは領域の外接長方形の縦横の長さ

を用いた．(2)は，介助者と被介助者の相対的な位置

関係が，ステップごとにある程度異なり，区切りの

特徴として有効であると考えられるため用いた．深

度画像における局所的特徴量を図１に示す．ここで，

黒い画素は着目している画素であり，青は着目画素

F5-3 
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より奥にあることを示し，逆に赤は着目画素より手

前にあることを示す．着目画素に隣接する 8 個の画

素のうち，最も着目画素と深度が異なる画素につい

て，それが奥なのか手前なのかによって，A から P
のいずれかのラベルが人物領域内のすべての画素に

ラベル付けされる． 
 

 
図１ 深度情報による局所的特徴量 

すべての画素がラベル付けされたら，各ラベルの

正規化ヒストグラムを作成し，16 次元の特徴ベクト

ルとして構成することができるのだが，このままだ

と人物領域全体の傾向を示すことになり，介助者と

被介助者の姿勢や相対的関係が少々異なってもあま

り特徴ベクトルに差が出ないことが実験的に分かっ

た．そこで，人物領域を 4 つの矩形両機に分割し，

それぞれの領域における上記 16 パターンのヒスト

グラムを求めること，すなわち合計で 64 次元の特徴

ベクトルを構成することで，人物 2 者の姿勢，相対

的関係をある程度明確に特徴づけることが可能な特

徴量であることが実験的に得られた．  
あらかじめ熟達者の第 2，第 3，および第 4 ステッ

プの開始時点を手動で求めておき，その時点のデー

タから深度情報による局所的特徴量を計算しておく．

特に 64 次元のヒストグラムベクトルは介助者およ

び被介助者の姿勢および位置関係を表していると考

えられるので，熟達者のデータとユーザのデータと

の類似度を表す評価関数として，ヒストグラムイン

ターセクションを用いた．2 つのベクトル（ヒスト

グラム）が類似するほどヒストグラムインターセク

ションは大きな値を示すので，あらかじめ抽出した

熟達者の 3 か所の区切り点での特徴ベクトルと，入

力されたユーザの全フレームにおける特徴ベクトル

とを比較して，最大値を取るフレームをユーザ側の

区切り点とする． 
 

4. 実験および考察 
実験対象画像として，実際の看護師が行った介助

動作の熟達者サンプルが 2 セット，初心者サンプル

として学生が行った介助動作を 4 セット用意した．

初心者サンプルを撮影した時の被験者には 1 度だけ

手本となるサンプルの動作を見てもらい，その後実

際に看護動作を行ってもらった．今回の実験は実際

の介助動作を伴う為，本学工学研究科研究倫理委員

会において実験の安全性・妥当性を審議していただ

き承認を得た上で実験を行っている． 
熟達者サンプル 2 セットのうち，人の目で見てス

テップの区切りがより明確であると判断した方のサ

ンプルを手動で区切り点を求め，3 つの区切り点に

おける特徴ベクトルをあらかじめ求めておく．4 セ

ットの初心者サンプルに対して，すべてのフレーム

における特徴ベクトルを求め，熟達者の特徴ベクト

ルと類似性を比較した．その結果，4 サンプルのう

ち 3 サンプルは，3 つの区切り点がすべて正解とな

った．残る 1 サンプルは，第 2 ステップおよび第 4
ステップの開始点が正解の開始点から 3 秒程度ずれ

てしまった．ただし，正解のフレームは手動で抽出

し，そのフレームから前後 5 フレームは正解に含む

とした． 
正解を得られなかった 1 サンプルは，ユーザが実

験前に受ける 1 回の（熟達者の動作を見る）レクチ

ャーをあまりよく見ていなかったようで，かなり熟

達者と異なった動作を行っていたためにずれが生じ

てしまった．ただ，実際に初心者を対象とした学習

支援システムを実現するためには，このような「熟

達者の動作からかなり大きく外れた動作」に対して

も，それなりにうまく抽出できる手法が必要とされ

る．今回のケースに限らず，大きくずれた動作の場

合，介助者．被介助者両者の姿勢や相対的関係だけ

では困難な場合も考えられるが，逆に言えば，ある

程度手順を理解しているユーザに対しては十分な性

能を持つ手法であると考えられる． 
 

5. まとめ 
本稿では，安価なデバイスである Kinect を用いて

熟達者とユーザの同期した映像の同時表示を実現す

るためのシーン分割手法を提案した．実験では実際

のベッド-車椅子間の移乗介助動作に適用し，同時表

示可能な区切り点の抽出を行った．以上の結果を用

いれば，熟達者との同期した映像の提示が可能であ

ることを示した． 
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あらまし： 大規模なピアアセスメントでは，一人の学習者に数名の評価者を割り当てて評価を行うことが多い．しかし，ピア
アセスメントでは，能力評価の精度が評価者の特性に依存することが知られており，学習者ごとに異なる評価者集団が評価を
行った場合，学習者ごとに能力推定精度が異なる問題が生じる．この問題を解決するために，本研究では，評価者パラメータを
加えた項目反応理論を用いて，全ての学習者に同程度の能力推定精度を与えるような評価者割り当て手法を提案する．

キーワード： ピアアセスメント，評価者選択，項目反応理論，等質テスト構成

1 はじめに

近年，Massively Open Online Courses (MOOCs) に代表
される大規模 eラーニングにおいて，学習者同士の相互評価
法，ピアアセスメントが注目されている [1]．学習場面におけ
るピアアセスメントは，これまで，学習者同士で形成的フィー
ドバックを行わせることによる学習支援を目的として利用さ
れることが一般的であった．しかし，近年では，レポートな
どのパフォーマンス評価にピアアセスメントを利用する研究
や実践も広まりつつある．ピアアセスメントによるパフォー
マンス評価は，学習者数が大幅に増加しても教員の負荷を増
やすことなく評価を実施できる利点がある [2]．
一方で，ピアアセスメントの課題の一つとして，評価の信
頼性が評価者の特性に依存する問題が知られている [1, 2, 3]．
この問題を解決するために，評価者特性パラメータを加えた
項目反応理論が提案されてきた [2, 3]．これらの項目反応理
論では，評価者特性を考慮して学習者の能力を推定するため，
平均点などの素点に基づく評価法より精度良く学習者の能力
を推定できる [3]．
しかし，大規模なピアアセスメントでは，学習者ひとりに
対して数名の評価者を割り当てて評価を行うことが一般的で
あり，このようなピアアセスメントにこれらの項目反応モデ
ルを適用した場合，以下の問題が生じる．
1. 各学習者の能力推定精度は，割り当てられた評価者の特
性に依存するため，学習者間で能力推定精度に差違が生
じる．

2. 学習者ひとりあたりの評価者数が減少するため，能力推
定精度が低下する．
これらの問題を解決するために，本研究では，学習者ひと
りに対して数名の評価者を割り当てるピアアセスメントにお
ける評価者割り当て手法を提案する．本研究では，各学習者
に割り当てられる評価者集団が，能力推定精度に関して等質
な特性を持ちつつ，それらの精度が出来る限り大きくなるよ
うな割り当てを目指す．
本研究に類似する問題として，テスト理論における等質テ
スト構成が知られている [4]．等質テスト構成は，アイテムバ
ンク内のテスト項目を組み合わせて，受験者の能力推定精度
に関する特性が等質となる複数テストフォームを構成する問
題である．等質テスト構成では，一般に，項目反応理論にお
ける能力推定精度の指標のひとつであるフィッシャー情報量

が等質になるように複数テストを構成する．これらの問題は，
整数計画問題に帰着させて定式化されることが一般的である
（例えば [4]）．
本研究の主なアイデアは，ピアアセスメントにおける評価

者割り当て問題を，テスト項目を評価者，テストフォームを
評価者集団とみなした等質テスト構成のメタファと捉え，評
価者特性パラメータを加えた項目反応モデルを用いて，情報
量が等質となる評価者集団を複数構成し．各学習者に割り当
てることにある．しかし，本研究における評価者割り当て問
題は，等質テスト構成と以下の点で異なる．
1. 等質テスト構成では，一般に，テスト間でのテスト情報
量の差異を最小化することを目指す．これに対し，本研
究では，各評価者集団の情報量が，所望の等質条件を満
たしつつ最大になるように，各学習者に対する評価者集
団を構成することを目指す．

2. ピアアセスメントでは，一人の評価者が評価できる学習
者数に限りがあるため，評価者ひとりに対する学習者数
に上限を与える必要がある．
そこで，本研究では，ピアアセスメントにおける評価者割

り当て問題を，等質テスト同時構成法 [4]を拡張した整数計画
問題として定式化する．具体的には，全ての評価者集団の情
報量が一定の誤差に収まる条件のもとで，それらの情報量の
下限を最大化する Maxmin 問題として定式化する．さらに，
提案手法には，制約条件として，評価者ひとりに対する学習
者数の上限を与える．
また，本論では，シミュレーション実験により提案手法の

有効性を評価する．

2 ピアアセスメントにおける項目反応理論

本研究では，学習者 j ∈ {1, · · · , J}の課題 i ∈ {1, · · · , I}に
対する評価者 r ∈ {1, · · · , R}の評価カテゴリ k ∈ {1, ...,K}
で構成されるピアアセスメントデータ U = {xijr|xijr ∈
{1, · · · ,K}, ∀i,∀j, ∀r} を想定する．また，zijr を，課題 i

において評価者 r が学習者 j に割り当てられるとき 1，そ
うでないとき 0 を取る変数とするとき，評価者割り当てを
Z = {zijr|∀i,∀j, ∀r}で表す．
本研究では，このようなピアアセスメントデータに適用で

きる項目反応モデルとして，評価者数が増加しても高精度な
能力推定が期待できる宇都・植野 [3]のモデルを採用する．こ
のモデルでは，課題 i に対する学習者 j の学習成果物に，評
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価者 r が評点 k を与える確率を次式で表す．

pijrk = p∗ijrk−1 − p∗ijrk

p∗ijrk = [1 + exp(−αiαr(θj − bik − εr))]
−1

ここで，p∗ijr0 = 1，p∗ijrK = 0 とし，θj は学習者 j の能力，
αi は課題 iの識別力，αr は評価者 r の評価の一貫性，bik は
課題 iにおいて評点 k を得る難易度，εr は評価者 r の評価の
厳しさを表す．ただし bi1 < · · · < biK−1．
このモデルにおいて，課題 i における評価者 r のフィッ
シャー情報量は，能力母数 θj を所与として次式で与えら
れる．

Iir(θj) = α2
iα

2
r

∑
k

(
p∗ijrk−1q

∗
ijrk−1 − p∗ijrkq

∗
ijrk

)2

pijrk

ここで，q∗ijrk = 1− p∗ijrk．
さらに，課題 iにおいて学習者 j に与えられる情報量は，評
価者割り当て Z を所与として，学習者 j に割り当てられた全
ての評価者の情報量の和として，Ii(θj) =

∑
r Iir(θj) · zijr で

与えられる．
本研究では，課題 iにおいて，各学習者に割り当てられる評
価者集団の情報量が等質になるような評価者割り当てを目指
す．類似の問題として，情報量が所望の等質制約を満たす複
数テストフォームを構成する等質テスト構成が知られている．
本研究では，評価者割り当て問題を，テスト項目を評価者，テ
ストフォームを評価者集団とみなした等質テスト構成のメタ
ファと捉える．これにより，評価者割り当て問題は，等質テ
スト構成の文脈において，学習者数と同数の等質テストを構
成する問題とみなせる．固定数の等質テストを構成する手法
としては，Boekkooi-Timminga[4] の等質テスト同時構成が
知られている．

3 等質テスト構成

Boekkooi-Timminga[4]は，F 個の等質テスト f を同時に
構成する問題を，以下の整数計画問題として定式化している．

minimize: e

subject to:
∫
|Ii(θ) · xif − T (θ) |dθ ≤ e : ∀f ∈ f

ここで，xif は，テスト f ∈ f に項目 iが含まれるとき 1，そ
うでないとき 0を取る変数とし，T (θ)は，能力値 θにおける
情報量の目標値を表す．
等質テスト同時構成では，構成されたテストの情報量と目
標情報量の差異を最小化するように目的関数が定義されてい
る．一方で，本研究では，構成される評価者集団の情報量と
目標情報量との差異が所望の誤差以下となる条件のもと，で
きる限り情報量が大きくなるように複数の評価者集団を構成
する．そこで，本研究では，評価者割り当て問題を，等質テ
スト同時構成を拡張した問題として定式化する．

4 提案手法

本研究では，課題 i における評価者割り当て問題を，以下
の整数計画問題として定式化する．

maximize: y

subject to:∫
|Ii(θj)− y · T (θj) |dθj ≤ e : ∀j∑
j zijr ≤ nu : ∀r∑
r zijr ≥ 1 : ∀j
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図 1 各学習者に割り当てられた評価者集団の情報量期待

値（左図），各評価者が評価する学習者数（右図）

zijr = 0 : ∀(j = r)

提案手法では，構成される評価者集団の情報量関数と目
標情報量との差異が e 以下となる条件のもと，目標情報量
yT (θj)を最大化する問題として，評価者割り当て問題を定式
化している．さらに，ピアアセスメントでは，ひとりの評価
者が評価できる学習者数に限りがあるため，2つ目の制約式に
より評価者ひとりに対する学習者数に上限 nu を与えている．
この整数計画問題を解くことで，等質な情報量特性を保証

しつつ，できる限り情報量が大きくなるような評価者割り当
て Z が得られる．また，得られた評価者割り当ては，評価者
が評価する学習者数の上限が保証されており，特定の評価者
への評価負担の集中を回避できる．

5 シミュレーション実験

提案手法の性能を評価するために，シミュレーション実験
を行った．ここでは，提案手法とランダムに nu 人の評価者を
割り当てる手法を用いて，次の手順で実験を行った．(1) 課題
数 I = 1，学習者数 J = 50において，項目反応モデルのパラ
メータをランダムに生成した．(2) 提案手法とランダム手法
を用いて，評価者割り当てを行った．ここで，nu = 5，e = 1.0

とした．(3) 得られた評価者割り当て Z について，各学習者
に割り当てられた評価者集団の情報量期待値

∫
Ii(θj)dθj と，

評価者一人あたりの学習数を求めた．
結果を図 1に示す．図 1より，提案手法では，各学習者に

割り当てられた評価者集団の情報量が等質化されており，評
価者一人あたりの学習者数が上限以下となることがわかる．

6 今後の課題

本研究では，評価者・課題パラメータが既知の元で，情報
量が等質となるような評価者集団を構成する手法を提案した．
今後は，より詳細なシミュレーション実験と被験者実験によ
り提案手法の有効性を確認する．
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あらまし： 知識基盤社会である近年，ジェネリックスキルの育成とその評価法の確立が急務となってい

る．特に，「思考力・判断力・表現力」の評価法の開発が注目されており，この達成には真正な評価が求

められている．真正な評価では，現実的な課題と現実的な文脈をもった学習の過程を通し継続的に生成さ

れる学習成果物や学習の記録などの学習エビデンスを用いて学習者のパフォーマンスを評価する．しかし，

学習者が課題に取り組む過程の学習場面ごとに必要な学習エビデンスを収集して形成的評価を繰り返し，

そして総括的評価を行うことは困難なことであった．そこで，本研究では，先の問題点を解決することを

目的に，ICT を活用し「思考力・判断力・表現力」等のジェネリックスキルを評価する方法を開発する． 

具体的には，CBT 上のパフォーマンス課題に学習者が取り組むことで，各学習場面で必要な学習エビデ

ンスを収集しながら課題遂行時に発揮された資質・能力をパフォーマンス課題に紐づいた評価基準を参考

に項目反応理論を用いて同定する． 

キーワード：ジェネリックスキル，真正な評価，パフォーマンス課題，CBT, 項目反応理論，ポートフォリオ 

 

1. はじめに 
知識基盤社会である近年，ATC21S(Assessment and 

Teaching of 21st Century Skills)が定義した「21 世紀型

スキル」(1)や，OECD の「キー・コンピテンシー」(2)

に代表されるジェネリックスキルの育成とその資

質・能力の評価方法の開発が求められている．我が

国でも，「思考力・判断力・表現力」等のジェネリッ

クスキルの育成とその評価の方法として，パフォー

マンス課題を用いた評価活動が取り組まれている 
(3)．パフォーマンス課題とは，ありのままの学習を

意味する真正な学習において，現実的な文脈のもと，

学習者がさまざまな知識や技能を総合させ問題を解

決することを求める現実に即した課題を指す(4)． 

パフォーマンス課題を用いたジェネリックスキル

の測定試験としては，CAE（Council for Aid to 

Education）の CLA（Collegiate Learning Assessment）
(5)や OECD の AHERO

(6)が挙げられる．これら試験で

は，自由記述式によるレポート等の最終成果物を用

いてジェネリックスキルを評価している．しかし，

真正な学習において求められる真正な評価では，学

習の結果だけでなく，学習過程が重視されるため，

継続的に生成される学習成果物や学習の記録などの

学習エビデンスを用いて学習者のパフォーマンスを

評価することが必要とされる．つまり，先の試験で

は，学習過程を重視した真正な評価によるジェネリ

ックスキルの評価には不十分と言える．そこで，現

在では，ICT を用いてそれら学習エビデンスを e ポ

ートフォリオとして蓄積し利活用することが注目さ

れてきている(6)． 

そこで，本研究では，ICT を活用し「思考力・判

断力・表現力」等のジェネリックスキルを評価する

方法を開発することを目的とする．具体的には，

CBT(Computer Based Testing) 上のパフォーマンス課

題に学習者（以下，受検者）が取り組むことで，各

学習場面で必要な学習エビデンスを e ポートフォリ

オ（以下，学習記録データ）として収集・蓄積し，

課題遂行時に発揮された受検者の資質・能力をパフ

ォーマンス課題に紐づいた評価基準を参考に項目反

応理論を用いて同定する方法を提案する． 

2. 段階反応モデル 
本評価手法では，各学習場面で収集・蓄積される

学習記録データから受検者の資質・能力を同定する

ため，テスト理論である項目反応理論の段階反応モ

デルを用いる(7)．段階反応モデルとは，反応データ

がカテゴリ k の多値データを扱うモデルである．受

験者𝑗が項目𝑖に対してカテゴリ kと反応する確率𝑃𝑖𝑗𝑘
を次式から求める． 

𝑃𝑖𝑗𝑘 = 𝑃𝑖𝑗𝑘−1
∗ − 𝑃𝑖𝑗𝑘

∗              (1) 

{
 
 

 
 𝑃𝑖𝑗𝑘

∗ =
1

1 + exp (−𝑎𝑖(𝜃𝑗 − 𝑏𝑖𝑘))
  𝑘 = 1, ･･･, 𝐾 − 1

𝑃𝑖𝑗0
∗ = 1

𝑃𝑖𝑗𝐾
∗ = 0

 

(2) 

 

ここで，𝑎𝑖は項目𝑖の識別力パラメータ，𝑏𝑖𝑘は項目

𝑖のカテゴリ𝑘の難易度パラメータ，𝜃𝑗は受検者 j の

能力パラメータを表す．ただし，𝑏𝑖1 < 𝑏𝑖2 < ･･･ <

𝑏𝑖𝑘 < ･･･ < 𝑏𝑖𝐾−1 と制約される．パフォーマンス課

題の各学習場面で蓄積される学習記録データは，評

価基準に基づいて評価者が採点する．ここで，評価

基準とは各学習場面を採点するための判断基準であ

り，k 段階に尺度が決められる．この採点データか

ら段階反応モデルを用いて受検者の能力が同定され

る． 
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3. 本手法の要件 
 本手法では，課題に取り組

む過程の各学習場面で蓄積

される学習記録データから

段階反応モデルを用いて受

検者の能力を同定するため，

次の要件が必要とされる．  

(1) 課題の要件 

本手法におけるパフォー

マンス課題は，一つの資質・

能力を評価し，課題遂行に複

数の学習場面を必要とする．

また，これら学習場面は受検

者への課題出題前に全て列

挙する． 

(2) 課題遂行時の学習場面

における要件 

本手法では，課題遂行時の

学習場面を評価するため，学

習場面ごとに一つ以上の学

習記録データを収集・蓄積す

る．また，課題遂行時に発揮

された受検者の資質・能力を段階反応モデルによっ

て同定するため，一つの学習場面に対して一つの評

価項目を設定する．ここで，評価項目とは各学習場

面の評価基準に対応したm段階の尺度を持つ段階反

応モデルの項目を表す． 

(3) 評価項目における要件 

評価項目は，評価基準に対応した段階反応モデル

のパラメータが同定済みでなければならない．また，

観点別に評価基準がある場合は項目領域を用意し，

課題遂行までの学習過程を評価するための評価項目

を設定する必要がある． 

4. 学習課程の評価のための評価項目 

パフォーマンス課題遂行時の学習過程を評価する

ためには，各学習場面の内容を評価すると共に，受

検者の学習過程の順序が理想的なモデルに則ってい

るか評価することも重要である．そこで，本手法で

は評価項目として以下の 2 種を設定する． 

1. 学習場面評価項目：受検者が課題に取り組む中で

の各学習場面で蓄積された学習記録データを評

価基準に基づいて評価する項目 

2. 学習過程評価項目：受検者の学習過程と課題作成

者の意図した学習過程を比較して評価する項目 

5. 能力同定のモデル 

本手法におけるパフォーマンス課題の CBT モデ

ルを図 1 に示す．システムはパフォーマンス課題に

関する情報と受検者に関する情報があり，以下の手

順で能力の同定が行われる． 

1) 受検者はコンピュータ上でパフォーマンス課題

に取り組む．このとき，学習場面リストが画面上

に表示され，受検者は学習場面を選択し，行動す

る．これを課題遂行まで繰り返す． 

2) 受検者の学習記録データは学習場面ごとに蓄積

され，評価者は各学習記録データを評価基準に基

づいて評価する．  

3) 評価者は評価結果をシステムに送り，段階反応モ

デルに基づいて各受検者の能力値を同定する． 

6. おわりに 

本研究では，ジェネリックスキルの評価を行うた

めの方法として，CBT によるパフォーマンス課題の

評価法について検討し，そのモデルを提案した． 

今後はシステムの開発を行い，試験運用を繰り返

しながら提案法の評価を行う予定である． 
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あらまし： 本研究では，ヴィゴツキーの「発達の最近接領域」に基づいたダイナミック・アセスメント

における支援をヒントとし，知識活用力を測定するための適応型テストの手法を提案する．本手法は，受

検者がテストの項目に誤答したとき，段階的にヒントを提示し，そのヒントを用いて受検者に項目を解答

させる．ヒントが提示されたときの正誤結果を反応データとし，項目反応理論に基づいた適応型テストに

よって受検者の能力を効率的に測定する． 
キーワード：ダイナミック・アセスメント，テスト理論，項目反応理論， 適応型テスト 

 
 
1. はじめに 
近年，ヴィゴツキーの発達の最近接領域に基づい

たダイナミック・アセスメント(1)に関する研究が数

多く取り組まれている．発達の最近接領域とは，現

下の発達水準と他者からの支援を受けてできる発達

水準との間の隔たりである．ダイナミック・アセス

メントでは，他者からの支援を含めた評価ができる． 
従来のテストは，低次の知識を用いる項目や高次

の知識を用いる項目によって構成されている．高次

の知識を用いる項目が低次の知識を活用する必要が

あるとき，低次の知識を用いる項目に解答したから

といって，高次の知識を用いる項目において，低次

の知識を適切に活用できているかを測定することが

困難であった．ダイナミック・アセスメントでは，

高次の知識を用いている項目に取り組んでいるとき，

低次の知識の活用力を測定するため，低次の知識を

ヒントとして受検者に提示し，この知識を活用でき

ているか評価することができる． 
本研究では，ダイナミック・アセスメントにおけ

る受検者への支援を項目のヒントとして，項目に誤

答したときに段階的に提示する．ここで得られた解

答データから受検者の能力を測定し，情報量が高い

項目を出題する手法を提案する．このような評価手

法の枠組みは，テスト理論の適応型テストとして知

られており，受検者の能力を効率的に推定すること

ができる． 
植野ら(2)は，段階反応モデルを用いて適応的にヒ

ントを提示する足場掛けシステムを開発している．

ここでは，適切な足場掛けを支援するため，ヒント

ごとの正答率を予測できるように定式化を行い，情

報量が最大になるヒントを選択している．植野らの

研究と本手法では，ヒントに段階反応モデルを用い

ている点は同じであるが，本手法では能力推定精度

を向上させるため，フィッシャー情報量が最大の項

目を選択している点が異なる．また，植野らの研究

では，学習に用いることで学習効果を検証している

が，本研究では能力測定過程について分析する点が

異なる． 
 

2. 項目反応理論 
本論では，段階的なヒントを組み込んだ適応型テ

ストを実現するため，ヒントへの反応データを項目

反応理論の段階反応モデル(3)に当てはめる．ここで

は，ヒントへの反応データに項目反応理論を用いる

ため，データの形式を定義する．項目 i に対して K-1
個のヒント{k}，(k=1,…,K-1)を考える．ヒントがな

い状態を k=K として，課題に対して学習者の反応が

誤りのとき，k=K-1 のヒントを提示し，更に誤りで

あった場合，k=K-2 のヒントを提示するように，学

習者が正答するまで k=1 のヒントを提示することに

なる．このとき，得られるデータは，受検者

j(j=1,…,M)の項目 i(i=1,…,N)に対して各ヒント提示

の状態での学習者の反応データ 
𝑋𝑋 = �𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖�, (𝑗𝑗 = 1, … ,𝑀𝑀, 𝑖𝑖 = 1, … ,𝑁𝑁, 𝑘𝑘 = 0, … ,𝐾𝐾) 

を得ることができる．ただし， 

𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = �
1:ヒント𝑘𝑘を提示したとき（以前を含む)

に受検者𝑗𝑗が項目 i に正答                     
0:上記以外                                                          

 

𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖0は K-1 個のヒントを全て提示しても正答でき

なかった場合のデータを示す． 
このようなデータ X が得られたとき，段階反応モ

デルに適用することを考える．受検者 j(j=1,…,M)の
項目 i(i=1,…,N)に対して k(k=1,…,K-1)番目までのヒ

ントを提示した後に初めて正答する確率を以下のモ

デルで表す． 
𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑖𝑖−1)

∗ − 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖∗                 (1) 
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⎩
⎪
⎨

⎪
⎧𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖∗ =

1

1 + exp �−1.7𝑎𝑎𝑖𝑖�𝜃𝜃𝑖𝑖 − 𝑏𝑏𝑖𝑖𝑖𝑖��
  𝑘𝑘 = 1, ･･･,𝐾𝐾 − 1

𝑃𝑃𝑖𝑖𝑖𝑖0∗ = 1                                                                                    
𝑃𝑃𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖∗ = 0                                                                                    

 

 
式(1)では，𝑎𝑎𝑖𝑖が項目 i の識別力パラメータであり，

𝑏𝑏𝑖𝑖𝑖𝑖が項目 i に対してカテゴリ k の難易度パラメータ
であり，𝜃𝜃𝑖𝑖が受検者 j の能力パラメータである．た

だし，𝑏𝑏𝑖𝑖1 <  𝑏𝑏𝑖𝑖2 <  ⋯  < 𝑏𝑏𝑖𝑖𝑖𝑖 <  ⋯  < 𝑏𝑏𝑖𝑖(𝑖𝑖−1)と制約される． 
本手法では，受検者の能力を測定するため，テス

ト理論の適応型テストのアルゴリズムを用いる．適

応型テストは，受検者の解答履歴から逐次能力を推

定し，情報量が最大の項目を受検者に出題する

Computer Based Testing である．具体的には，項目情

報量が最大の項目を出題する．段階反応モデルのフ

ィッシャー情報量は以下の通りである(4)． 
𝐼𝐼𝑖𝑖�𝜃𝜃𝑖𝑖� 

= 1.72𝑎𝑎𝑖𝑖2 �
�𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑖𝑖−1)

∗ �𝜃𝜃𝑖𝑖�𝑞𝑞𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑖𝑖−1)
∗ �𝜃𝜃𝑖𝑖� − 𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖∗ �𝜃𝜃𝑖𝑖�𝑞𝑞𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖∗ (𝜃𝜃𝑖𝑖)�

2

𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖(𝜃𝜃𝑖𝑖)

𝑖𝑖−1

𝑖𝑖=0

  (2) 

𝑞𝑞𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖∗ は 1-𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖∗ である．本手法は段階反応モデルを用い

た適応型テストを用いることで効率的に受検者の能

力を測定する． 
 
3. 段階反応モデルを用いた適応型テスト 
本研究では，ダイナミック・アセスメントにおけ

る支援を適応型テストに組み込むため，ヒント付き

の項目を出題し，その反応データから効率的に受検

者の能力を推定する．ここでは，段階反応モデルを

用いた適応型テストのアルゴリズムを以下に示す． 
(1) 能力推定値の初期値は 0 に設定 
(2) 項目のデータベースであるアイテムバンク

から式(2)のフィッシャー情報量が最大の項

目を選択 
(3) 受検者は選択された項目の解答を入力 
(4) 受検者が入力した解答の正誤を判断 
(5) もし，受検者の解答が誤答であるならば，一

つ目のヒントを出題し(3)へ．これは，受検

者が正答するまでヒントを出題し続ける．項

目に正答するか全てのヒントを提示して誤

答したとき，この反応データを用いて受検者

の能力を推定． 
(6) 受検者の推定能力値と一つ前の推定値の差

が小さければテストを終了，そうでなければ

(2)へ． 
上記のアルゴリズムによって受検者の能力を効率

的に推定する． 
 

4. 評価実験 
本研究では，英語の語彙と文法の能力を測定する

ため，項目とヒントを準備する．項目は，100 問で

あり，全て段階的に 2 つのヒントを持っている．作

成した項目のパラメータを推定するため，37 人の大

学生の反応データからベイズ推定を用いてパラメー 

 
図 1 受検者の能力推定過程 

 
タを推定した．本手法では，このパラメータを用い

て受検者の能力を逐次推定しながら，フィッシャー

情報量が最大の項目を出題する． 
ここでは，ダイナミック・アセスメントのための

適応型テストの動作を検証するため，被験者実験を

実施した．図 1 にある大学生の能力推定過程を示す．

横軸が項目であり，縦軸が能力推定値である．本実

験では，能力推定過程を分析するため，項目数を 25
項目と固定した．この図から受検者が項目を解答す

るごとに能力推定値が収束していることがわかる．

また，初期の項目から収束した能力推定値に近い推

定値であることがわかる．これは，正誤の 2 値を扱

う情報量関数が特定の能力値にのみ高いのに対し，

段階反応モデルの情報量関数が能力値に広く高いこ

とが要因だと考えられる．すなわち，従来の適応型

テストに比べ，本手法は，少ない項目数で能力推定

ができることを期待できる． 
 
5. おわりに 
本研究では，ダイナミック・アセスメントのため

の適応型テストを提案した．ここでは，ダイナミッ

ク・アセスメントの支援をヒントとして段階反応モ

デルを用いて適応型テストに組み込んだ．本研究で

は，実際に段階反応モデルのパラメータを推定し，

このパラメータを用いて適応型テストの能力推定過

程を確認した．今後，従来の適応型テストとの能力

推定過程を詳細に比較し，本手法の有効性を検証し

ていく． 
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グループ学習におけるファシリテータ支援システムの評価 
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あらまし：我々はグループ学習における発言頻度や参加意欲の偏りを改善するためにファシリテータに着目した．
グループ学習時にファシリテータ等の役職を与えることで，討論が活発化することが証明されているが，ファシリテー

タの負担が大きいことが問題となっている．そこで，我々はグループ学習におけるファシリテータ支援システムを開発

し，大学の講義で利用した．システム利用前後で発言の頻度や内容の分類結果から本システムの有効性が示唆された.	 	 

キーワード：コミュニケーション支援	 グループ学習 	 協調学習 
 
1. はじめに 
	 近年，大学などの教育現場においてグループ学習

を導入した学生参加型の授業が実施されるようにな

ってきた．しかし，グループ学習を行う場合，グル

ープによっては意見の偏り等からグループ学習が活

発に行われない場合がある．そのため，各グループ

にファシリテータを配置し，グループ学習を活発化

する研究(1)が行われている．しかし，ファシリテー

タの負担が大きいことや，ファシリテータをただ配

置しても発言頻度や参加意欲の偏りは改善されない

ことが指摘されている．そこで，本研究ではグルー

プ学習におけるメンバー間の発言頻度向上とファシ

リテータの負担軽減を目的としたファシリテータ支

援システムを提案する．具体的には，グループの中

からファシリテータに最も適している学生を選出し，

その学生に対してファシリテータとしての役割をシ

ステムから提示することによって，グループ学習を

活性化させる． 
2. 対象科目 
本研究では，本学ソフトウェア情報学部 1 年生を

対象とするリメディアル科目「情報基礎数学 A」を
対象とする．「情報基礎数学」は入学前のプレース

メントテストの結果によって履修者が決定し，e ラ
ーニング教材(3)を活用した反転授業を行っている．

各回の授業では，各自自宅で e ラーニング教材を用
いて予習してきた内容に関する確認テストを行う．

その後，教員から出題される発展的な問題 5 問をグ
ループで協力し合って答えを導き出すグループ学習

を行う．授業の最後には再度確認テストを行う．グ

ループはプレースメントテストの成績をもとに編成

し，1 グループ 4～5 人のグループを 16 組作成する．
グループ学習は各授業約 35～45分で実施される． 
3. ファシリテータ支援システムの開発 
3.1 システム概要 
	 本システムの概要を図 1 に示す．本システムはフ
ァシリテータ選出モジュールとファシリテータ支援

モジュールの 2 つのモジュールから構成されている．
まず，事前に教員がグループ編成の情報をシステム 

 
図 1 システム概要図 

	 

に登録し，学生の氏名やこれまでの成績などをシス

テムに入力する．ファシリテータ選出モジュールは

これらの情報からファシリテータを選出し，ファシ

リテータ支援モジュールで具体的な役割を提示する．	 

3.2 提供機能 
ファシリテータ選出モジュールでは，ファシリテ

ータの適性を判断するアンケート(4)(5)に回答しても

らい，この回答結果からグループの中で最も適性の

ある学生 1名をファシリテータとして選出する． 
ファシリテータ支援モジュールでは，ファシリテ

ータにグループ学習の手順を示しながら，現在のグ

ループの状況を入力してもらい，その入力結果に応

じて行動指針を示す．具体的には，グループのメン

バーに進捗状況やわからない問題の有無の確認，グ

ループメンバーへの意見の促しなどをしたかどうか

を確認する．これらの行動をしていない場合，これ

らを促すメッセージを行動指針としてファシリテー

タに提示する．また，分からない問題で行き詰って

いる場合は問題のヒントを表示する．これにより，

グループ学習で出題された問題の難易度が高すぎた

ために発言数が減らないようにするとともに，ファ

シリテータの負担軽減を図った． 
4. 評価実験 
本システムの有効性を評価するため，本システム

を利用せずにグループ学習を行った場合と，本シス

テムを利用してグループ学習を行った場合で，各グ

ループの発言回数を調査した． 
4.1 調査概要 
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	 平成 26 年度前期に開講された「情報基礎数学 A」
を受講する学生 70 名を対象とし，調査を行った．
本調査では各グループ（16 組）にボイスレコーダ
ーを配布し，グループ学習時の音声を録音して発言

内容を分析した．「情報基礎数学 A」では，全 15
回の授業の中で，12 回のグループ学習が行われた
が，第 9回授業でシステムを利用しないグループ学
習の音声を録音し，第 13 回の授業でシステムを利
用したグループ学習の音声を録音した． 
発言内容はグループ毎に学習内容に関連のある発

言と関連のない発言，それぞれの相づちの数を調査

した．ファシリテータ選出モジュールについては

google フォームでアンケートに回答してもらい，
手動で集計後，ファシリテータに選出された学生に

は口頭で依頼した．本システムの利用後にはファシ

リテータと本システムに関するアンケートを行った． 
4.2分析結果と考察	 
	 図 2，3 に各グループの学習内容に関連のある発
言数，関連のない発言数のグラフを示す．発言回数

はボイスレコーダーで録音した音声を文字に書き起

こし，そのデータを用いて分類した．グループごと

の全体の発言数の標準偏差は本システムを利用しな

かった場合が 70.3 で，本システムを利用した場合
が 65.7 となった．また，グループごとの関連性の
ない発言の標準偏差は本システムを利用しなかった

場合は 83.7 で，本システムを利用した場合は 42.9
とグループ間の差（分散）が小さくなった． 
また，16 グループ中 9 グループはシステムを利

用した際に発言が増えていた．特に，グループ 11
は本システムを利用しなかった場合，発言回数が

45 回と少なかったが，本システムを利用した場合，
発言回数が約 4 倍に増えた．一方でグループ 6 や
グループ 15 は発言数が減少した．発言数が減少し
た要因として，システムを利用しなかったグループ

学習の際に TA との会話があったことと，システム
を利用したグループ学習の学習単元の難易度が難し

くなったことなどが考えられる．  
また，クラス全体の発言数の分析結果を表 1に示

す．表 1からシステムを利用しなかったグループ学
習のほうが発言回数は少なく，システムを利用した

グループ学習の発言数が増加したことが分かる．シ

ステムを利用したグループ学習では，システムが提

示した行動指針により，問題を解く時間を明確に設

定したため，15〜20 分経った時点から学習内容に
関連のある発言が多く見られた．また，行動指針を

示したことにより問題の解き方等に関する発話が増

えていた．しかし，問題が解けているグループに対

しては不適切な行動指針もあったため，その点は今

後改善する． 
 

	 
図 2発言回数調査結果（関連なし） 

	 
図 3発言回数調査結果（関連あり） 

 
表 1 分析結果 

項目 発言回数 
システム有り 2586 
システム無し 2772 
平均発言数 152 
合計発言数 4858 

 
5.まとめと今後の課題	 
	 本稿では，グループ学習における発言頻度の向
上を目的とした，ファシリテータ支援システムを開

発し，本システムを用いたグループ学習を行った．

本システムを利用したグループ学習と利用しなかっ

たグループ学習で発言数を分析した結果，16 グル
ープ中 9グループの発言数を向上できた．今後はフ
ァシリテータへの支援方法の再検討やグループ学習

の状況可視化方法について検討する．また，理想的

なグループ学習の形態について検討する． 
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アクティブラーニングにおけるグループワークの可視化手法に関する提案 
 

A Proposal of a New Method for Visualizing Group Work Activities 
 

澤崎 敏文 
Toshifumi SAWAZAKI 

仁愛女子短期大学生活科学学科 
Jin-ai Women’s College 

 
Email: sawazaki@jin-ai.ac.jp 

 

あらまし：アクティブラーニングの重要な構成要素となるグループワークの質の向上のため，グループワ

ークでの発話パターンを定量的に分析することにより，グループワークの状態を可視化し，形成的評価に

利用可能となるような可視化手法の提案をおこなう．定量的な評価手法と併せた評価を実施することで，

より質の高いアクティブラーニング型の授業設計が可能になると考える．今回はそのための可視化に関

する手法の提案である． 

キーワード：アクティブラーニング, グループワーク, PBL, 可視化 

 

 

1. はじめに 
近年，社会人基礎力が提唱され，多くの高等教育

機関でアクティブラーニング型の授業設計を実践し

ている．本学でも，２０１３年度からアクティブラ

ーニング室を整備し，グループワークや協調学習型

の授業を取り入れ，教員からの一方的な知識の習得

だけではなく，経済産業省が２００６年に提唱した

３つのチカラ（前に踏み出す力，考え抜く力，チー

ムで働く力（チームワーク））に対応できるよう，学

生の自主的な活動を主体とした授業設計を行ってき

た．それらは，知識創造モデルである SECI モデル

を活用したアクティブラーニング型の授業設計であ

り，その活動を支援するための ICT ツールとして，

2008 年度から福井県の大学連携基盤として整備さ

れた Fレックスの授業支援システム（LMS：Learning 

Management System）や学習者支援システム（e ポー

トフォリオ）を活用してきたところである． 

SECI モデルとは，「組織的知識創造の理論」であ

るとされ，グループ内での知識を「暗黙知」と「形

式知」に分類し，それらが組織内で変換・相互作用

していく創造プロセスを「共同化（Socialization）」「表

出化（Externalization）」「連結化（Combination）」「内

面化（Internalization）」という４つのプロセスで説明

する．これまでは形式知化に向けたプロセスである

「表出化」「連結化」を支援する仕組みとして LMS

や e ポートフォリオを活用し，そのプロセスにおけ

るグループ活動がある程度定量的に評価できるよう

な先行研究がなされてきた．一方で，暗黙知とされ

る「共同化」「内面化」を評価する手法は，そのプロ

セスに関係する要素が多岐にわり，かつ，暗黙知で

あるため定性的なデータとして評価すること自体が

困難であった．特にこの「共同化（Socialization）」に

該当する部分はアクティブラーニング型の授業では

グループワーク（グループ討論）に該当する部分で

あり，授業で実践した際，何をもって評価すべきか，

どのような環境や条件で成功したといえるのか，と

いうことが必ずしも明らかになっていない． 

図１ SECI モデルと社会人基礎力 

 

昨年度に発行された「アクティブラーニング失敗

事例ハンドブック - 産業界ニーズ事業委・成果報告

（平成２６年１１月発行 中部地域大学グループ・東

海 A チーム）」によると，アクティブラーニング失

敗の原因として「教員の促進的介入不足」「ゼミ長リ
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ーダーシップ不足」「放置の危険性」といった項目が

指摘されている．これらは，アクティブラーニング

時における失敗例の主なものであるが，自主性を尊

重する一方で，その自主性を最大限に発揮するため

には，ある程度の指導者の介入と進め方に関するデ

ザインが必要であることがわかる．そこで疑問とな

るのは，例えば，指導・助言者の介入はどのレベル

まで行うべきか，リーダーはどの程度グループ討論

での進行を仕切るべきか，メンバーの自主性はどこ

までが自主的でどこからが身勝手となるのかなど，

具体的な指針やモデルが必要であることがわかる． 

以上のことから，実際にグループワークの中で行

われる数あるコミュニケーション活動の中から「会

話の形態」に着目．SECI モデルの中の「共同化」と

して実践されたグループワークにおける会話の形態

（会話密度，会話の偏り，発話数等）を定量的に分

析し，最終的な参加者の満足度，教員側の評価に影

響を与えるようなコミュニケーション活動を可視化

したいと考えている．また，最終的には，それらを

分析・モデル化することで，のような会話形態であ

ればグループワークとして最も学習効果（または活

動満足度）が高まるのかというモデルを構築したい

と考えている． 

 

 

2. 可視化するための手法等 
２０１５年５月に授業でグループワークを実施し

た際，６名のグループに対して次のようなアンケー

ト調査を行った．３０分ほどのグループワークを数

回行い，グループワークの「（１）満足度」「（２）貢

献度（重要意見の提供の有無）」「（３）発言回数」と

いう項目でアンケート調査を実施．これらは参加者

の主観的な判断ではあるが，発言回数が多いと認識

している学生ほど（１）満足度，（２）貢献度が高い

傾向にあることがわかった．そこで，これらを客観

的に測定するための指標，ならびに，そのための記

録方法，分析手法等について，最も容易かつ効果的

なものを明らかにしていきたいと考えている． 

 

表１ グループワークアンケート（2015.5 実施） 

学生 （１）満足度 （２）貢献度 （３）発言回数 

F 5  5  5  

B 5  4  3  

A 4  4  3  

D 4  4  3  

E 3  3  2  

C 2  2  2  
※それぞれを 5段階で評価 

 

前述のように，グループワークには様々なコミュ

ニケーション活動が存在する．それらを多面的に分

析する手法としては，「会話分析」「エスノメソドロ

ジー」等が存在するが，今回は，会話の中身そのも

のではなく，定量的なコミュニケーション活動（例

えば，発話数，発話の偏り，会話の密度等）を測定

可能なデータとして収集することを予定している．

次に，このようなコミュニケーション活動を構成す

る要素が，グループワーク参加者の満足度，そして，

最終的なプロジェクトの成果とどのような関係にあ

るのかを調査・分析．それら分析結果を踏まえ，グ

ループワークの可視化に必要な項目を特定していき

たいと考えている． 

図２ 可視化のための測定項目（案） 

 

 

3. 定量的に可視化される意義と期待 
グループワークを定量的に可視化するにあたって，

主に２つの特徴があると考える． 

１） これまで経験則的にとらえられてきたグルー

プワークの可視化による客観評価への期待 

２） 企業等で実践されてきた SECI モデルの学術

分野への適用 

 

今後，グループワークが可視化され客観評価でき

る手法が確立されていくことで，アクティブラーニ

ングへと広く応用できる可能性を期待したい． 
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手書きノートの電子ポートフォリオ化を通じた協調学習支援システムの開発 
 

The Development of Collaborative Learning Support System through an e-
Portfolio of Handwritten Notes 

 
大倉 孝昭, 開沼 太郎, 大槻 美智子 

Takaaki OKURA, Taro KAINUMA, Michiko OTSUKI 
大阪大谷大学教育学部 

Faculty of Education, Osaka Ohtani University 
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あらまし：手書きノートを用いた課題学習にｅポートフォリオを導入する目的で開発・実践を行った．対

象は，教員 16 名，学校教育専攻 1・2 回生（187 名），全 22 回のゼミナールである．個人別に QR コード

入り用紙を配布，アシスタント学生が受付でスキャナーからアップロード・データベースへ登録・個人情

報の削除，ゼミ別フォルダに振り分けている．全員の用紙が公開され，それを参照して練習問題を解くよ

うに指示されている．モチベーションは高く，「他者に読んでもらう」ために読み易く・分り易く書こう

と言う意識付けもなされているようである．システムの概要と，運用方法，その問題点を報告する． 

  

キーワード：手書き用紙，QRコード，ｅポートフォリオ，協調学習  
 
1. はじめに 
近年，ドキュメントスキャナーが安価になり，e-文

書法(1)も施行されている．これらの環境整備に支え

られ，ビッグデータの活用が業種を超えて急速に進

んでいる．ただ，大学における“ビッグデータ”は，

履修情報，出席，成績，就職先など，紙媒体に記録

されていたデータを電子化したものが多かった. 
一方，ICT を学習に用いる場面では文章作成段階

でキー入力が前提になっている．PC のキーボード操

作や，編集機能を活用した文の作成に苦手意識をも

つ学習者は多く， ICT 導入に後ろ向きの教員が多い

のも事実である． 
こうした状況下で，学習過程を蓄積し個人を時系

列で分析すること，同じ場面で多数の学習者の比較・

協調を可能にするためには，「手書き用紙に書かれた

文・画をいつでもどこでも相互に見える化する」こ

とが肝要だと考え，授業改善プロジェクト（学内）

として専攻全体で「手書きノートのｅポートフォリ

オ化」に取り組むことになった． 
本稿では，関係者の動き（人的なシステム）と ICT

を用いた支援システムの開発に言及する． 
 

2. 人的なシステム設計 
今回は，教員養成課程（小中）１・２回生の基礎

学力向上を目的とした「課外の課題学習」を取り上

げた．これまでは，教員採用試験問題集や参考書を

持たせ，2 週間単位にゼミの教員がノートを集めて

進捗状況をチェックしてコメントを返すといった，

伝統的な手法をとっていた．しかし，提出状況がよ

くない，問題の解答（その記号）を写す，わからな

い・不得意な箇所は飛ばす，自己採点されているが

何ができていないのか不明といった，自己中心的書

き方で，課題ノルマ達成を示すだけのノートを提出

する例が多かった．  

そこで，次の 3 点を特徴とするシステムを立ち上

げた。 
（１）SA（スチューデント・アシスタント）方式 
一定の知識・理解力を有する 4 回生を SA として

採用し，彼らが，週三日、後輩の提出する“課題用

紙”にコメントしながら受付または再提出を求める．

また、課題や練習問題に対する質問も受け付ける． 
（２）ジグソー法(2)による「あわせるノート」の公開 

毎週，教員採用試験の教科ごとに，ジグソー法に

適した調べ学習の課題を課す．ゼミ（10 名程度）内

で課題を分担し，各自が調べた内容のまとめを作成

して SA に提出．Web システムで個人情報が削除さ

れた用紙画像をゼミ単位に「あわせるノート」（PDF）
として合成し Moodle に公開． 
（３）協調学習効果とゼミ教員によるチェック 
学習者は，自分のゼミの「あわせるノート」だけ

でなく，他のゼミの「あわせるノート」を参照しな

がら学習する．その後，Moodle に掲示された練習問

題に取り組む．各自の解答および新たに調べた事な

どをノートに記し，その後に公開される正答をチェ

ックして，ゼミ教員に提出する．  
3. ICT を用いたシステムの開発 
3.1 先行システムとの比較 
（１）「飛ぶノート」（酪農学園大学成果物） 

文科省の学生支援推進事業プログラム「ｅポート

フォリオを活用した食・農型就職支援の展開」で開

発運用されたシステムで，同大学から成果物の譲渡

を受けた．しかし， Linux サーバの導入（本学は

Windows ネットワーク），QR コード利用部分は別途

作りこむ必要がある，Moodle にプラグインを組み込

むことについて情報教育センターの許諾が得られな

い などの理由から，次期リプレイスまで見送るこ

とになった． 
（２）「授業支援 BOX」（Fuji Xerox 社製品） 
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同社の複合機に「授業支援 BOX」を接続・スキャ

ンすることで LMS（Moodle など）の個人フォルダ

に手書き文書を PDF 化して登録するシステム．コー

ド情報を埋め込んだ専用のフォームを印刷して用い

る．同社の指定機を導入する必要があること，場所

が限定されることなどから見送りとなった． 
 
両製品ともに，OCR や OMR 機能を有するなど有

望な選択肢であったが，想定している利用者は“教

師”であり，集めた用紙をバッチ処理・PDF 化して，

学習者の個人フォルダに返すことを念頭においてい

た．２．の人的システムに合わせ，ノート PC とド

キュメントスキャナーがあれば，Web ベースでどこ

からでも利用できることを目標に開発した． 
3.2 QR コード入り個別用紙の配布 
エクセルに QR コード作成マクロを組み込み，学

習者リストに基づいて個別用紙を印刷するシステム

を各教員と学部共同研究室に提供した．このシステ

ムは，筆者が別の授業で学習者の履歴・レポート評

価情報をフィードバックする機能を持たせた「ター

ンアラウンド型管理システム」として運用していた

ものである(3)．A4 用紙の４隅の QR コードを連携し

て，個別に多くの情報を返すことが可能で，かつ出

席管理，用紙の特定領域抽出・比較機能がある． 
3.3 用紙読み取り・登録 Web システム 
ａ．バッチ処理，ｂ．1 枚ごとのオンデマンド処理

の 2 方式を Web インタフェースで実装した．本シス

テムでは，Web ページに組み込んだ ActiveX コンポ

ーネントが，PC に USB 接続された Twain スキャナ

ーで読み取った画像（200dpi，tiff 形式で運用中）を

サーバにアップロードする．それをサーバに書き込

み，倒立画像の修正，QR コードの解析，データベー

スへ登録，個人情報を削除して（「合わせるノート」

で公開するため）科目コードごとのフォルダに振り

分け，1 日分をまとめて zip 化・画像一時フォルダの

クリアを行う．現在，上記の人的システムに合わせ

ｂを中心に利用している．サーバでの画像処理（特

に個人情報削除）に３秒程度かかっており，読み取

り指示操作を含めると「登録完了」の最終反応が返

るまでに 10 秒近くかかる． 
一方，大倉は別の教科で，授業終了時に授業ノー

ト画像を収集する取り組みをしている．ａを用いる

と，7～10 枚を 10 秒程度でスキャン・アップロード

できる．その後の解析処理などは分割されているが，

一定枚数以上の処理では読み取り速度も重要である． 
3.4 Moodle との連携 
本システムは，学習者への課題提示，「合わせるノ

ート」の公開のための“学習者コース”とゼミ担当

教員，SA，筆者らが，3.1 や 3.2 のツールに関して議

論をしたり，ツールへのリンクを公開するための“作

業コース”をMoodleに設定している．これは，Moodle
が本学の公式 LMS として認知されていること，ま

た他の授業でも活用しており，活動履歴による検証

を目的としているからである．さらに，ゼミ担当教

員が自ゼミと他ゼミの比較をしたり，登録された画

像を zip 形式でまとめて入手するなど，新規機能の

提供やバージョンアップのためのポータルとしても

活用している． 
 

4. まとめ 
4.1 学習効果 

課外学習ではあるが，「あわせるノート」に反映さ

れた個人の成果には，図や表を用いて「他者に見て

もらうことを意識」した跡がうかがえる（図１）．ま

た，Moodle の活動レポートを参照すると，他ゼミと

の比較（同じ課題への取り組みの違い）や自分の提

出物の見え方などもチェックされている． 
4.2 問題点と解決方法 

学習者は授業の空き時間に提出したいが，SA の受

付時間と合わないことも多く，時間の延長・スタッ

フ増員の要望が出ている．また，一定期間後には基

礎学力向上を検証する必要がある． 
一方，オンデマンド処理では，サーバから応答が

返るまでの時間が長い（10 秒程度）ため，受付で「待

たされている」印象がある．確認作業をスキャン用

PC で実施し（Web 方式からエクセルへ変更），アッ

プロード・個人情報削除・データベースへの登録を

分離し，非同期に処理する方式の方がスムーズでは

ないかと考えている． 

 
図１ あわせるノート（部分） 
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あらまし：「心臓の拍動を脈波表示で視覚化し，それらのデータを数値処理する過程を教材にする」こと

の一環として，USB カメラの情報から脈波を取り出すソフトウェアを学習者が作成する教材を提供する．

教材では，画像取得－画素値取得積算－グラフ－データ保存を一連の流れとして提示する．環境は

Processing2 を用いた． 
キーワード：脈波，画素，Processing2 

 
 
1. はじめに 
学習者が自分の体から発する情報を使って学ぶ教

材は学習効果を高める上で効果的であると考える．

本研究の主題は「心臓の拍動を脈波表示で視覚化し，

それらのデータを数値処理する過程を教材にする」

ことの一環として，USB カメラの情報から脈波を取

り出す過程を明示する教材を作成することである．

拍動を波という形で可視化することで視覚化し，学

習者の興味や関心を引き出し，「拍動間隔の時系列デ

ータの周波数解析」を教材にするために必要な基礎

的研究を行う．ここで用いるハードウェアは汎用

USB カメラとパソコンである．なお，本研究では心

臓の拍動に伴い動脈に伝わる周期的な運動を脈波と

した． 
先行研究では心臓の拍動により，指先の毛細血管

の血液量が変動する現象を赤外線の照射による散乱

光の変化として電気信号で測定し，コンピュータ上

で波形の経時変化として表示する装置を開発し，教

育への適応について報告をした(1)．この方法は非侵

襲的であり安全な測定が可能である．しかし，検出

部は手作りであり，多くの教育現場で利用すること

には困難が伴う．そこで，図 1 で概観を示す教材を

提案して，操作が簡単で安全である点を継承しつつ，

脈波測定の検出・データ変換部に相当する部分のハ

ードウェアを汎用 USB カメラに置き換え｢1｣(図 1の
1 を示す．以下同様)，その他の増幅・ディジタル化

処理をソフトウェア的に実現する方法を提案した(2)．

それらを用いて脈波を紙に印刷したり｢2｣，得られる

CSV ファイルを表計算ソフト利用で処理したりす

ることで脈波の間隔を計算し，脈拍数を計算する教

材を提案し｢3｣，よい評価を得た．さらに，脈波デー

タの数値処理教材として，脈波のピークを自動検出

し｢4｣，脈波の揺らぎを周波数解析する教材｢5｣を作

成して提案してきた(3)．ここで用いた USB カメラか

ら脈波を検出・表示するソフトウェア｢1｣は教授者が

学習者に提供をし，リアルタイムでの「脈波表示」，

脈波の印刷，CSV 形式でのデータ出力機能を持って

いる． 
本研究の目的は，図１「１」に示した今まで教授

者が提供をしてきたソフトウェアと同等の機能を持

つソフトウェアを学習者が作成することを支援する

教材を作ることである． 
本報告では，2 章で脈波検出の原理を述べ，3 章で

教材の構成を述べ，4 章でまとめる． 
 

2. 指先からの脈波測定の原理と測定法 
心臓の拍動は血液を全身へ送り出す．この拍動が

指先の毛細血管にも伝わる．図 2 に示すように，生

体に光があたると散乱され，主に血液のヘモグロビ

ンにより散乱光は吸収される．拍動に伴い毛細血管

の血液量は変動し光の散乱強度に変化を及ぼす．散

乱光強度を電気的に測定することで，指先での血液

量の増減を検出し，拍動を測定することができる． 
光強度検出のハードウェアとして汎用 USB カメ

ラ，光源は環境光または電気スタンドなど汎用製品

を用いる．USB カメラからの画像をピクセルデータ

としてディジタル化した状態で受け取り，微弱な信

号の増幅は行わず，検出面積を増やすことで増幅に

換える．すなわち，通常の脈波装置(4)では 1 点の観

 

図 1．教材略図 
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測結果を増幅して利用しているが，USB カメラの光

量検出部 CMOS 全面あるいは一部の検出面の光量変

化を積算することでわずかな光量変化をとらえる．

USB カメラの動画 1 フレームを取り出し，上記の操

作を行うことで光強度の計測をする．これをフレー

ムごとに繰り返すことで光量変化の経時変化を検出

する． USB カメラ標準のフレームレートは

30fps(0.033 秒ごと)であり，脈波表示および心拍数計

算に必要な時間精度を持っている． 
測定方法：USB カメラのレンズ部分を指で覆う．

カメラに入る光量が極端に少なくなるが，指の上か

ら適度な光を当てることで全体に赤色になることが

画面から確認できる．この状態で一定時間間隔にて

画像を取り込んで光量解析を行う．USB カメラによ

っては画像取込速度 30fps を維持できず，速度が極

端に低くなる場合がある．その USB カメラは脈波の

経時変化を動的に提示する本測定には向かない． 
 

3. 教材の構成 
今まで教授者が提供してきたソフトウェアはリア

ルタイムで脈波を表示し，脈波を印刷したりそのデ

ータを CSV ファイルとして保存したりする機能を

持つ．すなわち，ソフトウェアとして必要な機能は

1．USB カメラの画像をフレーム毎に取得，2．画像

を画素へ分解，3．データの出力機能（グラフ化およ

び CSV 形式での出力）などである．これらの機能を

実 装 す る の に 適 し た ソ フ ト ウ ェ ア と し て

Processing2(5)が選ばれた．Processing2 を使用するこ

とで、USB カメラから画像を取得して画素値を得る

ことができ，結果をグラフ化することが容易となる．

またイベント処理に優れ，データ保存のタイミング

を学習者が決定できる機能を持つ． 
教材は次の構成とした． 
1．USB カメラから画像取得 
 取得画像の表示を通じて取得確認 
2．画像から画素値の取り出しと積算 
 a. 指定領域の画素値取り出し 
 b. 画素値の単色値代入による画素機能の確認 
 c. 指定領域内の画素値の積算 
3．画素値の動的グラフ表示 
  a. 描画の基本を講習 
  b. 画素値の数値表示しながらグラフ化 
4．データ保存 
 

この教材を用いることで学習者にとって，USB カ

メラからの画素値取得が容易になるため，通常のプ

ログラムで必要な繰返し，条件分岐などの基本を知

っていれば取り組める点で負担が少ないと考えられ

る．  
 画素値は USB カメラに入る環境光の変動により，

ゆっくりとした大きな変動が入る．今までの教授者

より提供していたソフトウェアではベースラインの

揺らぎとして観察され，解析の障害になっていた．

この教材では画素値を表示しながら「インタープリ

ター的」にプログラムが変更可能であり，将来的に

は学習者による「ゆっくりした変動」をフィルタリ

ングすることが可能になると思われる． 
 
4. まとめ 
 筆者らが取組んできた「USB カメラによる脈波表

示と利用した数値教材」の一部として，教授者が提

供してきたカメラの画素値処理・表示部を学習者が

作成する試みである．プログラムの基本のみを学ん

だ学習者では、従来は困難と思われた USB カメラを

用いた画素値処理等の一連の学習において、学習者

が容易に取り扱いうる環境・教材（Processing など）

を提供し明示することで，こうした学習者でも困難

なく取り組むことが可能になった．今後，教育実践

を通じてブラッシュアップを図る． 
 

 
謝辞：本研究の一部は科研費 (26350203)の助成を受

けた． 
 

5. 参考文献 
(1) 伊藤敏，井上祥史:”拍動の視覚化教材の開発―指先

からの拍動検出”， 教育システム情報学会誌， Vol. 27, 
No. 3, pp.290-293 (2010) 

(2) 伊藤敏，鷲野嘉映，井上祥史：”汎用 USB カメラによ

る脈波測定を用いた教材開発”，第 37 回教育システム

情報学会全国大会 (2012) 
(3) 伊藤敏，鷲野嘉映:”USB カメラによる脈波計測と周波

数解析”，計測自動制御学会第 157 回教育工学研究会 
(2015) 

(4) ユメディカ：” アルテット加速度脈波測定システム”
資料 (2015) URL:http://www.kenkou.ne.jp/artett/ 資料
(2008) 

(5) URL: http://www.processing.org/ 
 

 
図 2．指先での拍動測定原理 
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あらまし：デジタル教材の触力覚に関係する知識の記述に対してわかりやすい説明を支援するため，学習

メディアのひとつとして力覚デバイスを導入し，具体的な事例を通じてその可能性を探っている．本稿で

は，学習メディアを通じて伝えたい知あるいは知りたい知がどれだけ伝わるのか（わかるのか）を調査す

る実験システムの基本部分について検討する． 

キーワード：デジタル教材，説明支援，身体知，形式知，マルチモーダルインタフェース，力覚デバイス 

 

 

1. はじめに 
教科書のような教材は説明的文章であり，その著

者は学習内容と想定読者に対して学習目標に応じた

説明を展開する．映像音声が提示できるデジタル教

材となったとしても，人間の知識処理を考えれば言

語的な説明が中心になることが多いはずである．説

明は，基本的に問いに対する答えである．教材は著

者が自ら設定した暗黙的あるいは明示的な問いに答

えた設計物である．その設計物には設計意図に基づ

いた論理的な構造や物理的な構造がある．文章の構

成であったり，論理の展開であったりする．前者は

節構成や段落構成などであり，後者は説明の流れ，

すなわち明示的に接続詞で示されていたり，暗黙的

に省略されていたりする．主体的な学習者は説明内

容に対して，著者による文章構成や論理展開を共有

し，問いや答えを見出しながら理解していく．一方，

教材で説明される知識には様々なものがある．概念

的なものや記号操作的なものはその知識を言語情報

だけでも伝えられる．学習者は具体例を考えて抽象

化したり，実際に記号を操作したりすれば納得でき

る．しかし，身体動作を伴う知識は体験したことが

なければ直感的にはわかりにくい．言葉を尽くして

も，映像や音声で 補足したとしても実際はどうなの

だろうという感覚はぬぐえない．例えば，陶芸入門

書などに 「ろくろは両手にかかる力加減で急に形が

崩れる」というような説明の記述がある．言語的な

意味やイメージはなんとなくわかる．形が崩れた写

真があればどう崩れるのかもわかる．映像であれば

その経過も見える．しかし，現状では「力加減」と

の関係を感覚的に伝えるのは困難である．伝えたい

知，知りたい知に対してもっとわかりやすい説明支

援が必要である．デジタル教材において，デジタル

教材だからこそ，よりよい説明のための新しい伝達

手段が求められる．本研究ではデジタル教材におけ

るよりわかりやすい説明支援を目指している(1)(2)． 

2. 実験システム 
図 1 は，陶芸でコテを使ったロクロ成形を想定し

た実験システムの基本構成である．同図上の矢印の

右左では，スタンドに固定したフォースゲージ先端

のコテで粘土を成形しながらコテにかかる力の時系

列を計測してデジタル化する．スタンドは点線方向

に沿ってスライドできる．また，コテの傾きはスタ

ンドの角度θを通じて変更できる．一方，同図下の

矢印の左右では，力の時系列データから反力を計算

し，力覚デバイスを通じてユーザに提示し，その感

覚を言語表現する．反力の提示と生成には，Novint 

Falcon とその SDK を利用する．実験システムでは，

映像のみ、映像音声のみ、映像＋力覚などのメディ

アの組み合わせや身体動作による効果も評価する．

そのため，HMD，プロジェクタ，モーションキャプ

チャなどの装置を導入する．なお，同図の上下の矢

印は力計測と力生成の連携を意味する． 

 

 

図 1 基本構成 
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3. 実験システムの動作確認 
評価実験に向けて力計測と力生成を確認した． 

3.1 力計測 
図 2 は陶芸工房における力計測の例である．同図

上の写真は，実験装置を通じたコテによるロクロ成

形時に粘土が崩壊した様子である．左端の写真は，

コテのみで粘土を崩壊させようとしてスタンドから

の力がかかり過ぎた結果である．そのため片手を粘

土の外側から添えて試した結果が中と右端の写真で

ある．また，同図下のグラフはコテの角度を変更し

て粘土が崩壊する前後を計測した力の変化を示して

いる（スタンド角度θ=5, 10, 15°，サンプリング周

期 100Hz）．崩壊の瞬間に力が大きく変化しているこ

とは計測できているが，片手を添えた影響で崩壊前

までの力が不安定でノイズも拾っているようである． 

3.2 力生成 
図 3 は実験的に力を生成して力覚デバイスで提示

した力を計測した例である．同図の写真は力を生成

し，提示計測している様子である．また，上のグラ

フは一定の力（2.5N の力生成パラメータ値とその

40%値），下のグラフはリニアに増加する力（0N～

1N）を生成して計測した結果である．上のグラフか

ら力を提示した瞬間からノイズが乗り徐々に安定し

ていく様子がわかる．下のグラフから提示する力が

変化すると，突然のノイズ発生など想定した力が提

示できないことがあることがわかる． 

 

4. 身体化の評価に向けた課題 
図 1 からもわかるように，実際に手でコテを持っ

て体験する感覚やその言語表現をデジタル化するこ

とはできない．直接手にかかる力を体験しながら計

測するには高価な装置が必要となる．また，力計測

時に片手は内側のコテに沿って外側から添えている．

その添えた手の動作が力計測に影響する．評価に向

けて可能な範囲で実験システムの調整とデータ収集

が必要である．コテ形状の見直しや，力のサンプリ

ング間隔や補正などをどうするか検討が必要である．

リアルとバーチャルをどのようにミックスしてオー

グメントするか十分考慮する必要がある(3)． 

 

5. おわりに 
デジタル教材における説明支援のための実験シス

テムとその基本構成要素の動作確認について述べた．

今後，実験システムを調整し，ロクロ成形データを

用いた評価実験をする．そして，様々な対象や事例

から従来のマルチメディアと力覚デバイスなどを組

み合わせることで、どのような知に対して、どの程

度効果があり、知の伝達手段としてどの程度有用か

探ってゆく予定である． 

 

参考文献 
(1) 岩根典之, 吉田誠:“陶芸初心者のための形式知の身体

化について”, 教育システム情報学会中国支部研究発

表講演論文集, 第 14巻第, 1号, pp.17-18 （2014） 

(2) 岩根典之, 吉田誠:“陶芸スキルを題材とした言語的説

明の身体化”, 教育システム情報学会第 39 回全国大

会講演論文集, pp.207-208 （2014） 

(3) Milgram, P. and Colquhoun, H., A taxonomy of real and 

virtual world display integration, in Y. Ohta and H. 

Tamura (eds), Mixed Reality: Merging Real and Virtual 

Worlds, Ohmsha Ltd and Springer-Verlag, pp. 5-30（1999） 

 

 

図 2 ロクロ成形の力計測 
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図 3 力生成とその計測 
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講義用ビデオの再生に併せた時系列的なテキストコメントと 
印象を調査するシステム“ERICA拡張版”の概要と試作 

 
Prototype Design of Enhanced-ERICA enabling Investigation into Viewers’ 

Comments and Impression on Time Series Variation for Lecture Video 
 

浅羽 修丈*1, 斐品 正照*2 
Nobutake ASABA*1, Masateru HISHINA*2 

*1
北九州市立大学基盤教育センター 

*1Center for Fundamental Education, The University of Kitakyushu 
*2
東京国際大学商学部 

*2School of Business and Commerce, Tokyo International University 
Email: n-asaba@kitakyu-u.ac.jp, hishina@tiu.ac.jp 

 
あらまし：筆者らは，再生中の講義用ビデオ上に学習者が入力したテキストコメントを流す機能により，

知的欲求や学習意欲を向上させる手法に注目している．本研究では，筆者らがこれまでに開発してきた

ERICA（ビデオの再生に併せた視聴者の時系列的印象調査システム）に前述の機能を追加することにより，
テキストコメントと印象を総合的に分析することを目指している．本稿では，その ERICA拡張版の構想
とその意義について報告する． 
キーワード：講義用ビデオ，コメント，参加度，臨場感，時系列データ 

 
 
1. はじめに 
録画した講義のビデオ（以下，講義ビデオと記す）

を高等教育機関が Web 上で公開する機会が増えて
いる e.g.(1),(2)．これは，学習者の学習機会を広める意

味で大きな利点である．しかし，教室における講義

と比べて，講義ビデオの提示が一方向的である点や，

その視聴時には周囲に他の学習者がいないことによ

る臨場感に欠ける点等が原因となり，学習者の知的

欲求や学習意欲が低下してしまうことも予想される．  
このような問題の解決策として，筆者らは，講義

ビデオであっても学習者の参加度を高めて，あたか

も教室にいるような臨場感を感じられる仕組みが必

要であると考えている．これらを実現するために，

筆者らは，講義ビデオの再生に併せて学習者がコメ

ントを送信できるようにして双方向的にしたり（参

加度を高める仕組み），再生中の講義ビデオ上に学習

者たちが入力したコメントを複数表示させたり（臨

場感を感じられる仕組み）といった機能を，講義ビ

デオシステムに付加することを提案する． 
加えて，これらの機能により上述の問題が解決さ

れ，学習者の知的欲求や学習意欲を向上させること

ができたかどうかを検証するために，講義ビデオの

映像はもちろんのこと，再生に併せて表示されるコ

メントの内容や，さらにそれらを視聴したときの印

象調査の結果を総合的に分析する仕組みも提案する． 
本稿では，これらの仕組みを実現するシステムの

概要とその意義について報告する． 
 

2. ビデオの再生に併せたコメント送受信機能 
2.1 参加度を高める仕組み 
一般的に，講義における学習者の参加度を高める

ひとつの方法は，学習者に発言させることである．

すなわち，講義という刺激を受けている最中に，何

を感じ，何を理解し，どのような意見を持ち，どの

ような疑問を抱いたのか等，頭の中で起こったこと

を整理し，外部へ発信させる機会を与える，つまり，

思考を外化（externalization）(3)させることである． 
筆者らは，講義ビデオの視聴時においても同様に，

思考を外化させることができる仕組み（図 1の①と
②）が必要であると考えている．そのため，本研究

で筆者らが開発を進めている講義ビデオシステムで

は，講義ビデオの再生時にコメントの入力を受け付

け，その時点の再生時間を記録し，その再生時間に

併せて講義ビデオ上にコメントを表示する機能を実

現する．図 2の「コメント入力欄」は，そのために
用意された項目である． 
2.2 臨場感を感じられる仕組み 
一般的に，教室での講義は教員から一方向的に情

報が与えられているわけではない．そこには，教員

から与えられる情報以外の知的刺激が存在しており，

教室ならではの臨場感がある．例えば，ある学習者

の「なるほど」という頷きや「あれ？」という発言

は，その他の学習者に注目や同意，反論等の新たな

思考活動を促進させる刺激になる．また，講義の中

で分からないところを隣の学習者に質問して，その

学習者がそれに回答することは，双方の学習者にと

って，思考活動が活発化するきっかけとなる．すな

わち，自分自身や他の学習者が発言した内容を受信

する機会が臨場感を生む，つまり，自他の思考を内

化（internalization）(3)させる場作りが必要である． 
筆者らは，講義ビデオにおいても同様に，思考を

内化させることができる仕組み（図 1の③と④）が
必要であると考えている．この仕組みを，本研究で
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開発を進めている講義ビデオシステムでは，2.1節で
説明した講義ビデオの再生に併せて入力されたコメ

ントを，既存の映像配信サービスである niconico の
ように，再生中の講義ビデオの画面上に流すことで

実現する．この仕組みは，コメントを送信した学習

者が自身のコメントを再認すること（図 1の⑤）に
もなる．図 2の「講義ビデオ画面」は，コメントが
流れる様子である． 

 
3. 時系列に沿った印象調査 
講義ビデオの再生に併せて表示される学習者のコ

メントは，知的欲求や学習意欲を向上させるきっか

けとなる可能性がある一方で，それらを阻害する可

能性もある．どのような場面で，どのようなコメン

トが，どれだけ流れることが知的欲求や学習意欲を

向上させたり，阻害させたりすることとなってしま

うのかについては，検証する必要がある． 
これまでに筆者らは，ビデオ視聴時の印象等の度

合いをビデオの再生に併せて連続した時系列データ

と し て 記 録 ， グ ラ フ 化 す る シ ス テ ム

「 ERICA(Emotional/kansei Reaction Input-data 
Collector, reviewer and Analyzer)(4)(5)」の開発とそれを

用いた調査等の研究を進めてきた．この ERICAと第
2 章で述べた講義ビデオシステムを融合することに
より，講義ビデオの映像はもちろんのこと，表示さ

れるコメントの内容や，さらにそれらを視聴したと

きの印象調査の結果を総合的に分析することが可能

となる．図 2の「印象の時系列グラフ」が，ERICA
で調査した結果として表示されるグラフである． 

 
4. ERICA拡張版の意義 

ERICAは，紙媒体によるアンケート調査とは異な
り，ビデオの再生に併せた印象の時系列的な変化の

調査ができるところに利点があった．しかしながら，

その調査項目は，研究者が明らかにしたい項目の印

象であり，ビデオの視聴者が，どのような場面で，

何を感じ，何を思ったのかといった，視聴者自身に

よる思考活動は対象ではなかった． 
本稿で提案するシステムでは，従来の ERICAでも

調査してきたビデオの再生に併せた印象の変化だけ

でなく，視聴者がどの場面で何を感じ，何を思った

かというビデオの再生に併せたコメント（思考活動

が外化された結果）も分析の対象に広げている． 
これにより，印象調査と視聴時のコメント（思考

活動が外化された結果）を，総合的に分析できるよ

うにしたところに“拡張版 ERICA”の意義がある． 
 

5. まとめ 
本稿では，参加度を高め，臨場感を感じられる講

義ビデオシステムの仕組みについて提案した．さら

に，その仕組みの有効性を調査するためには，筆者

らが研究開発を進める ERICAが最適であると考え，
上述の仕組みと融合した“拡張版 ERICA”の概要を
述べた．これにより，ビデオの再生に併せた印象の

時系列的な変化の印象調査と，視聴時のコメント（思

考活動が外化された結果）まで，分析の対象を広げ

ることができるようになった． 
今後は，このシステムを実現し，どのような場面

で，どのようなコメントが，学習意欲等を高めたり，

阻害したりするのかについて調査を行い，その傾向

を分析することが課題である． 
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図 1	 コメントが学習者に与える影響  

図 2	 講義ビデオシステムの画面イメージ 
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授業時間内にピアインストラクションを取入れた 
授業モデルにおける課題遂行への影響評価 

 

Evaluation of a problem accomplishment on a lecture 
incorporating a peer instruction in school hours 
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*2 Faculty of Human Sciences, Waseda University 
*3
神奈川工科大学創造工学部 

*3 Faculty of Creative Engineering, Kanagawa Institute of Technology 
Email: kom@fuji.waseda.jp 

 

あらまし：本稿ではブレンド型授業に対し，授業時間内に学生相互のピアインストラクションを取入れる

ことによる課題遂行への影響評価を行った．授業時間内にピアインストラクション，ICT 活用による自習

支援，教員との個別指導を繰り返し行うティーチングサイクルを多人数授業である機械設計授業に適用し

た．ピアインストラクションを導入した場合とそうでない場合の課題遂行結果から，ピアインストラクシ

ョンをブレンド型授業に導入した場合の効果が確認できた． 

キーワード：ブレンド型授業，ピアインストラクション，ティーチングサイクル，多人数授業 

 

 

1. はじめに 
近年，工科系大学において入学する学生の学力差

や気質の多様化が増大している．そのため，学生個

人に合わせたきめの細かい個別指導が望まれるが，

特に多人数授業等においては実現困難な状況にある． 

多人数授業において数名のチームを組み，その中

で議論し合い授業を進める手法(1)，できる学習者が

できない学習者を教える試み(2)がなされてきたが，

これまで，少人数に分割する方法では，継続してグ

ループ間の知識交流がなされないこと，教え合う試

みについては，学習者全員のペアリングは不可能で

あり，上位と下位の十数組のペアにとどまるため，

学習者全員が恩恵を受けないことなどから，授業時

間内に学習者全員に対して対面による個別指導が困

難であった．そこで，ICT を用いた３者間モデル(3)

を拡張する形で，学習者同士の直接的対話と従来の

教師による足場がけを組み込んだブレンド型授業モ

デルの提案(4)が行われている． 

本稿はブレンド型授業にピアインストラクション

を取入れることによる課題遂行への影響について，

実際の授業に適用し効果を確認した． 

 

2. ピアインストラクション導入によるブレ
ンド型授業 

 

ブレンド型授業はオンライン学習および対面指導

を組み合わせた学習形態である．この学習形態にピ

アインストラクションを導入した授業モデルを提案

する．ここでのピアインストラクションとは「授業

時間内」に「学生(複数)がお互い対面」で「相談や

教えあい」を実践することである．授業時間内にピ

アインストラクションを導入したブレンド型授業モ

デルを図 1 に示す．また，各相互作用を以下に示す． 

① 学習者⇔学習者：ピアインストラクション 

② 学習者⇔自習支援：自習支援システム 

③ 学習者⇔教員：個別指導，足場かけ 

本稿の学習モデルは①→②→③を基本形とし，授

業時間内にこのサイクルを回す事により学習を促進

する．ここではこの手法をティーチングサイクルと

称する． 

 

 
図 1 授業時間内にピアインストラクションを導入

したブレンド型授業モデル 

 

3. 授業実践 
工学系の大学，特に機械工学系の学科においてエ

ンジニア育成のための主要な科目と位置づけられて

学生  

演習 

②自習支援 

③個別指導 

 (個別課題) 

①ピアインストラクション 

教員 

学生  学生  

学生  
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いる機械設計の授業を対象とした．授業は 2 年生後

期の 3・4 限連続で行われる．日程前半は設計計算を

行い，後半は CAD および製図作業へ移行していく．

授業 1 日分の流れを図 2 に示す．まず，座学による

基礎学問の解説及び当該日程で進むべき課題につい

て一斉講義を行う．この一斉講義は毎授業冒頭 1 時

間程度である．その後，個別課題を与えられた学生

は教科書や資料を用いて強度などについて設計計算

を行う．この時前述した，学生同士の相談や教え合

い等のピアインストラクションを実施する．さらに

個別学習では ICT を用いた設計計算支援プログラム
(5)を用いた．授業時間内におけるピアインストラク

ション例を図 3 に，自習支援利用シーンを図 4 に示

す． 

 

 
図 2 授業 1 日分の流れ 

 

  
図 3 ピアインストラクシ

ョン 

図 4 自習支援利用シーン 

 

個別課題は一段減速機の設計とした．一対の歯車

と 2 本の軸（入力軸と出力軸）の設計及び製図であ

る．この授業の成果物は，設計計算ノート，組立計

画図，ＣＡＤ投影図（入力軸，出力軸）および部品

図（入力軸，出力軸）である．ここで，各成果物は

お互いに依存関係があるため，最後に取り組む出力

軸の部品図が完成したか否かにより，年度の成果全

体を判断できる． 

 

4. 授業実践結果 
授業時間内に学生のピアインストラクション導入

の効果を把握するため，2010 年度から 2013 年度ま

ではピアインストラクションを用いたブレンド型授

業モデルを，2014 年度は授業中「私語禁止」と指示

を行い，ピアインストラクションを行わなかった．

年度ごとの学生数を表 1 に示す．年度末の課題（出

力軸部品図）完成および未完成の割合を図 5 に示す． 

 

表 1 年度ごとの学生数(評価対象者) 

年度 2010 2011 2012 2013 2014 

学生数 70 56 52 68 65 

 

 
図 5 課題完成,未完成割合 

 

 ここで，2013 年度および 2014 年度の完成率が同

じと仮定した場合のχ2検定を行った．その結果，有

意差 5%で完成率が異なることがわかった．同様に

他の年度との比較結果から 2014 年度の未完成者数

が明らかに増加したことがわかった． 

 

5. おわりに 
本稿はブレンド型授業にピアインストラクション

を導入した授業モデルを提案した．この授業モデル

を適用した授業実践により課題遂行への影響評価を

行った．その結果，ピアインストラクション導入に

有意な結果が得られた． 
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授業における予習課題解決プランの議論を支援する 
協調学習支援システム 

 

Collaborative Learning Environment Assisting 
Class Activities for Negotiating Solution Plans of Preparatory Team Tasks 

 
伊藤紘二*1     掛川淳一*2 

  Kohji Itoh       Jun’ichi Kakegawa 
*1東京理科大学基礎工学部  

*1Department of Applied Electronics, Tokyo University of Science   
*2兵庫教育大学大学院学校教育研究科  

*2Graduate School of Education, Hyogo University of Teacher Education 
*1Email: a04378@rs.tus.ac.jp 

 

あらまし：インタラクティブな授業を目指して始まった協調学習支援システムの開発の経緯をたどり、小さなチ

ームを単位として、予習課題でプランニングを行わせ、授業では、チームをメンバとして、発表と議論を行わせ

て、授業者がガイドする授業内協調学習を提案し、これを支援するシステムを試作して行った実践を報告する。 

 キーワード：授業内協調学習、予習課題、チーム作業、発表と議論の支援 

プランニング支援、教材検索支援、 

 

1. 伝統的授業と高等教育 
伝統的な多人数授業は、一方的な知識の伝達であ

るが、効率がよいと考えられている。しかし、伝達

に使われる音声記号列や視覚記号列の意味が、世代

による約束事の違いと、前提となる「知恵」、経験の

有無や違いによって、伝える側と伝えられる側とで、

食い違いを生じるのが常である。  

高等教育において継承すべき知識の素性を考える

と、のっぴきならない問題を解くために、社会が合

意して蓄積してきた知恵とその使い方と根拠を与え

るものであり、高等教育は、チームで行われる仕事

の現場でのよりどころとして必要となる基礎的な知

恵を、合意しながら継承させるとともに、必要に応

じてチームで学び、チームで問題解決を行う態度と

方法を訓練する場でもある。現場における問題は何

らかのデザインであり、その問題解決の方法は、一

人合点と試行錯誤をさけ、チームにより、根拠を持

って作られる階層的な問題解決過程の全体像として

のプランニングである。 

 

2. 授業内協調学習の試み 
一方通行の伝達の場であった多人数授業は、適切

な議論支援の仕組みを持ち込むことによって、授業

者と学習者が協調して学習を行う場に変えることに

より、チームによる学びと問題解決の訓練ができる

と考え、図 1 のようなシステムを試作して、実践を

続けてきた。これは、データベースをもった Web サ

ーバに、タブレット PC クライアントからブラウザを

接続した Web システムであり、当初は、個別場も参

照場もなかった(1)。授業者と履修学生の少なくとも

一部に与えられるタブレット PC の協調場へ書き込

まれた描画やテキストが、全てのタブレット PCの協

調場に配信され、プロジェクタのスクリーンでも見

ることができる。音声は、有線で配信してきた。こ

れだけの仕組みで、授業者からの質問に、学習者が

応えるという形はできたが、学習者側から主体的に

提案したり積極的に疑問をぶつけたりということは

なかった。 

 

 
    図１ 協調学習支援システム 

そこで、あらかじめ渡してある授業資料のなかで、

次回の授業のテーマの部分を予習させ、授業への動

機付けと準備をさせることを考えたが、学ぶべき知

識は、問題解決の道具であってみれば、解くべき課

題を与えずに、学びへの動機付けはできない。やは

り、授業のテーマにかかわる予習課題を与えて、授

業の前日までに個人レポートを提出させることとし、

授業者が読んで、優れたレポートや共通する誤りを

含んだレポートをえらび、スキャナで取ってサーバ

に上げ、システムを使って質疑を行いながら講義を

おこなった。 

個別場－当時は、個人場－を設けることにしたの

は、授業内協調において、協調場での議論と並行し

て、個人が提案を編集するためであった。しかし、

授業の中で、提案を編集するという余裕はまったく

なかったので、個人場は使われなかった。 
その代わりに、個人場を予習レポートの編集に使
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わせ、レポートをサーバに上げさせておけば、教員

が紙で出されたレポートから選び、スキャナを使っ

てサーバに上げる手間が省ける。加えて、チームに

よる学習と問題解決の訓練という高等教育の立場か

ら、結局、予習レポートの課題ごとに、3 名程度の

小人数からなる 3～4チーム程に割り当て、各チーム

のレポートを、１つのクライアント PC の個別場で編

集させてサーバに上げさせ、授業では、これを、各

チームに発表させることとした。 

もともと、授業でレポートを公表するのは、主と

して、学習者に共通する誤りや不足を種にして授業

を充実させるためであるが、経験から、3～4チーム

も見れば、十分であり、同じ課題に対しての複数の

発表によって、議論をスタートさせることができる。   

そして、授業という大きなグループのなかで、解

答を作ってゆく過程で、合意ができてゆく。 

ところで、予習レポートは、完全な回答である必

要がないことを明言する。上述の目的から、むしろ、

共通の誤解や不足が明らかになるレポートが、授業

に貢献する。このことを了解しあうように心がける

必要がある。 

一方、問題解決におけるプランニグの重要さは、

すでに述べたとおり、仕事の現場におけるデザイン

に通じることであるが、根拠を持って、解決の筋道

の全体像をつくることである。 

 
3. 教材検索とプランニングの支援 
予習で、プランニグを容易にするために、参照場

を作った。まず、問題のコンテキスト（ないし条件）

から、その解決に使える知識教材を検索できること

が必要である。これを支援する仕組みとして、知識

のコンテキストを意味フレームとキーワードの組み

合わせによって表現し、これを手がかり表現（例え

ば図２）として登録しておき、これから作られたバ

イグラムメニューを利用して学習者が参照場の上で

検索キーを編集すると、手がかり表現とのマッチン

グにより教材を検索する仕組みを開発した。 

また、知識教材さえ探せれば、すばやく問題解決

プランが作れるような支援も必要である。そのため

に、知識教材に、問題解決に使う変量の間の関係や

論理的関係の名称・記述と、量や概念で他のユニッ

トと接続される繋ぎ手を持たせたプランユニットを

置き、検索された知識教材を参照場に表示したとき、

プランユニットも提示し、これを個別場にコピーし

て手描きで接続し、描画や式を補って、解決過程の

プラン（例えば図３）を手早く作ることができる仕

組みを開発した。 

 

4. 実践 
電磁気学 2 の科目で、自己申告の 3 名からなるチ

ームを単位として、交代で 6～8 チームに,毎回 2 つ

の予習課題のレポートを分担編集させ、授業で発表

をしてもらいながら、授業内協調学習を試みた。た

とえば、同じ磁気回路と可動コイルからなるシステ

ムで、どのようなときにマイクロフォンになり、ヘ

ッドフォンになるかといった課題で、いくつかのプ

ランと議論が出されて授業が充実した。 

 
      図 2 手がかり表現の例 

 

 
      図 3 問題解決プランの例 

 

 
    図 4  授業内協調学習の一場面 

 

5. あとがき 
 教材検索とプランニグ支援については、試作結果

を評価しながら改定を続けているが、同じ予習課題

の複数のレポートの発表を授業内協調学習のきっか

けにすることについては、実践により、その有効性

を確かめることができた。 

 なお、本研究は、科学研究費助成事業(基盤研究(C)

課題番号 21500920, 24501164)の支援を受けた。 
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小学校における情報リテラシー教育実践授業

Practice lesson of information literacy education in elementary school
黒田 勉

Tsutomu KURODA
香川大学教育学部

Faculty of Education, KAGAWA University
Email: kuroda@ed.kagawa-u.ac.jp

あらまし：本発表では，情報活用能力と情報モラルの向上を目指した実践授業を行い，そ

の内容がどれくらい身についたかをアンケートを用いて評価を行った．このアンケートで

は，授業前と授業後の同じ項目の質問を評価できるように，表裏に同じ質問項目を設定し

記入させ，授業内容は「チャットの体験」「携帯電話の利用方法」「情報の見極め」の 3つ
である．これらの授業を行い，評価をした結果，情報活用能力の理解がより深まったこと

が示された．

キーワード：情報リテラシー教育，ITC，情報モラル，両面授業評価用紙

1．はじめに
小学校での情報教育は，文部科学省の学習指導

要領にもあるように，各教科学習の内容に応じた

「情報活用能力」を育てていかなければならない

(1)．また，文部科学省での「情報活用能力調査(平
成 24年度～)」が行われるなど，具体的な授業の
検討が求められている(2)．
本報文では，情報機器の操作や情報通信ネット

ワークの利便性などの「情報活用能力」の向上を

図るために，香川大学教育学部附属高松小学校 6
年生の情報教育の中で，どのような教材やテーマ

を用いて授業を行えばよいかを 3回の総合学習の
時間の授業から検討する．また同時に，情報機器

を利用するときに必要な情報モラルに関する授業

内容も検討する．

2．授業を受ける児童と実践の課題
実践授業を行う前に，対象となる 6年生 108名

（男子 50名，女子 58名）に予め情報機器利用に
関する簡単な事前アンケートを行った結果，授業

での課題は以下に示すものとなった．

・ 一年前の実践を活用できる児童は 3割
・ 授業で使用する単語はよく記憶に残る

・ 自分用の携帯電話を持つ児童は 6割強
・ インターネットはホームページ閲覧，ゲーム

をする場所と認識している

・ ホームページ作成，プロフ，ブログ開設等で

情報発信する児童は少数

このような課題を踏まえ，既習の内容の復習を

含めた情報スキル並びに，情報モラル面の意識の

向上を同時に図っていく必要があり，これらの項

目を総合して学習する「チャットの体験」，「携帯

電話の利用方法」，「正しい情報の見極め」の 3種
類の授業を計画し実践を行うこととした．

3．実践授業とその評価方法
3．1．実践授業内容 実践授業は，「チャット

の体験」，「携帯電話」，「インターネットにある情

報の見極め方」をテーマとし，3 つの内容で行っ
た．時期は，6学年後期後半の 12月から 2月で，
卒業を控え，これまでの学習・生活の振り返りを

行い，情報化社会を生きる力の向上を目指したも

のである．初回と 2回目は 6学年全 3クラス 108
名，103名，3回目は時間割の関係から 1クラス 37
名であった．

初回のチャット体験授業では，チャットは文字
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での即時会話であり，かつ記入(発言)内容が記録

されるため，相手の気持ちを考えた，秩序ある記

入を行うこと，なりすまし等の被害に合わないた

めの防止策の 2つを柱として学習させた．この実
践により，チャットの利便性と問題点に気付かせ，

注意点を考えさせた．質問項目を図 1に示し，授
業前後に回答させた．チャットの経験がある児童

は，108名中 19名であった．

図 1 授業アンケート例(チャット体験)

2 回目の携帯電話の利用方法では，携帯電話を
持ち始める中学校入学を前にした小学校 6年生の
後半で正しい知識・技能を身に付けさせるもので

ある．授業では，携帯電話の持つ利便性(長所)を

知らせると共に，陰に隠れた側面(短所)に気付か

せることを目的とした．そして，これまで学習し

てきた情報に関する知識を活用し，携帯電話特有

の短所・長所を理解させた． 質問項目は，「携

帯電話の特徴」，「長所」「短所」，「携帯電話に関

する事件や事故」，「利用上の注意点」とした．な

お，授業を受けた児童のうち，63 名が携帯電話
を所有たと回答した．

3 回目の正しい情報の見極めに関しても，効果
が認められた．

3．2．授業の評価 図 1 に示すシートを表面
と裏面を用いて，授業開始時と授業終了時に記入

させた．この方法の特徴は，回答者の氏名などの

「チャットを使った授業」のアンケート（授業前）

このアンケートはみなさんがパソコンやインターネットのことをどれぐらい知っているのかを調
べるものです。このアンケートの結果は大学の卒業研究で使用させていただきます。

それぞれの質問について、あてはまる答えのアルファベットに○をつけてください。（ ）には対応
した問題の回答を書いてください。

あてはまる性別に○をつけて下さい 男 ・ 女

１キーボードを使って漢字やひらがなを入力することができますか？
Ａ はい Ｂ いいえ

２今までにチャットをしたことがありますか？
Ａ はい Ｂ いいえ

３チャットとはどういうものですか？
例：○○を使って○○と○○するもの など
Ａ （ ）
Ｂ わからない

４チャットの便利なところは何ですか？
Ａ （ ）
Ｂ わからない

５チャットの不便なところは何ですか？
Ａ（ ）
Ｂ わからない

６チャットによって、どのような事件や犯罪が起こると思いますか？
Ａ（ ）

Ｂ わからない

７チャット上に書き込む時、どのようなことに気をつけますか？
Ａ（ ）
Ｂ わからない

８「こんにちは、あなたと同じクラスの○○です。年賀状を送りたいので、住所を教えて下さい。」と
チャット上に書き込みがありました。あなたはこの後どうしますか？ 例：～～と入力する。

個人情報を出さず，また，通し番号等の指標を用

いることなく，回答者の同一性が保持できること

である．

授業の評価は，授業で理解が深まった回答(A:
意識変化)，授業前と授業後の理解が同じ回答（B:
わかる），授業前はわからなかったが，授業を聞

くことで理解できた回答（C:新たに習得)，授業
後もわからないままの回答（D:わからない）の 4
段階とし，A，C の該当者が効果があったことに
なり，これらの回答をした児童の増加を図らなけ

ればならない．

その結果，チャットに関しての理解は図 2，携
帯電話の特徴に関しての理解は図 3に示す効果が
得られたが，授業を受けても，「わからない」と

した児童が 3 割ほど(34 名)残っており，携帯電
話利用方法の継続した啓発が必要である．

図 2 チャットの特徴に関する理解の変化

図 3携帯電話の特徴に関するの理解の変化

4．おわりに
本授業では，児童の意識の向上が見られ，最低

限の目的は達成できたといえる．また，表裏一体

のアンケートシートを用いることで，個人情報を

漏らすことなく，同一性を持たせた授業評価を行

うことができた．

参考文献

(1) 文部科学省学習指導要領
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e ラーニングの学習履歴を基にした社会人の学習者特性調査 
 
Learning Characteristics survey for Adult Learners based on Learning History 

Data 
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あらまし：企業内で提供されている社会人向け eラーニングの学習者状況を LMSの履歴データから分析し

た．過去 3年間継続して調査分析した結果から，社会人が eラーニングで学習する際の集中可能な時間学

習時間，学習のタイミングや PC，スマートフォン，タブレットの機器の違いによる学習スタイルの違い

が明らかになった． 
キーワード：学習者特性，LMS，学習履歴，e ラーニング 

 
 
1. はじめに 
企業内研修において e-Learning はなくてはならな

いものになっている．知識伝達型の全社一斉教育で

は多くの企業が e-Learning による教育を提供してい

る．近年はスマートフォン，タブレット端末の普及

にともない，各企業において従業員の e-Learning 学

習機会は増加している．富士通ラーニングメディア

（以下 FLM）で提供する社会人向け e-Learning の受

講者も増加傾向にある． 
著者らは社会人の e-Learning 学習者の学習者特性

を継続的に調査してきた(1) ．過去の調査では PC を

使った学習を主体に調査してきた．今回，FLM の

LMS 上に蓄積された学習履歴から，学習媒体別の学

習者特性の違いを調査・分析した．以下，その分析

結果について述べる． 
 

2. 調査対象データ 
今回の学習履歴分析では，FLM で提供している企

業向け e-Learning の学習履歴を対象に調査・分析を

行った．対象とした受講者 ID 数は 15,792 件，ログ

件数は 13,524,275 件である． 
受講者の分布状況は，受講者の男女比が男性約

80％，女性約 20％である．年代別では 20 歳代が約

40％，30 歳代が約 30％，40 歳代が約 20％，それ以

外が約 10％となっている． 
 

3. 時間帯別の学習状況 
まず，1 日の学習時間帯別の学習者ログイン状況

を調査した． 図 1 は PC による学習者の 1 日の時

間帯別学習状況である．PC による学習は平日の就業

時間帯に集中していることがわかる．社会人の

e-Learning は自席での就業時間内学習が定着してい

る． 

 
図 1 1 日の時間帯別学習状況（PC） 

 
図 2 はスマートフォンを利用した 1 日の学習時間

帯別学習状況である．朝 7 時から 9 時にかけて学習

者が集中している．この結果から，スマートフォン

による学習は通勤時間帯に行われていることがわか

る．しかしながら，就業後の帰宅時間帯の e-Learning
学習は朝の通勤時間帯のようには行われていない． 

 

  
図 2 1 日の時間帯別学習状況（スマホ） 

 
図 3 はタブレットを利用した学習時間帯別学習状

況である．朝の通勤時間帯にも学習されているが，
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21 時以降に学習者が増加している．また，休日（土

日）の昼間に学習している学習者も多い．タブレッ

トで学習する学習者は，自宅での学習が中心と考え

られる． 
 

 
図 3 1 日の時間帯別学習状況（タブレット） 
 
社会人の e-Learning では，学習者が職場での学習

は PC で，朝の通勤時間帯の学習はスマートフォン

で，帰宅後や休日の学習はタブレットで，とそれぞ

れの状況に応じて学習機器を使い分けている様子が

伺える． 
 

4. 週間の学習傾向 
次に，図 4 に 1 週間の社会人の学習傾向を調査し

た結果を示す．図 4 では，PC による学習（月曜開催：

月曜日に学習支援メールが発信される講座，火曜開

催：火曜日に学習支援メールが発信される講座）と

モバイル機器による学習者の状況に分けて曜日別の

学習者数の変化を示す． 
 

 
図 4 曜日別学習者状況 

 
図 4 から，週初めは学習者が多く週の後半になる

に従って学習者が減少していく様子が伺える．学習

を促すための学習支援メールは，講座によって月曜

日または火曜日に発信されている．火曜日に学習支

援メールを発信している講座は月曜日と火曜日で学

習者数に変化はない．この結果は，学習支援メール

が学習する機会を持つためのきっかけとして有効で

あることを示している．週初めに学習支援メールを

出すことが，学習に取り掛かるきっかけとして有効

と考えられる．モバイル機器による学習者も同様の

傾向であるが，休日の学習者が PC による学習と比

較して多い． 
 

5. 平均学習時間 
 
次に 1 回あたりの学習機会における平均的な継続

学習時間の調査結果を示す．図 5 は PC での学習時

とモバイル機器での学習時の平均的な学習時間を示

したものである．モバイル機器の学習期間は，取得

したログの関係で 2014 年度のものだけとなってい

る． 
この結果を見ると，PC による平均的な継続学習時

間は 2013 年 10 月から 2015 年 3 月の 2 年半の間，ほ

ぼ 20 分前後で推移している．これは，企業内の自席

での 1 回あたりの継続学習時間である． 
それに比較して，モバイル機器による 1 回あたり

の平均的な学習継続時間は 10 分前後となっている． 
本調査の対象となる e-Learning 講座は PC 用，モ

バイル用で区別はされていない．同じ講座をそれぞ

れの機器で学習したものである．この結果を踏まえ

ると，社会人向けの e-Learning のコンテンツの 1 回

あたりの学習時間は 10 分以内が望ましい． 
 

 
図 5 1 回当たりの平均学習時間推移 

 
6. おわりに 
今回の調査では FLM の学習履歴データを分析し

た．現在の学習コンテンツは PC を前提としたもの

が中心であるため，モバイル機器での学習履歴デー

タは十分に取得できていない．今後は，コンテンツ

内容も含めた学習者の学習傾向の調査を継続して行

うと共に，学習支援の方法についても研究を行って

いく． 
 

参考文献 
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通信・通学課程の e ラーニングにおける 
成績上位群と下位群に見られる学習行動の分析 

 

Analysis of learned behavior that is seen in the performance-level group and 
the results subgroup of e-learning in the communication course and the 

school course 
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あらまし：通信課程と通学課程で同時に供される福祉関係の e ラーニング科目を対象に，両課程の成績上

位群と成績下位群における各々の学習行動を比較した．LMS の学習履歴から得た進捗状況と学習時間の

分布を分類した結果，通信課程の成績上位群では早期に集中的に学習する傾向がうかがえたのに対し，通

学課程の成績上位群では進捗は遅いものの習慣的に学習する傾向がみられた． 
キーワード：e ラーニング LMS 学習履歴 学習行動 自己調整学習 

 
1. はじめに 
大学における e ラーニングにおいて，学生の先延

ばし行動(1)やドロップアウトが課題となっている．

そのような課題に対する取り組みとして，自己調整

学習のプロセスの一つである学習計画の立案を取り

入れた研究実践がなされており，その結果，計画の

種類によっては学生が早い時期から学習するなどの

学習行動に与える効果が報告されている(2)．また，合

田ら(3)は個々の学習者特性に合わせた自己調整の支

援を目指すための基礎調査として，e ラーニング科

目における大学生 441 名の学習行動の分類を行って

おり，締め切り重視型が約 76%で一番多いと報告し

ている．一方，宮森ほか(4)は e ラーニングの学習行

動における社会人と大学生の違いを分析している． 
しかしいずれの研究も，e ラーニングにおける学

習行動と成績との明確な関連性の解明には至ってい

ない．そこで本研究では，成績の上位群・下位群に

おける学習行動に着目した．本稿では，主に社会人

による通信課程と大学生による通学課程で同時開講

している e ラーニング科目に対し，通信・通学課程

の成績上位群と下位群 4 グループに対して，LMS の

学習履歴から進捗や学習時間を可視化し，学習者の

タイプを整理する． 

2. 対象の e ラーニング科目 
分析対象は 2014 年度前期に実施された福祉関係

の e ラーニング科目である．オムニバス形式の 15 講

からなり，各講は 3 つの講義コンテンツと小テスト

で構成される．講義コンテンツは，教員による 15 分

程度の講義映像と，講義内容を説明したスライドお

よびテロップが同期した仕様で，その他の教材とし

て，ダウンロード可能な PDF 形式の講義資料（スラ

イドとテロップ）と掲示板が提供される． 
期末試験の受験資格となる受講要件は，通信課程

はすべての講義コンテンツの視聴の完了，通学課程

は各回の講義コンテンツの視聴完了に加えて小テス

トの合格，と異なる条件となっている．また，通学

課程のみ 8 講までの締切りが 6 月末，15 講までの締

切りが 7 月末に設定されており，2 段階となってい

る．分析対象は，受講要件をクリアした期末試験の

受験者で，前期開講の通学課程に合わせ通信課程は

春期と夏期の 2 回の受験者のみとした． 
期末試験の結果，受験者数と得点，および合格率

は，通信課程 314 名，76.6 点，84％に対し，通学課

程 304 名，57.7 点，47％で，通信課程の方が高い合

格率となった． 

3. 学習行動の分析 
期末試験の得点をもとに各課程の 2 割程度に当た

る上位群と下位群を抽出し，計 4 つのグループにつ

いて進捗状況と学習時間から学習行動を分析した． 

3.1 進捗に基づく分類 

始めに，e ラーニングにおける学習行動の分類手

法(3)を基に，受講者別に受講済要件となる教材の進

捗状況を調べた． 
講義期間を 3 週間単位に区切り，5 回の学習ペー

スを観察した．教材の完了数により「速い」「順調」

「遅い」の 3 つに区別し，その組み合わせパターン

により分類した結果， 1.終始速いペース，2.はじめ

は速いが途中でペースダウン，3.ゆっくりスタート

して中盤からペースアップ，4.ペースにバラつきが

ある，5.後半追上ペース，6.終始遅いペースの 6 つの

タイプに整理することができた（図 1）． 
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図 1 進捗に基づく分類結果 

 
図 2 学習時間に基づく分類結果 

通信上位群は，終始速いペースが 58%に対し，通

信下位群は，終始遅いペースが 33%と最も多かった．

一方通学上位群は，終始遅いペースが 50%，通学下

位群は，後半追上ペースが 38%と最も多かった． 

3.2 学習時間に基づく分類 

次に講義コンテンツの視聴と小テストの受験に要

した学習時間を日別にグラフ化し，類似したパター

ンから学習スタイルを整理した（図 2）． 
その結果，1.まとめ受講型，2.学習習慣型，3.中弛 

型，4.ランダム型の 4 つに分類できた．まとめ受講

型は，受講開始から 1 か月以内に完了した群で，開

始時期によって早期に受講を完了する前期型，5・6
月の中期に集中して受講する中期型，講義期間の後

半にあたる 7 月に集中して受講する後期型，締め切

り直前の駆け込み型の 4 つに細分類した．学習習慣

型は，期間中コンスタントに受講し比較的長い期間

において一定の受講スケジュールが認められた群，

中弛型は，開始後に 1 か月以上の中断期間があり，

中断後受講を再開する群，ランダム型は，学習時間

の分布にムラがある群とした． 
通信上位群は，まとめ受講の前期型が最も多く

48%，次にまとめ受講の中期型が 16%で，まとめ受

講全体では，61%に達した．一方通信下位群は，中弛

型が最も多く 25%，次いでまとめ受講の中期型が

23%だった．通学課程では，上位群は学習習慣型が

最も多く 31%で，下位群はランダム型が最も多く

34%であった． 

3.3 結果と考察 

通信上位群の学習スタイルは，まとめて受講し，

学習ペースも終始速いことから，短期間で集中して

学習している．一方通信下位群は，学習ペースが終

始遅く，中断や先延ばし傾向がうかがえる．下位群

と比べ上位群では早期に受講を完了する受講者が半

数以上いたことから，自ら学習計画を立て，遂行を

コントロールする自己調整学習力が高い可能性がう

かがえ，その事が成績に寄与していると推察される． 
それに対して通学課程では，上位群は学習習慣型

が最も多く，半数が終始遅いペースであった．この

点は通信課程と大きく異なっている．その理由とし

て，通信課程は受験時期を春期と夏期から選択でき

る制度の違いが考えられる．下位群は学習時間の分

布にムラのあるランダム型が最も多く，学習ペース

は後半追上タイプが最も多かった．通学課程におい

て中弛型で後半に追い上げるタイプが上位群にも下

位群にも多くみられた．この理由として２段階で閉

講することが考えられる． 
合田ら(3)の先行研究と本稿の結果を比較すると，

ドロップアウトを含まず受講完了者のみを分析対象

としている点，通学課程のみならず通信課程の学習

者も併せて対象としている点が異なるが，通学課程

の学習者については，先延ばし傾向とみられる「後

半追上ペース」と「終始遅いペース」の受講者が合

わせて 73%と同程度確認できた． 

4. 今後の課題 
今後の課題として，学習者特性を属性と関連付け

て分析するための質問紙調査の実施や，自立的な学

習に向けた自己調整学習力の養成を踏まえた学習支

援方法の検討が挙げられる． 
 

参考文献 
(1) 向後千春,  中井あづみ,  野島栄一郎:“ e ラーニン

グにおける先延ばし傾向とドロップアウトの関係”,
日本教育工学会研究報告集  2004(5), 39-44. (2004) 

(2) 山田雅之，中村信次，佐藤慎一，野寺綾:”,e ラーニン

グにおける学習計画とドロップアウト率の関係”,日
本教育工学会論文誌 34, 73-76 (2010) 

(3) 合田美子，山田政寛，松田岳士，加藤浩，齋藤裕，宮

川裕之:“e ラーニングにおける学習行動の分類”, 日
本教育工学会第 29 回全国大会, 3a−1−403−01（2014） 

(4) 宮森良昌，北村美里，山田玲子:“e ラーニングでの学

習行動の分析～社会人と大学生の比較～”,情報処理

学会第 76 回全国大会講演論文集，4-383-4-384 (2014) 

通信上

(N=62)

通信下

(N=52)

通学上

(N=52)

通学下

(N=61)

遅いペース 5 17 26 19

後半追上 7 12 14 23

バラつき 0 1 3 8

ゆっくりｽﾀｰﾄ 14 10 5 3

ペースダウン 0 1 1 1

速いペース 36 11 3 7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

通信上

(N=62)

通信下

(N=52)

通学上

(N=52)

通学下

(N=61)

ランダム 4 8 13 21

中弛 8 13 14 12

学習習慣 6 5 16 9

駈込み 1 2 3 4

まとめ後期 3 4 1 0

まとめ中期 10 12 3 7

まとめ前期 30 8 2 8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

単位：人 

単位：人 

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 386 ―



マインドフルネスを教育に活かすための一考察 
 

A study to apply the mindfulness program to the education 
 

山川 修 
Osamu YAMAKAWA 

福井県立大学 学術教養センター 
Center for Arts and Sciences, Fukui Prefectural University 

Email: yamakawa@fpu.ac.jp 
 

あらまし：マインドフルネスは，仏教の瞑想に端を発しているが，疼痛の軽減やうつ病の再発予防を目的

としたプログラム取り入れられ効果をあげている．欧米では数年前から初等中等教育においても徐々に取

り入れられつつある．本発表では，マインドフルネスプログラムを，高等教育機関において実施した結果

を報告し，その経験をもとに，高等教育機関にマインドフルネスプログラムを取り入れるための課題と改

善策に関して議論する． 
キーワード：マインドフルネス，高等教育， 

 
 
1. はじめに 
マインドフルネスというのは，J.カバットジンに

よると，「意図的に，今この瞬間に，価値判断をする

ことなく注意を向けること」(1)とされている．マイ

ンドフルネスの源流には仏教のヴィパッサナー瞑想

（Open Monitoring Meditation）がある．カバットジ

ンは 1979 年にマサチューセッツ大学医学部に，マイ

ンドフルネスに基づくストレス低減クリニックを開

設し，慢性疼痛の治療としてマインドフルネススト

レス低減法（Mindfulness-Based Stress Reduction : 
MBSR）(2) と呼ばれる８週間のプログラムを実施し，

効果をあげてきた．その後，ティーズデールらが

MBSR に学んで，うつ病の再発予防のためのマイン

ドフルネス認知療法（Mindfulness-Based Cognitive 
Therapy : MBCT）(3)と呼ばれる８週間のプログラム

を開発した．この手法は，現在，第 3 世代の認知行

動療法として，日本にも広まり始めている． 
精神医学の分野で利用されてきたマインドフルネ

スだが，教育分野においても，欧米では応用が徐々

に進行しつつある．米国では 2007 年に設立された

Mindful Schools という組織(4)があり，米国の学校か

らの依頼に基づいて，生徒に対してマインドフルネ

スを基礎とする４週間のプログラムを提供している．

英国でも国をあげて初等・中等教育にマインドフル

ネスを取り入れようとしている．学校教育の中で実

施するマインドフルネスプログラムの開発および教

師の教育を行っているのが，Mindfulness School 
Project .b（ドットビー）という組織(5)である．.b は，

11歳～18歳の生徒を対象にした8週間のプログラム

をつくり，それを教育するための教師の教育等に力

を入れている． 
日本でマインドフルネスを教育に取り入れている

例は少ないが，上越教育大学の得丸定子が 2009 年に

大学生に対して，2010 年に小学生へのマインドフル

ネス瞑想を実施し，大学生に対しては生理学，心理

学両面において効果が認められ，小学生に対しては，

独立性の向上や集中力の改善に効果があったとして

いる(6)． 
 

2. マインドフルネスの効果 
前節で，精神科学においてマインドフルネスが発

展してきた経緯を示した．精神科学においては，疼

痛が軽減したり，うつ病の再発予防率が高まったり

と，確実にその効果がでてきている．さらに，脳神

経科学の分野においてもマインドフルネスや瞑想の

効果が研究されており，ベス・イスラエル・ディア

コネス医療センターの研究で，MBSR のプログラム

を 55歳から 90歳までの大人 14人を対象に実験群と

対照群に分けて実施し，その前後に MRI で脳の機能

を調べたところ，実験群でデフォルト・モード・ネ

ットワーク（DMN）の接続度合の改善が見られた(7)．

DMN とは，脳が何も仕事をしていない時に，活性

化している脳内ネットワークで，年齢と共に接続度

合が低くなるが，認知症を発症するとその低下が著

しいことが知られている．これはマインドフルネス

プログラムが脳の機能を活性化している一例である． 
また，長期間瞑想を続けていると，脳の機能だけ

でなく構造も変化することが知られている．マサチ

ューセッツ総合病院のサラ・レーザーらによると，

MRI によって瞑想の熟達者 20 人を調べた結果，前

頭前皮質（ブロードマン領野 9 と 10）と島皮質にお

ける脳の部位が対照群より有意に大きいことがわか

った(8)． 
MBSR を実施する際は，注意を集中するだけでな

く，通常，自分の感覚をそれに巻き込まれることな

くモニターすることも同時に行う．前者によって集

中力が鍛えられることが予想されるが，この点は，

A.P.ジャらの研究でマインドフルネス瞑想を 1 ヶ月

訓練した人たちの目印検出の応答が 7%向上してい

たことが報告されている(9)．MBSR で実施する後者

の点（感覚のモニター）は，自分の意識を一歩離れ

たところから眺めることに通じ，これは「メタ認知」

D6-3 

― 387 ―



（自分が何を認知しているかを認知すること）とも

呼ばれ，深い学習をする場合，必要となる能力であ

る．このように，マインドフルネスプログラムは，

「注意集中」や「メタ認知」強化のトレーニングを

行っていることになっているので，「マインドフルネ

スプログラムを実施すると，学習能力や学習効果の

向上に結びつくのではないだろうか？」という点が

本研究の Research Question（RQ）である． 
 

3. 高等教育への応用 
上記の RQ を確認するため，2014 年度後期に開講

された選択科目（教養ゼミ，以下ゼミと呼ぶ）にお

いて，マインドフルネスプログラム（MBSR）を取

り入れた授業を実施した．授業は「幸せになろう」

というテーマで開講し，ポジティブ心理学やマイン

ドフルネスのプログラムを自分で試しながら，自分

の変化を観察し，かつグループワークを行い，グル

ープ内の他のメンバーの体験や感想ともすり合わせ

て，自分の幸せを考えようという授業であった．最

終的に 28 名の学生が受講し，4 人 1 グループとして，

７つのグループで活動した． 
実施した項目は，◎ポジティブ心理学紹介，◎体

験したポジティブな感情の共有，◎自律訓練法，◎

静座瞑想，◎ボディスキャン，◎ヨーガ瞑想，◎マ

インドフルネス瞑想，◎振り返り 
 今回は，ポジティブ心理学やマインドフルネスの

プログラムを初めて学生に対して指導するというこ

とでもあったので，結果の測定も，ポジティブ感情

や幸福感の測定に限定して，ゼミの開始時，中間時，

終了時の３回行った．測定したのは，ポジティブ心

理学者のバーバラ・フレドリクソンが開発したポジ

ティブ感情とネガティブ感情の指標(10)，およびオッ

クスフォード幸福感尺度である． 
 

4. 結果と課題 
ゼミの最初，中間，最後で，フレドリクソンの指

標およびオックスフォードの幸福感尺度による測定

を行ったが，平均的に見て，顕著な効果はみられな

かった．今回の授業の中では顕著な効果が見られな

かったのは以下の理由によるものと推測できる． 
(1) 担当教員の指導力不足 

担当教員は日常的にマインドフルネス瞑想などの

トレーニングは実施しているが，それを授業で学生

に指導するのは初めてだったので，そこがうまく行

っていなかった可能性がある． 
(2) 意欲が高い学生と低い学生の混在 

これを実施した科目は大学の選択科目なので，学

生は様々な動機で受講している．純粋に幸福に興味

を持つ学生もいれば，試験がないので単位取得が簡

単そう，ということで受講する学生も存在する． 
(3) 宿題を実施する学生と実施しない学生の混在 

これも学習意欲がばらついていることと対応する

が，マインドフルネスプログラムでは，毎日忍耐強

く実践することが大きく結果に影響する．この点は，

初めにかなり強調したつもりだが，毎日の実践をさ

ぼっていても，それなりに授業中のグループワーク

は過ぎてしまうので，毎日実践しない学生も多数見

られた． 
 

5. 改善点 
 大学の授業としてマインドフルネスプログラムを

実施する場合，MBSR や MBCT をそのまま提供する

だけでは，無理があることが分かった．次回以降実

施する場合は，以下の改善を行うことを考えている． 
(1) 教員の指導力の向上 

MBSRのWSへの参加やDVDなどの自己学習教

材による指導法の研究を行う． 
(2) 意欲が高い学生のみを受講を認める 
  最初の授業の際，このゼミの目的を十分説明し，

目的に沿えない学生には，受講しないよう勧める．

可能であれば，一人づつ面接を行い，その上で受

講を認めるかどうか決定する． 
(3) 毎回の宿題を必ず実施する仕掛けをつくる 
  受講を決める前に学生に受講の際の約束を示す．

その中で，毎回の宿題をすることが，受講する際

の条件であることを伝える．ただ，マインドフル

ネスプログラムを実施する場合，自発性が大事で，

強制されて実施しても効果は薄いと考えられるの

で，この点は十分な注意が必要である． 
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あらまし：著者らはこれまで学習者が問題を作成し，その問題をグループ内の学習者同士で相互に評価で

きる学習支援システムを開発し，教育現場で利用してきた．作成された問題は教員が評価し，良問のみを

確認テストとしてクラスに公開する．これまでの実践では，作成された問題に誤りや不備が残っているた

め，問題の再利用性が低かった．そこで，我々は学生の誤り発見能力を向上することで問題に含まれる誤

りや不備を減少させることを検討してきた．本稿では，問題に含まれる誤り発見能力向上を目的とし，問

題評価時のアドバイス生成機能を提案する． 
キーワード：作問学習，相互評価，誤り発見，アドバイス 

 
 
1. はじめに 
著者らは，学習者自身が問題を作成し，その問題 

を共有することで学習を進める  WBT システム 
CollabTest を開発し，小学校や大学などの教育現場
で作問学習・相互評価を実践してきた（1）. これによ
り，学生間のコミュニケーション機会の増加や理解

力の向上が示唆された．CollabTest では，作成され
た問題をグループ内で相互評価し，問題の不備や誤

りを改善したあと，問題を教員に送信する．しかし，

過去の実践では誤りや不備が残ったまま問題を教員

に提出することが多々あった．そのため，教員が問

題を修正する手間が大きく，その結果，問題の再利

用性が低くなっていた．これは学生の問題評価能力

（誤りの発見と修正能力）が低いことが要因として

考えられる．そこで，問題に含まれる誤り発見能力

の向上を目的とした，誤り発見能力向上支援システ

ムを開発してきた（2）．先行研究では，問題に含まれ

ている誤りを全て発見できるまで繰り返し問題を評

価し，評価者としての能力を高めたあと，問題を相

互評価できるシステムを開発した．本稿では，誤り

を発見できなかった学生へ，問題評価時のアドバイ

スを自動生成する機能を提案する． 

 
2. 関連研究	  
近年，学習者が作成した問題を相互に評価する研 

究や誤り発見支援、アドバイスに関する研究が行わ

れている. 高木ら（3）は，グループ内での相互評価の

際に問題の改善を促すピアレビューナビゲーション

機能を開発した．小林ら（4）はシステムに用意された

機能を学習者がシステムに働きかけることによって，

演習問題における誤りを学習者自らが訂正できるよ

うに導く教授法を提案している．西谷ら（5）は同じ誤

答をした学習者を一つのグループにまとめ，教師の

アドバイスを同報で送信する方法を提案している．

これらは相互評価の際にチェックリストの提示や評

価支援機能を使った誤り発見支援であり，評価時の

支援を主としている．本研究は，問題を評価する前

に誤り発見と修正する能力を向上させてから，相互

評価をする点で従来の研究とは異なる．  
 

3. アドバイス生成機能の提案 
3.1 機能の概要 
問題に含まれる誤りを発見できるようになるため

の支援として，アドバイス生成機能を提案する．ア

ドバイスを生成することで，誤りを発見するための

観点や方法などを身につけ，次回以降の評価時に役

立ててもらう．また，誤り発見の正確性と発見にか

かった時間を利用して評価能力を数値化し，ランキ

ングを表示することにより，学習者間で評価の競争

をさせ，問題を評価するモチベーションを高めても

らう．アドバイスを生成するにあたって，誤りの種

類を分類し，その分類毎に対応したアドバイスを生

成する． 
3.2 誤りの分類 
岩手県立大学ソフトウェア情報学部で 2014 年前

期に開講された「情報基礎数学 C」（1 年生 86 名）
で実施した作問学習において，学生が作成した問題

に含まれていた誤りを分析し，誤りの種類を分類し

た．表 1に誤りの分類とその例を示す． 
これらの分類された誤りを発見するために必要な

知識や，誤りを発見する難易度は分類ごとに変化す

ると考えられる． 
 
 

E6-1 

― 389 ―



 
表 1	 誤りの分類と分類の例	 

分類 例 

漢字の間違い 
｢◯積分 ☓績分｣のような漢字の間
違い． 

用語の間違い 

◯が問題で使用すべき用語の場合

｢◯全階級 ☓各階級，◯比例 ☓反比
例｣．使用するべき用語を誤っている

間違い． 

表現の間違い 
｢◯~しました ☓~しまた｣のような
脱字・誤入力により文章の内容が不

適切になっている間違い． 

公式の間違い 
｢◯(a+b) (a-b) = a2-b2 ☓(a+b) (a-b) = 
2a2-2b2｣のような問題に提示してい

る公式自体が誤っている間違い． 

計算の間違い 
｢◯1+1=2 ☓1+1=1｣のような計算し
た結果が誤っている間違い． 

数字の間違い 
計算で用いる数字が1と2の場合｢◯
1+2 ☓1+3」．問題で使用されるべき
でない数字を使用しているもの． 

記号の間違い 
マイナスとルート記号を用いる場合

｢◯-1+2 ☓1+2，◯ 2 ☓2｣．使用す
べき記号を用いていない間違い． 

図表の間違い 
図形や表の内容など問題文との関連

性がない図表の間違い． 
3.3 機能利用の流れ 
本提案機能を用いた学習の流れを図 1に示す． 

(1)問題の評価 
	 教員が作問学習で対象とする単元の問題で，誤り

が含まれている問題を事前に本システムに登録する．

なお，1つの問題には分類された誤りを 3～4種類含
める．学習者には全分類の誤りを発見してもらえる

ようにするために，分類された異なる誤りが含まれ

る問題を最低 3～4問解いて評価してもらう．  
(2)評価不備の判定 
	 学習者が評価結果を送信すると，本システムが誤

りの発見数と正しい指摘数を自動判定する．全ての

誤りを発見した場合は(5)へ，発見できなかった場合
(3)を行う. 
(3)アドバイスの生成 
	 誤りを発見できなかった箇所と，その誤りを発見

するためのアドバイスを提示する(フィードバック
機能)．アドバイスは表 1の誤りの分類グループに対
応する内容が生成される． 
(4)分類毎の問題の評価 
	 (1)で発見できなかった誤りと同じ分類の誤りを
含む問題のみを対象にし，繰り返し問題の評価を行

い，(2)を行う． 
(5)評価者認定 
	 正しい指摘と全ての誤りを発見することができた

場合，評価者として必要な考え方や見方，理解度が

あると判断し，評価者として認定し，(6)を行う． 
(6)学生が作成した問題の評価 

	 問題評価能力を高めることができた学習者は，学

生が作成した問題を評価する． 

 
図 1 機能利用の流れ 

 
	 以上のようにアドバイス生成機能を使用して分類

分けした誤りを含む問題の評価を繰り返し行うこと

で，学生の評価能力を高めることが期待できる． 

 
4. まとめ 
本研究では，作問学習において，学習者が作成し

た問題を学習者同士で相互評価する際に，誤りや不

備を全て発見できていないという問題に着目した．

そこで，評価者としての能力を高めたあと，グルー

プメンバーが作成した問題を相互評価できる誤り発

見能力向上支援システムを開発してきた．本稿では，

そのシステムへのアドバイス生成機能を提案した．

この機能を利用して誤り問題を評価することで，学

習者に必要な評価能力を高めることが期待できる． 
今後は，アドバイス内容を評価し，より質の良い

アドバイスを出すことができるように検討していき

たいと考えている． 
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育成すべき資質・能力を中心とした教育課程の展開 
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あらまし：中央教育審議会への文部科学大臣諮問（26 文科初第 852 号）にもあるように，育成すべき資

質・能力を確実に育む観点から，学習･指導方法や，学習の成果を検証し指導改善を図るための学習評価

を充実させていくことが必要であると考えられる．本稿では，資質・能力の育成，特に ICT 活用に重点

を置いた学校について，教育課程編成という観点から報告する． 
キーワード：育成すべき資質・能力，教育課程，実践校分析 

 
 
1. はじめに 
中央教育審議会への文部科学大臣諮問（26 文科初

第 852 号）にもあるように，育成すべき資質・能力

を確実に育む観点から，学習･指導方法や，学習の成

果を検証し指導改善を図るための学習評価を充実さ

せていくことが必要であると考えられる．また，育

成すべき資質・能力などについては，平成 29 年改訂

に向けて，ということではなく，平成 20 年改訂にお

いても「審議のまとめ」では「考えるための技法」

についての言及がある． 
本稿では，なお， 
本稿では，資質・能力の育成のうち情報教育や ICT

リテラシーという観点から，学校全体として，かつ，

継続して取り組んでいる事例，特に研究開発学校制

度を利用して「情報科」を特設して指導してきた学

校の取り組みについて整理したものである．絞って

報告する．また，筆者が直接に触れた事例（学校訪

問や指定校協議会など）に限ったものである． 
 
2. 滋賀大学教育学部附属中学校 

30 年にわたる「BIWAKO TIME（BT）」（1983 年～）

を設定し，調査研究型総合学習の歴史がある学校で

ある．平成 22 年度から 24 年度まで，研究機開発学

校の指定を受け，教科横断型「情報の時間」に関す

る教育課程開発を進めてきた．各教科から 2～8 時間

の時間を捻出し，各学年とも 50 時間を確保したもの

である． 
そもそもの新教科「情報の時間」のねらいとして

は，特に情報を吟味したり生産したりするための基

本的な知識や思考法を，中学生に必要な範囲で教科

の枠を越えて横断的に学ばせようとすることである．

したがって，「情報の時間」は情報機器の構造や操作

についての学習も扱うが，主眼には置いていない．

この点において既設の「技術・家庭科」や高等学校

「情報科」とは目的も内容も異にする．情報（文字，

画像，映像など）を理性と感性の両方からとらえ，

批判的に吟味・思考し，自分の考えを生み出し発信

していく生徒を育てようとするとき，現行の中学校

教育課程ではなお抜け落ちがちな学習内容を教科横

断的に明らかにしようという取り組みである． 
新教科の目標としては以下の通りである． 
実践的・体験的な活動を通して，情報を適切に取

り扱う基礎的・基本的な知識・技能を習得させ，情

報に関する多面的・多角的な見方や考え方を養うと

ともに，生涯にわたって生きて働く情報活用能力を

育てる． 
 
学習する内容は研究実践の結果から，各教科での

思考力・判断力・表現力等を高める「情報の活用と

取扱い」，コンピュータ操作でなく情報そのものの性

質を学ぶ「情報の本質的な理解」，生徒間のコミュニ

ケーションや相互理解の改善に資する「情報社会で

のコミュニケーション」の 3S つである．情報教育

の３観点（情報活用の実践力，情報の科学的な理解，

情報社会に参画する態度）と対応するものである． 
この学校では，指導案レベルで「考える」という

表記を全廃し，「比較する」「分類する」「分析する」

等の教科横断的な思考スキルを明示し，学習内容を

焦点化した．また，思考・判断・表現を促す思考ツ

ールの活用，視覚的な情報の整理を狙い，知識習得

型ではなく課題解決型の授業となることをめざして，

思考ツール，付箋紙，ホワイトボード，ICT の活用

によって，生徒の意見を外化させる工夫を行った．

思考ツールは特定のものに絞り込まず，汎用的なも

のを用いている． 
「情報の時間」で思考するためのフレームワーク

やツールを学び，BT や CT（Communication Time）
で身近な事象に適用し，教科学習ではすべての教員

が思考ツールの活用を意図的に盛り込んだ授業設計

の研究を行う．思考ツール等を用いて，焦点化させ
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たり，俯瞰させたり，既存の知識や他者の視点と比

較させたり，事実と根拠に基づいた論理的な説明を

生徒自身にさせるのである． 
 
3. 福岡教育大学附属久留米小学校 
 各教科等の言語活動に生かすことのできる「情報

編集力」の基礎を養うために，平成 24 年度から平成

26 年度まで，新教科「情報科」を新設し，指導内容

や指導方法，そして教育課程の在り方についての研

究開発を行ってきた． 
 新教科の目標は以下の通りである． 

情報と関わる活動を通して，情報利用に関する基

礎的・基本的な知識や技能を身に付け，情報をもと

に他者と協働しながら身近な問題を解決していこう

とする能力と自立して情報社会を構築していこうと

する態度を養う． 
 
教科の内容は，A 領域（Collaboration Cooperation：

CC）・B 領域（Basic Skill：BS）・C 領域（Independence：
ID）の３つの領域から構成されている．A 領域はさ

らに２つの領域に分けられる．１つは，CC-1：既存

の事象を解釈する活動を通して，情報を活用して，

自らの考えをまとめる自立的な能力の育成を目指す．

もう１つは，CC-2：他者と協働して問題を解決する

活動を通して，情報を活用して他者と協働して問題

を解決する能力の育成を目指す．B 領域は，情報を

利用するために必要な基礎的・基本的な知識や技能

の習得をめざす領域である．C 領域は，自立的に情

報社会を構築していこうとする態度を養うことを目

指す態度，危険を予測して回避する態度，情報社会

を利用する際に必要なマナーやルールの理解，とい

った領域である．A 領域には，言語情報，数量情報，

画像情報，音声情報，協働した問題解決，を含む．

CC-1 では，前者４つの情報，各教科では取り扱わな

い情報に関する内容の指導を行う．CC-2 では，協働

的・創造的な問題解決学習や合科的な学習を行う．

B 領域では，提示・保存・処理といった各機能の操

作に関する技能と情報機器の名称に関する知識を扱

う．C 領域は，現代の情報社会に関わる問題点から

内容を設定している．A/B/C の 3 領域は独立したも

のではなく，互いに関連して指導を行うものである． 
 
4. 宮城教育大学附属中学校 
新教科「技術・情報協働創成科」によって，ディ

ジタルスキルの獲得を目指した研究開発を平成 26
年度～29 年度まで行う． 

ディジタル化された情報を活用し，他者と協働し

て唯一解の無い課題の解決策を創造する力を養うた

めに，従来の技術・家庭科で扱っていた情報の捉え

方を拡張し「ディジタルスキル」として，「ディジタ

ルならではの言語活動（コミュニケーションスキ

ル）」，「ICT を活用したパートナーシップ・協働力（コ

ラボレーションスキル）」「ディジタルならではの情

報活用を通した問題解決・価値創成力（イノベーシ

ョンスキル）」，「作り手（発信側）と使い手（受信側）

の両面の情報モラル（ヒューマンスキル）」，そして

「ディジタルに対するリスクの管理（マネジメント

スキル）」を育むものである． 
新教科の柱の 1 つとしてプログラミング教育が

挙げられる．Scratch を用いてのプログラミングと

CUI である Basic のプログラミングの両方を学習

させることとした．将来的には，自らがプログラミ

ングしたプログラムで，他教科の課題解決ができる

ところまでを目指している． 
 
5. その他 
 京都教育大学附属桃山小学校では，平成 23 年度～

25 年度まで「メディア・コミュニケーション科」研

究開発学校の指定を受けた．教科の目標は「社会生

活の中で生まれる疑問や課題に対し，メディアの特

性を理解したうえで情報を収集し，批判的に読み書

きし，整理しながら自らの考えを構築し，相手を意

識しながら発信できる能力と，考えを伝えあい・深

めあおうとする態度を育てる」というものである． 
平成 29 年改訂に向けての教育課程企画特別部会

における高等学校教科「情報」の議論では，「改訂の

必要性」に「高度な情報技術の進展に伴い，文理の

別や卒業後の進路を問わず，情報の科学的な理解に

裏打ちされた情報活用能力を身に付けることが重要」

として，高校「情報」の新科目のイメージ「情報と

情報技術を問題の発見と解決に活用するための科学

的な考え方等を育成する科目」が提示されている． 
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歌唱と合わせた弾き歌い学習におけるクリッカーによる着目点を 
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あらまし：「歌唱」と合わせた「弾き歌い」学習でのクリッカーを使用した相互批評における学生自身の着目点を通した音楽の諸要素を

分析した。結果、「弾き歌い」奏者の「身体の動き」を通して「歌唱」パートが歌い易くなり、「身体感覚」及び「音の要素」「(音楽作

品の)仕組み」に着目することが、「歌唱」と合わせた「弾き歌い」の演奏表現のし易さに結びつく傾向が確認された。 

キーワード：弾き歌い，クリッカー，相互批評，音楽の諸要素 

 

 

1. はじめに 
従来、大学での教員養成課程における弾き歌い指

導は、学生の演奏表現技能育成の観点から、教師主

導による授業構成が多くみられた。 

一方、学校教育現場では、教師が「教え」れば子

どもは「学ぶ」という教師と子どもの相互作用を「教

え」の側から扱いうるという志向性に関する、教員

養成、教員の資質・能力をめぐる論議が存在する。
(1)このような教師の思考の「内部」に射程を留めた

「教育」から、「実践的指導力」を向上させるために、

教師の専門的力量＝専門性を構成する要素としての

教師自身の作用過程に対するモニタリング(自己リ

フレクション)が求められている。(2)  

 本稿では、保育士・幼稚園教諭・小学校教諭の教

員養成課程での授業実践において、リフレクション

（＝反省・振り返り）としてのクリッカーを使用し

た相互批評における音楽の諸要素を分析し、「歌唱」

と合わせた「弾き歌い」学習における学生自身の着

目点を明らかにする。 

 

2. 方法 
表 1 弾き歌い学習の概要 

L2～L6 個人レッスンによる弾き歌い学習 

L7～L9 

L10～L12 

グループで弾き歌い学習（相互批評）→弾き歌い個

人レッスン→グループで弾き歌い学習（自己評価） 

L13～L15 

※数字は 

授業回数 

グループで弾き歌い学習（相互批評）→弾き歌い個

人レッスン→グループで弾き歌い試験発表（自己評

価） 

授業実践は、H.26年 4 月から 7月にかけて、関西

国際大学教育学部教育福祉学科・展開科目「音楽Ⅳ」

（15名＋3名＝18名・2クラス）の学生を対象とし、

方法は、個人レッスン及び発表用のグランドピアノ

1 台、電子ピアノをひとり 1 台ずつ使用した。「音楽

Ⅳ」の授業は「音楽Ⅰ」「音楽Ⅲ」を受講し、ある程

度鍵盤楽器演奏に習熟した学生のための授業で、授

業時間の約半分で弾き歌いの指導、残りの半分は連

弾学習を行った。読譜や基礎的な弾き歌い演奏指導

としての個人レッスンを 15 回の授業カリキュラム

の前半で行い、後半では①「歌唱」と合わせた「弾

き歌い」としてのグループ学習でクリッカーを使用

した相互批評②個人レッスン③「歌唱」と合わせた

「弾き歌い」としてのグループ学習でルーブリック

による自己評価、以上①②③が 1 時間ずつ連続的に

3 サイクル行われ、3サイクル目の第 3回目では最終

試験発表を実施した。①では「歌唱」パートの学生

全員が、一人ずつクリッカーを手にしながら「歌唱」

し、同時進行で「歌い易かったところ」と「歌い難

かったところ」をクリッカーで示し、演奏後、先生

役の「弾き歌い」演奏者とこども役の「歌唱」パー

トの学生が、その結果を見ながら相互批評を行った。 

 「弾き歌い」学習の教材は、教師と子どもによる

かけ合いで歌う前半部分があり、教師が子どもに合

図を示す箇所がある「もりのくまさん」を選択した。 

 

3. 実践結果 
学生がクリッカーに慣れた第 2・3 回目の相互批評

における学生自身が着目した音楽の諸要素の回数を、

以下表 2・表 3 のように、(ⅰ)音楽作品の要素(3)
(ⅱ)

音楽表現の要素(4)に分類し、分析した。 
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表２ クリッカーによる相互批評における 

音楽の諸要素の着目回数(第２回目) 

音楽の諸要素 歌い易かった

ところ 

歌い難かった

ところ 

作 

 

品 

音の要素 A(19)B(6)C(3) A(2)B(0)C(3) 

仕組み A(8)B(4)C(2) A(4)B(0)C(1) 

まとまり A(3)B(3)C(0) A(0)B(0)C(0) 

 

表 

 

 

 

 

現 

練習 A(5)B(4)C(1) A(6)B(2)C(5) 

イメージ A(3)B(1)C(0) A(0)B(0)C(0) 

身体の動

き 

A(8)B(6)C(4) A(1)B(0)C(2) 

身体感覚 A(11)B(8)C(5) A(1)B(0)C(0) 

自分らし

さ 

A(0)B(0)C(0) A(0)B(0)C(0) 

感情 A(4)B(2)C(2) A(2)B(1)C(3) 

特徴づけ A(1)B(0)C(0) A(0)B(0)C(1) 

※Aは中級～上級 Bは初級～中級 Cは初級レベルの学生を指す 

 

 クリッカーによる相互批評における音楽の諸要素

の着目回数は、第 2・第 3 回目とも、2 クラス 18 人

分(A7 人 B6 人 C5 人)を合計した値である。弾き歌い

学習第 2 回目では「歌い易かったところ」における

着目総数は 113「歌い難かったところ」総数は 33、

第 3 回目はそれぞれ 192、26 で、先生役の「弾き歌

い」が、学習過程中盤から終盤にかけ、子ども役の

「歌唱」にとって、歌い易くなっていることを示し

ている。 

 次に、ABC 全レベルで共通する第 2 回目～第 3 回

目の着目点の推移をみると「歌い易かったところ」

で「身体の動き」「身体感覚」が飛躍的に伸びている。

「弾き歌い」奏者の「身体の動き」を通して「歌唱」

パートが歌い易くなり、また「身体感覚」への着目

が、「歌唱」と合わせた「弾き歌い」の演奏表現のし

易さに結びつくと考えられる。 

演奏技能レベルの一番高い学生群 Aでは、第 2・

3回目とも、「歌い易かったところ」で「音の要素」

(テンポ・強弱・アーティキユレーション・音色等)

が他の学生群 B・C よりかなり高かった。ここで

は、演奏表現技能の経験と余裕が「音の要素」の

分析に結びつくと考えられる。学生群 B・C では、 

表３ クリッカーによる相互批評における 

音楽の諸要素の着目回数(第３回目) 

音楽の諸要素 歌い易かった 

ところ 

歌い難かった

ところ 

作 

 

品 

音の要素 A(12)B(8)C(5) A(4)B(2)C(2) 

仕組み A(10)B(7)C(8) A(1)B(1)C(0) 

まとまり A(3)B(3)C(3) A(0)B(0)C(0) 

 

表 

 

 

 

 

現 

練習 A(5)B(5)C(2) A(2)B(1)C(0) 

イメージ A(7)B(2)C(2) A(0)B(1)C(0) 

身体の動

き 

A(22)B(11)C(12) A(2)B(1)C(0) 

身体感覚 A(21)B(18)C(13) A(2)B(3)C(2) 

自分らし

さ 

A(0)B(0)C(0) A(0)B(0)C(0) 

感情 A(6)B(4)C(3) A(0)B(0)C(2) 

特徴づけ A(0)B(0)C(0) A(0)B(0)C(0) 

※Aは中級～上級 Bは初級～中級 Cは初級レベルの学生を指す 

 

第 2 回目～第 3 回目と学習が進むことで、「歌い易か

ったところ」で「音の要素」「(音楽作品の)仕組み」

の着目点数が伸びた。 

 ABC すべての学生群で、「作品のまとまり」「イメ

ージ」が、殆ど「歌い易かったところ」のみに結び

ついており、演奏表現に「作品のまとまり」や「イ

メージ」が感じられるとき「歌い易い」演奏表現と

なっていると考えられる。 

 ABC すべての学生群で、表現の「自分らしさ」の

着目が見られなかった。表現における「特徴づけ」

は、第 3 回目では、全く着目がみられなかった。 

 

4. おわりに 
実践結果から、演奏表現技能のあまり高くない学

生群に、今後、音楽作品の音の要素の分析を、早い

段階から個人レッスン等においても指導することで、

よりスムーズな「歌唱」と合わせた「弾き歌い」学

習につながるのではないかと考えられる。 

また表現における「自分らしさ」「特徴づけ」の着

目が少なかったことから、「歌唱」と合わせた「弾き

歌い」学習は、音楽学習における独自性を発揮する

活動には結びつき難いと考えられる。 

参考文献 
(1) 臨床教育人間学会編:“臨床教育人間学 2 リフレクシ
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(2) 前掲書(1)  pp.6-7 

(3) ゲルハルト・マンテル 久保田慶一訳:“楽譜を読む

チカラ”, 音楽之友社, p.29（2013） 

(4) 前掲書(3)  pp.176-200 
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人工心肺装置の操作教示システムに関する研究 
 

A Medical Training System for the Operation of Heart-lung Machine 
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あらまし：本研究では臨床工学技士を対象とする教育支援システムを提案し、医療機器の操作に着目して

動作訓練を必要とするシステム構成、問題抽出、問題解決を研究課題としている。本論文では、医療機器

例として人工心肺装置を取り上げ、教育支援システムの構成を行い、学習効果の向上を目指した。そこで、

2 つ側面からシステムのコンテンツ構築を試みた。1 つ目は、基本操作の訓練、2 つ目は、トラブル処理

の訓練である。本論文では、トラブル処理訓練の内容を絞って述べる。 
キーワード：教育訓練システム、スキル学習支援、臨床工学技士、医療機器の操作 

 
 
1. はじめに 
臨床工学技士は、医療機器の操作、管理、点検、

修理まで広範囲に及ぶ業務がある。そのため、高度

な専門知識と技術力が要求される。医療系の学生に

とって共通な問題としては、国家免許を取得するま

でに、実患者を対象とする治療や作業ができない。

なお、実習においても、実器具を利用する機会が少

ない。一方、医療ミスをなくすために医療技術を習

熟するまでには多種多量の訓練をこなさなければな

らない。そのため、操作法の習得、安全操作の確認、

応急措置の体験、危険動作の回避といった医療系学

生に欠かせない技術訓練は大きな課題となっている。 
本研究では教育訓練システムの研究開発技術(1)を

活かし、実装置を準備することなく、作業を模擬体

験、いつでもどこでも繰返し練習できるコンピュー

タ教育訓練支援システムの提案を行った(2)-(4)。本論

文では、医療機器例として人工心肺装置を取り上げ、

医用機器の特徴に合わせて教育支援システムを構成

し、操作法教示の向上を目指した。 
 

2. 人工心肺装置の操作訓練 
筆者らは本学臨床工学科 4 年生を対象として、ア

ンケート調査を行った。｢4 年生になってから（病院

実習前）人工心肺装置の操作手順を忘れてしまった

ところがいくつかある」の質問に対して、答えた 31
名の学生全員が「ある」という結果であった。理由

として時間が経ちすぎていると装置に触れる機会が

ないことが多く挙げられた。 
また、臨床工学技士の免許を持っている臨床経験

のある各部門の教員にもアンケートを取った。人工

心肺装置の教育に関する調査において、シミュレー

タの必要性が確認された。例えば、様々な病態に合

わせた術式、またはトラブルをシミュレートさせて

対応を訓練させたいとの答えが得た。 

そこで本研究では、３年次実習の人工心肺装置の

操作法の教示及び関連知識の理解を深めるための教

育訓練支援システムを作成することを試みた。そこ

で、基本操作を教示する「基礎編」とトラブルシュ

ーティングの「応用編」の２つの内容に分かれて、

研究を進めることとした(図 1)。本論文では、2 つ目

のトラブル処理訓練の内容を絞って解説する。 

 
図 1 支援システムのコンテンツ 

 
3. トラブル対処法の学習モデル 
人工心肺装置の教育訓練システム「応用編」とし

て、人工心肺装置の操作時に起こりうるトラブルを

分析し、なかでも３年次に循環機能代行技術学実習

で学習した脱血不良、送血圧異常の 2 つに着目して

トラブル処理の学習モデルを提案した(図 2)。 
この学習モデルにおいて、まず人工心肺装置の操

作時に起こりうるトラブルを列挙する。各トラブル

に関して、教本から抽出した知識を簡潔に提示する。

そして、フローチャート図による対処手順の学習と

確認を行う。更に、トラブルシューティングの様子
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は画像や動画も用意され、必要に応じて映像見本を

見ながら操作法の練習ができる。最後に、クイズに

よって学習効果を確認する。そこで、リアルタイム

の正誤判断によって成績評価を受ける。図 2 に示し

たようにトラブルシューティングを確実にマスター

できるように、各学習段階から勉強したい内容にフ

ィードバックして、それぞれの内容を振り返り学習

ができる。 

 
図 2 トラブルシューティングの学習モデル 

 

3.1 フローチャートによる教示 
トラブル発生時、パニックにならないよう、確実

に操作順を身につける必要がある。操作手順(プロセ

ス)を教示するうえで、フローチャートを用いること

を提案した。フローチャートは医療の現場に限らず

世界共通で使われているものであり、誰がみてもわ

かりやすいツールであるため、操作法教示に取り入

れた。トラブル例の対処法は実例ごとにフローチャ

ート図を作成した。図３に「送血圧異常」のトラブ

ルシューティングのフローチャート提示を示す。よ

り確実にトラブルを解消するように、文字説明の代

わりに、フローチャート図で学ぶことが有効である

ことが分かった。アンケート調査によってその有効

性を確かめた。 
3.2 図形・動画による提示 
教育訓練システムのコンテンツ構成において、実

際に人工心肺装置を用いて、トラブルを再現し、ト

ラブルシューティングの様子を教示見本として動画

におさめた。各トラブルに対して、操作者がとるべ

き行動を段階を踏んで動画提示を行い、装置や操作

を強調したい部位をアップさせたり、説明を赤字で

加えたり、注意事項も文字提示にすることで操作を

確認するだけでなく、実際に気をつけるべきことも

学ぶことが出来る。映像で学べる教材として、実際

の手の動きなどをみることで臨場感が得られて、実

習後にも自分が行った操作に類似した動画を見るこ

とでその場にいるような感覚で復習が可能となる。 

図 3 トラブル対処法のフローチャート提示 
 

3.3 クイズによる知識の確認 
知識の習得及び学習効果の確認を行うために、ソ

フトウェア QuizCreator を用いて、多種多様な問題の

作成に努めた。トラブルシューティングに関する問

題の形式は正誤判断や複数選択などの問答方式で、

国家試験によく出る形式も取り入れた。回答後にシ

ステムによる正誤判定を行い、得点の成績評価をリ

アルタイムで受けることができ、正解の解説を見な

がら、確実に知識を身につけることが可能になった。 
 

4. まとめ 
本論文では、医療機器の代表例として人工心肺装

置を取り上げ、操作法の教示を中心とした教育支援

システムの構成を行った。そこでトラブルシューテ

ィングの学習モデルを提案し、操作順のフローチャ

ートや手本操作の動画、クイズを活かしたマルチ教

材を利用することで、効率的な修得が可能となった。 
本学科の学生を対象としてアンケート調査を実施

し、構築した支援システムを評価してもらい、８割

以上の人からシステムの有用性が確認された。 
今後の研究課題として、対象の医療機器を増やし、

センサなどを用いて動作の計測や分析により、より

高度な知識と操作技術を教示できるようなシミュレ

ーションシステムの研究開発を行う。 
本研究の一部は JSPS 科研費 25350304 の助成を受

けたものである。 
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心拍変動を活用した熟練性評価の可能性について 
－採血実施時における看護師と初学者との比較－ 

 

Possibility of Skill Assessment by Heart Rate Variability 
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あらまし：看護技術の暗黙的な看護実践知を教授するために，熟練性が要求される専門技術のひとつであ

る採血行為時における心拍に注目し，その変動から特徴を抽出することを試みた．その結果，看護師と初

学者では，成功回数が同じでも自律神経反応である心拍の RRI(R-R間隔)の変動が異なり，採血行為に対

する両者の精神面での集中状態が異なることがわかった．  

キーワード：熟練性，採血技術，自律神経反応，心拍，RRI 

 

 

1. はじめに 
看護技術における「熟練の技（わざ）」や「コツ」

は，技術の「暗黙性」ゆえに伝承されにくい．これ

までの研究では，知識の暗黙性に焦点を当てたもの

が多く，看護技術の技能の暗黙性についての研究は

少ない(1),(2)
 ．本研究では，学習目標とする熟練性を

評価するために，被験者の採血行為時における看護

師と初学者の緊張状態の違いを，生体データから検

討することを目的とする．具体的には，自律神経反

応として心拍を計測し，心電図波形から R 波の間隔

（RRI）を導出し，その変動に着目する． 

 

2. 実験方法 
研究に同意の得られた看護師（女性 2 名）と，採

血技術に関して知識や経験をもたない学生（初学者）

11 名（男性 8 名，女性 3 名，平均年齢 22.1±2.9 歳）

を被験者とした．採血実施には，腕モデル（ADAM 

ROUILLY 社／点滴・採血トレーナー）を用いた．

初学者に対しては，実験前に採血技術について口頭

および映像で説明を行い，腕モデルを用いた練習を

複数回行った．心拍計測には，被験者にとって拘束

性の少ない小型ポリテレメータ（ニホンサンテク株

式会社）を使用した．図 1 に示す 3 点誘導法〔陽極

（A），陰極（B），ground（C）〕により，ディスポー

ザブル心電図電極を前胸部と腹部の 3 箇所に貼付し

た．被験者である看護師と初学者は，電極を装着後､

着座・閉眼で安静状態を 1 分間測定する．採血行為

は，それぞれ 10 回ずつ連続で行い，実施中の心拍を

計測し安静状態と比較した．測定時間は，採血行為

1 回につき約 1分間とした．図 2 に測定風景を示す．

事前に共同研究者所属機関である大阪府立大学研究

倫理委員会の承認，実験参加者からインフォームド

コンセントを得た上で実施した．  

                
図 1 心電図電極貼付例   図 2 測定風景 

 

3. 分析方法 
自律神経系の反応には，交感神経系と副交感神経

系があり，ほとんどの臓器がこれら 2 系統からの二

重支配を受ける．交感神経系は危急事態に対峙する

ために，副交感神経系は休息や休養を希求するため

に，拮抗的に活動している．したがって自律神経系

の反応は，意思とは無関係に生じているにもかかわ

らず，体験される心的事象と少なからず対応してい

るとされる(3)．心電図波形は，図 3 に示すように主

として，P 波，R（QRS）波，T 波の 3 種類から構成

されるが，心拍の測定や評価を行う場合は，R 波と

R 波の時間間隔（RRI）を用いる(4)．得られた心電図

データから正確な RRI を導出し，N 拍と N+1 拍の

RRI を差分し，階級幅を 10ms でヒストグラムを作

成し，安静と実施中の精神状態を検討した． 

 

 
図 3 心電図波形例 

 

F6-2 

― 397 ―



4. 結果と考察 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採血行為の成功回数が同じだった看護師(No.12)

と初学者(No.5)を例に，安静状態の RRI の変動と試

行 6 回目の RRI の変動のヒストグラムを図 4，図 5

に示す．看護師では，採血行為中の RRI の変動が

10ms～20ms に集中しており，安静時に比べ心理状

態が異なることがわかる．また，試行回数による差

もほとんどみられなかった．採血や静脈注射など血

管に針を刺入する技術は，「患者の血管の位置や状態

を把握すること」がコツの一つ(5)といわれており技

術の手順などを既に体得している看護師にとって， 

RRI の変動が少ない状態とは，採血行為に対する「集

中」と考えられる．一方初学者では，看護師に比べ

安静時と採血行為時のRRIの変動の分布に偏りが少

ない．これは，初学者の方が採血行為中にリラック

スしているように見受けられるが，インタビューの

フリートークの中で「腕モデルであったため，緊張

せず割り切って作業した」と回答していることを考

慮すれば，初学者には，採血技術は人に対する医療

行為であるという自覚や意識が充分に形成されてい

ないことがうかがえる．以上から，看護技術の熟練

性評価に，自律神経反応である心拍の RRI の変動が

応用できる可能性が示唆された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 謝辞 

ご協力いただいた被験者，ならびに解析にご尽力

いただいた大阪府立産業技術総合研究所袖岡孝好主

任研究員に感謝いたします． 

なお，本研究は，平成 23 年～24 年度日本学術振

興会科学研究費補助金挑戦的萌芽研究（課題番号：

23660015）の助成を受け実施した． 

 

参考文献 
(1)  K.Yoshioka, S.Murashima, K.Asahara: “Tacit knowledge 

of public health nurses in identifying community health 

problems and need for new services a case study”, 

International Journal of Nursing Studies, 43.7(2006)819. 

(2) 大川百恵，川田世里子，松岡和江： 外来看護師が行

う瞬間の看護に潜在する暗黙知 看護場面をナラテ

ィブで振り返って 日本看護学会論文集，39(2009)75. 

(3)  藤澤 清：新生理心理学 1 巻，宮田 洋監修，北大

路書房(2002)p.160 

(4)  藤澤 清：新生理心理学 1 巻，宮田 洋監修，北大

路書房(2002)p.28 

(5) 真嶋由貴恵，前川泰子：看護師の注射技術における

コツ（暗黙知）の分析-インタビュー調査より-第 28

階日本看護科学学会学術集会講演集(2008)299. 

図 4 看護師(No.12)の安静時と採血行為時の RRI の変動ヒストグラム 

図 5 初学者(No.5)の安静時と採血行為時の RRI の変動ヒストグラム 

教育システム情報学会  JSiSE2015 

第 40 回全国大会  2015/9/1～9/3 

 

― 398 ―



医療系知識習得型授業におけるアクティブ・ラーニングの設計 
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あらまし：看護教育における授業は講義，学内演習，臨地実習の３つの型に分類できる．今回，従来の知

識伝達型である講義で行われることが多い「疫学」の科目において，グループワークやプレゼンテーショ

ン，クリッカー，ミニッツペーパーなどのアクティブ・ラーニングの要素を組み入れた実践を行った結果，

高い単位取得率となった．本稿では，今回の授業デザインについて述べ，学生による授業評価からその効

果について考察する． 
キーワード：アクティブ・ラーニング，疫学，授業デザイン，評価，看護教育 

 
 
1. はじめに 
看護教育における授業は講義，学内演習，臨地実

習の３つの型に分類できる．今回，従来の知識伝達

型である講義で行われることが多い「疫学」の科目

において，グループワークやプレゼンテーション，

クリッカー，ミニッツペーパー（授業ポートフォリ

オ）などのアクティブ・ラーニングの要素を組み入

れた実践を行った． 
疫学（Epidemiology）とは，歴史的に疾病の予防

に係わる方法論として発展してきた．現在では公衆

衛生看護学の中で，地域，職域や学校等の特定の人

間集団における疾病だけでなく，健康関連事象の分

布とその関連・影響因子について分析し，得られた

知見に基づいて健康関連事象をコントロールすると

いう実践的な目的をもっており，保健師国家試験の

出題範囲に含まれる．またその考え方や研究方法論

は，根拠に基づいた看護（Evidence-based nursing）
を行うための基盤となり，看護研究を行うためにも

不可欠の知識である．しかし，内容が概念的であり，

看護学生にとってはなじみのない専門用語等を理解

するのが難しいといわれている．そこで，疫学の知

識の理解を助け，授業目標の達成を支援するために，

アクティブ・ラーニングの手法を用いた授業を設計

した．本稿では，その授業デザインについて述べ，

学生による授業評価からその効果について考察する．  
 

2. 授業実践の方法 
2.1 対象科目 
本稿では，H26 年度後期に開講した疫学（2 年生

後期，必修科目）の授業実践について報告する．本

科目は保健師課程専攻の選抜対象科目である．  
対象受講者は 107 名であり，最終日まで受講した

ものは 106 名だった． 
2.2 具体的な授業ツール 
1） 授業オリエンテーション：シラバスはあらかじ

め大学のデータベースに登録してある．さらに，

最初の授業でガイダンスを行い，15 回の授業計

画では，各回の講義トピックだけでなく，グル

ープによる今日のニュースの発表，ピアレビュ

ー，テスト，授業ポートフォリオ，マイノート

の作成などについて示した．また，授業は教科

書を中心に解説するので，必ず専門用語につい

て予習して耳馴れておくように促した． 
2） 各回授業の構成：毎回の 90 分の授業時間の構成

と時間配分を示している．これにより学生は授

業の進行状況を理解して参加することができる． 
3） アクティブ・ラーニング手法：溝上は講義が講

義型授業と演習型授業に分けてアクティブ・ラ

ーニングの手法を整理(1)している．それらを表

に示し，本授業で取り入れているものに印をつ

けた（表 1）． 
 

表 1 本授業で実践しているアクティブ・ラーニング 

  
  

内容 本授業

で実施 
ツール 

学
習
プ
ロ
セ
ス 

講
義
型
授
業 

コメント・質問を書かせる ○ 授業ポートフォリオ

ピアレビュー リフレクション ○ 

ディベート     
レスポンスアナライザー  ○ クリッカー 
身近な現象を観察さ

せる 
    

演
習
型
授
業 

情報収集 ○ 課題提示 
インタビュー・質問紙

調査・実験 
    

製作 ○  
マイノート，作

問（クイズ） 
野外観察     
グループ・ディスカッション ○ 

今日のニュース

の発表・質疑 
PPT の使用 

グループ学習 ○ 

プレゼンテーション ○ 

教員・他の学生との質

疑応答 
○ 
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授業ポートフォリオおよびニュース発表のピ

アレビュー用紙は，毎回使用するため，他の資

料との区別をしやすくするために少し厚めの色

紙を使用している． 
授業ポートフォリオは，15 回の授業の出席状

況を一目瞭然に把握することを目的に，両面を

使用し１枚で収まるようにしている．さらに，

学生が自ら目標管理できることを目的に，初回

には授業ガイダンスの後，学生自身の授業到達

目標を，最終回にはその達成状況について記載

させている．同様のツールに織田の大福帳(2)が

あるが，特に「予習時と授業後の理解度」を分

けて 5 段階の数値で記載させるようにしている

点で異なる． 
今日のニュース発表に対するピアレビュー評

価様式は，授業後半で疫学調査法について学ぶ

ことを考慮し，プレゼンに対する評価だけでな

く，調査方法の分類を記入できるようにした． 
その他，受講生の意見や様々な状況を把握す

るためにクリッカーの使用，知識の定着を図る

ための復習テスト（小・中）およびグループで

の作問（作成してメールで提出後，ホームペー

ジに掲載）などを導入している．作問について

は，動機づけを高めるために，良問は毎回のテ

ストに採用することがあることを周知している． 
2.3 成績評価方法 

本授業の目標を達成するために，成績の評価を以

下のように行っている． 
（1）知識の定着度：小・中テスト 80％ 
（2）受講態度：授業ポートフォリオ 10％ 
（3）課題提出：作問・今日のニュース 10％ 
 

3. 授業評価 
3.1 評価方法 
最終授業の際に，無記名自記式調査用紙を用いて

アンケートを実施した．学生には，授業改善を目的

とした調査であること，本結果を学会等で報告する

ことがあることを口頭で説明し，自由意思での提出

を依頼した．配布は当日出席者 103 名に対し，回収

数は 101（回収率 98.1％）であった． 
3.2 授業目標に対する結果 

7 つの授業目標について，達成できたか否かの 5
段階評価の結果を表 2 に示す．個人の平均点の最高

は 5 点，最低は 2 点であった． 
疫学の概念と基本用語については最もよく理解で

きており，保健師活動における疫学的視点の重要性

の理解へとつながったようである．特に，数学が苦

手な学生がつまずきがちな危険因子についても，小

テストの結果や授業ポートフォリオのコメントから

把握できたため，次の授業での復習や，繰り返しの

小テストへの出題により理解が深まったのではない

かと考える．  

3.3 アクティブ・ラーニング手法に対する結果 
7 つの手法について，学習の促進，学習意欲，授

業目標達成などに活用できたか否かの 5 段階評価の

結果を表 3 に示す．個人の平均点の最高は 5 点，最

低は 1.6 点であった． 
自由意見で多かったのは，「クリッカーが面白かっ

た」，「小テストが毎回あって理解しやすかった」，「授

業ポートフォリオに毎回コメントがあって嬉しかっ

た」，クイズを作成することが「ためになった」，逆

に「負担だった」，その他「具体例があり，要点が求

められたスライドなど，授業がわかりやすかった」

という意見も多くみられた．また，「国試の時には教

科書と授業ノートを活用する」という意見もあり，

教科書を中心に授業やテストを行ったこと，マイノ

ートを作らせたことが，学習結果の可視化につなが

り，2 年後の国家試験に向けての学習方法の目途を

たたせたのではないかと考える． 
最後に自己評価が最低点の学生のコメントは「難

しく、内容も盛り沢山でしたが、分かり易く教えて

いただいたと思います。ポートフォリオなど、きち

んと見ていただいて、嬉しかったです。もっと自分

が疫学に興味が持てたら良かったな…と思いまし

た。」とあり，疫学への興味喚起方法について課題が

残った． 
表 2 授業目標の達成度 

授業目標 平均点

①疫学の概念と基本用語を理解し説明できる 3.9

②疫病頻度とリスクあるいは効果の指標について説

明できる 

3.7

③疫学調査法について説明できる 3.6

④集団検診の原理と方法について説明できる 3.5

⑤主な人口統計と保健統計について説明できる 3.6

⑥主な疾患の頻度と分布，危険因子および予防につ

いて説明できる 

3.8

⑦保健師活動における疫学的視点の重要性について

説明できる 

3.8

 
表 3 アクティブ・ラーニング手法の評価 
 平均点 
① 今日のニュース発表 4.0
② 小テスト・中テスト 4.6
③ 授業ポートフォリオ 3.9
④ テスト統計の公表 4.2
⑤ クリッカー 4.1
⑥ クイズ作成 3.8
⑦ クイズホームページ 3.2
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モバイルデバイス用数式入力インターフェースの開発 
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あらまし：ｅラーニングのオンラインテストで，PC での利用だけではなくスマートフォンなどのモバイ
ルデバイス環境を提供することは，ドリル的な練習機会を増やすことにつながると考えられる．我々は，

数学オンラインテストシステム STACKを活用した，計算問題などのドリル的な練習環境を提示すること
を目的とし，モバイルデバイスでも容易に数式入力可能なフリックキーボード式のインターフェースを試

作したので，デモを交え報告する． 
キーワード：数式入力インターフェース，STACK 

 
 
1. はじめに 
近年，多くの教育機関で学習管理システム

（Learning Management System, LMS）を活用した教
育が実施され，その利用方法の一つとして，学生の

理解度を確認するためのオンラインテストの実施が

挙げられる．一般の LMS に備わっているオンライ
ンテストの形式は多肢選択型，正誤判定型，数値入

型の問題タイプがほとんどであったが，そのような

問題タイプに加えて，自然科学教育などで求められ

る，数式で提示された解答の自動採点を行う，いわ

ゆる数学オンラインテストシステムも最近注目され

るようになってきた．Maple T.A.（1），MATH ON WEB
（2），STACK（3-5）などはその例であり，実際に様々

な教育機関で数学，物理学の演習問題を実施するた

めに活用されている． 
このようなオンラインテストは，学生の理解度を

確認するためのテストとして活用するだけでなく，

自動採点により即座に正誤評価される利点を活かし

て，多くの問題をドリル的に解いて練習していくと

いう活用方法も考えられる．問題の設計によっては，

パラメータをランダムに生成することにより，同類

であるが異なる問題を繰り返し練習することも可能

であり，これもドリル型の学習には相応しいと考え

られる． 
オンラインテストをドリル的に活用する場合，PC

だけでなく，スマートフォンなどのモバイルデバイ

スを利用して，いつでもどこでもテストに取り組む

ことができれば，活用範囲は広がると考えられる．

一方で，選択型や数値入力型ではなく，数式を入力

する場合，入力の煩雑さという問題点に直面する．

例えば，(𝑥 + 2)(𝑥 + 3)を展開せよ，という問題に対
して𝑥! + 5𝑥 + 6と解答する場合，多くのシステムで
は x^2+5*x+6 のように「一次元的」に入力する必
要がある．しかし，数字と記号が混在し，スマート

フォンのキーボード画面を何度も切り替える必要が

生じ，その操作も合わせて 19回のキータッチを求め
られる． 
実際，スマートフォンの利用に限らず，PCでの利

用の場合でも数式入力は課題の一つとなっており，

次節で紹介するように，いくつかの試みが見られる．

今回我々は，スマートフォンなどのモバイルデバイ

スを活用して，数学オンラインテストシステムによ

る計算問題のドリル学習を効率的に行うことを目指

し，モバイルデバイス用数式入力インターフェース

を試作した． 
 

2. 数式入力インターフェースの例 
先述のとおり，数式入力の効率を上げるために，

いくつかのインターフェースが提供されている．例

えば，Maple T.A.では「数式エディタ」が用意され
ている．これは，入力した数式が「2次元的」（例：
𝑥! + !!!

!
）に表示されるものであり，指数や分数の

認識効率を高め，またスマートフォンやタブレット

での入力もサポートしているが，入力するために，

英数字や記号のキーボードの切り替えは必要であり，

入力の煩雑さを軽減するものではない． 
また，STACK の数式入力の効率化をねらって，

MathTOUCH（6），MathDox を利用したインターフェ
ース（7）などが提案されている．これらは，主に PC
での利用が想定されており，MathTOUCHは Javaプ
ラグインとして動作するために，モバイルデバイス

の OS によってはサポートされず，MathDox を利用
したインターフェースも，モバイルデバイスには対

応していない． 
我々は，モバイルデバイスでの数式入力の煩雑さ

を軽減するために，主にモバイルデバイスで利用さ

れているフリック入力を応用することができないか

という着想のもと，STACKでの利用を想定して，フ
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リック入力式数式入力インターフェースの開発に着

手した．このインターフェースの開発により，数学

オンラインテストのドリル的な活用機会が増えると

期待している． 
 

3. フリック式数式入力インターフェース 
開発にあたり，利用するモバイルデバイスの OS

の依存を最小限にするために，JavaScriptで実装した．
また，入力された数式を表示するために，同じく

JavaScript で開発された MathDox と連携する方法を
選択した．本節では，インターフェースの概要と，

簡単な例を用いてどのように数式が入力されるのか

を紹介し，最後に入力効率について，従来型のキー

ボードによる直接入力とのキータッチ数を比較した． 
3.1 インターフェース概要 
図 1に基本のインターフェースを示した．左列の

「123」キーで数字，「𝑥𝑦」キーでアルファベット・
ギリシャ文字のキーボードに切り替えられ，「𝑓𝑥」
で三角関数，指数関数などの関数がポップアップで

現れる．右側の列に基本演算キーが割り当てられて

いる． 

 
図 1 基本インターフェース 

3.2 入力例 
(𝑥 + 2)(𝑥 + 3)を展開する問題で，𝑥! + 5𝑥 + 6を解

答する場合の数式の入力の様子を図 2 に示す．𝑥を
タップし上方向にフリックすることにより，𝑥の指
数入力待機状態となるので（図 2左），数字の 2を入
力する．その後+を入力した後，5をタップし左方向
にフリックすることにより5𝑥が入力される（図 2中）．
そして，+，6を順番に入力し，数式の入力を終える
（図 2右） 

 
図 2 𝑥! + 5𝑥 + 6の入力の様子 

図 2 中のように比較的よく入力される数値と𝑥あ
るいは𝑦の積をあらかじめ用意することにより，入
力の手間を省く工夫をしている．また，図 3のよう

な演算子のフリック入力を用意している． 

 
図 3 演算子のフリック入力 

3.3 入力効率 
表 1にいくつかの数式の入力に対し，数式入力に

必要なキータッチの数を比較した．なお，直接入力

の場合アルファベットのキーボードの状態から始め，

フリック入力の場合図 1の状態から入力を開始する
こととした．また，アルファベットのキーボードの

まま，数字切り替えキーを押しながら数字を選択す

る方法は用いないものとした．表 1からわかるよう
に，明らかにキータッチ数は減っており，入力の軽

減につながっていると考えられる．関数の入力にお

いて，それは顕著であることが伺える． 
表 1 整数の表現 

入力すべき数式 直接入力 フリック入力 
𝑥! + 5𝑥 + 6 19 8 

3𝑥! −
2𝑥

𝑥! + 1 ! 36 13 

2𝑥 cos 𝑥! 23 7 
 
4. まとめ 
数学オンラインテストを受験する場合，PCでの利

用だけではなくスマートフォンなどのモバイルデバ

イスでの利用環境を提供することは，ドリル的な練

習機会を増やすことにつながると考え，我々は，数

学オンラインテストシステム STACK の利用を想定
して，モバイルデバイスでも容易に数式入力可能な

フリック式の数式入力インターフェースを試作した． 
このインターフェースを利用することにより，同

じ数式を入力する場合でも，キータッチ数が少なく

なることが確認できた． 
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Moodleと Office 365の連携における学習支援環境 
 

 

Learning Environment on Integration of Moodle and Office 365 
 

 

篭谷 隆弘 
Takahiro KAGOYA 

仁愛大学人間生活学部子ども教育学科 
Faculty of Human Life, Department of Child Education, Jin-ai University 

Email: kagoya@jindai.ac.jp 
 

あらまし：学習管理システムである Moodleでは，ファイルリポジトリ機能として様々なコンテンツをロ

ーカルディスクのみならずクラウドストレージ等からも読み込み利用できる．本学では本年度の Office 

365の導入に併せ，OneDrive for Business上のファイルを扱えるようにした．また，モバイル端末向けの

Microsoft Office も併せて利用することで，授業での課題提出を効率よく行えるようになった．これらの事

例について報告する． 

キーワード：Moodle，Office 365，学習支援環境，クラウドストレージ 

 

 

1. はじめに 
近年，高等教育機関における ICT の利活用は必要

不可欠になっており，さらには e-Learning システム

を用いた授業展開も一般的なものとなってきている．

このような現在の学習支援環境におけるひとつの重

要なプラットフォームとして学習管理システムであ

る Moodle(1)が利用されている．Moodleの利用により

授業およびその前後における資料の提示や課題の回

収が効率的に行え，また学習履歴の把握も行いやす

くなっている． 

一方，資料や課題としてのファイルは，従来から

のローカルディスクのみならず，インターネット上

のクラウドストレージ上に置かれることが増えつつ

ある．これにより，PCはもとよりモバイル端末を含

めたマルチデバイスで同一のファイルの閲覧が可能

となり，またモバイル端末においても容量による制

約をうけにくくなっている．このようなクラウドス

トレージサービスとしては一般向けから企業向けの

ものまで各種存在しているが，そのひとつとして

Microsoft 社が Office 365(2)の一部として提供してい

る OneDrive for Business（以下 OneDrive と表記※する

場合がある）は同社の文書作成ソフトウェアである

Office との親和性も高く今後の普及も見込まれる．

本学では 2015 年度より学内ユーザの利用を開始し

た． 

この OneDrive上のファイルを Moodleの資料とし

て利用したり，学生が課題として提出できる環境を

構築し利用を開始した．本稿執筆時には十分な利用

実績はないが，その構築内容を報告する． 

 

                                                        
※ 本来 Office 365で提供される OneDrive for Business と

一般向けのMicrosoftサービスとして提供される OneDrive

は異なるものであるが，本稿では OneDrive と表記する． 

2. Moodleファイルリポジトリ 
Moodle はオープンソースで開発が進められてい

る LMS（学習管理システム）のひとつで，現在国内

はもとより全世界において利用されている．その拡

張性の高さから様々な外部モジュールも利用でき，

多様な学習活動を実施できるツールとなっている． 

Moodle では旧バージョンでは，各種ファイルは

Moodle をインストールしたサーバと同一ディスク

上に直接置かれる形態であったが，現行のバージョ

ン（Moodle2.0 以降）ではファイルリポジトリ機能

として様々な外部のシステムと連携が可能となって

いる．外部のシステムの例としては，DropboxやBox，

Google Drive，OneDrive などのクラウドストレージ，

YouTube や Flickr, Wikimedia などのメディアサイト

が挙げられる．これらのどのシステムと連携するか

は Moodle サイトの管理者によって設定がなされ，

実際の利用においては個人毎の外部システム側での

認証が必要となる． 

 

3. OneDrive for Business 
OneDrive for Business は Microsoft 社が企業等を対

象の中心として提供する統合クラウドサービス

Office 365 のひとつとして，ファイルストレージを

提供するものである．また教育機関向けとしては

Office 365 Education の名称にて同様のサービスを無

償（E1 プラン）にて利用できる．本学では 2015 年

度より全学生・全教職員での利用を開始した．作成

したファイルを PCから Web や同期ツールにてクラ

ウド上に転送出来るほか，Office（Word, Excel, 

PowerPoint 等）の保存先として直接 OneDrive を指定

することも可能となっている．また，スマートフォ

ン用のアプリによってファイルの閲覧が可能なほか，

モバイル版 Office によって編集が可能となっている． 
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4. OneDriveの Moodleリポジトリ登録 
Moodle ではあらかじめ数種のリポジトリプラグ

インが備わっており，OneDrive については，一般向

けの OneDrive 用プラグインのみが標準で提供され

ている．それら以外の様々な非標準プラグインにつ

いては，別途ダウンロード・インストールが必要に

なる．Office 365 サービスの利用については，

Microsoft Open Technologies, Inc.が提供するプラグイ

ン(3)が必要となる．その設定に必要となる項目とし

て，OpenID Connect における Secret キーや Endpoint

等がある． 

さらに，Office 365 と Moodle のシングルサインオ

ンを実現するため，Microsoft Azure 上に認証システ

ム Active Directory を構築する．（なおこれまでも

Moodle の認証として学内の Active Directory を利用

している．）ここでの AzureAD のテナントを Moodle

側のプラグインに設定することでサーバ間での統合

が行えることになる． 

 

5. ユーザの OneDrive上のファイル利用 
Moodleサーバ側において，リポジトリ等の設定が

行われると，各ユーザのプロファイル項目にて，

Office 365 の接続管理を行うことができるようにな

る．さらに，ファイル選択を行う場面（教師の場合，

提示する資料（リソース），学生の場合は提出する課

題ファイル等）において，ファイルピッカーが表示

され，OneDrive 上のファイル選択が可能となる． 

 

図 1 Moodleファイルピッカーでのファイル選択 

 

6. モバイル版 Officeの利用 
Microsoft 社は，従来の PC版の Office に加え 2013

年 3月に Office 365 利用者向けに iPhone版を公開し

その後，iPad 版，Android 版，それらの無償版を提

供するに至っている．（ただし一部の機能は Office 

365 プレミアム機能としてサブスクリプションが必

要） 

本学では，Microsoft 社と包括契約プログラムを利

用することにより，学内ユーザが PC 版・モバイル

版のOffice利用が可能となっている．（Office ProPlus, 

Student Advantage） 

 

7. まとめと今後の展開 
学習管理システム Moodle とクラウドサービス

Office 365 の連携およびモバイル端末の活用により，

モバイル端末でのレポート作成から Moodle 上への

提出という形が実現でき学生の学習支援環境がより

効率的なものとなると思われる．すでにこれまでモ

バイル端末での情報の閲覧はなされてきているが，

課題レポート等の作成にはどうしても PC が不可欠

であった．また，ファイルの Moodle へのモバイル

端末からのアップロードは Web ブラウザを介する

関係で，写真データ等（Moodle Mobileでは音声も可

能）に限定されている． 

現状での問題点として，モバイル端末利用時にフ

ァイルピッカーでのファイル選択が UI の関係で煩

雑な点が挙げられる． 

今後 Office 365 で提供される他のサービスも統合

を進める予定である．（本稿執筆時にはまだ利用して

いない OneNoteでの課題共有, Outlookカレンダーと

の同期等）また，学生のモバイル版 Office の利用お

よびそのファイルの Moodle への提出について利用

状況を調査する予定である． 
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復習教材としての授業収録ビデオの配信の試み 
 

An Experimental Practice of Video Streaming of Lectures as Review Materials 
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あらまし：第一著者が担当する授業科目の 1つにおいて，これまで，板書内容を中心とした授業風景をビ

デオ収録し，復習教材として視聴できるよう，大学の教育・学習支援システムを利用して継続的にインタ

ーネット配信してきた．本発表では，ビデオ配信の仕組みとこれまでの取り組みを紹介するとともに，学

生の視聴状況から，このような授業風景を収録したビデオの復習教材としての可能性を確認する． 

キーワード：授業ビデオ，復習教材，インターネット配信，LMS 

 

 

1. はじめに 
近年の情報通信技術の発達に伴い，授業をビデオ

収録し，インターネット配信する取り組みは多い．

例えば，スタンフォード大学工学部等で開講される

授業科目の一部がスタンフォードオンラインとして

1995 年よりインターネット配信されていることは

よく知られている(1)．日本国内でも，北陸先端科学

技術大学院大学や帝京大学では一部の大学院研究科

や学部で開講する全ての授業科目を自動収録し，

LMS から視聴可能な形でインターネット配信を行

っている(2)-(4)．  

一方，我々東北大学でも，インターネットを介し

て授業を受講可能とする仕組みである東北大学イン

ターネットスクール（ISTU）において，2002年度の

発足当初より一部の授業をビデオ収録し，LMSであ

る ISTU システムからインターネット配信を行って

いる(5),(6)．本稿では ISTUによる授業ビデオのインタ

ーネット配信の仕組みを紹介するとともに，第一著

者が担当する授業科目の 1つで授業をビデオ収録し，

復習教材として継続的にインターネット配信を行っ

ている試みについて報告する． 

 

2. ISTUシステム 
2.1 全学的教育・学習支援システムとしての ISTU 

ISTUは，発足当初，社会人学生やその他通学が困

難な学生の修学機会拡大のために東北大学大学院が

開講する一部の授業をインターネット上で受講可能

とすることを目的としており，事前に登録された授

業科目のみが ISTUシステムを利用できていた1． 

これに対し 2009 年度に東北大学の教育系情報シ

ステムを管理・運用する教育情報基盤センターが設

                                                        
1 ISTUによる授業配信を制限するものではなく，任意の

授業科目で ISTUシステムを利用可能としていたが，利用

にあたって事前の登録手続きを要していた． 

置されと，ISTUシステムの運用も，それまでの大学

院教育情報学研究部 ISTU 支援室から当該センター

に移管され，2010年度には，大学の利用者認証シス

テムを利用することで全教職員，学生が標準で ISTU

システムにログイン可能とし，かつ，教務情報シス

テムとのデータ連携により，学部，大学院問わず，

開講される全ての授業科目が ISTU システムに登録

され，資料配布やレポート授受，確認テスト，オン

ラインディスカッション等に自由に利用できる形に

システムが更新された(7)． 

ただし，実際の利用は各部局や担当教員に任され

ており，医学系研究科のように組織的に ISTU を活

用し，ほぼ全ての講義を ISTU で受講可能としてい

る部局がある一方，ほとんど利用していない教員も

多い．全体としては，2014年度末の時点で約 1割の

授業科目で ISTUシステムが利用されていた． 

2.2 ISTUによる動画配信機能 
2010 年度に導入された現行システムでは，Helix 

Universal Server，Adobe Flash Media Interactive Server

を備え，RealVideo，WMV，QuickTime，および H.264

の各形式による動画を配信可能としている．これら

は個別の授業科目の教材の 1つとして管理され，受

講学生のみ視聴可能とできるほか，利用者認証なく

一般公開用としても配信できるようになっている． 

ただし，マルチビットレートや動画形式の自動変

換には対応しておらず，動画の登録者がシステムで

サポートする形式に変換する必要がある上，インタ

ーネット配信できるようビットレートを調整してお

く必要がある． 

 

3. 復習教材としての授業ビデオ配信の試み 
3.1 対象授業と収録・配信方式 
今回報告する復習教材として授業ビデオを配信し

た授業科目は工学部 3～4 年生を対象として開講さ

れている「データベース」の講義である．当該授業
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科目は第一著者ともう 1名の教員が共同で担当する

形で 2007年度より開講され，選択必修科目となって

いる．ただし，2011年度前期までは第 7セメスター

に開講されていたが，2011年度後期から第 6セメス

ターに変更され，受講者数も大きく変化した（表 1）． 

全 15回の授業のうち前半の 8回ないし 9回を第一

著者が担当し，ここでは主にデータベースの概要や

リレーショナルデータベースを中心に扱っているが，

SQLなどの実学部分は 1回のみであり，リレーショ

ナル代数や従属性，正規化といった理論を中心とし

た内容としている．授業ではプロジェクター等は使

用せず，板書を中心とした説明を行っている．また，

学習内容の定着を図るため，毎回，成績には関係し

ない演習課題を課すか，成績評価対象となるレポー

ト課題（2 回）を課している．出欠は確認している

が，成績には無関係であることを明示している． 

授業収録ビデオの配信は 2009 年度より実施し，

2009 年度と 2010 年度は DV ビデオにより収録した

ビデオを 320×240px，30fps，約300kbps（2009年度），

または 640×480px，30fps，約 1Mbps（2010 年度）

のWMVに変換して配信した．ただし，板書内容が

確認できるよう黒板の特定位置をズームし，授業の

進行に合わせてパンする形で撮影を行っている．一

方 2011 年度以降は，1920×1080px の HD 画質で収

録することで黒板全体を撮影しても板書内容を十分

確認できることが確認できたため，ハイビジョン対

応のビデオカメラを利用し，1920×1080px，30fps

の AVCHD で撮影し，これを 1920×1080px，12fps，

約 1700kbps の H.264 に変換して配信した（図 1）．

インターネットを介した際にもできるだけ問題なく

視聴できるようフレームレートを落としているが，

目視で確認した限りでは授業内容の確認に特に問題

ないことを確認している． 

 

 
図 1 HD画質固定カメラによる授業ビデオ配信例 

 

3.2 ビデオ視聴状況 
今回の授業収録ビデオの配信結果として，2010年

度から 2014年度までの各授業における受講者数（受

講登録のみや，出席が数回限り等，実質的に履修放

棄とみなされる学生を除外），期間中の配信授業回数，

および視聴が確認された受講者数（のべ人数，各回

の平均，および受講者数に対する割合）を表 1に示

す（2009年度は旧システムのため記録がない）． 

これを見ると年々視聴者数が増加しており，この

1～2年は受講者の 1割程度が視聴していたことが判

る．この増加は，システム更新により全授業科目で

ISTUを利用可能となった後，学生への普及が進んだ

ことによると思われるが，これとともに，復習教材

としても一定程度の需要があることが予想できる． 

 

表 1 授業ビデオ配信結果 

年度・期 
受講 

者数 

配信 

授業数 

視聴者数 

のべ 平均 割合 

2010・前 17 7  0 0.0 0.0% 

2011・前 17 8  4 0.5 2.9% 

2011・後 66 9  5 0.6 0.8% 

2012・後 62 9 31 3.4 5.6% 

2013・後 62 8 54 6.8 10.9% 

2014・後 61 8 49 6.1 10.0% 

 

4. おわりに 
以上，ISTUによる動画配信の仕組みを紹介すると

ともに，通常の授業科目をビデオ収録し，復習教材

としてインターネット配信する試みの実践結果を報

告した．学生からの具体的な印象は未確認であるが，

ISTU が普及するに伴い一定の視聴があることが確

認され，復習教材としての需要が予想される． 
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対話型学習環境における視線行動を用いた学習者習熟度 
〜静的視認対象に対する視線を用いた対話可能分解能の計測結果〜 
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あらまし：現在，対話型学習環境における視線行動を用いた学習者支援に向けた基礎研究に取り組んで

いる．特に，静的対象に対する対話可能分解能について評価している．評価では，画面を等分割した

SSG を用い，誤り選択率，パネル選択所要時間，パネル停留時間で評価を行う．今回，複数名の被験者

に対し計測と評価を行った．本稿では，計測結果について報告する．	 

 
キーワード：視線行動，学習者状態把握，対話型環境，相互評価 

 
1. はじめに 
学習環境における様々な学習者行動や学習履歴を

用いた学習者支援に取り組んでいる．特に相互評価

型学習環境 1)における学習者支援に注目しており，

学習者の取り組み状況や取り組み行動から，学習者

に必要な学習者行動を促す支援につなげたい．これ

までは，対話記録として，提出物やシステムへのア

クセスログ等を用いて，学習者状態の推定を行って

きた．さらにシステムとの対話履歴を，学習者状態

把握に取り組む研究において，学習者の様々な状態

を捉えることにより，より学習者の状態を把握でき

る可能性がある．これらの観点での研究も多くなさ

れてきた．これら研究ではシステムとの対話行動に，

視線行動や手動作，指動作等を追加し，タスクを課

した際の行動と，繰り返し取り組む中での行動の変

質から，学習者状態の推定に取り組んできた．これ

らは，計算機の演算能力，計測デバイスの価格等か

ら高価になりがちであり，１名の計測に対し，大規

模なシステムと研究スタッフが必要だった 3〜6)． 
近年，身体行動の計測デバイスは低価格化と共に	 

API が公開される傾向にある．Microsoft Kinect8)

や Leap Motion9)などの身体動作に加え， tobii 
EyeX10)は，視線行動をリアルタイム計測し UI やゲ
ーム操作に利用可能なデバイスが出てきた．そのた

め，計測が容易になりつつあり，さらに多人数での

同時利用時の行動を用いた取り組みの可能性が高ま

ってきた． 
本研究では，学習者支援システムとして相互評価

に取り組む学習者行動に対する学習者の対話に対し，

視線行動を活用したい．今回，一連の研究の第一段

階として，複数名の被験者に対し，対話型学習環境

に対する，視線を用いた対話可能分解能について評

価を行った． 

LMS/CMS
&
&

&
&
&

&
ac)on(Kb,Mouse)&

&

Staff
teacher

( )  
図 1	 視線を用いた学習者支援環境 

 
2. 視線追跡装置（アイカメラ） 
視線追跡装置は旧来より多く開発され利用されて

きた 3~7)．近年の技術的革新に伴い，視線追跡装置

も安価な製品が発売されだしている．Tobii EyeX 
Dev Kit10)は€99($139)で提供されている．計測方 

 
図 2 Tobii EyeX Dev Kit10) 
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法は非接触型・角膜反射法である．API が提供され
ているため，必要なシステム構築が可能である．本

製品は，UIや視線を用いたゲームシステム構築に向
け提供されている．また，視線を用いたゲームや，

e-Sports 向けにゲーム中のゲーマー視点の計測と
分析に向けた製品 11)や，ゲーム向けのノートパソコ

ンにアイカメラを内蔵した製品も発表された 12)． 
 
 
3. 想定している環境と計測実験 
視線行動を用いた対話行動の分析では，スキャン

パスとヒートマップを用いられることが多い．本研

究で画面上を N×N の空間に分割したエリアに対す
る停留時間から学習者状態に対する分析に用いたい．

また Web システムに対する対話履歴と視線行動を
分析に用いることを想定している．そのため，画面

上に表示される情報は，比較的静的であり，画面上

を２×２〜３×３程度に分割した空間に対する視線

行動に対する分析を想定している 2)． 
 

 
4. 計測実験と結果 
視線を用いた対話可能な分解能について評価する．

今回は，静的対象に限定した．対話環境は，画面上

を N×N のパネル(セグメント)に分割したパネル選
択型のゲームとして SSG(Segment Selecting 
Game)を用いた．評価においては，パネル数と選択
所用時間，誤り選択率から行う．これらから，静的

対象に対する対話可能分解能を評価する． 
SSGには様々なモードをパラメータで調整できる

ようにした．今回の計測では，ゲーム開始時(計測開
始時)に表示されるパネルの全てを選択するタスク
を課した．選択順は左上から順に選択するよう指示

し，できるだけ早く，正確に全てのパネルを選択す

るよう指示した．対話手法は，視線での指示入力と

ボタンでの選択判定を行い，パラメータとして，視

線の表示・非表示，選択パネルの表示・非表示，選

択ターゲットの形状（四角とパネル中心部に小さな

◯印）の組み合わせとした．パネル数は N＝２〜５
まで，各 10 回以上のトライアルとした．また比較
対象として，指示入力を通常のマウスでも実施した．

現在，20 名規模の被験者で，計測と分析を行って
いる．分析が終了次第，報告する． 

tobii%EyeX

( )

 
図 3 SSGと計測環境 

 
 
 
 

5. まとめ 
今回，相互評価における視線行動を用いた学習者

の状態把握に向けた，対話可能分解能の計測につい

て述べた．現在，計測分析中であり，詳細な結果は

示せていない．しかし予備実験結果からは，将来想

定している画面分割数に対しては，マウスと比較し

ても同程度に利用できることが確認できた．今後，

被験者数を増やした評価に取り組み，対話可能分解

能を明らかにしたい．また，その後，ゲーム型環境

における操作熟達過程における，視線行動特性を，

画面を等分割した領域に対する停留時間分布から特

性の変化について研究に取り組む予定である． 
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